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概 況

２００２年の世界経済は、２００１年９月の米国同時

多発テロを受けて不透明感の漂う中でのスタ

ートなったが、年間の海上荷動量は、トンベ

ースで５５億４，９００万トン、トンマイルベースで

２３兆２，５１０億トンマイルと僅かながら前年を上

回り、過去最高を記録した。このうち、わが

国の海上貿易量は、８億８，６００万トンで世界全

体の１６％を占めている。また、３国間輸送を

含めたわが国商船隊による輸送量は７億トン

で世界全体の１３％となっている。

内航貨物輸送量について見ると、長引く国

内不況の影響もあり、トンベースで５億トン、

トンキロベースで２，３５６億トンキロと、２年連

続の減少となった。

一方、船腹量では、２００２年のわが国商船隊は

１，９８８隻、６，９７９万総トン、うち日本籍船は１１０

隻８３０万トンとなり、年々減少を続けている。

また、内航船は、１９９８年から導入された内航

海運暫定措置事業の進展もあり、２００３年３月

末現在で６，５９３隻、３８４万トンとなり、前年比で

見ると隻数で６％、トン数で３％減少した。

２００２年の海運界に目を転じると、同年４月

に発生した「TAJIMA号事件」を受けて、当

協会はタスクフォースを設置し、報告書をと

りまとめるとともに、法務省はじめわが国関

係省庁、超党派の議員等で構成する海事振興

連盟に対し、このような事件に適切に対応で

きるよう法整備等を要望した結果、日本国外

において外国人から日本国民が殺人等の重大

な犯罪の被害を受けた場合にも、わが国刑法

の適用が可能となるよう刑法の一部が改正さ

れ、２００３年８月７日に施行されるところとな

った。

２００２年９月には、米国西岸港湾の労使協約

交渉における ILWU（国際港湾倉庫労働組合）

とPMA（太平洋海事協会）の対立が激化し、

９月２９日には港湾施設が封鎖されたため、当

協会はわが国政府に対し、正常化に向けた配

慮を求める要望書を提出するなどして、事態

の収拾に努めた。

さらに、同年１１月には、スペイン沖におい

てプレスティージ号による海洋汚染事故が発

生し、IMOではエリカ号事故（１９９９年１２月）を

受けて前倒しされたシングルハルタンカーの

フェーズアウト時期をさらに早めるなどの検

討が進められたことから、当協会は関係各方

面と連携を図りながらこれに対応した。

一方、２００１年９月の米国同時多発テロの発

生を受け、IMOや ILOにおいてテロ対策等の

海事保安対策の検討が推進されるとともに、

米国関税庁によるCSI（Container Security

Initiative）のトライアルや、米国向け貨物の

船積み２４時間前マニフェスト情報申告規則等

が実施され、海運・荷主業界は対応に追われ

た。また、テロ事件の発生を契機としたイラ

ク情勢の緊迫化に伴い、当協会は２００３年３月

１９日に「イラク関連海上安全等対策本部」を

設置し、紛争発生時の連絡体制、航行安全対

策等について確認を行い有事に備えたが、翌

３月２０日（日本時間）、米英軍によるイラクへ

の軍事攻撃が開始されたため、当協会は、国

土交通大臣および外務大臣に対して「ペルシ

ャ湾へ就航する船舶の安全確保等について」

要望書を提出するとともに、関係船舶の動静

把握を含む情報の収集等を行い船舶および乗

組員の安全確保に努めた。

船員問題については、２００２年は外航労使にと

って歴史的な年となった。外航労務部会（旧・

外航労務協会）と全日本海員組合による２００２

年度労働協約改定交渉は、賃金に関する実質

船協海運年報２００３ 1



的な中央交渉を行わず、３月１日、最低基本

給制度を廃止し、新たに最低賃金を創設する

ことで妥結し、戦後半世紀以上にわたる「船

団対組合」の中央春闘による賃金決定方式に

終止符が打たれた。さらに、２００３年３月まで

に「中央と個別の雇用協議に係わる枠組みの

見直し」が行われた。

また、外国人船員問題についても大きな転

換の年となった。ITF（国際運輸労連）による

便宜置籍船に乗り組む外国人船員の賃金（ベ

ンチマーク）引き上げに対しフィリピン船員

組合（AMOSUP）が凍結を提案。当協会はこ

れを支持し、ITFの一方的な賃金引き上げは容

認できないとしてキャンペーンを展開した結

果、２００３年からの賃金引き上げ凍結が決定さ

れたほか、船員の雇用問題・労働問題に関し

アジアの声を集約し、国際的に影響力を拡大

するために「アジア船員雇用者グループ」を

結成するなどして、外国人船員問題への対応

を推進した。

その他、海運税制の抜本的改革や羽田空港

再拡張に伴う航行安全確保などの諸問題につ

いても積極的な対応を行った。
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1 海運政策

１・１ 海運対策の推進

１・１・１ 税制抜本改革への対応

わが国経済の持続的成長および産業競争力回復のた

めの構造改革の一環として、税制の抜本改革について

の議論が経済財政諮問会議、自民党税制調査会等にお

いて進められた。当協会ではこれを機に、わが国海運

の競争力確保のため、特に税制に関し、諸外国とのイ

コール・フッティング実現に向けた活動を強力に推し

進めた。すなわち、欧州諸国にて導入・定着の進んで

いるトンネージタックス（トン数標準税制）の導入等

を目指す税制要望を政策委員会において取りまとめ、

活動していくこととした。

上記方針に基づいた具体的な活動として、トンネー

ジタックスおよび船舶特別償却制度について必要性を

訴える意見広告を週刊誌、経済誌および一般雑誌に掲

載するとともに、海運税制に対する一般の理解を得る

ためのキャンペーンとして、トンネージタックスに関

するパンフレットを作成し、広く配布した。

しかしながら、６月に政府税制調査会が「あるべき

税制の構築に向けた基本方針」の中で租税特別措置の

全面的見直しを発表。船舶特別償却制度については廃

止の方向を含め、議論の対象になることが確実となっ

たことから、平成１５年度（２００３年度）税制改正に向け

た要望活動については、船舶特別償却制度の存続を最

優先事項とし、関係方面に働きかけを行った。その結

果精力的な陳情が効を奏し、同制度については、現行

内容にて２年間の延長が決定したものの、業界の宿願

である海運税制の抜本的改善については実現には至ら

なかった。

１・１・２ 実効ある国際船舶制度の実現に
向けて

１．国際船舶について

２００３年３月末における国際船舶（承認船員配乗船）

は次頁のとおり。

２．承認試験について

２０００年１月に開始された外国人船員に対する承認試

験（国際船舶の２名配乗船に対応する外国人船員の所

持する外国海技免状を承認する試験）は、〔資料７―８〕

のとおり２００３年１月までに合計９回フィリピンにて実

施され、延べ９９３名が合格している。

当協会は、承認試験制度の実施に向け国土交通省及

び関係団体との連携を深め、制度の速やかなる実施に

努めた。

一方、この承認試験制度は、申請から承認証の受領

まで受験者および船社スタッフにとって時間と労力が

かかりすぎ負担となっている等の問題がある。

当協会は、２００２年２月７日に開催された「加藤検討

会：国際船舶制度に係る施策の具体化のための検討・

施策立ち上がり後のフォローアップを行うための官労

使参加による検討会（第１回）」（国際船舶制度推進調

査委員会におけるWG）および２００３年５月１９日に開催さ

この章のポイント

●当協会は、トンネージタックスを導入している諸

外国との税制上のイコールフッティングの実現に

向け、強力に活動を推し進めてきたが、船舶特別

償却制度等の廃止も議論される方向となったため、

１５年度税制改正においては、同制度の存続を最優

先に関係方面へ働きかけを行った。その結果、同

制度の現行通りの延長が認められた。

●海運関係分野に関する規制緩和の実現につき、当

協会は引き続き国土交通大臣や規制改革担当大臣

に対して要望等働きかけを行った。

●TAJIMA号事件を契機として、日本国外において

日本国民が被害者となった犯罪に対処するため刑

法の一部が改正され、２００３年８月、公布・施行さ

れた。

! 海 運 政 策
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れた第２回の加藤検討会において、諸外国の承認制度

を踏まえた同制度の抜本的改善を強く要望した。

その結果、現在国土交通省は制度の見直しについて

検討を行っており、当協会はその動向を注視している。

３．第１級海上特殊無線技師養成課程の実施について

STCW９５条約では、船舶職員（航海士）は２００２年２月

以降、第一級海上特殊無線技士（一海特）の資格を有

することが義務付けられることとなった。

これを受け、日本国は国際船舶に乗り組む外国人航

海士に対して一海特の資格を付与するための無線従事

者規則の改正を行い（２００１年６月２０日施行）、日本国の

一海特と同等の外国の無線資格（ROC）を有する外国

人船員については、国内法規のみ

（３時間以上）の講習を受講する

ことで一海特を取得できることと

した。

当協会は、当養成課程を主催す

る日本無線協会と連携を図り、制

度の速やかなる実施に努めた。

当養成課程は、２の承認試験と

同時期にフィリピンにて実施され、

これまで４７４名が受講し一海特の資

格を取得した。

４．若年船員養成プロジェクト

若年船員養成プロジェクト（以

下「若Ｐ」）は、国際船舶制度にお

ける日本人船・機長２名配乗体制

の推進とともに盛り込まれた日本

人船員の確保育成策として１９９８年

度（平成１０年度）に予算化され、

１９９８年１０月より行われている。

当協会は、「若Ｐ」については、

政策委員会を中心に検討を行い、

国際船舶の２名配乗を推進してい

くための現実的判断から、訓練生

に対する「雇用義務は負わない」、

「採用の義務は負わない」、「協力の

域を超えた財政負担はしない」と

の前提の下、国の事業である「若Ｐ」

の乗船訓練に協力する立場として

応分の協力を行ってきている。

２００２年１０月、「若Ｐ」実施団体で

ある SECOJ（財団法人日本船員福利雇用促進センター）

より当協会に対し、「若Ｐ」第５期生が同年１２月下旬頃

から２００３年初頭にかけて順次乗船訓練に移行するため、

訓練船を提供願いたいとの依頼があり、政策委員会に

て検討の上、これまでと同様、協力することとした。

一方、会員各社からは、「若Ｐ」制度のあり方につい

て問題点を指摘する意見もあり、加えて、第４期生に

おいては、乗船訓練中に３名の訓練者が自己都合等に

より途中辞退している状況等に鑑み、当協会は、昨年末、

国土交通省海事局および SECOJに対し、訓練生の選定

にあたっては、明確な自覚を有する者とする等「若Ｐ」

制度の改善について申し入れた。

累計隻数 時 期 船 名 船 種 船 社 名

１ ２０００年３月 ま き な っ く ぶ り っ じ コ ン テ ナ 船 川 崎 汽 船

２ ２０００年３月 加 賀 コ ン テ ナ 船 日 本 郵 船

３ ２０００年３月 えむおーえるえたにてぃー
（ 旧 ： さ ざ ん く ろ す ） コ ン テ ナ 船 商 船 三 井

４ ２００１年１２月 原 町 丸 撒 積 船 日 本 郵 船

５ ２００１年１２月 健 隆 丸 鉱石兼撒積船 日 本 郵 船

６ ２００１年１２月 は ん ば ー ぶ り っ じ コ ン テ ナ 船 川 崎 汽 船

７ ２００２年２月 わ し ん と ん は い う ぇ い 自動車運搬船 川 崎 汽 船

８ ２００２年１月 筑 前 丸 撒 積 船 第 一 中 央 汽 船

９ ２００２年１月 翔 鵬 丸 石 炭 運 搬 船 新 和 海 運

１０ ２００２年３月 乾 安 丸 撒 積 船 乾 汽 船

１１ ２００２年３月 日 鵬 丸 鉱石兼撒積船 日 本 郵 船

１２ ２００２年５月 翠 嶺 丸 撒 積 船 太 洋 日 本 汽 船

１３ ２００２年６月 神 成 丸 自動車運搬船 タ ン ダ マ リ ン

１４ ２００２年７月 国 東 丸 鉱 石 船 新 和 海 運

１５ ２００２年７月 センチュリーリーダー３ 自動車運搬船 八 馬 汽 船

１６ ２００２年８月 日 彦 油 タ ン カ ー 日 正 汽 船

１７ ２００２年８月 新 地 丸 撒 積 船 日 本 郵 船

１８ ２００２年８月 新 札 幌 丸（新造船） 撒 積 船 八 馬 汽 船

１９ ２００２年９月 蒼 龍 丸 撒 積 船 第 一 中 央 汽 船

２０ ２００２年９月 ケ ー プ メ イ 貨 物 船 日 本 郵 船

２１ ２００２年１０月 神 栖 丸 撒 積 船 第 一 中 央 汽 船

２２ ２００２年１０月 さ ん こ う し ん し あ 撒 積 船 三 光 汽 船

２３ ２００２年１２月 駿 河 丸 鉱石兼撒積船 八 馬 汽 船

２４ ２００３年１月 北 野 コ ン テ ナ 船 八 馬 汽 船

２５ ２００３年１月 じょーじわしんとんぶりっじ コ ン テ ナ 船 川 崎 汽 船

２６ ２００３年１月 へんりーはどそんぶりっじ コ ン テ ナ 船 川 崎 汽 船

２７ ２００３年１月 黒 滝 山 丸 撒 積 船 国際マリントランスポート

２８ ２００３年２月 と ら い と ん は い う ぇ い 自動車運搬船 太 洋 日 本 汽 船

２９ ２００３年２月 エ ル エ ヌ ジ ー ジ ャ マ ル Ｌ Ｎ Ｇ 船 日 本 郵 船

３０ ２００３年３月 松 浦 丸 石 炭 運 搬 船 タ ン ダ マ リ ン

３１ ２００３年３月 かるふぉるにあまーきゅりー コ ン テ ナ 船 八 馬 汽 船

! 海 運 政 策
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１・２ 平成１５年度海運関係税制改正
当協会は、平成１４年９月に開催した定例理事会にお

いて、「平成１５年度税制改正要望」を取りまとめ、政府

・国会等、関係方面への要望活動を開始した。

小泉内閣の発足以来、構造改革の一環として租税特

別措置を含む現行税制の一括見直しがうたわれていた

が、平成１４年度末で期限切れとなる「船舶等の特別償

却制度」（以下、船舶特償）については、政府税制調査

会が６月１４日に取りまとめた「あるべき税制の構築に

向けた基本方針」の中で租税特別措置の整理、合理化

を大胆に進める旨が明記され、他の租税特別措置と同

様に、船舶特償も議論の対象になることが避けられな

い状況であった。その後財務省は、租税特別措置の見

直しに係る整理案を１１月２２日に各省庁に提示し、船舶

特償についてはその廃止がうたわれるなど極めて厳し

いものとなっていた。

当協会は船舶特償の廃止提案という事態を受け、政

府・国会方面に対し、わが国はトンネージタックスの

導入により自国海運業の振興を推進している諸外国に

比べて著しく遅れていること、また、諸外国では現在

法人所得に係る租税の見直しにより、投資環境整備の

ための競争を行っており、海運を含むわが国産業の国

際競争力を確保するためには税制による支援が不可欠

であることを各方面に強力に訴え、船舶特償をはじめ

とする海運税制への理解を国会議員等各方面に求めた。

一方、このような厳しい状況を前広に想定し、当協会

は６月より一般週刊誌への意見広告等の海運税制キャ

ンペーンを展開し、広く一般に船舶特償をはじめとす

る海運税制への理解を求めてきた。

その結果、１２月１３日に決定された与党税制改正大綱

において、概ね当協会の要望どおり、船舶特償は２年

間の延長が決定した。平成１５年度海運関係税制改正の

結果は概略次のとおりである（詳細は資料１―１参照）。

! 船舶等の特別償却制度

船舶については現行内容にて存続。船員訓練設備

の特別償却については、特別償却率が６％（現行１０

％）とされた。

" 脱特定物質対応型設備に対する課税の特例（固定

資産税）

海運関係ではコンテナ用冷凍装置につき、当該税

制が適用されていたが、平成１４年度末にて適用除外

となった。改正後の海運税制の全容は資料１―２の

とおりである。

〔資料１―１〕 平成１５年度税制改正要望事項 最終結果

海運関係税制

項 目 現 行 制 度 要 望 内 容 財務省整理案 最 終 結 果

船舶等の特別償却制度 償却率
"外航近代化船：１８!１００
"内航近代化船：１６!１００
"外航二重構造タンカー：１９!１００
"内航二重構造タンカー：１８!１００
"船員教育訓練施設：１０!１００

延 長・恒久化
（適用期限：

平成１４年度末）

廃 止 船員教育訓練設備の特償率の
変更：１０!１００→６!１００

他は現行内容で存続。

外航船舶及び外航コンテ
ナに係る固定資産税

課税標準（船舶価格に対して）
"外航船舶：１!６
"外航船舶のうち、外貿実績５０％超：１!１０
"国際船舶：１!１５

廃 止 ―― 措置されず

とん税 税額（１純トンあたり） １６円 １!３程度に減額 ―― 措置されず

脱特定物質対応型設備に
対する課税の特例（海運
関係は、コンテナ用冷凍
装置のみ）（固定資産税）

課税標準
"平成１１年４月１日～１３年３月３１日に取得し
たもの：価格の４!５

"平成１３年４月１日～１５年３月３１日に取得し
たもの：価格の５!６

延 長
（適用期限：

平成１４年度末）

減税対象より
コンテナ用冷
凍装置を除外

減税対象よりコンテナ用冷凍
装置が除外された。（制度自体
は存続）
（注：利用実績のない税制で
あり実質的な影響なし）

国際課税

項 目 現 行 制 度 要 望 内 容 財務省整理案 最 終 結 果

タックスヘイブン対策税
制の見直し

特定外国子会社の
利益のみ合算課税
＝損金は合算不可

! 特定外国子会社につき、留保所得のある子会社のみ
ならず欠損金のある子会社も合算の対象とすること

" 欠損金繰越期限を撤廃すること
# 軽課税国の判定基準を、国内の法人実効税率が４０％
に引き下げられたこと、および諸外国の法人実効税率
が引き下げられる傾向にあること等を勘案し、２０％以
下に引き下げること

$ 課税済留保金額の損金算入制限を緩和すること
% 控除未済課税済配当の控除期間制限を撤廃すること
& 適用除外の非適用業種から「船舶の貸付」を外すこと

―― 措置されず
当該税制に関連し、適
用除外要件の「非関連
者基準」の見直しを経
済産業省が要望項目と
し、自民党税制調査会
で検討されたものの、
具体的措置には至らず。

! 海 運 政 策
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項 目 現 行 制 度 要 望 内 容 財務省整理案 最 終 結 果

外国税額控除制度の見直
し

外国税額控除：
"損金算入に制限
"持ち株比率に制
限

# 控除限度超過額の損金算入制度の創設
"控除限度超過となった外国法人税は繰越か損金算入
の選択を認めること

"控除不能が確定した繰越外国法人税は損金算入を認
めること

$ 控除限度超過額および控除余裕額の繰越期間を廃止
すること

% 間接外国税額控除制度の拡大
"間接税額控除の持ち株比率の制限を現行の「２５％以
上」から、欧米先進国並みの「１０％以上」とするこ
と

"間接外国税額控除の対象範囲制限を撤廃すること

―― 措置されず
$については繰越期間
の延長（３年→５年）、
%については持株比率
制限の緩和（２５％→１０
％）および対象範囲制
限の緩和（現行孫会社
までのところを曾孫会
社まで）を経済産業省
が要望項目とし、自民
党税制調査会で検討さ
れたものの、具体的措
置には至らず。

企業税制

項 目 現 行 制 度 要 望 内 容 財務省整理案 最終結果

法人税の実効税率 特定外国子会社の利益のみ合算課税＝損
金は合算不可

引き下げ ―― 措置されず

連結納税制度の改善 # 付加税の撤廃
$ グループ内の寄付金・債権償却の容認
% 小規模子会社の交際費損金算入
& 制度離脱要件の緩和

―― 措置されず

償却制度の改善 # 税法上の償却可能額は取得価額の９５％
$ 耐用年数：油槽船１３年、薬品槽船１０
年、その他１５年

# １００％償却の実現
$ 耐用年数の短縮（会計上の償却との
分離を前提）

―― 措置されず

欠損金の繰越期間制限 現在は５年に制限されている 撤 廃 ―― 措置されず

欠損金の繰戻還付不適用
措置

租税特別措置により、不適用措置が継続
されている

廃 止 ―― 措置されず

受取配当金の益金不算入
制度の改善

平成１４年度の連結納税制度導入による減
収の穴埋めとして、以下の増税措置が行
われた。
"特定利子規定の廃止
"定株式以外の株式等に係る受取配当に
つき、益金不算入割合を８０％から５０％
に減額、

# 特定利子規定の復活
$ 特定株式以外の株式等に係る受取配
当の全額益金不算入化

―― 措置されず

日本船主責任相互保険組
合の法人区分

当該法人は現在、法人税法上の「協同組
合等」とされており、２２％の法人税が課
税されている。

「協同組合等」から「公益法人」に変更 ―― 措置されず

退職給与引当金制度 平成１４年度の連結納税制度導入による減
収の穴埋めとして、当該制度は廃止され
た。

復 活 ―― 措置されず

事前確認制度 （現在は制度無し） 新規導入 ―― 措置されず

法人事業税の外形標準課税制度（２００４年度より導入）

現行の法人事業税

所得及び清算所得（＝法人事業税所得）に対して、以下の税率（標準税率）にて課税
年４００万円以下の所得：５．０％
年４００万円超８００万円以下の所得：７．３％
年８００万円超の所得および清算所得：９．６％

外形標準課税導入後（資本金１億円超の法人に限定。１億円以下の法人は、現行制度のまま）

法人事業税の総額は、下記!～#を合計して算出
! 従来の法人事業税所得に対する課税（所得割）
標準税率：年４００万円以下の所得：３．８％

年４００万円超８００万円以下の所得：５．５％
年８００万円超の所得および清算所得：７．２％

" 国内所得に係る付加価値額に対する課税（付加価値割）
付加価値額は事業年度ごとに、以下要領にて算出する。課税標準とすべき付加価値額は、国内所得に係るものをする。
付加価値額＝収益配分額（報酬給与額（注１）＋純支払利子＋純支払賃借料）＋単年度損益（注２）（＝法人事業税所得）
（注１）報酬給与額が収益配分額の７０％を超える場合、超過額（雇用安定控除額）を収益配分額から控除する。
（注２）単年度で欠損になった場合は、収益配分額より控除する。

標準税率：０．４８％
# 国内所得に係る資本等の金額に対する課税（資本割）

資本等の金額は、各事業年度終了の日における資本等の金額を用いる。課税標準とすべき資本等の金額は、国内所得に係るものをする。
資本等の金額＝資本金＋資本積立金額
ただし、上記のうち
１，０００億円超５，０００億円以下の部分については５０％、
５，０００億円超１兆円以下の部分については２５％

を課税標準とする。また、１兆円超の部分については課税しない。
標準税率：０．２％

! 海 運 政 策
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〔資料１―２〕 平成１５年度税制改正後の海運関係税制一覧

項 目 制 度 の 概 要 適 用 期 間

１．特定設備等の特別償却
１）船 舶

$外航近代化船（３０００G"T以上）
特償率 １８!１００

$内航近代化船（３００G"T以上）
特償率 １６!１００

$二重構造タンカー
外 航：特償率 １９!１００
内 航：特償率 １８!１００

平８．４．１～平１７．３．３１

平７．４．１～平１７．３．３１

平１０．４．１～平１７．３．３１
平１３．４．１～平１７．３．３１

２）船員教育訓練設備等 $特償率６"１００
（操船シミュレーター：取得価額３億円超、機関シミュレーター
：同２億円超、荷役シミュレーター：同１億円超の設備に適用）

平１５．４．１～平１７．３．３１

３）公害防止用設備 $オゾン層を破壊する特定物質の代替物質を使用したコンテナ用
冷凍設備（取得価額２３０万円以上、HCFC対応型設備も対象、た
だしCFCは対象外）
特償率 １６!１００

平１４．４．１～平１６．３．３１

２．中小企業投資促進税制
（中小企業による機械装置等の取得に係る特例）
１）機械装置（取得価額１６０万円以上）
２）器具備品（取得価額１００万円以上）
３）船 舶
（内航貨物船（基準取得価額＝取得価額×７５％））

取得価額×３０!１００の特別償却又は取得価額×７!１００の税額控除
（資本金１億円以下の法人に適用、ただし、税額控除を選択でき
るのは資本金３，０００万円以下の法人のみ）

（船舶については、基準取得価額×３０!１００の特別償却又は基準取
得価額×７!１００の税額控除）

平１４．６．１～平１６．３．３１

３．海外投資等損失準備金制度 積立率：
（イ）資源探鉱 １００％
（ロ）資源開発 ３０％
（ハ）特定海外経済協力 １４％
（ニ）新開発地域 １０％
（上記ハ、ニについては、平成１１年３月３１日までに取得した特定
株式等に限る）

昭４８．４．１～平１６．３．３１
平１０．４．１～平１６．３．３１
平１０．４．１～平１６．３．３１
昭４８．４．１～平１６．３．３１

４．特定資産の買換特例（圧縮記帳制度） ! 船舶から船舶
" 内航船舶から減価償却資産
（!"とも譲渡差益の８０％を圧縮記帳）

昭４５．４．１～平１８．３．３１
昭５９．４．１～平１８．３．３１

５．特定外国子会社等の所得の合算課税 特定の外国子会社等の留保所得のうち、親会社（内国法人）の持
ち分に対応する部分を親会社の所得に合算して課税する。

６．登録免許税の課税の特例 軽減後の税率（本則４!１０００）
! 所有権保存登記 国際船舶：船舶価格の１．５!１０００
" 抵当権設定登記 国際船舶：債権金額の１．５!１０００

平１４．４．１～平１６．３．３１

７．特別修繕準備金 修繕費用×事業年度の月数"６０か月×３"４

８．船舶の耐用年数 $油そう船 １３年
$薬品そう船 １０年
$その他のもの １５年

９．とん税、特別とん税 ! とん税 １純トン １６円
" 特別とん税 １純トン ２０円

１０．固定資産税の課税の特例
１）船 舶

課税標準：
! 内航船 価格の１!２
" 外航船 価格の１!６
# 外国貿易船（外貿実績５０％超） 価格の１!１０
$ 外国貿易船のうち国際船舶 価格の１!１５ 平９～平１８年度取得分

２）外航用コンテナ 課税標準： 価格の４!５ 平１０～平１５年度取得分

３）外貿埠頭公社が所有又は取得するコンテナ
埠頭に対する固定資産税・都市計画税の軽減
措置

課税標準：
! 平成１０年３月３１までに取得した埠頭
! 旧外貿埠頭公団からの継承資産 価格の３!５
" その他 価格の１!２

" 平成１０年４月１日以降に取得する埠頭
! 取得後１０年間 価格の１!５
" その後 価格の１!２

平１４．４．１～平１６．３．３１

下線は平成１５年度税制改正による変更箇所

# 海 運 政 策

船協海運年報２００３ 7



１・３ 平成１５年度政策金融制度および海運関係予算
国土交通省をはじめとする関係省庁は、平成１４年８

月末に平成１５年度予算概算要求事項を決定し、財務省

に対し要求を行った。

また、当協会においても、日本政策投資銀行の融資

条件維持を含め、財政資金の確保を関係各方面に要請

した。

その後、１２月２０日に平成１５年度予算政府案の内示が

あり、１２月２４日の閣議にて決定された。政府案のうち、

海運関係予算の概要は以下のとおりである（詳細は資

料１―３および１―４参照）。

! 国土交通省海事局関係

海事局関係では、行政経費として約７４億円（概算

要求では約９１億円）、独立行政法人経費として約１５４

億円（概算要求では約１５６億円）と決定された。行政

経費のうち国際船舶職員緊急養成事業費補助（若年

船員養成プロジェクト）には、概算要求の満額であ

る約４，０００万円と決定された。

また、これとは別に外航船舶の建造等を対象とし

た貿易物資安定供給のための財政融資資金（日本政

策投資銀行融資）として、融資枠に４２０億円を要求し

たが、政府案は「交通・物流ネットワーク」（鉄道・

航空等を含んだ大枠）全体に対し１，８５０億円とされ、

海運向け融資は上記枠内にて対応されることとなっ

た（実質的に満額確保）。なお、融資比率等について

は、融資実績の少なかった一部の事業への融資につ

き、適用金利が変更となったものの、船舶への融資

については現行内容にて存続することとなった。

その他、内航海運暫定措置事業に係る借入金に対

する政府保証として満額の３７０億円、国内旅客船・貨

物船の整備等のための運輸施設整備事業団の共有建

造資金として財政融資資金２４１億円（概算要求では３０２

億円）と決定された。

" その他

国土交通省港湾局関係では、港湾整備事業に国費

約２，９４４億円（概算要求では約３，３８１億円）と決定され

た。また、海上保安庁関係では総額約１，６８９億円（概

算要求では約１，８３６億円）、うち航路標識整備事業は

約５９億円（概算要求では約６１億円、他に１４年度補正

予算で６０億円計上）と決定された。

〔資料１―３〕 平成１５年度予算政府案について（国土交通省） （単位：百万円）

１．海事局関係

! 行政経費

事 項 平成１５年度
政 府 案

平成１５年度
概 算 要 求

平成１４年度
予 算

１．国民経済・国民生活への直接的貢献
（主要項目）
"次世代内航船（スーパーエコシップ）の研究開発
"低環境負荷型外航船（グリーンシップ）の開発
"スーパー中枢港湾の育成
"旅客船のバリアフリー化
"船員離職者職業転換等給付金
"船員雇用促進対策事業費補助金

５，２３３

３２６
９１
４８
２９
７５０
４１

６，１０５

９４８
１３０
５０
５０
７５３
４１

５，３７０

３９０
（新 規）
（新 規）

１０
７４５
４２

２．海事産業の活性化によるわが国経済全体への貢献
（主要項目）
"内航海運の競争力向上のための市場機能の整備方策に関する検討
"適正な船員派遣事業制度の創設・運営

４０７

２４
１１

７５１

２５
２１

３９５

（新 規）
（新 規）

３．海事分野における国際貢献
（主要項目）
"東南アジア海域における航行安全対策

１１５

２２

２２２

２４

１０１

２２

４．国民の海洋利用活性化及び海事思想の普及 ４７４ ８４０ ５３８

５．その他の経費
（主要項目）
"国際船舶職員緊急養成事業費補助（若年船員養成プロジェクト）
"国際船舶制度推進対策

１，１２５

４０
３

１，２１３

４０
５

１，１７６

４５
３

合 計 ７，３５４ ９，１３１ ７，５８０

" 独立行政法人経費

合 計 １５，３９８ １５，５７１ １６，１２８

! 海 運 政 策
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! その他

事 項 平成１５年度
政 府 案

平成１５年度
概 算 要 求

平成１４年度
予 算

%貿易物資安定供給（日本政策投資銀行融資枠）
%内航海運活性化のためのシンデレラ・プロジェクト（内航海運暫定措置事業政府保証枠）
%国内旅客船・貨物船の整備等（財政投融資：運輸施設整備事業団）

※
３７，０００
２７，２００

４２，１００
３７，０００
３０，２００

!
３７，０００
２４，１００

※貿易物資安定供給につき４２，１００百万円の概算要求を行い、結果として政府案の「交通・物流ネットワーク」融資枠の総額１８５，０００百万円の枠内で
対応することとなった（実質的に満額確保）。なお、平成１４年度は「交通・物流ネットワーク」全体で２１０，０００百万円とされ、船舶向け融資は当該
枠内で対応した。

２．港湾局関係（港湾整備事業・国費）

事 項 平成１５年度
政 府 案

平成１５年度
概 算 要 求

平成１４年度
予 算

１．魅力ある都市・個性と工夫に満ちた地域社会
（海上ハイウェイネットワークの形成による２１世紀型物流システムの構築等）

１９５，７００ ２２０，８００ １９８，６００

２．循環型社会の構築・地球環境問題への対応
（港湾を核とした総合的な静脈物流システムの構築等）

２９，６００ ３３，４００ ２９，３００

３．人間力の向上・発揮－教育・文化、科学技術、IT
（港湾における情報システムの高度化）

４００ １，９００ １，９００

４．公平で安心な高齢化社会・少子化対策
（少子・高齢化社会を支える安定した海上輸送サービスの提供）

１３，６００ １５，６００ １２，５００

５．その他
（地域生活基盤の整備）

５５，１００ ６６，３００ ６６，７００

合 計 ２９４，４００ ３３８，１００ ３０８，９００

３．海上保安庁関係

事 項 平成１５年度
政 府 案

平成１５年度
概 算 要 求

平成１４年度
予 算

合 計 １６８，９０９ １８３，６２９ １６８，２１６

うち、
%不審船事案対応能力の強化
%航路標識整備事業

１３，７５１
５，８７９

２１，４０７
６，０７６

６，５６０
６，２６４

〔資料１―４〕 外航海運関係 財政投融資制度

貿易物資安定供給（変更箇所は下線部分）

対 象 事 業
平成１４年度 融資基準 平成１５年度 融資基準

※金 利 融資比率 ※金 利 融資比率

１．海上輸送基盤施設
外航船舶
%下記以外の外航船舶
%超省力化船、基幹輸入物資輸送船舶
%LNG船、二重構造タンカー、超省力化船かつ基幹輸入物資
輸送船舶

政策金利$
政策金利$
政策金利$

４０％
５０％

※※「弾力的な対応」

政策金利$
政策金利$
政策金利$

４０％
５０％

※※「弾力的な対応」

２．海上輸送関連物流施設
%複合一貫輸送施設
%荷捌施設（上屋、荷捌場、全天候対応型荷捌施設）（臨港地
区に限る）

%倉庫（臨港地区に限る）
%省力化対応倉庫（臨港地区に限る）
%物流近代化ターミナル（臨港地区に限る）
%以上につき物流効率化計画を有するもの

政策金利"
政策金利"

政策金利"
政策金利"
政策金利#
政策金利$

４０％
４０％

４０％
４０％
４０％
４０％

政策金利"
政策金利"

政策金利"
政策金利"
政策金利#
政策金利#

４０％
４０％

４０％
４０％
４０％
４０％

※ ２００３年１月現在の金利は下表のとおり（原則として金利は毎月初に見直し）。
※※ LNG船、二重構造タンカー、超省力化船かつ基幹輸入物資輸送船舶については、「弾力的な対応を行う」され、実質的な融資比率は６０％。

２００３年１月現在の金利体系（元金均等償還の場合）

貸付期間１０年
（うち据置３年）

貸付期間１５年
（うち据置３年）

貸付期間２０年
（うち据置３年）

政策金利"
政策金利#
政策金利$

１．５０％
１．４０％
１．３０％

１．８５％
１．７５％
１．６５％

２．１０％
２．００％
１．９０％

! 海 運 政 策
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１・４ 海運関係分野の規制緩和の一層の推進（構造改革特区を含む）
１．規制緩和問題への対応

当協会は、平成１４年１０月３１日、扇千景国土交通大臣

および石原伸晃行政改革担当・規制改革担当大臣に対

し、１９項目からなる規制緩和要望を提出した（資料１

―５）。これは、平成１３年３月３０日に閣議決定された

「規制改革推進３か年計画」の平成１４年度末改定への

意見反映を目的としたものである。

政府における規制改革の推進については、平成１２年

度までは、行政改革推進本部の「規制改革委員会」に

おいて調査審議されてきたが、平成１３年度以降は、同

委員会の「規制改革についての見解」（平成１２年１２月１２

日）を受け、平成１３年４月１日、内閣府に政令で設置

された「総合規制改革会議」において調査審議される

こととなっている。

当協会は、政府の「規制緩和推進計画」がスタート

した平成７年より、国土交通大臣（当時は運輸大臣）

および政府の規制緩和推進母体に対し、会員各社から

要望のあった海運関係の規制緩和要望を行っており、

これまでに多くの項目について改善措置が講じられて

きている。

特に多くの省庁にまたがる事項である港湾における

輸出入手続き等のワンストップサービスについて、平

成１５年度の出来るだけ早い時期に運用開始することと

されたなど、着実に成果が実ってきている。

しかし依然として措置されていないもの、もしくは

措置不十分なものもあるため、今回改めて会員各社に

意見照会し、要望事項を取りまとめたものである。な

お、１９項目のうち日本経団連経由での要望が有効と思

われる「船員保険の被保険者資格の見直し」等の４項

目については、別途、日本経団連の規制緩和要望項目

を通じても要望を行なっている（資料１―６参照）。

当協会は要望書提出後、関係当局と精力的に交渉等

を行い、その進捗（各省庁からの回答）は、資料１―

７（平成１５年５月、内閣府公表）のとおりである。

当協会は、今後も海運業の健全なる発展に向け、規

制の廃止・緩和が実現されるよう鋭意努力していく。

〔資料１―５〕

海運関係規制緩和要望項目

平成１４年１０月３１日

%日本船主協会

!．制度上改善すべき項目

１．わが国港湾の効率的運営を実現し、国際競争力を改善

するための全般的な見直し（円滑な国際物流を可能とす

る観点から）

! 港湾関係諸税（とん税、特別とん税、船舶固定資産

税）ならびに諸料金（入港料等）の適正化

船舶には、入港に際して、とん税、特別とん税、船

舶固定資産税の港湾関係諸税、ならびに入港料等の港

湾関係諸料金など様々な公租公課等の負担が課されて

おり、これらの徴収の考え方を明確にした上で、諸外

国のそれらと比べての負担水準の適正化を図ること。

" 外貿埠頭公社の埠頭等貸付料の適正化

原価主義に基づく料金の妥当性の検証および荷動き

の実態や公共埠頭料金との格差等を勘案した、より弾

力的で国際競争力のある料金設定とすること。

# 港湾運送事業の更なる規制緩和

平成１２年１１月に施行された改正港湾運送事業法で対

象とされた主要９港以外の規制緩和についても、特定

港湾の指定拡大を含め、継続的な検討が必要である。

$ 港湾・輸出入手続き等の一層の簡素化

現在、港湾・輸出入手続に関係する各省庁により、

港湾・輸出入手続のワンストップサービス実現に向け

た作業が進められているところであるが、これら電子

化を進める作業にあたっては、全ての申請手続きにつ

いて、ゼロベースで見直しを行うとともに、関係官公

庁によるデータの共有化を可能とするよう関連法制度

の整備に努めるべきである。

即ち、全ての関連手続を対象として、申請の必要性

が失われたもの、申請の中で削除できる項目、さらに

省庁間に共通する項目の標準化、統一化できるものを

抽出した上で、申請手続を徹底的に削減・簡素化する

とともに、関係官公庁によるデータの共有化を図り、

提出が義務付けられている各種統計資料を抜本的に見

直すよう要望する。 （具体的な要望項目は別紙参照）

２．船員保険の被保険者資格の見直し

日本籍船を所有または裸用船することができなくなった

事業主が雇用する船員は、原則として船員法に規定する船

! 海 運 政 策
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員ではなくなるため、船員保険の被保険者資格を失う。現

在は１年以内に当該事業主が日本船を所有する旨の確約書

を提出することにより資格継続を可能とする措置が講じら

れていることは承知しているが、本特例は最長で２年半を

限度としている。

当方の要望は、特例によらない抜本的な解決である。解

決方法としては、船員保険法の適用に係る船員法上の船員

の範囲の見直し、船員保険法の特別加入制度の創設、ある

いは、有料の労務供給事業を船員職業安定法上で認め、同

事業を営む事業主の雇用する船員については外国籍船に雇

い入れされる場合も含めて船員保険の被保険者資格を付与

する方法（船員職業紹介事業等の許可の要望とも関連する）

などが考えられる。

関係当局より、日本籍船の有無にかかわらず雇用船員が

船員保険の適用が受けられる方策について検討を進める旨

の意向が示されているが、未だ検討には至っていない。早急

に船員保険の被保険者資格の継続措置を実現すべきである。

３．船員職業紹介事業等の許可

本年７月１５日、「船員職業紹介等研究会」において「船員

労務供給事業及び船員職業紹介事業に係る規制改革のあり

方に関する報告」が取りまとめられた。船員労務供給事業

に係る規制改革については、船員の雇用の安定と労働保護

を図りつつ、民間における船員派遣事業の制度化を行う等

船員労働力の適正かつ円滑な移動の仕組みを作ることが適

当との結論が得られている。

ついてはこの結論、ならびに ILO条約（１７９号）採択の趣

旨と陸上における労働者派遣事業、職業紹介事業の自由化

の現状を踏まえ、船員についての労務供給事業等について

も自由化が図られるよう、制度設計を早急に行い、速やか

な実行をお願いしたい。

!．実務上改善を要する項目

〈船舶無線関係〉

４．三級海上無線通信士認定講習に必要な実歴要件の緩和

第三級海上無線通信士認定講習の受講には、第一級海上

特殊無線技士の資格取得後３年の実歴が必要とされている。

しかしながら、現在の配乗形態では３年の実歴を取得する

には５年間を要することからこの実歴を短縮する必要があ

る。

５．三級海上無線通信士認定講習のうち英語に係る講習時

間の短縮

三級海上無線通信士の認定を受けるには６３時間の講習が

課せられており、そのうち３３時間が英語の講習に費やされ

ている。講習を受ける者は、海技士（航海!機関）の資格

取得時にも英語を履修していることから、講習時間の軽減

を要望しており、平成１４年６月に総務省より１０時間程度の

短縮の方向が示されているが、平成１４年１０月１日現在その

具体的なスケジュール・内容は示されていない。第三級海

上無線通信士認定講習の英語に係る講習時間短縮を早期に

実現する必要がある。

６．インマルサット船舶地球局の免許人指定の見直し

無線局管理（インマルサット船舶地球局、海岸地球局）

は同一の免許人が行うことが適切として、船舶地球局の免

許人は KDDIとなっている。しかしながら、船舶地球局は

GMDSS設備として搭載が義務付けられるものであり、運航

管理者が当該設備を所有し、無線従事者の配置を含め実質

的に管理している。KDDIが免許人となり運航管理者と主官

庁との間に入ることで手続きが煩雑となる面もあることか

ら、義務船舶局に併設される船舶地球局の設備は、船舶局

の一無線設備とし、船舶の運航管理者を免許人とするよう

見直すべきである。

なお、外国においてわが国と同様の制度を採用している

国があるとは聞いていないが、各国における制度の状況も

参考として対処すべきである。

〈港湾・海務関係〉

７．２万５千総トン以上の液化ガスタンカーに対する海上

交通安全法に基づく東京湾、伊勢湾への夜間入出域制限

の緩和について

浦賀水道航路および伊良湖水道航路では航行安全指導に

よって夜間入出域が制限されており（日出１時間前から日

没までの間に航路に入る）、当該船舶の本邦バース着桟可能

時間は、概ね日出から日没３時間前となっている。入湾に

ついて制限を撤廃することによって、バースにおける日出

に合わせた船舶の入港が可能となり、現在湾口付近で時間

調整のために行われているドリフティング等による付近航

行船舶の安全航行に与える影響の緩和と物流の効率化につ

ながる。また、本邦バース離桟可能時間は概ね日出から日

没となっており、荷役を終了し離桟後、当該航路に制限時

間内に入れない場合、当該港での錨泊等による滞船を余儀

なくされ、船舶の効率的な運航を阻害する。

バースの離着桟時間制限もあり該当船舶は限られている

こと、また、近年の船舶性能の向上（操縦性、航海設備）、

航行管制等による安全性の改善を考慮すると、上記規制撤

廃による効果が大きく、早急な撤廃が望まれる。

! 海 運 政 策
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８．瀬戸内海における危険物積載船を除く巨大船への航行

制限の緩和

備讃瀬戸東、北、南航路および水島航路等においては、

巨大船に対し昼間に航行するよう制限している。浦賀水道

航路や伊良湖水道航路では夜間航行は制限されておらず、

上記航路においても、航行制限の見直しをするべきである。

９．ねずみ族駆除免除検査証書の有効期間の延長

国際条約（International Health Regulation）では標記証書

の有効期間を６ヵ月とし、さらに１ヵ月延長の採用を各国

政府の裁量に委ねている。わが国では当該１ヵ月延長を認

めておらず、外国政府の発給した１ヵ月延長の証書も認め

ていない。当該証書は国際条約に基づき締約政府が発給す

るものであり、有効性を認めるべきである。

１０．マニラ港出港船に対する無線検疫の実施

フィリピンは国内にコレラ汚染地域をもつ国に指定され

ており、同国出港後５日以内に日本に入港する船舶は、無

線検疫制度の適用を受けられず、検疫錨地において検疫を

受けなければならない。同国マニラ港とわが国には定期コ

ンテナ航路が開設されているが、本邦港湾まで概ね４日程

度で到着するため検疫錨地において検疫を受けなければな

らず、コンテナ船の効率的運航を阻害する。フィリピン同

様中国も汚染地域に指定されているが無線検疫は適用され

ており、マニラ港出港船についても同様の措置が必要。

１１．内航船舶（沿海船）の航行可能領域の拡大

内航船舶の航行区域（沿海区域）は、一部規制緩和され

ているが、原則として離岸距離２０海里以内の水域とされて

いる。しかしながら、本規制によると、地理的形状により、

発着地間の最短距離を直線航行できなくなること等から、

航海距離が長くなり、その分多くの時間と燃料を必要とす

るなど内航海運の運航効率を低下させている。

船舶安全法関係では、内航船舶の設備・構造も近代化さ

れ、安全性も向上していることとして、直線航行が可能な

所謂「限定近海船」が措置されている。（但し、本州～沖縄

航路の一部においては「近海海域」が存在するため、沿海

資格船舶での航海ができない。）

しかし、船舶職員の配乗（人数・資格）については、船

舶安全法上の限定近海区域のような区分がないため、船舶

安全法に定める航行区域での航海が出来ない。

これは内航船舶の運航に関するハード面（設備・構造等）

とソフト面（船員配乗）の整合が取れていない結果であり、

実態としては機能していないと言わざるを得ない。

今後、モーダルシフト推進の観点からも内航海運の効率

的な活用が一層求められており、沿海資格船舶の直線航行

が可能となるよう見直す必要がある。

〈水先関係〉

１２．航海実歴認定を受けた船長の乗り組む全ての船舶に対

する強制水先の免除

現在、航海実歴認定を受けている船長（省令で定められ

た回数以上、当該水域における航海に従事したと地方運輸

局長が認めた船長）は、日本船舶及び日本船舶を所有する

ことができる者が借入れた日本船舶以外の船舶（ただし期

間よう船を除く）においては強制水先を免除されることに

なっている。しかしながら、当該船長が期間よう船された

外国籍船に乗り組む場合には免除されない。日本人船長の

乗り組むこれら外国籍いわゆる FOC船は、配乗面等実質的

に日本船舶と変わらないことから、認定を受けている日本

人船長の乗り組む船舶については、船舶の国籍によらず強

制水先を免除すべきである。

〈保険関係〉

１３．船舶不稼働損失保険の海外付保の自由化

船体保険と不稼働損失保険を一体で付保する場合は、低

コストでの付保が可能であるが、不稼働損失保険について

は海外付保ができないため、船体保険の海外付保のメリッ

トが生かされていない。このため日本籍船の不稼働損失保

険についても、海外付保を自由化すべきである。

〈客船関係〉

１４．マルシップ外航客船の外国人乗組員の上陸許可期間の

延長

乗員の上陸は１５日を超えない範囲内で許可されており、

マルシップ外航客船については、初回の申請で１５日の上陸

許可を得た後、必要な時点で再度申請することにより新た

に１５日の上陸許可が認められている。ただし、３度目以降

の上陸許可申請は、外国へ向け出港し再度日本の港に入港

しない限り受け付けられない。近年におけるマルシップ外

航客船の国内就航状況に鑑み、上陸許可期間の延長や数次

上陸許可を認めることなどが必要。

１５．日本籍船でのカジノの自由化

日本籍船上では現行刑法が適用されるため、公海上にあ

ってもカジノが禁止されている。国民への健全な娯楽を提

供し、クルーズ客船事業の振興を図るため、カジノの運営

が非合法とならないよう、所要の法整備を行うこと。

! 海 運 政 策
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〈その他〉

１６．日本籍船の登記・登録、海外譲渡、登録抹消等に係る

手続きの簡素化

! 日本籍船の登記・登録の一元化

日本籍船の登記・登録は、二元的制度の下で手続き

が複雑になっている。船舶の登録抹消時においては管

海官庁から登記所への嘱託により手続きが一元化され

ていること、航空機においては航空機登録法による航

空機の登録と航空機抵当法による抵当権の登録が航空

機登録令のもとに一元化されており、自動車において

も同様の制度となっていることを踏まえ、船舶の登記

・登録の一元化を図り、速やかで合理的な登記・登録

を可能にすること。

" 船舶原簿と船舶登記簿の変更手続きの一元化

既に登録済の船舶において船舶原簿と船舶登記簿に

変更があった場合、両者共通の事項については、「変更

登録を行った管海官庁から登記所への嘱託による変更

登記の方法等を採用することにより、実質的な一元化

を図る」方向で法務省・国土交通省間での協議が進め

られているとのことだが、速やかに変更時手続きの一

元化を実現すること。

# 国際船舶を海外譲渡する際に提出する書類の見直し

海上運送法第４４条の２に規定される国際船舶につい

ては、海外譲渡届の提出にあたり、売買契約書の添付

が求められており、併せて運輸局において登録抹消手

続きを行う際にも、再び売買契約書の提出が求められ

ている。登録抹消手続きの際の売買契約書については

その提出を不要とする方向で検討中とのことだが、速

やかに実現すること。また、国際化の流れに鑑み、以

下の書類のうち英語を正文とするものについては、和

訳の添付を不要とすること。

$日本籍船の登録抹消にあたり運輸局に提出する書類

のうち、売買契約書・受渡議定書・委任状

１７．船舶の建造許可に当たっての手続きの一層の簡素化

OECDにおける造船協定が発効した際に建造許可制度全

般の見直しを行い、また、発行前における手続きの簡素化

についても検討を行っているとのことであるが、速やかな

実行をお願いしたい。

１８．船舶運航事業者の提出する報告書・届出等の簡素化

法律・省令等に基づき、各種報告書・届出等の提出が必

要とされている。近年、一部簡素化されてきているが、依

然として他の報告等のデータとの共有化が可能と思われる

もの等がある。現在、簡素化可能な書類・項目の抽出、確

定後、省令改正等の担保措置についてスケジュール等を調

整予定とのことであるが、速やかな実行をお願いしたい。

１９．公用航海日誌の記載方法の弾力化

公用航海日誌の記載については、平成１４年５月に国土交

通省より外国語による記載を認める旨の方向が示され、こ

れに伴う改正船員法施行規則の施行が平成１４年６月から予

定されていた。

しかしながら、平成１４年１０月１日現在同施行規則は公布

・施行されていないことから、公用航海日誌の外国語によ

る記載を早期に実現する必要がある。

また、同改正施行規則では記載事項の削減や書式そのも

のの変更が予定されていないことから、引き続きこれらの

措置が必要である。

以 上

〔別 紙〕

輸出入・港湾諸手続き全般の一層の簡素化に関する具体的内容

１．港湾諸手続の簡素化関連

! 現行の港湾・輸出入諸手続全ての見直し

$各種手続の改廃に向けた検討

$申請書類の徹底した簡素化

$従来の慣行等の見直し（現物主義の廃止、簡易申告

制度の抜本的改善、事後申告の検討等）

" 入出港時に提出する各種書類の徹底した簡素化と EDI

化・ペーパーレス化

$NACCSデータの有効活用による船社等に課されてい

る港湾統計等の申告義務の免除あるいは廃止

$申請データや各種統計資料の関係官公庁による共有

化

$EDI対象メッセージの統一及び各コードの標準化

$システム使用料のミニマイズ化等、申請者の負担軽減

２．輸出入手続の簡素化

! 通関関係

$CSCプレート付輸入（非マル関）コンテナの輸送機

器としての無条件通関許可または無期限免税一時輸

入の承認

! 海 運 政 策

船協海運年報２００３ 13



"海上コンテナの内貨の輸送禁止（２回以上）の緩和

または廃止

"免税コンテナの再輸出期間の延長

"同再輸出期間延長申請提出義務の廃止または許可期

間延長

"空荷で輸入されたコンテナ（非マル関）の空荷での

再輸出に対する免税措置の拡大

"フラットベッドコンテナの輸出入貨物の容器輸出入

（納税）申告義務の廃止

! 植検関係

"植検対象貨、内航船接続時の積替届の廃止

以 上

〔資料１―６〕

規制撤廃・緩和要望事項について（日本経団連経由での要望項目）

平成１４年７月５日

#日本船主協会

○船員保険の被保険者資格の見直し

〈現状と要望〉

日本籍船を所有または裸用船することができなくなった

事業主が雇用する船員は、原則として船員法に規定する船

員ではなくなるため、船員保険の被保険者資格を失う。現

在は１年以内に当該事業主が日本船を所有する旨の確約書

を提出することにより資格継続を可能とする措置が講じら

れていることは承知しているが、本特例は最長で２年半を

限度としている。

当方の要望は、特例によらない抜本的な解決である。解

決方法としては、船員保険法の適用に係る船員法上の船員

の範囲の見直し、船員保険法の特別加入制度の創設、ある

いは、有料の労務供給事業を船員職業安定法上で認め、同

事業を営む事業主の雇用する船員については外国籍船に雇

い入れされる場合も含めて船員保険の被保険者資格を付与

する方法（船員職業紹介事業等の許可の要望とも関連する）

などが考えられる。

関係当局より、日本籍船の有無にかかわらず雇用船員が

船員保険の適用が受けられる方策について検討を進める旨

の意向が示されているが、未だ検討には至っていない。早急

に船員保険の被保険者資格の継続措置を実現すべきである。

〈関係法令〉 船員法第１条 船員保険法第１７条、第１８条

および第１９条

〈所管官庁〉 国土交通省、厚生労働省、社会保険庁

○船員職業紹介事業等の許可

〈現状と要望〉

現在「船員職業紹介等研究会」において、民間による船

員派遣事業の自由化等について検討が行われている。関係

当局からは、許可制による民間による船員派遣業の創設が

示されており、本年７月中に最終的な取りまとめが行われ

る予定であるが、速やかな実行をお願いしたい。

ILO条約（１７９号）採択の趣旨と陸上における労働者派遣

事業、職業紹介事業の自由化の現状を踏まえ、船員につい

ての労務供給事業、職業紹介事業についても自由化が図ら

れるよう、早急に船員職業安定法を改正すべきである。

〈関係法令〉 船員職業安定法第３３条～第４２条（船員職業

紹介事業）

船員職業安定法第５３条～第５６条（船員労務

供給事業）

〈所管官庁〉 国土交通省

○港湾・輸出入手続き等の一層の簡素化

〈現状と要望〉

現在、港湾・輸出入手続に関係する各省庁により、港湾

・輸出入手続のワンストップ・サービス実現に向けた作業が

進められているところであるが、これら電子化を進める作

業にあたっては、全ての申請手続きについて、ゼロベース

で見直しを行うとともに、関係官公庁によるデータの共有

化を可能とするよう関連法制度の整備に努めるべきである。

即ち、全ての関連手続を対象として、申請の必要性が失

われたもの、申請の中で削除できる項目、さらに省庁間に

共通する項目の標準化、統一化できるものを抽出した上で、

申請手続を徹底的に削減・簡素化するよう要望する。

〈関係法令〉 関税法、電子情報処理組織による関税手続

の特例に関する法律、

コンテナ特例法、出入国管理及び難民認定

法等

〈所管官庁〉 国土交通省、財務省、法務省、厚生労働省、

地方自治体等

○航海実歴認定を受けた船長の乗組む全ての船舶に対する

強制水先の免除

〈現状と要望〉

現在、航海実歴認定を受けている船長（省令で定められ

た回数以上、当該水域における航海に従事したと地方運輸

! 海 運 政 策
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局長が認めた船長）は、日本船舶および日本船舶を所有す

ることができる者が借入れた日本船舶以外の船舶（ただし

期間よう船を除く）においては、強制水先を免除されるこ

とになっている。しかしながら、当該船長が期間よう船さ

れた外国籍船に乗組む場合には免除されない。

日本人船長の乗組むこれら外国籍船いわゆる FOC船は、

配乗面等実質的に日本船舶と変わらないことから、認定を

受けている日本人船長の乗組む船舶については、船舶の国

籍によらず強制水先を免除すべきである。

〈関係法令〉 水先法第１３条

〈所管官庁〉 国土交通省

以 上

〔資料１―７〕

海運関係規制緩和要望の進捗状況（各省庁からの回答）

平成１５年５月

内閣府公表

!．制度上改善すべき項目

１．わが国港湾の効率的運営を実現し、国際競争力を改善

するための全般的な見直し（円滑な国際物流を可能とす

る観点から）

! 港湾関係諸税（とん税、特別とん税、船舶固定資産

税）ならびに諸料金（入港料等）の適正化

%回答無し ※引き続き要望していく

" 外貿埠頭公社の埠頭等貸付料の適正化

%その他（国土交通省港湾局管理課）

（説明）

公社埠頭の貸付料は、埠頭公社と船社等との間で

結ぶ岸壁等賃貸借契約による民間契約で決定されて

いる。しかし公社が原価を上回る貸付料を設定する

ことは、公益法人の本来の目的を逸脱するばかりか、

船社等の経営を不当に圧迫する虞がある。また、原

価を大きく下回る貸付料を設定することは、公社の

経営を危うくし、貸付金の償還に支障をきたす虞が

ある。そのため、国土交通大臣に届出られた貸付料

については、変更命令が担保されているところであ

り、当該料金の算定基準が定められているところで

ある。

# 港湾運送事業の更なる規制緩和

%具体的措置の検討中（国土交通省海事局港運課）

（説明）

主要９港以外の地方港の規制緩和については、「規

制改革推進三か年計画（改定）」において、平成１４年

度に検討を開始し平成１５年度中に結論を得ることと

されており、国土交通省としては、現在、港運事業

者、労働組合、港湾管理者、船社、荷主等の関係者

からの意見聴取、先行実施した主要９港の規制緩和

の影響、地方港の実態等の把握に努めているところ。

$ 港湾・輸出入手続き等の一層の簡素化

%措置予定（国土交通省政策統括官付政策調整官付・

港湾局環境!技術課、海上保安庁航行安全課、共管：

法務省、財務省、厚生労働省、農林水産省、経済産

業省）

（説明）

! 輸出入・港湾関連手続のシングルウィンドウ化

については、平成１５年７月中を目標にこれを実現

することとしており、関係府省と連携、協力しつ

つ、現在、鋭意システム開発作業を進めていると

ころである。

" シングルウィンドウ化により、複数の官庁で共

通する手続については同時に送信することが可能

となる（入・出港届等）。また、各省庁がそれぞれ

求めている手続の申請時においても、既に入力し

た情報を参照することで、申請書類作成の際、重

複入力を回避することが可能となる。

# また、手続の徹底した見直しについては、今後

とも、各種手続の必要性を逐次検討し、その見直

しが必要なものについては、適宜、措置していく

こととしているところである。

※なお、港湾統計調査において港湾管理者へ提出が義務付け

られている外貿貨物の情報については、NACCSデータを活
用すべく当省で実証実験を行っているところであり、でき

るだけ早期に実運用を開始する予定である。

２．船員保険の被保険者資格の見直し

%その他（厚生労働省保険局保険課、国土交通省海事局

船員政策課・船員労働環境課）

（説明）

平成８年の運輸省通達により、やむを得ない事由に

より一時的に日本船を所有できなくなった船舶所有者

に雇用されている者であって、一定の条件を満たした

者については、地方運輸局長等の認定により、最長２

年半の間、特例的に船員法上の船員として取り扱うこ

ととされている。

! 海 運 政 策
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※その後、船員職業安定法の改正により措置すべく対応が進め

られている。

３．船員職業紹介事業等の許可

!具体的措置の検討中（国土交通省海事局船員政策課）

（説明）

船員職業紹介事業等の民間参入については、平成１４

年７月、船員職業紹介等研究会（今後の船員職業紹介

等のあり方を検討するため、官学労使で構成）におい

て基本的な方向性が示されたが、一部合意を得られな

かった事項もあるため、当該事項について関係者間に

おいて検討を行っているところである。

※その後、船員職業安定法の改正により措置すべく対応が進め

られている。

!．実務上改善を要する項目

〈船舶無線関係〉

４．三級海上無線通信士認定講習に必要な実歴要件の緩和

!措置困難（総務省総合通信基盤局電波部電波政策課）

（説明）

第三級海上無線通信士の認定講習の受講に必要な業

務経歴の要件は、第三級海上無線通信士の資格に必要

とされているレベルと第一級海上特殊無線技士の資格

のレベル差を勘案して定められており、３年間の業務経

歴は現行の時間数で講習を実施するためには不可欠で

ある。なお、業務経歴が無い場合には、無線従事者養成

課程を受講することにより免許を取得する方法がある。

５．三級海上無線通信士認定講習のうち英語に係る講習時

間の短縮

!措置予定（総務省総合通信基盤局電波部電波政策課）

（説明）

海技士の資格取得時に行われる英語の履修内容と比

較検討したところ、上級の海技士（航海）を対象とし

て行われる英語の内容の一部が共通しているとの結論

を得たことから、１０時間程度の時間短縮を行うことと

し、今後、改正に向けての作業を行い、平成１４年度中

に措置を予定。）

６．インマルサット船舶地球局の免許人指定の見直し

!措置困難（総務省総合通信基盤局電波部衛星移動通信

課）

（説明）

インマルサット船舶地球局は、回線の設定等が電気

通信事業者所有の海岸地球局により管理されており、

船舶地球局と海岸地球局は技術的に一体性が強く、無

線局管理は同一の免許人の責任において行うことが適

切である。なお、運航管理者と免許人が異なることに

よる手続きの煩雑さについては、免許人から運航管理

者に対して余裕をもった免許状の手交ができるよう、

これらに要する期間を考慮した事務処理を行うことに

よりその軽減を図っており、また、免許人と運航管理

者との間においても、無線局検査の立会いを免許人か

ら運航管理者に委託することにより、経済的な負担の

軽減も図ってきているところである。）

〈港湾・海務関係〉

７．２万５千総トン以上の液化ガスタンカーに対する海上

交通安全法に基づく東京湾、伊勢湾への夜間入出域制限

の緩和について

!措置するか否かを含めて検討中（海上保安庁警備救難

部航行安全課）

（説明）

平成１３年度、学識経験者、海事関係者等の参加を得

た検討会を開催し、当該制限の緩和の可能性について

基礎的な検討を実施した。現在、東京湾及び伊勢湾に

ついて、新たに地元漁業関係者等の参加を得た各々の

委員会を開催しており、当該制限の緩和の可能性につ

いて検討中である。

８．瀬戸内海における危険物積載船を除く巨大船への航行

制限の緩和

!措置するか否かを含めて検討中（海上保安庁警備救難

部航行安全課）

（説明）

平成１３年度、学識経験者、海事関係者等の参加を得

た検討会を開催し、当該制限の緩和の可能性について

基礎的な検討を実施した。現在、基礎的な検討結果を

踏まえ、瀬戸内海における夜間操業実態等の問題点の

整理を行い、今後、地元漁業関係者等を交え当該制限

の緩和の可能性についての検討を行う予定である。

９．ねずみ族駆除免除検査証書の有効期間の延長

!措置するか否かを含めて検討中（厚生労働省健康局結

核感染症課、医薬局食品保健部企画課検疫所業務管理

室）

（説明）

国際間のペストの伝播を防止するため、WHOが定め

! 海 運 政 策
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た国際保健規則（IHR）により、国際通行を行う船舶は、

ねずみ族が存続しない状態の維持又は定期的な駆除を

行い、その証明を保健官署により受けることとなって

いる。この証明書の有効期間が６ケ月と定められてい

るが、ねずみ族の駆除又は検査を他の承認港で実施す

ることによって容易化されると思われる場合に限り特

例的に、有効期間を１ヶ月延長することができること

と規定されている。我が国に入港する船舶が保有する

ねずみ族駆除証明書又は駆除免除証明書については、

検疫法により有効期間が６ヶ月のもののみを認めてい

るが、現在、ねずみ族の駆除等に関する証明書の延長

を含め、WHOにおいて国際保健規則の全面的見直しが

行われており、その結果を踏まえ、検疫法の見直しを

検討することとしている。

１０．マニラ港出港船に対する無線検疫の実施

!具体的措置の検討中（厚生労働省健康局結核感染症課、

医薬局食品保健部企画課検疫所業務管理室）

（説明）

検疫法第４条等により、日本の港に入港する外国を

発航した船舶の長は、船舶を検疫区域に入れ検疫を受

けなければならない。しかし、同法第１７条第２項によ

り検疫所長に一定事項を通報した上で、病原体が国内

に侵入するおそれがないと認められたときは、検疫区

域での検疫を受けることなく入港することができる（無

線検疫）。しかしながら、無線検疫手続大綱第２の２の

（１）により、検疫感染症の汚染地域をもつ国を発航し、

当該感染症の潜伏期間を考慮した一定期間内（コレラ

は５日以内）に入港する場合は、無線検疫は適用され

ないこととなっている。いずれにせよ、近年、船舶の

衛生状態が向上し、乗組員等にも衛生思想が普及した

ことから、今後、無線検疫の運用のあり方について検

討していくこととしている。

１１．内航船舶（沿海船）の航行可能領域の拡大

!措置するか否かを含め検討中（国土交通省海事局安全

基準課・海技資格課）

（説明）

沿海区域については、平成８年に沿海区域の凹入部

のうち拡大可能な海域について一部拡大を行っている。

また、船舶の大型化、航海機器等の発達等に対応して、

航行水域が近海区域のうち主要内航航路を包含する区

域（最も遠いところで距岸１００海里程度）に限定される

船舶を限定近海船として、近海船よりも緩和された基

準を設定しており、船舶の所要施設については平成７

年７月（貨物船）及び平成１０年７月（旅客船）に、ま

た、船舶の積載量に係る満載喫水線については平成１３

年１０月に、技術基準を設定した。船舶職員の配乗につ

いては、船舶の航行区域毎に、航行安全の確保を図る

観点から、航行実態等を勘案して、乗組み基準を定め

ている。現在、内航貨物船にかかる船員の乗組み体制

の見直しを「内航船乗組み制度検討会」において検討

しているところである。同検討会においては、ご要望

の趣旨も含めて、乗組み基準全般についての検討を行

っており、平成１５年度中に検討を終える予定である。

〈水先関係〉

１２．航海実歴認定を受けた船長の乗り組む全ての船舶に対

する強制水先の免除

!措置困難（国土交通省海事局海技資格課）

（説明）

日本籍船については、船長以外にも、我が国の海事

法令や日本語などに精通した船員が、我が国の法制度

に則って、確実に乗組み、定められた方法・体制で航

海当直を実施しており、このため、こうした我が国の

法制度に基づく船舶全体の安全運航体制を基礎とした

上で、一定の要件を満たす船長が乗組んでいる場合に

は水先の免除を認めている。一方、外国籍船について

は強制水先の免除措置がないが、そもそも、外国籍船

については、船員の配乗・管理等、全て我が国の法制

対象外であり、このため、日本籍船と異なり、我が国

の海事法令や日本語などに精通した船員が確実に乗組

んでいるとは言えず、船舶の運航体制全体での安全確

保に制度的保証がない。国際的にも船長の航海実歴に

よる強制水先の免除を認めている例はない。従って、

外国籍船に対しては、強制水先を免除することは困難

である。

〈保険関係〉

１３．船舶不稼働損失保険の海外付保の自由化

!回答無し ※引き続き要望していく

〈客船関係〉

１４．マルシップ外航客船の外国人乗組員の上陸許可期間の

延長

!措置済み（法務省入国管理局入国在留課）

（説明）

乗員上陸許可制度は、入管法第１６条において、外国

! 海 運 政 策
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人乗員が船舶等の乗換え、乗組み、休養、買い物、そ

の他これらに類似する目的をもって１５日を超えない範

囲内で上陸を希望する場合に許可されると定められて

いるところ、「マルシップ外航客船の外国人乗組員の乗

員上陸許可」については、国土交通省からの弾力的な

運用に関する申し入れを踏まえ、運用しており、個々

の事情を斟酌した上で許可を行っている。

※当方は措置済みと了解していない。

１５．日本籍船でのカジノの自由化

$措置困難（法務省刑事局公安課）

（説明）

いずれかの省庁において、カジノを法制化する法律

を立案することとなれば、その内容について、当省が、

個別に、当該省庁との協議に応じる用意はある。

〈その他〉

１６．日本籍船の登記・登録、海外譲渡、登録抹消等に係る手

続きの簡素化

! 日本籍船の登記・登録の一元化

$具体的措置の検討中（国土交通省海事局検査速度登

録測度室、共管：法務省）

（説明）

事務の一元化までの間、国民の負担を出来る限り

軽減するための制度として、船舶登録事項と一致し

ている。船舶登記の表題部に関する事項について管

海官庁に変更登録の申請があった場合に、管海官庁

から嘱託による変更登記の制度（嘱託制度）を採用

する方向で、その具体的方法を検討中である。

" 船舶原簿と船舶登記簿の変更手続きの一元化

$具体的措置の検討中（国土交通省海事局検査速度登

録測度室）

（説明）

事務の一元化までの間、国民の負担を出来る限り

軽減するための制度として、船舶登録事項と一致し

ている。船舶登記の表題部に関する事項について管

海官庁に変更登録の申請があった場合に、管海官庁

から嘱託による変更登記の制度（嘱託制度）を採用

する方向で、その具体的方法を検討中である。

# 国際船舶を海外譲渡する際に提出する書類の見直し

$具体的措置の検討中（国土交通省海事局検査速度登

録測度室）

（説明）

国際船舶の譲渡の届出の際に提出された譲渡契約

書を、日本船舶の登録抹消を行う管海官庁に送付す

ることとし、抹消登録の際の売買契約書の提出を不要

とする方向で検討中である。

１７．船舶の建造許可に当たっての手続きの一層の簡素化

$平成１５年度初頭に措置予定（国土交通省海事局造船課）

（説明）

規制緩和推進３カ年計画において、商業的造船業に

おける正常な競争条件に関する協定の発効後、可及的

速やかに臨時船舶建造調整法の改廃を含む建造許可制

度の抜本的見直しを行うこととしているところ、平成

１４年１２月より新たな協定の策定に向けた外交交渉が開

始されているが、現在、同協定発効前における手続き

の簡素化について、平成１５年度初頭の実施を目標とし

て検討を行っているところである

１８．船舶運航事業者の提出する報告書・届出等の簡素化

$具体的措置の検討中（国土交通省海事局外航課・海事

産業課）

（説明）

簡素化可能な書類・項目の個別具体的な抽出に当た

り、新たな要望の提出が予定されているところ、再検

討を行っている。

１９．公用航海日誌の記載方法の弾力化

$一部措置済み、一部措置するか否かを含め検討中（国

土交通省海事局船員労働環境課）

（説明）

! 改正前の船員法施行規則第１１条では航海日誌の外

国語による記載を明示していなかったため、行政手

続上、内容の真正性を容易に確認することができる

日本語のみを取扱っていた。そのため、１２月１１日、

船員法施行規則の一部を改正する省令（平成１４年国

土交通省令第１１３号）により、航海日誌の外国語によ

る記載が可能である旨を明示することとした。

" 記載事項の削減及び書式そのものの変更について

は、海運業界から具体的な要望を得られなかったた

め、引き続き、要望内容を聴取した上で、利便性の

向上を目的としてその改正内容の要否について検討

する。

以 上
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２．構造改革特区問題への対応

地域の自発性を最大限尊重し、地域の特性に応じて

規制緩和等の特例を導入することを目的とした構造改

革特区を実現させるため、平成１４年７月、小泉総理を

本部長とする「構造改革特区推進本部（以下、特区本

部）」が設置されるとともに、所要の法律である「構造

改革特別区域法案」（以下、特区法案）が、第１５５回臨

時国会にて成立した。

これを受けて、地方公共団体や民間団体からさまざ

まな提案が寄せられており、当協会としても、政策委

員会を中心に提出の有無の検討を行った。その結果、

当協会が念願する諸課題は、特区という地域的枠組み

の問題よりも、むしろわが国制度そのものの根幹上の

課題が多く、また、特区においては国による税の減免

や補助金等、従来型の財政措置を講じないとの基本方

針が示されていることから、現時点では特区への提案

は行わないこととし、今後、海運界の課題が特区での

施策になじむ段階に至った際に改めて検討し、必要に

応じ要望することとした。

１・５ TAJIMA号事件および外国籍船上における犯罪等への対応
１．TAJIMA号事件の概要、および事件発生直後の当協

会の対応

２００２年４月７日、台湾沖の公海上を姫路に向け航行

中の当協会会員会社が管理するパナマ籍大型原油タン

カー「TAJIMA」（１４８，３３０総トン、日本人６名、フィリ

ピン人１８名乗組）の船上にて、日本人二等航海士が、

同乗のフィリピン人船員２名に殺害される事件が発生

した。

同事件は、公海上で発生し、かつ、本船の船籍が外

国籍（パナマ籍）であるので国内法上わが国は刑事裁

判管轄権を有せず、唯一パナマ共和国が本事件の刑事

裁判管轄権を有することとなるため、本船が姫路港錨

地に停泊した後も、被疑者両名を引き渡すことができ

ず、本船船長の警察権限により本船内で拘束せざるを

得ない異常な事態となった。パナマ共和国からの犯罪

人引渡し請求等がわが国に対し行なわれた場合に、わ

が国の官憲による被疑者の拘禁が可能となるが、この

手続きが遅れてたことから、事件発生後相当の日数が

経過してもなお、かかる状態が継続することとなり、

本船およびその乗組員、被疑者の精神状態・健康状態

への重大な悪影響が懸念されるところとなった。

このため当協会では同年４月１９日付で法務大臣、外

務大臣、国土交通大臣、海上保安庁長官およびパナマ

共和国特命全権大使宛に、!緊急の措置として、被疑
者を早急に本船から上陸させるとともに、適切かつ厳

正な措置を速やかに講ずること、"パナマ籍などの便
宜置籍船が既にわが国のみならず、世界の海運業界で

基幹船隊となっている実情を踏まえ、公海上の船舶内

で犯罪が発生した場合にも迅速かつ的確な対応が図ら

れ、今回のような異常な事態を招来することのないよ

う立法措置を含む適切なる措置を講じることについて

強く要請した。しかしながらその後も事態解決にむけ

ての進展が見られないことから、４月２５日付および５

月８日付で再三にわたり、法務大臣はじめ関係各大臣

等宛に被疑者仮上陸の許可の付与について強く要望を

行った。

その後、ようやくパナマ政府からわが国政府に対し

被疑者２名の仮拘禁の請求がなされたことから、５月

１５日に至り海上保安庁職員が２名の身柄を船内で拘束、

下船し、同日東京高検に引き渡された。

当協会は、今回の事件を教訓として、今後、不幸に

も同様の事件が発生した場合には、速やかに厳正かつ

的確な措置が講じられるよう必要な法制の整備、関係

国との連携強化等について、法務省を始めとする関係

政府当局に強く要請していくこととした。

２．「外国籍船上での犯罪等検討タスクフォース」

当協会は、TAJIMA号事件で浮き彫りとなった諸問題

への対応については、２００２年５月２２日の常任理事会に

おいて、総務委員会（委員長：草刈隆郎日本郵船社長）

の下にタスクフォースを設けて検討していくことを決

定した。

同タスクフォースは、同年６月２５日に設置され、精力

的に検討を行い、８月６日、以下のとおり報告書をと

りまとめた。

! 海 運 政 策
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英 国 無
米 国 有
フ ラ ン ス 有
ド イ ツ 有
イ タ リ ア 有

オ ラ ン ダ 原則無
ノ ル ウ ェ ー 原則有
カ ナ ダ 有
韓 国 原則有

フ ィ リ ピ ン 無
中 国 有
インドネシア 有
ベ ト ナ ム 有
ミ ャ ン マ ー 無

「外国籍船上での犯罪等検討タスクフォース」報告書
２００２年８月６日

$日本船主協会

１．タスクフォースの設置

当協会は、４月７日に発生したパナマ籍大型タンカ

ー「TAJIMA号」事件において、同事件が包含する問題

は業界全体の問題であるとの認識から、刑事裁判管轄

権を有するパナマ政府当局に対して事件の早期解決を

要望するとともに、法務大臣を始めとする各関係大臣

には被疑者を一刻も早く上陸させる等の措置を講じる

よう度重なる要望を行ってきた。

当協会は、同事件で浮き彫りとなった諸問題につい

て、業界としての対応が必要であることから、問題点

を整理し今後の対応等をとりまとめるため、５月２２日

開催の常任理事会の決定に基づき、総務委員会（委員

長：草刈隆郎日本郵船社長）の下に「外国籍船上での

犯罪等検討タスクフォース」（座長：瀬戸靖雄共栄タン

カー社長）を設置した。（タスクフォースメンバーは添

付１参照）

２．タスクフォース会合の開催

５月３０日の準備会合を経て、６月～８月にかけて計

３回の会合を開催し、検討項目のとりまとめを行った。

#第１回会合 ６月２５日

#第２回会合 ７月２３日

#第３回会合 ８月６日

３．TAJIMA号事件の概要

% TAJIMA号事件の概要

TAJIMA号事件の概要は添付２のとおりである。

& TAJIMA号事件の問題点

TAJIMA号事件が、公海上の外国（パナマ）籍船上

で発生した、外国（フィリピン）人による邦人殺害

事件であったことから、わが国刑法等の適用がなく、

刑事裁判権を有するのは船籍国であるパナマだけで

あり、パナマからの要請がない限り、わが国当局に

よる被疑者の拘禁等の措置が取れなかった。したが

って、パナマからの要請に基づく拘禁までの間の被

疑者の上陸は認められなかった。

これにより、本船がわが国領海内にありながら、

４月１２日の姫路港入港後、海上保安官が下船した４

月１４日から１ヶ月以上経過した５月１５日に被疑者が

下船するまで、民間人が被疑者を拘束・監視すると

いう異常な事態となった。

４．関連情報の収集・整理

% 公海・領海における刑事裁判権に係る事例

過去に発生した船内の傷害事件等として数件の事

例がある。

事件の概要は添付３参照。

& 諸外国の関連法制等

主要海運国、主要船員供給国の法制について調査

した。結果は以下のとおり。

! 主要海運国の公海上の外国籍船における自国民

に対する外国人による殺人等犯罪についての刑事

管轄権の有無

" 主要船員供給国における自国民による殺人等犯

罪に関する国外犯規定の有無

５．政府における検討会

政府においても「日本関係外国籍船内における犯罪

に関する諸問題検討会」（国土交通省、海上保安庁、法

務省および外務省により構成）が設置され、６月～７

月の間に４回の会合を開催、課題の整理を行った。７

月８日の第２回会合には瀬戸座長が出席し、当協会の

要望等を説明（瀬戸座長の発言骨子については添付４

参照）するとともに、意見交換を行った。

６．今後の対策について

% 問題の解決に向けた関係方面への働きかけ等につ

いて

問題の解決に向けて、以下の整理に基づき、関係

行政機関への要請その他関係方面への働きかけ等を

行うこととする。なお、これらの対策についてはそ

の実施について今後官民の関係者間でフォローアッ

プしていくことが必要である。

& 船内犯罪等防止のためのガイドラインの策定

船内犯罪等防止に関しては、各社毎の指針等に基

! 海 運 政 策
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づき運用を行っているところであるが、当タスクフ

ォースとしてガイドラインを策定した。（添付５参照）

会員船社はじめ関係先に周知し、利用してもらう

こととしている。

! その他

船籍国の選定にあたっては、今後、当該国の法制

や事件への迅速な対応力なども要素の一つとして勘

案することが必要ではないかと思われる。（日本関係

船社の大宗が籍を置くパナマへの置籍についても、

他国との比較において、今一度レビューしてみる必

要がある。）

以 上

添付１ 「外国籍船上での犯罪等検討タスクフォース」メンバーリスト（順不同）

座 長 瀬戸 靖雄 共栄タンカー 取締役社長（当協会理事）

メンバー 阪田 裕一 阿部・阪田法律事務所 弁護士（法規専門委員）

杉浦 哲 日本郵船 企画グループグループ長代理（政策幹事長）

兵頭 康 商船三井 経営企画部副部長（政策幹事）

新井 清和 川崎汽船 経営企画グループ課長（政策幹事）

溝下 和正 商船三井 総務部副部長（法規専門委員）

早坂 剛 川崎汽船 総務・人事グループ法務チーム長（法規専門委員）

入来院隆昭 日本郵船 法務保険グループ法規チーム長（法規専門委員）

頼成 功 商船三井 海務部副部長（海務幹事長）

喜多祐次郎 日本郵船 安全環境グループ危機管理チーム長（海務幹事関係）

中原 賢 川崎汽船 船員グループ国際船員チーム長（労務幹事）

問 題 点 等 働 き か け 内 容 等 働きかけ先

$
緊急要望項目

被疑者が長期間船内に拘束されたこと（わ
が国法制上、管轄国からの要請がなければ
被疑者を上陸させられない）

被疑者を速やかに上陸させるための措置 法務省

船内において民間人による被疑者の拘束・
監視を余儀なくされたこと（海上保安庁法
上、船内の安寧を確保するための活動は行
えるが、被疑者の拘束・拘禁はできない）

被疑者上陸までの間、わが国当局による被
疑者の拘束・監視

海上保安庁
法務省

TAJIMA号事件では、被疑者以外の外国人
船員の上陸までに本船入港から１週間を要
した

被疑者以外の外国人船員への速やかな上陸
許可の付与（船員の人権保護の見地からも
必要）

法務省

%
現行法制下での手続
きの迅速化等（事件
の速やかな解決のた
めに）

（TAJIMA号事件では比較的速やかな対応
がなされた。）

事件発生後、船内保安維持のための速やか
な措置

海上保安庁

（TAJIMA号事件では比較的速やかな対応
がなされた。）

事件発生後、速やかに管轄国を確認し、管
轄国からわが国に対して速やかな捜査共助
要請、被疑者の拘禁要請がなされるような
措置

外務省

（TAJIMA号事件では比較的速やかな対応
がなされた。）

管轄国からの捜査共助要請後、速やかな捜
査共助

海上保安庁

パナマにおける手続きに時間を要した ! パナマに対し、手続きの迅速化を要請 ! 外務省、国土交通省経由
" 直接パナマ

" 関係国との犯罪人引渡条約の早期締結 外務省、法務省

&
中長期的課題

日本人が殺害される事件でありながら、公
海上の外国籍船上で発生したため、わが国
に刑事管轄権がない

刑法の改正等関係国内法令整備 法務省

わが国当局が被疑者を一時的にも拘束等で
きない（わが国法制上、管轄国からの要請
がなければ被疑者を拘禁等できない）

IMOにおいて航空における東京条約のよう
な、到着地国が一定期間被疑者を拘束でき
る条約等の整備とわが国による批准

国土交通省、外務省 他

フィリピンには国外犯を処罰する国内法が
ない

フィリピン等に対する国内法制整備の要請 ! 外務省、国土交通省経由
" 直接フィリピン

'
関係方面とのネット
ワーク構築等

関係省庁等との連絡体制を整備するととも
に、フィリピンなどの船員供給国、パナマ
などの船籍国との連携を強化する

関係省庁、船籍国（パナマ）、
船員供給国（フィリピン）、国
内関係団体（全日本海員組合
等）等

# 海 運 政 策
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（※東海林 明：※ 中原氏の前任者）

オブザーバー 川越 和雄 共栄タンカー 常務取締役

稲木 秀邦 新日本石油タンカー 海務部副部長!グループ長

大滝 光一 川崎汽船経営企画グループ政策担当部長（船協会長秘書）

添付２ TAJIMA号事件の概要（２００２年）

!４月７日 台湾沖公海上を航行中のパナマ籍大型タンカー TAJIMA号船内でフィリピン人船員２名により、日本人二等

航海士が殺害される事件が発生。

!４月８日 日本船の要請に基づき、船内保安維持のため、海上保安庁職員が本船に乗船。

!４月１２日 日本船、姫路港入港。

! 同 日 パナマ政府より外交ルートを通じて国際捜査共助の要請。

!４月１４日 海上保安官全員下船。船長指揮のもと、民間人による被疑者の拘束・監視が始まる（～５月１５日）。

!４月１９日 被疑者を除くフィリピン人船員に上陸許可。

!４月１９日 外務省からパナマ大使館に捜査資料送付。

!４月２７日 パナマ大使館から捜査資料の主要部分を翻訳して本国に送付。

!４月３０日 翻訳された主要部分が本国に到着。

!５月１４日 パナマ政府から外務省に対して被疑者２名の仮拘禁の請求。

!５月１５日 海上保安官により被疑者２名下船、東京高検に護送。

! 同 日 本船、ペルシャ湾に向け出港。

!６月１４日 パナマ政府から外務省に対して、被疑者の引渡請求。

!６月１８日 東京高検から東京高裁に審査の請求。

!８月１２日 東京高裁において審査（予定）。

添付３ 公海・領海における刑事裁判権に係る事例

１．公海上

事件名!発生日・場所 事 件 の 概 要 考 察

! ペスカマー号事件
（ホンジュラス籍マグロ漁
船、韓国人船員７人、中国
人船員７人、インドネシア
人船員１０人）
１９９６年８月２日
公海上
（ハワイ南方沖）→日本領
海（鳥島近海）

中国人船員らが、韓国人船員ら１１名を殺害。生き残った船員が
反乱船員を魚倉に閉じ込め、一応船内の反乱は鎮圧された。
その後、同船は燃料不足による漂流後、日本領海内で救難信号

を発し日本船に発見された。通報を受けた海上保安庁の巡視船が
派遣され、海上保安官が乗船して状況調査・事情聴取を行った。
わが国外務省は「わが国に捜査管轄権がないため、韓国政府が

ホンジュラス政府からの同意を取り付けることを前提条件として、
公海上で海保の巡視船より韓国当局の船舶に引き継ぐ」とし、そ
の時点ではホンジュラスの同意は取り付けられていなかったもの
の、韓国側に引き継がれた。（最終的にはホンジュラスも同意した。
また、韓国政府より中国に対しても韓国法に準じて捜査の上、結
果を通報する旨連絡を行ったが、中国側から別段の異議の提起は
なかった。）
なお、事情聴取から韓国側に引き継ぐまでの間、海上保安庁の

特殊警備隊員らが同船内で監視警戒にあたっていた。

$海洋法９８条により、公海上の船舶から救
助が必要な旨の通報を受けた場合、救助
に赴くことが義務付けられている。また、
国内法においても海上保安庁法によって、
「人命と財産の救助」は公海上まで及ぶ
と解されている。

$本事件は外国船舶で発生したもので、乗
組員（加害者）に日本人は含まれていな
いことから、捜査管轄（捜査権）をわが
国は有していないが、燃料切れによって
わが国領海内に漂流してきたのであるか
ら、海上保安庁による海難救助が行われ
たことは当然の措置である。

↓
○詳細不明であるが、公海上にあっても旗
国の同意が得られれば、加害者国（ある
いは被害者国）における刑事管轄権等が
認められるか？

" Ｅ・Ｂキャリア号事件
（パナマ籍鉱石運搬船、英
国人船員５人、フィリピン
人船員３２人、トルコ人船員
２人）
１９８９年８月１３日
公海上
（沖縄本島沖）

フィリピン人船員８名が、船内待遇の改善を求め、武器によっ
て英国人士官を脅迫。英国人士官５名は船長室に避難した上で、
公海上からインマルサットを通じて直接わが国海上保安庁に救助
の要請を行った。
海上保安庁では巡視船・航空機を派遣させるとともに、英国及

びパナマ大使館、在那覇フィリピン名誉総領事等と連絡をとり、
海上保安庁が介入することについて包括的な同意を得た（英国側
からは事件処理を要請する口上書の提出があり、パナマからも救
助要請があったが、どちらも国際捜査共助の要請ではなかった）。
その後同総領事が立ち会っての説得が奏効して暴動は沈静化し

て和解した。

$わが国国内法の手当ての面からは、外国
船内の外国人による外国人に対する公海
上の事件であるため、刑法・刑事訴訟法
をはじめとした国内法の適用はない。

↓
○関係国の口上書という形の要請を受けて、
海上保安庁法を根拠に介入した。但し、
あくまでも救助要請に対するものと思わ
れる。

# 海 運 政 策
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２．領海内

添付４ 「日本関係外国籍船内における犯罪に関する諸問題検討会」第２回会合（２００２．７．８（月）１４：００）における

瀬戸座長発言骨子

１．船協タスクフォースについて

船協内にタスクフォース＝「外国籍船上での犯罪等検討タスクフォース」を設置して TAJIMA号事件で浮き彫りとなった

問題の検討を開始したことを説明。

８月上旬までに計３回の会合を開催し、とりまとめの上、関係方面に働きかけていく予定。

２．類似事案の再発防止に向けての対策等について

! 船内犯罪等防止に向けての対策

船社の自助努力の部分では、船内事故の防止をさらに強化・徹底したい。

現状は、日本人船員・外国人船員問わず、乗船前に責任・規律などに関する教育を実施、乗船後も船内の労務管理につ

事件名!発生日・場所 事 件 の 概 要 考 察

# アキレ・ラウロ号事件
（イタリア籍クルーズ船、
乗員乗客５２０人）
１９８５年１０月７日
公海上
（エジプト沖）

乗客として乗船していた武装パレスチナゲリラによりアキレ・
ラウロ号が乗っ取られ、イスラエルに捕らえられているパレスチ
ナ人５０名の釈放要求が行われた（後に人質のユダヤ系米国人１名
が殺害された）。
その後、人質はエジプトで解放されるとともに、犯人はエジプ

ト機でチュニジアへ向けて脱出を図ったが、米軍機によりイタリ
アのNATO軍基地に強制着陸させられた。
イタリア当局は乗取り犯を裁判に付すことにした。

&海洋法１０１条による「海賊」に該当する場
合は、同１０５条で、いずれの国も逮捕・裁
判管轄権を有する。

↓
本件は「海賊」とは認められなかったこ
とから、旗国（イタリア）に裁判管轄権
があるとされ、イタリアの裁判所におい
て、一般の国際テロ行為犯罪の場合に準
じて、訴追されることとなった。

$ マグダ・マリア号事件
（パナマ籍貨物船）
１８８６年
オランダ沿岸の公海上

パナマ籍貨物船マグダ・マリア号は、オランダ沿岸の公海上で、
海賊放送に従事したことから、オランダ当局に拿捕され、オラン
ダ国内の裁判所に訴追された。
検察側は、同船は公海条約§５の「真正な関係」を欠くことなど
から、有効な国籍を有する船舶とはみなしえない、との主張を行
った。
しかしながら控訴審では、公海条約はそれぞれの旗国に国旗の

掲揚と船舶の登録の条件を独自に定める権限を付与している。特
に、国際法の現行形式においては、「真正な関係」の概念は旗国で
あるパナマに対してのみその管轄権を有効に行使することを義務
付けたものである。」とした上で、合法的にパナマの国籍を有する
以上オランダ当局による、拿捕・押収を認めなかった。

公海条約§５の「真正な関係」について、
「旗国に有効な管轄権の行使を義務付けた
ものであり、これを根拠に他国が国籍の付
与を争うことを認めたものではない」と判
断された。

事件名!発生日・場所 事 件 の 概 要 考 察

! テンペスト号事件
（米国籍貨物船）
１８５８年８月２日
フランス
ルアーブル港

フランス港のルアーブル港に停泊中の米国籍貨物船テンペスト
号内で、副船長が二人の船員を死傷させた。
この事件を知った同港停泊中の他の米国籍船の船員が激憤、身

の危険を感じた副船長は、フランス当局に出頭した。
当初、フランスの裁判管轄が問題とされたが、結局はフランス

に裁判権が認められた。

海洋法条約§２７第１項（ｂ）では、「犯罪が
沿岸国の平和または領海の秩序を乱す性質
のものである場合」は、沿岸国の刑事裁判
権を認めている。
裁判理由では、「沿岸国の平穏を害する」

というより、「法秩序の維持のための要請で
ある」とされ、『重大な犯罪（重罪）』につ
いては、沿岸国に裁判権があるとしている。

" ウィルデンフス事件
（ベルギー籍貨物船内におけ
るベルギー人船員同士の殺
人）
１９９７年
米国
ニュージャージー港

ベルギー人船員ウィルデンフスは、米国ニュージャージー港に
停泊のベルギー籍貨物船内において、ベルギー人船員を殺人。警
察当局は、ウィルデンフスを逮捕するとともに、裁判の承認のた
め、他の船員２名を拘束した。
これに対し、駐米ベルギー領事は本件は船舶の内部秩序の問題

であるとして、両国の領事条約に基づき、身柄の引渡しを求めて
提訴した。
最高裁まで争われた裁判の結果、両国に管轄権を認めた上で、

「港の平和・平穏に影響を及ぼす重大な犯罪事件は、港を持つ国
の裁判権が優先されるべきである。」との決定がなされた。

判決文の中では、沿岸国の平穏の破壊と
は、具体的な喧騒の発生を必要とはしない、
とした上で、「船内犯罪が知られると、その
重大性ゆえに公的関心を引き起こす犯罪」
すなわち、「自己の管轄内で、発生した場合
には、重罰をもって望む犯罪」としている。
［参 考］
! 日米領事条約（§２１の２）…「内水に
おける船舶内の犯罪で、その犯罪または
違反が重大なものまたは港の静穏に影響
を及ぼすもの」に沿岸国の権限を認めて
いる。

" 日英領事条約（§３４の２）…沿岸国の
権限を認めている場合を「港の静穏」と
「重大な罪」と規定している。
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いて各社毎の教育を実施している。

現状でも、十分な教育・訓練が行われていると考えているが、今回の事件を踏まえ、業界として船内犯罪等防止のため

のガイドラインの策定を行う。

' 船内犯罪等発生後の対応について

今回の事件では、船内での犯罪が発生した後の問題は、被疑者の日本への早期の上陸が認められなかったこと、それに

より、民間人である船長が被疑者２名を日本領海内にありながら１ヶ月にわたり船内で拘束・監視せざるを得なかったこ

と、これに関連して船が止まり、輸送活動を行えなかったことが最大の問題。業界としても、この点が大きな問題として

認識されている。

今般の事件をもとに考えれば、船社としての要望は、

%船内秩序を正常に戻すため、被疑者を速やかに下船できる方策を取っていただきたい、

%万一被疑者の速やかな下船が困難な場合は、被疑者下船までの間、わが国当局によって被疑者を監視していただきたい、

ということ。

これらを実現するのに法制等の問題があることは今回実感したが、少なくとも今回のように民間人が１ヶ月にもわたっ

て被疑者を拘束・監視せざるを得ないということは極めて異常な事態であり、素人である乗組員にとっても精神的・肉体的

にも大きな負担となった。かかる事態が回避されるような手立てを是非お願いいたしたい。これは船内の安全・秩序に拘る

問題であるばかりか、人道上の問題でもあると考えており、現在の法制等に不備があるならば速やかに改めていただきたい。

３．事故発生時の連絡協調体制について

政府関係省庁間および関係国政府との連絡協調体制の強化には期待したい。

船社としては万一事故が発生した場合は可及的速やかに関係先に連絡することを徹底する。

添付５
&日本船主協会

船内犯罪等防止のためのガイドライン

混乗船が一般化した中で、船の安全運航および環境保全については、ISMコードにより、会社側の責任者の明確化、船内

の作業および管理の明確化、内部監査を含むシステムの検証、見直し及び評価手順の確立がなされている。

一方、混乗船に関する船内労務管理については、互いの文化を尊重し、人格を尊び平穏かつ平等な船内環境の中で、職務

に従った業務を遂行できるように、会社も、船内管理者（船長）も十分配慮して、船の安全運航と人命・財産の保全をはか

っている。

犯罪防止については、一般社会同様に、適切な労務管理と平穏かつ平等な労働環境を維持し、トラブルを未然にふせぎ、

またトラブルが起きたとしても適正に解決できるように対処することに心がけているところである。

このガイドラインは、既存の管理運営の中で活用されているもの、混乗船におけるトラブル予防に実効があがると考えら

れるもの、その他日常的な出来事に埋没するような事柄から危険な関係を惹起する事例にいたる様々な事象を検討した注意

事項を、混乗、外国人の全乗を問わずあらゆる船舶に適用可能なものと、日本人船員が船機長や職員を務める混乗船を念頭

に置いたものとに分けて取りまとめたものである。

各社においては、それぞれ固有の指針があり、また、混乗についても様々な形態で運用されているため、直接本ガイドラ

インが全ての船舶に適用できるものではないが、各社において、船内の犯罪を防止し、ひいては安全運航に資するべく、本

ガイドラインの活用を願うものである。

１．陸上管理会社の船員管理について

（全船共通事項）

! 船長および各部主任者に対し、労働協約、就業規則、雇用契約の内容を周知することが望ましい。

" 乗船者に対し互いの人格を尊重し、乗組員各国の文化や習慣の理解を深める教育や情報を提供することが望ましい。

# 訪船により、船内施設の状況、船内規律の徹底、乗組員の健康状態などの検査を定期的に行うことが有効である。

$ 船長との定期的な連絡を行うことが効果的である。

! 海 運 政 策
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３．刑法の一部改正について

当協会は、「外国籍船上での犯罪等検討タスクフォー

ス」の報告書を取りまとめ、民間努力では限界ある国

内法令の整備など７項目について法務大臣を始めとす

る関係省庁、および海事振興連盟に対して要望した。

これを受けて、海事振興連盟は、原田会長が中心と

なり、外国船舶内での日本国民に対する外国人の犯罪

について刑法の特別措置法を議員立法として提出すべ

く関係者間の調整等を進めることとしていた。その後、

法務省が刑法改正を行うと明言したこと、また万一類

似事件が起きた場合の手続きについて外務省が関係国

との間でマニュアルを整備するなど関係省庁も改善を

図っていることなどから、海事振興連盟は、議員立法

は刑法改正を推進する備えとすることとし、当面法務

省の刑法改正作業の進捗を見守ることとした。

また、このような状況を踏まえ当協会は、今後刑法

が確実に改正されることが重要であり、海事振興連盟

の活動を多とし業界一丸となって注視・推進していく

こととした。

このような中、法務省は刑法改正、即ち「日本国外

% 船長からの乗組員評価報告および、陸上管理者による船長および乗組員の評価が行われ、マンニング会社へ適切にフ

ィードバックすることが有効である。

（混乗船対象事項）

& 船長および各部主任者に対して混乗相手国の文化について周知することが有効である。

' 乗組員の英語会話能力の向上をはかり、船内作業や生活についての説明不足や誤解を招かないような互いのコミュニ

ケーションを図ることができるように援助することが有効である。

２．船上労務管理について

（全船共通事項）

! 会社のポリシーを船内に十分周知することが有効である。

" 船舶・乗組員の安全に係わる事態の指示を明確にすることが望ましい。

# 乗組員に対し、船内規律・職務規定に関する定期的船内教育を行うことが有効である。

$ アルコール管理について乗組員に周知することが望ましい。

% 乗組員の安全と健康管理に関する船内会議を開催することが有効である。

& 定期的な船内検査、居室・公室の検査を行うことは有効である。

' 乗組員と家族との連絡、及び船内生活の福利厚生に対する便宜を図ることが望ましい。

( 乗組員の苦情申し立ての窓口と解決の手順を明確にすることが有効である。

) 船長の乗組員の評価は、職務、一般生活、健康状況など総合的なものとすることが望ましい。

* 乗組員同士互いに人格の尊重、人権の尊重ができる雰囲気つくりに留意することは大切である。

（混乗船対象事項）

+ 船上でのトラブルが起きたとき、出身国にかかわらず、公平な対処が出来る手順を明確にすることは有効である。

３．外国人船員マンニング会社起用の注意事項について

（全船共通事項）

! 船員採用時の面接、個人履歴の確認、資格、訓練の証書の確認を行っていることが望ましい。

" 乗船前の雇用契約の確認、労働協約の確認を行っていることが望ましい。

# 乗船中の船員の家族に対する相談の窓口を設置していることが望ましい。リピーターに対し、継続的に教育・訓練を

実施していることが望ましい。

$ アルコール管理について乗組員に周知していることが望ましい。

（混乗船対象事項）

% 乗船前の異文化交流の教育を行うことが出来ることが望ましい。

& キーマンとなる船舶職員に対しリーダーシップ、マネージメント教育を実施していることが望ましい。

以 上
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において日本国民が被害者となった犯罪に対処するた

めの刑法の一部改正」を実施すべく、平成１５年通常国

会に法案提出を目途に法制審議会（法務大臣の諮問機

関、会長：竹下守夫駿河台大学長）に諮問を行った。

これを受けて２００２年１２月１１日法制審議会第１３８回会議が

開催された。同会議では、法務大臣から新たに発せら

れた「日本国外において日本国民が被害者となった犯

罪に対処するための刑法の一部改正に関する諮問第６０

号」（資料参照）に関し、事務当局から諮問に至った経

緯及び諮問の趣旨等について説明が行われ、同諮問は、

「刑事法（国民に対する重大な犯罪に係る国外犯処罰

規定整備関係）部会」（新設）に付託して審議すること

とし、同部会から報告を受けた後、改めて総会におい

て審議することとされた。

これを受けて、同部会（部会長：芝原邦爾学習院大

学教授）は２００３年１月１５日および同２４日に会合を持ち、

同諮問についての意見を取りまとめた。さらに、法制

審議会総会が同年２月５日に開催され、同部会の報告

を受け、あらためて諮問第６０号について審議を行った。

その結果、同諮問については、刑法を別紙要綱（骨子）

（資料１―８）のように改めることが相当であるとの

結論となり、同日、森山真弓法務大臣に答申した。

その後、刑法の一部を改正する法律案は、２００３年２

月２１日に閣議決定され、同日、第１５６回通常国会に提出

（資料１―９）され、同年７月１１日の参議院本会議の

全会一致での可決・成立により、２００３年８月７日に公

布・施行された。

当協会は、同法案成立後直ちに草刈会長コメント（資

料１―１０）を発表した。

国会提出から成立までの審議経過等は以下のとおり。

２００３年（H１５年）

!１月２０日 第１５６回通常国会開会

!２月２１日 閣議決定後、法律案を提出

!５月８日 衆議院法務委員会に付託

!５月１３日 衆議院法務委員会で可決

!５月１５日 衆議院本会議で全会一致で可決

! 同 日 参議院に送付

!６月１８日 第１５６回通常国会会期末・延長決定

!７月７日 参議院法務委員会に付託

!７月１０日 参議院法務委員会で可決

!７月１１日 参議院本会議で全会一致で可決、成立

!７月２８日 第１５６回通常国会（延長）会期末

!８月７日 公布・施行

〔資料１―８〕

「日本国外において日本国民が被害者となった犯罪に対処するための刑法の一部改正に関する諮問」

諮問第６０号（平成１４年１２月１１日）

日本国外において日本国民が重大な犯罪の被害を受けた

場合において、適切な処罰がなされるようにするため、刑

法を改正する必要があると思われるので、別紙要綱（骨子）

について御意見を承りたい。

別紙 要綱（骨子）

日本国外において日本国民に対し一ないし六に掲げる罪

を犯した者に刑法を適用するものとすること。

一 強制わいせつ、強姦、準強制わいせつ及び準強姦、

これらの未遂並びに強制わいせつ等致死傷

二 殺人及びその未遂

三 傷害及び傷害致死

四 逮捕及び監禁並びに逮捕等致死傷

五 未成年者略取及び誘拐、営利目的等略取及び誘拐、

身の代金目的略取等、国外移送目的略取等、被略取者

収受等並びにこれらの未遂

六 強盗、事後強盗、昏酔強盗、強盗致死傷、強盗強姦

及び同致死並びにこれらの未遂

〔資料１―９〕

刑法の一部を改正する法律案（閣法第五一号）

要旨：本法律案は、交通の発達により国際的な人の移動が

日常化し、日本国外において日本国民が犯罪の被害

に遭う機会が増加している状況等にかんがみ、日本

国外における日本国民の保護の観点から、日本国民

が殺人等の生命・身体等に対する一定の重大な犯罪

の被害を受けた場合における国外犯の処罰規定を整

備しようとするものであり、その主な内容は次のと

おりである。

! 海 運 政 策
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１・６ 有事法制制定の動き
米国同時多発テロ、北朝鮮・イラク問題等の昨今の

緊迫する国際情勢に対処するため、政府は、いわゆる

有事関連三法案（「安全保障会議設置法の一部を改正す

る法律案」、「武力攻撃事態における我が国の平和と独

立並びに国及び国民の安全の確保に関する法律案」、「自

衛隊法及び防衛庁の職員の職員の給与等に関する法律

の一部を改正する法律案」）を２００２年４月、第１５４回通常

国会に提出した（船協海運年報２００２ １・１・４有事法

制制定の動き参照）。

しかし、これら三法案は、同国会においては、野党

側の反対もあり審議が先延ばしされた。その後、第１５５

回臨時国会にも再提出されたが実質的な審議が行われ

ず、第１５６回通常国会において、ようやく本格的な審議

が行われ、２００３年６月に可決成立した。

有事関連三法案のうち、新たに制定された「武力攻

撃事態における我が国の平和と独立並びに国及び国民

の安全の確保に関する法律」（武力攻撃事態対処法と略）

においては、「輸送及び通信に関する措置」が規定され

ている（資料１―１１参照）。

すなわち、武力攻撃事態対処法においては、我が国

への武力攻撃事態への対処に関して必要となる三つの

法制を整備することとされており、これらの法制のう

ち国民の生命等の保護、国民生活等への影響を最小に

するための措置を定める法制（国民保護法制と略）に

は、「輸送及び通信に関する措置」も盛り込まれている

（同法第２２条）。

現段階では、詳細未定であるが、国または地方公共

団体より、指定公共機関または指定地方公共機関とし

て指定された海運企業は、避難住民または救援のため

の緊急物資の運送を実施する責務を有することが盛り

一、国民以外の者の国外犯処罰規定の新設

日本国外において日本国民に対して次に掲げる罪を

犯した日本国民以外の者に刑法を適用する。

１ 強制わいせつ、強姦、準強制わいせつ及び準強姦、

これらの未遂並びに強制わいせつ等致死傷

２ 殺人及びその未遂

３ 傷害及び傷害致死

４ 逮捕及び監禁並びに逮捕等致死傷

５ 未成年者略取及び誘拐、営利目的等略取及び誘拐、

身の代金目的略取等、国外移送目的略取等、被略取

者収受等並びにこれらの未遂

６ 強盗、事後強盗、昏睡強盗、強盗致死傷、強盗強

姦及び同致死並びにこれらの未遂

二、施行期日

この法律は、公布の日から起算して二十日を経過し

た日から施行する。

〔資料１―１０〕

パナマ籍タンカー「TAJIMA」号事件に端を発した刑法の一部改正法成立について

平成１５年７月１１日

社団法人 日本船主協会

会 長 草刈隆郎

昨年４月７日に発生いたしました「TAJIMA号事件」にお

きましては、「公海上」の「外国籍船」上における「外国人」

による事件であったことから、わが国の刑事管轄権が及ば

ず、被疑者が１ヶ月以上にもわたり本船内に留め置かれ、

その間、停船を余儀なくされた本船において、民間人であ

る船長の指揮下、本船乗組員が被疑者を拘束・監視すると

いう極めて異常な事態となりました。当協会は、二度とこ

のような異常な事態が招来することのないよう、立法措置

を含む適切な措置の実現方を法務大臣、国土交通大臣、外

務大臣、海事振興連盟の先生方に対し、要望を行なって参

りました。

これを受けて、「日本国外において日本国民が被害者とな

った犯罪に対処するための刑法の一部改正法案」が取りま

とめられ、今国会で可決・成立をさせていただきました。

海運業界といたしましては、今後、公海上で日本人船員に

係わる類似の事件が不幸にして発生しましても、不安なく

対応することが可能となりました。

ここに至るまでの関係省庁の皆様方ならびに海事振興連

盟をはじめとする国会議員の先生方のご尽力に対しまして、

深く感謝申し上げます。

以 上
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込まれている。

なお、国民保護法制の他、自衛隊の行動を円滑かつ

効果的なものとするための措置等に関する法制および

米国の行動を円滑かつ効果的なものとするための措置

に関する法制の整備も行なわれることとなっている。

これら二つの法制については、現段階では骨子も示さ

れていないものの、前者においては、「船舶及び航空機

の航行に関する措置」も規定されている。

当協会は引続きこれら関連法案をはじめとする有事

法制全般について情報収集に努めるとともに、日本内

航海運組合総連合会ならびに外航客船協会等関係団体

とも連携を取りつつ、鋭意業界意見の反映に努めるこ

ととしている。

〔資料１―１１〕

武力攻撃事態等における我が国の平和と独立並びに国及び国民の安全の確保に関する法律

（平成１５年６月１３日法律第７９号）

目 次

第 一 章 総則（第一条―第八条）

第 二 章 武力攻撃事態等への対処のための手続等（第九

条―第二十条）

第 三 章 武力攻撃事態等への対処に関する法制の整備（第

二十一条―第二十四条）

第 四 章 補則（第二十五条）

附 則

第 一 章 総 則

（目 的）

第 一 条 この法律は、武力攻撃事態等（武力攻撃事態及

び武力攻撃予測事態をいう。以下同じ。）への対

処について、基本理念、国、地方公共団体等の責

務、国民の協力その他の基本となる事項を定め

ることにより、武力攻撃事態等への対処のため

の態勢を整備し、併せて武力攻撃事態等への対

処に関して必要となる法制の整備に関する事項

を定め、もって我が国の平和と独立並びに国及

び国民の安全の確保に資することを目的とする。

（定 義）

第 二 条 この法律において、次の各号に掲げる用語の意

義は、それぞれ当該各号に定めるところによる。

一 武力攻撃 我が国に対する外部からの武力攻撃

をいう。

二 武力攻撃事態 武力攻撃が発生した事態又は武

力攻撃が発生する明白な危険が切迫していると

認められるに至った事態をいう。

三 武力攻撃予測事態 武力攻撃事態には至ってい

ないが、事態が緊迫し、武力攻撃が予測される

に至った事態をいう。

四 指定行政機関…略

五 指定地方行政機関…略

六 指定公共機関 独立行政法人（独立行政法人通

則法（平成十一年法律第百三号）第二条第一項

に規定する独立行政法人をいう。）、日本銀行、

日本赤十字社、日本放送協会その他の公共的機

関及び電気、ガス、輸送、通信その他の公益的

事業を営む法人で、政令で定めるものをいう。

七 対処措置 第九条第一項の対処基本方針が定め

られてから廃止されるまでの間に、指定行政機

関、地方公共団体又は指定公共機関が法律の規

定に基づいて実施する次に掲げる措置をいう。

イ…略

ロ…武力攻撃から国民の生命、身体及び財産を保

護するため、又は武力攻撃が国民生活及び国

民経済に影響を及ぼす場合において当該影響

が最小となるようにするために武力攻撃事態

等の推移に応じて実施する次に掲げる措置

! 警報の発令、避難の指示、被災者の救助、施

設及び設備の応急の復旧その他の措置

" 生活関連物資等の価格安定、配分その他の措

置

（武力攻撃事態等への対処に関する基本理念）

第 三 条 武力攻撃事態等への対処においては、国、地方

公共団体及び指定公共機関が、国民の協力を得

つつ、相互に連携協力し、万全の措置が講じら

れなければならない。

２～６…略

（国の責務）

第 四 条 国は、我が国の平和と独立を守り、国及び国民

の安全を保つため、武力攻撃事態等において、

我が国を防衛し、国土並びに国民の生命、身体

及び財産を保護する固有の使命を有することか
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ら、前条の基本理念にのっとり、組織及び機能

のすべてを挙げて、武力攻撃事態等に対処する

とともに、国全体として万全の措置が講じられ

るようにする責務を有する。

（地方公共団体の責務）

第 五 条 地方公共団体は、当該地方公共団体の地域並び

に当該地方公共団体の住民の生命、身体及び財

産を保護する使命を有することにかんがみ、国

及び他の地方公共団体その他の機関と相互に協

力し、武力攻撃事態等への対処に関し、必要な

措置を実施する責務を有する。

（指定公共機関の責務）

第 六 条 指定公共機関は、国及び地方公共団体その他の

機関と相互に協力し、武力攻撃事態等への対処

に関し、その業務について、必要な措置を実施

する責務を有する。

（国と地方公共団体との役割分担）

第 七 条 武力攻撃事態等への対処の性格にかんがみ、国

においては武力攻撃事態等への対処に関する主

要な役割を担い、地方公共団体においては武力

攻撃事態等における当該地公共団体の住民の生

命、身体及び財産の保護に関して、国の方針に

基づく措置の実施その他適切な役割を担うこと

を基本とするものとする。

（国民の協力）

第 八 条…略

第 二 章 武力攻撃事態等への対処のための手続等

（対処基本方針）

第 九 条 政府は、武力攻撃事態等に至ったときは、武力

攻撃事態等への対処に関する基本的な方針（以

下「対処基本方針」という。）を定めるものとす

る。

２ 対処基本方針に定める事項は、次のとおりとす

る。

一 武力攻撃事態であること又は武力攻撃予測事態

であることの認定及び当該認定の前提となった

事実

二 当該武力攻撃事態等への対処に関する全般的な

方針

三 対処措置に関する重要事項

３～５…略

６ 内閣総理大臣は、対処基本方針の案を作成し、

閣議の決定を求めなければならない。

７ 内閣総理大臣は、前項の閣議の決定があったと

きは、直ちに、対処基本方針（第四項第一号に

規定する国会の承認の求めに関する部分を除く。）

につき、国会の承認を求めなければならない。

８～１５…略

（対策本部の設置）

第 十 条 内閣総理大臣は、対処基本方針が定められたと

きは、当該対処基本方針に係る対処措置の実施

を推進するため、内閣法（昭和二十二年法律第

五号）第十二条第四項の規定にかかわらず、閣

議にかけて、臨時に内閣に武力攻撃事態等対策

本部（以下「対策本部」という。）を設置するも

のとする。

２…略

（対策本部の組織）

第十一条 対策本部の長は、武力攻撃事態等対策本部長（以

下「対策本部長」という。）とし、内閣総理大臣

（内閣総理大臣に事故があるときは、そのあら

かじめ指名する国務大臣）をもって充てる。

２～７…略

（対策本部の所掌事務）

第十二条 対策本部は、次に掲げる事務をつかさどる。

一 指定行政機関、地方公共団体及び指定公共機関

が実施する対処措置に関する対処基本方針に基

づく総合的な推進に関すること。

二 前号に掲げるもののほか、法令の規定によりそ

の権限に属する事務

（指定行政機関の長の権限の委任）

第十三条…略

（対策本部長の権限）

第十四条 対策本部長は、対処措置を的確かつ迅速に実施

するため必要があると認めるときは、対処基本

方針に基づき、指定行政機関の長及び関係する

指定地方行政機関の長並びに前条の規定により

権限を委任された当該指定行政機関の職員及び

当該指定地方行政機関の職員、関係する地方公

共団体の長その他の執行機関並びに関係する指

定公共機関に対し、指定行政機関、関係する地

方公共団体及び関係する指定公共機関が実施す

る対処措置に関する総合調整を行うことができ

る。

２ 前項の場合において、当該地方公共団体の長そ

の他の執行機関及び指定公共機関（次条及び第

十六条において「地方公共団体の長等」という。）
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は、当該地方公共団体又は指定公共機関が実施

する対処措置に関して対策本部長が行う総合調

整に関し、対策本部長に対して意見を申し出る

ことができる。

（内閣総理大臣の権限）

第十五条 内閣総理大臣は、国民の生命、身体若しくは財

産の保護又は武力攻撃の排除に支障があり、特

に必要があると認める場合であって、前条第一

項の総合調整に基づく所要の対処措置が実施さ

れないときは、対策本部長の求めに応じ、別に

法律で定めるところにより、関係する地方公共

団体の長等に対し、当該対処措置を実施すべき

ことを指示することができる。

２ 内閣総理大臣は、次に掲げる場合において、対

策本部長の求めに応じ、別に法律で定めるとこ

ろにより、関係する地方公共団体の長等に通知

した上で、自ら又は当該対処措置に係る事務を

所掌する大臣を指揮し、当該地方公共団体又は

指定公共機関が実施すべき当該対処措置を実施

し、又は実施させることができる。

一 前項の指示に基づく所要の対処措置が実施され

ないとき。

二 国民の生命、身体若しくは財産の保護又は武力

攻撃の排除に支障があり、特に必要があると認

める場合であって、事態に照らし緊急を要する

と認めるとき。

（損失に関する財政上の措置）

第十六条 政府は、第十四条第一項又は前条第一項の規定

により、対処措置の実施に関し、関係する地方

公共団体の長等に対する総合調整又は指示が行

われた場合において、その総合調整又は指示に

基づく措置の実施により当該地方公共団体又は

指定公共機関が損失を受けたときは、その損失

に関し、必要な財政上の措置を講ずるものとす

る。

（安全の確保）

第十七条 政府は、地方公共団体及び指定公共機関が実施

する対処措置について、その内容に応じ、安全

の確保に配慮しなければならない。

（国際連合安全保障理事会への報告）

第十八条…略

（対策本部の廃止）

第十九条…略

（主任の大臣）

第二十条…略

第三章 武力攻撃事態等への対処に関する法制の整備

（事態対処法制の整備に関する基本方針）

第二十一条 政府は、第三条の基本理念にのっとり、武力

攻撃事態等への対処に関して必要となる法制（以

下「事態対処法制」という。）の整備について、

次条に定める措置を講ずるものとする。

２…略

３ 政府は、事態対処法制の整備に当たっては、対

処措置について、その内容に応じ、安全の確保

のために必要な措置を講ずるものとする。

４ 政府は、事態対処法制の整備に当たっては、対

処措置及び被害の復旧に関する措置が的確に実

施されるよう必要な財政上の措置を講ずるもの

とする。

５～６…略

（事態対処法制の整備）

第二十二条 政府は、事態対処法制の整備に当たっては、

次に掲げる措置が適切かつ効果的に実施される

ようにするものとする。

一 次に掲げる措置その他の武力攻撃から国民の生

命、身体及び財産を保護するため、又は武力攻

撃が国民生活及び国民経済に影響を及ぼす場合

において当該影響が最小となるようにするため

の措置

イ 警報の発令、避難の指示、被災者の救助、消

防等に関する措置

ロ 施設及び設備の応急の復旧に関する措置

ハ 保健衛生の確保及び社会秩序の維持に関する

措置

ニ 輸送及び通信に関する措置

ホ 国民の生活の安定に関する措置

ヘ 被害の復旧に関する措置

二 武力攻撃を排除するために必要な自衛隊が実施

する行動が円滑かつ効果的に実施されるための

次に掲げる措置その他の武力攻撃事態等を終結

させるための措置（次号に掲げるものを除く。）

イ 捕虜の取扱いに関する措置

ロ 電波の利用その他通信に関する措置

ハ 船舶及び航空機の航行に関する措置

三 アメリカ合衆国の軍隊が実施する日米安保条約

に従って武力攻撃を排除するために必要な行動

が円滑かつ効果的に実施されるための措置
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１・７ 造船産業競争戦略会議への対応
国土交通省は、「我が国造船業及び舶用工業の現状と

課題の分析と今後予想される取るべき措置、国際対応

のあり方等について検討し、産業戦略の明確化とこれ

からの政策指針を確立すること」を目的に、平成１４年

６月、「造船産業競争戦略会議（座長：杉山武彦一橋大

学教授、事務局：国土交通省海事局造船課）を設置、

当協会から福島理事長が委員として参画し（資料１―

１２）、第２回会議で「わが国海運と造船業（造船業界に

望むこと）」と題し、ユーザーとしての考え方について

説明を行った。

同会議は全７回の会議を開催し、平成１５年６月に報

告書を取りまとめ終了した。当協会は今後の具体的な

アクションがどのように行われるか注視していくこと

としている。

第１回から第７回の会議の概要、および報告書の概

要は以下の通り

報告書は国交省のホームページ http : //www.mlit.go.

jp/kisha/kisha03/10/100625_.htmlに掲載。

１．第１回から第７回の会議の概要

! 第１回会議（平成１４年６月２８日）：

事務局（海事局造船課）から造船産業の現状等に

ついて説明があった後、日本政策投資銀行、日本造

船工業会、日本舶用工業会、および海上技術安全研

究所が夫々の立場から実情を説明した。

" 第２回会議（平成１４年７月１２日）：

日本中小型造船工業会、および造船重機労連が造

船業界の立場から、実情を説明した。また三井物産

（第２回のみ参加）、および当協会から、商社・ユー

ザーとしての考え方について説明を行った。

当協会は福島理事長が「わが国海運と造船業（造

船業界に望むこと）」と題し、以下!～$の４点につ
いて説明した。

! 低廉かつ安定した船価

%国際マーケット下にある造船業。
%海運が顧客（荷主）に満足してもらえる運賃サ
ービスを提供するには、低廉かつ安定した国際

競争力ある船価が絶対条件。

%メンテナンス費用は重要な要因。
" 納期の厳守

%デリバリーのタイミングは、新造!修繕にかか
わらず重要。

%納期についてのわが国造船会社の評価は高い。
韓国%中国等より信頼が厚い。

# 技術開発等

%舶用品の小型化などによる積荷スペースのアッ
プや、速力のアップなど経済性の向上。

%燃費効率、省エネ率のアップなど、環境負荷の
一層の軽減。

%分解性の向上、有害物質の低減など、リサイク

（事態対処法制の計画的整備）

第二十三条 政府は、事態対処法制の整備を総合的、計画

的かつ速やかに実施しなければならない。

（国民保護法制整備本部）

第二十四条 事態対処法制のうち第二十二条第一号に規定

する措置に係る法制（次項において「国民の保

護のための法制」という。）に関し広く国民の意

見を求め、その整備を迅速かつ集中的に推進す

るため、内閣に、国民保護法制整備本部（以下

この条において「整備本部」という。）を置く。

２～１０…略

（その他の緊急事態対処のための措置）

第二十五条 政府は、我が国の平和と独立並びに国及び国

民の安全の確保を図るため、武力攻撃事態等以

外の国及び国民の安全に重大な影響を及ぼす緊

急事態に迅速かつ的確に対処するものとする。

２ 政府は、前項の目的を達成するため、武装した

不審船の出現、大規模なテロリズムの発生等の

我が国を取り巻く諸情勢の変化を踏まえ、次に

掲げる措置その他の必要な施策を速やかに講ず

るものとする。

一 情報の集約並びに事態の分析及び評価を行うた

めの態勢の充実

二 各種の事態に応じた対処方針の策定の準備

三 警察、海上保安庁等と自衛隊の連携の強化

附 則

１ この法律は、公布の日から施行する。ただし、

第十四条から第十六条までの規定は、別に法律

で定める日から施行する。

２ 政府は、国及び国民の安全に重大な影響を及ぼ

す緊急事態へのより迅速かつ的確な対処に資す

る組織の在り方について検討を行うものとする。
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ルを念頭においた船舶。

"メンテナンスの頻度や、故障時における修理の
容易性など、シンプルで使い易いユーザーフレ

ンドリーな船舶。

! その他

"保証期間の延長（５年程度）。
"船型の開発などの技術力!開発力の維持・向上
"船舶の構造および設備等に関する国際ルールの
制定（変更）に対する積極的な関与。

! 第３回会議（平成１４年９月２７日）：

はじめに事務局より、第１回及び第２回会合の整

理について説明があり、続いて大和座長代理（東大

教授）による講演（演題：造船産業の将来ビジョン

について）が行われた。その後フリーディスカッシ

ョンが行われ、当協会から「海運市場では、各国の

税制の差が競争力に現れてきており、租税競争に乗

り遅れている感のある日本としては、自国の国際競

争力を維持できるような税制の視点をもつ必要があ

るのではないか。」旨発言した。

" 第４回会議（平成１４年１１月２２日）：

造船に関する基本戦略についての検討が行われた。

舶用工業については別途「舶用工業分科会」を設置

し検討することとした。

# 第５回会議（平成１５年３月７日）：

はじめに事務局より、舶用工業分科会における検

討の中間報告があり、続いて伊藤隆規氏（株式会社

造船Web社長）による講演（演題：造船Web、現状

と将来展望）が行われた。 その後、今後の重点分

野および具体的施策について検討した。

$ 第６回会議（平成１５年５月３０日）：

はじめに造工より、前回、造工が「国際競争力を

論じるベースとしてのインフラについて今一度洗い

出す必要がある」と提起し、今会議までに造工が取

りまとめることとした「国際競争力に係る経済イン

フラの現状と課題」について説明があり、続いて報

告書の素案について事務局より説明があった後、意

見交換を行った。

意見交換のなかで、図面等の流出防止策（知的財

産の保護）が必要との意見に関連し、造船側委員よ

り、船主が低品質の船舶を発注又は使用し、悪貨が

良貨を駆逐している状況になっているかのごとく発

言があったため、当協会は、少なくとも当協会メン

バーは、サブスタンダード船の排除、クォリティー

シッピングを目指し良質な船舶でのサービスを行っ

ており、安かろう悪かろうといった発注はしていな

い。良質で安価であれば日本!海外の造船所は問わ
ない旨発言した。また、船級協会や顧客から図面が

流出し技術が流出しているとの造船側委員の発言に

対し、仮に顧客から流出し海外で簡単に模倣できる

ような技術なら、そもそも長くに亘って優位性を維

持できるような技術ではないのではないかと指摘し

た。

% 第７回会議（平成１５年６月２０日）：

報告書の取りまとめ及び個別戦略のフォローアッ

ププランの策定が行われた。

当協会からは概略次の通り意見を開陳した。

報告書の個別戦略「官が連携して技術流出防止に

関する基本的指針を策定し、設計図面等の技術ノウ

ハウの海外への流出防止について連携行動をとる。」

については、むしろ今後は、造船の一国内での完結

主義にこだわる現状を見直すべきで、アジア域内で

の FTA構想の中、韓国、中国といった国々との造船

協業も検討する時期に来ていると思われる。むしろ

技術流出を防ぐよりも欧州エンジンメーカー等が行

っているような積極的に技術を売る戦略も検討する

必要があるのではないかと思われる。

これに対し、造船課長より、「趣旨は理解する。こ

こでの技術流出防止は造船会社が思いもよらない技

術流出のことである。」旨回答があるとともに議長

（杉山一橋教授）より、「報告書の修正は行わないが、

今後アクションを起こしていくにあたり国交省は留

意すべき。」との発言があった。

２．報告書（概要）

造船産業競争戦略会議の取りまとめた報告書の概要

は以下の通り。

「我が国造船産業のビジョンと戦略―２１世紀における

新たなるチャレンジ―」

我が国造船産業は、韓国や中国等との国際競争の激

化、技術・技能の円滑な伝承など人的基盤の脆弱性が

顕在化しつつあるなど、大きな転換期にさしかかって

いる。

我が国造船産業はこうした課題を抱えながらも、質

的にも量的にも世界のトップクラスであり、今後も適

切な競争戦略を立案・実行していけば、２１世紀におい

ても引き続き競争力を維持し、海上輸送の高度化及び

日本経済の活性化に貢献していくことが可能である。

このため、以下のような我が国造船産業の目標（ビジ

! 海 運 政 策
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ョン）とこれを実現するための戦略を提言した。

我が国造船産業は、!海洋国日本が必要とするあら
ゆる船舶・海洋機器等を安定的に供給できること、"
世界の海上輸送の高度化をリードしていけること、#
製造業離れ・産業空洞化が懸念される中で国内立地を

長期的に維持できる「強さ」を有していることなど、

我が国にはなくてはならない重要な産業である。

このため、産業競争力の維持向上には個々の企業努

力が基本であるが、政府としても引き続き積極的な支

援を行うとともに、産学官の密接な連携により、個々

の戦略が着実に具体化されることを期待している。

! 我が国造船産業の競争戦略

１．目 標（ビジョン）

我が国造船産業が世界の海運造船の中心的役割を担

える基盤の確立

! １，０００万総トン規模（世界シェア１!３）の生産体
制の国内維持

" 世界の海運造船をリードできる技術力の確立（最

高度 LCV外航船の実現）

目標時期：２０１０年

２．基本戦略（ビジョンを実現するための基本的な道

筋や手段）

! 競争環境の整備

$国内においても競争原理が充分に働く政策手法の
採用

$国際的に公正な競争条件の確立
" 「規模の経済」の追求、生産・工期短縮技術の高度

化、人材育成・技能伝承等による市場競争力の強化

# 世界有数の我が国海運業・舶用工業、大学・研究

機関、船級協会等の海事クラスターを主体とした、

新たな研究開発アプローチの推進

３．個別戦略

! 集約・再編、アライアンスの強化によるスケール

メリットの追求

" 競争促進政策の展開（総量規制の廃止を柱とする

設備政策の見直し）

# 技能 IT化等による生産技術の高度化、人材育成・

技能伝承

$ 研究開発基盤・機能の再構築（技術開発スキーム

等の再構築、標準化等への戦略的対応、新技術実用

化支援スキーム、産学官の研究交流）

% 国際市場規律の確立（OECD新造船協定の早期締

結、造船市場の安定化のための国際協調）

& その他（LCVの国際展開、技術流出防止策等）

" 我が国造舶用工業の競争戦略

１．目 標（ビジョン）

! 我が国舶用工業は、技術的優位性のある良質な製

品の安定供給を通じて、日本造船業の国際競争力の

中核的役割を担う。

" 極東市場における日本舶用工業製品の優位性を確

保する。

目標時期：造船産業全体のビジョンにあわせて２０１０

年

２．基本戦略（ビジョンを実現するための基本的な道

筋や手段）

! 需要変動等の環境変化に対応し、かつ、競争力あ

る製品を提供できる業界構造への転換

" 造舶連携等によるプロセスイノベーションを通じ

た生産性向上

# 造船業における競争力を支えるための技術競争力

の強化

$ 国内産業として比較劣後化しない、魅力ある産業

への脱皮

３．個別戦略

! 集約再編、アライアンスの可能性の追求による産

業基盤の強化、エンジニアリング力の強化

" ITによる生産の高度化、造舶Webの一層の活用と

将来に向けた高度化の推進

# 技術基盤の強化（競争戦略上重要な技術分野への

開発資源の重点化、新技術の実用化促進、産学官・

異業種間連携の促進）

$ 海運・造船・大学との人材交流の促進 等

% 中国等海外市場への展開の促進、国際規制・規格

への戦略的対応

〔資料１―１２〕 造船産業競争戦略会議委員（５０音順、敬称略）

座 長 杉山 武彦（一橋大学教授）

座長代理 大和 裕幸（東京大学教授）
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１・８ 外国における船舶所得等に関する課税状況
近年、経済のグローバル化に伴い企業の国際的経済

活動が多様化・高度化している中で、居住地国と源泉

地国での重複した課税、いわゆる国際的な二重課税の

排除が一層重要な問題となってきている。

租税条約は、両締約国の一方の居住者が、他方の国

からその国の国内源泉所得とされる所得を得る場合に

おいて、源泉地国においてはその課税を制限すること

により、また、居住地国においては外国税額控除など

の二重課税排除のための規定を適用することにより、

二重課税の回避および排除の役割を果たしている。

経済協力開発機構（OECD）では、人、商品、技術、

資本などの国際的な交流を円滑にすることを目的に、

最も典型的な税務問題である所得などに対する二国間

の課税の取り扱いについて１９６３年にモデル租税条約を

策定し、その後、経済状況の変化に対応するため幾度

か改訂され、現在でも検討が続けられている。これを

ベースに加盟国は相手国との間に二国間条約もしくは

協定を締結している。国連においても、この OECD

モデル租税条約をベースとして先進国!発展途上国間
の国連モデル租税条約を策定している。これらのモデ

ル租税条約には、国際運輸業所得についての規定が設

けられている。OECDモデル租税条約において「国際

運輸」は、「一方の締約国内にその事業の実質的管理の

場所を有する企業が運用する船舶又は航空機による運

送をいう（第３条）」と規定されており、「船舶又は航

空機を国際運輸に運用することによって取得する利得

に対しては、企業の実質的管理の場所が存在する締約

国においてのみ租税を課することができる（第８条）」

とされ、国際運輸業所得に対する二重課税問題が起き

ないような仕組みが作られている。

当協会では、諸外国との国際運輸業所得に対する課

税状況を把握するために、例年、課税状況ならびに各

国への配船実績について調査を行い、外国税に関する

諸問題の検討、および必要に応じて関係方面への働き

かけを行っている。２００１年度においても、前年度同様、

調査対象を運賃にかかる外国法人税に限定し、２００２年

１１月８日現在の会員会社１０４社を対象に調査を行った。

その結果、外国において納税した会社は１９社、当該年

度分の納税を行った国は３２カ国、納税額は２１億２，３８７万

円で、前年度に比べ３億７，７０９万円の増加となった。配

船社数は３１社で、配船国数（地域を含む）は１３４カ国で

あった〔資料１―１３および１―１４参照〕。

委 員 青木雄二郎（日本マリンエンジニアリング学会前会長）

荒木 幹夫（日本政策投資銀行理事）

太田 和博（専修大学教授）

木下 正利（社団法人日本舶用工業会政策委員長、三菱化工機相談役）

田中 利夫（全国造船重機械労働組合連合会中央執行委員長）…第２回までは吉井眞之

中西 堯二（独立行政法人海上技術安全研究所理事長）

根本 久司（社団法人日本造船工業会企画委員長、三井造船社長）

福島 義章（当協会理事長）

三輪 善雄（社団法人日本中小型造船工業会会長）

事 務 局 国土交通省海事局造船課（海事局長以下関係者が同席）

【舶用工業分科会】（※は造船産業競争戦略会議委員）

座 長 ※大和 裕幸 東京大学 教授

委 員 ※青木雄二郎 日本マリンエンジニアリング学会 前会長

※木下 正利 社団法人 日本舶用工業会 政策委員長

中島 基善 ナカシマプロペラ株式会社 代表取締役社長

※中西 堯二 独立行政法人 海上技術安全研究所 理事長

中村 雅正 三菱重工業株式会社 原動機事業本部産業エネルギー部長

山田 信三 大洋電機株式会社 代表取締役社長

吉本 一穗 早稲田大学 教授
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当協会では、国際的課税問題が発生した場合には、

速やかな情報収集に努め、関係省庁に対し政府レベル

での対応策を講じるよう要請することとしている。

〔資料１―１３〕 外国における船舶所得に対する課税状況一覧表（２００１年度 納付実績） （単位：千円）

国 名 課税対象
運 賃

納税額（Income Tax 等）
還付金額 納 税 額

順 位
Income Tax 等
対 運 賃 比（％） 納税社数

（当年度分） （過年度分）

ア

ジ

ア

タ イ ６０，２３１，３９４ ９０３，０４０ １２，１６５ ２８６ １ １．５０％ １４

フ ィ リ ピ ン １２，７２５，９４０ １９１，９７４ ２１，８９４ ０ ２ １．５１％ ９

パ キ ス タ ン ２，３３９，２８２ １８７，１４３ ０ ０ ３ ８．００％ ３

香 港 １，０７１，００１ １８１，１８５ ０ ０ ４ １６．９２％ ２

バ ン グ ラ デ シ ュ ４，１５７，５１３ １６６，３０６ ７７５ ０ ５ ４．００％ ４

ス リ ラ ン カ ３，７１４，５９３ ３９，００４ ０ ０ ６ １．０５％ ３

台 湾 ７１，８６８ １４，３７３ １，４２２ ０ ７ ２０．００％ ２

ベ ト ナ ム ３９７，９５１ ６，３７２ ４２８ ０ ８ １．６０％ ３

イ ン ド ４１，７７９ ３，７９９ ７３６ ０ ９ ９．０９％ ４

北 朝 鮮 １１８，７０１ ２，３７４ ０ ０ １０ ２．００％ １

マ レ ー シ ア １４，２７９ ２００ ７，０９６ ４２ １１ １．４０％ ３

ミ ャ ン マ ー ０ ０ ２２９ ０ １２ １

中近東 サ ウ ジ ア ラ ビ ア ３４９，１３２ １３，１４５ ０ ０ １ ３．７７％ ３

オ
セ
ア
ニ
ア

パプアニューギニア ８４６，８１５ ２１，３１３ ３，２４８ ８６７ １ ２．５２％ ８

ソ ロ モ ン 諸 島 １４８，５９９ ７，４３０ ２４１ ０ ２ ５．００％ ３

オ ー ス ト ラ リ ア ３１７，９８０ ５，５３１ ２３５ ０ ３ １．７４％ ３

中

南

米

グ ア テ マ ラ １，２８３，３２１ ６４，１６６ ０ ０ １ ５．００％ １

ベ ネ ズ エ ラ ３，２１６，２８６ ５８，５７９ ０ ０ ２ １．８２％ ３

チ リ ７９１，８３７ ３９，５９１ ０ ０ ３ ５．００％ ２

コ ロ ン ビ ア ９４４，７４２ ２８，３４２ ０ ０ ４ ３．００％ ３

パ ラ グ ア イ ２２５，６７６ ７，８９９ ０ ０ ５ ３．５０％ １

ホ ン ジ ュ ラ ス １７５，４７６ ４，２４２ ０ ０ ６ ２．４２％ １

エ ク ア ド ル ７６５，１５５ ４，２２５ ０ ０ ７ ０．５５％ ３

コ ス タ リ カ １３１，８５７ ２，２５４ ０ ０ ８ １．７１％ ２

ペ ル ー ２３，９０５ １，４２４ ０ ０ ９ ５．９６％ ２

ニ カ ラ グ ア ３８，１２９ ９５３ ０ ０ １０ ２．５０％ １

ド ミ ニ カ 共 和 国 ９１１ ３２ ０ ０ １１ ３．５１％ １

ア

フ

リ

カ

ナ イ ジ ェ リ ア ７，０９６，８２５ １４１，９３６ ０ ０ １ ２．００％ １

ガ ー ナ ５９４，０９４ １１，８８２ ０ ０ ２ ２．００％ １

タ ン ザ ニ ア ４６１，９００ ９，００７ ０ ０ ３ １．９５％ １

ケ ニ ア ２１９，４４１ ６，１４４ ０ ０ ４ ２．８０％ １

ブ ル キ ナ フ ァ ソ ３５６ ３ ０ ０ ５ ０．８４％ １

合 計 ! 平 均 １０２，５１６，７３８ ２，１２３，８６８ ４８，４６９ １，１９５ ４．１３％

注）本表は、日本船主協会会員会社からの調査回答のうち、納税実績のあった社の集計である。
調査対象は、「運賃にかかる外国法人税」（法人税法上の外国税額控除の対象となるもの）に限定した。
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〔資料１―１４〕 国別配船会社一覧表（２００１事業年度）

海運会社名

配 船 国

ア
ク
ト
マ
リ
タ
イ
ム

旭

海

運

旭
タ
ン
カ
ー

第
一
中
央
汽
船

八

馬

汽

船

日
之
出
郵
船

出
光
タ
ン
カ
ー

飯

野

海

運

乾

汽

船

関
西
ラ
イ
ン

川
崎
近
海
汽
船

川

崎

汽

船

国

華

産

業

三
菱
鉱
石
輸
送

浪
速
タ
ン
カ
ー

日
本
マ
リ
ン

日

本

郵

船

日
産
専
用
船

日

正

汽

船

Ｎ
Ｙ
Ｋ
グ
ロ
ー
バ
ル
バ
ル
ク

日

鉄

海

運

三

光

汽

船

新

和

海

運

商

船

三

井

商
船
三
井
近
海

昭
和
シ
ェ
ル
船
舶

太
平
洋
汽
船

東

海

商

船

東

興

海

運

東

京

船

舶

雄

洋

海

運

配
船
会
社
合
計

納
税
会
社
合
計

（ア ジ ア）
イ ン ド １６ ２
イ ン ド ネ シ ア ２４ ０
韓 国 １８ ０
カ ン ボ ジ ア ３ ０
北 朝 鮮 １ １
シ ン ガ ポ ー ル １５ ０
ス リ ラ ン カ ６ ３
タ イ １８１３
台 湾 １９ ２
中 国（香港除く） ２７ ０
バ ン グ ラ デ シ ュ ７ ３
パ キ ス タ ン ８ ４
フ ィ リ ピ ン １７ ８
ブ ル ネ イ ６ ０
ベ ト ナ ム １５ ３
香 港 １６ ２
マ レ ー シ ア １７ １
ミ ャ ン マ ー ３ ０
モ ル デ ィ ブ １ ０
配 船 国 ・ 地 域 合 計 ０ ３１３１０ ６１６ ５１３ ２ ９１０１５ ６ １ ３ ４１６ ２１０ ４ ４１４１０１６１２ ２ ３ ２１４ ７ ５
納 税 国 ・ 地 域 合 計 ０ ０ ０ １ １ １ ０ ０ ０ ２ ３ ６ ０ ０ ０ ０ ５ ０ ２ ０ １ ２ ３ ７ １ ０ １ ０ ２ ４ ０

（中 東）
ア ラ ブ 首 長 国 連 邦 １１ ０
イ エ メ ン ４ ０
イ ス ラ エ ル ３ ０
イ ラ ク ４ ０
イ ラ ン １１ ０
オ マ ー ン ８ ０
カ タ ー ル １０ ０
ク ウ ェ ー ト ８ ０
キ プ ロ ス ４ ０
サ ウ ジ ア ラ ビ ア １３ ３
シ リ ア ５ ０
旧 中 立 地 帯 ０ ０
ト ル コ ６ ０
バ ー レ ー ン ７ ０
ヨ ル ダ ン ５ ０
レ バ ノ ン ４ ０
配 船 国 ・ 地 域 合 計 ０ ０ １ ０ ０ ８ ７ ９ ０ ０ ０１５ １ ０ ０ ０１４ ５ ７ ０ ０ ７ １１４ ０ ６ ０ ０ ４ ０ ４
納 税 国 ・ 地 域 合 計 ０ ０ ０ ０ ０ １ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ １ ０ ０ ０ ０ ０ ０ １ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０

注）◎印…配船および納税 ○印…配船のみ

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ◎ ○ ◎ ○
○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○
◎

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
○ ○ ◎ ◎ ○ ◎

○ ◎ ◎ ◎ ○ ◎ ◎ ◎ ○ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ○ ○ ◎
○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ◎ ○ ○ ◎ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
○ ○ ◎ ◎ ○ ◎ ○
○ ○ ○ ◎ ◎ ◎ ◎ ○
○ ○ ○ ○ ○ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ○ ◎ ◎ ○ ○ ○ ◎

○ ○ ○ ○ ○ ○
○ ○ ○ ○ ○ ◎ ◎ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ◎
○ ○ ○ ○ ○ ◎ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ◎ ○
○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ◎ ○

○ ○ ○
○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
○ ○ ○ ○
○ ○ ○

○ ○ ○ ○
○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○
○ ◎ ○ ○ ○ ○ ◎ ○ ○ ◎ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○
○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○
○ ○ ○ ○

! 海 運 政 策
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海運会社名

配 船 国

ア
ク
ト
マ
リ
タ
イ
ム

旭

海

運

旭
タ
ン
カ
ー

第
一
中
央
汽
船

八

馬

汽

船

日
之
出
郵
船

出
光
タ
ン
カ
ー

飯

野

海

運

乾

汽

船

関
西
ラ
イ
ン

川
崎
近
海
汽
船

川

崎

汽

船

国

華

産

業

三
菱
鉱
石
輸
送

浪
速
タ
ン
カ
ー

日
本
マ
リ
ン

日

本

郵

船

日
産
専
用
船

日

正

汽

船

Ｎ
Ｙ
Ｋ
グ
ロ
ー
バ
ル
バ
ル
ク

日

鉄

海

運

三

光

汽

船

新

和

海

運

商

船

三

井

商
船
三
井
近
海

昭
和
シ
ェ
ル
船
舶

太
平
洋
汽
船

東

海

商

船

東

興

海

運

東

京

船

舶

雄

洋

海

運

配
船
会
社
合
計

納
税
会
社
合
計

（ア フ リ カ）
ア ル ジ ェ リ ア ３ ０
ア ン ゴ ラ ２ ０
エ ジ プ ト ６ ０
エ チ オ ピ ア ０ ０
エ リ ト リ ア ０ ０
カ ナ リ ア 諸 島 ４ ０
カ ー ボ ベ ル デ ０ ０
カ メ ル ー ン ２ ０
ガ ー ナ ４ １
ガ ボ ン １ ０
ガ ン ビ ア ２ ０
ギ ニ ア ３ ０
ギ ニ ア ・ ビ サ ウ ０ ０
ケ ニ ア ４ １
コ ー ト ジ ボ ア ー ル ３ ０
コ モ ロ ０ ０
コ ン ゴ 共 和 国 １ ０
コンゴ民主共和国（旧ザイール） ０ ０
サントメ・プリンシペ ０ ０
シ エ ラ レ オ ネ ０ ０
ジ ブ チ １ ０
ス ー ダ ン ３ ０
セ イ シ ェ ル ２ ０
赤 道 ギ ニ ア ０ ０
セ ネ ガ ル ２ ０
セ ン ト プ リ シ ア ０ ０
ソ マ リ ア ０ ０
タ ン ザ ニ ア ４ １
チ ュ ニ ジ ア ４ ０
ト ー ゴ ２ ０
ナ イ ジ ェ リ ア ３ １
ナ ミ ビ ア １ ０
西 サ ハ ラ ０ ０
ベ ナ ン ２ ０
マ ダ ガ ス カ ル １ ０
南 ア フ リ カ １２ ０
モ ー リ シ ャ ス ２ ０
モ ー リ タ ニ ア ２ ０
モ ザ ン ビ ー ク ４ ０
モ ロ ッ コ ５ ０
リ ビ ア ３ ０
リ ベ リ ア ０ ０
レ ユ ニ オ ン １ ０
配 船 国 ・ 地 域 合 計 ０ ０ ０ １ １ ７ ０ ５ ０ ０ ０２１ ０ ０ ０ ０１４ １ ０ １ ０ ８ ２２５ ０ ２ ０ １ ０ ０ ０
納 税 国 ・ 地 域 合 計 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ４ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０

注）◎印…配船および納税 ○印…配船のみ

○ ○ ○
○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○

○ ○
○ ○ ○ ◎
○
○ ○
○ ○ ○

○ ○ ○ ◎
○ ○ ○

○

○
○ ○ ○

○ ○

○ ○

○ ○ ○ ◎
○ ○ ○ ○
○ ○

○ ○ ◎
○

○ ○
○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
○ ○
○ ○

○ ○ ○ ○
○ ○ ○ ○ ○
○ ○ ○

○

! 海 運 政 策
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海運会社名

配 船 国

ア
ク
ト
マ
リ
タ
イ
ム

旭

海

運

旭
タ
ン
カ
ー

第
一
中
央
汽
船

八

馬

汽

船

日
之
出
郵
船

出
光
タ
ン
カ
ー

飯

野

海

運

乾

汽

船

関
西
ラ
イ
ン

川
崎
近
海
汽
船

川

崎

汽

船

国

華

産

業

三
菱
鉱
石
輸
送

浪
速
タ
ン
カ
ー

日
本
マ
リ
ン

日

本

郵

船

日
産
専
用
船

日

正

汽

船

Ｎ
Ｙ
Ｋ
グ
ロ
ー
バ
ル
バ
ル
ク

日

鉄

海

運

三

光

汽

船

新

和

海

運

商

船

三

井

商
船
三
井
近
海

昭
和
シ
ェ
ル
船
舶

太
平
洋
汽
船

東

海

商

船

東

興

海

運

東

京

船

舶

雄

洋

海

運

配
船
会
社
合
計

納
税
会
社
合
計

（ヨ ー ロ ッ パ）
ア イ ス ラ ン ド １ ０
ア イ ル ラ ン ド ４ ０
ア ル バ ニ ア ０ ０
イ ギ リ ス ７ ０
イ タ リ ア ７ ０
ウ ク ラ イ ナ ２ ０
エ ス ト ニ ア １ ０
オ ラ ン ダ ７ ０
ギ リ シ ャ ６ ０
グ ル ジ ア ０ ０
ク ロ ア チ ア ３ ０
ジ ブ ラ ル タ ル ３ ０
シ ェ ト ラ ン ド ０ ０
ス ウ ェ ー デ ン ５ ０
ス ペ イ ン ８ ０
ス ロ ベ ニ ア ２ ０
デ ン マ ー ク ４ ０
ド イ ツ ７ ０
ノ ル ウ ェ ー ４ ０
フ ィ ン ラ ン ド ０ ０
フ ラ ン ス ７ ０
ブ ル ガ リ ア ０ ０
ベ ル ギ ー ７ ０
ポ ー ラ ン ド ３ ０
ボスニア・ヘルツェゴビナ ０ ０
ポ ル ト ガ ル ４ ０
マ ル タ ２ ０
モ ナ コ ０ ０
モ ル ド バ ０ ０
ユ ー ゴ ス ラ ビ ア ０ ０
ラ ト ビ ア ０ ０
リ ト ア ニ ア ０ ０
ル ー マ ニ ア １ ０
ロ シ ア １０ ０
配 船 国 ・ 地 域 合 計 ０ ０ １ １ ３ ６ ０１６ ０ ０ １１８ ０ ０ １ ０１８ ９ ０ ０ ０１１ １１７ １ ０ ０ ０ １ ０ ０
納 税 国 ・ 地 域 合 計 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０

（オ セ ア ニ ア）
オ ー ス ト ラ リ ア ２１ ２
キ リ バ ス ０ ０
グ ア ム １ ０
サ イ パ ン ０ ０
サ モ ア（旧西サモア） ０ ０
ソ ロ モ ン 諸 島 ２ ２
タ ヒ チ ０ ０
ツ バ ル ０ ０
ト ン ガ ０ ０
ナ ウ ル ０ ０
ニ ュ ー カ レ ド ニ ア ５ ０
ニ ュ ー ジ ー ラ ン ド １１ ０
バ ヌ ア ツ ０ ０
パプアニューギニア １２ ７
パ ラ オ １ ０
フ ィ ジ ー 諸 島 ４ ０
マ ー シ ャ ル 諸 島 ０ ０
米 領 サ モ ア 諸 島 ０ ０
ミ ク ロ ネ シ ア ０ ０
配 船 国 ・ 地 域 合 計 ０ １ ３ ４ ２ １ １ ３ ３ ０ １ ４ ０ １ ０ １ ５ ０ ３ ４ １ ４ ４ ２ ２ ０ ２ ３ １ ０ １
納 税 国 ・ 地 域 合 計 ０ ０ ０ １ ０ ０ １ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ １ １ ０ ２ ２ ０ ０ １ １ １ ０ ０ ０ ０ ０ ０

注）◎印…配船および納税 ○印…配船のみ

○
○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○
○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○
○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○
○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○
○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
○ ○ ○

○ ○ ○ ○
○ ○

○
○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ◎ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ◎ ○ ○ ○ ○ ○

○

◎ ◎

○ ○ ○ ○ ○
○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ◎ ○ ○ ◎ ◎ ◎ ◎ ○ ◎ ◎ ○
○

○ ○ ○ ○

! 海 運 政 策
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海運会社名

配 船 国

ア
ク
ト
マ
リ
タ
イ
ム

旭

海

運

旭
タ
ン
カ
ー

第
一
中
央
汽
船

八

馬

汽

船

日
之
出
郵
船

出
光
タ
ン
カ
ー

飯

野

海

運

乾

汽

船

関
西
ラ
イ
ン

川
崎
近
海
汽
船

川

崎

汽

船

国

華

産

業

三
菱
鉱
石
輸
送

浪
速
タ
ン
カ
ー

日
本
マ
リ
ン

日

本

郵

船

日
産
専
用
船

日

正

汽

船

Ｎ
Ｙ
Ｋ
グ
ロ
ー
バ
ル
バ
ル
ク

日

鉄

海

運

三

光

汽

船

新

和

海

運

商

船

三

井

商
船
三
井
近
海

昭
和
シ
ェ
ル
船
舶

太
平
洋
汽
船

東

海

商

船

東

興

海

運

東

京

船

舶

雄

洋

海

運

配
船
会
社
合
計

納
税
会
社
合
計

（ア メ リ カ）
ア メ リ カ 合 衆 国 １８ ０
ア ル ゼ ン チ ン ７ ０
アンティグア・バーブーダ ２ ０
蘭 領 ア ン テ ィ ル ３ ０
ウ ル グ ア イ ４ ０
エ ク ア ド ル ５ ３
エ ル サ ル バ ド ル ２ ０
ガ イ ア ナ ０ ０
カ イ コ ス 諸 島 ０ ０
カ ナ ダ １５ ０
ギ ア ナ ０ ０
キ ュ ー バ ０ ０
グ ア テ マ ラ ３ １
グ レ ナ ダ ２ ０
ケ イ マ ン 諸 島 ０ ０
コ ス タ リ カ ５ ２
コ ロ ン ビ ア ６ ３
ジ ャ マ イ カ ４ ０
ス リ ナ ム ０ ０
セントクリストファー・ネイビス １ ０
セントビンセント・グレナディーン ２ ０
セ ン ト ル シ ア ３ ０
タ ー ク ス 諸 島 ０ ０
チ リ １０ ２
ド ミ ニ カ 共 和 国 ３ １
ド ミ ニ カ 国 ０ ０
トリニダード・トバコ ５ ０
ニ カ ラ グ ア ２ １
ハ イ チ ２ ０
バ ー ジ ン 諸 島 １ ０
バ ミ ュ ー ダ 諸 島 ２ ０
バ ル バ ト ス ２ ０
パ ナ マ ５ ０
バ ハ マ ２ ０
パ ラ グ ア イ １ ０
ベ リ ー ズ ０ ０
ブ ラ ジ ル ９ ０
フォークランド諸島 ０ ０
プ エ ル ト リ コ ２ ０
ベ ネ ズ エ ラ ５ ３
ペ ル ー ７ ２
ホ ン ジ ュ ラ ス ２ １
マ ル チ ニ ク 島 ３ ０
メ キ シ コ ６ ０
リ ー ワ ー ド 諸 島 ０ ０
セ ン ト キ ッ ズ １ ０
仏 領 西 イ ン ド 諸 島 １ ０
蘭 領 西 イ ン ド 諸 島 １ ０
グアドループ島・セントマーチン １ ０
ア ル バ 島 １ ０
配 船 国 ・ 地 域 合 計 １ ３ １ ４ ３ ２ ０１１ ２ ０ ０３２ ０ １ ０ ０３３ ２ ２ ２ ４１９ ９２０ ０ ０ ０ ２ ３ ０ ０
納 税 国 ・ 地 域 合 計 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ４ ０ ０ ０ ０ ８ ０ ０ ０ ０ ０ １ ６ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０
配船国・地域総合計 １ ７１９２０１５４０１３５７ ７ ９１２１０５ ７ ３ ４ ５１００１９２２１１ ９６３２７９４１５１０ ５ ８２３ ７１０
納税国・地域総合計 ０ ０ ０ ２ １ ２ １ ０ ０ ２ ３１０ ０ ０ ０ １１５ ０ ４ ２ １ ２ ５１９ ２ ０ １ ０ ２ ４ ０

注）◎印…配船および納税 ○印…配船のみ

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○
○ ○ ○
○ ○ ○ ○

○ ◎ ◎ ○ ◎
○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ◎ ○
○ ○

○ ○ ◎ ○ ◎
○ ◎ ◎ ○ ○ ◎

○ ○ ○ ○

○
○ ○
○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ◎ ○ ○ ○ ◎ ○
○ ○ ◎

○ ○ ○ ○ ○
○ ◎
○ ○
○
○ ○
○ ○

○ ○ ○ ○ ○
○ ○

○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○
◎ ◎ ○ ○ ◎

○ ○ ◎ ○ ○ ◎ ○
○ ◎
○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○

○
○
○

○
○

! 海 運 政 策
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１・９ 当協会会員会社の２００１年度設備資金借入状況
当協会では、毎年会員会社の設備資金（船舶関係）

借入状況を調査しているが、２００１年度の借入状況につ

いては会員１０４社（２００２年１１月現在）を調査対象とし、外

航船舶を有するとの回答があった会社５５社について集

計を行った。

合計〔資料１―１５〕をみると、２００１年度末借入残高

は、前年度に比べ７．３％減の３，７７５億円となっている。こ

のうち政府系金融機関は２，２２４億円（対前年比７．７％減）

であり、市中金融機関等は１，５５１億円（同６．７％減）とな

っている。借入先の構成は、日本政策投資銀行（以下、

政投銀）からの借入が全体の５６．０％を占め、次いで都

市銀行および旧長期信用銀行３行からの借入がそれぞ

れ全体の１６．７％、１０．５％となっている。

次に、政投銀融資船〔資料１―１６〕を見ると、２００１

年度末借入残高は、前年度末に比べ１２．５％減の１，８９４億

円であり、借入金全体に占める割合は５０．２％と、ほぼ

全体の１!２となっている。
また、上記以外の新造船融資〔資料１―１７〕を見る

と、２００１年度末借入残高は前年度に比べ３．３％減の１，８２３

億円となっており、改装・買船等、その他融資〔資料

１―１８〕の２００１年度末借入残高は、前年度に比べ１７４．１

％増の５７億円となっている。

! 海 運 政 策
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〔資料１―１５〕 合 計
（単位：千円）

借 入 先
２０００年度末
借 入 残 高

２００１年 度
新規借入額

２００１年 度
返 済 額

２００１年度末
借 入 残 高

借入残高対前年比 借入残高構成比（％）

増 減 額 増減率 ２０００年度末 ２００１年度末

政
府
系
金
融
機
関

日本政策投資 銀 行
中小企業金融 公 庫
商 工 中 金
そ の 他

２３１，１６３，６４８
１１８，８８０
１，３５４，１１７
８，２１３，７４１

８，２４２，１９０
０

３８０，９８０
１，８４９，２３９

２７，９４３，９６５
２２，９２０
３３５，８４３
６２１，９４６

２１１，４６１，８７３
９５，９６０

１，３９９，２５４
９，４４１，０３４

△１９，７０１，７７５
△ ２２，９２０

４５，１３７
１，２２７，２９３

△ ８．５％
△１９．３％
３．３％
１４．９％

５６．８
０．０
０．３
２．０

５６．０
０．０
０．４
２．５

計 ２４０，８５０，３８６ １０，４７２，４０９ ２８，９２４，６７４ ２２２，３９８，１２１ △１８，４５２，２６５ △ ７．７％ ５９．２ ５８．９

市

中

金

融

機

関

旧 長 期 信 用 銀 行
日 本 興 業 銀 行
新 生 銀 行
あ お ぞ ら 銀 行

都 市 銀 行
地 方 銀 行
信 託 銀 行
生 命 保 険
損 害 保 険
外 国 資 本
造 船 所 延 払
そ の 他

４３，６６１，７５６
２８，９７９，１３１
１４，０７４，５８５
６０８，０４０

６６，９４６，１２３
３５１，６００

１６，９５５，４０５
２２，３２６，７０２

０
０

２４，１００
１５，９７０，１１５

３，７６８，５９０
３，５６８，５９０

０
２００，０００
７，４３１，１３０

０
２，７９０，７３０
３，９６０，０００

０
０
０

３，８２５，４８０

７，９４６，４５６
４，９８９，２９５
２，７５４，７４９
２０２，４１２

１１，４６４，５３２
１６８，３２０
３，５６９，６１４
２，０８１，５５７

０
０

２４，１００
７，６６６，４９３

３９，４８３，８９０
２７，５５８，４２６
１１，３１９，８３６
６０５，６２８

６２，９１２，７２１
１８３，２８０

１６，１７６，５２０
２４，２０５，１４５

０
０
０

１２，１２９，１０２

△４，１７７，８６６
△１，４２０，７０５
△２，７５４，７４９

△２，４１２
△４，０３３，４０２
△ １６８，３２０
△ ７７８，８８５
１，８７８，４４３

０
０

△ ２４，１００
△３，８４１，０１３

△ ９．６％
△ ４．９％
△１９．６％
△ ０．４％
△ ６．０％
△４７．９％
△ ４．６％
８．４％
!
!

△１００．０％
△２４．１％

１０．７
７．１
３．５
０．１
１６．４
０．１
４．２
５．５
!
!
０．０
３．９

１０．５
７．３
３．０
０．２
１６．７
０．０
４．３
６．４
!
!
!
３．２

計 １６６，２３５，８００ ２１，７７５，９３０ ３２，９２１，０７２ １５５，０９０，６５８ △１１，１４５，１４２ △ ６．７％ ４０．８ ４１．１

合 計 ４０７，０８６，１８６ ３２，２４８，３３９ ６１，８４５，７４６ ３７７，４８８，７７９ △２９，５９７，４０７ △ ７．３％ １００．０ １００．０

全 体 に 占 め る 割 合（％） １００．０ １００．０ １００．０ １００．０ ! ! ! !

（参考）運輸施設整備事業団共有持分 ３６，７５６，１６５ ２，２７６，４８２ ３，９４３，０３０ ３５，０８９，６１６ △１，６６６，５４９ △ ４．５％ ! !

（注）１．調査対象１０４社のうち、該当船舶を有する報告会社５５社の集計である。
２．四捨五入の関係で末尾が若干合わないところがある。
３．△印は減少を示す。

〔資料１―１６〕 政投銀融資船（外航）
（単位：千円）

借 入 先
２０００年度末
借 入 残 高

２００１年 度
新規借入額

２００１年 度
返 済 額

２００１年度末
借 入 残 高

借入残高対前年比 借入残高構成比（％）

増 減 額 増減率 ２０００年度末 ２００１年度末

政
府
系
金
融
機
関

日本政策投資 銀 行
中小企業金融 公 庫
商 工 中 金
そ の 他

１５５，８０７，２９４
０
０
０

５，２８０，０００
０
０
０

２６，６４８，７９６
０
０
０

１３４，４３８，４９８
０
０
０

△２１，３６８，７９６
０
０
０

△１３．７％
!
!
!

７２．０
!
!
!

７１．０
!
!
!

計 １５５，８０７，２９４ ５，２８０，０００ ２６，６４８，７９６ １３４，４３８，４９８ △２１，３６８，７９６ △１３．７％ ７２．０ ７１．０

市

中

金

融

機

関

旧 長 期 信 用 銀 行
日 本 興 業 銀 行
新 生 銀 行
あ お ぞ ら 銀 行

都 市 銀 行
地 方 銀 行
信 託 銀 行
生 命 保 険
損 害 保 険
外 国 資 本
造 船 所 延 払
そ の 他

２３，２８７，２０４
１３，１４２，８８６
９，５３６，２７８
６０８，０４０

２３，３９２，０５５
６，１５０

８，３６０，０８７
４，１９８，６４９

０
０
０

１，４７１，５７０

４００，０００
２００，０００

０
２００，０００
１，１６０，０００

０
１，１４０，０００

０
０
０
０

２，５０５，０００

４，１７６，６４６
２，４７９，８７３
１，４９４，３６１
２０２，４１２
４，１３５，６４５
２，５２０

１，９２２，０６３
５０５，４２２

０
０
０

１９５，４８０

１９，５１０，５５８
１０，８６３，０１３
８，０４１，９１７
６０５，６２８

２０，４１６，４１０
３，６３０

７，５７８，０２４
３，６９３，２２７

０
０
０

３，７８１，０９０

△３，７７６，６４６
△２，２７９，８７３
△１，４９４，３６１

△２，４１２
△２，９７５，６４５
△ ２，５２０
△ ７８２，０６３
△ ５０５，４２２

０
０
０

２，３０９，５２０

△１６．２％
△１７．３％
△１５．７％
△ ０．４％
△１２．７％
△４１．０％
△ ９．４％
△１２．０％

!
!
!

１５６．９％

１０．８
６．１
４．４
０．３
１０．８
０．０
３．９
１．９
!
!
!
０．７

１０．３
５．７
４．２
０．３
１０．８
０．０
４．０
１．９
!
!
!
２．０

計 ６０，７１５，７１５ ５，２０５，０００ １０，９３７，７７６ ５４，９８２，９３９ △５，７３２，７７６ △ ９．４％ ２８．０ ２９．０

合 計 ２１６，５２３，００９ １０，４８５，０００ ３７，５８６，５７２ １８９，４２１，４３７ △２７，１０１，５７２ △１２．５％ １００．０ １００．０

全 体 に 占 め る 割 合（％） ５３．２ ３２．５ ６０．８ ５０．２ ! ! ! !

! 海 運 政 策
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〔資料１―１７〕『政投銀融資船（外航）』以外の新造船
（単位：千円）

借 入 先
２０００年度末
借 入 残 高

２００１年 度
新規借入額

２００１年 度
返 済 額

２００１年度末
借 入 残 高

借入残高対前年比 借入残高構成比（％）

増 減 額 増減率 ２０００年度末 ２００１年度末

政
府
系
金
融
機
関

日本政策投資 銀 行
中小企業金融 公 庫
商 工 中 金
そ の 他

７５，３５６，３５４
１１８，８８０
１，３５４，１１７
７，４２８，７５５

２，９６２，１９０
０

３８０，９８０
１，８４９，２３９

１，２９５，１６９
２２，９２０
３３５，８４３
５６０，７７９

７７，０２３，３７５
９５，９６０

１，３９９，２５４
８，７１７，２１５

１，６６７，０２１
△２２，９２０
４５，１３７

１，２８８，４６０

２．２％
△１９．３％
３．３％
１７．３％

４０．０
０．１
０．７
３．９

４２．２
０．１
０．８
４．８

計 ８４，２５８，１０６ ５，１９２，４０９ ２，２１４，７１１ ８７，２３５，８０４ ２，９７７，６９８ ３．５％ ４４．７ ４７．８

市

中

金

融

機

関

旧 長 期 信 用 銀 行
日 本 興 業 銀 行
新 生 銀 行
あ お ぞ ら 銀 行

都 市 銀 行
地 方 銀 行
信 託 銀 行
生 命 保 険
損 害 保 険
外 国 資 本
造 船 所 延 払
そ の 他

１９，９６４，６０２
１５，６７６，９４５
４，２８７，６５７

０
４２，８８１，７６８
３４５，４５０
８，５１４，５１８
１８，０８３，０５３

０
０

２４，１００
１４，４０１，８５７

３，３６８，５９０
３，３６８，５９０

０
０

５，５５７，１３０
０

９３６，７３０
６１０，０００

０
０
０

１，３２０，４８０

３，５６３，４１１
２，４８５，８２３
１，０７７，５８８

０
６，９２４，０４６
１６５，８００
１，５５９，７５１
１，２９４，１３５

０
０

２４，１００
７，３７４，３２５

１９，７６９，７８１
１６，５５９，７１２
３，２１０，０６９

０
４１，５１４，８５２
１７９，６５０
７，８９１，４９６
１７，３９８，９１８

０
０
０

８，３４８，０１２

△１９４，８２１
８８２，７６７

△１，０７７，５８８
０

△１，３６６，９１６
△１６５，８００
△６２３，０２２
△６８４，１３５

０
０

△２４，１００
△６，０５３，８４５

△１．０％
５．６％

△２５．１％
!

△３．２％
△４８．０％
△７．３％
△３．８％

!
!

△１００．０％
△４２．０％

１０．６
８．３
２．３
!

２２．８
０．２
４．５
９．６
!
!
０．０
７．６

１０．８
９．１
１．８
!

２２．８
０．１
４．３
９．５
!
!
!
４．６

計 １０４，２１５，３４７ １１，７９２，９３０ ２０，９０５，５６８ ９５，１０２，７０９ △９，１１２，６３８ △８．７％ ５５．３ ５２．２

合 計 １８８，４７３，４５３ １６，９８５，３３９ ２３，１２０，２７９ １８２，３３８，５１３ △６，１３４，９４０ △３．３％ １００．０ １００．０

全 体 に 占 め る 割 合（％） ４６．３ ５２．７ ３７．４ ４８．３ ! ! ! !

（参考）運輸施設整備事業団共有持分 ３６，７５６，１６５ ２，２７６，４８２ ３，９４３，０３０ ３５，０８９，６１６ ! ! ! !

〔資料１―１８〕 その他（改装・買船等）
（単位：千円）

借 入 先
２０００年度末
借 入 残 高

２００１年 度
新規借入額

２００１年 度
返 済 額

２００１年度末
借 入 残 高

借入残高対前年比 借入残高構成比（％）

増 減 額 増減率 ２０００年度末 ２００１年度末

政
府
系
金
融
機
関

日本政策投資 銀 行
中小企業金融 公 庫
商 工 中 金
そ の 他

０
０
０

７８４，９８６

０
０
０
０

０
０
０

６１，１６７

０
０
０

７２３，８１９

０
０
０

△ ６１，１６７

!
!
!

△ ７．８％

!
!
!

３７．６

!
!
!

１２．６

計 ７８４，９８６ ０ ６１，１６７ ７２３，８１９ △ ６１，１６７ △ ７．８％ ３７．６ １２．６

市

中

金

融

機

関

旧 長 期 信 用 銀 行
日 本 興 業 銀 行
新 生 銀 行
あ お ぞ ら 銀 行

都 市 銀 行
地 方 銀 行
信 託 銀 行
生 命 保 険
損 害 保 険
外 国 資 本
造 船 所 延 払
そ の 他

４０９，９５０
１５９，３００
２５０，６５０

０
６７２，３００

０
８０，８００
４５，０００

０
０
０

９６，６８８

０
０
０
０

７１４，０００
０

７１４，０００
３，３５０，０００

０
０
０
０

２０６，４００
２３，６００
１８２，８００

０
４０４，８４０

０
８７，８００
２８２，０００

０
０
０

９６，６８８

２０３，５５０
１３５，７００
６７，８５０

０
９８１，４６０

０
７０７，０００
３，１１３，０００

０
０
０
０

△ ２０６，４００
△ ２３，６００
△ １８２，８００

０
３０９，１６０

０
６２６，２００
３，０６８，０００

０
０
０

△ ９６，６８８

△５０．３％
△１４．８％
△７２．９％

!
４６．０％

!
７７５．０％
６８１７．８％

!
!
!

△１００．０％

１９．６
７．６
１２．０
!

３２．２
!
３．９
２．２
!
!
!
４．６

３．６
２．４
１．２
!

１７．１
!

１２．３
５４．３
!
!
!
!

計 １，３０４，７３８ ４，７７８，０００ １，０７７，７２８ ５，００５，０１０ ３，７００，２７２ ２８３．６％ ６２．４ ８７．４

合 計 ２，０８９，７２４ ４，７７８，０００ １，１３８，８９５ ５，７２８，８２９ ３，６３９，１０５ １７４．１％ １００．０ １００．０

全 体 に 占 め る 割 合（％） ０．５ １４．８ １．８ １．５ ! ! ! !
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2 環境対策

２・１ 地球温暖化防止問題
１．気候変動枠組条約

人類の活動の拡大に伴い、大気中の二酸化炭素やメ

タンなどの「温室効果を有するガス」が人為的に大量

に大気中に排出されることで温室効果が強まり、地球

が過度に温暖化する惧れがあるとして、１９９２年、気候

系に対して危険な人為的干渉を及ぼすこととならない

水準において大気中の温室効果ガス濃度を安定化させ

ることを究極的な目的として、国連において気候変動

枠組条約が採択され、１９９４年に発効した。２００３年２月現

在締約国は１８８カ国になっている。

１９９７年の第３回締約国会議（COP３）において採択

された議定書（いわゆる京都議定書）では、先進国の

温室効果ガス排出量について法的拘束力のある削減目

標が設定され、わが国については２００８年から２０１２年にお

いて基準年（原則１９９０年）比６％削減することとされ

ている。また、これを達成するため市場原理を活用し

た柔軟な国際的仕組みとして京都メカニズム（共同実

施、クリーン開発メカニズム、排出権取引）の導入な

どが規定された。

# 京都議定書の発効

京都議定書の発効要件は、!締約国の５５カ国以上
の批准、かつ"批准した先進国の温室効果ガス排出
量が先進国全体の５５％以上あることとされており、

２００３年６月現在、!は１１０カ国になったものの、"は
４３．９％にとどまっている。当該排出割合第１位の米

国（３６．１％）はすでに議定書からの離脱を表明して

いるため、同第２位のロシア（１７．４％）が批准しな

い限り議定書は発効しない状況にある。

$ わが国の動向

わが国では、２００１年１１月の第７回締約国会議（COP

７）における京都議定書の運用に関する細目を定め

た「マラケシュ合意」の採択を受け、京都議定書締

結に向け、同議定書の国内担保法となる「地球温暖

化対策の推進に関する法律」を改正するとともに、

温室効果ガス６％削減の達成に向けた対策・施策を

取りまとめた新たな「地球温暖化対策推進大綱」を策

定するなどして、２００２年６月、京都議定書を批准し

た。同大綱では、第１ステップ（２００２年から２００４年）、

第２ステップ（２００５年から２００７年）、第３ステップ

（２００８年から２０１２年）に区分し、対策・施策の進捗状

況、排出状況等を評価し、必要な追加的対策・施策

を講じていくステップ・バイ・ステップのアプロー

チを採用している。

% 日本経団連環境自主行動計画

日本経済団体連合会（日本経団連）は、温暖化対

策について産業界として実効ある取り組みを進める

べく、１９９７年より各業界の環境自主行動計画を取り

まとめており、２００３年には５３業種・企業が参加した。

その結果、２００２年度の CO２排出量は１９９０年度より比

較して１．９％減少したとし、その要因として、参加業

種の生産活動量が増加した以上に各業種・企業のCO２

排出削減対策が効果を挙げているとした。

なお、当協会もこの取り組みに賛同し、環境自主

行動計画を策定しており、外航船舶を対象に、２０１０

この章のポイント
●船舶から排出されるCO２等温室効果ガスの削減へ

向け、IMOは、各国の自主的な削減努力を求めて

いくことが必要として、２００５年までに温室効果ガ

スの排出に係る影響評価のための指標の作成に関

するガイドラインを策定する。

●バラスト水中の水生生物の移動を管理する新しい

条約の策定作業が行われており、２００４年２月の外

交会議で採択される予定である。同会議では実効

性ある条約とすべく、未決定事項につき審議が行

われる。

●国連環境計画（UNEP）バーゼル条約は、２００２年

１２月、船舶解撤ヤ－ドの技術ガイドラインを採択。

また、IMOは船舶のライフサイクルに係る関係者

の役割を纏めた包括的ガイドラインを、ILOは解撤

ヤ－ドの労働安全衛生に係るガイドラインを２００３

年中に採択する予定。

! 環 境 対 策
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年 度 １９９０ １９９８ １９９９ ２０００ ２００１ ２００２

CO２排出原単位 １．００ ０．９０ ０．８４ ０．８６ ０．８５ ０．８０

注）排出原単位は、輸送貨物１トン当たりのCO２排出量で、１９９０
年度を１としている。

年度における輸送単位当たりの CO２排出量（排出原

単位）を１９９０年度より１０％削減するとの目標を立て

ている。調査の結果、２００２年度については１９９０年度比

１９．９％減となった。

２．IMOの動向

京都議定書では、国際運送に使用される燃料（バン

カー油）からの温室効果ガス排出削減については、「国

際民間航空機関（ICAO）および国際海事機関（IMO）

を通じて作業することにより、航空機用および船舶用

の燃料からの温室効果ガスの排出の抑制または削減を

追及する」と規定され、同議定書の枠組みから外され

ている。

IMOは、２００３年１２月に開催される第２３回総会におい

て、温室効果ガス削減に関する IMOの取り組み方針を

採択する予定であり、議定書に規定される６つの温室

効果ガスの削減に取り組むこととし、今後、次のスケ

ジュールで作業を進めていくことといている。

１．CO２等温室効果ガスの排出に係る影響評価のため

の指標を用い、各国に自主的な削減努力を求めてい

くことが有効として、２００５年までに当該指標の作成

に関するガイドラインを策定する。

２．２０１０年まで上記取り組みの成果をモニターし、必

要に応じて更なる手段を検討する。

２・２ 大気汚染防止関連
１．IMOにおける検討の経緯

１９９７年９月に開催された IMO締約国会議において、

船舶からの窒素酸化物（NOx）や硫黄酸化物（SOx）等

の排出を規制する大気汚染防止に関する「MARPOL

７３!７８附属書#」と、NOxの具体的な排出規制を定め

た「舶用ディーゼルエンジンからのNOxの排出規制に

関するテクニカルコード」（NOxテクニカルコード）が

採択された。

NOxテクニカルコードでは、国際大気汚染防止（IAPP）

証書を更新する時に、船舶が NOxの排出基準に適合し

ていることを、「テクニカルファイル法」、「直接計測及

びモニタリング法」等で確認することを要求している。

「直接計測及びモニタリング法」に関しては、円滑に

履行するためのガイドラインの作成が IMOで継続的に

検討され、２００３年７月の第４９回海洋環境保護委員会

（MEPC４９）で最終的に合意のうえ採択された。

２．IMOでの審議状況

! 第４６回設計設備小委員会（DE４６）の審議（２００３年

３月１０日―３月１９日）

「直接計測及びモニタリング法」を円滑に履行する

ためのガイドライン（モニタリングガイドライン）

については、２００１年３月の DE４４以降、書面審議グル

ープ（CG）による検討が行われ、今回の DE４６で、

CGの作業報告書を基にモニタリングガイドライン

（案）が作成された。

! ガイドラインの名称の変更

本ガイドラインの内容が、「NOxモニタリングと

記録装置のガイドライン」と言うより、「NOx計測

とモニタリング法の認証手続きのガイドライン」

の方が相応しいとの提案があり英文タイトルを変

更した。

" テストサイクル

最大の問題点であった計測負荷と評価方法に関

する規定は、日本の主張（船上計測の特殊性を考

慮した実用的な１～２点の計測負荷点数）と、欧州

の主張（NOxテクニカルコードに基づいた評価）が

融合され、以下のとおり実用的なものとなった。

NOxテクニカルコード３．２に規定されている E

２!E３!D２のテストサイクルの場合、計測負荷

はテストサイクルの重み付け係数の総和が０．５０以

上となる２点以上とする。そして、それらの計測

値の評価は、選択した計測負荷の重み付け係数の

総和が１．００となる様に比例増分した重み付け係数

を用いて計算する総NOx排出量と、エンジン定格

回転数に対応したNOx排出許容限度との比較で行

うこととする。

また、各出力点についても、船上計測の特殊性

を考慮して、出力誤差範囲を±５％とし、１００％出

力の場合は＋０％から－１０％の範囲とした。

これにより、例えば、E３テストサイクルで、４５

％～５５％と７０％～８０％の出力域から各１点を選択

して計測した場合、４５％～５５％の計測値を N１と

し、７０％～８０％の計測値を N２とすると、総 NOx

! 環 境 対 策
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排出量：Neは次式で求められる。

Ne＝（５０％の重み係数

＊N１＋７５％の重み係数＊N２）

＊（１!（５０％の重み係数＋７５％の重み係数））
＝（０．１５＊N１＋０．５０＊N２）

＊（１．００!（０．１５＋０．５０））
このNe値がエンジン定格回転数に対応したNOx

排出許容限度（１３０rpm未満の機関であれば、１７．０

ｇ!kWh）より低ければ許容限度以下であること

が立証されることになる。

なお、計測時間は出力静定後の１０分間以上とさ

れた。

! NOx排出許容限度と許容誤差

許容限度は NOxテクニカルコード３．１に規定さ

れているエンジン定格回転数に対応したNOx排出

許容限度とし、許容誤差はNOxテクニカルコード

６．３．１１の規定（最大１５％）に準拠する。

ただし、日本が提出した実船試験に関する情報

から、NOxテクニカルコードの許容誤差を再考す

べきとして、次回MEPC４９に進言することとなっ

た。この許容誤差の問題は簡易計測法の規定にも

関係するため、DE４６の作業範囲を超えるとの判断

により本ガイドラインには記載されなかった。

" 再認証のためのデータ

認証は年次・中間・定期検査前の３０稼働日以内

の計測データにて行い、複数の出力の計測データ

を連続して採集しても分割して採集しても良いと

された。

# 証書の様式

NOx直接計測とモニタリング法が予備認証後に

承認された場合は、新しい EIAPP（国際大気汚染

防止原動機）証書が再発行されるものとする。

" 第４９回海洋環境保護委員会（MEPC４９）の審議（２００３

年７月１４日―７月１８日）

DE４６で作成されたNOxモニタリングガイドライン

（案）の審議が行われ、内容については微調整が必

要であり、将来において本ガイドラインによってNOx

を計測した実績が出た時点で見直すことが議事録に

記録されたが、DE４６のガイドラインについてはその

まま承認された。

また、２００３年６月１日現在の「MARPOL７３!７８附
属書$」の批准状況について、バハマ、パナマ、リ
ベリア、ギリシャなどの主要海運国を含む１０カ国（商

船船腹量５３％）が批准しており、また、イタリア、

日本、キプロス、スペイン、米国の各国は、批准す

る意志があることを表明した。

３．米国環境保護局（EPA）による大気汚染に関する規

制

米国環境保護局（EPA）は、２００４年以降に製造される

機関に「MARPOL７３!７８附属書$」と同等の基準を設
ける第一次規制と、２００６年以降に製造される機関にそ

の３０％減を求める第二次規制からなる、米国独自の船

舶からの排出ガスに関する規制案を２００２年５月２９日に

公表した。

本件に関し、EPAは、２００２年７月１６日までに書面に

よるコメントを募集したことから、当協会や ICS等は、

もし米国が規制を望むならば、まず、「MARPOL７３!７８
附属書$」を批准した上で、国際的な枠組みの中で船
舶からの大気汚染問題に取組むべきことなどをコメン

トした。

その後、２００３年１月３１日に EPAは、米国籍および米

国に登録された船舶に対象を限定した「MARPOL７３!
７８附属書$」と同等の基準となる第一次規制を採択し、
これらの基準は２００４年１月１日以降に製造される機関

に適用されることとなった。

より厳しい基準を求める第二次規制については、今

回の制定は見送られ、２－３年以内に作成されること

になったが、港湾に停泊中の大型外航船から排出され

る NOxや PM（浮遊性粒子状物質）について、特にカ

リフォルニア州などで問題になっており、世界的な規

制を確保するために、米国が合意可能でかつ合理的な

IMOによる第二次規制の検討が求められている。

! カテゴリー１および、カテゴリー２の機関に対する

新規制

機関のカテゴリーは３種類に分類され、カテゴリ

ー１（C１）は気筒あたりの排気量が５リットル未満

かつ出力３７kW以上、カテゴリー２（C２）は気筒あ

たりの排気量が５リットル以上３０リットル未満、カ

テゴリー３（C３）は気筒あたりの排気量が３０リット

ル以上と規定されている。

C１および C２の機関に対する規制は、米国籍船又

は米国に登録されている船舶に搭載されるディーゼ

ルエンジンであって、２００４年１月１日以降に製造、

又は陸用から舶用に転用されるもの、及び同日以降

に建造される新船に搭載されるディーゼルエンジン

（新エンジンか中古エンジンかは問わない）に適用

されることが決定された。
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C１および C２の機関に対する規制の内容は、第一

次規制として「MARPOL７３!７８附属書!」と同等の
基準、第二次規制として、NOx+THC（全炭化水素）、

PM、CO（一酸化炭素）に関するより厳しい基準が、

１９９９年にすでに決定されている。

! カテゴリー３の大型機関に対する規制

米国籍船又は米国に登録されている船舶に搭載さ

れるディーゼルエンジンであって、２００４年１月１日

以降に製造、又は陸用から舶用に転用されるもの、

及び同日以降に建造される新船に搭載されるディー

ゼルエンジンについて、第一次規制として「MAR-

POL７３!７８附属書!」と同等の基準が要求される。
第二次規制について EPAは、２００７年４月までに、

カテゴリー３の舶用ディーゼルエンジン用の基準を

採択することを誓約した。EPAは今後、水エマルジョ

ン燃料の使用や選択触媒の採用等他のディーゼルエ

ンジンの排ガス浄化に利用されている技術を、大型

舶用ディーゼルへ適用することの有効性を考慮する

ことにしており、今後数年間に有効となることが期

待される先進技術の使用に関する重要な追加情報を

得て、大型舶用ディーゼルエンジン用のより厳格な

排ガス基準を策定するために協議を行うとしている。

２・３ 油汚染事故および海上災害防止への対応

２・３・１ 官民合同流出油防除訓練の実施

１９９７年７月に東京湾中の瀬で発生した原油タンカー

の底触による原油の流出事故を契機に、大規模な油流

出事故に即時に対応出来る組織として第三管区海上保

安本部を中心に東京湾排出油防除協議会が設置された。

当協会は同協議会に加盟しており、毎年１回実施され

る大規模な油流出事故を想定した訓練に参加している。

今年度は２００２年１１月８日に京葉シーバース付近の海

域において実動訓練が実施された。訓練は京葉シーバ

ースに着桟荷役中の大型タンカーに小型船が衝突し、

大型タンカーに破口が生じ大量の重油が流出したとの

仮定のもとに、海上での流出油拡散状況の予想、大型

オイルフェンスの運用などを中心に行われた。当協会

は東京都、神奈川県、千葉県等の地方自治体、全国内

航タンカー海運組合などの他団体とともに、油が流出

した際に執られる具体的な拡散防止対策を巡視艇より

視察した。

２・３・２ 海上災害防止センターへの協力

当協会は、１９７４年７月に施行された「海洋汚染の防

止に関する法律」において、１５０GT以上の貨物油を積

載しているタンカー所有者にオイルフェンス・薬剤等

の排出油防除資機材を船内あるいは陸上基地に備え付

けることが義務付けられたため、同年１２月当協会内部

に"海上防災センターを設置し、排出油防除資機材を
一括して配備していた。しかしながら、１９７５年１２月、

陸上からの油の流出および火災の発生に対処するため

のコンビナート防災法が成立したのを受け、海上での

防災体制の整備も付帯決議とされたことから、「海洋汚

染の防止に関する法律」が「海洋汚染及び海上災害の

防止に関する法律」に全面改正され、１９７９年５月に施

行された。これにより、従前の排出油防除資機材に加

えて、新たに、５，０００G"T以上のタンカー所有者には油

回収船の配備が義務付けられることとなったため、当

協会は、"海上防災センターを発展的に解消し、海上
における防災措置の実施等を主たる業務として、「海洋

汚染及び海上災害の防止に関する法律」に基づく認可

法人（注）として１９７６年１０月に設立された海上災害防止

センターに設けられた機材部に防除資機材の配備を引

き継ぐとともに、油回収船の配備も委ねることによっ

て、これらの配備を一元的かつ効率的に実施すること

とした。

また、当協会は、海上災害防止センターに対して設立

時に１億円を、１９９７年にナホトカ号事件を契機として

同センターの行う防災業務の財政的基盤の強化を図る

ために新たに６３００万円を出資している（船協海運年報

１９９８参照）。当協会は、海上災害防止センターが、２００１

年６月に成立した「特殊法人改革基本法」に基づき２００３

年１０月から独立行政法人に移行することにあたり、同

センターからの油防除業務等を引続き行う新センター

運営の安定性維持の観点からこの出資金をそのままの

形で継承させて欲しい旨の要請に対して、万が一の事

故に備えて船社に代わり新センターが所有する油回収

船やオイルフェンス等の資機材を契約により使用する

ことができ、各船社が独自に所有するよりもコストの

削減が図れること、今後、独立行政法人に移行した場

合その運営が国土交通省の評価を受けることとなり、

一層の効率化が期待できると考えられることから、こ
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れに協力することとした。

当協会は、同センターに対して法定義務である資機

材の配備への協力や出資金だけに留まらず、防災事業

ならびに円滑な運営への協力を通じて、海洋環境の保

全について積極的に協力している。

（注）認可法人：特別な法律によって限定数設置されるが、

特殊法人と異なり、特別の設立行為によって強制設立さ

れるものではなく、法律の枠内において民間等の関係者

が任意設立し、主務大臣の認可を受けたもの。

２・４ バラスト水排出規制問題
１．IMOにおけるバラスト水管理条約案の策定

IMOでは、１９９０年開催の第３０回海洋環境保護委員会

（MEPC３０）から、バラスト水中の水生生物の移動を管

理する議論が行われてきた。その後、１９９８年開催の

MEPC４１よりバラスト水の管理を国際的な基準のもとで

実施可能とする条約の策定が開始され、２００３年秋を採

択の目標として議論が行われてきた。しかし、長期に

わたり規制の対象となる水生生物を巡る議論が繰り返

されたため、採択の目標を２００４年２月に延ばし継続的

に審議されてきた。

条約採択までの残された期間がわずかであるにもか

かわらず、バラスト水交換海域や、規制の対象となる

水生生物など、条約の根幹となる部分が決定されてい

ない。そのため、審議時間を確保するため通常のMEPC

に加え、バラスト水管理条約策定のための中間会合が

２００２年９月および２００３年３月に開催され条約案が検討さ

れた。

! 第１回中間会合およびMEPC４８での審議模様

第１回中間会合は２００２年９月３０日から１０月１日まで

開催され、その直後に開催されたMEPC４８と合わせ

て２週間の期間で条約案が審議された。２００３年３月

開催のMEPC４７では、バラスト水中に含まれるどの

ような水生生物を規制の対象にするかの議論で大半

の時間が費やされ、バラスト水処理基準、バラスト

水交換海域などは十分に審議されなかった。

第１回中間会合およびMEPC４８では、船舶に適用

されるバラスト水処理方法、バラスト水交換海域、

および PSC（ポートステートコントロール）の手法

にバラスト水の採取検査（Samplingの実施）を含め

ることの是非、など条約の根幹となる部分が審議さ

れ僅かながら前進が伺えた。

" 第２回中間会合での審議模様

第２回中間会合は２００３年３月３日から７日まで開

催され、第１回中間会合に引き続き、バラスト水処

理基準、処理方法、バラスト水交換海域などが審議

された。会合では、将来的にはバラスト水管理は処

理装置によるべきこと、またそれまでの間暫定的に

認められるバラスト水交換は、陸岸から２００海里以遠

の海域で実施すべきとの意見が多数を占めた。

条約の形式が徐々に整ってきたが、バラスト水処

理装置は未だ研究開発の段階にあること、バラスト

水交換をあらゆる陸岸から２００海里以遠の海域に限定

すると交換が出来ない航路が多いこと、荒天等でバ

ラスト水交換が出来なかった場合の措置、およびバ

ラスト水交換の免除規定など最終化までには解決し

なければならない問題が多く残されることとなった。

# MEPC４９での審議模様

MEPC４９は２００３年７月２１日から２５日まで開催され、

外交会議に向けて条約案の最終化を図る会議となっ

た。しかし、環境保護に比重が大きく置かれたこと、

および条約の形式を急速に整えたことによりバラス

ト水交換海域、バラスト水交換が出来なかった場合

の措置などの審議が外交会議に先送りされたため、

策定された条約案は実効性と環境保護目標の間に大

きな隔たりがある条約案となった。（「バラスト水管

理条約の概要」参照）

その結果、船舶の円滑な運航を確保しつつ条約を

遵守するためには、以下のような問題が残されるこ

ととなった。

$ バラスト水交換海域

バラスト水交換海域が陸岸から２００海里以上離れ、

かつ水深が２００メートル以上の海域と限定されると、

日本からオーストラリア東岸への常用航路の他、

日本!ペルシア湾、ペルシア湾!欧州など世界中
の多くの航路でバラスト水交換海域が確保できな

くなる惧れがある。

% 短距離航海に従事する船舶

門司と韓国の釜山の間を航行する船舶は航行時

間が８時間程度しかない。このような船舶が積荷

の状況によりバラスト水の注排水が必要となった

場合、航路の途中で停船したり、迂回しなければ

バラスト水交換を実施出来なくなる惧れがある。
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( バラスト水交換の免除

バラスト水を交換する場合には復元性、縦強度

など船舶の安全を確認した上で実施しなければな

らないが、台風などで大時化のような場合、バラ

スト水交換を免除する何らかの規定が必要となる。

) バラスト水処理装置

! 開発に要する時間

新造船は装置による処理が要求されているが、

実用可能な装置がいつ開発されるかは不明であ

る。

" 装置の容量

処理基準を満たす性能を有する装置は、船舶

に搭載可能な容量であることが要求される。

# 処理能力

バラスト水の漲排水作業は通常荷役と並行し

て行われる。大型のタンカーであれば１時間あ

たり約６千トンの処理能力が必要とされ、装置

にはそれを十分に満たす処理能力が要求される。

$ 装置の信頼性

通常の整備作業のもとで故障なく運転できる

信頼性が要求される。

バラスト水管理条約の概要

１．条約の目的

船舶のバラスト水及び沈殿物を通じて、有害な水生生物等の移動による環境への影響を防ぎ、最小化すること。

２．条約の適用船舶

他国の管轄する水域への航海に従事する船舶

３．船舶に要求される規制

% バラスト水の管理方法

船舶を下表のように建造日、およびバラストタンクの総容積により区分しバラスト水の処理を強制化する。

& バラスト水交換海域

' バラスト水処理基準

陸 岸 か ら の 距 離 水 深

１ 原則 ［２００海里］以上 ［２００Ｍ］以上

２ １の海域で交換が不可能な場合 ［［５０海里］、［１２海里］以上］ ［２００Ｍ］以上

３ １、２の海域で交換が不可能な場合 寄港国がガイドラインに従い定めた指定海域

（［ ］内は外交会議にて検討される）

建 造 時 期
バ ラ ス ト タ ン ク 総 容 積

１５００トン未満 １５００トン以上～５０００トン未満 ５０００トン以上

（就航船）
［条約発効後３年］、
［２００９年］、より前に
建造された船舶

［条約発効後３年］、［２００９年］以降
［発効後１０年］、［２０１６年］まで

交
換
又

は
装
置

［条約発効後３年］、［２００９年］以降
［発効後８年］、［２０１４年］まで

同
左
［条約発効後３年］、［２００９年］以降
［発効後１０年］、［２０１６年］まで

同
左

［［発効後１０年］、［２０１６年］以降］ 装
置 ［［発効後８年］、［２０１４年］以降］ 同

左 ［［発効後１０年］、［２０１６年］以降］ 同
左

（新 船）
［条約発効後３年］、
［２００９年］、以降に建
造された船舶

５０００トン未満 ５０００トン以上

［条約発効後３年］、［２００９年］以降の建造時から 装
置
［発効後５年］、［２０１１年］以降 同

左

（［ ］内は外交会議にて検討される）

対 象 生 物 基 準 備 考

１０～［５０］、［８０］µmの水生生物
（主として植物プランクトン）

［１］、［１０］、［１００］個!１ml 未満 １個!１mlは親潮及び黒潮等の外洋水中に
含まれるプランクトンより更に少ない

［５０］、［８０］µm以上の水生生物
（主として動物プランクトン）

［１］、［１００］個!１M３未満
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２・５ 海洋汚染防止に関する問題
船舶の防汚方法に関するガイドライン案の採択

船舶の船底防汚塗料に含まれる有機スズが、環境ホ

ルモンとして海洋生物の生殖機能へ悪影響を与えると

して、これを規制する「船舶についての防汚方法の管理

に関する国際条約（AFS条約）」が、２００１年１０月に IMO

で採択された。

同条約の具体的な実施方法として３つのガイドライ

ンを作成することとなっているが、そのうち「船舶の

防汚方法の検査および証書に関するガイドライン」は

２００２年１０月に最終化され、残る２つのガイドラインで

ある「船舶の防汚方法の監督（PSC）に関するガイドラ

イン」「船舶の防汚方法のサンプリングに関するガイド

ライン」が、２００３年４月７日から１１日までの間、ロン

ドンの IMO本部において開催された第１１回旗国小委員

会（FSI）で作成され、２００３年７月に開催された第４９回

海洋環境保護委員会（MEPC４９）において採択された。

各ガイドラインの概略は以下のとおり。

! 船舶の防汚方法の監督（PSC）に関するガイドライ

ン

AFS条約には、有機スズを含む船底防汚塗料のブ

ラックマーケットを撲滅する観点から、船舶の AFS

条約への適合を確認するポートステートコントロー

ル（PSC）に関する規定が盛り込まれている。寄港国

は有効な証書の所持の確認および塗料の一部を採取

するサンプリング検査の実施が認められており、条

約違反の疑いがある場合には、さらに詳細な検査を

行い、必要な改善措置を講じることができる。１９９５

年に採択されている PSCに関するガイドライン（決

議Ａ．７８７（１９））に、上述の規定を追加する改正案が

採択された。

" 船舶の防汚方法のサンプリングに関するガイドラ

イン

塗料の一部を採取するサンプリング検査において

は、塗膜に悪影響を与えない方法で行うべきことが

明記され、最初に比較的容易なスズ含有量のみ計測

を行い、一定量のスズが計測された場合に有機スズ

の含有量を分析するという、わが国提案の二段階方

式がガイドラインとして採用された。わが国は、塗

膜に悪影響を与えないサンプルの採取方法や、蛍光

X線分析法を使えば第一段階の分析が船上で可能なこ

となどを情報として示したが、分析装置が高価なこ

と、及びその携帯性については課題がある。

# 船舶の防汚方法の検査および証書に関するガイド

ライン

$ バラスト水管理計画と管理記録の作成・保持

% 旗国による船舶の構造、設備等の検査

& 寄港国での検査（Port State Control）

４．その他

! 沈殿物受け入れ施設

締約国は港湾等に沈殿物を受け入れる施設を整備しなければならない。

" モニタリング

締約国は、バラスト水管理の実行、影響をモニタリングしなければならない。

# 基準の見直し

IMOは技術の進展を踏まえ、必要に応じて基準を見直さなければならない。

対 象 生 物 基 準 備 考

病毒性コレラ菌（O１、O１３９） １cfu!１００ml 未満、１cfu!動物プランク
トン１ｇ（湿重量）未満

日本の海水浴場の基準とほぼ同等の基準

大腸菌 ［２５０］、［５００］cfu!１００ml 未満

腸球菌 ［１００］、［２００］cfu!１００ml 未満

（［ ］内は外交会議にて検討される）
cfu：群単位、寒天培地基を用いてその平板上に検水を塗布し形成される群体数

! 環 境 対 策

船協海運年報２００３ 49



船舶が使用する船底防汚塗料について、主管庁が

条約に適合していることを確認し証書を発給する手

順を示すもので、!検査申請時に塗料の成分を示す

書類により確認、"申請書類に記載された塗料と船
舶に塗布される塗料との同一性を現場において確認、

#塗料のサンプル採取および試験、という流れとなる。

２・６ 海洋汚染防止条約等の改正
１．MARPOL附属書!の発効
船舶からの汚水による海洋汚染防止を目的とした

MARPOL附属書$は１９７８年に採択されたが、長期に亘
り未発効の状態が続いた。IMOは、締約国の同附属書

の批准を促すため、海洋汚染防止の見地からは同等性

を確保している改正案（改正附属書$）を２０００年のMEPC

４４で承認した。また、同時に改正前の附属書が発効し

た場合には、直ちに改正附属書の規定内容を実施する

ことを締約国に促す決議MEPC．８８（４４）を採択した。

改正附属書が承認されたことにより批准国が増え、２００２

年９月にノルウェーが同附属書を批准したことにより

発効要件が満たされ２００３年９月２７日に発効に至った。

IMOは同附属書の発効にあたり、２００３年７月のMEPC

４９において寄港国が改正前の附属書に基づいた PSC

（ポートステートコントロール）を実施しないことを

要請するMEPC Circularを承認した。

また、同附属書の国内担保として、海洋汚染及び海

上災害の防止に関する法律に同附属書の規定内容が盛

り込まれ、同附属書の発効日である２００３年９月２７日よ

り施行された。

２．油水分離器（ビルジセパレーター）の性能見直しに

ついて

IMOでは船舶の機関室やタンカーなどの貨物倉から

排出される油分を含んだ汚水（ビルジ）の不法な排出

を防止し海洋汚染防止を図るため、油分と水分を分離

するビルジセパレーターの性能要件を定めたMEPC

Circularの見直しを検討してきた。２００２年３月のMEPC

４７において、日本は乳化したビルジから油分と水分を

分離するビルジセパレーターの性能を強化するより、

機関室内で発生するビルジの量全体を減らす「ビルジ

トータルシステム（IBTS）」と呼ばれるコンセプトを提

案し、設計設備小委員会（DE）で検討されることとな

った。（船協海運年報２００２参照）

日本は２００３年３月の DE４６に、IBTSのコンセプトを

紹介する文書を提出した。今後２００４年３月開催のMEPC

５１においてMEPC Circularの改正作業計画が承認され

た後、２００５年に開催される DE４８にて IBTSのコンセプ

トを含む具体的なMEPC Circularの改正が審議される

こととなる。

２・７ カナダによるアジアマイマイガ規制強化への対応
カナダは、アジアマイマイガ（AGM ; Asian Gypsy

Moth）の同国への侵入を防止するため、AGMが多く生

息する港（ハイリスク港）から入港する船舶に対して、

錨地で AGMの生息の有無を確認する等の規制を実施し

ている。

２００３年５月にカナダは AGMに対する規制の見直しの

検討結果を公表し、見直し案には日本の港湾７港（千

葉、酒田、伏木、敦賀、小倉、宇部、松永）がハイリ

スク港として含まれることとなった。

当協会は農林水産省生産局植物防疫課に対して、日

本の港がハイリスク港に指定された場合、カナダ入港

前に錨地での検査が要求されるなど、船舶の運航への

影響の説明を行った。見直し案は今後最終化されるが、

日本・カナダ間に就航している船舶からAGMが発見さ

れた場合、日本の港がハイリスク港に指定されることか

ら、当協会は農林水産省の指導に基づき、会員船社に

対して AGMの生態に関する情報を提供し、船内でAGM

を発見した場合の駆除方法などの措置の周知に務めた。

２・８ クオリティ・シッピングの推進
IMOでは、過去発生した船舶の油流出事故等を契機

に、船舶による海洋汚染防止に向け、SOLAS、MAR-

POLおよび STCW条約等、船舶の設備や構造、乗組員

資格等の国際基準を定めている。しかしながら近年に

おいても、ナホトカ号事故（１９９７年１月、日本海沖）、

エリカ号事故（１９９９年１１月、フランス沖）、プレスティ
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ージ号事故（２００２年１１月、スペイン沖）等、老朽船に

よる油流出事故は後を絶たない。

これら事故の原因の多くは、国際基準に適合してい

ない船舶（サブスタンダード船）であるといわれてお

り、サブスタンダード船の早期排除のための実効ある

施策確立が焦眉の急となっている。

サブスタンダード船対策としては、これまでは PSC

の強化が中心であり、日本政府においても、ナホトカ

号事故を教訓とした PSC強化策等を IMOに提案し採択

されている。

一方、国際規則の遵守はもちろんのこと、更なる自

主規制を行い、より質の高いサービスを提供しようと

するクォリティーシッピングという考え方に関心が高

まってきており、世界各地で普及啓蒙のためのセミナ

ー等が開催されている。クォリティーシッピングは、

海洋環境汚染防止のため、サブスタンダード船を排除

し質の高い海運を推進することであり、政府における

PSCの強化等のほか民間においても自主的な努力が必要

とされている。またこの考え方のもと、サブスタンダ

ード船排除の方策の一つとして、ある一定の基準を満

足した船舶に何らかの優遇措置を与えるインセンティ

ブ制度、および基準を満足しない船舶に罰則等を与え

るディスインセンティブ制度が、近年注目されている。

インセンティブ制度とは、安全上等の一定基準を満

たした船舶または履歴優秀な船舶に対し、各種料金・

税金等の減額または PSCの免除等、何らかの優遇措置

（経済的措置に限らない）を与える制度で、Green Award

（オランダ）、QUALSHIP２１（米国）等がある。しかし遵

守すべき一律の基準を定める規制とは異なり、その定

義等について条約等で国際的に定められたものはない。

財団法人運輸政策研究機構が、２００１年および２００２年の

２ヵ年に渡り、“「海洋汚染防止」国際共同プロジェク

ト”と題し、各国のインセンティブ制度について調査研

究を行っている。同報告書によれば、インセンティブ

制度は、クオリティ－シッピング推進のための政策手

段の一つであり、サブスタンダード船排除、海洋汚染

防止という目的のためには、インセンティブ制度だけ

ではなく、船舶に関する各種情報交換、PSCの一層の

強化、ディスインセンティブ制度等、各種政策を総合

的かつ段階的に推進していくことが必要とされている。

現時点においては、インセンティブ制度はさまざま

な課題があるものの、今後国際的に導入促進が図られ

ていく可能性が大きく、条約等で国際的統一を図るべ

き性質のものではないが、制度立案の際には国際協調

性への配慮が必要であり、少なくとも格付等について

は国際的に共通であることが望ましい。

２・９ 円滑なシップリサイクルの促進
ロイズ統計によると２００２年の解撤量は、８１０隻、１，６３８

万総トン（前年比８３隻増、２０８万総トン増）であった。

解撤国別では、インドは３２６隻、６７５万総トン（前年比

２１隻減、１９８万総トン増）、バングラデシュは８７隻、４８９

万総トン（前年比５０隻減、１０万総トン減）、中国は７０隻、

３１４万総トン（前年比隻数増減無、６３万総トン増）、パ

キスタンは２０隻、１００万総トン（前年比７隻減、７４万総ト

ン減）となり、これら主要４ヶ国で世界の解撤量の９６．４

％を占めている（表１参照）。

２００２年１１月のプレスティージ事故を受け IMOで検討

されているシングルハルタンカーのフェーズアウトの

さらなる前倒し等の影響もあり、今後世界規模で解撤

量が増加することが見込まれる。これら船舶の円滑な

解撤を促進することは、老朽船による海難事故を未然

に防止するという点で海洋環境保護の観点からも重要

な課題となっている。また、船舶はその構造・設備の

約９０％以上が再利用・再使用されることから、資源の

有効活用にも大きく貢献している。

一方で、１９９０年代後半より、解撤作業が環境および

人体に及ぼす影響について問題が浮上し、国際機関で

も検討が行われている。国連環境計画（UNEP）バーゼ

ル条約締約国会議で２００２年１２月に解撤ヤードの技術ガ

イドラインが策定されたほか、国際海事機関 （IMO）

や国際労働機関（ILO）においても２００３年中にシップリ

サイクルに関するガイドラインが作成される予定とな

っている。

表１．国別解撤実績

（L’loyds World Casualty Statistics２００１および２００２より）

２００１年 ２００２年

解 撤 国 隻 数 千総トン 隻 数 千総トン

イ ン ド ３４７ ４，７６８ ３２６ ６，７５１

バングラデシュ １３７ ４，９９２ ８７ ４，８９４

中 国 ７０ ２，５１０ ７０ ３，１３９

パ キ ス タ ン ２７ １，７３９ ２０ ９９７

そ の 他 １４６ ２８６ ３０７ ５９５

合 計 ７２７ １４，２９５ ８１０ １６，３７７
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１．国際会議の動向

& 国際海事機関（IMO）海洋環境保護委員会（MEPC）

IMOは、２００２年３月の第４７回MEPCで、シップリ

サイクルに係る技術ガイドラインおよび IMO総会決

議案を、２００３年１１月の IMO総会での採択に向けて作

成することを決定した。（船協海運年報２００２Ｐ．４２参照）。

IMOガイドライン案は、国際海運会議所（ICS）やボ

ルチック国際海運協議会（BIMCO）等で構成する海

運業界のワーキンググループが作成したシップリサ

イクルに係る行動規範（Industry Code of Practice

on Ship Recycling）をベースとし、船舶のライフサイ

クルにおける各関係者（旗国、寄港国、リサイクル

国、船主、造船所、リサイクルヤード）が、安全と

環境に配慮した船舶リサイクルにむけて、留意すべ

き点を記したものである。

! 第４８回MEPC

２００２年１０月の第４８回MEPCでは、IMOガイドラ

インの第一案の検討が行われた。ガイドラインに

は、船主の役割として、既存船に含まれる危険物

質リストの作成ならびに船内の危険物質の最小化

などが盛り込まれていたことから、当協会では、

船主が船内の危険物質をどの程度まで特定できる

か、また、それらのうちどの危険物質の最小化が

可能か、などを把握するために、ICSが作成した危

険物質リストを用い、既存の VLCCとバルカーに

ついて調査を実施した。その結果、危険物質リス

トの作成については、構造・設備機器内に含まれ

る物質の特定が困難であること、また、解撤ヤー

ドへの最終航海前に船舶の有害物質を最小化する

ことについても、最終航海における安全性を担保

する観点から対応に限界があることが判明した。

第４８回MEPCでは、この検証結果をもとにわが国

は既存船の完全な危険物質リストの作成は困難で

あること、また、危険物質の最小化についても船

舶の安全運航を妨げるべきではない旨コメントを

行い、概ね参加国の同意を得られることとなった。

ガイドライン案および総会決議案は、２００３年７

月の第４９回MEPCでの最終化に向け、バングラデ

シュを議長とするコレスポンデンスグループで引

き続き検討することとなった。

" 第４９回MEPC

２００３年７月の第４９回MEPCでは、IMOガイドラ

イン案およびガイドラインを採択するための総会

決議案が最終化された。

第４８回MEPC後に設置されたコレスポンデンス

グループが提出したガイドライン案には、解撤証

書の発給や旗国を通じたリサイクル国への事前通

告・同意のシステムなど、船主がガイドラインを

遵守するための担保措置に関する新しい考え方が

複数含まれていた。本会合では、わが国がこれら

についてはその複雑性を指摘し、将来の検討事項

にすべきとの提案を行い、その結果、船主が選択

したリサイクル施設（ヤード）を旗国とリサイク

ル国に知らせるべき旨がガイドライン案に加えら

れたが、他の部分についてはわが国の主張が大幅

に取り入れられ、以下の将来的検討事項が合意さ

れることとなった（資料２―１参照）。

【IMOガイドラインに関する将来の検討事項】

! リサイクル計画の統一様式の作成

" リサイクル前の準備に関する技術的な検討

# 船舶に含まれる有害物質リストの継続的な見

直し

$ リサイクル準備が整っていることの判断基準

の作成

% ガイドライン遵守を促進するために必要な仕

組みの検討

このほかのガイドラインの主な変更点として、グ

リーンパスポートについて、これまでその内容に関

する合意がなかったが、本会合においてグリーンパ

スポートに記載すべき情報は、船舶に関する情報お

よび潜在的有害物質の明細書（インベントリーリス

ト）の２項目であることがガイドラインの本文中に

明記された。また、これまでのガイドライン案では、

リサイクルヤードへの最終航海前に船舶の危険物質

を取り除き曳航をすることの利点について記述され

ていたが、わが国はこれを航海の危険性を高める提

案であると主張し、リサイクル施設まで曳航するこ

との利点に関する記述はすべて削除されることとな

った。

資料２―２に示す総会決議案については、シップ

リサイクルに伴う環境・労働安全衛生のリスクを減

じることと、寿命に達した船舶の円滑な退役を確保

することを両立するという項目が新たに盛り込まれ

ることとなった。

' 国連環境計画（UNEP）バーゼル条約締約国会議

バーゼル条約※１では、１９９９年１２月の第５回締約国

会議（Conference of Parties : COP５）において、技

術作業部会（Technical Working Group : TWG）で船
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舶解撤ヤードの技術ガイドライン※２を作成すること、

また、法律作業部会（Legal Working Group : LWG）

でリサイクル予定船舶の輸出入に対してバーゼル条

約を適用する際の法的問題の検討を行うことを決定

した。

※１．正式名称は、「有害廃棄物の国境を越える移動及びその

処分の規制に関するバーゼル条約」

※２．正式名称は、「THE ENVIRONMENTALLY SOUND
MANAGEMENT OF THE FULL AND PARTIAL DISMAN-
TLING OF SHIPS」バーゼル条約ホームページ http：!!
www.basel.int!にて入手可能。

解撤ヤードの技術ガイドラインは、環境に配慮し

た船舶リサイクルヤードの施設やヤードにおける環

境マネジメントを取り扱っており、２００２年５月の第１９

回 TWGにおいて最終化され、同年１２月の COP６で

採択された（資料２―３参照）。同ガイドラインに強

制力はないが、締約国は、ガイドラインの実施を奨

励していくとともに、２００４年の COP７で各国におけ

る実施状況の報告を行うこととした。

COP６以降、TWGと LWGはひとつにまとめられ、

公開作業部会（Open!Ended Working Group : OEWG）

が設置されることとなった。シップリサイクルに関

する法的問題は、２００４年１０月の COP７まで引き続き

この OEWGで検討される予定である。

# 国際労働機関（ILO）

ILOにおいても、２００３年中に船舶リサイクルヤード

の労働安全衛生に関するガイドライン※２を策定する

こととしている（資料２―４参照）。

※２．正式名称は、「Guidelines on safety and health in ship-
breaking」

２．国内の対応

! シップリサイクル連絡協議会

シップリサイクル連絡協議会は、２０００年１０月、わ

が国の海運、造船、解撤および舶用業界等の民間の

関係者で設立し、内外の船舶リサイクル事業の振興

や各国際会議への対応に向けてわが国の関係者間の

共通認識の醸成を図るべく幅広く情報・意見交換を

実施するほか、関連調査等を実施している。

２００２年度においては、２００２年１０月のMEPC４８に向

けて、IMOガイドラインの項目の中でも、わが国の

船舶解撤関係者の共通の課題となる既存船舶に含ま

れる危険物質リストの作成および危険物質の最小化

について、海運側が作成した危険物質リストを元に

意見交換を行った。

また、同連絡協議会では、２００３年２月にインドの

船舶解撤調査を実施（#主要解撤国の実態調査参照）
するなど、シップリサイクルに係る幅広い活動をお

こなった。

" 国土交通省のシップリサイクル検討委員会

国土交通省は、シップリサイクルに係る国際機関

における審議への対応やその基礎となる調査検討の

方針につき総合的な検討を行うために、２００２年６月

海運、造船、船舶解撤業界、海事研究機関および学

識経験者からなるシップリサイクル検討委員会を発

足した。２００２年９月には、第２回会合を開催し、IMO

第４８回MEPCへのわが国の対応方針の検討を行った。

また、２００３年４月には、第３回目の検討委員会を開

催し、同年７月の第４９回MEPCに向けたわが国の方

針について検討が行われた。同検討委員会でわが国

の方針を検討する際には、当協会も積極的に船主意

見の反映に努めた。

# 主要解撤国の実態調査

当協会は、老朽船の円滑なリサイクルを促進しつ

つシップリサイクルに係る環境・労働安全問題を改

善するためには主要リサイクル国の実情を考慮した

現実的な方策が必要との観点より、IMO等をはじめ

とする内外での検討に向けて、シップリサイクル連

絡協議会などわが国の船舶解撤関係者とともに主要

解撤国である中国（２００２年１１月）とインド（２００３年２

月）の実態調査を行った。

中国については、同国の主要解撤ヤードである江

陰市長江拆船廠、廣東新会雙水拆船鋼鐵公司、新会

市拆船集団公司、廣州市番禺區拆船軋鋼公司の４社

を訪問し、４社の解撤能力の合計が、年間２００万 LDT

を超え、現在の世界の解撤量の３分の１を占めるこ

とや中国の解撤ヤードは環境規制に積極的に対応し

ていることなどを確認した（資料２―５）。

インドについては、同国最大の解撤地域であるア

ラン地方と、わが国の ODAで建設中のピパバブ解撤

ヤードについて実情調査を行った。アラン地方では、

環境問題については課題が残されるものの船舶解撤

が当該地域の主要産業になっていること、また、ピ

パバブ解撤ヤードについては、中国と比較しても近

代的な施設を有し、VLCCを年間最大１２隻まで解撤可

能であること等を把握し、シップリサイクル検討委

員会などの関係会議に報告した。

$ バーゼル条約の船舶への適用について

わが国では、１９９９年５月の当時の環境庁水質保全
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局企画課海洋環境・廃棄物対策室長、厚生省性格衛

生局水道環境部環境整備課環境廃棄物対策室長、通

産省環境立地局環境政策課環境指導室長、の連名に

よる通達により解撤予定船舶をバーゼル法の手続に

従って輸出する必要があるとの見解を表明しており、

実質的に日本籍船の解撤目的での輸出が不可能とな

っている。一方で、バーゼル条約締約国会議では、

条約を解撤船舶に適用した場合の実行・実効上の問

題点等について検討が行われているところであり、

諸外国がその結論を保留している状況の中でわが国

の見解は突出したものとなっている。また、国内で

は大型船を解撤できる施設が存在しないため、日本

籍解撤予定船は海外の主要解撤国に依存せざるを得

ない状況にある。そこで当協会は、日本籍船の解撤

の道を閉ざさないために、２００３年６月末に規制緩和

要望を提出するとともに、バーゼル法の所管庁であ

る環境省、経済産業省に１９９９年５月の通達を廃止す

るよう申し入れを行った。

〔資料２―１〕

シップリサイクリングに関するガイドライン（目 次）

セクション１―序 章

セクション２―適 用

セクション３―定 義

セクション４―潜在的有害物質の特定

セクション５―グリーンパスポート

セクション６―シップリサイクリングに関する新造船のための手続き

６．１ 新造船の構造と設備機器に使用される有害物質の最小化

６．２ リサイクルと有害物質の除去を促進する船舶と舶用機器のデザイン

６．３ グリーンパスポートの準備

６．４ 潜在的有害物質の使用の最小化

６．５ 廃棄物の発生の最小化

セクション７―シップリサイクリングに関する既存船のための手続き

７．１ グリーンパスポートの準備

７．２ 潜在的有害物質の使用の最小化

７．３ 廃棄物の発生の最小化

セクション８―シップリサイクリングの準備

８．１ リサイクル施設の選択

８．２ リサイクル施設への船舶の引渡し

８．３ リサイクル船舶の準備

８．３．１ 総 論

８．３．２ シップリサイクリング計画

８．３．３ 汚染を防止するための準備

８．３．４ 労働上の健康と安全を保護するための準備

セクション９―関係者および他の機関

９．１ 総 論

９．２ 旗国の役割

９．２．１“リサイクル準備が整っている”ことの判断基準

９．２．３ 実 施

９．３ 寄港国の役割

９．３．１ リサイクル船舶の PSCの手続き

９．３．２ 実 施
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９．４ リサイクル国の役割

９．４．１ 総 論

９．４．２ 船舶から生じる廃棄物の受入施設

９．４．３ リサイクル船舶の管理のための方策

９．４．４ リサイクル施設の管理のための方策

９．５ バーゼル条約の役割

９．５．１ 環境上適切な船舶の解撤

９．５．２ 通知および事前の書面による同意の原則

９．６ 国際労働機関（ILO）の役割

９．７ １９７２年のロンドン条約および１９９６年の議定書

９．７．１ 船舶の投棄

９．７．２ 船舶の放置

９．７．３ 船舶の海底への“配置”

９．７．４ 船舶の投棄に関するロンドン条約下での報告

９．７．５ 退役船舶の処理のための選択

９．８ 海運業界の役割

９．８．１ シップリサイクルに係る海運業界の行動規範

９．８．２ リサイクル船舶の売買契約書

９．９ シップリサイクル業界の役割

９．１０ 他の関係者の役割

セクション１０―技術協力

付 属 書１―船舶解撤に関する有害廃棄物と有害物質のリスト（“船舶の全部・部分解撤の環境上適切なマネジメントの技

術ガイドライン２００２年”の付属書Ｂより）

付 属 書２―リサイクル施設に引渡される船舶に存在する潜在的有害物質（“シップリサイクルに係る海運業界の行動規範

２００１年８月”の付属書１より）

付 属 書３―船内の潜在的危険物質のインベントリー

付 属 書４―あらゆる型の船舶での熱作業のための原則リスト

付 属 書５―船内の閉鎖スペースに入るための奨励

〔資料２―２〕

シップリサイクリングに関する総会決議案

総会は、

海上安全、船舶からの海洋汚染の防止および抑制、ならび

に海運の海洋環境への影響に係るその他の事項に関する規

則・ガイドラインに関連する総会の機能に係る IMO条約第

１５条!を想起し、

シップリサイクル業界において環境、健康および福祉につ

いて懸念が増大していること、船舶のリサイクルに関連し

て環境および労働安全衛生上のリスクを軽減し、同時に運

航寿命の終わりを迎える船舶の円滑な撤退を確保する必要

があることに留意し、

また、ILO、バーゼル条約および他のシップリサイクル関係

者の役割に留意し、バーゼル条約第６回締約国会議によっ

て採択された船舶の全部または一部解撤の環境上適切なマ

ネジメントの技術ガイドライン、ならびに国際労働機関（ILO）

が策定した船舶解撤における安全と健康のガイドライン［案］

を考慮し、

また、リサイクル目的の船舶について海運会社が採用すべ

き実用的な一連の“最良の慣習”を確立することを目的と

して、海運業界が策定した“シップリサイクルに係る行動

規範”を考慮し、

シップリサイクルにおける改善に向けて貢献するためには、

ライフサイクルを通じて船舶というものを考える必要があ

ることを認識し、

また、船舶の設計、建造およびメンテナンスにおいて、船
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舶の安全性と運航効率を弱めることなく有害物質の使用を

最小化すべきであること、ならびに実行可能な範囲で、環

境と安全のリスクおよび健康と福祉の懸念を軽減する方法

でリサイクルのための船舶の準備をする必要があることを

認識し、

本件に係る第４９回海洋環境保護委員会の勧告を考慮し、

１．本決議の付属書に規定するシップリサイクルに関する

ガイドラインを採択する。

２．政府に対して、海運およびシップリサイクル業界への

普及を含む本ガイドラインを適用するための早急な措置

を取ること、ならびにその実施において得られた経験を

海洋環境保護委員会に報告することを求める。

３．シップリサイクルに関するガイドラインの更なる策定

に関して、本件を引き続き検討項目とするよう海洋環境

保護委員会に要求する。

４．さらに、海洋環境保護委員会が本ガイドラインを促進

する最適な手段を検討することを要求する。これには、

ガイドラインの目的を達成する際の進渉の見直しが含ま

れる。

５．海洋環境保護委員会に対し、国際労働機関およびバー

ゼル条約の適切な機関と協力を継続すること、他の関係

者の関与を奨励することを強く奨励する。

〔資料２―３〕

船舶リサイクルヤードの技術ガイドライン（目次）

(TECHNICAL GUIDELINES FOR THE ENVIRONMENTAL SOUND

MANAGEMENT OF THE FULL AND PARTIAL DISMANTLING OF SHIPS 2002)

１．概 論

２．序 章

２．１ 対 象

２．２ 背 景

２．３ 関係者

２．４ 本ガイドラインの取扱い範囲

２．５ 方法論

３．船舶解撤の環境上適切なマネジメント（ESM）の原則

３．１ バーゼル条約のコンセプト

３．２ 環境上適切なマネジメント（ESM）－定義

３．３ ESMに関する船舶解撤の明確な課題

３．４ 現在の慣習および基準

３．４．１ 現在の慣習－概要

３．４．２ インド

３．４．３ 中 国

３．４．４ バングラデシュ

３．４．５ パキスタン

３．４．６ その他

４．船舶解撤施設の環境管理手順における優れた慣習

４．１ 処分予定船舶の退役の手順

４．２ 潜在的汚染物質の特定と発散の防止

４．２．１ 金 属

４．２．２ 油と燃料油

４．２．３ ビルジとバラスト水

４．２．４ 塗料およびコーティング

４．２．５ アスベスト

４．２．６ PCB

４．２．７ 他の廃棄物の流れ

４．３ モニタリング

４．４ 基準!レベルの設定

４．５ 事件、事故および不測事態の準備

５．船舶解撤施設の設計、建設および運営における優れた

慣習

５．１ 原則

５．２ 主要災害の再発と防止

５．３ 設計と建設

５．４ 運営

６．環境上適切なマネジメント（ESM）慣習の達成

６．１ 異なる技術と方法論（実現可能性）

６．２ 船舶解撤施設の環境保全型マネジメントの確立

!改善

６．３ 主管庁への報告と例証

７．ギャップの分析と推奨策

７．１ ギャップ

７．２ 遵守計画

７．３ ESMの遵守

８．主要参考資料

付録Ａ 用語解説および頭字語

付録Ｂ 船舶解撤に係るバーゼル条約上の有害廃棄物およ

び有害物質のリスト

付録Ｃ 船舶解撤に関する情報源
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〔資料２―４〕

船舶解撤の安全と健康に係る ILOガイドライン（目次）

（DDRAFT ILO GUIDELINES ON SAFETY AND HEALTH IN SHIPBREAKING）

前 文

１ 一般規定

１．１ 目 的

１．２ 適 用

２ 業界の特性

２．１ 解撤業界の問題

２．２ 労働災害

パート! 国内の枠組み

３ 一般的責任、義務および権利、ならびに法的枠組み

３．１ 主管庁の責任と義務

３．２ 法的枠組み

３．３ 労働検査の義務

３．４ 雇用者の一般的責任

３．５ 労働者の一般的義務

３．６ 労働者の権利

３．７ 供給者、製造者、および設計者の一般的責任

３．８ 契約者の一般的責任と権利

３．９ 協力

４ 労働安全衛生マネジメント

４．１ 序

４．２ 労働安全衛生の規定

４．３ 初期の検査

４．４ 危険性の特定とリスク評価、予防および防護的

措置

４．５ 計画と実施

４．６ 緊急時の準備

５ 労働上の障害、疾病、健康傷害、事故の報告、記録、

通知

５．１ 一般規定

５．２ 施設レベルでの報告

５．３ 施設レベルでの記録

５．４ 労働傷害の通知

５．５ 職業的疾病の通知

６ 労働衛生サービス

パート" 安全な船舶解撤作業

７ 作業計画

７．１ 一般要件

７．２ 安全な船舶解撤計画とスケジュール

７．３ 危険性の特定とリスク評価

７．４ リスク評価の見直し

７．５ 危険性とリスクへの対応

８ 一般的予防および防護対策

８．１ 一般規定

８．２ アクセスと退出の手段

８．３ 道路、岸壁、ヤード、その他の場所

８．４ ハウスキーピング

８．５ 足場および梯子

８．６ 人および物の落下の予防策

８．７ 防火および消火

８．８ 危険な気体と密閉箇所

８．９ 掲示、通知およびカラーコード

８．１０ 不許可進入の予防

９ 有害物質の管理

９．１ 一般規定

９．２ 評 価

９．３ 化学有害物質の作業場のモニター

９．４ 抑制措置

９．５ 化学物質の安全データ表

９．６ 健康監視

１０ 物理的な危険性への対策

１０．１ 騒 音

１０．２ 振 動

１０．３ 光学的放射

１０．４ 熱応力と潤湿状態

１０．５ 照 明

１０．６ 電 気

１１ 生物学上の危険性への対応

１２ 人間工学上および物理社会学上の危険性

１３ 道具、機械、設備の安全要件

１３．１ 一般要件

１３．２ 手動の道具

１３．３ 電動の道具

１３．４ ガス切断とその他の熱作業

１３．５ ガスボンベ

１３．６ 発電機

１３．７ 昇降器具と道具

１３．８ 昇降ロープ

１３．９ 運搬施設
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１４ 能力および訓練

１４．１ 総 論

１４．２ マネージャーと監督者の資格

１４．３ 労働者の資格、訓練および技術試験

１４．４ 契約者および第三者機関の資格

１５ 個人用保護具と保護衣服

１５．１ 一般規定

１５．２ 頭部保護

１５．３ 顔と目の保護具

１５．４ 手と足の保護具

１５．５ 呼吸保護器具

１５．６ エアライン、または内臓型の呼吸器具

１５．７ 聴覚保護具

１５．８ 放射線汚染の保護装置

１５．９ 落下防止

１５．１０ 衣 服

１６ 不測事態および緊急時の準備

１６．１ 総 論

１６．２ 応急措置

１６．３ 救 助

１７ 特別保護

１７．１ 雇用および社会保障

１７．２ 労働時間

１７．３ 夜間作業

１７．４ 児童就労

１７．５ アルコールと薬物関連問題

１７．６ エイズ

１８ 福 祉

１８．１ 一般規定

１８．２ 飲料水

１８．３ 衛生および洗浄施設

１８．４ クロークルーム

１８．５ 避難所と飲食施設

１８．６ 居住施設（住居）

用語集

参考書目

１．ILO関連条約および奨励

２．船舶解撤関連および船舶解撤に適用し得る ILO行動規

範選集

３．関連出版物

４．化学物質の安全性に関する重要情報源の参照

付属書

!：労働者の健康の監督

"：労働環境の監督

#：OSHシステムの確立

$：バーゼル条約で規定する解撤現場での船内の有害廃

棄物!物質

%：リスク・アセスメント・ツールのモデルの例

〔資料２―５〕 訪問調査した解撤ヤードの比較表（口頭での聞き取り調査結果をもとに作成）
２００２年１２月 海上安全技術研究所作成

ヤード名
江陰市長江折船廠

Chungjiang Shipbreaking Yard

広東新会市双水折船鋼鉄公司
Xinhui Shuang Shui
Shipbreaking Co.

新会市中新折船鋼鉄総廠
Zhong Xin Shipbreaking &
Steel Company of Xinhui City

広州市番禺区折船軋鋼公司
Guangzhou Panyu Ship

Breaking & Steel Rolling Co.

所 在 地

江蘇省江陰市夏港鎮北
揚子江南岸、上海より水路で上流
１８０#、高速道で北１６０#、２．５hr

広東省新会市双水工業区
珠江三角州西部の譚江西岸、河口
崖門より４０#、澳門西方直線距離
９０#、広州より高速で江門市まで
１．５hr、さらに２０#、１hr

広東省新会市古井鎮長楽
珠江三角州西部の譚江東岸、河口
崖門より２０#、澳門西方直線距離
７０#、江門市より１hr 余

広東省広州市番禺区蓮花山浮蓮崗
珠江西岸、河口虎門より４５#（蓬
花山工場）、２５#（新虎工場）、広州
東南直線距離４０#、広州市内より
１hr

水 位 !
橋梁高さ制限 ８ｍ!長江大橋５２ｍ ５．５～６"!崖門橋４８" ５．５～６"!崖門橋４８ｍ ６～７ｍ!虎門橋６０ｍ

敷 地 ９４万$ ３３万$ ３０万$ ３６万$
（番禺工場６万$、新虎工場３０万$）

岸壁長さ!
同時解体隻数

３２００ｍ（２ドック、４岸壁）、２～４
万 LWT級８～１０隻 VLCC３隻 １８００"、VLCC３隻 ８００ｍ（番禺工場）２隻、１２００ｍ

（小虎工場）４隻

解 撤 能 力 １００万 LDT!年
（パンフレットは６０万 LDT!年）

６０万 LDT!年
（PRビデオでは５０万 LDT!年） ４０万 LDT!年 ３０万 LDT!年

実 績 （２０万～３０万 LDT!年、
せんきょう２００２年１月号参考） ５０万 LDT予定 最近３年、８０隻、７５万 LDT 最近５年、５３隻、４０万 LDT

従 業 員 数
８００人

（内 安全環境技術者５０人、生産
管理者３０人、下請け７社６００人）

１０００人 ７５０人
（内、短期雇用５００人） ３００人

重 機 械 クレーン（陸上）６基、フローテ
ィングクレーン４隻

クレーン（陸上）４５基、フローテ
ィングクレーン１２隻

クレーン（陸上）２８基、フローテ
ィングクレーン２０隻

クレーン（陸上）２０基、フローテ
ィングクレーン１０隻
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２・１０環境シンポジウムの開催
第３回「海洋環境シンポジウム」を、２００３年３月２７

日、イイノホールにおいて開催した。参加応募総数は

１，３００名にものぼった。

第一部では、「森と海をつなぐもの」と題し C.W.ニコ

ル氏（作家・探険家）が記念講演を行い、第二部では、

「人類と海洋の共生に向けて ～今私たちが海洋生物

にできる贈り物～」と題し、栗林忠男氏（慶応大学名

誉教授）をコーディネーターに迎え、C.W.ニコル氏の

他、石原良純氏（俳優・気象予報士）、清野聡子氏（東

京大学大学院助手）、水口博也氏（写真家・ジャーナリ

スト）、および中原裕幸氏（海洋産業研究会常務理事）

によるパネルディスカッションを行った。

２・１１環境セミナーの開催
２００２年１２月１２日、当協会会員会社および海事関係者を

対象とした第２回セミナーを日本海運倶楽部（海運ビ

ル）において開催した。

今回のセミナーは地球温暖化と海運の関わりをテー

マに取り上げ、講師に華山伸一氏（日本エヌ・ユー・

エス!）を招き、「船舶からの温室効果ガス排出の現状
と削減対策について」と題する講演を行い、会員会社

をはじめ、海事関係団体、造船業界、関係省庁などか

ら予想を越える約１００名の参加があった。

講演では CO２等の温室効果ガスの排出に関する京都

議定書の取り決め、国内における地球温暖化対策の概

要、船舶からの排出の実態および削減のための取り組

み、IMOにおける排ガス削減の検討状況、また温室効

果ガス以外のNOxや SOx等船舶からの大気汚染物質排

出に関する内外の規制の動向などについて触れ、今後

の排ガス対策の一助とした。

ヤード名
江陰市長江折船廠

Chungjiang Shipbreaking Yard

広東新会市双水折船鋼鉄公司
Xinhui Shuang Shui
Shipbreaking Co.

新会市中新折船鋼鉄総廠
Zhong Xin Shipbreaking &
Steel Company of Xinhui City

広州市番禺区折船軋鋼公司
Guangzhou Panyu Ship

Breaking & Steel Rolling Co.

設 立 １９９８年 １９８４年 １９８３年!８６年改称 １９７９年!１９９１年小虎工場増設

備 考

江陰市江蘇省企業グループ（鋼管
製造、化学工場など１１企業）の一
つ。P&Oネドロイドと５年５０隻以
上供給契約を結ぶ。P&Oネドロイ
ド専用オフィス有り。米国人、豪
州人、中国人各１名駐在。環境設
備投資２０００万RMB（３億円）以上、
岸壁、倉庫（１万'）、シャワー、
重機械など。

中国最大の折船工場。電炉工場を
有し、形鋼を製造。!生産部門、
"安全・環境部門、#消防部門、
$機械・メンテナンス部門、%医
療部門からなる安全環境部を設置。
作業者の労働安全・環境保全マニ
ュアルも作成。生産高は３億５千
万RMB!年。

環境投資１０００万RMB!３年、コン
クリート舗装、緑化、油水貯蔵設
備、教育、マニュアル・基準の整
備など。

グループ会社敷地６７万'。解撤、
造船所、コンテナ工場、コンテナ
部品工場、機械取り付け工場、伸
鉄、鋳物、倉庫・運搬業。
造船所は１０００トン以下の建造。伸鉄
は製造中止。
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3 国際関係

３・１ ICS!ISF 年次総会
ICS（国際海運会議所）と ISF（国際海運連盟）の年

次総会が２００３年５月１１日～１４日に、当協会のホストによ

り兵庫県淡路島（兵庫県立淡路夢舞台国際会議場）で

開催された。

ICSとしては初、ISFとしては１９８４年以来２度目とな

る日本での年次総会開催については、２００１年５月に英

国・バースで開かれた ICS!ISF年次総会で要請があっ

たもので、当協会はこれまでの通常総会において、繰

り返し国際団体・機関での積極的活動を決議している

ことに鑑み、こうした方針を具現化する活動の一環と

して、これを受諾したものである。

会議日程は以下の通りであり、ICS、ISF両団体の会

長を兼ねるロルフ・ウェストファルラーセン氏（ノル

ウェー）をはじめ、日米欧などの加盟各船協・関連団

体などから合計約７０名の代表（会合出席者のリストは

資料３―１参照）・家族の参加のもと、成功裏に全日程

を終了した。

５月１１日（日） ICS理事会

５月１２日（月） ICS総会

５月１３日（火） ISF理事会・総会

５月１４日（水） 半日観光（姫路城）

当協会からは、ISF副会長として!長会長他が参加し
たほか、１３日夜に開催された当協会主催 Dinnerには、

主催者側ホスト役として!長会長、松永・小林両副会
長、太田常任理事らが出席した。

ICSおよび ISFの各会合では、シングルハルタンカー

のフェーズアウト前倒し問題や海事保安問題、船員の

身分証明に関する ILO条約問題などについて活発な意

見交換が行われた。（詳細は ICS!ISF日本総会に関する

プレスリリース資料３―２参照）

この章のポイント
●ICS"ISF２００３年総会を、当協会のホストで兵庫県淡
路島で開催、成功裏に終了。ICS総会の日本開催

は初、ISF総会は２８年ぶり。

●２００１年９月の米国同時多発テロ事件以降、IMO等

の国際機関で海事保安強化に向けたルールが策定

・実施される一方、米国は独自対策の検討!実施
を進めている。

●欧州委員会は２００３年３月、船社間協定に対するEU

競争法の包括適用除外を定める欧州理事会規則４０５６

!８６の見直しに着手。結論は２００５年内を目途に出
される模様。当協会は、現行制度維持の立場から

６月にコメントを提出した。

●２００３年９月にメキシコのカンクンで開催された

WTO第５回閣僚会合は、２００４年末の交渉妥結に向

け主要分野での前進が期待されたが、先進国・途

上国間の対立の激化により交渉は決裂して閉幕し

た。

●アジア船主フォーラム第１２回総会が２００３年８月２６日

に香港で開催された。

●２００３年７月に開催された米中海運協議において１９９８

年以来期限切れとなっている米中海運協定を締結

することが確認された。EUと中国はこれに先立ち、

２００２年１２月に海運協定を締結している。

〔資料３―１〕 ICS!ISF２００３年総会出席者

船協!団体名 参加者氏名 役 職 会 社 名 会社役職

〈議 長〉

ICS"ISF Rolf Westfal!Larsen Chairman"President

〈代 表〉

オーストラリア（ASA） David Sterrett Chairman ASP Ship Management Deputy Chairman

Lachlan Payne Chief Executive
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〔資料３―２〕
ICS!ISF 日本総会に関するプレスリリース

２００３年５月１４日

ICS!ISF事務局により英文を発表

２００３年５月１６日

訳文を発表

日本船主協会

ICS（国際海運会議所）（＊１）および ISF（国際海運連盟）

（＊２）は日本船主協会の招きにより、５月１１日～１４日の間、

淡路島において年次通常総会を開催した。総会では、ロル

フ・ウエストファル－ラーセン（Mr. Rolf Westfal!Larsen）

船協!団体名 参加者氏名 役 職 会 社 名 会社役職

キプロス（CSC） Andreas Droussiotis President Hanseatic Shipping Co. Ltd. Managing Director

Thomas A Kazakos General Secretary

デンマーク（DSA） Steen Krabbe Board Member D"S Norden President

Peter Bjerregaard Managing Director

ドイツ（VDR） Bernd Kroger General Managing Director

Dierk Lindemann Managing Director

香 港（HKSOA） Arthur Bowring Managing Director

アイルランド（ICoS） Eddie Keane Council Member Irish Ferries Shipping Director

イタリア（CONFITARMA） Roberto Aglieta Council Member

マン島（IoMSA） David North Honorary Life Member V. Ships Group Ltd Director

日 本（JSA） #長 保英 会 長 川崎汽船 社 長

福島 義章 理事長

増田 恵 常務理事海務部長

植村 保雄 常務理事企画調整部長

辻本 泰久 常務理事船員対策室担当

園田 裕一 国際企画室長

Paddy McKnight 欧州地区事務局Manager

オランダ（KVNR） Marnix J van Overklift Vice Chairman Seatrade Owner

Pieter A Th van Agtmaal Managing Director

ノルウェー（NSA） Leif T Loddesol Former President Wilh. Wilhelmsen Vice Chairman

Marianne Lie Director General

フィリピン（FSA） Carlos Conde Salinas Chairman & President Philippine Transmarine Carriers, Inc President

英 国（CoS） Michael Frederick Everard Board Member

Mark Brownrigg Director General

Ian Hunter Director

米 国（CSA） Joseph J Cox President

〈オブザーバー参加〉

ECSA Alfons Guinier Secretary General

INTERCARGO Roger Holt Secretary General

INTERTANKO Peter M Swift Managing Director

〈ICS!ISF 事務局〉

ICS"ISF Chris Horrocks Secretary General

Peter Hinchliffe General Manager (Marine)

Natalie Wiseman Secretary

David Dearsley Advisor

Simon Bennett Advisor
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会長が議長となり、最近の国際海運問題について議論した。

主要点は以下の通り。

プレスティージ事故の影響

ICS総会では、以下を内容とする EU提案について議論が

行われた。

―シングル・ハル・タンカーのフェーズ・アウトを前倒し

すること

―重油の欧州諸港への輸送を禁止すること

―最近導入された CAS（＊３）を船齢１５年以上のシングル・ハ

ル・タンカー全てに拡大適用すること

これら提案の裏には政治的な推進力があることを認識し

つつも、ICSメンバーは、つい最近の２００１年に採択された

IMOのシングル・ハル・タンカーのフェーズ・アウト規則

を（さらに）修正すべきであるとする EUの決定に重大な懸

念を表明した。

総会は、EU加盟国が最近この提案を IMOに提出したこ

とに留意する一方、非 EU加盟国が直面する困難さを強調し

た。

ウェストファル!ラーセン会長は次のように述べた。「総

会での議論の中で、われわれはこの問題のグローバルな解

決を模索することの重要性を強調した。しかしながら、多

くの国々にとっては、提案採択に向けての欧州の圧力に屈

するか、はたまた自分達が必要とは思わない法制変更計画

を受け入れるか、のジレンマがあることを認識した」。

「ICSは、MARPOL条約（＊４）の義務規定に反する地域規

制を推進しようとしている EU加盟国の明白な意図を非常に

憂慮している。海運業界は、IMOが海運を非常に効率的に

統制していることを政策担当者に理解させる必要があるし、

もし、IMO規制と矛盾する地域規則が異論なく認められる

としたら、国際社会全体が傷つくこととなる」。

さらに同会長は次のように述べた。「実務レベルでは、シ

ングル・ハル・タンカーのフェーズ・アウトに関するエリ

カ事故後の一連の IMO規則は、世界経済への石油供給に対

する徹底した経済的影響評価に基づいたものである。IMO

は新たに専門家会合を再開したが、全ての関係者は、欧州

の新たな提案が実際に機能しうるものかどうかについて、

今後出される報告に十分留意してそれぞれの立場を明らか

にすることが極めて重要である」。

さらに同会長は、「全ての海運業界組織は、海上安全と汚

染防止の改善を一体となって追求している一方、タンカー

業界にとって何十億ドルもの影響がある適切な営業計画決

定をする上で必要な法的安定を要求する勢力にも加わって

いる」と付け加えた。

会合では、MARPOL条約に適合している外国籍シングル

・ハル・タンカーを、国連海洋法条約に違反して、強制的

に自国の排他的経済水域（EEZ）外に退去させたフランス・

スペイン両政府の行動についても議論した。「これは最も有

害な動きである」とウェストファル－ラーセン会長は述べ、

「同様に悩ましいことは、（両国の行動によって）影響を受

ける旗国や海運業界以外の誰からも国際法を無視するこう

した最悪の行動に対する抗議がなされないことである」と

続けた。

海事保安

両総会は、２００４年７月に発効する船舶・港湾施設の国際

コード（ISPSコード）をはじめテロの懸念に対応して最近

採り入れられた種々の新たな規則を遵守するための海運業

界の取り組みについて概観した。

「ISPSコードが１年以内に作成された事実は、各国政府の

要求に迅速に応える IMOの能力を証明している。」とウェ

ストファル－ラーセン会長は述べ、以下のように続けた。

「しかし、新たな規則を遵守する必要性は、海運業界のみ

ならず新たな義務に適合しなければならない政府にとって

も試金石となるものである。特に、来年７月までの１４ヶ月

間に５０，０００隻分の船舶保安証書を発行するとなれば、旗国

は船舶保安計画の承認に誰が責任を持つかといったことを

早急に決定する必要がある。」

ICSと ISFのメンバーは、最近の海事保安の強調は従来か

ら存在する海賊問題の解決を模索する機会でもあり、テロ

対策のみに集中して海賊問題を曖昧なものとする口実にす

べきではないということを確保するよう関係政府に要求す

る。

船員の身分証明書に関する ILO条約

ISF総会は、２００３年６月に開催される ILO総会－保安問題

に対応するための船員の身分証明書に関する条約（第１０８号）

の改正案の採択が見込まれている―における雇用者側とし

ての立場を検討した。

ISFメンバーは、より確実な船員の身分証明書のための新

たな要件を支持することを確認した。しかしそれは、現行

の ILO条約（第１０８号）に含まれている原則が維持されるこ

と、そして新しい身分証明書を持つ船員は一時上陸や船員

の乗下船の為の通過等の際、外国に入国することが簡便化

され、入管当局によって引き続き特別な便宜が図られるこ

とを条件とする。

「船は各国を急に訪れることがしばしばある」ウェストフ

ァル－ラーセン会長は言う。「そして一時上陸は、船員の職
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３・２ プレスティージ号事故に係る規制強化
１．プレスティージ事故の概要

プレスティージ号は、１９７６年に日立造船・舞鶴ドック

で建造された船齢２６年、バハマ船籍のシングルハル・タ

ンカーである。本船の概要は全長２４３メートル、型幅３４

メートル、８１，５８４重量トン、また登録船主はMare Ship-

ping社、船舶管理はUniverse Marine社、用船は Crown

Resource社、船級は ABS、P&Iはロンドン P&Iクラブ

であった。

本船は２００２年１１月１３日、７７，０００トンの燃料重油を積載

しスペイン・ガルシア沿岸の西沖の Finisterre分離通行

帯を航行中、右舷に亀裂が生じ船倉への浸水と燃料油

の漏油が始まり、荒天のため沈没の危機にあった。ス

ペイン海事局は本船を救援するためヘリコプターで船

長ほか二人の乗組員を残し他の乗組員を救出するとと

もに、座礁の危険にある Prestige号を沖合に曳航する

よう船長に進言した。

１１月１４日に救助船が４．５マイル沖合の Prestige号に到

着し沖合に曳航を始めた。一方、Universe Marine社は

スペイン当局に対し避難港への入港許可を求めたが、

天候状況が悪く、スペイン政府はこれを拒否した。こ

の後、この事故の原因と思われる右舷側の第３船倉外

板に亀裂が見つかったことから、積荷の燃料重油の漏

油を最小限に止めることを目的に救難作業が続けられ

ることになり、一旦は救援スタッフの協力で６ノット

で北西に向かい自力航行するも、最終的には６隻のタ

グボートで Cape Verde Islandに向けて曳航し避難水域

を探す計画を立てることになった。

１１月１７日にはガルシア沿岸の１９０キロにわたり油膜が

漂着した。また、この日スペイン政府はプレスティー

ジ号の船長を救助船との協力を行わず、タグボートの

曳航索を確保することを拒否したとして逮捕し拘束し

た。

１１月１９日、プレスティージ号はスペインの１３３マイル

沖で船体が二つに折損、沈没した。破断箇所は第３お

よび第４積荷タンク付近で、推定２５，０００トンの重油が

積まれていたが破断により全量が流出した。二つに分

かれた船体は暫くの間漂流し続けたが、やがて３，５００ｍ

の海底に沈みその後も流出が続いた。

プレスティージ号は、２００１年４、５月に５回目の定

期検査を実施している。検査と修繕を行ったアメリカ

船級協会および中国の造船所は、作業は現在の基準に

従ったものであったとしており、これまで事故の原因

は究明されていない。

２．プレスティージ事故後の主要関係機関の動向

２００２年

１１月１９日 １９７６年建造のバハマ籍タンカー、プレステ

ィージ号（８１，５６４DWT）がスペイン沖で

折損、沈没。

１１月１９日 国際独立タンカー船主協会（INTER-

TANKO）とボルチック国際海運協議会

（BIMCO）は、共同声明で全ての沿岸国

が避難水域の計画を策定する重要性を協

調し、各国政府が困難な状況にある船舶

に適切な海域、港および錨地を指定する

ことを訴えた。

１２月３日 欧州委員会（EC）は、「海上安全の改善に

関するコミュニケーション」を採択し、

２００２年１２月１２、１３日に開催される欧州理事

会の承認を求めるとともに、欧州議会に

対しても本件の検討とコミュニケーショ

ンの支持を求めた。

業柄必要不可欠なものである。一時上陸が出来ないと、船

員はしばしば続けて数ヶ月間も船内に閉じ込められること

となる。しかしながら、米国は自らが ILOで開始した議論

の結果を受け入れるか否かについて未だ明確な意思表示を

していない。“crew list visas”を廃止するという現在の提案

からすると、ILOにおけるこれまでの作業の妥当性に関する

疑問は拭えない」。

会合では、米国向け航海の際の船員ビザ申請と、当局の

対応に関する問題点についても懸念が示された。

以 上

（注）
（＊１）ICS : International Chamber of Shipping（国際海運会議所）

航行安全、海洋環境保全、海事法制、情報システム等に関し、
海運業界の利益を代表し、主に IMOに対応するとともに、OECD
等で議論されている海運政策問題も扱っている。

（＊２）ISF : International Shipping Federation（国際海運連盟）
海上労働問題全般に関し海運使用者側の利益を代表し、主に

ILOに対応。
（＊３）CAS : Condition Assessment Scheme

船舶の状態を評価する制度。強化検査の履行を確実なものと
するための条件を課している。一定の年限を超えてタンカーを
使用する場合に課せられる。

（＊４）MARPOL条約
国際海洋汚染防止条約。海洋汚染の防止を目的に船舶の構造
や汚染防止設備等の技術基準を定めている。
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［ECコミュニケーション骨子］

１．危険船のブラック・リストの公表

２．シングルハルタンカーによる重油輸送

の禁止

３．パリMOUの目標である PSCの２５％検

査実施

４．欧州海上保安庁の早期設立

５．欧州共同体の船舶輸送監視システムの

活用

６．避難水域の設定

７．油濁被害への補償水準の引上げ

８．油濁事故への刑事責任法制の導入

９．油濁事故責任法制（船主責任制限阻却

事由）の見直し

１０．EU外の船員に発給される STCW免状に

対する共同体での認証システムの導入

１１．EUとしての IMO加盟、等

１２月６日 EU運輸閣僚理事会…閣僚理事会は EC

に対してシングルハルタンカーのフェー

ズアウトの早期実施、およびシングルハ

ルタンカーでの重質油輸送を禁止する規

則を提案するよう求めた。閣僚理事会は

規則の実施目標を２００３年７月１日に設定。

１２月１３日 EU首脳会議は、運輸閣僚理事会の結論を

支持。

１２月１４日 スペイン政府は、EUの規則改正の承認を

待たずに、２００３年１月１日より重質油を

輸送するシングルハルタンカーのスペイ

ン国内への入港を禁止する国内法を採択

した。

１２月２０日 ECは「欧州議会および閣僚理事会規則４１２

!２００２!EC」の改正を運輸閣僚理事会に

提案。

［規則改正骨子］

１．シングルハルタンカーによる重質油輸

送の禁止。

２．シングルハルタンカーのフェーズアウ

ト実施計画の修正。

３．CAS（Condition Assessment Scheme）

の拡大適用。

２００３年

１月２３日 運輸閣僚理事会作業部会…改正提案の実

質審議。ドイツ、デンマーク、英国、オ

ランダ、およびギリシャ（議長）は IMO

に送付する必要があるとの意見を表明。

MARPOL条約の改正を通じ世界レベルで

の実施を意図。

３月４日 ECと IMOが会談を実施。EC運輸・エネ

ルギー担当委員デパラシオ女史と IMO

事務局長オニール氏が会談。デパラシオ

女史より、EUとしての意思決定後、シン

グルハルタンカーに係る規制強化を IMO

に提案する旨表明。IMOからは、EUから

提案がなされた場合は早急に検討する旨

返答。

３月５日３月１９、２０日 欧州議会（EP）がプレスティ

ージ事故関係者の公聴会を実施。デパラ

シオ女史、ABS、ロンドン P&Iクラブ、La

Coruna港湾局長、国際船級協会（IACS）、

欧州船主協会（ECSA）、国際独立タンカ

ー船主協会（INTARTANKO）等が参加し

た。国際海運会議所（ICS）、IMO、プレ

スティージの船長および船主は不参加。

米英によるイラク攻撃の緊張が高まる中、

公聴会は時間的制約のため表面的なもの

に終わり、事故原因やスペインの対応等

は明らかにならなかった。

３月２７日 EU運輸閣僚理事会が ECのシングルハル

タンカーへの規制案を承認。本提案につ

いては７月１日の実施に向けたEU内での

手続を進めるほか、IMO MEPCへの提案

を平行して進めることとなった。

４月１０日 EU１５カ国より IMOに提案文書を提出。EU

の提案に対し IMOはエリカ号事故の規制

見直しを検討するために発足した専門家

による非公式グループを再発足し、本年

７月のMEPCでの審議に向けて、５月末

までに EU提案の世界の石油輸送、造船所、

解撤ヤード等への影響調査を実施。

４月２５～２７日 先進国（G８）環境大臣会合が、IMO

にてシングルハルタンカー規制の強化を

検討する必要がある旨合意。

５月１１～１４日 ICS年次通常総会（於：淡路島）。EU

提案の裏には政治的な推進力があること

を認識しつつも、ICSメンバーは、つい最

近の２００１年に採択された IMOのシングル

ハルタンカーのフェーズアウト規則をさ

らに修正すべきであるとするEUの決定に
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重大な懸念を表明した。

６月１～３日 Ｇ８首脳エビアンサミット。プレス

ティージ事故によりタンカーの安全と汚

染防止の更なる改善が要することが証明

されたとし、フェーズアウト、重質油輸

送に係る方策を検討作業に関し IMOの努

力を評価するとともに、IMO内部で指導

的役割を果たしていくことが合意された。

３．IMO第４９回海洋環境保護委員会（MEPC４９）での

議論

プレスティージ号の油流出事故を受け、EU１５ヶ国は、

２００３年４月、１９９９年１２月のエリカ号事故後２００１年４月に

改正されたばかりのMARPOL条約（海洋汚染防止条約）

付属書!の更なる改正を求める提案を IMOに提出した。

これに対しわが国は、シングルハルタンカーのフェ

ーズアウト前倒しについての EU提案が採択された場合、

原油の海上輸送へ与える世界的な影響が大きいこと、

また２０１０年での船舶の円滑な解撤が困難であること等

を考慮し、２００５年以降は船齢［２０］年（注：［ ］括弧

内の数字は暫定的なものとして提案された、で同タン

カーの運航を禁止し２０１５年を最終使用期限とする対案

を６月初めに IMOに提出した。このほか、ブラジルや

インド等からも EU提案に懸念を表明する文書が IMO

に提出された。（資料３―３参照）

MEPC４９では、冒頭から、エリカ事故後に導入された

シングルハルタンカーのフェーズアウト規則が２年前

に採択されたばかりであること、１９９０年代建造の若齢

船の早期フェーズアウトを強いられること等から、EU

提案にアジア・中東・中南米諸国が強く反発し、どの

ような妥協点を見出すかが大きな焦点となった。この

ような中、わが国が積極的に妥協案を提示したことも

あり、EU提案の原則を維持しつつも、緩和規定を併記

する妥協案が作成され、２００３年１２月のMEPC５０の審議

に付すための条約改正案がまとめられた。また、日本

は、ブラジル、インド、カタール、韓国、シンガポー

ルとともに重質油油送の禁止について考え方の異なる

改正案を提出しており、本案についてもMEPC５０でさ

れる予定である（資料３―４参照）。MEPC５０において

改正案が採択された場合、２００５年４月には改正条約が

発効することになる。

MARPOL条約改正案の概要は以下のとおりである。

" シングルハルタンカーのフェーズアウト前倒し

シングルハルタンカーの最終使用期限について、

カテゴリー１（pre!MARPOL船）については、現行

の２００７年を２００５年に前倒し、カテゴリー２（MAR-

POL船）と３については、２０１５年を２０１０年に前倒し

することとされた。ただし、CASにより船体構造の

状態が良好と判断されたタンカーについては、旗国

は２０１５年または一定船齢までの使用を許可できるこ

と、ならびに寄港国はこれらのタンカーの入港を拒

否できることとする規定が併記されることとなった。

# 重質油油送について

重質油輸送については内容を詰め切れなかったた

め、１２月のMEPC５０での決着を目指すこととなって

いる。EU提案では５０００DWT以上のシングルハルタ

ンカーによる重質油油送を改正条約発効と同時に禁

止し、６００～５０００DWTクラスについては２００８年に禁

止することとしているのに対し、日本など６ヶ国の

共同提案では、日本の内航業界や中南米諸国への影

響を考慮し、５０００DWT以上は２０１０年まで、６００～５０００

DWTは２０１５年までにフェーズアウトする提案が行わ

れている。

$ CAS（コンディションアセスメントスキーム）につ

いて

現行規則で２０１０年以降使用されるカテゴリー２船

に課されていた Condition Assessment Scheme（CAS）

は、２００５年以降船齢１５年を超えて使用される５，０００

DWT以上のシングルハルタンカーに実施することと

なる。

% その他

欧州６カ国が提案していた特定敏感水域（PSSA）

の設置については、同水域におけるシングルハルタ

ンカーによる重質油輸送を禁止することが提案国に

よって撤回されたものの、水域の設置そのものは基

本的に承認され、IMO航行安全小委員会（NAV）お

よび法律委員会（LEG）の検討に付されることとなっ

た。

当協会は、MEPC４９に向け、わが国政府との連絡を密

接に行うとともに、ICSをはじめとする国際関係団体と

各国船協、そして特にアジア船主フォーラム（ASF）を

通じたアジア各国船協との連携を強化して対応した。

今回のMEPCでは、EUとの妥協案が確立したことに

よって、EUの一方的地域規制への動きをけん制するこ

とが期待され、IMOによる国際規則の導入に向けて大

きな進展があった。

! 国 際 関 係
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〔資料３―３〕 シングルハルタンカー規制強化に係る各国等提案の比較表（MEPC４９） 日本船主協会

提案の種類 MARPOL１３Ｇ規則 ＥＵ提案
MEPC４９"１６"１

日本提案
MEPC４９"１６"１０

ブラジル
MEPC４９"１６"１１

インド
MEPC４９"１６"９

米国OPA９０
１９９０年８月施行

フェーズアウト
（段階的廃止）

※フェーズアウト
期日は各船の引
渡日

【カテゴリー１】
２０，０００DWT以上の
原油・重油タンカー
および３０，０００DWT
以上の精製油タンカ
ーであって８２年６月
１日より前に建造さ
れたシングルハルタ
ンカー

%２００７年まで %２００５年まで ― %２００５年で大きなフ
ェーズアウトのピ
ークが来る。

%ＥＵ提案の海上貿
易、造船、シップ
リサイクルへの悪
影響を懸念

※左のようなカテゴ
リー区分は無し
【シングルスキン】
!５，０００≦Ａ

＜３０，０００GT
%２００５．１．１以降船
齢２５年でフェーズ
アウト
%２０１０．１．１が最終
期限。
"３０，０００GT≦Ａ
%２０００．１．１以降船
齢２３年でフェーズ
アウト
%２０１０．１．１が最終
期限。
【ダブルボトム

!サイド】
!５，０００≦Ａ

＜３０，０００GT
%２００５．１．１以降船
齢３０年でフェーズ
アウト
%２０１５．１．１が最終
期限
"３０，０００GT≦Ａ
%２０００．１．１以降船
齢２８年でフェーズ
アウト
%２０１５．１．１が最終
期限
【５，０００GT以下】
%船齢制限無
%２０１５．１．１が最終
期限

【カテゴリー２】
上記タンカーで、８２
年６月１日から９６年
７月６日までに建造
された（貨物タンク
区域が分離バラスト
タンクで保護されて
いる）シングルハル
タンカー

%２０１５年まで
%但し、ダブルボト
ムまたはダブルサ
イド構造を有する
シングルハルタン
カーは、２０１５年以
降も船齢２５年まで
使用可。

%２０１０年まで
%但し、ダブルボト
ムまたはダブルサ
イド構造を有する
シングルハルタン
カーは、２０１０年以
降も２０１５年または
船齢２５年のどちら
か早い日まで使用
可。

%近年事故を起こし
たタンカーが船齢
２５年以上であった
ことを考慮すると
船齢３０年まで使用
可とする現行１３Ｇ
規則、および船齢
２６年まで使用可と
するＥＵ提案は不
適切かつ不十分。
%ＥＵ提 案 で は、
２０１０年直前のタン
カー市況への影響
が大きく、十分な
解撤能力も確保で
きない。
%解撤船の発生量を
平準化するために
２０１５年または船齢
［２０］年までの使
用を提案。ただし
［２０］という数値
は仮のもの。

%EU提案では、船齢
２０年以下の優良タ
ンカーの”prema-
ture removal”と
なるので懸念する。
%現行１３Ｇ規則は、
MEPC４６での詳細
な検討の結果であ
り改定するには以
下の点に配慮が必
要。
ａ）造船所の代替建
造能力
ｂ）シップリサイク
ル能力
ｃ）提案により影響
を受ける航路と国
ｄ）海運業界と世界
の海上輸送への経
済的影響

%ＥＵ提案の海上貿
易、造船、シップ
リサイクルへの悪
影響を懸念。
%１９９７年建造船が船
齢１４年でフェーズ
アウトすることは
適当ではない。

【カテゴリー３】
カテゴリー１、２よ
り小型で５，０００DWT
以上のシングルハル
タンカー

%同 上 %同 上 %同 上 %同 上 %同 上

重質油輸送の禁止

適用対象 %適用無し
※５，０００DWT未満の
タンカーで７００#
以上の貨物タンク
を有しない場合は
ダブルハル構造は
要求されない

%６００DWT以上は改
正条約発効後即ダ
ブルハルのみ。
%但し、６００－５，０００
DWTは２００８年以
降ダブルハル。

%新造船は全てダブ
ルハル。
%既存の小型船は、
２００８年までの代替
は不可能。合理的
な移行期間、例え
ば、２０１５年まで、
を設けるべき。

%カテゴリー３等の
小型船のダブルハ
ル化を求めるのは
不合理。他の船舶
でより多くの燃料
油を積んでいるも
のもある。

%全てのシングルハ
ルを規制するので
はなく、船齢１５年
以上のシングルハ
ルによる輸送を禁
止する。

―

重質油の定義 ― %crude oil－１５℃で
密度が９００"#が超
えるもの。
%fuel oil－１５℃で密
度が９００"#が超え
るかまたは５０℃で
動粘度が１８０$ス
トークスを超える
もの。

%ＥＵの重質油の定
義は合理性の検討
が必要

%EU提案（API２５．７）
は、ブラジル、ラ
テンアメリカのよ
うなAPI２０の石油
を生産する国に影
響を与える。
%crude oil－API
１７．５以下
（＝OCIMF）

― ―

CASの適用

【カテゴリー１】 %２００５年以降使用す
るタンカー。

― ― ― ― ―

【カテゴリー２】 %２０１０年以降使用す
るタンカー。

%２００５年以降、船齢
１５年以上のタンカ
ー。

%EU提案を支持。
%但し、適用までの
準備期間は長くす
べき。（２００６年）

%２００７年以降、船齢
１５年以上のタンカ
ー。

%船齢２５年までの使
用を削減しない場
合、船齢１５年以上
のタンカーのCAS
は賛成。

―

【カテゴリー３】 %適用無し %同 上 %同 上 %同 上 %同 上 ―

今後の検討提案

― %ダブルハルへの
CASの適用。
%６００－５，０００DWT
の重質油を運ぶタ
ンカーのダブルハ
ル化。
%シングルハル、ダ
ブルハルを問わ
ず、老齢タンカー
の“structural
weakness”を早
期発見する方策の
確立。

%修繕基準およびそ
の手順の導入。

― %EUのその他提案
を支持。
%ＩＭＯ規則は特定
の地域の要請によ
り改定されるべき
ではない。そのよ
うな問題の解決策
は“Particularly
Sensitive Sea
Area”を設けるこ
と。

―

# 国 際 関 係
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３・３ テロ防止策等に関連する各種保安対策強化問題

３・３・１ SOLAS条約（海上人命安全条
約）の改正

２００１年９月に発生した米国同時多発テロ事件を契機

に、国際海事機関（IMO）において、海事分野におけ

る国際的なレベルでのテロ防止対策が審議され、同年

１１月の IMO総会で SOLAS条約の改正により対応する

方針が決定された。

その後の審議を経て、翌２００２年１２月の SOLAS条約締

約国政府会議において、海事テロ対策の強化に向けた、

SOLAS条約の改正、船舶および港湾施設の国際保安コ

ード（ISPSコード）が採択され、２００４年７月１日より

発効する予定となっている。

１．改正 SOLAS条約の概要

" SOLAS第Ⅴ章第１９規則改正

自動識別装置（AIS）の早期導入を図るため、旅客

船およびタンカー以外の３００総トン以上５０，０００総トン

未満の船舶は、２００４年７月１日以降の最初の安全設

備検査もしくは２００４年１２月３１日までのいずれか早い時

期までに、AISを設置することとなった。

# SOLAS第!章改正
現行の SOLAS第!章が第!－１章「海上の安全性

を高めるための特別措置」となり、第!－２章とし

〔資料３―４〕 シングルハルタンカーのフェーズアウトに関する
MARPOL１３Ｇ条約改正案の比較 日本船主協会

規 則 の 種 類 MARPOL１３Ｇ規則 MARPOL条約改正案
共 同 提 案

（日本、ブラジル、インド、カター
ル、韓国、シンガポール）

１．フェーズアウト期限
１）カテゴリー１

２）カテゴリー２、３

３）重質油輸送
!５，０００DWT以上

"６００－５，０００DWT

２００７年まで
（船齢２６年未満）
２０１５年まで

（船齢２６年未満）

―

―

２００５年まで

２０１０年まで
（船齢２６年未満）

２００５年まで

２００８年まで

２００５年まで

２０１０年まで
（船齢２６年未満）

２０１０年まで
（船齢２６年未満）
２０１５年まで

（船齢２６年未満）

２．フェーズアウト期限延長
１）MARPOL船

２）重質油輸送
!５，０００DWT以上
"６００－５，０００DWT

旗国は２０１７年又は船齢２５年のいずれ
か早い日まで使用を許可できる。
ただし、寄港国はこれらのタンカー
の入港を拒否できる。

―
―

［旗国はCASを条件に、２０１５年又は
船齢［２０］、［２３］、［２５］年のいずれか
早い日まで使用を許可できる。
ただし、寄港国はこれらのタンカー
の入港を拒否できる。］

延長規定なし
［旗国は［２０１５］年又は船齢［××］
年のいずれか早い日まで使用を許可
できる。
ただし、寄港国はこれらのタンカー
の入港を拒否できる。］

旗国はCASを条件に、２０１５年又は船
齢２５年のいずれか早い日まで使用を
許可できる。
［ただし、寄港国はこれらのタンカ
ーの入港を拒否できる。］

１）MARPOL船に同じ。
延長規定なし（期限は２０１５年）

３．Condition Assess-
ment Scheme（CAS）の
適用
１）pre-MARPOL船
２）MARPOL船

３）重質油輸送

２００５年を超えて使用する場合
２０１０年を超えて使用する場合

―

―
２００５年以降、船齢１５年を超えて使用
する場合

―

―
２００５年以降、船齢１５年を超えて使用
する場合
同上（５，０００DWT以上）

４．重質油輸送に関する免除
規定
１）同一港内のみの輸送
２）国内輸送のみ

―
―

［ 有 ］
［ 有 ］

有
［ 無 ］

（注）１）括弧[ ]内はMEPC５０での検討事項
２）西暦年は、当該年の引き渡し日を指す。ただし、２００５年の場合は改正条約発効予定日（２００５年４月○日）。船齢は、引き渡し日からの年数。
３）フェーズアウト期限の（ ）内船齢は、初期にフェーズアウトされるタンカーの場合には２６年を超えるケースがある。

# 国 際 関 係
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て新たに「海上の保安性を高めるための特別措置」

が追加された。

% SOLAS第$－１章
! 第３規則 船舶識別番号（IMOナンバー）

国際航海に従事する、１００総トン以上の旅客船お

よび３００総トン以上の貨物船のうち、２００４年７月１

日以降に建造される船舶については建造時に、そ

れ以外の現存船については、２００４年７月１日以降

の最初の入渠時までに、IMOの文字を含む船舶識

別番号を船体外板、水密隔壁等に恒久的に標示す

ることが追加された。

" 第５規則 船舶履歴記録

国際航海に従事する旅客船および５００総トン以上

の貨物船については、主管庁の発行する履歴記録

（旗国、登録日、船名、船籍港、登録船級協会等）

を、２００４年７月１日以降は、船内に備え置くこと

が要求された。

& SOLAS第$－２章（主要規則のみ）
! ISPSコードの適用

国際航海に従事する、高速旅客船を含む旅客船、

５００総トン以上の高速貨物船を含む貨物船、および

浮動式海底掘削ユニットは、２００４年７月１日まで

に ISPSコードの要件に適合し、主管庁により承認

された船舶保安計画を船上に備え置き、これに従

い実施していることを検査され、証明された上で

発行される国際船舶保安証書（ISSC : International

Ship Security Certificates）を所持しなければなら

ない。

" 第６規則 船舶保安警報装置

テロ等により船舶が危険な状況に陥ったことを

沿岸国等に通報する警報装置を設置することとさ

れた。２００４年７月１日以降の新造船については建

造時に適用されるが、現存船への適用については

次のとおりとなった。

ア．旅客船、総トン数５００トン以上の油タンカー、ケ

ミカルタンカー、ガス船、バルクキャリア及び高

速船：２００４年７月１日以降の最初の無線設備の検

査日までに設置

イ．その他の総トン数５００トン以上の貨物船：２００６年

７月１日以降の最初の無線設備の検査日までに設

置

# 第９規則 監督および適合措置

保安に関する要件を満たしていない船舶には、

出港差し止め等の措置に加え、港からの排除ある

いは入港拒否を含む所要の措置を執ることができ

ることとされた。

港湾からの排除および入港拒否といった強力な

強制措置は、急迫した脅威があり、その脅威を除

くために他に適切な方策がない場合にのみ執るこ

とができることとされている。

具体的には、寄港国は事前に入港船に対して有

効な証書の確認やこれまでに寄港した港において

取られていた保安対策等に関する情報などの提供

を求めることができ、不具合が認められれば改善

を要求し、これに対応できない場合等は当該船の

入港を拒否することができるとされている。

２．ISPSコードの主要要件

! 船舶は、主管庁もしくは寄港国が設定する保安

レベル（１から３）に従って行動しなければなら

ない。

" 船舶は、会社の責任により作成し、主管庁また

は主管庁の代行機関として機能する認定保安団体

（RSO : Recognized Security Organization）により

承認された、船舶内の立入制限区域の設定、船内

巡回の実施、部外者の出入りのチェック等を内容

種 別 国際!内航 船 種 総 ト ン 数
２００２ ２００３ ２００４ ２００５ ２００６ ２００７ ２００８

７．１ ７．１ ７．１ ７．１ ７．１ ７．１ ７．１

新 造 船 全ての搭載対象船

現 存 船

国際航海に
従事する

旅 客 船

タ ン カ ー ３００トン以上

上 記 以 外

５０，０００トン以上

１０，０００トン以上５０，０００トン未満

３，０００トン以上１０，０００トン未満

３００トン以上３，０００トン未満

国際航海に
従事しない ５００トン以上

（注） 図←が前倒し分
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とする「船舶保安計画」に従って行動しなければ

ならない。

# 船上では船舶保安職員、会社にあっては会社保

安職員を配置しなければならない。また、そのよ

うな職員等は保安に関する適切な知識を持ち、な

おかつ ISPSコードに規定された訓練を受けなけれ

ばならない。具体的には ISPSコードＢ部（勧告要

件）を考慮することとされており、関係規則、船

舶および港湾施設の保安対策に関する知識等の他、

武器、危険物の検知等に関する全般的な知識も適

宜習得すべきこととされている。

なお、会社の保安職員は保安計画の策定や変更

の際に実施しなければならない保安評価に責任を

有し、現場において各船舶の脆弱性評価等を実施

すること等が勧告されている。

$ 主管庁または RSOは、船舶に対して、承認された

船舶保安計画に規定された保安システムの実施お

よび ISPSコードの他強制要件、保安装置の運用等

を対象とした初回検査を実施し、これらが適合し

ていることが確認されれば、５年間有効の国際船

舶保安証書を発行する。

% この証書の有効性は、２年目の検査基準日と３

年目の検査基準日の間に実施する中間検査を受け

ることが条件となる。

３．その他の決議

締約国政府会議においては、上記改正 SOLAS条約

（決議１）および ISPSコード（決議２）の他に、次の

決議が採択された。

! 決議３「海事保安の強化に関する機関の更なる

作業」

" 決議４「SOLAS条約附属書第１１－１章及び第１１

－２章の更なる改正」

# 決議５「技術協力及び援助の推進」

$ 決議６「海事保安を高める特別の措置の早期履

行」

% 決議７「条約が適用されない船舶、港湾施設等

の保安を高めるための適切な措置の実

施」

& 決議８「国際労働機関（ILO）との協力を通じた

保安強化」

' 決議９「関税協力理事会（WCO）との協力を通

じた保安強化」

( 決議１０「ロングレンジでの船舶識別及び追跡の

早期実施」＊

) 決議１１「人的要素に関する事項および乗組員の

上陸」

＊長距離で船舶の識別と動静を把握するシステムの導入

不審船の早期摘発を可能とするシステムとして、多くの

船舶に搭載されているインマルサットＣのポーリング（呼

び掛け）機能を利用することが既に大筋で合意されていた

ことから、同システムの早期実施を促す決議が採択された。

これまでの会合において、同装置を利用する際の通信費

用については沿岸当局が負担することが了解されているも

のの、今後の課題として、インマルサットＣの搭載が強制

要件ではない船舶への適用の是非、船舶から発信される情

報がセキュリティ対策にのみ使途が限定され、テロリスト

に悪用されることのない枠組みの検討等が残されている。

４．第７７回 IMO海上安全委員会（MSC７７）における審

議結果

２００３年５月に開催されたMSC７７においては、海事保

安に関する改正 SOLAS条約の確実な実施のために整理

すべき事項が審議され、その結果を取りまとめたMSC

/Circ. 1097 ”Guidance relating to the implementation

of SOLAS Chapter XI!2 and the ISPS code”が回章され

た。概要は以下のとおり。

* ISSCの発行

! ISPSコードＢ部は勧告要件として扱われている

ものの、特に、船舶の保安評価および保安計画、

記録簿および保安職員に関する項目を考慮してい

ない場合、ISSCは発行されるべきではない。

" ISSCは、船舶が承認された船舶保安計画を所持

していること、および船舶が承認された計画に基

づいて運航されていることに関して、主管庁が満

足する客観的証拠がある場合にのみ発行される。

# 小さな不遵守（minor non!compliance）がある場

合、ISSCを発行してはならない。（必ず承認された

船舶保安計画に完全適合していなければならない）

+ 訓練および証書

! 当面の措置として、ISSCを所持していることが、

ISPSコードに従った訓練がなされていることの事

実上の証拠として取り扱われることが合意された。

" 旗国政府は、どのように訓練を行うべきか、ま

た、特別な証明制度が必要かを決定する責任を有

する。

, 報告に関する要件および情報の通知

締約国政府の保安責任者等の情報は、全世界の海

運関係者が入手しやすいことが重要であり、IMO

! 国 際 関 係
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を通じて、全世界の海運関係者に伝達されることが

確認された。

! 監督措置の実施責任

監督措置の実施責任に関して、国により各省庁の

所管の違いもあり、各国毎に事情が異なることが認

識された。監督措置は、単一の省庁で実施する国も

あるであろうし、従来の PSC当局に加え、保安関係

については、所轄官庁（入管、警察、海軍等）が行

う国もあるであろうとされた。

" 船舶識別番号

船舶識別番号には、”IMO”が含まれることが確認

された。

# 領海に入域しようとする船からの報告の任意性

領海を航行している船舶、あるいは領海に入域し

ようとしている船舶からの関係沿岸国への通知は任

意であり、これは、強制的な報告制度を設けること

を意図するものではないことが明確にされた。

３・３・２ ILOの対応

７・３・４「ILO条約改正への対応」参照。

３・３・３ 米国の対応

２００１年９月の同時多発テロ事件以降、海事分野にお

いても、船舶や港湾がテロ攻撃の対象とされることや、

船舶がテロ攻撃の手段として利用されることを防止す

るため、IMOや ILOなどで国際ルールが策定あるいは

検討されている（前述３・３・１および３・３・２参照）。

一方、米国では、様々な保安対策を実施・検討する

など独自の動きを強めており、国際的な動きとの整合

性が懸念されている。

１．Maritime Transportation Security Act of 2002

（MTSA；海上運送保安法）

上院では、同時多発テロ事件発生前の２００１年７月に

Hollings議員によって海事保安強化に関する「Port and

Maritime Security Act of２００１」（S１２１４、通称 Hollings

法案）が提案されていたことから、９．１１のテロ事件以

降、同法案を軸に上院としての海事保安法案の検討が

進められた。一方下院では、２００２年３月、超党派の海

事保安法案として Young議員が「Maritime Transpor-

tation Antiterrorism Act of２００２」（HR３９８３、通称 Young

法案）を提案、その後の修正・追加作業を経て６月に

下院を通過した。上下院それぞれが独自の海事保安法

案が出揃ったことから、両法案を一本化するための両

院協議会が２００２年６月末から開始された。（船協海運年

報２００２Ｐ．６４参照）

両院協議会で取りまとめられた統一法案（Ｓ１２１４）

は２００２年１１月１４日の両院の承認を経て、同年１１月２５日に

ブッシュ大統領が署名して、Maritime Transportation

Security Act of２００２（MTSA；海上運送保安法）が成立

した。

MTSAの概要は以下のとおり。

（趣旨）；海上輸送システムを担保するために国家シ

ステムを準備すること

（概要）

$ 運輸長官は、水際、若しくは近海における全て

の船舶および施設が運輸保安上重大事態に発展し

得る事件に関係する高いリスクがあるかどうか、

識別するために脆弱性評価を実施する。それに該

当する場合には、暫定保安措置を実施の上、沿岸

警備隊（USCG）が更に詳しい船舶と施設の脆弱性

評価を実施する。

% 国家海上輸送セキュリティー・プランおよび地

域海上輸送セキュリティー・プランは USCGがこ

れを立案し、斯かる事件を最大限防止するに十分

なものでなければならない。地区プランは潜在的

テロ攻撃に応える緊急対策を網羅するために作成

されなければならない。

& 全ての港湾、施設および船舶は総合セキュリテ

ィー・プラン、詳細に亘る USCG脆弱性評価に基

づく緊急事態対策プランおよび保安対策勧告を保

持しなければならない。同プランは USCGと協力

して港湾局、港湾施設運営者および船舶運航者か

ら提出され、USCGから承認を受けなければならな

い。全ての港湾、港湾施設および船舶は認可され

たセキュリティー・プランの下で運営されなけれ

ばならない。

' 連邦、州、地区および民間の法執行機関の業務

を上手く調整し、セキュリティー・プランを助言

するために地区港湾保安委員会を立ち上げなけれ

ばならない。それらの機関には、情報機関（含む

CIA）、FBI、税関、移民局および USCGが含まれ

る。斯かる組織とは別に、海事セキュリティー諮

問委員会が国家の海事セキュリティー諸問題に関

する報告と勧告する任務を負って設置される。

( 運輸省はセキュリティー・プランの一部として
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港湾における保安地域を設け、港湾就労者の履歴

調査と運輸セキュリティー識別カードの発行を通

じて高度保安地域への立ち入りを規制し、銃火器

を制限し、退避プランを立案するために規則を設

けなければならない。履歴調査は高度保安地域に

就労する雇員に対して実施される。船員について

は、国際的に通用する身分証明書を携帯しなけれ

ばならない。（米国基準は設定しない）

! 米国水域に入る船舶、船員、乗客および輸送貨

物に関する情報を蒐集し、分析する海事情報シス

テムを開発することが義務付けられた。

" 疑わしい動きを手際よく追跡するために配乗船

員、乗客および輸入貨物に関する通告制度を改善

すること。（９６Ｈ事前通告制が立法化された）

# 商船に対する自動識別システム（Automatic Iden-

tification System ; AIS）の搭載を義務付けること。

全ての船舶は２００４年１２月３１日以降、AISを装備して

いなければならない。

$ 運輸長官は外国港湾におけるテロ対策への有効

性に関して評価しなければならない。その評価は、

コンテナ並びにその他貨物および手荷物の検査、

また貨物、船舶、港湾施設への立ち入りが認証を

受けた関係者に規制されているかどうか、に関す

る保安措置が有効に機能しているか否かについて

実施される。外国と本措置を実行するに際には、

運輸長官は国防長官、国務長官、財務長官（税関

担当）、該当外国政府機関および船舶運航者と協議

する。港湾脆弱性評価の後、運輸長官が有効なテ

ロ対策が講じられていない港湾の当該国関係機関

に通知し、当該港湾における改善策を勧告する。

運輸長官は斯かるテロ対策が有効でない港湾で積

み荷した船舶に対して米国港湾への入港条件を命

じ、それを満たさない船舶の入港を拒むことがで

きる。運輸長官は斯かる事実認識を行った場合に

は直ちに国務長官と必ず協議の後、当該国へ通知

し、措置は９０日経過後に初めて発効する。斯かる

措置を受けた当該港で以後、テロ対策が有効に機

能していると運輸長官が認定した場合には、その

措置を取り消すことができる。

% 運輸監視委員会（Transportation Oversight Board

; TOB）はコンテナ・シールや施錠基準を含む貨物

コンテナの物理的セキュリティーの強化基準を開

発するための貿易プログラムを確立する（IMO

とどの程度連動するのかが課題）。

& 海上保安官制度を承認し、海事保安並びに保安

チームが国民を守り、船舶、港湾および港湾施設

を防護する。USCGは、海事安全保安チームを展開

してハイジャックや他のテロ脅威を抑止し、海事

保安および安全を強化するために米国入港船への

乗船権限が付与された。

USCGは、２００３年７月１日、MTSAの施行のための分

野別の暫定規則（以下）を連邦官報に告示した。

! Implementation of National Maritime Security In-

itiative

" Area Maritime Security

# Vessel Security

$ Facility Security

% Outer Continental Shelf Facility Security

& Automatic Identification System

一方、同規則告示前には、米国に寄港する外国籍船

の船舶についても、入港に先立ち船舶保安計画を提出

し承認を受ける規定が定められる懸念があったが、暫

定規則における関連部分（Part 1041 Vessel Security）で

は、「SOLAS'－２章と ISPSコード規定に適合してお

り、同コードを考慮していることを証明する有効な国

際保安証書（ISSC）を所持している外国籍船は、特別

な場合を除き、本規則に適合していることとみなす」

と規定されており、外国籍船には、保安計画の事前提

出は適用されないものと解釈されている。

同暫定規則は、公聴会およびパブリックコメントを反

映して、２００３年１１月に正式発効する予定である。

２．Security Tax!Fee
２００２年８月、上院は各種保安対策の財源確保の一環

として、米国向け船荷!船客に対する新税!課徴金（荷
主賦課金）創設を提案した。これは、２０フィートコン

テナ当たり＄１、車両１台当たり＄３、原油１トン当

たり¢３０等、輸出入貨物の全てから例外なく課徴金を

徴収するという案であったが、荷主・船社等関係業界

の猛反対にあい、同年１０月には荷主賦課金法案は取り

下げられた。

その後、２００３年９月５日に港湾保安費用に充てるた

めの「コンテナ賦課金」を導入する法案が下院に提出

された。法案によれば、コンテナ賦課金の導入は港湾

管理者等の自由裁量に任され、同賦課金の導入の必要

性を認めた港湾管理者等は自らの判断で賦課金のコン

テナ当たりの料率が設定できるとされた。この賦課金
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が導入されれば、船社としても大きな負担を強いられ

ることから、WSC（世界海運評議会）は同賦課金の導入

に強く反対する旨の書簡を下院運輸・インフラ委員会

委員長などに送付した。結局、同年９月２４日に同法案

は下院の採決にかけられたが、反対多数で否決された。

３．Department of Homeland Security（国土保安省）

２００２年６月、ブッシュ大統領は、国土保安戦略の重

要なステップとして現在複数の機関に分散している国

土保安機能を統合し、「国土保安省」を新設することを

提案した。

これを受け、同月下院では国土保安機能を有する国

防総省、FBI（連邦捜査局）、関税庁、USCG（沿岸警備隊）

等の統合を提案した国土保安省創設法案（HR５００５）を

提案、上下両院の承認を経て、２００２年１１月２５日にブッシ

ュ大統領が同法案に署名し、国土保安省創設法が成立

した。同法は署名から６０日後の２００３年１月２４日に発効、

同日国土保安省が発足した。同省の初代長官には、Ridge

ホワイトハウス付国土保安局長（前ペンシルベニア州

知事）が就任した。同省は、２２の官庁組織を統合し、

１７万人の職員を擁する大官庁となる。組織権限上、沿

岸警備隊（Coast Guard）が直轄の組織とされ、現状の

権限と能力を保証されたことが特徴的である。

２００２年９月３０日までにすべての組織が統合する予定

となっている。

４．Container Security Initiative（CSI）

米国関税庁はコンテナ貨物積出港での安全検査の強

化を目的に、米国向けコンテナ取扱量上位２０港（資料

３―５参照）を主な対象とした CSIを２００２年１月に考

案した。

CSIは、米国と対象港湾を有する国との間で参加合意

文書を交わし、米国が各港湾に派遣する関税庁職員と

現地当局が連携して以下の対策を行うプログラムであ

る。

ａ）危険度の高いコンテナの特定

ｂ）危険度が高いと特定されたコンテナの積出港での

内容物検査

ｃ）迅速にコンテナ検査を行う技術の導入

ｄ）高機能で安全なコンテナの開発と導入

同プログラムには、米国と国境を接するカナダが最

初に参加を決定し、その後２００３年９月までに米国向け

コンテナ取扱量上位２０港を含む２８港が参加を表明して

いる。わが国（東京・名古屋・神戸・横浜港）は２００２年９

月２６日に合意文書に署名した。これら港のうち、１６港

が試行を含め CSIの運用を開始、わが国では横浜港が

２００３年３月２４日から運用（試行）を開始している。CSI

の運用開始後、４人の米国関税庁職員が横浜港に駐在

する一方、わが国の税関職員がロサンゼルス・ロング

ビーチ港に派遣されている。２００３年９月現在、東京・名

古屋・神戸各港における CSI運用開始時期は未定である。

５．Cargo Manifest 情報２４時間前提出に関する米国関

税庁規則

２００２年８月、米国関税庁は CSIの補完を目的として、

船社及びNVOCC（Non Vessel Operating Common Car-

rier：非船舶運航業者）に対し、米国向け貨物及び米国

経由で輸送される貨物の船積み２４時間前までの Cargo

Manifest情報提出を義務付ける規則案を発表した。同

規則案は、コンテナ・自動車・バルク・液体等の全貨

物を対象に、貨物船積み２４時間前までに貨物情報を米

国関税庁に義務付けるもので、違反した場合は、揚荷

許可の延期!差し止め及び罰金（１件につき＄５，０００～
＄１０，０００）を課すことを定めている。

同規則案については、２００２年９月９日までパブリッ

〔資料３―５〕 米国CSI の対象とされている米国向

けコンテナ貨物取扱量世界上位２０港
＊

CSI 順位 港 名
＊

CSI 順位 港 名

○ １ 香 港 ○ １１ アントワープ（ベルギー）

２ 上 海（中国） １２ 名古屋（日本）

○ ３ シンガポール ○ １３ ル・アーブル（仏）

４ 高 雄（台湾） ○ １４ ハンブルク（独）

○ ５ ロッテルダム（蘭） ○ １５ ラ・スペッツィア（伊）

○ ６ 釜 山（韓国） ○ １６ フェリックストゥ（英）

○ ７ ブレーマーハーフェン（独） １７ アルヘシラス（スペイン）

８ 東 京（日本） １８ 神戸（日本）

○ ９ ジェノバ（伊） ○ １９ 横浜（日本）

１０ 塩 田（中国） ２０ ラムチャバン（タイ）

米国向けコンテナ貨物取扱量世界上位２０港以外でCSI

に参加を表明している港
＊

CSI 港 名
＊

CSI 港 名

○ モントリオール（カナダ） タンジュンぺラパス（マレーシア）

○ バンクーバー（カナダ） ポートケラン（マレーシア）

○ ハリファクス（カナダ） コロンボ（スリランカ）

○ イェーテボリ（スウェーデン） ダーバン（南アフリカ）

＊ ２００３年９月末日までにCSI の運用を開始した港
＊＊（ ）内は国名

! 国 際 関 係
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クコメントが募集されていたことから、船主団体では

ICS、WSCが、その他の関係者では、日本機械輸出組

合、日本インターナショナルフレイトフォワーダーズ

協会（JIFFA）がそれぞれ規則案の問題点を指摘するコ

メントを提出した。また、Cotton Clubも規則案導入に

懸念を表明する Demarcheを米国関税庁に提出した。

（船協海運年報２００２P．６６参照）

その後、２００２年１０月３１日に発表された最終規則では、

自動車やブレーク・バルク貨物は事前の包括除外申請

により２４時間前申告を除外されることとされた。また、

情報提出が義務付けられる項目は以下１４項目（規則案

では１５項目）とされた。

１）米国向けに出港した最後の港。

２）Carrier Code（SCAC Code）。

３）航海次数（Voyage Number）。

４）最初の米国寄港地への予定到着日。

５）B!L番号と数量（Master B!Lもしくは House

B!L）。

６）米国行外国運送人が最初に貨物を受け取る港名。

７）貨物の正確な説明（貨物分類に関するHSコードを

荷主から提供されている場合は同コード）と重量。

シールされた貨物（いわゆる FCL貨物）については、

荷主が申告した貨物説明と重量。FAK（Freight All

Kinds）、general Cargo、STC（said to contain）等の

総称的説明は認められない。

８）B!L記載の荷送人名と住所、あるいは ID番号。

９）B!L記載の荷受人名と住所、あるいは所有者の代

表者名と住所、あるいは ID番号。

１０）船舶名、ドキュメントが作成された国、船舶番号。

１１）貨物の積み込みが行われた外国港名。

１２）国際的に認識された危険性物質の表示。（Hazard-

ous Material Indicator）

１３）コンテナ番号（コンテナ貨物の場合）

１４）コンテナシール番号

最終規則は、発表から６０日後の１２月２日に施行、さ

らに６０日間の猶予期間を経て２００３年２月２日に完全施

行された。

この間、２００２年１２月には、当協会の協力のもと、米

国税関庁による同規則の説明会が当協会において開催

され、当協会会員はじめ関係者が参加した。

最終規則は船社・荷主等関係者に追加の負担を強い

ているが、２００３年２月２日の完全施行後、大きな混乱

は生じていない。

６．C-TPAT（Customs-Partnership Against Terror-

ism）

米国輸入貿易過程における保安対策を民間と連携し

て徹底することを目的に、米国関税庁は輸入貿易関係

者（輸入業者、運送業者、仲立業者、倉庫業者、製造

業者）を対象とした Customs!Partnership Against Ter-

rorism（C!TPAT）を２００２年４月に発表した。

C!TPATは、輸入貿易関係者がそれぞれ担当する貿易

過程での保安対策の徹底及び向上に関する協定を米国

関税庁と締結するプログラムで、C!TPAT参加者につい

ては、通関関連手続きが一部軽減される等の優遇措置

が与えられることになっている。（協定内容に違反した

場合は、同優遇措置を取り上げられる）

C!TPATは２００２年４月にまず輸入業者の参加申請受け

付けが始まり、７月中旬からは船社等の運送業者の申

請受付が始まった。但し、本プログラムへの参加はあ

くまで各業者の自由意志とされている。２００３年５月ま

でに C!TPATに参加した企業は３０００社、邦船定航３社

も参加している。

〈C!TPAT参加手続き〉

! 参加希望業者は、米国税関との協定にサインの

上、２通を税関に提出。

" 協定を提出した業者は「Supply Chain Security

Profile Questionnaire」（業者の保安対策に関する質

問状）の回答を協定提出後、６０日以内に税関に提

出。

# 同 Questionnaire回答内容を関税庁が確認した後、

同関税庁が署名した協定が当該業者に返送され、

手続き終了。

７．２００２年通商法事前申告規則

２００２年８月に成立した通商法は、米国全輸出入貨物

（航空!トラック!鉄道!海上貨物）通関について、
電子データによる事前申告を義務付ける規則の策定を

定めている。

２００３年７月、通商法に基づく事前申告規則案が発表

された。

規則案の概要は以下のとおり。

$海上貨物に加え、航空、鉄道、トラック等全ての輸
送モードが事前申告の対象。輸送モード毎の事前申

告のタイムフレームは資料３―６のとおり。

$輸入に加え、米国からの輸出も対象となった。
$AMSによる電子申告の義務付けが明確にされた（ト

ラックを除く）。

! 国 際 関 係
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#マニフェスト情報について、既に公開対象となって
いる部分を除いて、企業情報の秘密性は保護される。

#同規則に基づいて事前申告された情報は、貨物の安
全確保と不正貿易防止のためにのみ利用され、通常

の通関目的では利用されない。

規則は官報に最終規則が発表されてから９０日後に施

行されるとされているが、２００３年１０月現在、最終規則

は発表されていない。

８．バイオテロ法

バイオテロ法（Public Health Security and Bioterror-

ism Preparedness and Response Act of２００２；「公衆の

健康安全保障ならびにバイオテロへの準備および対策

法」）は、米国の食品供給に対するテロリストからの脅

威または攻撃から国民を守ることを目的として２００２年

６月に成立した。

２００３年１０月１０日、食品医薬品局（FDA : Food and Drug

Administration）は、同法施行のための２つの暫定最終規

則（Interim Final Rule）を発表した。いずれも２００３年１２

月１２日施行とされているが、施行後、一定の経過期間

が設けられると見られている。これら規則で対象とな

る食品は、人・動物の食用に米国に輸入される食品類

・薬品類である。ただし、農務省（USDA）の専轄であ

る食肉類、家禽類、卵類は除外される。また、個人的

に消費される食品は対象外とされている。

! 関連施設の登録に関する規則

米国向け食品を生産!処理、包装または保管す
る国内外の施設を１２月１２日までに FDAに登録する

ことが義務付けられている。「保管する施設」には、

コンテナヤードや CFSも含まれる可能性がある。

" 米国向け食品輸出に関する事前通告に関する規

則

米国に飲食料品が輸入される時は、輸送手段に

よって、米国に到着する５日前から２～８時間前

までの間に、個々の荷物の詳細について FDAに通

知しなければならない。海上輸送の場合は、米国

到着８時間前までに通知する必要がある。事前通

告の主体となるのは米国側輸入業者などと考えら

れるが、規則上は、情報を持っているものであれ

ば誰でも通告できるとされており、輸送業者もそ

の対象となる余地が残されている。

上記!・"に違反した場合や事前通告の内容に不備
!誤りがあった場合は、輸入港で当該貨物が差し止め
られ、場合によっては併せて罰金が徴収される。

邦船社は、WSC（世界海運評議会）などを通じ規則

運用の詳細を確認するとともに、各国船社の動向をみ

ながら対応することとしている。

上記のような米国の動きや関係国際機関の海事保安

対策の検討に対し、当協会は、関係委員会・幹事会が連

携して検討の進捗状況を把握するとともに、２００２年９

月に取りまとめた本件に関する基本的な考え方資料３

―７に基づき、必要に応じ当協会の意見反映を図った。

当協会としては、引き続き各方面の動向を注視し、

海運業界の意見が適切に反映されるよう図っていくこ

ととしている。

〔資料３―７〕

２００２年９月１３日

日本船主協会

海事保安問題について

#米国 CSIを始めとする各種海事セキュリティ強化策につ

いては、海運業界としても可能な限り協力する必要があ

ると考えているが、対策の検討・実施にあたっては次の

点に充分配慮すべきである。

! 円滑かつ効率的な物流の促進に寄与するものである

〔資料３―６〕 通商法規則案による事前申告のタイ

ムフレーム

輸送モード 輸 入 輸 出

船 舶
（Vessel）

#現行２４時間ルールと殆
ど変更なし

#AMS＊による申請

#出港の２４時間前申告
#輸出管理規制該当品で
国務省または商務省か
ら許可を受けた貨物に
ついては７２時間前申告
：下記６．参照

#AES＊＊による申告

鉄 道
（Rail Road）

#米国国境到着の２時間
前申告

#Rail AMS＊による申告

#カナダ・メキシコ行き
列車に機関車（Loco-
motive）が接続される
４時間前申告

#AES＊＊による申告

航 空
（Air Carriers）

#赤道以北の米州国から
の輸出については、離
陸時点（at Wheels
up）で申告

#それ以外の航空貨物は、
米国到着の４時間前申
告

#Air AMS＊による申告

#出発の２時間前申告
#AES＊＊による申告

自動車
（Motor Carriers）

#米国到着の３０分～１時
間前申告

＊下記４．!参照

#国境地点へ到着する１
時間前申告

#AES＊＊による申告

＊ AMS（Automated Manifest System）
＊＊AES（Automated Export System）

" 国 際 関 係
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３・３・４ その他諸国・地域の対応

１．EU

２００３年７月、欧州委員会は、税関規則改正案につい

てのワーキングペーパーを発表した。同改正案には貨

物情報の電子的事前申告制度が含まれているが米国の

制度と異なる点がある。米国の規則との主要な相違点

としては、以下が挙げられる。

!コンテナ貨物に限らず全ての輸出入貨物を対象にし
ている点

（米国の２４時間規則の対象は外国から米国への輸出に

係るコンテナ貨物のみ）

!事前申告の期限を通関手続きの２４時間前としている
点（米国規則は貨物の船積み２４時間前）

上記相違点は船社等関係者に過度の負担を強いるも

のとなり混乱を招くこととなるため、ECSA（欧州共同

体船主協会）は、米国等の制度との整合性が図られる

よう求めていくこととしている。

なお、規則!施行細則最終化手続きおよび customs

側の情報受け入れ体制整備に要する時間などから、規

則の実施は早くとも２００５年以降になると見られている。

２．カナダ

２００３年４月、カナダ関税・歳入庁（Canada Customs

and Revenue Agency : CCRA）は、海上貨物情報の事前

申告制度を２００４年４月から導入すると発表した。同制

度は、米国が既に導入している２４時間前申告制度と類

似のもので、貨物の種類によって以下のタイムフレー

ムとなっている。

!コンテナ貨物：外国港での船積みの２４時間前
!バ ル ク 貨 物：カナダ到着の２４時間前

!上記以外の貨物：外国港での船積みの２４時間前（但
し、CCRAの許可があればカナダ到

着の２４時間前）

３・４ 外航船社間協定に対する独禁法適用除外制度
外航定期船社によって結成されている運賃同盟や協

議協定などについては、日米欧をはじめ各国で独占禁

止法の適用除外がかねてより認められており、一定の

条件下での協定の締結と活動が行われてきた。

同制度を巡る近年の動きを見ると、公正な競争環境

を確保するなどの観点から、各国で関連国内法の見直

しが適時行われているが、基本的には同制度の必要性

と存続が認められる形で推移している。

当協会は、独禁法適用除外制度の下で認められてい

る外航船社間協定の活動は、良質な定期船サービスを

提供し、安定した運賃を維持していく上で通商、貿易

そのものに不可欠であり、同制度は海運・貿易両業界

（Trade Industry）全体にとって必要であるとの基本的

考え方に基づき、同制度の存続に向け対応している。

最近の主な動向は以下の通りである。

３・４・１ EU

欧州連合（EU）における、競争に関する基本的ルー

ル（基本実体法）は EC条約（ローマ条約）第８１条、８２

条に規定されており、関係する事業者等を直接規律し

ている。８１条は事業者!事業者団体による競争制限的
な協定、協調行為等を禁止し、８２条は市場支配的地位

の濫用を禁止している。また、欧州委員会と加盟国の

権限や罰金額等前記２条に関する施行手続は欧州理事

会規則 No．１!２００３（以降「１!２００３」と略）で定めら
れている。

外航船社間協定に関しては、８１条、８２条に関する細

則（欧州理事会規則 No．４０５６!８６、別名同盟規則、以
降「４０５６!８６」と略）が制定されており、これにより海運
同盟に対する競争法の一括適用除外が認められている。

また、定期船社が配船の合理化を図り高品質のサービ

こと。

! 海運業界のみに追加のコスト負担を課すものでない

こと。

!これら対策には国際的整合性が重要であり、その運用に

国毎の差異のないよう、国際機関や各国間における連携

と情報の共有を徹底し、世界共通の制度として確立され

ることが必要である。そのためには、政府間による各種

協議の内容が積極的に公開され、議論の透明性が確保さ

れる必要がある。

!今後、対策の実現性や実効性などをはじめ様々な問題が

発生するものと予想されるので、対策の検討・実施に際

しては、海運業界など民間関係者との協議が随時開催さ

れ、民間の意見を的確に反映する仕組みが必要である。

以 上
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スを提供する目的で、船腹の共有および船隊の共同運

航、ターミナルの共同使用など比較的緩やかな提携を

行うコンソーシアムに対しても、市場占有率に応じた

条件はあるものの、同じく細則（欧州委員会規則No．８２３

!２０００、別名コンソーシアム規則、以降「８２３!２０００」
と略）により、包括適用除外が認められている。

１．EU競争法施行手続の改正について

EC条約８１条、８２条に関し、協定の審査権限、罰金等

を定める施行手続は１９６２年に制定された欧州理事会規

則 No．１７（以降「１７!６２」と略）に定められていたが、
約４０年ぶりに見直しが行われ、２００３年１月、新規則（１

!２００３）が公布された。概要は以下の通り。
! 見直しの目的

EUの加盟国は２００４年５月１日に現在の１５ヶ国から

２５カ国に大幅に拡大する。これを機に、EU競争法に

関する届出等の手続きを簡略化するとともに、欧州

委員会の権限の一部を加盟国に移管することにより、

欧州委員会競争総局の人員の有効利用をはかり、併

せて事業者の負担を軽減する。

" 見直しまでの経緯

１９９９．４．２８ 欧州委は EU競争法（EC条約８１、８２

条）の適用と履行の近代化（即ち１７

!６２改訂）に関するWhite Paper発表、

関係者からのコメント受付開始

１９９９．９．３０ 上記コメント締切。全加盟国および

ECSA（欧州船協）をはじめとする１００

以上の関係団体からコメントあり

２０００．９．２７ 上記を踏まえ、欧州委は１７!６２改正を
閣僚理事会および欧州議会に提案

２００１．９．６ 欧州議会が意見案採択。原則的に改

正に賛成

２００２．１１．２６ 閣僚理事会（競争法）が欧州委提案を

原則認める決定を採択

２００２．１２．１６ 閣僚理事会が改正案を最終承認

２００３．１．４ 新規則（１!２００３）公布
# 施行日

２００４年５月１日（中東欧１０ヶ国の EU新規加盟と同

日）

$ 規則の骨子

! 事前届出制度の廃止

１７!６２のもと、EC条約８１条１項に定める競争制

限的な協定が、EU競争法の適用除外（EC条約８１

条３項に規定）を受けるためには、事業者は欧州

委員会に対し、協定ごとに事前の適用除外申請を

行う必要があった。（事業者は申請提出後は、欧州

委員会が協定を違法と判断しない限り、EU競争法

からの個別適用除外を得られる。

また、申請提出から欧州委が協定を違法と判断

するまでの間は、いかなる協定も EU競争法違反と

して罰金を課徴されない。）しかし、新規則では、

事前の届出は一切不要となり、EC条約８１条３項に

該当するか否かの判断は事業者に任されることと

なる。事業者にとっては、届出に伴う事務作業と

費用負担が解消される一方、協定締結後、常に当

局から当該協定が違法との指摘を受ける（その後、

場合によっては罰金課徴）可能性が生じることか

ら、新規則は協定の法的安定性を損なうとの批判

がある。一方、欧州委員会にとっては、これまで

の協定審査にかかる膨大な事務から解放され、よ

り違法性の重いカルテル事件等に人員を集中でき

るというメリットがある。

" 協定審査権限の欧州委員会から加盟国当局への

移管

これまでの事前届出制度下では、協定の審査・

罰金課徴等は欧州委員会競争総局が単独の権限を

保持していたが、新規則ではこれらの権限は欧州

委員会とともに加盟国の競争当局および裁判所が

持つことになる。具体的には、個別協定を巡る審

査は主に加盟国当局が行い、欧州委員会はこれを

監督することになる。EU域内での競争法の画一的

運用を担保するために、欧州競争ネットワーク

（ECN）が設置され、欧州委員会と加盟国当局間の

一層の情報交換と協力を図ると同時に、ECNが事

案毎の管轄を決定する。

これに関しては、同一の協定に関して複数当局

の審査を受ける事態や、事業者側が自己に有利な

判断を下すことが期待される当局に事案審査を持

ち込む（フォーラムショッピング）ことを懸念す

る意見がある。

% 海運界への影響

! 定期船部門

前述の通り、外航船社間協定に関しては、EU

競争法の細則（４０５６!８６）が制定されており、４０５６
!８６に則った協定は EC条約８１条、８２条から一括適

用除外となっている。また、審査や罰金の詳細等

の施行手続もあわせて４０５６!８６に規定されていた。
（１７!６２は、理事会規則 No．１４１!６２（１９６２年制定）

! 国 際 関 係
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～２００４．４．３０ ２００４．５．１～

基本実体法 EC条約８１条・８２条 EC条約８１条・８２条

実体法細則 理事会規則No．４０５６!８６ 理事会規則No．４０５６!８６

施行手続法 理事会規則No．４０５６!８６ 理事会規則No．１!２００３

基本実体法 EC条約８１条・８２条

実体法細則 な し

施行手続法 な し

により運輸業へは適用されなかった。）

今回の改正により、１４１!６２は廃止され、定期船
部門に関する競争法手続きに関しては、他分野と

同様に１!２００３が適用されることとなり、４０５６!８６
のうち手続関係の条文（第１０条～第２５条など）は

削除された。

船社間協定は、関係者が欧州各国に存在するこ

とから、特に審査権限の加盟国当局への移管によ

る影響が懸念される。このため、当協会は施行に

伴う混乱が生じないよう、ECSA（欧州船主協会）、

ICS等を通じた更なる情報入手に努めることとして

いる。

定期船にかかる EU競争法体系を取りまとめると、

以下の通り

" 不定期船部門

１!２００３第３２条で外航不定期船サービスには同
規則を適用しないと規定されているものの、１７!
６２の施行以来、不定期船部門に関する EU競争法の

手続法は制定されていない。

よって、不定期船部門に関しては、審査を行う

当局や調査方法、罰金課徴等を定めた規定が存在

せず、同部門に対する EU競争法の適用根拠は長期

にわたり不明確である。

現状を取りまとめると、以下の通り。

（不定期船分野に関しては、実体法の細則および

手続法が存在しない以上欧州委員会!加盟国の双
方とも公式調査!罰金課徴は不可能、との説や、
EC条約８４条（理事会が８１条・８２条に定める原則適

用のため必要な規則・指令を制定するまでの間、

加盟国に対し必要な決定を行う権限を付与する規

定。元来は EC条約発効から上述の１７!６２発効まで
の経過規定と解されている）に基づき加盟国が権

限を持つ、との説もある）

２．欧州理事会規則No．４０５６!８６（同盟規則）見直し
問題

２００３年３月２７日、欧州委員会は、４０５６!８６の見直し作

業を開始し、関係者に対する２１項目の質問を含む Con-

sultation Paper（質問内容は、資料３―８参照）を発表

した。

欧州委は、４０５６!８６は運賃協定をはじめとする同盟
の行為が、運賃の安定とそれを通じた信頼性の高い定

航サービス提供により荷主の利益につながるとの前提

で制定されたものの、制定（１９８６年）以来１５年以上が

経過した現在においても同盟の行為がこの前提に合致

しているか否かを調査するとしている。

! 見直しの要因（欧州委員会発表による）

! EU競争法（EC条約８１条!８２条）の例外を定め
る包括適用除外制度に関しては、定期的な見直し

を行うのが欧州委の慣例であるが、４０５６!８６には
見直し条項が存在しないため、制定以来１５年以上

見直しを実施しておらず、これは異例である。

" コンソーシアムの一般化と個別サービスコント

ラクト普及による市場条件の変化があり、運賃協

定の存在意義が低下した。

（注：コンソーシアム規則（８２３!２０００）について
は、今回の見直しの対象外）

# EUの主要貿易先である米国において、１９９９年の

OSRA（外航海運改革法）施行により海運に対する

競争規則を定める法令が改正されたほか、カナダ、

オーストラリア、日本においても海運競争法が最

近見直された。

$ OECD海運委員会（MTC）が運賃協定等に関す

る独禁法適用除外制度を原則廃止すべきであると

の内容を含むレポートを２００２年４月に発表した。

（船協海運年報２００２参照）

% EU競争法の施行手続法に関しては、見直し作業

が完了し、２００４年５月１日施行予定である。（３．

４．１、１．参照）新手続法は海運分野（不定期船

と国内海上輸送を除く）にも適用されるため、こ

れに対応して、実体法である４０５６!８６も近代化・
簡略化される必要がある。

" 見直しプロセス

見直し開始は４０５６!８６改廃を前提としたものでは
ないとしているものの、最終的に４０５６!８６を改訂す
ることとなった場合、以下の３段階に分けて行われ

ることがこれまでに明らかにされている。

第１段階〈現在〉

：Consultation Paper発行!関係者意見聴取
第２段階〈２００４年内予定〉

! 国 際 関 係
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：Green or White Paper発行!関係者意見聴取
（Green Paper : Discussion Paper、White Paper：

法令改正提案を含む Paper）

第３段階〈２００５年予定〉

：閣僚理事会!欧州議会への改訂提案

# 当協会の対応

当協会は、日米を含め国際的に広く認められてい

る船社間協定に対する独禁法適用除外制度は、海運

業界のみならず荷主を含む貿易業界全体にとって欠

くことのできないものと考えており、これまでも

OECD MTCなどの場で繰り返し主張を行ってきた。

今回の Consultation Paperに関しては、欧州発着主

要航路の輸送量や同盟シェアの現状等同盟!船社ベ
ースの回答を想定した項目を多く含むことから、当

協会は、個別質問への回答に代えて、現行制度維持

に向けた原則的立場を表明するコメントを作成し、

０３年６月２日、欧州委員会に提出した〔資料３―９〕。

$ その他関係者の対応

Consultation Paperに対する関係者のコメントにつ

いては、欧州委員会Websiteで公表されることとな

っているが、０３年７月時点ではまだ掲載されていな

い。現時点でコメントを提出したと思われる関係者

は以下の通り（＊は、欧州委員会非公式資料からの

推定であり、未確認）。

〈政 府〉

英 国（Foreign & Commonwealth Office）＊

ド イ ツ（The German Federal Cartel Office ; Bun-

deskartellamt）＊

ベ ル ギ ー（The Federal Public Service Foreign Af-

fairs, Foreign Trade and Development

Cooperation）＊

スウェーデン（Ministry of Industry, Employment and

Communication）＊

キ プ ロ ス（Commission for the Protection of Com-

petition）＊

〈船主・船社団体〉

ICS：５月２８日付提出

ECSA（欧州船主協会）：６月１３日付提出

ELAA（European Liner Affairs Association）

：６月１８日付提出

〈船主協会〉

日 本 船 協（JSA）：６月２日付提出（前述）

ドイツ船協（VDR）：６月１３日付提出

フランス船協（AdF）：６月に提出

オーストラリア船協（Shipping Australia Limited）＊

〈荷 主〉

欧州荷主協会（ESC）

% 今後の動き

欧州委員会は関係者からのコメントを踏まえ、２００３

年秋にもGreen PaperとWhite Paperの何れを発行す

るかを決定し、２００４年内に Green or White Paper

が発行される。Green Paperが発行される場合、発行

に先立ち関係者の公開ヒアリングが開催されるもの

と見られている。当協会は今後も制度維持の立場か

〔資料３―８〕

欧州委員会Consultation Paper 質問項目

! 対象を EU国間カボタージュに拡大する必要はあるか？

" 対象を不定期船サービスに拡大する必要はあるか？

# 過去１０年間、EU発着トレードの運賃は安定していたか？

$ いかなる要因が上述の安定性!不安定性に寄与したの

か？

% 同盟はこれまで安定性に寄与してきたか？ その場合、

いかなる形で寄与してきたか？

& 現在、同盟は安定性に寄与しているのか？ また、今

後も寄与すると思われるか？

' 同盟が安定性に寄与しているとすれば、その安定性は

利用者に対しどの程度実質的な利益をもたらしているか？

( 同盟による運賃設定は信頼性ある定期サービスの維持

のために必要な前提か？

) 同盟は荷主の要求に沿った充分なサービス供給にどの

程度まで寄与しているか？

* 同盟は効果的な定期サービス供給にどの程度まで寄与

しているか？

+ 同盟が利益をもたらしているとすれば、運送利用者は

同盟による運賃設定その他の活動からどの程度公平な利

益分配を得ているか？それら利益は同盟制度がもたらす

マイナス効果を上回る（outweigh）ものであるか？

, 品目横断的な運賃設定や供給制限等の競争制限行為が、

運賃の安定と信頼し得る充分に効果的な定期サービスの

実現に不可欠であるか？これら事項は、より競争制限的

! 国 際 関 係
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でない他の方法では達成できないか？

! 同盟に対する包括適用除外は、コンソーシアムに対す

る包括適用除外にいかなる価値を追加するものか？

" 北大西洋航路、欧州－極東航路、欧州－豪州!NZ航路

における（ａ）同盟、（ｂ）コンソーシアム!アライアン

ス、（ｃ）その他盟外船社別の２００１年コンテナ貨物（TEU）

輸送量!シェアは？

# 個別 SC（同盟タリフ以外）により輸送される２００１年上

記３航路の同盟貨物シェアは？

$ 主要欧州航路で、同盟は現在どの程度競争に直面して

いるか？

% 定航市場への新規参入に際し、いかなる障害があるか？

（特定の航路に関して例示せよ）

& 過剰船腹の維持は新規参入阻止の目的若しくは効果を

有するか？

' 同盟船社の個別 SC締結の自由により発生する同盟内部

での競争は、同盟内での意見交換によりどの程度、また

どのように減少したか？

( （これまで４０５６!８６下で包括適用除外されていた）技術

協定（注：例えば FETTCSA）に関連した条項（第２条）の

維持についての賛否の意見にはどのようなものがあるか？

) ４０５６!８６と他国法令の抵触に関する条項はこれまで適

用された例がないが、同条項は削除すべきか？

以 上

〔資料３―９〕

２００３年６月２日

欧州委員会に提出

欧州理事会規則４０５６!８６の見直しに関する日本船主協会コメント

ローマ条約（EEC設立条約）８１・８２条の海運分野への適

用を定める欧州理事会規則４０５６!８６の見直しに関する Con-

sultation Paper（２００３年３月２７日発表）に関し、日本船主協

会は以下コメントを提出する。当協会は日本国籍を有する

１０３の海運会社を会員とする全国的な海運事業者団体である。

１）当協会は、当協会が所属する国際海運会議所（ICS）が

提出したコメントを全面的に支持するとともに、当協会

会員のわが国定期船会社３社が加盟する European Liner

Affairs Association（ELAA）の詳細コメントを全面的に支

持する。よって当協会は、Consultation Paperで提起され

た各質問への回答に代え、外航船社間協定に対する現行

の独禁法適用除外制度（以下、「除外制度」）に関する原

則的な立場を表明することとしたい。

２）除外制度に関する当協会の基本スタンスは概要以下の

通りである。

現在の効果的・革新的な定期船事業とそのインフラは、

除外制度の下で確立されており、同盟船社は、除外制度

により、信頼性ある定期船サービスを提供する上での大

幅なコスト削減と、サービス品質と効率性の改善を行う

ことができている。このため除外制度は、海運業のみな

らず、高品質な定期船サービスを享受する荷主を含む貿

易業界全体にとっても有益である。除外制度の廃止は、

船社間の破滅的競争を引き起こし、定航市場の寡占状態

を招来するだろう。そうなれば、サービスの選択肢減少

や効率性と品質の低下等、貿易業界全体にとってマイナ

スの結果をもたらすことになる。従って、当協会は EU

に対し、運賃とサービスに影響する諸問題の他、欧州発

着の国際トレードの安定化、世界の経済動向、コンテナ

海運市場の需給状況など幅広い問題につき、船社が共同

で対応する能力を低下させるいかなる処置も講じないこ

とを強く求めるものである。

３）定期船海運に関する現行の EU法制は極めてうまく機能

している。欧州発着の定期船トレードにおいて、船社は

効率的かつ効果的にその責務を果たしており、１９９０年代

後半の広範な見直し作業の結果として除外制度が維持さ

れている日米等の主要貿易相手国との法制上の衝突もな

く、市場は高い競争状態にある。

４）当協会は、除外制度の下、船社が合法的な船社間協定

を締結する特権を与えられていることを認識し、荷主業

界および政府から十分な理解を得るため、定期船同盟!
協定を運営する上で最大限の透明性を確保することが重

要と考える。この点において、日本では船社間協定と日

本荷主協会との間の協議メカニズムが十分に確立されて

いることに欧州委員会の注意を喚起したい。この長年に

亘る民間自己規制制度は極めて有効に機能しており、除

外制度の下での荷主・船社双方の利益の適切なバランス

実現に貢献している。

５）従って当協会は、EU発着トレード全般と、とりわけ日

!EUトレードにおいて、船社間協定の活動に関する更な

る政府規制を導入することが必要とは全く考えておらず、

理事会規則４０５６!８６によって構築されている EUの現行法

制の維持をここに求めるところである。もちろん当協会

は、この重要な問題に関し、欧州委員会と意見交換する

あらゆる機会を心から歓迎するものである。
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ら我が国政府ならびに ICS、ECSA、ELAAなど関係

団体と連携して対応することとしている。

３．同盟活動に関するガイドライン（TACAⅡ承認）問

題

１９９４年に欧州委員会に届出が行われた TACA（大西洋

同盟協定、邦船社では日本郵船がメンバー）は、協定

が内陸運賃設定条項を含むことから、欧州委員会より

EU競争法違反（EU内陸輸送規則違反）として罰金免

責（協定届出～審査終了までの間は罰金を課徴しない

制度）が取り消され、１９９８年、総額２．７３億 ECUの罰金

が課された。（３・４・１ ４．!）参照。また、罰金免
責取消しの可否を巡る裁判については、「船協海運年報

２００２」参照）

この一方で、船社側は１９９９年１月、TACAから内陸運

賃設定条項を外した改訂版 TACA協定（TACAⅡ）を欧

州委員会に届け出た。これに対しては、２００１年１１月、

欧州委員会より承認案が公表され、関係者からの意見

聴取が行われた上、２００２年１１月、最終的な承認がなさ

れた。意見聴取期間中は、ESC（欧州荷主協会）より非

公開サービスコントラクト（Confidential Service Con-

tract）の運賃等のデータが TACA内で交換される可能

性について強い懸念が示されたが、欧州委員会は、TACA

が営業にかかわる資料（運賃等）の収集・当局（米国

FMC）への提出を独立した第三者に委託していること

などを理由に、これを退けた。

承認の主な内容は以下３点であるが、欧州委員会は

これが他の欧州発着同盟にもガイドラインとして適用

されることを明らかにしている。

―内陸輸送部分に関しては、同盟として内陸タリフの

設定は行ってはならない。また、マルチモーダル輸

送の一環として、同盟船社が、海上輸送部分は同盟

タリフに従った上で内陸輸送を提供する際は、内陸

部分の運賃が実際のコストを下回ってはならない。

―非公開サービスコントラクトのデータが同盟内外に

漏洩することを防止するため、これに関係する情報

は独立した第３者機関が収集する。

―同盟による船腹調整に関しては、それが運賃上昇、

若しくは人為的ピークシーズンをもたらすものであ

ってはならない。共同船腹調整は、短期的な需要波

動に対処するものに限り認められる。

４．その他船社と競争当局間の要解決事項

独禁法に関係する船社と各国競争当局間での主な要

解決事項は以下の通りであり、当協会は今後も動きを

注視することとしている。

! TACA罰金訴訟問題

３・４・１、３．の通り、TACA（大西洋同盟協定）

に対し、欧州委員会は１９９８年９月１６日、大西洋航路

において支配的地位を濫用したとして総額２．７３億ECU

（当時のレートで約４２０億円）の罰金支払いを命じた。

これに対し、TACA船社は、命令の取り消しを求めて

CFI（欧州初審裁判所）に提訴、現在も審理が続いて

いる。２００３年３月２７～２８日に開催された審理では、

「TACAが盟外船社の Hanjin Shipping（HJ）、Hyun-

dai Merchant Marine（HMM）を有利な条件で同盟に

加入させることにより、大西洋航路における競争を

意図的に阻害した」との欧州委の主張の根拠に関し、

判事から疑問が示された一方、船社側は、巨額罰金

は政治的動機によるものであり、罰金算定方法の説

明も不十分として欧州委員会に反論を行った。

今後の審理日程等は明らかにされていない。

" FEFC自動車部門に対する欧州委員会の調査につい

て

２００３年３月２８日、欧州委員会は、FEFC（欧州同盟、

邦船社では商船三井、日本郵船、川崎汽船がメンバ

ー）の活動のうち、自動車船に関する運賃共同設定

が４０５６!８６で定める競争法包括適用除外には該当し
ないとして、EU競争法に基づく調査を開始した旨発

表した。

欧州委員会の動きを受けて、FEFCは基本協定から

定期船輸送以外に関する部分を直ちに削除するとと

もに、自動車船キャリアとして FEFCに加盟してい

たWallenius Wilhelmsen社は FEFCから脱退する旨

欧州委員会に届出を行った。

２００３年７月現在、欧州委の調査結果等本件に関す

る更なる動きは伝えられていない。

# ケミカルタンカーカルテルに関する米欧当局の調

査について

２００３年２月１９日、米欧の競争当局（米国司法省反

トラスト局、欧州委員会競争総局）が、外航ケミカ

ルタンカー船社数社の米国および欧州の拠点に対し、

同時立ち入り調査を行ったことが報じられた。これ

までに両当局から行われた発表は以下の通りである

（２００３年７月現在）。
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〈EUサイド－欧州委員会〉

２月１９日、欧州委員会は EFTA（欧州自由貿易連合

：EU非加盟のスイス、ノルウェー、アイスランド、

リヒテンシュタインがメンバー）当局と協力して、

外航タンカ－船社数社（船社名は特定されず）の欧

州拠点を立ち入り調査したと発表した。同時に、本

調査はカルテル合意とその他違法行為の有無の確認

を目的とした予備調査であり、船社が実際に違法行

為を行ったことを意味するものではなく、また欧州

委が調査結果に予断を持っているわけでもないこと

が付言された。その後、調査の進展状況・結果に関

する情報は明らかにされていない。

〈米国サイド－米国司法省反トラスト局〉

特にプレスリリースは行っていない。

! 旧 FETTCSA罰金訴訟に対する欧州初審裁判所判決

について

旧 FETTCSA（Far East Trade Tariff Charges and

Surcharges Agreement、１９９１年～１９９４年に活動。邦

船社では商船三井、日本郵船、川崎汽船が加盟）に

おいて、同盟船社と盟外船社が BAF（燃料費調整料

率）、CAF（通貨調整課徴金）、THC（ターミナルハ

ンドリングチャージ）などの算出方法を合意してい

たことが反競争的として、２０００年に欧州委員会が加

盟船社に課徴した総額約６８０万ユーロの罰金に関し、

２００３年３月１９日、欧州初審裁判所は罰金支払命令を

無効とする判決を出した。判決理由としては、欧州

委が１９９４年に FETTCSAにその活動の違法性を指摘

（その直後、FETTCSAは解散）してから罰金支払い

を命じるまでの期間（６年間）が長すぎた点が示さ

れており、船社側の「競争制限的なカルテル行為は

無かった」との主張に関する判断はなされなかった。

その後、０３年６月、欧州委員会は本件が CFIで係

争中の別訴訟（３・４・１、４．!参照）に影響を与
えること懸念し、上級審（欧州裁判所）に控訴する

ことを決定した。

３・４・２ 米 国

１．独禁法適用除外制度廃止法案に関する動き

１９９９年５月に施行された OSRA（Ocean Shipping Re-

form Act：１９９８年改正海事法、正確には１９９８年外航海運

改革法によって修正された１９８４年海事法）においては、

船社と荷主の非公開サービスコントラクト（Confiden-

tial Service Contract）を許容するなど、競争促進的な環

境整備が図られたものの、適用除外制度そのものの意

義を再確認した内容となっている。

しかしながら、１９９９年後半から同制度を見直す動き

が一部に見られ、第１０６議会（１９９９～２０００年）、１０７議会

（２００１～２００２年）に相次いで船社間協定に対する適用除

外をほぼ全面的に廃止する法案（ハイド法案（H.R.３１３８）、

センセンブレナー法案（H.R.１２５３））が提出されたもの

の、何れも会期末までに成立せず、廃案となった（船

協海運年報２００２参照）。

２００３年１月７日に開会した第１０８議会では、これまで

のところ同種の法案は提出されていないが、チームス

ター国際組合（運輸労働者を中心とする全米最大級の

労働組合）などは下院司法委員会などに対し、法案再

提出に向けた働きかけを継続しており、米国司法省や

下院司法委員会センセンブレナー委員長が現行制度に

対して否定的な立場を取り続けていることを考慮すれ

ば、今後も十分な事態の注視が必要である。

２．OSRA改訂を求める動き

OSRA下では、NVOCC（複合運送事業者）には荷主

とのサービスコントラクト締結が認められていない。

２００３年７月、NVOCCグループの一つである NVOCC

政府関係協議会（主軸メンバーはアトランタに本拠を

置く世界最大の宅配便会社の UPSや、大手国際宅配便

・物流会社の DHLなど）は、NVOCCにも船社同様の

非公開サービスコントラクト締結権が与えられるよう、

連邦議会に働きかけを強化する方針を打ち出した。UPS

は、ワシントンのロビー活動に強力な基盤を有してお

り、今後の動きが注目される。

３．TSAに対する FMCの調査について

２００２年５月１０日、米国のフォワーダ団体である

NCBFAA（National Customs Brokers and Forwarders

Association of America, Inc.：全米通関業者・フォワーダ

ーズ協会）および IANVOCC（International Association

of NVOCCS, Inc.：全米NVOCC協会）は、２００２年のサー

ビスコントラクト更改（２００２～０３年に適用）に際し、

TSA（Transpacific Stabilization Agreement：太平洋航路

安定化協定）ならびにメンバー船社から不利益な扱い

を受けたとして、FMCに提訴を行った。

NVO側は提訴状で、TSA加盟船社は、NVOとの契約

前に大手荷主との契約を終了するよう内部合意を行い、

かつ運賃値上げおよびピークシーズン割増運賃の適用
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について、荷主には免除しながらNVOへはこれらを共

謀して課徴したと主張している。

これを受けて、FMCの調査が開始され、その後の経

過は以下の通りである。

２００３年５月３０日には、調査対象が TSAとブリッジン

グ協定（情報交換を目的とした協定）を締結している

Indamex（インド地域から西回り北米向けの同盟）およ

び Indamex航路に独立配船している Evergreenグルー

プ２社（Lloyd Triestinoおよび Hatsu Marine）および

SCI（Shipping Corporation of India）にも拡大されてお

り、今後長期の審判となる可能性も指摘されている。

２００２．５．２０ NCBFAA、IANVOCCがFMCに対し

提訴状提出

２００２．６．２５ FMCにて本件に関する非公式会議開

催、関係者に７月１５日を期限として

関連情報の提出を求める（非公式調

査の開始）

２００２．９．１２ FMC（主管：Brennanコミッショナ

ー）は TSA事務局および加盟船社に

対し、１９８４年海事法１５条に基づき関

係書類の提出を命令（提出期限：１０

月１４日）

２００３．１．１４ FMCは船社、NVOなど関係者から事

情を聴取する為、非公開の公聴会を

開催（～１月１６日）

２００３．４．１１ FMCによる調査結果をまとめた報告

書（Brennanレポート）が取りまとめ

られる。内容等非公開

２００３．５．６ FMCは Brennanレポートを検討する

非公開会議を開催（５月２８日にも開

催）

２００３．５．３０ FMCは、NVO提訴事由に一部根拠が

ある事実が認められたとして、調査

対象を拡大（上述）。海事法１５条に基

づき関係者に新たな情報提供と書類

提出を命令（提出期限：６月３０日）。

これらに基づき、１２月２日までに新

たな報告書が作成される。

３・４・３ OECD

１９９９年以降、OECD（Organisation for Economic Co-

operation and Development：経済協力開発機構）海運

委員会（MTC）は、船社間協定に対する独禁法適用除

外制度について検討を行い、２００２年４月、当協会をは

じめ複数のOECDメンバー政府を含む多くの関係者の

反対にもかかわらず、除外制度を原則廃止すべきとの

最終レポートが発表された。その後、OECDで本件に

関する検討は行われていないが、同レポートを受けて

EUで同盟規則の見直しが開始されるなど各国への影響

は大きい。

３・５ WTO
WTO（World Trade Organization：世界貿易機関）は

１９９５年に設立され、本部をジュネーブに置き、モノや

サービスの貿易の自由化を図る多国間協定を実施する

ための国際機関である。

WTOが管轄している協定には、関税の引下げなどに

よってモノ（物品）の自由貿易を促進するための GATT

（関税及び貿易に関する一般協定）やサービス産業に

おける自由化を促進するための GATS（サービス貿易に

関する一般協定）などが含まれており、海運は GATS

適用を目指す業種の一つとして自由化交渉が進められ

てきた。

しかしながら海運は１９９５年までのウルグアイラウン

ドや、その後１９９６年まで続けられた継続交渉（NGMTS）

にもかかわらず、サービス産業の中で唯一自由化に関

する合意が成立しておらず、GATSの対象外業種となっ

ている。

外航海運業はかねてより海運自由の原則の下で自由

化が進展している分野ではあるが、一層の自由化が望

まれる国々も依然として存在している。外航海運が世

界貿易の持続的発展を支援していく上でも、最恵国待

遇や内国民待遇などの GATS諸原則が早期に外航海運

分野に適用され、公正な市場開放が多角的枠組みの下

で保証されていくことが重要である。

１．WTO第３回閣僚会合後の動き

１９９９年１１月に米国シアトルで行われた第３回WTO

閣僚会合では、アンチダンピング等の問題で各国の意

見が対立し、新多角的通商交渉（新ラウンド）は立ち

上がらなかった。（「船協海運年報２０００」参照）

しかしながら、海運を含むサービスと農業について
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は、ウルグアイラウンド終結時の決定事項に基づき、

２０００年１月からサービス貿易理事会（以降サ貿理）特

別会合で自由化交渉が開始され、暫定作業計画に基づ

いて各国から分野別交渉提案が行われた後、２００１年３

月には各国提案を元に「交渉ガイドライン」が合意さ

れた。

一方、日本、EC等海運交渉に関心のある国!地域は、
サ貿理特別会合での交渉開始を受けて海運関心国非公

式会合（いわゆる“海運フレンズ会合”）を２０００年７月

に結成し、早期に海運交渉を本格化すべく、同特別会

合に海運交渉に関する共同声明を提出するなど各国に

対する働きかけを行った。

その後、サ貿理特別会合では、２００１年１１月に開催さ

れる第４回閣僚会合後の本格交渉開始を視野に入れ、

各国の分野別交渉提案の論点整理を行った。（「船協海

運年報２００１」参照）

２．WTO第４回閣僚会合後の動き

WTOの閣僚会合は隔年で行われることになっている

ことから、WTOは新ラウンド立ち上げを目指し、２００１

年１１月９日から１４日までカタールのドーハで第４回閣

僚会合を開催した。

! 中国、台湾の加盟

中国が、WTOの前身である関税貿易一般協定

（GATT）に加盟を申請したのは１９８６年である。GATT

がWTOとして発足した１９９５年に中国はオブザーバー

資格を得たものの、正式加盟には至らず、同年に改

めてWTO加盟を申請した。その後、中国は加盟に向

け、WTO加盟各国と二国間交渉を行い、２００１年９月

に漸く加盟関係文書が採択された。

実質的な加盟交渉が全て終了していることにより、

第４回閣僚会合では１１月１０日に加盟が正式承認され、

中国は１５年をかけて自由貿易体制への参加を実現し

た。

また、１９９０年に加盟申請していた台湾も１１月１１日に

加盟が正式承認された。台湾の実質的な加盟手続き

は１９９９年までに終了していたが、１９９２年のWTO理事

会にて中国の加盟を台湾より前に採択する旨が合意

されていたため、台湾加盟は中国の加盟まで待たさ

れる形となっていた。

＊中国は加盟承認直後に、加盟受諾文書をWTO事務局に寄託
したため、WTOルールに基づき文書提出から３０日後の２００１
年１２月１１日に加盟が発効した。

また、台湾は１２月２日に加盟受諾文書を寄託したため、

２００２年１月１日に加盟が発効した。

" 新ラウンドの立ち上げ

米国同時多発テロによって強まった世界景気減速

への危機感を背景に開催されたドーハ閣僚会合では、

新ラウンド立ち上げが決裂した第３回閣僚会合の反

省に立ち、WTO体制の恩恵が乏しいとする途上国に

配慮して議論が進められ、新ラウンドの立ち上げを

うたった閣僚宣言が採択された。

閣僚宣言では、新ラウンドの期限を２００４年末まで

としており、加盟１４４カ国!地域は今後約３年間の交
渉で鉱工業品の関税引き下げや農業自由化などを含

め、新たな通商ルールを作ることになった。

これにより２００１年１月から交渉が開始されている

サービス分野についても、新ラウンドの枠内で交渉

が行われることになり、海運を含むサービス分野に

ついて以下日程が定められた。

!他国に対する１回目の自由化要望（リクエスト）
提出期限：２００２年６月３０日

!同要望に対する１回目の回答（オファー）
提出期限：２００３年３月３１日

ウルグアイラウンド以来７年ぶりとなる新ラウン

ドでは、海運分野への GATS諸原則適用による世界

共通の自由化ルール構築が期待されるところである。

３．WTO第４回閣僚会合後のサービス交渉の動き

新ラウンドの立ち上げに伴い、海運を含むサービス

分野については各国の１回目の自由化要望（リクエス

ト）を２００２年６月３０日までに提出することが定められ

ていたため、わが国政府も海運関係要望事項を含む各

サービス産業横断的な自由化要望を各国に送付した。

（海運分野に関する自由化要望事項は８７カ国に提出）

各国の自由化要望に対する１回目の回答（オファー）

期限は、２００３年３月３１日までとされていたが、２００３年９

月末現在、日本を含め３５カ国がオファーを提出し、そ

のうち２２カ国が海運分野についての何らかのオファー

を行っている。オファー提出を受け、各国は内容確認

などのための二国間協議を進めている。米国は海運分

野についてはリクエストもオファーも提出しておらず、

交渉の進捗状況を見守る姿勢をとっている。

なお、２００３年３月のサ貿理特別会合において、日本

政府が中心となり、５２カ国共同で海運分野の交渉への

各国の積極的な参加を求める共同ステートメントを提

出した。

! 国 際 関 係
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４．WTO第５回閣僚会合

WTOは、２００３年９月１０日から１４日までメキシコのカ

ンクンで第５回閣僚会合を開催した。この閣僚会合は、

２００５年１月１日の交渉妥結に向け、農業分野でのモダ

リティ（注１）確立・非農産品アクセス交渉のモダリティ

合意・シンガポール・イシュー（注２）の交渉立ち上げ合

意などを目指したものだが、先進国・途上国間の対立

の激化により交渉は決裂し、所期の目的を達成できな

かった。

なお、第５回閣僚会合までにWTO加盟国は１４８カ国

・地域となった。

カンクン閣僚会合は、今次ラウンドの交渉期限であ

る２００４年末までの全分野の妥結（一括受諾）に向けた

大きなステップとなるものと期待されていたが、前進

がないまま決裂して終了したことにより、交渉期限内

の妥結を危ぶむ声も出ている。

一方、第５回閣僚会合後、各国・地域において自由貿

易協定（FTA）締結に向けた動きが活発化している。わ

が国も、メキシコ、韓国、アセアン諸国などとの FTA

協定締結に向けた動きが進められており、この動きは

経済界として歓迎すべきものだが、WTOでの合意がな

いまま FTAが主流になれば、ますます各国間の競争条

件の差異が広がる恐れがある、との見方もある。

（注１） モダリティ：関税の引き下げや国内保護の削減などに

ついて、各国に共通して適用される取り決め。

（注２） シンガポール・イシュー：!投資、"競争、#貿易円
滑化、$政府調達透明性の４つの案件（イシュー）を指
す。２００３年１１月現在、いずれも交渉は開始されていない。

１９９６年のシンガポール閣僚会合でこれらイシューのルー

ルについて検討が開始されたのでこう呼ばれる。

５．WTOサービス自由化交渉に対する民間の対応

! 当協会の対応

他国に対するわが国要望事項に当協会意見を反映

すべく、国際幹事会において２０カ国!地域に対する
当協会としての海運関係要望事項を取り纏め、２００１

年１月に国土交通省に提出した。

その後、２００３年３月が期限とされていた各国から

の１回目の回答（オファー）の提出を受け、日本政

府はサ貿理特別会合において各国政府とオファーの

内容について確認のための二国間協議を進めている

が、この円滑な交渉の進展に資するため、当協会は、

国際幹事の意見・要望を踏まえ、必要な情報を国土

交通省に提供している。

今後も、同省や関係機関を通じてサ貿理特別会合

や２国間協議等の情報収集に努めると共に、今次交

渉で GATS諸原則の海運分野への適用が実現し、海

運市場の自由化が促進されるよう意見反映を図るこ

ととしている。

" 日本経団連の活動

! 「WTOカンクン閣僚会議に向けた緊急提言」

日本経団連はわが国産業界の意見を集約した提

言を取り纏めており、２００３年７月には第５回閣僚

会合（於メキシコ・カンクン）に向け、「WTOカン

クン閣僚会議に向けた緊急提言」を取り纏めた。

同緊急提言では、新ラウンド交渉の成功が世界経

済の発展に不可欠との認識のもと、危機的状況に

ある新ラウンド交渉が２００５年１月１日の期限内に

合意されるためには、農業交渉の前進、発展途上

国に関わる問題の解決を図ることが重要であると

している。

" JSNミッション

サービス自由化交渉に日本の産業界の意見を反

映させることを目的に、日本経団連は２０００年以降、

JSN（サービス貿易自由化協議会）のメンバーをジ

ュネーブ等に派遣している。

#）２００２年ミッション（２００２年９月、ジュネーブ、ブ
ラッセル、パリ、ロンドン）

同ミッションは、ジュネーブでサ貿理議長およ

びWTO事務局、わが国はじめ米国、EU、アジア

等各国政府代表部、ブラッセルで欧州委員会関係

者や UNICE（欧州産業連盟）、ESF（欧州サービス

フォーラム）、パリで OECDや ICC（国際商業会議

所）、BIAC（OECD経済産業諮問委員会）、ロンド

ンで CBI（英国産業連盟）などとサービス交渉をめ

ぐり率直な意見交換を行った。

同ミッションにはジュネーブ訪問に当協会園田

裕一国際企画室長も参加し、WTO交渉関係者との

一連の会合の中で、海運交渉問題における当協会

の立場等について説明した。

$）２００３年ミッション（２００３年７月、ブラッセル、ジ
ュネーブ、ワシントン DC）

同ミッションは、２００３年９月のカンクンでの第

５回閣僚会合を目前に控え、上記"!の緊急提言
の実現を関係者に働きかけるとともに、各国・地

域の実務責任者から交渉の進捗状況を聴取し、推

進の方途を探り、欧米経済界との連携を図るため、

ブラッセル、ジュネーブ、ワシントン DCを訪問し

た。同ミッションには当協会石川尚国際企画室課
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長も参加し、各国!地域政府・団体のWTO交渉関

係者等との一連の会合の中で、海運交渉問題にお

ける当協会の立場等について説明した。

! 国際海運団体の活動

各国の船主協会で構成する ICS（国際海運会議所）

でもWTO問題を取り上げており、海運業界としての

意見を OECDの会合等に反映している。

３・６ アジア船主フォーラム

３・６・１ アジア船主フォーラム総会

第１２回アジア船主フォーラム（ASF : Asian Shipown-

ers’ Forum）総会が、２００３年８月２６日に香港船主協会の

主催により香港で開催された。アジア７ヶ国!地域の
１２船協（豪州、中国、台湾、香港、日本、韓国、アセ

アン（インドネシア、マレーシア、フィリピン、シン

ガポール、タイ、ベトナム））から９６名の代表が出席し、

当協会からは草刈隆郎会長をはじめ１１名の代表が参加

した（資料３―１０参照）。

ASFは、１９９２年に第１回会合を当協会主催で開催し

て以来、メンバー国!地域の船主協会が北から南の順
で議長を回り持ちしながら毎年開催している。

ASFは、年次総会の他に５つの委員会（シッピング

・エコノミックス・レビュー、シップ・リサイクリン

グ、船員、航行安全および環境、保険法務）が原則と

して毎年の年次総会の間に夫々の中間会合を開催して

いる。

今総会では、事前に各委員会が個別早朝会合を開催

し、その後の本会合で各委員会から主な活動報告が行

われた。

本会合では、アジア船主が直面している諸問題につ

いて率直かつ活発な意見交換が行われた後、共同声明

（資料３―１１参照）が採択された。

共同声明では、世界船腹の４０％以上を支配・運航し、

多くの船員を供給し、大部分の船舶を建造しているア

ジアの船主の声をより一層国際場裡に発信していく必

要があることが確認された。この他主要点として、シ

ングルハル・タンカーのフェーズアウト問題につき、

グローバルスタンダードの設定における IMOの重要性

が再確認された。また、船員の賃金レベルは船員の居

住地の生活水準に見合ったものであるべきで、世界統

一基準を一律に適用すべきでないとのアジア船員雇用

者グループ（ASEG）の見解が留意された。次回第１３回

会合は、２００４年５月２４－２６日に ASEAN船主協会の主催

により、シンガポールで開催されることとなった。

〔資料３―１０〕 第１２回アジア船主フォーラム（ASF）香港総会日本側出席者

氏 名
Name

役 職 名（船 協!会 社）
Title（JSA!Company）

草刈 隆郎
Takao KUSAKARI

日本船主協会会長（日本郵船社長）
President, JSA (President, Nippon Yusen Kabushiki Kaisha)

!長 保英
Yasuhide SAKINAGA

日本船主協会副会長（川崎汽船社長）
Vice President, JSA (President, Kawasaki Kisen Kaisha, Ltd.)

鷲見 嘉一
Yoshikazu SUMI

日本船主協会副会長（新和海運社長）
Vice President, JSA (President, Shinwa Kaiun Kaisha, Ltd.)

神田 康孝
Yasutaka KANDA

日本船主協会副会長（新日本石油タンカー社長）
Vice President, JSA (President, Nippon Oil Tanker Corporation)

佐藤 博之
Hiroyuki SATO

（商船三井副社長）
(Vice President, Mitsui O.S.K. Lines, Ltd.)

石田 忠正
Tadamasa ISHIDA

（日本郵船専務）
(Senior Managing Director, Nippon Yusen Kabushiki Kaisha)

高橋 秀幸
Hideyuki TAKAHASHI

（新日本石油タンカー総務部長）
(General Manager, Administration Dept., Nippon Oil Tanker Corporation)

福島 義章
Yoshiaki FUKUSHIMA

日本船主協会理事長
Director General, JSA

吉田 芳之
Yoshiyuki YOSHIDA

日本船主協会会長秘書（日本郵船経営企画グループ調査役）
Secretary to the President, JSA
(Deputy General Manager, Management Coordination Group, Nippon Yusen Kabushiki Kaisha)

園田 裕一
Yuichi SONODA

日本船主協会企画調整部長兼国際企画室長
General Manager, Planning & Coordination Division and International Policy Chamber, JSA

石川 尚
Takashi ISHIKAWA

日本船主協会国際企画室
Manager, International Policy Chamber, JSA
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〔資料３―１１〕

２００３年８月２６日

第１２回アジア船主フォーラム

共同声明

第１２回アジア船主フォーラム（ASF）は、２００３年８月２５－

２７日、香港において開催された。会合には、豪州、中国、

台湾、香港、日本、韓国、アセアン（アセアン船主協会連

合会：インドネシア、マレーシア、フィリピン、シンガポ

ール、タイ、ベトナムの船主協会により構成）各船主協会

の代表９３名が出席した。

ASFは、安全性や汚染問題に関する海運業界の極めて良

好な実績について議論した。我々の業界は、時に不適切に

考案され、政治的意図を帯びた地域的かつ一方的な規則の

下で事業経営を行わなければならないことが、遺憾ながら

増えている。こうした規則は、その導入の速さ故に、適切

な議論と見込みある解決策の吟味を許容しないため、技術

面または法律面で、本質的にますます未熟なものとなって

きている。出席者は、現在 ASFが任意かつ総意に基づくフ

ォーラムではあるものの、国際的な議論にアジアの効果的

な声を供給するために、海運問題での意見調整をアジア各

国政府に呼びかけるべきであることに合意した。アジアは

今や世界船腹の４０％以上を支配・運航しており、圧倒的多

数の船員を供給し、大部分の船舶を建造しており、海事問

題におけるアジア海運業界の意見により一層の重みが置か

れるべきである。

!航行安全および環境委員会

SNECは、２００２年１２月１２日にマニラで第９回中間会合を開

催した。SNEC委員長である S. S. Teo氏は、様々な未解決事

項に関する最新の進捗状況について報告し、総会は次の通

り同意した。

!シングルハル・タンカーのフェーズアウト

ASFは、国際海運を規制するグローバルスタンダードの

設定における IMOの重要性を再認識した。会合は、IMO

MEPC４９において、シングルハルタンカーのフェーズアウト

前倒しに関し多くのアジアの国々が表明した意見に同意し、

本件に関するMEPC４９での議論の方向性に全体として満足

の意を表明した。ASFは、２００３年１２月のMEPC５０で現実的

かつ実際的な結果を得るための統一意見を表明するため、

全てのメンバーが引き続き相互に協力すべきであることに

合意した。

!海上安全

ASFは、２００２年１２月に開催されたMSC７６における、タンカ

ーおよびバルク・キャリアに対する固定点検設備に関する

決定に対し、失望の意を表明した。ASFは、船舶検査改善の

重要性は認識しつつも、固定点検設備そのものの安全性お

よびメンテナンス上の問題はもちろんのこと、船体構造の

問題もあるため、採択された設備要件の内容に重大な懸念

を表明した。このため ASFは、採択されたこれら規定の実

用性を徹底的に検討するよう IMOに強く求めるものである。

ASFは、援助を求めている船舶に対し必要な助力と施設

を提供する上で沿岸国が適切な計画を立てることを確実な

ものとするため、IMOが避難水域に関する適切な対策を採

っていることを支持する。

!海事保安

海賊および武装強盗事件について継続している傾向は、

アジア船主にとって深刻に懸念される問題である。これら

の犯罪行為は、船舶の安全および保安に対して苛酷な脅威

となっており、直ちに終結されねばならない。ASFは、海

賊が横行する水域のすべての沿岸国に対し、通航船に対す

る海賊の脅威や危険を取り除くため、例えば多数国参加に

よる巡視といったような、より実際的かつ効果的な取組み

を実現するため、さらに緊密に協力するよう強く求めるも

のである。

また ASFは、すべてのアジア船主と港湾当局に対し、船

舶と港湾の保安のための国際コード（ISPSコード）を発効

日前の可能な限り早い時期に履行するよう促すものである。

同時に出席者は、一部のターミナル!港湾で船員に要求さ

れている措置を含め、同コードや追加的または強化された

保安対策によって生じている金銭上の影響に懸念を示した。

!船員委員会

船員委員会は、２００２年１０月２５日に大連で第８回中間会合を

開催し、前日には、ILO活動やその他の重要な海運問題の進

捗状況について最新の情報を得るため、ASF!ISF合同セミ

ナーが開催された。船員委員長の Li Shanmin氏は、いくつ

かの懸案事項の最新の進捗状況について、特に以下報告を

行った。

! 国 際 関 係
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!船員の身分証明書

ASFは、船員の身分証明書条約（改正）（第１８５号条約）に

関する ILOによる迅速な進捗と採択を称賛した。しかし、

ASFは、この新しい証明書を船員の一時上陸や通過を円滑

なものとするための十分な身分証明書として米国が受け入

れるか否かについて重大な疑念があることに留意した。船

員が自動的に犯罪者あるいはテロリストであると見なされ

てはならないこと、そして船員はみな一時上陸の権利を持

つことを認識し、ASFは、ILOの新身分証明書を船員の一時

上陸や通過を目的とした入国を円滑にするものとして受け

入れるようすべての行政機関に対し要求した。

!ILO 海事統合条約

ASFは、大多数の海運国による批准を許容する条約を作

成するため、ILOの官労使３グループの継続的な協力および

歩み寄りを求めた。また ASFは、新条約の作成に当たり、

様々なワーキンググループを通じていくつかの ASFメンバ

ー国が積極的に参加し、新条約に世界の大多数の船員を訓

練し供給する国々の要望や関心が反映されていることを満

足しつつ留意した。ASFは、批准の障害となる事項を確認

し、最終条文が採択される前に問題点を解決できるように

するため、アジア諸国の行政機関が早期に条約草案を見直

すよう奨励した。

!アジア船員の雇用促進

ASFは、アジアでの船員訓練においてアジア船員の供給

と雇用の継続的な促進を大いに促すこととなる、訓練機関

と船主とのさらなる協力を歓迎した。また、ASFは、アジ

ア人上級職員の供給を支援するためには、ASF、AMETIAP

（アジア太平洋地区海事教育・訓練機関連合会議）、および

METs（海事教育訓練機関）による地域的な主導がなされる

べきであるとの船員委員会勧告を支持した。

ASFは、アジア船員雇用者グループ（ASEG）の活動に留

意し、船員の賃金レベルは、その船員の居住国の生活水準

や経済状況に見合ったものであるべきとの同グループの見

解に留意した。これに関連し、ASEGは、船員の賃金に世界

統一基準を一律に適用することは適切ではないとの考えで

ある。さらに会合は、現在の世界経済の状況は、船員賃金

の全般的引き上げを許容するものではないとの同グループ

の考えを留意した。

!保険法務委員会

保険法務委員会は２００２年１１月１２日に香港で中間会合を開催

した。また同日には、中間会合に先立ち、新たに導入され

た International Hull Clauses（国際船舶保険約款）について

話し合うため、Joint Hull Committee（ロイズ保険業者協会

と国際保険業者協会との船舶保険合同委員会）代表団との

フォーラムが開催された。保険法務委員長である George

Chao氏は総会への報告のなかで、ロンドンマーケットとの

新たな、また大幅に改善された関係について言及した。ま

た同委員長は審議継続中の諸問題に関する最新の進捗状況

のうち、特に以下について報告した。

!アテネ条約改定議定書

ASFは、改定議定書の採択に際し IMO加盟国が海運業界

の懸念を考慮しなかったことについて、中間会合に引き続

き再度失望を表明した。これらの懸念にもかかわらず、特

に EU加盟国を含むいくつかの国々では、新議定書の規定を

国内法に取り入れようとしているのは明らかで、そのため

にも新たな責任限度額に対する保険引受を可能とする方法

が見出されなければならない。この点に関し、出席者は P

&Iクラブに対し、どのような解決策が見出されそうなのか、

そしてそれらの解決策が旅客船と関係のない P&Iクラブメ

ンバーにどのような影響を及ぼすのかについて、海運業界

に周知するよう強く求めた。

!海難残骸物除去条約

ASFは、この新条約の進捗状況に留意し、そして貨物の

危険性によって海難残骸物が危険状態を引き起こすと判明

した場合は、荷主の責任分担の条項を条約に含めるべきで

あるとの要求を繰り返した。さらに出席者は、IMOに対し、

P&Iクラブの付保証書が金銭的保証として認められること、

および“テロリズム行為”が船主責任の免責リストに追加

されることを受け入れるよう強く求めた。

!油濁責任および補償制度

ASFは、２００３年５月に開催された追加基金採択のための

外交会議の結果に留意した。出席者はまた、CLC（Civil Li-

ability Convention：油濁民事責任条約＝船主の責任を規定）

と FC（Fund Convention：油濁補償条約＝荷主の補償を規

定）の見直しの可能性について議論するため、２００４年初頭

に国際油濁補償基金作業部会の開催が予定されていること

にも留意した。２００３年１１月に CLCと FCの責任限度額が引

上げられることになっており、この時期に両条約の見直し

を再開することはただ単に油濁被害者の立場を弱めること

にしかならないとして、ASFは加盟国に慎重な対応を取る

よう求めた。
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!シッピング・エコノミックス・レビュー委員会

シッピング・エコノミックス・レビュー委員会（SERC）

は、１１回・１２回・１３回の中間会合を、２００２年８月２７日に香港、

２００２年１１月２６日にソウル、２００３年３月５日にマニラでそれぞ

れ開催した。本委員会の委員長草刈隆郎氏は、ASFへの報

告の中で以下の問題について見解を述べた。

!アジア船主の声

アジア関連トレードが世界貿易のかなりの割合を占める

こと、およびアジア商船隊が世界船腹の相当なシェアに達

していることを認識し、ASFは、国際海運界において主導

的な役割を担うアジア船主の明確な責任を確認した。した

がって、国際海運政策!規制に関するアジア船主の声を発

信する上で、ASFの役割をより強化すべきであることが合

意された。

!海運経済

太平洋トレードのコンテナ貨物の荷動きは引き続き活発

である。コンテナ輸送能力と貨物量に関する種々の公表見

通しによれば、現在の需給状況は少なくとも２００３年と２００４年

は維持され得るものと考えられる。一方、ASFは、長年の

懸案である東航!西航の荷動きインバランスおよびその経

済的悪影響に留意した。

ドライバルク市況については、最近堅調に推移してきて

いることに留意する一方、タンカー市況については、現状

よりも好転して然るべきであることにも留意した。

!その他の事項

海事保安問題については、米国税関による米国向け貨物

マニフェスト情報の船積み２４時間前申告規則が大きな混乱

なく実施されていることに留意した。しかしながら、海事

保安規則に応じての各種対策が、船社側に多量の金銭的・

人的資源が必要であることが指摘され、出席者は、船社が

規則に成功裏に応じるためには関係業界の協力と理解を得

ることが不可欠であることに合意した。

船社間協定等に対する独禁法適用除外制度については、

この制度が海運業界のみならず、高品質・低価格・予定的

かつ信頼できる定期船サービスの恩恵を受ける荷主を含む、

貿易業界全体に欠くことのできないものであることが再確

認された。

!シップ・リサイクリング委員会

シップ・リサイクリング委員会は２００３年３月２５日に上海

で第６回中間会合を開催した。同委員会の Frank F. H. Lu

委員長は種々の課題に関する最新の動向について総会に報

告し、ASFは以下のポジションを再確認した。

!IMOガイドライン案

ASFは、シップ・リサイクルに係る環境と労働安全衛生

問題に関する IMO MEPCでの議論の重要性に留意するとと

もに、IMOによるシップ・リサイクル・ガイドラインに関

する最近の進展を評価した。ASFは、２００３年１１月に IMO

総会で採択される同ガイドラインがシップ・リサイクルに

係る環境と労働安全衛生のリスクを軽減するのに貢献する

期待を表明する一方、近い将来にリサイクル予定船舶が増

加する見込みであることに留意するとともに、そのような

老朽船の円滑な退役を確保する多大な必要性を再認識した。

!シップ・リサイクル業界

ASFは、労働者の安全と健康の保護とも整合し、かつ環

境に責任を持った方法で船舶がリサイクルされることの必

要性を認識した。ASFはまた、寿命に達した船舶の安定し

たリサイクルを進めるためには、関係者と協力し、現在の

世界のシップ・リサイクル能力を増加、あるいは少なくと

も維持することが極めて重要であることを認識した。

!アジアの関係者の協力

ASFは、シップ・リサイクルの現状を着実かつ漸進的に

改善する実行可能かつ合理的な方策を確立するためには、

アジアの船主が、アジアの他の関係者、例えば造船業界、

シップ・リサイクル業界および舶用工業界とのさらなる協

調を求めるべきであることを再認識した。アジアの船主は、

健全で安全かつ環境に優しいシップ・リサイクル業界を助

長するため、国際場裡においてアジアの意見を反映させる

よう自国政府に強く求めるべきである。

!次回会合

FASA（アセアン船主協会連合会）会長Carlos Salinas氏か

ら、第１３回 ASF会合は、２００４年５月２４－２６日にシンガポー

ルで開催されるとの案内があった。

以 上

編集者注：アジア船主フォーラム（ASF）は、アジアの地域!国から
の１２船協（豪州、中国、台湾、香港、日本、韓国、アセ
アン（インドネシア、マレーシア、フィリピン、シンガ
ポール、タイ、ベトナム））から構成されている。ASF
の目的は、アジア船主業界の利益を促進することである。
ASF年次総会の間には、５－Ｓ委員会（シッピング・エ
コノミックス・レビュー、船員、シップ・リサイクリン
グ、航行安全および環境、保険法務）により継続した作
業が遂行されている。ASFの船主および船舶管理者は、
世界商船船腹の約４０％を支配・運航していると推定され
ている。
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３・６・２ 委員会における検討状況

１．シッピング・エコノミックス・レビュー委員会

（SERC）

ASFの５つの“S”委員会の１つである SERC（Ship-

ping Economics Review Committee）は、その中間会合

を以下の通り開催し、当協会国際企画室がそれぞれ同

委員会事務局として活動した。

! 第１１回中間会合（２００２年８月２７日於香港）

同会合は、第１０回中間会合（２００２年２月於シンガ

ポール）に続くもので、委員長である草刈副会長（当

時）をはじめ ASFメンバー船協から６ヵ国!地域の
代表２１名が参加し、当協会からは以下７名が参加し

た。

（SERC委員長）

草刈 隆郎 当協会副会長（日本郵船社長）

$長 保英 当協会会長（川崎汽船社長）

鈴木 邦雄 当協会副会長（商船三井社長）

太田 健夫 当協会常任理事（飯野海運社長）

秋葉 功 川崎汽船専務取締役

佐藤 博之 商船三井専務取締役

石田 忠正 日本郵船専務取締役

会合では、まず各国から経済の現況や見通しとと

もに、特に自国発着主要航路での荷動きの最新状況

につき報告があった。

定期船部門では、現行の海上運賃水準は海運サー

ビス提供に必要な最低限のコストを反映していない

との認識を共有し、全ての CEOが長期的な会社経営

戦略に配慮し、強いリーダーシップで会社を指揮し

ていくことが求められた。また、主要コンテナ船社

は協同して健全かつ活発な市場を達成すべく、主要

航路の適法な船社間協定や協議協定に加入または再

加入することを強く督促された。

海事保安問題については、いかなる方策も円滑か

つ効率的な物流を阻害することのないよう、最大限

の配慮がなされるべきであると認識された。会合で

採択された了解事項は資料３―１２の通り。

" 第１２回中間会合（２００２年１１月２６日於ソウル）

同会合には、委員長である草刈副会長（当時）を

はじめ ASFメンバー船協から６ヵ国!地域の代表１９
名が参加し、当協会からは以下６名が参加した。

（SERC委員長）

草刈 隆郎 当協会副会長（日本郵船社長）

鈴木 邦雄 当協会副会長（商船三井社長）

太田 健夫 当協会常任理事（飯野海運社長）

秋葉 功 川崎汽船専務取締役

佐藤 博之 商船三井専務取締役

石田 忠正 日本郵船専務取締役

会合では、太平洋コンテナ航路のトレード安定化

問題と米国関税庁の「米国向け貨物の船積み２４時間

前マニュフェスト情報申告規則」問題を中心に、ド

ライバルク!タンカーの市況動向やバルクキャリア
の安全対策問題等についても議論された。

定期船部門では、スラック・シーズン（閑散期）

における船腹削減策がトレード安定化に効果的であ

るとの認識で一致し、各 CEOの直接的かつ強力なリ

ーダーシップが重要であることが再確認されるとと

もに、世界コンテナ業界において、アジア船社がト

レード安定化に向けた指導的役割を期待されている

ことが認識された。会合で採択された了解事項は資

料３―１３の通り。

# 第１３回中間会合（２００３年３月５日於マニラ）

同会合には、委員長である草刈副会長（当時）を

はじめ ASFメンバー船協から７ヵ国!地域の代表２３
名が参加し、当協会からは以下６名が参加した。

（SERC委員長）

草刈 隆郎 当協会副会長（日本郵船社長）

鈴木 邦雄 当協会副会長（商船三井社長）

太田 健夫 当協会常任理事（飯野海運社長）

秋葉 功 川崎汽船専務取締役

佐藤 博之 商船三井専務取締役

石田 忠正 日本郵船専務取締役

会合では、太平洋コンテナ航路のトレード安定化

問題、および緊張の高まる中東情勢問題を中心に、

ドライバルク!タンカーの市況動向やバルクキャリ
ア!タンカーの安全対策問題等について議論された。
定期船部門では、太平洋トレードの堅調な需給環

境は２００４年までは維持され得ることが留意された。

アジア船社がコンテナ海運業界の健全な財政状態の

回復に主導的な役割を担い、高品質なサービスを継

続的に提供する上でのアジア船主の責任が認識され

た。

タンカー部門では、IMOで採択されたタンカー安

全規則に船主に重大な経済的悪影響を及ぼしうる非

実用的な対策が含まれていること、さらにプレステ

ージ号事故後の EUの地域的!一方的規制の導入の動
きに懸念が示された。会合で採択された了解事項は

資料３―１４の通り。
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〔資料３―１２〕

２００２年８月２７日、香港

（２００２年８月３０日、東京で発表）

了解事項

アジア船主フォーラム（ASF）

シッピング・エコノミックス・レビュー委員会（SERC）

第１１回中間会合（香港）にて採択

１．アジア船主フォーラム（ASF）シッピング・エコノミッ

クス・レヴュー委員会（SERC）第１１回中間会合は、ASF

メンバー船協のアセアン、中国、台湾、香港、日本、韓

国から６カ国!地域の代表２１名が出席し、２００２年８月２７日、

香港で開催された。出席者名簿は添付の通り。

２．出席者は、アジア発航路における輸出コンテナ貨物荷

動きの最近の盛り上がりに留意した。また、現行の海上

運賃水準は、一般に、海運サービス提供に必要な最低限

のコストを反映していないことも認識された。会合は、

世界経済と貿易の持続的発展を支える重要な役割をコン

テナ海運産業が継続的に果たしていくため、全ての CEO

が現在の危機的な財政状況の正常化を求めて最大限の努

力を行うべきである点に合意し、主要航路における現在

の旺盛な荷動きを踏まえ、各航路協定に法令上認められ

ている範囲内で、財政状況を修復するための適切な行動

を CEOが検討すべき時期にあることが合意された。

３．アジア域内トレードにおける年間コンテナ貨物の荷動

きは、現在約９００万 TEUに達していることが留意された。

出席者は、同トレードの重要性を確認し、固有の問題を

議論するため、できる限り高いレベルのトップ役員が今

後の IADA会合に出席すべきであることを強く勧告した。

（注）IADA : Intra Asia Discussion Agreement（アジア域内協議協定）

４．会合は、現在のコンテナ貨物の需給関係が適度にバラ

ンスしている一方、主要航路の荷動きは、通常スラック

・シーズン（閑散期）には軟化することに留意した。ま

た、会合は特定の航路において拡大しつつあるトレード

・インバランス（往復航荷動きの不均衡）が、船社のコ

スト負担を増大させていることにも留意した。こうした

状況を踏まえ、全ての CEOは、長期的な会社経営戦略に

最大の配慮をし、自身の強いリーダーシップを発揮して

会社を指揮していくことに最高の注意を払っていくこと

を求められた。出席者は、海運産業が自らは追加の輸送

需要を創出することができない産業であることを認識し

つつ、昨年の冬季スラック・シーズン中に自主的かつ個

別に行われた船腹削減策の前向きな効果に留意した。各

CEOは、各自がトレードと経済状況の短・長期的な全体

像を把握し、トレード状況についての現実的な評価と、

当然のことながら、各社の個別利益とに基づき、昨年同

様またはその他の（個別または適法な船社間協定内での）

方策が適切かどうかにつき正当な考慮を払うことを確保

するため、夫々がトレード状況を注意深く監視していく

ことを確認した。

５．全ての出席者は、船社間協定や協議協定の役割と重要

性を再確認した。そうした協定の機能を最大限活用する

ため、全ての主要コンテナ船社は、アジア船社であるか

アジア以外の地域の船社であるかに拘わらず、協同して

健全かつ活発な市場を達成すべく、主要航路の適法な船

社間協定!協議協定に加入または再加入することを強く

督促された。これに関連し、会合は主要国!地域におけ

る最近の海事法制の動きを再顧し、現在定期船同盟に独

禁法の一括適用除外を与えている EU規則４０５６!８６が近い

将来見直される見込みであることに留意した。出席者は、

貿易国!地域間での一貫した独禁法適用除外制度の必要

性を確認した。

６．海運産業が世界貿易と経済を支える不可欠なインフラ

の一部であることが再確認された。全ての CEOは、ニュ

ースメディア、荷主、政府機関など様々なチャネルを通

じ、海運産業の重要な役割を説明するとともに、業界の

現状および長期的な状況についての正しい理解を確立す

るため、あらゆる機会を利用するよう強く求められた。

７．ドライバルク部門については、現在の軟弱な市況は２００３

年中頃には上昇傾向に戻ることを期待する予想のあるこ

とが報告されたものの、市況の見通しは不明確であるよ

うに思われた。一方会合は、バルクキャリアの安全対策

について議論が行われていることに留意した。二重船側

化やハッチカバー強化策を含む提案が２００２年末に向けて

IMOへ提出される見込みであり、これによって予想され

る船主に対する経済的影響は多大なものになり得る。自

国!地域の政府機関がこの問題について正しい認識を確

立するよう、船主はこれら機関に対し、十分な情報提供
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をすべきであることが合意された。本件は、ASFの航行

安全および環境委員会でも注視されることとなる。

８．タンカー部門については、VLCCとケミカルタンカーの

双方の市況は昨年秋からの米国経済の減速によって低迷

しており、ゆっくりとした回復が見込まれている。全て

の CEOは、正確なトレード状況の分析に基づき、自らの

会社を冷静に指揮していくことが求められた。

９．出席者は、海事保安対策やWTO海運自由化交渉などを

含む、最近の諸問題についても意見交換を行った。海事

保安問題については、幅広く国際的な注目を浴びている

ことが留意され、米国政府が議論を主導しつつ、IMO、

WCO、ILOなどの政府機関がそれぞれの職務に対応して

いる。出席者は、保安向上のために海運業界が最大限の

協力と努力を提供していく点を確認すると同時に、本件

に関わるいかなる方策も円滑かつ効率的な物流を不必要

に阻害することのないよう、最大限の配慮がなされるべ

きであることが認識された。会合は、全ての関係政府機

関に対し、海運業界の意見と提案が正当に検討されるこ

とを確実なものとするよう強く求めるものである。

以 上

〔資料３―１３〕

２００２年１１月２６日、ソウル

（２００２年１１月２９日、東京で発表）

了解事項

アジア船主フォーラム（ASF）

シッピング・エコノミックス・レビュー委員会（SERC）

第１２回中間会合（ソウル）にて採択

アジア船主フォーラム（ASF）シッピング・エコノミック

ス・レヴュー委員会（SERC）第１２回中間会合は、ASFメン

バー船協のアセアン、中国、台湾、香港、日本、韓国から

６カ国!地域の代表１９名が出席し、２００２年１１月２６日、ソウル

で開催された。出席者名簿は添付の通り。

１．海事保安問題

会合では、IMO、ILO、WCOなどの各国際機関が夫々

の海事保安対策を検討している一方、米国政府は「米国

向け貨物の船積み２４時間前マニフェスト情報提出規則」

等、独自対策の実施を加速していることに注目した。出

席者は、２４時間前規則の重要性を認識するとともに、規

則の遵守には荷主の協力に多くを依存していることから、

関係各船社は、最善の地域的業務慣行!ガイドラインを

構築するため、各国!地域における荷主との対話を続け

るよう要請された。

２．ドライバルク!タンカー部門

１）ドライバルク市況は、アジア各国や、特に中国の順

調な経済成長により、今後の改善が期待できるとの見

通しが確認された。一方、IMOや IACSで検討されて

いるバルクキャリアの安全対策について懸念が示され

た。二重船側化やハッチカバーの強化を含む提案が本

年１２月の IMO会合で審議される予定で、こうした措置

が実施された場合の船主に対する経済的影響は不当に

多大なものとなることが予想される。このため、各政

府が本件に的確に対処するよう、船主は、自国政府に

情報提供を続けていく必要があることに合意した。

（注）IACS : International Association of Classification Societies

（国際船級協会連合）

２）タンカー部門については、今後予想されている船舶

解撤の進展により、２００３年にはある程度の運賃改善が

期待できるとの見方も報告されたが、不透明な世界経

済と政治情勢により、将来の市況予測は極めて困難で

あるものとされた。そのため出席者は、全ての CEO

が慎重なトレード分析に基づいて会社を指揮するため、

最大の努力をすべきことを再確認した。また、出席者

はスペイン北西部沖で最近発生したタンカー「プレス

ティージ」の事故によって予想される環境損害に深い

懸念を示し、環境保護と事故原因の徹底究明に全力が

挙げられるべきであると合意した。

３．定期船部門

１）会合は、主要トレードにおける旺盛な荷動きが続い

ており、船腹スペースや輸送機器が逼迫していること

に留意した。航路状況は改善に向かうものと見られる

ため、今後運賃とサーチャージが適正な水準で安定す

ることが可能となる状況にあるものと認識された。ま

た、会合は米国西岸港湾労使紛争に関する暫定合意が

成立したことに注目した。最終合意には、組合員過半
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数の承認が条件であるものの、出席者は紛争の早急解

決を期待した。

２）会合は、アジア域内トレードにおけるコンテナ貨物

荷動きが拡大を続けており、同トレードの重要性が非

常に高まっていることを改めて認識した。IADAメンバ

ー船社は、同会合に各社 CEOを出席させるよう強く要

請された。

（注）IADA : Intra Asia Discussion Agreement

（アジア域内協議協定）

３）太平洋トレードについては、中国旧正月前の一時的

な荷動き増加後、２００３年第一四半期中にスラック・シ

ーズン（閑散期）がやってくるであろうことに留意し、

同トレードにおいて、季節的な船腹過剰が依然として

存在していることが認識された。全ての出席者は、こ

れまでに自主的かつ個別的に行われた船腹削減策の明

確な効果を想起し、高品質かつ安定したサービスを顧

客に継続的に提供できる健全な財政状態の回復を達成

するため、個別または認可された船社間協定内での他

船社との協力による、今後のあらゆる取り組みにおい

ての CEOの直接的かつ強力なリーダーシップが重要で

あることを再確認した。各 CEOは、コストに基づく収

益志向型の運賃政策に基づき、自社と太平洋トレード

の全ての地域の営業スタッフとを指揮するよう強く要

請された。

４）現在、太平洋トレードにおけるアジア船社のコンテ

ナ輸送能力は、全体の約７０％を占めていることが認識

された。かかる重要な意味を持つ輸送能力と責任を踏

まえ、出席者は、将来の再投資に向けた適正な収益性

を実現するため、アジア船主が独自または認可された

船社間協定において、世界コンテナ業界の指導的役割

を期待されている点を認識した。

４．その他

出席者は、海事関連法規の最近の動きについても意見

交換を行った。独禁法適用除外制度については、船社間

協定に対する除外制度は貿易の安定化に不可欠なもので

あることを再確認した。このため出席者は、それぞれの

政府や荷主団体に対し、同除外制度が荷主を含む貿易業

界全体にもたらす利益を充分説明する努力を継続するよ

う要請された。 以 上

〔資料３―１４〕

２００３年３月５日、マニラ

（２００３年３月１１日、東京で発表）

了解事項

アジア船主フォーラム（ASF）

シッピング・エコノミックス・レビュー委員会（SERC）

第１３回中間会合（マニラ）にて採択

アジア船主フォーラム（ASF）シッピング・エコノミック

ス・レヴュー委員会（SERC）第１３回中間会合は、ASFメン

バー船協の豪州、アセアン、中国、台湾、香港、日本、韓

国から７カ国!地域の代表２３名が出席し、２００３年３月５日、

マニラで開催された。出席者名簿は添付の通り。

１．中東情勢

全ての出席者は、不安定な中東情勢およびそれが世界

経済に及ぼし得る悪影響に懸念を示した。出席者は、海運

業界にとって船員・積荷・船舶の安全確保が最優先事項で

あることを確認し、中東情勢を注視することが重要であ

ることに合意した。また、最近のバンカー油価格と戦争保

険料の急騰にも懸念を示し、これらの要因が海運業界に

もたらし得る悪影響について十分な認識を得るため、関

連業界の理解を得る努力が不可欠であることを確認した。

２．ドライバルク!タンカー部門

１）ドライバルク市況は、２００２年後半以降堅調に推移し

ていることが報告された。しかし、出席者は来週（注）か

ら IMOで検討される隔倉積みの禁止や高比重貨物の積

高制限など、バルクキャリアの安全対策案に懸念を示

した。これら対策が海運企業に与える経済的影響は多

大なものになり得るため、各政府が本問題に的確に対

処するよう、船主はそれぞれの政府機関に意見反映を

続けていくべきであることが合意された。

（注：３月１０日～１９日）

２）タンカー部門については、２００２年第４四半期以降ワ

ールド・スケール・レートが高値で推移してきている

ことが報告された。しかしながら、出席者は２００２年１２

月に IMOで採択された新たなタンカー安全規則、特に

保守点検用通路、に深い懸念を示した。この新たな規
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２．シップ・リサイクリング委員会（SRC）

２００３年３月２４日、２５日に中国の上海においてシップ・

リサイクリング委員会第６回中間会合が開催された。

同会合では、上海の主要解撤ヤードである江陰市長江

拆船廠を訪れたほか、IMOを中心とした船舶リサイク

ルに係る国際会議の動きについて幅広く意見交換が行

われた。

当協会は、米英軍等によるイラク攻撃の対応のため

出席は取り止めたが、IMO等の国際会議でのシップ・

リサイクルに関する議論が大詰めを迎えるなか、アジ

ア船主のスタンス固めを行うべく、カントリーレポー

トおよび共同声明案を同会合に提出し、ASFメンバー

に対し、現実的な国際的方策の確立に向けてアジア各

国政府への働きかけを強化する必要性を訴え、当協会

の意見が資料３―１５の共同声明に盛り込まれた。

則はタンカー船主に重大な経済的悪影響を及ぼす非実

用的な対策を含んでいることが留意された。船主は、

造船およびその他の関係業界と協力して、現実的な代

替解決策を模索すべきであることが合意された。また

出席者は、プレスティージ事故後のシングルハルタン

カーに対する EUにおける地域的かつ一方的な規制を導

入する動きにも懸念を示した。

３．定期船

１）出席者は、アジア域内トレードの引き続き旺盛な荷

動きに留意すると同時に、このトレードの重要性に留意

した。IADAメンバー船社は、IADAの各会合に可能な限

りハイレベルの幹部役員を出席させるよう要請された。

（注）IADA : Intra Asia Discussion Agreement

（アジア域内協議協定）

２）太平洋トレードについては、中国旧正月後のアジア

からの輸出における回復ぶりが報告された。コンテナ

輸送能力と貨物量のいくつかの予測を考慮すれば、現

在の堅調な需給環境は少なくとも今年と２００４年は維持

され得ることが留意された。しかし、長年の懸案であ

る、東航!西航の荷動きインバランスおよびその経済

的悪影響が留意された。

出席者は、アジア船社が太平洋トレードにおいて全

体の約７０％のコンテナ輸送能力を有していることを踏

まえ、コンテナ海運業界の健全な財政状態の回復に主

導的役割を担い、適切な再投資によって支えられる高

品質なサービスを継続的に提供する上でのアジア船社

の重い責任を認識した。

３）米国の海事保安問題については、米国税関による米

国向け貨物の船積み２４時間前マニフェスト情報提供規

則が完全実施された２月２日以降、大きな混乱はなか

ったことが留意された。しかし、海事保安のための種

々の規則に応じた各種対策が船社に相当の出費を負わ

せていることが指摘され、出席者は、船会社が規則に

成功裏に応じるためには関係業界の継続的な協力と理

解を得ることが不可欠であることに合意した。

４．その他

THCに関するアジアでの最近の状況と荷主協会や政府

機関の一部から懸念が示されていることが報告された。

出席者は、THC問題に取り組むために関係者と活動する

ことの重要性を認識し、THC問題は、各トレードで認可

された船社間協定によって取り扱われるべき問題である

ことが合意された。

会合では、最近の海事関連法規の動きおよびWTO交渉

の進捗状況についても意見交換を行った。船社間協定に

対する独禁法適用除外制度については、この制度が海運

業界のみならず荷主を含む貿易業界全体にとって欠くこ

とのできないものであることが再確認された。

以 上

〔資料３―１５〕

２００３年３月２５日、上海

Joint Statement（仮訳）

adopted

at the６th Interim Meeting of Asian Shipowners' Forum（ASF）

ASF Ship Recycling Committee

アジア船主フォーラム（ASF）第６回中間会合が、２００３年

３月２４日、２５日に上海で開催された。本会合には中国船主

協会、香港船主協会、インドネシア船主協会および台湾船

主協会からの代表が出席した。出席者リストは添付のとお

りである。

本委員会は台湾船協の主催で ASFシップリサイクリング
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３．航行安全および環境委員会（SNEC）

航行安全および環境委員会（SNEC : Safe Navigation

& Environment Committee）第９回中間会合は、２００２年

１２月１２日にシンガポール船主協会を事務局、フィリピ

ン船主協会をホスト国としてフィリピンのマニラにお

いて開催された。当委員会にはインドネシア、タイ、

ベトナム、マレーシア、シンガポール、フィリピン、

中国、日本、台湾の船主協会が参加し、航行安全およ

び環境に係る議題について意見を交換した。

本委員会は ASFに設けられた５つの委員会の一つで

あり、今回の委員会では海賊および武装強盗、海事保

安、バルクキャリアーの安全強化問題、およびバラス

ト水管理条約などが主要な議題として審議された。主

な議題の審議結果は以下のとおりである。

! 海賊及び武装強盗

国際海事局（IMB）による海賊及び武装強盗の状況

の統計について意見が交換された。フィリピン船主

協会からは自国が世界中に多数の船員を供給してい

るという観点から、被害統計の内容に被害者の国籍

を追加すべきである旨の発言があった。また、シン

ガポール船主協会からは海賊行為が行われた場所を

更に詳細に統計に含めるべきとの発言があった。

総論として、マラッカ海峡、インドネシア海域な

ど海賊多発海域での海賊行為防止には政府間の協力

が不可欠であることが再認識された。

" 海事保安

昨年９月に発生した米国同時多発テロ事件をきっ

かけに、米国を中心として海事保安の強化に対する

委員会議長の Dr. Frank F. H. Lu氏が議事を進行した。

１．IMOガイドライン案について

１）本委員会は、IMO MEPCにおけるシップリサイクリ

ングに係る環境および労働安全衛生上の問題に関する

議論の重要性に注目し、IMOにおけるガイドラインの

最近の進展を評価した。シップリサイクリングは通常

のコマーシャルプロセスであり、円滑なシップリサイ

クリングが実行されるために、ガイドラインがより合

理的かつ実行的なものとなるよう海運および関係業界

も含む専門家の間でさらに、そしてより幅広く議論が

進められることが望まれる。

２）本委員会はまた、ガイドライン中実行性のない項目

については、努力目標にすべきであることを認識した。

船主には船舶の構造および設備機器内の物質を含む危

険物質のインベントリーリストを作成するための十分

な情報がないからである。それ故に既存船では完全な

インベントリーリストを作成することは困難な可能性

がある。

３）本委員会は、船主が、他の関係者のように、実行可

能かつ船舶の安全運航に支障を来たさない範囲内で、

環境および労働者の安全へのリスクおよび健康上の懸

念を軽減するために、協力するよう努力すべきである

ことを認識した。

４）本委員会はまた、船舶の設計、建造およびメンテナ

ンスにおいて有害物質の使用を最小化すべきであるこ

とを認識した。この点について、船主は、設計、建造

およびメンテナンス時において、船舶の最終処理を考

慮するために船舶設計技師、造船所および舶用業者と

緊密に協力するよう努力すべきである。

２．船舶リサイクル業界

１）本委員会は、実行可能な限り、環境上責任がありま

た労働者の安全と健康に支障を来たさない方法で船舶

がリサイクルされる必要があることを認識した。

２）本委員会はまた、老朽船のリサイクルを促進するこ

とを目的として現在の世界のシップリサイクリング能

力を維持するために関係者と協力する重要性を再認識

した。本委員会では、中国の長江拆船廠を訪れ現在の

中国のリサイクル業界について意見交換を行い、中国

では年間２００万 LDTの潜在的な解撤能力を有することを

確認した。

３）本委員会では、船舶リサイクルが雇用を確保するほ

か、いくつかの経済において重要な役割を果たしてい

ることを認識した。それ故に、現在のシップリサイク

リング業界の現状の改善には段階的なアプローチが実

施されるべきである。

３．アジアの関係者の協力について

本委員会は、世界の海運業界でも主要な役割を持つア

ジアの船主が、シップリサイクリングの現状を段階的か

つ確実に改善する実行的かつ合理的な方策の確立に向け

て、造船所やシップリサイクリング業界、ならびに船舶

機器メーカーなどのアジアの関係者とのさらなる協力を

求めるべきであることを再確認した。 アジア船主は健

全で安全かつ環境に優しいシップリサイクリング業界の

奨励のために各国政府に対してアジア各国の考えを国際

会議の場で反映するよう働きかけるべきである。
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関心が非常に高まってきている。本委員会と平行し

て IMOでは海上安全委員会が開催されており、海事

保安に関する条約改正案が採択されることとなって

いることから、船主に与える経済的な影響が懸念さ

れた。

! バルクキャリアの安全対策

バルクキャリアの安全強化のための国際海上人命

安全条約（SOLAS条約）改正に関する議論がなされた。

当協会は事故原因の技術的な分析が安全性を高め

るためには不可欠である旨を主張しベトナム、台湾

の船主協会から賛同を得た。

一方、国際船級協会連合（IACS）が発表したバル

クキャリアの安全性を強化する「８Measures」と呼

ばれる対策を支持する香港船主協会は欠席しており

意見を交換する機会はなく、また香港の意見を支持

する船主協会はなかった。

委員会の総意として、今後のバルクキャリアの安

全性の向上に関して、IACSは効果的な対策が取られ

るように IMOと協調する必要があるという結論に至

った。

" プレステージ号沈没・重油汚染事故

プレステージ号は船体に亀裂が発生した段階で、

沿岸国のスペインに避難の為の寄港を求めたが、拒

否されたため、沖合いでのサルベージ作業中に沈没

に至った。

この事故に関連して EUは、加盟国に対しシングル

ハルタンカーの欧州水域からフェーズアウト等を推

し進めている。これに対して委員会は、シングルハ

ルタンカーのフェーズアウトは、昨年改正された海

洋汚染防止条約に沿うべきであるとし、EUのシング

ルハルタンカーのフェーズアウトに強く反対するこ

とを表明した。

また、IMOの航行安全小委員会で起案された、「援

助を必要としている船舶のための避難水域に関する

ガイドライン」や、「海上援助機関の設置」を求める

決議の早期採択を支持することを表明した。

# バラスト水管理条約

２００４年の採択を控えたバラスト水管理条約につい

て、IMOでの条約の策定に関する進捗状況を確認し、

船主、運航者の立場から見て検討が必要な事項が数

多く残っていることを認識した。

４．船舶保険・法務委員会第８回中間会合

題記会合（委員長：George Chao氏、香港船協）が

２００２年１１月１２日に香港において開催され、アジア９船主

協会から１７名が参加した。わが国からは当協会梅本関

連業務部長が出席した。本委員会は、法務保険の分野

において、アジア船主の意見を集約し、世界に向けて

発信していくことを活動の基本としている。

今回は、主として、IMO法律委員会、国際油濁補償

基金、国連国際商取引法委員会等における海事関連条

約の審議状況の確認と、それに基づく意見交換が行わ

れた。

まず、船客の債権に関するアテネ条約について、そ

の改正議定書が２００２年１０月２８日から１１月１日までロンド

ン IMO本部で開催された外交会議において採択された

ことを受け、意見交換を行った。改正議定書では、運

送人の責任限度額について、厳格責任額を１旅客当り

２５万 SDR（約４，０００万円）とし、これを担保するため強

制保険を付保すること、それを超える過失があった場

合の責任限度額を同じく１旅客当り４０万 SDR（約６，４００

万円）とすること、と高額の補償額が設定されたこと

から、本委員会では P&I Clubが引受け可能か疑問視す

る声が相次ぎ、Clubに検討を求めることとした。

次に、油濁補償問題については、荷主による、いわ

ゆる第３層基金条約の採択を２００３年５月に控え、同年

２月に開催が予定されている国際油濁補償基金のWG

において船主責任のあり方が検討されることとなって

いる。これに対し、国際 P&Iグループは既にこの第３

層基金との均衡策として小型船の限度額引上げを自主

的に実施すると発表した。

これまで民事責任条約（CLC）と基金条約（FC）は船

主と荷主の負担面ではバランスを維持しながら適格に

機能してきているとともに、２００３年１１月には両条約の

限度額の１．５倍引上げ、さらに、これに加えて第３層基

金設立と小型船限度額の引上げが実施される予定とな

っている。こうした状況下、委員会では、CLCの更な

る限度額の引上げに繋がるような条約検討の再開には

問題がある、との認識を確認し、条約検討再開に先立

ち、上記の施策を実施し、その効果を見ることが先決

ではないか、との意見を発信していくこととなった。

また、海難残骸物除去に関する条約案については、

海難事故の原因が貨物にある場合の責任のあり方に関

し、IMO法律委員会では原因貨物の特定等に困難性が

あるとしながらも、このような場合には荷主責任は免

れ得ないとして、さらに本問題に関するWGで詰める

こととなったが、委員会としてはこれを歓迎、今後の

審議を注視していくこととした。
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さらに、国連国際商取引法委員会（UNCITRAL）に

おいては、新しい海上物品運送条約案が検討されてい

るところ、米国海事法に規定される Service Contract

の扱い、国連貿易開発会議（UNCTAD）が責任原則と

して主張する“port to port”の考え方への対応等船主と

しても一層の検討が必要である、との認識から、委員

会に correspondence groupを設け意見交換していくこ

ととした。

一方、保険分野では、香港が中心となって進めてい

る Asia Maritime Consortiumの運営状況について、同

船協より２００２年１０月末現在アジア８地域から約７５０隻を

引受けるまでに到っているとの報告があった。また、

アジア船舶戦争相互保険設立構想については、同じく

香港船協より、運営方法について研究中であり、可能

であれば２００３年の早い時期に発足させたい、との進捗

状況が報告された。

なお、この委員会に先立ち、ロイズと英国の損保会社

で構成する Joint Hull Committeeの事務局長から船舶保

険約款の改訂について forumの形で変更点を中心に説

明があり、参加者からは技術的にもコスト的にも使い

勝手のよい内容であって欲しい、との意見が出された。

以上の審議の後、今会合の共同声明を資料３―１６の

とおり取りまとめた。

〔資料３―１６〕

２００２年１１月１２日

アジア船主フォーラム（ASF）船舶保険法務委員会第８回中間会合共同声明

アジア船主フォーラム（ASF）船舶保険法務委員会（以下、

“委員会”）第８回中間会合が、２００２年１１月１２日!、香港に

おいて開催された。

会合には、中国、台湾、日本、韓国、香港の各船主協会

およびアセアン船主協会連合会を代表してインドネシア、

マレーシア、フィリピン、シンガポールの各船主協会が参

加した。

Joint Hull Committee（JHC）＊の代表との会合に先立ち、

近頃作成された“International Hull Clauses（Time）１!１１

!０２（国際船舶保険約款（期間））”について議論するため

にフォーラムが開催された。

委員会は、同約款の最終版の作成に先立ち海運業界と協

議を行ったことについて JHCに対して、また、新約款の紹

介のために香港を訪問してくれたことについて JHCの代表

団に対して謝意を表明した。

出席者は全般的には新約款を歓迎したものの、ロンドン

保険市場が顧客に目新しい材料を提供しようと努めている

にもかかわらず、新約款が、他の保険市場が提供している

包括責任（All Risk）的な取組みではなく、むしろ伝統的な

列挙責任（Named Perils）の方式を維持していることに懸念

を表明した。このような手法は、船主が他の保険市場によっ

て提供されている料率と比較することを困難にさせている。

また出席者は、海運業界との協議期間が短いことについ

ても懸念を表明した。これは種々の約款が時代遅れなもの

となっているか、もしくは他の保険市場との競争が十分に

考慮されていないのではないかとの懸念を海運業界が抱く

ことを意味するものである。

さらに出席者は、ISMコード保持の義務に関する第１３条

および第１４条のワーディングの相互関係について懸念を表

明した。

委員会は、年１回をベースとして条文の継続的な協議と

見直しが行われることを歓迎した。

（＊注：ロイズ保険業者協会（LUA）と国際保険業者協会（IUA）との

船舶保険合同委員会）

委員会は、最近 IMOで開催された１９７４年アテネ条約の２００２

年改定議定書採択のための外交会議の結果について議論を

行った。

決定された内容について十分に分析する時間はなかった

ものの、各国によって合意された解決策が海運業界の懸念

を考慮したものではなかったことに委員会メンバーは落胆

させられた。

特に、IMOの多くのメンバー国に増加している共通した

方策、すなわち法制が発効する時期までには海運業界が法

制の要求を満たすような方法を考えるであろうとする潜在

的に危険な姿勢で臨み、実際の現実性とは無関係に法制が

採択されるということについて強い懸念が表明された。

また出席者は、改定議定書の条文、特に新しい責任限度

額、直接請求および“オプト・アウト条項”が、個々の P

&Iクラブの客船を運航していないメンバーに、またプール

協定を通じて国際 P&Iグループ全体に不公平な責任を課し

かねないことに再度懸念を表明した。さらに、P&Iクラブの

担当者が新しいリスクについて検討を求められた際には、

クレームが保険カバーと相関関係にあり、その潜在的な影

響について真剣に検討するよう P&Iクラブの理事会および
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３・７ 各国の海運政策

３・７・１ 米 国

１．米国新規運航差額補助

米国新規運航差額補助法（MSP : Maritime Security

Program）は１９９６年のMaritime Security Actのもと確立

された１０年間の計画であり、人件費の高い米国人船員

で運航されることを義務付けられている米国籍商船に

対して運航補助金を与える制度である。毎年約１億ド

ルの予算で、１隻あたり２１０万ドル、最高４７隻までの米

国籍船に対して支給されている。２００３年１月現在、１２

社の運航する４７隻がその対象となっている（資料３―

１７参照）。

MSPは１９９６会計年をもって打ち切られた運航差額補

助（ODS : Operating Differential Subsidy）に替わるも

のであるが、その助成額は ODSの年平均の助成額２億

１，２３０万ドルの半分以下であり、船主の更なるコスト削

減と効率性も求めている。

MSPの目的は、近代的かつ効率的で軍事有用性の高

い乾貨物商船を緊急事態が発生した際に国防の用に供

すること、国際取引において競争力のある米国船を維

持すること、平時・有事において米国商船と同様に米

国政府所有の戦略的海上輸送船隊にも配乗可能な優れ

た技術と忠誠心を有する米国人船員を確保することに

ある。

現在のMSPが２００５年９月３０日に失効することから、

米国籍海運企業ならびに海員組合は、その延長および

拡大を働きかけていたが、２００３年に発生したイラクへ

の軍事行動等の影響もあり、このMSPの延長等の問題

は、国防総省歳出授権法の附属条項の一部に組み込ま

れ、両院での採択を経た２００３年１１月２４日、大統領の署名

を経て概要を以下の通り決定した。

［新MSPの概要］

期 間：２００６会計年度から１０年間

（２００５年１０月１日～２０１５年９月３０日）

対象隻数：６０隻（現行MSP４７隻から１３隻拡大）

助 成 額：現行の２１０万ドル!隻から三段階の補助金
引き上げスキームを採用

委員会に促した。

委員会は、船主責任に関する民事責任条約（CLC）の条文

修正に関する文書を、他の関連事項とともに検討するため、

IOPC Fundワーキング・グループの次回会合が２００３年の早

い時期に開催されることに注目した。

委員会メンバーは、CLCおよび基金条約（FC）が非常に

効率的な補償制度となっていることを経験が示していると

の確認を行った。

このことから、２００３年１１月の CLCおよび FCの限度額引

上げ、（２００３年５月開催の外交会議において検討される予定

の）追加基金の設立、および追加基金を採用した国におい

てタンカーの最低限度額を任意に引上げるという国際 P&I

グループの提案については、条約検討再開に先立って実施

され、その効果が評価されるべきである、との合意に達した。

さらに委員会は、現時点での条約の検討を再開すること

は、油濁被害者の立場が不利になることにつながるであろ

うとする国際 P&Iグループの立場を支持することを確認し

た。

委員会は、海上物品運送条約の草案に関する現在の検討

状況に注目するとともに、いくつかの未解決の項目につい

て議論した。問題の複雑さの観点から、また草案作成の初

期段階であることから、委員会はより適切に議論の推移を

見守り、コメントをするためにコレスポンデンス・グルー

プを設置することに合意した。

委員会は、海難残骸物除去に関する条約案について検討

した。同条約案はまだ検討の初期段階であると思われるも

のの、海難残骸物が貨物側の理由よって障害の構成要素に

なっていると確定した場合には、荷主に賠償責任があると

する条文案が最新の条約案に盛り込まれたことを歓迎した。

アジア・マリタイム・コンソーシアムの担当者は、シン

ジケートの実績に関する現状報告を行った。委員会は、困

難なレートの局面において競争性を維持するための強力な

位置にコンソーシアムを置き、十分満足できる結果をもた

らしたコンソーシアムの手堅い保険引き受け手法に注目し

た。さらに委員会は、コンソーシアムに対する支持を全会

一致で再確認した。

香港船協はWar Risk Mutual（戦争危険相互保険）の設立

に関する最近の動きについて報告を行った。まだ検討の初

期段階にあるものの、相互保険が創設された際には ASF

加盟船協のメンバー船社に対して相互保険のメンバーシッ

プの門戸を開く意思があることを示した。

委員会の次回会合は、２００３年５月２７日、ASF第１２回総会

の直前に香港で開催される予定である。

以 上
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〔資料３―１７〕 MSP対象船（２００３年１月現在）

MSP Contract No. 船 名 船 主 船 種

MA/MSP‐１ APL KOREA American Ship Management, LLC コンテナ船

MA/MSP‐２ APL PHILIPPINES American Ship Management, LLC コンテナ船

MA/MSP‐３ APL SINGAPORE American Ship Management, LLC コンテナ船

MA/MSP‐４ APL THAILAND American Ship Management, LLC コンテナ船

MA/MSP‐５ PRESIDENT ADAMS American Ship Management, LLC コンテナ船

MA/MSP‐６ PRESIDENT JACKSON American Ship Management, LLC コンテナ船

MA/MSP‐７ PRESIDENT KENNEDY American Ship Management, LLC コンテナ船

MA/MSP‐８ PRESIDENT POLK American Ship Management, LLC コンテナ船

MA/MSP‐９ PRESIDENT TRUMAN American Ship Management, LLC コンテナ船

MA/MSP‐１０ GREEN COVE Central Gulf Lines, Inc. ＲＯＲＯ船

MA/MSP‐１１ GREEN POINT Central Gulf Lines, Inc. ＲＯＲＯ船

MA/MSP‐１２ GREEN LAKE Central Gulf Lines, Inc. ＲＯＲＯ船

MA/MSP‐１３ FAUST American International Car Carrier, Inc. ＲＯＲＯ船

MA/MSP‐１４ FIDELIO American International Car Carrier, Inc. ＲＯＲＯ船

MA/MSP‐１５ TANABATA American International Car Carrier, Inc. ＲＯＲＯ船

MA/MSP‐１６ CHESAPEAKE BAY First American Bulk Carrier Corp. コンテナ船

MA/MSP‐１７ DELAWARE BAY First American Bulk Carrier Corp. コンテナ船

MA/MSP‐１８ ENDEAVOR E!SHIPS, Inc. コンテナ船

MA/MSP‐１９ ENDURANCE E!SHIPS, Inc. コンテナ船

MA/MSP‐２０ ENTERPRISE E!SHIPS, Inc. コンテナ船

MA/MSP‐２１ LYKES NAVIGATOR First Ocean Bulk Carrier!"，LLC コンテナ船

MA/MSP‐２２ LYKES DISCOVERER First Ocean Bulk Carrier!#，LLC コンテナ船

MA/MSP‐２３ LYKES LIBERATOR First Ocean Bulk Carrier!$，LLC コンテナ船

MA/MSP‐２４ MAERSK MISSOURI Maersk Line, Limited コンテナ船

MA/MSP‐２５ MAERSK COLORADO Maersk Line, Limited コンテナ船

MA/MSP‐２６ MAERSK GEORGIA Maersk Line, Limited コンテナ船

MA/MSP‐２７ MAERSK CAROLINA Maersk Line, Limited コンテナ船

MA/MSP‐２８ OVERSEAS JOYCE OSG Car Carriers, Inc. ＲＯＲＯ船

MA/MSP‐２９ SEALAND ACHIEVER U. S. Ship Management, Inc. コンテナ船

MA/MSP‐３０ SEALAND FLORIDA U. S. Ship Management, Inc. コンテナ船

MA/MSP‐３１ SEALAND PRIDE U. S. Ship Management, Inc. コンテナ船

MA/MSP‐３２ SEALAND MOTIVATOR U. S. Ship Management, Inc. コンテナ船

MA/MSP‐３３ SEALAND COMMITMENT U. S. Ship Management, Inc. コンテナ船

MA/MSP‐３４ SEA!LAND ATLANTIC U. S. Ship Management, Inc. コンテナ船

MA/MSP‐３５ SEA!LAND DEFENDER U. S. Ship Management, Inc. コンテナ船

MA/MSP‐３６ SEA!LAND ENDURANCE U. S. Ship Management, Inc. コンテナ船

MA/MSP‐３７ SEA!LAND EXPLORER U. S. Ship Management, Inc. コンテナ船

MA/MSP‐３８ SEA!LAND INNOVATOR U. S. Ship Management, Inc. コンテナ船

MA/MSP‐３９ SEA!LAND INTEGRITY U. S. Ship Management, Inc. コンテナ船

MA/MSP‐４０ SEA!LAND LIBERATOR U. S. Ship Management, Inc. コンテナ船

MA/MSP‐４１ SEA!LAND PATRIOT U. S. Ship Management, Inc. コンテナ船

MA/MSP‐４２ SEA!LAND PERFORMANCE U. S. Ship Management, Inc. コンテナ船

MA/MSP‐４３ SEA!LAND QUALITY U. S. Ship Management, Inc. コンテナ船

MA/MSP‐４４ LYKES MOTIVATOR Waterman Steamship Corporation コンテナ船

MA/MSP‐４５ ATLANTIC FOREST Waterman Steamship Corporation ＬＡＳＨ船

MA/MSP‐４６ GREEN DALE Waterman Steamship Corporation ＲＯＲＯ船

MA/MSP‐４７ LYKES EXPLORER Waterman Steamship Corporation コンテナ船
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! ２００６～２００８会計年度

（２００５．１０．１～２００８．９．３０）：２６０万ドル!隻
" ２００９～２０１１会計年度

（２００８．１０．１～２０１１．９．３０）：２９０万ドル!隻
# ２０１２～２０１５会計年度

（２０１１．１０．１～２０１５．９．３０）：３１０万ドル!隻
対象船の優先順位：

! 最初の５隻枠は新造米国建造タンカー

" 次の枠は既存の４７隻のMSP船

# 残り８隻は外国籍企業の米国法人にも拡大

２．米国内国歳入法典（IRC）第８８３条の適用に関する

新規則案について

２０００年２月８日に、米国内国歳入庁（IRS : Internal

Revenue Service）は、内国歳入法典（IRC : Internal

Revenue Code）第８８３条の適用に関する新しい規則案を

公表した。これまで、同条文では、国際輸送に従事す

る船舶や航空機の運輸所得についての課税免除を定め

ていたが、新しい規則案においては、従来免税とされ

ていた部分についても課税される可能性が生じた。

このため、当協会は、米国内外の国際運輸企業（船

社、航空会社等）とともに、強力に反対運動を展開し

た。これらの運動が奏効し、一時、修正が行われるこ

とでまとまりかけたが、全ての問題についてが調整で

きなかったことや、さらには大統領選挙および政権交

代があったことなどから修正法案は廃案になった。

その後、２００２年８月２日に IRSは、外国船社に対す

る新たな修正規則案を公表したが、その内容は「内陸

での国際貨物輸送収入」に対して、一定の条件の下で

免税措置を認めた一方、NVOCCの収入および一部クル

ーズ客船の収入に対する免税は認めていないことから、

完全な形での問題解決にはなっていなかった。

このため、２００２年１１月２５日には IRSによる公聴会が

開催され、関係者から広く意見聴取が行われ、それら

意見等も考慮して規則案に一部修正が行われ新規則が

８月２６日発効した。

新たな規則の内容は、船舶や航空機の国際輸送に従

事している全ての外国企業は一定の条件（関係書類の

提出等）を満たした時に、連邦所得税からその米国内

での運輸関係所得を控除できるとしている。

本件については、関係書類の提出という手続がある

ものの、運輸関係所得は控除できることとなったこと

から、改正前の状況に戻ったと思われるが、わが国船

社にとっても重大な問題であることから、引き続き情

報収集に努めたい。

３・７・２ 中 国

!中国国際海運条例
２００２年１月１日付で公布された中国国際海運条例は、

中国で国際海上輸送事業を展開する際の新たな規範と

なるもので、同条例により定期船社の航路開設や変更

を行う場合、従来の審査制から届出制に変わるなどの

規制緩和が図られた。その後２００２年６月２１日、同条例

に基づく実施細則案が中国交通部から発表され、同交

通部は定期船社、NVOCC（非船舶運航業者）、船舶代

理店業者等関係者に対し同案に関する意見を求めた。

（船協海運年報２００２参照）同案は、新条例の諸手続き

などについては詳細に明記されているが、船社にとっ

て最大の関心事項である「運賃の届出制」についての

規定が含まれていないことから、日中海運輸送協議会

がその点などにつき中国政府に対し明確化を求めた。

また、NVOCC業務の規定に関しては、事業を行う際の

B!L登録と保証金（８０万元）納付の義務化を含む業務

範囲などが明確にされたことから、同条例及び細則案

が OSRA（Ocean Shipping Reform Act of１９９８：米国外

航海運改革法）を基に作成されたとみられている。

２００３年１月２０日付で同条例実施細則が発表され、同

年３月１日付で施行された。同細則は昨年６月に発表

された原案から大きな変更はないが、注目点のNVOCC

の保証金納付については、新たに「外国 NVOCC業者

の保証金免除条件」が追加された。これは、合法的な

財務責任保証があることを前提にしつつも、NVOCC

業者に不履行があった場合などは政府間の協議締結が

必要とされ、当該国の保証を求めている。

!米中海運協議
米国運輸省海事局（MarAd）シューバート局長と中国

交通部洪善祥副部長は、新たな米中海運協定締結に向

けた協議を２００３年４月７－９日にワシントンで開催し、

今後同協議を開始するその第一段階として覚書に調印

した。（米中海運協定は１９８８年に結ばれて以来、更新さ

れてきたが、１９９８年に期限が切れたままの状態である。）

同協議では、米国が導入に反対していたNVOCC預託金、

S!C運賃の届出、支店開設および「Controlled Carrier」

問題などを含む両国の関心事項全般について進められ

た。４月９日に調印された覚書のうち、特に S!C運賃

の届出に関しては米国が「運賃の非公開」について指

! 国 際 関 係
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摘し、中国側がその守秘を確約した。

その後同年７月３１日、サンフランシスコで開催され

た米中海運協議において、新米中海運協定を締結する

ことが確認された。当協会は、同協議の進展等に注視し

つつ同協定について情報収集していくこととしている。

!EU!中国海運協定
EU!中国海運協定は、２００２年１２月６日に締結された。

（船協海運年報２００２参照）同協定では、相互の船社に

対する通関業務や船舶のハズバンディング業務（パイ

ロット、バースの手配、入出港手続き等）の取り扱い

等が規定されている。同協定の具体的な効果は２００３年

８月現在表面化していないが、実質的に効力を発して

いるものと見られている。当協会は引き続き、国土交

通省と連携を取りつつ、EU船社と邦船社の扱いに差異

が生じるようなケースなど実際の運用状況について注

視していくこととしている。

!日中海運当局間会議
日中海運当局間会議は、２００３年９月２６日に北京で開

催され、日本側からは国土交通省小橋雅明海事局外航

課長、中国側からは交通部張守国水運司国際航運管理

所長が出席した。同会議では、中国国内における邦船

社の空コンテナ輸送について、互恵平等の原則に基づ

き容認されることが合意された。実施は２００４年１月１

日から、有効期間は１年間（更新可能）。

本件は、２００３年６月、中国交通部が上海等港務局な

どに対し、外国船社による中国国内空コンテナ輸送を

許可する通達を出したが、その内容は EUや米国船社の

みを容認するものであり、邦船社が中国当局に行った

空コンテナ輸送の申請が却下されていた状況があった

ため、当協会関係船社より日中輸送協議会とも連携し

つつ外航課へ要望したものである。

３・７・３ アジア

!第９回日韓船主協会会談
日韓両国船主協会の一層の友好関係促進を主な目的

に、１９８８年から開催されている日韓船主協会会談の第

９回会合が、２００２年１０月７日に京都で当協会の主催に

よって開催された。会談には、当協会から!長会長は
じめ１１名が、韓国船主協会からは玄永源会長（現代商

船会長）はじめ９名が出席した（資料３―１８参照）。

会談では、両国海運の現状と展望や、海運市況!政
策の動向などにつき、さらに船員や環境など直面する

海運問題などについても、率直かつ建設的な意見交換

が行われた。

会談についての共同声明は資料３―１９の通りである。

〔資料３―１８〕 第１０回日韓船主協会会談日本側出席者

氏 名
Name

船協役職名
JSA Title

会 社 役 職 名
Company Title

!長 保英
Yasuhide SAKINAGA

会 長
President

川崎汽船社長
President, Kawasaki Kisen Kaisha, Ltd.

草刈 隆郎
Takao KUSAKARI

副 会 長
Vice President

日本郵船社長
President, Nippon Yusen Kaisha, Ltd.

鈴木 邦雄
Kunio SUZUKI

副 会 長
Vice President

商船三井社長
President, Mitsui O.S.K. Lines, Ltd.

松永 宏之
Hiroyuki MATSUNAGA

副 会 長
Vice President

新日本石油タンカー社長
President, Nippon Oil Tanker Corporation

鷲見 嘉一
Yoshikazu SUMI

副 会 長
Vice President

新和海運社長
President, Shinwa Kaiun Kaisha, Ltd.

太田 健夫
Takeo OHTA

常任理事
Exective Director

飯野海運社長
President, Iino Kaiun Kaisha, Ltd.

福島 義章
Yoshiaki FUKUSHIMA

理 事 長
Director General

JSA

大滝 光一
Koichi OTAKI

会長秘書
Secretary to the President

川崎汽船経営企画グループ政策担当部長
General Manager for Policy Issue, Corporate Planning Group,
Kawasaki Kisen Kaisha, LTD.

園田 裕一
Yuichi SONODA

国際企画室長
General Manager
International Policy Chamber

JSA

山上 寛之
Hiroyuki YAMAGAMI

国際企画室
International Policy Chamber

JSA

笠原 永子
Eiko KASAHARA

国際企画室
International Policy Chamber

JSA
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３・７・４ EU

EU（欧州連合）は、様々な分野での統合を推進して

おり、海運分野でも共通政策への傾斜を強めている。

また、２００４年５月１日にはチェコ、エストニア、キプ

ロス、ラトヴィア、リトアニア、ハンガリー、マルタ、

ポーランド、スロヴェニア、スロヴァキアの中東欧１０

ヶ国が新たに EUに加盟し、加盟国は現在の１５ヶ国から

２５ヶ国に大幅に拡大することから、EUの諸政策・規則

等による影響は今後ますます増大することが見込まれ

る。当協会は、EUとの円滑な対話の必要性を認識し、

２００１年以来、定期的に会員会社の駐欧代表などによる

ミッションを EU本部（ブラッセル）に派遣して、欧州

委員会の関係当局と意見交換を行っており、最近では

２００２年６月に欧州委員会運輸・エネルギー総局海運局

長や、同競争総局副総局長らを訪問した（「船協海運年

報２００２」ご参照）。

当協会は、EUの諸政策がわが国海運業界に与える影

響の増大に鑑み、今後も EU当局との意見交換を継続し、

相互理解の促進と密接な関係の構築に努めることとし

ている。

〔資料３―１９〕

第１０回日韓船主協会会談共同声明

１．日本船主協会（JSA）と韓国船主協会（KSA）は、２００２

年１０月７日、京都で第１０回日韓船主協会会談を開催した。

これは２０００年の第９回会談（於：韓国・ソウル）に続く

もので、友好的な雰囲気の下、率直かつ建設的な意見交

換が行われた。会談の出席者は添付の通りであった。

２．会談では、両協会の関係を強化することが話し合われ

たほか、世界海運業界の現状と展望について意見交換が

行われた。出席者は、両国海運業界の持続的かつ健全な

発展によって高品質な輸送サービスを継続的に提供して

いくため、相互信頼と協力関係をより強固なものとして

いくことを合意した。

３．両協会は、定期船・不定期船・タンカー各部門におけ

る現在の市況低迷に強い懸念を表明した。特に、旺盛な

荷動きが市況修復につながっていないコンテナ市場の異

例な状況が憂慮され、現在の危機的な財政状況を正常化

するため、両協会のメンバーが最大限の努力をする必要

があることが確認された。

４．海運政策については、将来のトン数税制導入に向けた

検討など最近の状況が報告され、両国海運業界の国際競

争力維持に不可欠なより優れた政策の導入に向け、自国

政府への働きかけを継続していくことを確認した。

５．２００１年９月の米国でのテロ事件後に実施もしくは検討

中の保安強化策については、最大限の協力を行う用意が

あることを認識した。同時に、そうした対策は、円滑か

つ効率的な物流の促進に寄与する方向で策定される必要

があり、かつ、追加の費用や義務が海運業界のみに課さ

れるべきではない点が強調された。

６．STCW９５に基づいて行われる旗国の海技免状裏書発給の

遅延問題についても意見交換が行われた。両協会は、状

況は改善したように見受けられるものの、今後も状況注

視を継続することに合意した。

７．船舶からの温室効果ガス排出やバラスト水管理など環

境問題については、より緊密な情報交換と協力を通じ、

取り組みを継続していくことを確認した。

８．ITFベンチマークの凍結問題については、例えば「アジ

ア船員雇用者グループ」などの場を通じ、アジア船主の

声を一つにしてより大きな影響力を行使するため、相互

の協力を一層進めることを確認した。同グループの準備

会合は、２００２年９月、香港・日本・韓国・シンガポール

の船主協会によって開催されている。

９．IMOをはじめとする国際機関で検討されているバルク

キャリアの安全対策については、過去の事故例を正確に

勘案した効果的な対応が重要であり、特に既存船への対

策強化については、合理的かつ実際的で費用対効果ある

対策が必要との理解を得るため、両協会は自国政府との

議論を進めることに合意した。

１０．船社間協定に対する独禁法適用除外制度については、

その役割を再確認し、同制度の重要性について一層の理

解を得るための努力を続けることに合意した。

１１．両協会は、より一層緊密な関係を維持することを確認

し、事務局間の人材交流プログラムを継続することとし

た。

１２．次回の会議日程・開催地については、追って定めるま

でオープンにしておくこととした。

以 上
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３・７・５ ノルウェー

当協会とノルウェー船主協会は２００３年５月２６日、東

京で海運円卓会合を開催した。同会合は、ノルウェー

首相訪日団に同国船協会長をはじめとする海運関係者

が随行してくることに併せノルウェー船協より開催提

案があり行われたもので、“クオリティー・シッピング

の推進に向けて（Japanese!Norwegian efforts to promote

quality shipping）”をテーマに、国際規制と地域規制、

船舶の検査用通路、環境問題、船舶の品質と旗国の行

動に関する透明性の問題などについて意見交換を行い、

共同声明（資料３―２０）を採択した。特にプレスティ

ージ事故を受け EUが打ち出したシングルハルタンカー

規制案については、両国船主協会は地域規制に反対す

ることで一致するとともに、新たな規則が実用的・合

理的な国際規則となるよう、IMO加盟国に対し EU

提案を適正かつ真摯に検討することを求めた。

なお、同会合には当協会から松永副会長や太田常任

理事他が、ノルウェー船協からはアンデルセン会長他

が出席したほか、来賓としてガーブリエルセン産業貿

易大臣（海事関係を管掌）が冒頭列席した。（資料３―

２１）

〔資料３―２０〕

「日本―ノルウェー：クオリティ・シッピングの推進に向けて」

日本船主協会（JSA）とノルウェー船主協会（NSA）は、

２００３年５月２６日、ノルウェー首相の日本公式訪問に併せ、

海運円卓会合を共同で開催した。

すでに強い結びつきを持つ両国海運界の関係をより強固

なものとするため開催された円卓会合では、国際規制と地

域規制、船舶の状態と旗国の行動に関する透明性、環境、

船舶の検査通路などの諸問題に特別の関心が払われた－こ

れらの問題は、現在各種多国間海運フォーラムですべて重

要議題となっているものである。

日本海運界は世界第２位の、そしてノルウェー海運界は

世界第３位の商船隊を支配している。両協会は、海運先進

国として、外航海運業界が国際的に合意された規則によっ

て規制されていくことに強い共通利害関係を持っている。

双方は、増大する単独行動主義や地域主義が IMOの役割を

脅かすものであることを強調した。両協会は、新たな国際

規則が実用的で合理的なものとなるよう、IMO加盟国に対

し、タンカーの安全性に関する EU提案を適正かつ真摯に検

討することを求めるものであり、両協会は、そのためあら

ゆる努力を払っていくことに合意した。

両協会の重要な目標は、クオリティ・シッピング（良質

な海運）の推進であり、クオリティ（良質であること）を

競争上の優越性とすることである。IMOによる国際規則と

その適正な実施は、この目標を達成するために不可欠な要

素である。現在 IMOで検討されている旗国のためのモデル

監査スキームは、正しい方向に向けた重要な一歩となるだ

ろう。

また会合では、環境にやさしい船舶の設計に関連し、相

互の協力と技術革新の問題についても議論した。

本会合には、来賓としてアンスガール・ガーブリエルセ

ン ノルウェー産業貿易大臣が列席した。

〔資料３―２１〕

日本!ノルウェー海運円卓会合出席者

〔日 本〕

松永 宏之 日本船主協会副会長!新日本石油タンカー取締役社長

太田 健夫 日本船主協会常任理事!飯野海運取締役社長

吉田 克衛 川崎汽船常務取締役

羽田 知所 日本船主協会工務委員会委員!商船三井執行役員

関 政志 商船三井執行役員

福島 義章 日本船主協会理事長

増田 恵 日本船主協会常務理事・海務部長

植村 保雄 日本船主協会常務理事・企画調整部長

園田 裕一 日本船主協会国際企画室長
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３・８ OECD

３・８・１ 海運委員会

日米欧の先進国を中心とする３０ヶ国の間で経済政策

問題を取り扱っている OECDは、海運委員会（MTC :

Maritime Transport Committee）を設置して海運問題を

討議している。同委員会には OECDメンバー政府の運

輸当局者が出席し、海運とその関連分野における自由

かつ公正な市場形成に向け、メンバー国間の海運競争

政策の整合性を図ることや、海運助成措置の削減等の

海運政策問題を中心に幅広い議論を行ってきている。

また、近年のタンカー事故や環境意識の高まりおよ

び米国等におけるテロ事件などにより、OECD MTC

の作業が船舶の安全確保問題や海事保安問題に広がり

をみせている。当協会は、OECDによる作業の有効性

を確認しつつ、IMO（国際海事機関）等他の国際機関

の活動との重複を避ける必要があるとの観点から、今

後の動向を注視していく。

１．２００２年７月１６日～１７日海運委員会会合

２００２年７月１６日～１７日に、パリの OECD本部で開催

された海運委員会には日本政府から国土交通省の代表

者が出席するとともに、当協会喜多澤国際幹事長（商

船三井定航部計画室長）と園田国際企画室長も出席し

た。

会合では、海事保安対策を中心に議論が行われ、主

な検討結果は以下の通り。

! 海事保安対策

各国の対策の現状が報告されたほか、「船舶の所有

と支配」に関しては、日本・デンマーク・ギリシャ

などはMTCとしての作業に反対したものの、賛成国

も多く、少なくとも第１段階（各国の船籍登録にか

かる手続、要検討の現状の一覧作成）を０３年１月の

次回MTCまでに終了し、次回MTCで第２段階（透

明性確保の為の具体策策定）に進むかを検討するこ

とした。また、「テロ等のリスクと海事保安強化によ

る経済的影響」、「輸送手段横断的な貨物認識システ

ム」「海事保安に関するベストプラクティス」に関す

る検討が引き続き行われることとなった。

" 定航海運競争政策の整合性促進作業について

メンバー各国の競争法上の同盟・協定等の取り扱

いや適用除外制度等に関する競争政策の相違が国際

海運に悪影響を与えるとの懸念のもと、１９９７年に採

択された「海運競争政策の整合上での基本原則」（「船

協海運年報２００２」ご参照）は、メンバー国間の競争

政策の整合性の状況を４年毎に見直すとしている。

前回MTCでは、見直しは４年毎ではなく、必要に

応じて随時行うべきであるとの意見も出されたが、

今回改めて検討の結果、原則通り４年毎の見直しを

継続することとなった。次回アンケートは２００５年の

予定である。

# 環境対策を回避することによるコスト節約効果

引き続き作業を継続することとした。

$ シップ・リサイクル関係

将来必要になるまで、本件を議題から外すことと

なった。

% 海運助成策の現状確認

作業を継続することとした。助成策の現状を各国

に照会中であるが、回答提出が遅れており、未提出

国は早急に提出することが求められた。回答が出揃

った後、結果を公表することとした。

& ２００３～０４年の作業の優先順位について

事務局案を基に検討が行われたが、結論が出ず、

〔ノルウェー〕

アンスガール・ガーブリエルセン Mr Ansgar Gabrielsen 産業貿易大臣!Minister of Trade and Industry

タリエ・アンデルセン Mr Terje J K Andersen ノルウェー船協会長!Farstad Shipping, CEO

トゥール・ヨルゲン・グットルムセン Mr Thor Joergen Guttormsen Leif Hoegh & Co ASA, President

アンデシュ・ボーマン Mr Anders Boman Wallenius Wilhelmsen Lines, President Asia

トール・フリッツェン Mr Tor Fritzen Wallenius Wilhelmsen Lines Asia, Vice President, Operations

パトリック・オニール Mr Patrick O’Neill Bergesen Tokyo

ストーレ・セルメル"オルセン Mr Staale Selmer!Olsen Det Norske Veritas, Research Program Director

ソルヴァール・クロック Mr Solvar N. Klokk Senior Advisor Sustainable Energy, Enova SF

オーレ・クリスティアン・バールヴァール Mr Ole Kristian Baervahr ノルウェー船協理事!NSA Director

! 国 際 関 係
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今後各国が優先順位をつけ、事務局が整理すること

とした。

% その他各国海運政策

デンマーク、フィンランドのトン税導入を EUが正

式承認したことが報告された。

２．２００３年１月８日～９日OECD非加盟国との海運問

題ワークショップ

１月１０日に開催される海運委員会に先立ち、OECD

非加盟国とのワークショップが開催され、OECD加盟

国!非加盟国政府や船主・荷主団体等の関係者が定航
海運の最近の動向、マルチモーダル輸送、電子商取引、

セキュリティ問題、サブスタンダード船問題などにつ

いてプレゼンテーションを行い、約１２０人の出席者が意

見を交換した。我が国からは日本政府 OECD代表部水

嶋参事官および NYK Line（Europe）Ltd.三好社長がプ

レゼンテーションを行い、当協会園田国際企画室長も

出席した。

三好社長は定航海運の現状について約１０分間のプレ

ゼンを行い、コンテナ輸送の重要性を説明するととも

に、船社!荷主関係が規制緩和されている一方、海事
保安・環境面では規制強化が進む最近の競争環境の中

で、海運・荷主・政府が新たなコンテナ海運競争規範

（Paradigm）を話し合う必要性を訴え、出席者の共感を

得た。

３．２００３年１月１０日OECD海運委員会会合

前項ワークショップに引き続いてパリのOECD本部

にて開催され、主に以下検討が行われた。

! プレスティージ問題

２００２年１１月にスペイン北西部沖で沈没し、スペイ

ン、フランスなど沿岸国に重油流出被害を及ぼした

原油タンカープレスティージ号（バハマ船籍）の事

故問題に関し、追加議題として意見交換が行われた。

日本政府は、フランス等の沿岸国による一方的、

地域的な航行制限措置に強い懸念を表明し、米国も

これに同調したが、フランス、ポルトガルなどは国

内世論を踏まえた自己防衛的な措置として理解を求

めたいとの説明があった。

今後の OECDとしての対応については、出席者の

大勢は、本問題は IMO等で対策が検討されており、

OECD MTCとして積極的な対応を行う分野は少ない

との認識であったものの、MTCとしての対策案を事

務局が作成し、メンバーに回章することとなった。

" 海事保安対策（船舶の所有と支配の問題）

船舶がテロリストのマネーロンダリングやテロ行

為そのものに利用されるのを防止するため、船舶の

所有と支配の透明化を図る方策について、事務局ペ

ーパーに基づき検討が行われ、今後も各国の船舶登

録制度の実態把握作業を継続していくこととなった。

# 船社が環境対策を回避することによるコスト節約

効果

事務局ペーパーを検討し、微修正を加えた上、近

々公表されることとなった。

$ 船員需給と訓練について

事務局ペーパーを検討し、近々公表されることと

なった。

４．２００３年６月１９日～２０日OECD海運委員会会合

パリの OECD本部で開催され、日本政府から国土交

通省の代表者が出席するとともに、園田国際企画室長

も出席した。主な検討結果は以下の通り。

! プレスティージ問題（タンカー事故防止のための

新たな政策検討）

国連事務総長は、OECD、IMO、ILO等の国際団体

に対し、旗国による国際条約遵守を担保する新たな

方策を共同して検討するよう要請している。OECD

としての対応を検討したところ、IMO等他の機関と

の重複作業になるとの慎重な意見が多かったが、結

局 OECDとしても何らかの対策を打ち出す必要があ

るとの結論になり、２００３年１１月の次回会合までに意

見を出し合うこととなった。

" 海事保安対策費用の経済的影響

OECD事務局が作成したレポートのドラフトを審

議し、完成・公表に向け引き続き作業することを承

認した。

# 船体および PI保険によるサブスタンダード船対策

船体および PI保険の付保を解除することによるサ

ブスタンダード船対策の有効性を検討し、引き続き

作業を継続することとなった。

$ 海運助成策の現状確認

OECD各国の海運助成策の現状確認作業を０３年末

時点で実施することを確認した。

５．BIACの活動について

BIAC（Business and Advisory Committee to the

OECD）は、先進国が直面する重要な経済・社会問題に

ついて民間経済界の意見を取りまとめ、OECDならび

! 国 際 関 係
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に OECD加盟国政府に対して提言を行うOECDの公式

の諮問機関として１９６２年に設立された。この中に、船

主・荷主双方から組織される海運委員会（MTC）があ

り、OECDの海運委員会に対して民間の意見を反映し

ている。

BIAC MTCの会合は通常、OECD MTC等 OECD

の海運関連会合の直前に開催され、OECD会合の関係

議題に関して検討を行い、OECD会合への意見反映に

努めている。

２００３年１月７日、パリ BIAC本部で開催された BIAC

MTCにおいて、以下の通り正副委員長の選任が行われ、

当協会園田国際企画室長が副委員長に就任した。

委 員 長（Chairman）

：Donald O’Hare氏（WSC＊副会長）

副委員長（Vice Chairman）

：Nicolette van der Jagt氏（ESC＊＊事務局長）

園田 裕一（当協会国際企画室長）

＊ WSC（World Shipping Council：世界海運評議会）：
世界主要コンテナ船社約４０社で構成する国際海運団体。

邦船社では川崎汽船、日本郵船、商船三井の３社が加盟。

＊＊ESC（European Shippers’ Council：欧州荷主協議会）：
欧州１６カ国の荷主協会によって構成される荷主団体

３・８・２ 造船協定問題

造船業における公的助成の廃止!加害的廉売の防止
により公正な競争条件を確保することを目的に１９９４年

に成立したOECD造船協定は、参加国（EU、韓国、ノル

ウェー、米国および日本）の全てが批准して初めて発

効することとなっているが、米国が批准していないこ

とから現在も発効しておらず、昨年開催された OECD

造船部会会合においては、米国が批准しないことが確

定的となったと伝えられている。

このような状況下、OECD造船部会は、何らかの国

際的枠組みは必要であるとの合意に基づき、米国抜き

での新しい造船協定の策定をも視野に入れ、１９９４年以

降の環境変化を踏まえ、造船業の国際的枠組みについ

て検討することとし、そのための会合を平成１４年４月

２４、２５日に開催することとした。

加えて OECD事務局は、同会合での検討に資するこ

とを目的に、予め関係業界に対し書面によるコメント

を求めるとともに、同年４月初めにヒアリングを行う

こととした。このコメントおよびヒアリングの対象者

は、関係各国の造船工業会など造船関係者の他、当協

会はじめ韓国船協、ICS（International Chamber of Ship-

ping：国際海運会議所）、ならびに ECSA（European

Community Shipowners’ Association : EU・ノルウェー

船主協会）等となっている。

これを受け当協会は、政策幹事会を中心に検討を行

い、平成１４年３月８日、OECD事務局にコメントを提

出（資料３―２２）するとともに、ヒアリングの招聘に

も応じ意見を開陳した。

なお、当協会が政府に要望している規制緩和の一つ

である「船舶の建造許可に当たっての手続きの一層の

簡素化」については、政府は OECD造船協定が発効し

た際に建造許可制度全般の見直しを行うとしているの

で、このような関連事項も踏まえ、引き続き情報収集

し対応していくこととしている。これまでの経緯等概

要は以下の通り。

１．OECD造船協定問題に関するこれまでの経緯等

! OECD造船部会

OECD（Organisation for Economic Cooperation and

Development：経済協力開発機構）は、「経済成長」、

「開発途上国援助」、「多角的な自由貿易の拡大」の

３つを目的とした市場経済を原則とする先進諸国の

集まりで、政治、軍事を除く、経済・社会のあらゆ

る分野の様々な問題を取り上げ、研究・分析し、政

策提言を行っている国際機関である。また、これら

多様な問題に関し、政策協調を図るための協議の場

を提供するというクラブ的性格を有している。本部

はパリにあり、現在、日本を含む３０カ国が加盟して

いる。

OECDには、理事会をはじめとする様々な委員会

が組織されており、海運関係では、海運委員会（MTC

：Maritime Transport Committee）などがある。造船

部会（CWP６：Council Working Party６）は、造船

業に関する不当な貿易歪曲措置や競争を避けるため

の理事会直属の作業部会として、１９６６年に設置され

た。

" OECD造船部会におけるこれまでの検討経緯等

OECD造船部会では、設立以降、造船業における

公正な競争条件を維持するための様々な活動を行っ

てきた。しかし１９８９年、米国造船工業会が、関係各

国において「政府助成等不公正な貿易慣行」が存在

するとして、米国通商法３０１条に基づき、米国通商代

表部に提訴したことがきっかけとなり、同年秋より

OECE造船部会における政府助成廃止のための新協

! 国 際 関 係
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定策定交渉が始まった。

ECが政府助成を廃止するには極東のダンピング防

止が必須であると主張したことなどから、「ダンピン

グ防止規定」が追加される等、種々検討が行われ、

新協定は、１９９４年末、参加国（EU、韓国、ノルウェ

ー、米国および日本）により基本合意に至り、１９９５

年末に EU、韓国、ノルウェーの３カ国が、また１９９６

年６月に日本がそれぞれ批准した。

' 現行の OECD造船協定の概要

月報２００２年４月の１６～１７頁「３．OECD造船協定

の概要」データ利用⇒資料添付

２．新たな造船協定策定に向けた動き

% 業界ヒアリング

平成１４年４月４、５日両日にパリの OECD本部に

おいて造船部会の業界ヒアリングが開催された。ヒ

アリングには、造船業界から日本造船工業会、韓国

造船工業会、欧州造船工業会、中国造船業界等、海運

業界から、当協会の他、ICS（国際海運会議所）、ECSA

（欧州船主協会）が参加、政府側は日本、韓国はじ

め OECD加盟国が参加した。

当協会は、事前にコメントを提出（資料１）する

とともに、提出したコメントに沿い、!造船業に関
する政府助成は基本的に廃止すべきである、"加害
的廉売の定義・運用を明確化すべきである、との意

見を開陳した。

造船協定についてのヒアリング参加者の意見を集

約すると以下のとおり。

$造船協定等何らかの国際的枠組みは必要
$政府助成の廃止等規律の見直しが必要
$加害的廉売規律の見直しが必要
$参加国の拡大が必要
中国は今後の協定交渉に参加する意向を示した。

なお、造船供給力過剰問題については法的拘束力を持

つ対策を講ずるべきであるとの意見はなかった。

& OECD造船部会での検討状況

平成１４年４月２５、２６日両日にパリの OECD本部に

おいて第１０１回造船部会が開催された。会合には、

OECD加盟国の他、日本、韓国および欧州の各造船

工業会が参加した。部会会合は２部構成となってお

り、市場動向に関する第１部には政府および業界が

参加、造船政策に関する第２部は政府関係者のみが

参加した。

第１部の市場動向に関する会合では、造船市場に

おける需給不均衡の解消を図るため、１９９９年以降中

断されていた需給サブ・グループを再開することと

なった。

第２部の造船政策に関する会合では、業界ヒアリ

ングを踏まえ、新協定交渉を開始することが全会一

致で合意された。新協定交渉のため特別交渉グルー

プ（Special Negotiation Group）を設置することが決

定された。わが国の他 EU、韓国、ノルウェー、オー

ストラリアおよびポーランドが新協定交渉に参加の

意思を表明した。OECDは非加盟国にも参加を呼び

かけていくこととしており、中国が先の業界ヒアリ

ングにおいて参加に前向きな姿勢を示していること

から、新協定交渉への参加が期待されている。新協

定は、１９９４年の造船協定と同様、政府助成の廃止と

加害的廉売の防止が柱となる見込みである。

' 現行の OECD造船協定の概要

! 協定の目的（造船業における公的助成を廃止、

加害的廉売を防止して公正な競争条件を確保）

" 交渉参加国 EC、韓国、ノルウェー、米国、日本）

# 協定の構成

( 公的助成金削減のための国際規則。

) 加害的廉売防止のための国際規則。

〔資料３―２２〕

当協会コメント

１．船価について!政府助成について

船価は市場メカニズムによって決定されるもの。従って

船価を恣意的に操作すべきではない。その意味で造船への

政府助成は基本的に廃止されるべきと考える。

２．加害的廉売（injurious pricing）について

% 加害的廉売（いわゆるダンピング）の定義を明確化し、

恣意的な運用の余地を排除すべきである。国家助成によ

らず、経営の効率化等によって戦略的な価格設定を行う

ことをも「加害的廉売」とされてしまうと、公正な競争

の妨げとなり、造船協定の目的である「公正な競争条件

の確保」に反することとなる

& 加害的廉売に関連して、船舶の運航に支障をきたす対

抗措置を盛り込むことには反対である。

! 国 際 関 係
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! 現行の OECD造船協定の概要

! 協定の目的（造船業における公的助成を廃止、

加害的廉売を防止して公正な競争条件を確保）

" 交渉参加国（EC、韓国、ノルウェー、米国、日

本）

# 協定の構成

" 公的助成削減のための国際規則。

# 加害的廉売防止のための国際規則。

$ 上記紛争の手続き規定（二国間調整、調停委

員会設置等）。

$ 協定対象船舶（１００G!T以上の自航式海上航行

の商船。艦艇・国内船を除く）

% 公的助成の削減（国、地方自治体、それら機関

等から特定的に供与される以下の助成は協定発効

と同時に廃止、新たに導入しない）

" 輸出補助

)% 公的輸出信用（船舶輸出信用了解＊１に適合

しないもの）

)& 輸出補助金

# 国内助成

)% 直接助成（交付金、優遇融資、債務保証、

負債免除、優遇税制等）

)& 間接助成（優遇融資、債務保証等輸出信用

了解の条件以上のもの）

)' 研究開発助成（定められた率を上回る交付

金、優遇融資等）

$ 公的規制・慣行（国内建造・国内調達義務付

け等）

＊１ 船舶輸出信用了解：船舶輸出にあたり対象船舶（１００

G"T以上）、金利、頭金、償還方法などについて、取
り決めた了解（現行８１年了解）である。その後、金

融情勢などを反映させた９４年改定案が参加国間で合

意したものの造船協定が未発効であることに付随し

て同了解も発効していない。

& 加害的廉売の防止

" 調 査

締約国Ａは、自ら又は国内造船所ａの申し立

てによって、自国船主（含む実質）が行った他

の締約国Ｂの造船所ｂとの建造契約についてか

外的廉売の調査ができる。

# 課徴金の賦課

調査によって、!その船舶の価格が正常価格
を下回り、"それによって自国造船産業に損害
が生じ、#その因果関係が立証された場合、締
約国Ａは、販売を行った造船所ｂに対し、課徴

金の支払を命じることができる。課徴金は販売

価格と正常価格の差を上限とする。

$ 対抗措置

課徴金が支払われない場合、対抗措置として、

当該造船契約船・建造船の貨物の積みおろしを

最大４＋４年間拒否できる。

' 協定の発効

参加国全ての協定批准が必要。最後の参加国の

批准書が寄託された日から３０日後。

( 協定の見直し

３年毎または、締約国の建造量シェアが G"T

ベースで７０％未満になった時、全ての締約国の合

意により改正が可能。

参考文献：OECDホームページ、日本造船工業会資料等

３・９ IMOの活動
国際海事機関（IMO : International Maritime Organi-

zation）は、国連の専門機関の１つとして１９５８年に設立

され、海上の安全や海洋汚染の防止等の問題に関し、

政府間の協力を促し有効な措置等を講じることを目的

としている。２００３年３月現在１６２カ国が加盟し、このほ

か３カ国（香港、マカオ、フェロー諸島）が準加盟国

となっている。

IMOは、２年ごとに開催される総会を頂点に、理事

会および５つの委員会で組織されている。２００２年に開

催された主な会議の模様は次のとおりである。

１．理事会

第８８回（６月）および第８９回（１１月）会合が開催された。

２．海上安全委員会

第７５回および第７６回会合がそれぞれ５月および１２月

に開催され、バルクキャリアの安全およびテロ防止対

策である海事保安に係る諸問題などが審議された。（３

章および６章参照）

３．海洋環境保護委員会

第４７回および第４８回会合がそれぞれ３月および１０月

! 国 際 関 係
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に開催され、バラスト水管理やシップリサイクルの問

題などが審議された。（２章参照）

４．法律委員会

第８５回会合が１０月に開催され、TAJIMA号事件に関連

して、わが国より提案した船舶における犯罪から船員

および乗客を守る手段などが審議された。（４章参照）

３・１０当協会が加盟する主要国際団体の活動

３・１０・１ ICS

国際海運会議所（ICS : International Chamber of Ship-

ping）は、航行安全、海洋環境保全、海事法制、情報シ

ステム等に関し、海運業界の利益を代表し、主に IMO

に対応するとともに、OECD等で議論されている海運

政策問題も扱っている。

２００３年７月現在、合計で世界商船隊の５割以上を占

める３４ヶ国!地域の３６船協が加盟している。
２００２年度に ICSが対応した主な事項は以下の通りで

ある（２００３年５月に開催した ICS!ISF総会に関しては、

３・１参照）。

!海事保安問題
!バルクキャリアの安全問題
!油濁損害に対する賠償問題
!船客死傷の際の補償等に関するアテネ条約改定議定
書問題

!旗国の責任問題
!船舶からの大気汚染問題

!バラスト水排出規制問題
!パナマ運河通航料値上げ問題
!海難救助問題

３・１０・２ ISF

ISF（International Shipping Federation：国際海運同

盟）は、海上労働問題に関し国際的な視野で検討を行

なうことを目的とする国際船主団体であり、２００３年５

月現在３４ヶ国の船主協会で構成されている。

ISFの年次総会および第１０８回理事会が２００３年５月１３

日淡路島で開催された。両会合での主な検討事項は次

の通りである。

! ILO海事統合条約、船員の身分証明書、ILO最低賃

金について

" 紛争地域手当について

# 船舶保安訓練について

$ SARS（新型肺炎）について

! 国 際 関 係
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4 法務保険

４・１ 国際条約関連

４・１・１ 国際油濁補償体制に関する検討等

タンカー事故等で油濁による海洋汚染が発生した場

合、その損害や清掃費用については、海運業界と荷主

である石油業界が協力して補償する体制が国際条約に

よって整備されている。すなわち、一定の責任限度額

を設けて、はじめに船主による補償を行い、不足する

部分を荷主が補償するもので、いわゆる油濁二条約と

呼ばれるている（油濁二条約：「油による汚染損害につ

いての民事責任に関する国際条約（CLC : International

Convention on Civil Liability for Oil Pollution Damage）」

および「油による汚染損害の補償のための国際基金設

立に関する国際条約（FC : International Convention on

the Establishment of an International Fund for Oil Pol-

lution Damage）」）。

この油濁二条約のうち、CLCは船舶（タンカー）の

貨物である重油等の流出によって生じた油濁損害につ

いて船主の無過失責任、責任限度額、強制保険の付保

を定めた条約である。一方、FCは荷主の責任負担につ

いての条約で、タンカーから油を受け取った荷主の拠

出金を基に設立された国際油濁補償基金（IOPCF : In-

ternational Oil Pollution Fund）による被害者に対する補

償を行うことを定めたもので、１９６９年の CLC（６９CLC）

は１９７５年に、また１９７１年の FC（７１FC）は１９７８年にそれ

ぞれ発効している。

その後、１９９２年に至り両条約の発効後約１５年が経過

し、大規模の油濁事故への補償が十分に果たせなくな

ったことから、両条約限度額の引上げを主な内容とす

る改定議定書（１９９２年の CLC：９２CLCおよび１９９２年の

FC：９２FC）が採択され、１９９６年５月にそれぞれ発効した。

従来、６９CLC!７１FCの批准国であったわが国は１９９４

年８月に９２CLC!FCに加盟するとともに、これらの内

容を盛り込んだ国内法として油濁損害賠償保障法を１９９６

年５月に施行している。

なお、２００２年６月１日現在の締約国は、わが国を含

め、９２CLC：８８カ国（含、香港）、９２FC：８１カ国である

（資料４―１参照）。

１９９９年１２月、マルタ籍タンカー「エリカ号」（１９，６６６

G"T）がフランスのブルターニュ沖で重大な油濁損害事

故を引き起こした。これを契機として２０００年１０月開催

の IMO第８２回法律委員会において、油濁二条約の補償

限度額を約５０％引上げることが合意され、２００３年１１月か

ら船主の責任限度額は８，９７７万 SDR（約１４０億円）、９２FC

の補償限度額は２億３００万 SDR（約３１６億円）となるこ

ととなった。

一方９２FCでは、現在の油濁補償体制を見直すべく２０００

年７月にワーキング・グループを設置し、「任意の追加

補償制度（追加基金または第３層基金）」、船主責任、

環境損害の認定基準等について検討を開始した。

同ワーキング・グループを含む国際油濁補償基金の

会合の模様は次の通りである。

１．１９９２年国際油濁補償基金（９２FC）第７回総会等

９２FC第７回総会、同第１８回理事会ならびに７１FC第９

この章のポイント
●現行のCLC、FC両条約による国際油濁補償体制

に、新たに第!層追加基金制度が創設された。本
制度を内容とする条約は、#ヶ国以上の批准かつ
批准した国の油受取量が４．５億トン以上となってか

ら!ヵ月後に発効する。
●海上の旅客運送等に関する賠償を定めているアテ

ネ条約を改正する議定書が IMOにおいて採択され

た。船主の賠償責任に関する強制保険の導入等が

盛り込まれたもので、１０ヶ国の批准の後１２ヵ月後

に発効する。

●わが国は、IMO法律委員会において、TAJIMA

号事件を踏まえ、船上において犯罪が発生した場

合、できるだけ速やかに船長が近隣の沿岸国に被

疑者を引き渡すことができる制度を創設する必要

がある旨提案した。

" 法 務 保 険
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回運営評議会がメンバー５７カ国、オブザーバー国７カ

国、ICS等オブザーバー団体８団体、および EUが参加

し、２００２年１０月１４日から１８日までロンドン IMO本部に

おいて開催された。

わが国からの出席者は次の通り。

国土交通省大臣官房審議官 柴田 耕介

在英日本大使館参事官 堀家 久靖

成蹊大学名誉教授 谷川 久

東京大学法学部教授 落合 誠一

国土交通省海事局総務課油濁保障対策官

長谷 知治

石油海事協会専務理事 常木 徹

同 常務理事 河端 一郎

日本船主協会関連業務部長 梅本 哲朗

! ９２FC第７回総会

! WGの報告

今次会合においては、当協会としては環境損害

補償基準、油濁損害補償に関する船主!荷主の負
担バランス等の問題を検討しているWGの報告を

注視することとしていた。この点について、WG

議長の Popp氏（カナダ）より、４～５月のWG

での検討結果を踏まえ、環境損害補償基準を記し

た Claims Manualを次の通り書き換えたいとの提

案があり、総会はこれを了承した。

〈旧基準〉

"採用した措置に係る費用が合理的なものである
こと

"措置にかかる費用が、達成された効果または合
理的に期待できる効果に対して不釣合いではな

いこと

"措置が適切であり、成功の相当の見込みがある
こと

〈新基準〉

"被害地域の自然的な復元を著しく促進するもの
"更なる損害を防止するためのもの
"可能な限り、他の自然環境等に悪影響を及ぼさ
ない措置

"技術的に実現可能なもの
"費用が損害の範囲と均衡を失わないもの
また、環境の復元を確認するための油流出後の

調査に基金が関与し、この調査費を負担すること

も明確化された。

わが国はこれまでこの改定により抽象的表現に

留まっている各項目が複数項適用となればこれら

〔資料４―１〕 新旧油濁二条約締約国一覧表
２００３年１１月１日

国 名 ６９
CLC

９２
CLC

９２
FC 国 名 ６９

CLC
９２
CLC

９２
FC

ア ル バ ニ ア
ア ル ジ ェ リ ア
ア ン ゴ ラ
アンティグア・パーブーダ
ア ル ゼ ン チ ン
オーストラリア
バ ハ マ
バ ー レ ー ン
バ ル バ ト ス
ベ ル ギ ー
ベ リ ー ズ
ベ ニ ン
ブ ラ ジ ル
ブ ル ネ イ
カ ン ボ ジ ア
カ メ ル ー ン
カ ナ ダ
チ リ
中 国"＊
コ ロ ン ビ ア
コ モ ロ
コ ン ゴ
コ ス タ リ カ
コートジポアール
ク ロ ア チ ア
キ プ ロ ス
デ ン マ ー ク
ジ プ チ
ド ミ ニ カ
エ ク ア ド ル
エ ジ プ ト
エルサルバドル
赤 道 ギ ニ ア
エ ス ト ニ ア
フ ィ ジ ー
フ ィ ン ラ ン ド
フ ラ ン ス
ガ ボ ン
ガ ン ビ ア
グ ル ジ ア
ド イ ツ
ガ ー ナ
ギ リ シ ア
グ ァ テ マ ラ
グ レ ナ ダ
ギ ニ ア
ガ イ ア ナ
ホ ン デ ュ ラ ス
ア イ ス ラ ン ド
イ ン ド
イ ン ド ネ シ ア
ア イ ル ラ ン ド
イ タ リ ア
日 本
ジ ャ マ イ カ
カ ザ フ ス タ ン
ケ ニ ア
ク ウ ェ ー ト
ラ ト ビ ア
レ バ ノ ン
リ ベ リ ア

○

○
○

○

○

○

○
○

○
○
○
○
○

○
○

○

○

○
○

○

○

○
○
○

○
○
○
○
○
○
○
○
○
○

○
○
○
○
○
○
○
○
○

○
○
○
○
○

○
○

○
○
○
○

○
○

○

○
○

○
○
○
○
○
○
○

○

○

○

○
○
○
○
○
○
○
○
○
○

○
○
○
○

○
○
○

○
○
○
○
○

○
○
○
○

○
○

○

○
○

○
○

○
○
○
○

○

○

○

リ ト ア ニ ア
ルクセンブルグ
マ ダ ガ ス カ ル
マ レ ー シ ア
モ ル ジ ブ
マーシャル諸島
モ ー リ タ ニ ア
モ ー リ シ ャ ス
メ キ シ コ
マ ル タ
モ ナ コ
モ ン ゴ ル
モ ロ ッ コ
モ ザ ン ピ ー ク
オ ラ ン ダ
ニュージーランド
ニ カ ラ グ ア
ナ イ ジ ェ リ ア
ノ ル ウ ェ ー
オ マ ー ン
パ ナ マ
パプアニューギニア
フ ィ リ ピ ン
ペ ル ー
ポ ー ラ ン ド
ポ ル ト ガ ル
カ タ ー ル
韓 国
ロ シ ア
ル ー マ ニ ア
セントビンセント
サ モ ア
サントメ・プリンシペ
セイントキィッズアンドネイビス
サウジアラビア
セ ネ ガ ル
セ イ シ ェ ル
シ ェ ラ レ オ ネ
シ ン ガ ポ ー ル
ス ロ ベ ニ ア
南 ア フ リ カ
ス ペ イ ン
ス リ ラ ン カ
ス ウ ェ ー デ ン
ス イ ス
シ リ ア
ト ン ガ
トリニダード・トバコ
チ ュ ニ ジ ア
ト ル コ
ツ バ ル
アラブ首長国連邦
英 国
ウ ル グ ア イ
バ ヌ ア ツ
ベ ネ ズ エ ラ
イ エ メ ン
ユーゴスラビア
香 港"＊

合 計

○

○
○

○

○

○

○

○

○

○
○
○
○

○

○

○
○

○
○

４３

○

○

○

○
○
○
○

○
○
○
○

○
○
○
○
○
○

○
○
○
○
○
○
○
○

○
○
○
○

○
○
○
○

○
○
○
○

○
○
○
○
○

○

８８

○

○

○

○
○
○
○

○
○
○
○

○
○
○
○
○
○

○
○
○
○
○

○
○

○
○
○
○

○
○
○

○
○
○
○

○
○
○
○
○

○

８１

出所 ITOPF (International Tanker Owners Pollution Federa-
tion Limited) 資料 （注）○既締約国

（＊）香港特別行政地区については、９２年基金条約加盟国の地位が
与えられている。

注：７１FCは、２００２年５月に停止した。
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が相互に作用してカバーの範囲が容易に拡大され

るのではないかと懸念を表明していたが、これは

大勢に受け入れられるところとならず、今後、査

定に当たって基準乱用ではないかとの疑義が生じ

た場合は理事会に諮ることとなった。

一方、荷主負担による追加基金設立を背景に船

主責任の見直しについて取り沙汰されているとこ

ろ、WG議長は９２CLC改正には賛否両論があり、

またその懸隔も激しく、さらに Treaty Lawの問題

も絡んでくるため、WGで引き続き検討したい、と

報告した。

" 内部監査機構の設置

内部監査機構の設置が決定され、監査人にわが

国から推薦した谷川成蹊大学名誉教授を含む６名

（他は、イタリア、フランス、カナダ、ドイツ、

フィンランド）が選出された。任期は、３名を６

年、残り３名を３年とすることとなっていたが、

この振り分けは行われず、当面３年間はこの体制

で運営されることが合意された。

" ９２FC第１８回理事会

ナホトカ号事故処理に関連し、次の２つのわが国

提案が検討された。

! 求償金支払いの順序

ナホトカ号事故処理は FCと UKP&Iの包括的な

和解によって終結し、UK P&Iから５２億円の求償金

が FCに返還されることとなったが、９２FCと７１FC

でこれを如何に分け合うのかという問題が生じた。

日本は、９２FC３６条 bisに依拠し、経過期間中９２

FCは、６９CLC、７１FC、９２CLCによる補償が不十分

の場合のみ、その範囲で、最終手段として補償に

当たるものであるため、求償金がある場合は支出

の順序に鑑み、９２FCから優先的に充当されるべき

である、と主張した。

しかしながら、大勢は、本条項は補償の順序を述べ

ているに過ぎず、求償金の分配には言及していな

いとして、７１FC!９２FCそれぞれの最高限度額の比

率４３．２６８％：５６．７３２％にて分けることとなった。

" 事故処理の迅速化

わが国より、ナホトカ号事故処理の教訓として、

解決に５年以上の期間を要した事情を背景にClaims

Manualに補償例を記し関係者の手続き理解を促す

などして処理の迅速化を図るべし、と提案したと

ころ、これについては大勢の支持があり、Claims

Manualとは別にガイドラインを策定してはどうか、

あるいはWGの課題となっている代替的紛争解決

手続きの一環として扱えばどうか、との意見が相

次ぎ、理事会は Directorに対し、こうした意見を

踏まえ次回総会（２００３年１０月）までに何らかの提

案をまとめるよう指示をした。

# ７１FC運営評議会

７１FCは２００２年５月に停止したため、残務処理につ

いて報告が行われた。

２．９２FC第５回ワーキンググループ（WG）等

９２FC第５回WGおよび９２FC理事会ならびに７１FC

管理理事会が、メンバー国４９カ国、EC等３政府機関、

ICS等１１のオブザーバー機関が参加し、２００３年２月３日

より７日までロンドン IMO本部で開催された。

わが国からの出席者は次の通りである。

東京大学法学部教授 落合 誠一

国土交通省海事局造船課国際業務室長

鵜沢 哲也

在英日本大使館参事官 堀家 久靖

石油海事協会専務理事 常木 徹

同 常務理事 河端 一郎

日本海運振興会国際振興部長 小倉 重雄

日本船主協会法規専門委員会委員

（日本郵船総務法務グループ長） 清水 繁

日本船主協会関連業務部長 梅本 哲朗

! ９２FC第５回WG

! 船主!荷主の責任負担バランスの見直し
本WGにおける最大の検討議題は、荷主拠出に

よるいわゆる第３層基金の成立を２００３年５月に控

え、石油業界、海運業界の責任負担バランスの見

直しについてであった。

本問題について、石油業界の国際団体である

OCIMF（石油会社国際海事評議会）は、油濁事故

の補償額は船型（トン数）には無関係であるとし、

小型船限度額を CLCの最高限度額まで引上げる、

いわゆるフラット化案を提案した。さらにフラン

スは、これに加え、第３層基金（追加基金）部分

においても船主分担はあって然るべしとの提案を

行った。

これに対し、国際 P&Iグループ、INTERTANKO

は第３層基金と、それへの均衡案としての P&Iグル

ープが提唱する小型船限度額の自主的引上げで当

分様子を見るべしとする反論ペーパーについて説

明を行った。

! 法 務 保 険
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その後行われた審議では、現 CLC!FC体制はこ

れまで効率的に機能して来ていると見る国は多か

ったものの、追加基金の成立が迫っていることか

ら、欧州勢を中心に船主責任限度額のあり方は見

直す必要があるとの見解が多く述べられた。ただ

し、フィリピン等の途上国の一部は、CLC限度額

の引上げは石油価格の上昇にもつながりかねない

との懸念を示し、反対した。

わが国は船主責任の見直しは他の条約との関係

もあり検討には時間を要すると発言した。

議論は賛否両論がくり返されたが、石油!海運
の負担バランスを論ずるとしても、肝心の数値的裏

付けに乏しいことから、英国の提案もあり、IOPCF

事務局が両業界の協力を得て、過去の事故に対す

る船主（CLC）と荷主（FC）が支払った補償額を

先ず洗い出し、その上で検討することとなり、結

論は先延ばしされる形となった。

さらにフランス、OCIMFが提案する CLCフラ

ット化案については、石油!海運の負担バランス
論とは別に、船型（トン数）と責任額の観点から

議論されたが、例えばカナダのように底上げはあ

り得るのではないか、という意見はあったものの、

概して会議は現行の船型による責任額のスライド

制維持については肯定的であった。ただし、これ

も前述の数値を明らかにした上で検討することと

なった。

! 船主責任制限阻却事由!責任集中の見直し
フランスおよび EC等から提案のあった船主責任

制限阻却事由!責任集中の見直しについては慎重
論が支配的であった。これは、まず制限権のブレ

ークを容易にすることと、原油!重油輸送関係者
の油濁事故防止努力の増進とは関係がなく、また

責任を登録船主から拡大することは訴訟件数が増

加し、被害者の迅速救済には反対効果さえ招来し

かねないとの理由からである。

" 基金条約（FC）上の諸問題

下記の通り、基金条約上の諸問題（一部は CLC

にも関係）について検討が行われた。

#タンク業者の油受取人からの除外
FCは油受取人が拠出することとなっているが、

単に油を預けるだけのタンク業者は拠出金転嫁

が容易でないため、受取量の報告主体を実質的

受取人に限定させようという提案である。日本

からは受取人をどのように定義しようと加盟国

で受取った油が報告されることが不可欠である

との意見表明を行ったところ、審議においても、

変更は混乱を生じる恐れが大で、確立された単

純な現方式が維持されるべきとの意見が支配的

であった。

#油受取量未報告国の取り扱い
条約には加盟しながら油受取量を報告しない

国がある。このような国でも油濁事故で自国に

被害が発生した場合、基金からの拠出を受ける

ことは可能となっており、適正に報告し拠出金

を支払っている国からは不満が噴出している。

本問題については、これまでも様々な対策が検

討されてきたが、今回カナダより、締約国にメ

ンバーシップ・フィーの支払いを義務付け、こ

れに応じない国は条約の効力を停止させてはど

うかとの提案があり、WGは加盟国の参加意識を

強めるため、法的問題も含め本案に基づき検討

を進めることとした。

#tacit方式による条約限度額改正の簡素化

現在の CLC!FC両条約では責任限度額は一旦

改正が認定されると、次回改正までには少なく

とも１１年間（改正限度額実施日からは８年間）

を要することとなっているため、英国が物価水

準を時代に即し的確に反映することが出来るよ

う tacit方式を導入して改正手続きの簡素化を図

るよう求めた。この考え方については肯定的な

意見が多く、引続き提案に沿って検討を行うこ

ととなった。

#条約適用となる船舶の定義
原!重油を陸揚げした後、残油が船内にない

ことが確認された場合は条約対象船舶に該当せ

ず、また海上整備施設は入出港時のみ対象と見

なす、とされているが、英国は依然として裁判

所が異なる解釈をとる余地を残しているとし、

定義の厳格化を求めた。日本、カナダ等は現行

の定義を変える必要はないと主張したものの、

WGとして方針の見直しも視野に入れて検討を継

続するとの柔軟な姿勢を示した。

! ９２FC理事会および７１FC管理理事会

題記会合では、事故処理案件の審議が行われ、現

状について事務局長より報告がなされた。

まずナホトカ号事故については、補償支払総計は約

２５０億円となったが、包括的和解により UK P&Iクラ

ブより５２億円が基金に払い戻され処理は終結した、
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との報告に続き、エリカ号については用船者のトタ

ルフィナエルフ社とフランス政府の債権を除けば最

終クレームは約２６０億円となる可能性も出てきたとの

ことであった。

さらに、２００２年１１月にスペイン沖で発生したプレ

スティージ号油濁事故については、同国の海岸線８００

kmに亘って２７０の海岸が汚染され、断裂した船体か

らは依然として少量（１００リットル!日程度）の油が
流出している模様で（但し、会期最終日同国より前

日にようやく流出は止まったとの報告があった）、ス

ペイン政府は沈船残油対策について委員会を設置し

たとのことである。同政府は防除・清掃費用のみで

１０億ユーロ（約１，３００億円）を要すると見積もってい

る（これには、沈船!残油除去費用、漁業・観光産
業等への補償は含まれていない）。

３．追加基金設立外交会議

追加基金（第３層基金）設立のための外交会議が、

２００３年５月１２日から１６日までロンドンの IMO本部にお

いて開催された。参加者は、９２FC加盟国を中心に６８ヶ

国、EUならびに ICS等オブザーバーが１１団体であった。

わが国からの出席者は次の通りである。

在英日本大使館特命全権公使 小島 誠二

国土交通省大臣官房審議官 馬場 耕一

東京大学法学部教授 落合 誠一

在英日本大使館参事官 堀家 久靖

国土交通省海事局総務課油濁保障対策官

長谷 知治

石油海事協会専務理事 常木 徹

同 常務理事 河端 一郎

日本海運振興会国際振興部長 小倉 重雄

日本船主協会関連業務部長 梅本 哲朗

本追加基金は、１９９９年のエリカ号事故を背景に、本

年１１月から実施される予定の９２CLC、９２FCの５０％引上

げでは、将来起こり得る巨大油濁事故の補償には不十

分であるとして、２０００年に EUが独自の基金（COPE

Fund : Fund for Compensation for Oil Pollution in Euro-

pean Waters）の設立構想を打出す一方、IMO!国際油
濁補償基金（IOPC Fund＝基金）の場にも問題を提起し、

国際的にも検討が開始された。

以来会合が重ねられ、２００１年６月の基金のWGにお

いて、追加基金への参加については荷主による任意拠

出という形で対応することとなった。その後、追加基金

設立のための条約案の作成が進み、２００２年４月の IMO

第８４回法律委員会で条文案が承認されたが、責任上限額、

発効要件等主要事項は外交会議の審議に委ねられた。

わが国は、当初この追加基金構想に対しては CLC

!FCの５０％引上げでしばらく様子を見ようとの考え方

から追加基金は不要と主張してきたが、２００１年１０月の

基金第６回総会の折、その設立は避けられないと判断

し、Capping制度（多額拠出国の拠出額を一定に抑える

制度）の導入を条件に参加意思を表明した。

今般の外交会議は、外交会議そのものの議長（Presi-

dent of the Conference）にモロッコ代表のMohammed

Belmahi大使を、実質的な審議を担当する全体会議の議

長（Chairman of the Committee of the Whole）にカナ

ダの Popp氏を選出し討議に入った。

会議は、高額な限度額を設定したい欧州諸国と、追

加基金参加とすれば Capping制度の導入を条件とする

日本の間の意見調整を如何に図るかという構図で検討

が進んだ。

欧州各国はエリカ号事故に加え、２００２年１１月にスペ

イン沖で発生したプレスティージ号による油濁事故の

補償額が高額となるとの予測から、今後起こり得る巨

大油濁事故に備えたいとの立場である。また、拠出額

については油受取量に比例させるのが公平であるとし

て、原則的には Capping制度の導入には反対であると

しながらも、日本が参加した場合その拠出額が群を抜

いて高くなることには配慮を要する、との発言が相次

いだ。これは、仮に日本が参加しなければ、追加基金

は欧州の“クラブ”と化し、国際体制維持に問題が生

じるとの危惧も働いたのではないかと推測される。

一方、日本も国際体制維持は標榜しながらも、拠出

額は極力抑制したいとの考え方から、当初限度額は改

正９２FCの約２倍の４億 SDR、過渡的措置として２０％の

Capping制度の導入を提案し、日本!欧州諸国間の折衝
が展開された。

議長 Popp氏は両サイドから数次に亘りそれぞれから

意見を聞き妥協案を模索した。その結果、最終日の前

日となって、次の数字が議長より提案され、双方がこ

れを受入れることとなり、ようやく厳しい交渉は実質

的に決着を見た。

１）補償限度額 ７．５億 SDR（約１，２００億円）

２）Capping 割合 ２０％

経過期間 発効後１０年または加盟国の油受取量

が１０億トンとなったいずれか早い時

期
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３）発効要件

! 最低加盟国数 ８ヶ国

" 最低油受取量 ４．５億トン

# !、"の要件充足後発効までの期間 ３ヶ月

４）条約発効後に加盟する国の批准書寄託から発効ま

での期間 ３ヶ月

５）補償限度額の改定手続き

次回変更可能時期までの期間 最低３年

限度額上昇限度 年当り６％

異議通告!周知期間 １２ヶ月

６）最低油受取みなし量 １００万トン

７）基金消滅要件

加盟国が７ヶ国未満または加盟国の油受取量が３５０

万トン未満となったいずれか早い時期

また、この追加基金設立に当たって、現行の９２CLC

!FC体制の見直しについて優先的に作業を進めるべ

しとの決議が併せて採択された。

このように、予想していたこととはいえ、補償限

度額が高額となったことから、今後 CLC引上げへの

圧力はますます高まるものと懸念される。

なお、国際 P&Iグループはこの追加基金との均衡

策として小型船限度額の自主的引上げを予てから提

案していたが、今回このスキームの下小型タンカー

船主は１事故につき２，０００万 SDRまで支払う旨基金と

契約するとの一種の国際約束の意思を表明した。し

かし、この扱いについては特に審議されず、今後の

検討を待つこととなった。

４・１・２ アテネ条約改定議定書の採択

「１９７４年の旅客およびその手荷物の海上輸送に関する

アテネ条約２００２年改定議定書（以下、改定議定書）」採

択のための外交会議が、２００２年１０月２１日から１１月１日の

間、ロンドンの IMO（国際海事機関）本部において開

催された。わが国からは次の７名が出席した。

在英日本大使館特命全権公使 小島 誠二

在英日本大使館参事官 堀家 久靖

成蹊大学名誉教授 谷川 久

国土交通省海事局外航課係長 谷川 仁彦

東京海上火災保険コマーシャル損害部専門部長

井口 俊明

日本船主協会法規専門委員会委員

（日本郵船法務保険グループ長） 清水 繁

日本船主協会関連業務部課長代理 小松 弘行

「１９７４年の旅客およびその手荷物の海上輸送に関する

アテネ条約（以下、アテネ条約）」は、外航客船におけ

る旅客およびその手荷物の損害に対する船主の責任原

則や責任制限額等を規定した条約であり、１９８７年に発

効している（わが国は未批准）。

同条約の改定については、旅客に発生した死傷等の

債権を担保する制度の確立、すなわち船主の賠償責任

に関する強制保険の導入を目指して、１９９７年の IMO

第７５回法律委員会以来検討が行われてきた。延べ１０回

の審議を経て、同条約の改定議定書案の内容がほぼ固

まったことから、今般、採択のための外交会議が開催

された。

会議は、まず総会議長に韓国の Ra Jong!Yil氏を、ま

た全体委員会の議長にノルウェーのG. Sivertsen氏を選

出し議事に入った。

本会議における残された主な審議事項は、船主責任

限度額、強制保険付保額等の決定およびオプト・アウ

ト条項（議定書の限度額を下回らなければ国内法で独

自の金額を設定したり無制限とすることができる条項）

や海難事故以外の事故における挙証責任等、各国から

文書で提案のあった事項であり、主に全体委員会にお

いて概要以下の通り審議が行われた後、改定議定書が

採択された。

１．船主責任限度額・強制保険付保額等

これまでの法律委員会での検討で、海難事故におけ

る船主の責任原則に関しては、一定額までの損害につ

いては無過失責任（厳格責任）、これを超える部分につ

いては過失推定責任（反証のない限り船主の過失が推

定されること）とすることが決定している。

今般の会議においては、スクェア・ブラケットとな

っていた船主責任限度額・厳格責任額・強制保険付保

額について審議を行ったところ、各国から非常に高額

なものから低額なものまで様々な見解が示されたほか、

強制保険の付保額を厳格責任とする限度額までとする

か、もしくは船主責任限度額までとするかについても

見解が分かれた。

また、ICS（国際海運会議所）や国際 P&Iグループ等

の民間団体からは、あまりにも高額なものは避け、現

実的に機能するような改正を求める発言があり、特に

P&Iクラブで手当て可能な限度額で合意されるべきであ

るとした。

一通り審議の後、各国の意見の隔たりが大きいこと

から、議長より次のパッケージが提案された。
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!船主責任限度額：４０万 SDR（１事故あたり１船客毎）

!厳格責任限度額、直接請求限度額、強制保険付保額：
２５万 SDR（１事故あたり１船客毎）

!国内法の規定により、国内における責任限度額を議
定書に規定する限度額を下回らない範囲で定めるこ

とができるとするオプト・アウト条項の存置

この提案に基づき検討した結果、一部の国から産業

界が対応可能であるかどうか懸念が表明されたものの、

最終的には賛成する国が大勢を占め、審議の結果、提

案通り決定された。

また、強制保険付保額は２５万 SDRであるが、船主責

任限度額（４０万 SDR）までの補償を担保するための保

険等を可能な限り船主に保持させるべく、Good Prac-

ticeに関するガイドラインを作成するよう IMOに求め

る総会決議が併せて採択された。

２．海難事故以外の事故における挙証責任

改定議定書案では、海難事故以外の事故における挙

証責任は旅客が負うと規定されているが、わが国商法

の規定では全ての事故の挙証責任は運送人が負うこと

と規定されている。このため、わが国より、挙証責任

を運送人に負わせるよう議定書案の修正を求める提案

が行われ、併せてこの修正が認められない場合は、議

定書の批准は困難であるとの主張が行われた。

しかしながら、この問題は前回の法律委員会で議論

しつくされた上で決定された規定であるとする代表団

が多く、原案を維持することが決定し、海難事故の場

合の挙証責任は運送人、海難事故以外の事故の場合は

旅客が負うこととされた。

３．テロ行為

運送人が厳格責任を負う場合の例外として、テロ行

為による事故の場合を明記するべきであるとの提案が

国際 P&Iグループおよび ICSから行われた。これに対

し、テロ行為による事故は、議定書案で規定されてい

る「当該事故が、専ら、事故をもたらすことを意図し

た第三者の作為または不作為によって生じたこと」に

該当するものとして厳格責任を負う場合の例外となる

ため、あらためて明記する必要は無いとする意見が大

勢を占めたため、原案通りとされた。

４．手荷物および車に対する船主責任限度額

今般の改定では、旅客の死傷に対する措置を検討す

ることを主目的としたものであることから、手荷物お

よび車に対する船主責任限度額の改定については、物

価上昇率を考慮するとしても小幅な引上げにすべきと

の意見が大勢を占めた。このため議長より、概ね２５～

２７％引上げることで提案があり、これが了承された。

この結果、それぞれ次の通りの限度額となった。

!持込み手荷物の滅失又は損傷：１旅客毎２，２５０SDR

!車（車により運送される手荷物を含む）の滅失又は
損傷：１車両毎１２，７００SDR

!その他手荷物の滅失又は損傷：１旅客毎３，３７５SDR

５．地域経済共同体に関する条項

欧州委員会（EC）から、EU各国（除、デンマーク）

は民商事の裁判管轄権、承認および執行の権限を EU

に委譲することとなっていることから、本改定議定書

においても、EUのような地域経済共同体が締約国とな

ることを可能とするよう修正提案が出されていたが、

審議の結果、これを認めることとなった。

ただし、本件は現在の EUおよびその加盟国に限られ

た問題ではなく、今回採択された規定が不十分になる

ことも考えられることから、IMOにおいてさらなる研

究を行うことを要請する総会決議が併せて採択された。

６．発効要件

アテネ条約自体や過去の同条約の議定書と同様、１０

カ国が加盟した後、１２ヵ月後に発効することとされた。

７．その他

本改定議定書においては、船舶の登録国が当該船舶

に対して強制保険を付保していることを証明する証書

を発給する規定を設けているが、一部の国から、裸用

船の場合には船舶の登録国以外の国を旗国とすること

ができる法制を有する国もあるため、IMOにおいて、

こうした場合の証書発給に関する問題点を研究し、必

要があれば適切なガイドラインを作成することを要請

する総会決議が採択された。

上述の通り、改定議定書では海難事故以外の事故に

おける挙証責任は旅客が負うと規定された。他方、わ

が国商法では全ての事故の挙証責任は運送人が負うと

されている。このため、本改定議定書のわが国の批准

は難しい状況にある。
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〔資料４―２〕
アテネ条約２００２年改定議定書の概要

条約名：Athens Convention relating to the Carriage of Pas-

sengers and their Luggage by Sea, 2002

発効要件

!１０カ国が加盟した後、１２ヵ月後に発効。
強制保険

!旅客の死傷に関して厳格責任の制限額をカバーするため
に保険または他の金銭的保証の保持が運送人に求められ

る。

!強制保険または他の金銭的保証の制限額は１事故あたり
１船客毎に２５万 SDRを下回らない額とする。（＝強制保険

付保額：２５万 SDR）

!船舶に対しては、保険または他の金銭的保証が効力を有
することを証明する証書が発給される。

責任限度額

!旅客の死傷に関する運送人の責任は、１事故あたり１船
客毎に２５万 SDRに制限される。運送人は、当該事故が戦

争、敵対行為、内乱、または例外的、不可避的かつ不可

効力的な性質を有する自然現象によって生じたこと、も

しくは専ら事故をもたらすことを意図した第三者の作為

または不作為によって生じたことを証明しない限り責を

負う。（＝厳格責任部分の責任限度額：２５万 SDR）

!当該損害が制限額を超えた場合は、運送人は、運送人の
故意または過失により生じたものではないことを証明し

ない限り、１事故あたり１船客毎に４０万 SDRを限度とし

てさらなる責を負う。（＝船主責任限度額：４０万 SDR）

!運送人は、海難事故以外による旅客の死傷については、
運送人の故意または過失により生じたものである場合に

限り責を負う。但し、当該故意または過失の挙証責任は

原告が負う。

“Opt!out”条項
!締約国は、国内法の規定により、国内における限度額を
いかなる場合にも議定書に規定する限度額を下回らない

範囲で定めることができる。

!この選択を使用する締約国は規定した限度額または無制
限としたことについて IMO事務局長に通知する義務を負

う。

手荷物または車の滅失または損傷

!持込み手荷物の滅失又は損傷に対する運送人の責任限度
額は、１運送あたり１旅客につき２，２５０SDRとする。

!車（車により運送される手荷物を含む）の滅失又は損傷
に対する運送人の責任限度額は１運送あたり１車両につ

き１２，７００SDRとする。

!その他手荷物の滅失又は損傷に対する運送人の責任限度

額は、１運送あたり１旅客につき３，３７５SDRとする。

限度額の変更

!改定議定書では、将来限度額の引上げがより容易に行う
ことができるよう新たな変更手続を導入。

!１９７４年アテネ条約では、一定数の締約国が変更を了承す
る条約改正が採択されることによってのみ限度額の引上

げが可能であったが、２００２年改定議定書では、“tacit ac-

ceptance procedure”が導入された。

!限度額の変更提案は、少なくとも締約国の２分の１の要
請がある場合に、IMOの全ての加盟国および全ての締約

国に回章され、その後 IMO法律委員会で検討されること

となる。改正案は、法律委員会に出席しかつ投票した締

約国の３分の２以上の多数による議決で採択され、１８ヵ

月後に発効する。ただし、その期間内に、採択時に締約

国であった国の４分の１以上が IMO事務局長に対して受

諾しない旨の通知を行った場合は、その限りではない。

地域経済共同体

!地域経済共同体が主権国家によって構成され、かつ当該
主権国家が本改定議定書に規定された事項に関する権限

を共同体に委譲することとした場合には、その地域経済

共同体は本議定書を署名、批准、受諾または加盟するこ

とができる。

総会決議１：地域経済共同体

!本改定議定書を締約する地域経済共同体の加盟国が、将
来、その権限または機能を委譲する様々な種類の地域経

済共同体を設立、またはメンバーになる可能性があるた

め、IMOに対してその問題点を研究するよう要請する。

また要すれば、現在の取扱いの変更または新しい取扱い

の創設について検討するよう要請する。

総会決議２：保険またはその他の金銭的保証の証書および

裸用船契約された便宜置籍船

!本決議は、裸用船者が船舶の運航に関する船主の全ての
義務と責任を果たすことを前提に、裸用船契約による船

舶の便宜置籍を容認する。

!ただし、便宜置籍船の場合における保険または金銭的保
証に関する証書の発給について研究し、要すれば適切な

ガイドラインを作成するよう IMOに対して要請する。

総会決議３：船主責任に関する Good Practiceの枠組み

!すべての運送人に、改定議定書に規定された最高水準の
補償を提供できるような保険または金銭的保証を保持さ

せるべく、Good Practiceの枠組みに関する適切なガイド

ラインを作成するよう IMOに要請する。

以 上

! 法 務 保 険

118 船協海運年報２００３



４・１・３ IMO法律委員会における条約案
等の検討

国際海事機関（IMO : International Maritime Organi-

zation）法律委員会では、海事法務に関する条約の策定

および見直し等について審議を行った上で外交会議を

開催し、それらを採択している。

近年の同委員会における主要議題としては、油濁補

償体制（CLC!FC条約）の見直し（４・１・１参照）、海

難残骸物除去に関する条約の策定および２００１年９月に

発生した米国同時多発テロに関連して、同年１１月に開

催された IMO総会において、海事分野におけるテロ対

策強化のため既存の条約、決議等の見直しを図ること

とする総会決議第９２４号が採択されたことから見直しが

合意されている１９８８年の海洋航行の安全に対する不法

な行為の防止に関する条約（シージャック防止条約）

の見直し等が主要な議題として検討されている

第８５回法律委員会が２００２年１１月２２日から２４日までの間、

第８６回法律委員会が２００３年４月２８日から５月２日までの

間、ロンドンの IMO本部においてそれぞれ開催され、

これら議題が検討された。両法律委員会における審議

模様は以下のとおりである。

［IMO第８５回法律委員会の模様］

日 時：２００２年１１月２２日～２４日

場 所：IMO本部（ロンドン）

参加国：７１カ国、その他 EC、OECD、ICS（国際海

運会議所）、国際 P&I、CMI（万国海法会）

などのオブザーバーが参加した。

わが国からは以下のメンバーが参加した。

在英日本大使館特命全権公使 小島 誠二

成蹊大学名誉教授 谷川 久

在英日本大使館参事官 堀家 久靖

国土交通省海事局外航課課長補佐 印南 朋浩

国土交通省海事局外航課係長 谷川 仁彦

東京海上火災保険株式会社

コマーシャル損害部専門部長 井口 俊明

日本船主協会法規専門委員会委員

（日本郵船法務保険グループ長） 清水 繁

日本船主協会欧州地区事務局次長 平山 修

日本船主協会関連業務部課長 田中 初穂

１．船舶における犯罪から船員および乗客を守る手段

の検討について

わが国より、TAJIMA号事件（１・５参照）に関連し

て、船上において犯罪が発生した場合に、できるだけ

速やかに、船長が近隣の沿岸国に被疑者を引き渡すこ

とができる制度を創設する必要があるとし、航空にお

ける東京条約（航空機内で行われた犯罪その他ある種

の行為に関する条約）と同様のスキームの新設の是非

等についての検討の提案が行われた。

本委員会の審議では、公海上で発生した数多くの犯

罪事件の事例が報告されるとともに、これらの犯罪に

どのような法律が適用されたかについては明確になっ

ていないとの報告もあった。このため、多数の国から、

乗組員や乗客に対する犯罪について、幅広く考察すべ

きとの指摘が行われた。また、寄港国の国民ではない

被疑者について、寄港国がどのような対応が可能かと

の問題提起もあった。

これらの審議の結果、新条約創設の要否を決定する

には、各国既存の慣習や国内法等の関連情報が不足し

ていることから、先ずは、IMO事務局ならびに CMI

（万国海法会）共同で、これら関連情報を収集するた

めの質問状を作成し、これを各国政府に送付すること

とした。この質問状に対する各国政府からの回答を整

理、分析を加えた上で、必要があれば、改めて本委員

会で新条約創設の要否について審議することとなった。

なお、フィリピンから、外国籍船に乗り組むフィリ

ピン人船員による犯罪に確実に対処するため国内法の

見直しを検討している旨の報告が行われた。

２．海難残骸物除去に関する条約案について

海難残骸物の除去に関する条約案（Draft Convention

on Wreck Removal）は、船主による海難残骸物除去の

義務化、船主等の関係者の金銭上の保証の提供、即ち

強制保険の導入、沿岸国による撤去の権利等を主目的

とするもので、第７４回法律委員会（１９９６年１０月開催）以

来、主要議題の一つとして鋭意検討が行われてきた。

第８３回委員会（２００１年１１月開催）では、２００４!２００５年の
期間で採択のための外交会議を開催することが決定さ

れている。なお、適用範囲は排他的水域（EEZ : Exclu-

sive Economic Zone）内とされている（領海への適用も

可能）。

本委員会では、前回の議論を踏まえコレスポンデン

ス・グループによって修正された条約案に基づき、活

発な審議が行われた。さらに、議論が整わなかった論

点については、本委員会と並行してワーキング・グル

ープでも検討の深化が行われたが、議論は収斂する方
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向とはならず、関係国等により次回会合で修正案が提

出されることとなった。

主な論点は、以下のとおりである。

% 海難残骸物除去の主体について

海難残骸物除去の主体について、概念上沿岸国を

主体とする現在の条約案を旗国を主体に修正すべき

であるとの提案があった。前回指摘された排他的経

済水域内における沿岸国の権限行使について、国連

海洋法条約やその他の条約との整合性もこれによっ

て保てるとの理由である。本提案については、沿岸

国による撤去の権利も条約の主目的の一つであるこ

とから、旗国の処理が遅れた場合にとることができ

る沿岸国の措置についても、併せて検討すべしとの

意見が提出された。このため、次回関係国より提出

される修正案に基づき、審議することとなった。

& 「金銭上の保証」関連について

! 現在の条約案では、戦争や暴動等とともにテロ

行為も船主の免責事由に挙げられている。前述の

「アテネ条約２００２年改定議定書」採択のための国

際会議においても、テロ行為の船主の免責事由へ

の追加が見送られたので、この条約案においても

削除すべしとの提案があった。別途、「専ら、損害

をもたらすことを意図した第三者の作為または不

作為によって生じた海難」についても、免責事由

と規定されており、これで足りるというのが提案

の趣旨である。これに対し、ICS（国際海運会議所）

は「専ら、～」の文言では、テロ行為全てがカバ

ーされないとしたことから、関係国により適当な

文言の検討が行われることとなった。

" また、現在の条約案では、荷主の費用負担につ

いて規定されているが、その導入についても賛否

両論に意見が分かれたため、引き続き検討される

こととなった。

# さらに、現在の条約案では、金銭上の保証の提

供、すなわち強制保険付保額に関し、「改正後の１９７６

年の船主責任制限条約（LLMC : Convention on

Limitation of Liability for Maritime Claims）によっ

て計算された限度額を超えない」としている点に

ついて、わが国等のように海難残骸物の撤去費用

について LLMCの適用を留保している（責任制限

を認めていない）国の解釈について慎重な検討が

必要との意見が提出され、引き続き検討していく

こととなった。

$ なお、現在の条約案では、撤去費用について、

保険者への直接請求を認める旨が規定されている

が、国際 P&Iグループより、P&I保険による保証

でこれまで問題が生じていないことから、この規

定を削除し、P&I保険に加入している証明のみで足

りるとする意見が提出された。これについても引

き続き検討されることとなった。

３．シージャック防止条約について

２００１年９月に発生した米国同時多発テロに関連して

採択された IMO総会決議Ａ．９２４（２２）に従い、見直し

が決定している「シージャック防止条約（SUA条約：

The Suppression of Unlawful Acts Against the Safety of

Maritime Navigation）は、２００２年４月に開催された第８４

回法律委員会において、米国が提案したコレスポンデ

ンスグループの設置ならび同グループで条約の改定案

の作成が了承された。今会合においては、コレスポン

デンスグループで作成された同条約の改定案が提出さ

れたものの、各国から本条約改定案は国内での十分な

検討時間が必要であることから次回委員会で再検討す

べきとの提案がなされ、審議が持ち越されることとな

った。

［第８６回 IMO法律委員会の模様］

日 時：２００３年４月２８日～５月２日

場 所：IMO本部（ロンドン）

参加国：６４カ国、その他 ICS（国際海運会議所）、国

際 P&Iグループ、CMI（万国海法会）、など

のオブ－ザーバーが参加した。

わが国からは以下のメンバーが参加した。

在英日本大使館参事官 堀家 久靖

在英日本大使館一等書記官（法律担当）

清野 憲一

国土交通省海事局外航課係長 谷川 仁彦

外務省条約局国際協定課課長補佐 中村 和彦

外務省総合外交政策局

国際テロ対策協力室首席事務官 別所 健一

法務省刑事局付検事 保坂 和人

海上保安庁警備救難部警備課不審船舶対策官

秋本 茂雄

日本海難防止協会ロンドン研究室長 山地 哲也

東京海上火災保険株式会社

コマーシャル損害部専門部長 井口 俊明

日本船主協会関連業務部課長 小畑 靖

日本船主協会欧州地区事務局駐在員 中村 憲吾
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１．船舶における犯罪から船員および乗客を守る手段

について

わが国は、前回の第８５回法律委員会（２００２年１０月開催）

において、TAJIMA号事件に関連して、船上において犯

罪が発生した場合にできるだけ速やかに、船長が近隣

の沿岸国に被疑者を引き渡すことができる制度を創設

する必要があると提案したところ、制度のあり方等に

ついては改めて決めることとして、IMO事務局および

CMI（万国海法会）共同で各国の国内法に関する情報収

集のためアンケートを送付することとされた。

今回の会合においては、わが国より、CMIが行って

いる各国に対するアンケートに対しての回答がわが国

をはじめとした少数に留まっていることもあり、同ア

ンケートの回答を促すとともに、東京条約を参考とし

た法的枠組みおよび強制力のない関係国間の協力に関

する決議の二つの選択肢を含む提案を行い、このよう

な事件への何らかの対策が必要である旨の提案を行っ

たところ、各国の賛同を得ることとなったため、同事

項を今後正式議題に格上げのうえ検討して行くことと

された。また、次回会合において CMIが行っている調

査結果を検討するため各国に対して同アンケートに協

力するよう要請された。

２．海難残骸物の除去に関する条約案について

海難残骸物の除去に関する条約案は、船主による海

難残骸物除去の義務化、船主等関係者による海難残骸

物除去費用の支払いを確保するため船主に保険等の維

持を義務付けることおよび沿岸国による撤去制度の確

立等を主目的とするもので、第８４回法律委員会（２００２

年４月開催）以降実質的な議論行われている。

今会合においては、前回の議論を踏まえコレスポン

デンスグループによって修正された条約案や、前回会

合での要請を受けて沿岸国が排他的経済水域（EEZ）内

へ介入する権利について国連の担当事務局と協議した

結果等を中心に、活発な議論が行われた。更に、別途

ワーキンググループが設置され、法律委員会と並行し

て論点の審議が行われた。しかしながら、本委員会お

よびワーキングループにおいても、結論を出すまでに

はいたらず、引続きコレスポンデンスグループにおい

て同条約案を検討し、次回会合においてさらに検討さ

れることとされた。主な論点は以下のとおりである。

! 海難残骸物の撤去について

国連海洋法との関連性において、EEZに存在す

る海難残骸物の除去に関して、沿岸国が航行安全

や海洋保全のために同残骸物を除去する権利があ

るかどうかについては、IMO事務局が国連担当事

務局と協議の上で IMOが条約上等の審議および作

成を行う権限として認められるとの説明があり、

これに対して多くの国々から支持があった。しか

しながら、国連海洋法に従った EEZの設置を宣言

していない国に対する本条約の適用について、ま

た、本条約案の非締約国を旗国とする船舶が海難

残骸物となっている場合への適用について問題点

が指摘された。

" 金銭的保証（Financial Security）について

金銭的保証に関しては、国際 P&Iグループから、

油濁民事責任条約（CLC）タイプの締約国が発行す

る証明書に代わり、国際 P&Iグループに所属する

PIクラブが発行する PI証書を船上に備え付ける方

式への修正提案がなされたが、PIクラブが発行す

る証明書等については基準となる様式が存在しな

いことおよび「pay to be paid」の原則（注）から、

船主が倒産、逃亡した際に保険者が対応しない可

能性があるとの理由から各国から反対意見が表明

された。しかしながら、被害者は原則国になると

考えられることから、本件についても結論が出ず

引続き検討することとされた。

# テロ行為について

免責事由の一つであるテロ行為の定義等の表現

について結論が出ず、引続き検討することとされ

た。

（注）pay to be paidの原則：PI保険約款に記載されている
原則で、被保険者は、保険金を請求する前に、自ら被
害者などに賠償金を支払うことが必要であるという意
味。これを理由に PIクラブは被害者からの直接請求を
拒否している。

３．シージャック防止条約（SUA条約）の改正について

IMOは、昨年４月に開催した第８４回法律委員会にお

いて、２００１年９月に発生した米国同時多発テロを受け

て、海上航行における国際テロリズムの防止の観点か

ら１９８８年に制定された題記条約の見直しを行うことと

し、米国を中心としたコレスポンデスグループにおい

て検討することとされた。

今会合においては、人を死亡させる目的で爆発物や

有害化学物質等を運送することを新たな犯罪行為とし

て規定すること、公海において要求国が被疑船舶に対

して臨検を認めること等について関連する条文を中心

に議論が行われた。しかしながら、国連海洋法条約等
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他の国際条約との整合性や各国刑法との関連性、臨検

における手続き等について結論を出すまでにいたらず

引続きコレスポンデスグループにおいて検討し、次回

会合においてさらに検討することとされた。

! 爆発物や有害物質の定義について

今回の提案では、人を死亡させまたは深刻な影

響を及ぼすために、爆発物、生物媒体、毒素、有

害化学物質および放射能物質等を運送することを

新たな犯罪として規定されている。しかしながら、

同規定案は化学兵器の開発、生産、保持および使

用を禁じるための条約（the Convention on the Pro-

hibition of the Development, Production, Stockpil-

ing and Use of Chemical Weapons and on their De-

struction）等各種国際条約や各国との刑法と関連す

ることからこれら条約や刑法との調整が必要であ

り引続き検討することとされた。

" 臨検について

本改訂案には、要求国の法執行機関が、公海に

おいて危険物質を運んでいる等の疑いに相当な根

拠がある船舶を発見した場合、同執行機関は旗国

に国籍確認を依頼し臨検することができることと

している。更に、旗国から４時間以内に回答がな

い場合自動的に臨検を認めることとしている。し

かしながら、国連海洋法で定めされている公海に

おける臨検規定との相反しないかどうか、４時間

が適切な時間かどうか、また臨検が適切に行われ

るかどうか等について結論が出ず引続き検討する

こととされた。

# 経済的損失について

国連海洋法において、臨検を受けた船舶は嫌疑

に根拠がないことが証明され嫌疑を正当とするい

かなら行為も行っていない場合には、被った経済

的損失に対する補償を受けることができるとして

いるが、本改訂案には、臨検による不稼動に対す

る経済的損失に対する補償が規定されていないた

め、引続き検討することとされた。

４．避難水域

前回の会合において、IMO事務局と CMI（万国海法

会）が責任と補償そして避難水域への適用を扱った各

国国内法の調査を行うこととしていたが、各国からの

回答が少数に留まっていることから次回会合において

検討が行えるよう各国に対して回答を行うことが求め

られた。また、航行安全委員会（NAV）が作成した

「援助を求めている船舶のための避難水域に関するガ

イドライン」および「Maritime Assistance Serviceに関

するガイドライン」について法的側面から検討され、

これらのガイドラインは、避難水域への入域の承認ま

たは拒否の決定により生じた損害に対する責任および

補償の問題を規定するものではない旨注意点を記載す

ることとしたほか、責任および補償の問題に関して、

既存の条約が遭難して非難水域を求めている船舶をカ

バーしているかどうかについては、CMIの調査結果を

待って次回会合において検討することとされた。

４・１・４ 新国際海上物品運送条約の検討

国際海上物品運送法の分野においては、ヘーグ・ル

ール、ヘーグ・ウィスビー・ルール、ハンブルグ・ル

ールなどが併存するとともに、各国が国内法として国

際海上物品運送法を定めるなど、国際的な統一ルール

が無かったことから、１９９６年６月の UNCITRAL（国連

国際商取引法委員会）第２９回総会において、統一的な

ルールの作成について検討を開始するとともに、本件

について専門機関の助力を仰ぐことが決定された。こ

れを受けて CMI（万国海法会）が新国際海上物品運送

条約の草案作成にあたってきたが、２００１年１２月、最終

草案が完成し、UNCITRALに送付された。UNCITRAL

では、運送法を扱う第３作業部会（Working Group$）
で本草案の検討が行われることとなり、２００３年８月現

在で計３回（２００２年４月、９月、２００３年３月）のWG

が開催されている。（一読が終了した）

これら UNCITRALの総会!WGにおける審議に対応

するため、わが国では、学者、法務省、国土交通省、

および船社・フォワーダ－・保険会社等産業界をメン

バーとして、日本海法会に設置された運送法小委員会

（委員長：谷川久成蹊大学名誉教授）で検討が行われ

ている。ここでの議論はわが国の対処方針に反映され、

藤田友敬東京大学助教授を中心とする代表団が UN-

CITRAL総会!WGに出席し、対応している。

同草案は、複合一貫輸送への適用など従来にはなか

った条項や、堪航能力担保義務・航海過失免責・火災

免責等の船主責任について変更を加えるような議論が

行われているため、当協会では法務保険委員会!法規
専門委員会を中心に検討を行い、上記小委員会に参画

するとともに、ICS等関係団体と連携を取りつつわが国

船主意見の反映に努めている。

同草案の特記事項およびこれまでの論点の概要は次

! 法 務 保 険
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の通りである。

! 適用範囲

%運送人の責任範囲は、これまで“tackle to tackle

（船積みから荷揚げまで）”（ヘーグ・ルール、ヘ

ーグ・ウィスビー・ルール）もしくは“port to port”

（ハンブルグ・ルール）であったが、今回の草案

では条約の適用範囲を内陸の荷受地点から別の国

の荷渡地点、すなわち“door to door”として、複

合一貫輸送への対応を図っている。

この規定について、UNCITRAL WGでは、本条

約が“door to door”の運送をカバーした場合、ト

ラックや鉄道による運送を規律する強行法的な国

際条約との抵触が生じる可能性があるとの指摘が

なされているものの、現段階では、“door to door”

運送をカバーするものとの前提で問題点等を検討

することとしている。

%一方、カナダからは“port to port”を支持すると

の立場から、留保条項を設ける等のオプションを

含む提案がなされているが、これは“door to door”

を前提に条約案の検討を行うこととしたこれまで

の経緯に反するものであるとの観点から、現在の

ところWGにおける検討は保留されている。

%草案では、複合輸送における陸上運送に起因する
運送品の滅失・損傷が生じた際、強行法的な陸上

運送条約がある場合には、その陸上運送条約が本

草案に優先して適用される（＝“Limited Network

Liability System”）としており、WGではこれを支

持する意見が多い。

［当協会ポジション］

適用範囲については、荷受けから荷渡しまでを

対象（door to door）とし、Network Liability Sys-

temの考え方を採用すべきである。

" 運送人の義務および責任

%航海過失免責については、WGでは「新条約案の主

要な目的は近代化であり、また今日の船舶通信手

段の発達を考えれば、航海過失免責は“out of date”

である。また、他の輸送モードに関する条約を見

ても同様の免責は含まれていない」との主旨で、

廃止すべきとの意見が大多数を占め、明確に残置

すべきとの意見表明を行ったのは日本のみであっ

た。

%草案では、ヘーグ・ルールと類似した、免責とな
る事由を列挙する条項があるものの、これは無過

失推定事由となっているため、無過失の推定が覆

された場合、免責を享受できないこととなる。

%草案では、運送人の責任については、滅失、損害
または延着について、運送人自身の過失ではない

ことを証明しない限り、その責任を負うこととさ

れている。

%火災免責については廃止すべきとの意見が多かっ
たものの、存置を支持する意見もあった。

%運送人に課される堪航能力保持義務は、ヘーグ・
ルールでは「航海前、航海開始時」のみであるが、

草案では「航海前、航海開始時［および航海中］」

とされ、航海中にも義務を課す方向で議論が行わ

れている。

［当協会ポジション］

イ 航海過失免責を維持すべきであり、その条文

はヘーグ・ウィスビー・ルールにあるように免

責事項を列挙するスタイルとすべきである。

ロ 責任原則については、ヘーグ・ウィスビー・

ルールと同様、過失責任を採用することを求め

る。

ハ 厳格責任を課すことは、運送契約のような契

約責任にはなじまない。

ニ 本草案では、契約運送人の責任のみを取扱い、

履行当事者（Performing Party）の責任について

規定する必要はない。

ホ 火災免責を維持すべき。

ヘ 延着に関する新たな規定は必要ない。

# 運送書類とその電子化

%B!L等流通性のある運送証券の場合は、そこに記

載されている契約明細は、善意の第３者に対して

は決定的証拠となる。一方、Sea Waybill等流通性

の無い運送書類の場合、契約明細は一応の証拠と

なるとされている。

%電子式 B!L、電子式 Sea Waybillに対応する規定

を設けている。

$ その他

米国より、サービス・コントラクトについて、

「原則としては本条約の条項が適用されるが、当

事者間では別段の合意をすることができる（第３

者は、特に明示的にそのような取り決めに合意し

ない限りは拘束されない）」とする案が提案されて

いる。

! 法 務 保 険
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5 港湾関係

５・１ 港湾整備関係

５・１・１ 交通政策審議会港湾分科会の
動き

２００１年１月の省庁再編に伴い、それまでの港湾審議

会は交通政策審議会港湾分科会に改組され、１）港湾

の開発、利用及び保全並びに開発保全航路の開発に関

する基本方針 ２）港湾計画 ３）港湾整備５ヵ年計

画 ４）特定港湾施設整備事業の整備計画 ５）広域

臨海環境整備センターの基本計画 ６）港湾及び航路

に関する重要事項 が国土交通大臣の諮問に応じて同

分科会で審議されることとなった。当協会からは平野

裕司港湾物流委員長が委員に就任し、分科会への船社

意見の反映に努めた。

２００２年３月２９日の第３回分科会において、２００３年度か

らの新たな港湾整備５ヵ年計画の基本となる「経済社

会の変化に対応し、国際競争力の強化、産業の再生、

循環型社会の構築などを通じてより良い暮らしを実現

する港湾政策のあり方」が国土交通大臣より諮問され、

第４回港湾分科会（２００２年７月１２日開催）において中間

報告を取りまとめた（船協海運年報２００２Ｐ．１１５参照）。

２００２年１１月２９日の第５回分科会においては、最終答申

をとりまとめた。

その内容は、１）港湾をめぐる現状と課題 ２）港

湾政策の展開 ３）２１世紀型港湾行政への改革―など

から構成され、国際経済のグローバル化、ボーダーレ

ス化の進展に伴いわが国港湾の国際港湾としての機能

強化、競争力強化が必要とした上で、このための施策

としてターミナルリース料その他港湾諸チャージの低

減、２４時間化への対応や諸手続きの迅速化、ワンスト

ップサービス化の実現等をあげ、特定の港に絞って国、

港湾管理者が一体となって従来の制度・慣行にとらわ

れない特例的の措置によってコスト・サービス面でア

ジアの主要港を凌ぐスーパー中枢港湾の育成を政策の

柱としている。

なお、当協会からは平野裕司港湾物流委員長が委員

に就任し、分科会への船社意見の反映に努めた。

「港湾分科会の審議内容」

第５回分科会（２００２年１１月２９日）

石垣港、金沢港、宿毛湾港、神戸港、尼崎西宮芦

屋港の港湾計画

第６回分科会（２００３年３月１７日）

宮崎港、那覇港、室蘭港、川崎港、水島港の港湾

計画

５・１・２ スーパー中枢港湾選定委員会

! スーパー中枢港湾の概要

２００２年１１月２９日開催の第５回交通政策審議会港湾分

科会がとりまとめた答申においては、物流ネットワ

ークの充実策として、中枢!中核港湾での港湾コス
トの低減化、輸送時間短縮等々、サービス向上を図

この章のポイント
●交通政策審議会港湾分科会は、２００３年度からの港

湾整備５ヵ年計画の基本となる港湾政策のあり方

について、国土交通大臣へ最終答申した。

●改正SOLAS条約により、港湾施設に対しても各

種の保安対策が求められることとなった。国土交

通省は、保安施設整備費の負担については施設所

有者ならびに借受者に課すとの方針案を示したが、

当協会は、所有形態にかかわらず国が負担すべき

などとする要望を行った。

●大型タンカーが入港する主要な１８港において、当

協会が働きかけてきた結果、分離バラストタンク

に係るトン数を差し引いたトン数を入港料等港湾

諸料金の算定基準とする軽減措置が導入されるこ

ととなった。

●水先料金体系の改善に向けて、いわゆる「懸案８

項目」に関する検討が再開。当協会要望の嚮導距

離および運航区分の割増料等の見直しを反映した

水先料金が、２００３年１月１日より適用される。

! 港 湾 関 係
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る一方、『スーパー中枢港湾』を先導的!実験的に指
定するとした。その内容は、港湾コストを釜山!高
雄なみに約３割削減、リードタイムは現状３～４日

をシンガポール並みの１日程度まで短縮することを

目標に、次世代高規格コンテナターミナルをモデル

的に育成しようとするものである。（５・１・１参照）

スーパー中枢港湾選定委員会が候補を中枢港湾の

中から選定の上、国及び港湾管理者が連携して港湾

のコスト・サービス構造改革への道筋をつけ、次期

長期計画期間（２００３年４月～）中に正式に指定する

こととなっている。

なお、当協会からは平野裕司港湾物流委員長が選

定委員に就任し、当協会の意見反映に務めている。

! スーパー中枢港湾候補の選定

２００３年２月２４日に開催された第３回スーパー中枢

港湾選定委員会において京浜港（東京、横浜）、阪神

港（大阪、神戸）、名古屋港、北九州港、博多港をス

ーパー中枢候補港湾に選定した。この結果を受け、

候補港湾の管理者に対し国交省は『スーパー中枢港

湾育成プログラム作成の指針』を提示した。今後は

次世代高規格コンテナターミナルを核とする具体的

なプログラム作成に向け、候補港湾の港湾管理者を

中心に官民一体の下、２００３年度中に育成プログラム

が作成される。なお、提出された『育成プログラム』

により財務当局とも打合せの上、国が指定を判断す

ることとなる。

京浜港、阪神港 ：『マーケット立地型スーパー

中枢港湾』（湾域連携）

名古屋港 ：『チャレンジャー型スーパー

中枢港湾』（輸出産業集積地）

北九州港、博多港：『チャレンジャー型スーパー

中枢港湾』（中継港湾）

〔資料５―１〕

スーパー中枢港湾候補選定の経緯

&２００２年３月２９日

『経済社会の変化に対応し、国際競争力の強化、産業の

再生、循環型社会の構築などを通じてより良い暮らしを

実現する港湾政策のあり方』が国土交通大臣より交通政

策審議会に諮問され、同日、交通政策審議会港湾分科会

が開催され、その具体的検討の場として港湾分科会の下

に、物流・産業部会、環境・安全等部会の二部会設置が

決められた。

（平野委員長は物流・産業部会委員）

&２００２年７月１２日

物流・産業部会（５月７日、６月１０日、６月２４日）、環

境・安全等部会（５月１３日、６月１０日、６月２４日）で討

議され、纏められた『港湾政策のあり方中間報告（案）』

が交通政策審議会港湾分科会に報告され、正式に『中間

報告』として了承された。『スーパー中枢港湾』構想がそ

の中で提案された。

&２００２年１０月７日

第一回選定委員会が開催され、『スーパー中枢港湾』育

成の手順、育成のあり方、指定のための基準の考え方な

どが事務局より提示、議論された。

（平野委員長は選定委員会委員）

&２００２年１０月２８日

第一回選定委員会作業部会が開催され、第二回選定委

員会において審議予定の『指定基準』（素案）、等々が事

務局より提示、議論された。

&２００２年１１月２０日

第二回選定委員会作業部会が開催され、第二回選定委

員会において審議予定の『指定基準最終（案）』が事務局

より提示、議論された。

&２００２年１１月２９日

『港湾政策のあり方 中間報告』に若干訂正を加えられ

た上で、正式に『交通政策審議会答申』として了承され

た。

&２００２年１２月６日

第二回選定委員会が開催され、『スーパー中枢港湾』指

定のための基準について議論され、下記に決定された。

! 国家経済・社会に対する効果

" コンテナ港湾としての規模

# 次世代高規格コンテナターミナルの形成

$ ターミナルオペレーターの経営環境整備に関する施

策

% スーパー中枢港湾で実施される施策・戦略
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５・２ 国際港湾問題

５・２・１ スエズ・パナマ運河問題

! スエズ運河・パナマ運河通航船実態調査

当協会は、毎年会員各社の社船及び用船（外国用

船を含む）について、両運河に係る通航実態並びに

通航料支払実績の調査を実施している。

調査対象期間は、従来より各運河の運営団体の会

計年度に合わせて、スエズ運河については２００１年１

月１日より同年１２月３１日まで、パナマ運河について

は２００１年４月１日より２００２年３月３１日までとなる。

［スエズ運河］

今回の調査によると、スエズ運河の利用状況は通

航船社数が２０００年比較で１社減となり、利用隻数が

５．６％の減少（２００１年：９６２!２０００年：１，０１９隻）、G"T

ベースで７．７％の減少（４０，５９２!４３，９９２千G"T）、D"W

ベースでは４．７％の減少（３９，３４２!４１，２７９千 D"W）と

なった。また、料率の基本となるスエズ運河トン数

（＊１ SCNT：Suez Canal Net Tonnage）ベースでも

５．３％の減少（３８，５２１!４０，６８０千トン）となったことか
ら、全体の通航料も６．５％の減少（１６８，８４４!１８０，５８２千
米ドル）となった〔資料５―２〕参照。

船種別で見ると、タンカーを除くほとんどの船種の

指標が減少した。タンカーは SCNTベースで６２．８％

の増加（１，５９６!９８０千トン）、通航料も４０．２％の増加
（１０，５０４!７，４９１千米ドル）となり、前年に引続く増
加となった。一方、バルクキャリアーは SCNTベー

スで７．７％の減少（４，８３８!５，２４１千トン）、通航料も
９．６％の減少（１４，１４２!１５，６４７千米ドル）、また、在来
定期船も SCNTベースで１７．３％の減少（６０８!７３５千ト
ン）、通航料が２６．４％の減少（３，３８２!４，５９３千米ドル）
となり、それぞれ前年の増加から減少に転じた。自動

車専用船は SCNTベースで１６．０％の減少（１３，３１２!
１５，８４６千トン）、通航料でも１８．８％の減少（５６，７０９!

〔資料５―２〕 スエズ運河通航料支払実績推移

年度 社 数 延 隻 数 延千G!T 延千D!W 延千SCNT
通 航 料

千USドル 対前年比 億円（参考） 対前年比

１９９１ １７ １，０１３ ２９，７０６ ２７，９３２ ３３，８０５ １６５，１４６ ５．９ ２２４ △ １．７

１９９２ １３ １，１８６ ３６，０１１ ３２，５８７ ４０，８４６ １９８，３６８ ２０．１ ２５３ １３．３

１９９３ １５ ８７７ ２９，３７３ ２７，９４０ ３２，０３２ １７３，８２４ △１２．８ １９５ △２３．０

１９９４ １７ ７６８ ２７，７６６ ２４，２７８ ２８，９７９ １４３，２６８ △１７．６ １４７ △２４．８

１９９５ １７ ８６７ ３６，２０２ ３５，１８５ ３９，５０９ １７３，２７５ ２０．９ １６７ １３．６

１９９６ １２ ８８３ ３７，４９１ ３２，９０９ ３８，００８ １７２，８６９ △ ０．２ １９５ １６．８

１９９７ １４ １，０１１ ４０，３８７ ３６，１５０ ４２，０７３ ２０１，４９７ １６．６ ２４４ ２５．１

１９９８ １５ １，０１０ ４０，０４５ ３６，３９７ ４１，８１０ １９８，０３４ △ １．７ ２５９ ６．１

１９９９ １３ １，１９０ ４０，０４０ ３４，６３４ ４３，０６７ １９５，６４１ △ １．２ ２２３ △１３．９

２０００ １２ １，０１９ ４３，９７２ ４１，２７９ ４０，６８０ １８０，５８２ △ ７．７ １９５ △１２．６

２００１ １１ ９６２ ４０，５９２ ３９，３４２ ３８，５２１ １６８，８４４ △ ６．５ ２０５ ５．１

注）２００１年の通航料の円換算率は、２００１年１月～１２月の平均レート（銀行間直物相場）１ドル＝１２１．５３円を採った。

〔資料５―３〕 スエズ運河通航船実態調査（２００１．１．１～２００１．１２．３１） （通航料＝千USドル）

船 種 社 数 延 隻 数 延千G!T 延千D!W 延千SCNT 通 航 料

タ ン カ ー ６ １４９ １，５３８ ２，３４２ １，５９６ １０，５０４

鉱 油 兼 用 船 ０ ０ ０ ０ ０ ０

バ ル ク キ ャ リ ア ー ７ ９７ ５，１５０ ９，４６４ ４，８３８ １４，１４２

自 動 車 専 用 船 ４ ２９１ １３，２１１ ４，７７３ １３，３１２ ５６，７０９

コ ン テ ナ 船 ３ ３６５ １９，８０９ ２１，６２８ １８，０２６ ８３，０７０

在 来 定 期 船 ２ ４４ ７１８ ９８７ ６０８ ３，３８２

そ の 他 船 舶 ３ １６ １６６ １４８ １４１ １，０３７

合 計 １１ ９６２ ４０，５９２ ３９，３４２ ３８，５２１ １６８，８４４

注）社数合計の１１は、調査期間中にスエズ運河を通航した会員船社数の合計であり、船種別の社数の合計とは一致しない。
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６９，８４６千米ドル）となり、前年に引続く減少となった。

コンテナ船は、隻数では減少しているものの通航船

舶の大型化により SCNTベースで２．４％の増加（１８，０２６

!１７，６１０千トン）、通航料でも２．０％の増加（８３，０７０!
８１，４４２千米ドル）となった。また、前年実績のあっ

た鉱油兼用船は今回の調査では実績がなかった〔資

料５―３〕参照。

［パナマ運河］

２００１年度のパナマ運河の利用状況は、前年度と比

較して通航船社数は変わらなかったものの、通航隻数

が９．０％の減少（２００１年：９５１!２０００年：９８９隻）、D"W

ベースでは１３．９％の減少（２８，５９７!３３，２２０千 D"W）

となった。しかしながら、通航船種の変化により G

"Tベースでは０．８％の増加（３３，１５１!３２，８８７千 G"T）、

料率の基本となるパナマ運河トン数（＊２ PCNT：

Panama Canal Net Tonnage）ベースでも２．０％の増加

（３０，７９７!３０，１８４千トン）となったため、全体の通航
料も３．４％の増加（８６，２５０!８３，３７６千米ドル）となっ

た〔資料５―４〕参照。

船種別について見ると、タンカーおよび自動車専

用船がそれぞれ前年の減少から大幅な増加に転じた

が、その他の船舶の指標は概ね減少した。タンカー

は PCNTベースで１８６．７％の増加（８６!３０千トン）、通
航料も１７０．８％の増加（２４１!８９千米ドル）、また、自
動車専用船も PCNTベースで３３．０％の増加（１７，２２０

＊１ スエズ運河トン数

（SCNT : Suez Canal Net Tonnage）

１８７３年の万国トン数会議で定められた純トン数規則を

もとに、スエズ運河当局独自の控除基準を加えて算出す

る。二重底船の船底にバンカー油を積載した場合、その

部分の控除を認めない等、パナマ運河や各国の規則とも

異なる独特のもの。

＊２ パナマ運河トン数

（PCNT : Panama Canal Net Tonnage）

１９６９年のトン数条約による国際総トン数の算出に用い

た船舶の総容積に、パナマ運河当局独自の係数をかけて

算出する。船舶法に定める総トン数、純トン数とは異な

る。

〔資料５―５〕 パナマ運河通航船実態調査（２００１．４．１～２００２．３．３１） （通航料＝千USドル）

船 種 社 数 延 隻 数 延千G!T 延千D!W 延千PCNT 通 航 料

タ ン カ ー ２ ８ １０３ １７２ ８６ ２４１

鉱 油 兼 用 船 ０ ０ ０ ０ ０ ０

バ ル ク キ ャ リ ア ー １０ ３２６ １０，２０５ １６，７３７ ９，０２８ ２４，０４１

自 動 車 専 用 船 ４ ３９７ １７，７１３ ６，１６６ １７，２２０ ４８，０３４

コ ン テ ナ 船 ２ ７３ ３，０５９ ２，９５９ ２，６７３ ６，８４７

在 来 定 期 船 ２ ３５ ４２１ ５０５ ３４８ １，０４２

そ の 他 船 舶 ５ １１２ １，６５０ ２，０５８ １，４４２ ６，０４５

合 計 １５ ９５１ ３３，１５１ ２８，５９７ ３０，７９７ ８６，２５０

注）社数合計の１５は、調査期間中にパナマ運河を通航した会員船社数の合計であり、船種別の社数の合計とは一致しない。

〔資料５―４〕 パナマ運河通航料支払実績推移

年度 社 数 延 隻 数 延千G!T 延千D!W 延千PCNT
通 航 料

千USドル 対前年比 億円（参考） 対前年比

１９９１ １８ １，３５５ ３７，１２５ ３９，０２９ ３９，９５７ ７９，９２２ △ ２．５ １０７ △ ８．２

１９９２ １９ １，３００ ３１，４４２ ３８，５３６ ３６，７６６ ７６，９９３ △ ３．７ ９７ △ ９．５

１９９３ １７ １，２０４ ３０，６５８ ３５，９７９ ３４，６３４ ７６，１６９ △ １．１ ８３ △１４．４

１９９４ １７ １，２８０ ３６，５３０ ３６，６２５ ３６，６２４ ８１，０００ ６．３ ８１ △ ２．８

１９９５ １９ １，４２０ ４０，０６８ ４６，３４３ ４０，３８９ ８７，０９６ ７．５ ８２ １．２

１９９６ １６ １，３５０ ３８，３７２ ４０，６５７ ３８，５９８ ８３，３１３ △ ４．３ ９１ １１．０

１９９７ １６ １，２９１ ３５，９１４ ３８，６７９ ３５，４４４ ９２，７６０ １１．３ １１４ ２５．３

１９９８ １５ １，３６６ ３８，５５２ ４１，５４７ ３８，４２７ １００，０４０ ７．８ １２８ １２．３

１９９９ １５ １，１７１ ３５，３７２ ３７，６０５ ３６，７１４ ９５，６４２ △ ４．４ １１５ △１０．２

２０００ １５ ９８９ ３２，８８７ ３３，２２０ ３０，１８４ ８３，３７６ △１２．８ ９２ △２０．０

２００１ １５ ９５１ ３３，１５１ ２８，５９７ ３０，７９７ ８６，２５０ ３．４ １０８ １７．４

注）２０００年の通航料の円換算率は、パナマ運河委員会決算が３月のため、２０００年４月～２００１年３月の平均レート（銀行間直物相場）１ドル＝１１０．４５円
を採った。
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!１２，９５０千トン）、通航料でも３０．２％の増加（４８，０３４
!３６，８９３千米ドル）となった。一方、バルクキャリア
ーは、PCNTベースで２８．１％の減少（９，０２８!１２，５５９千
トン）、通航料でも２８．８％の減少（２４，０４１!３３，７６０千
米ドル）となり前年に引続く減少となった。コンテナ

船は、隻数および G"Tベースで前年に比べて若干減

少したがPCNTベースでは２．９％の増加（２，６７３!２，５９８
千トン）、通航料は３．６％の増加（６，８４７!６，６１１千米ド
ル）となった〔資料５―５〕参照。

! パナマ運河通航料の引上げ

パナマ運河庁（PCA）は、２００２年８月２２日、同国政

府の閣議の了承を得て、パナマ運河通航料の値上げ

を２００２年１０月より約８％、２００３年７月より約４．５％と

２段階に分けて実施すると発表した。

なお、通航料タリフは、〔資料５―６〕の通りとな

っている。

これまで当協会は、同国運河庁が２００２年６月７日

に通航料改定を発表したことに対し、景気低迷時に

おける世界の海運界、特に世界第２位のユーザー国

であるわが国船社に与える経済ダメージは計り知れ

ないものがあり断固反対する旨の意見書を同運河庁

へ提出するとともに国際海運会議所（ICS）やアジア

船主フォーラム（ASF）等と連携し反対運動を繰り広

げていた。（船協海運年報２００２Ｐ．１０６参照）

世界の海運関係者から反対意見が表明されていた

にもかかわらず、今回正式に値上げを決定したと発

表したことに対し、当協会は２００２年８月２３日付でコ

メントを発表した〔資料５―７〕。

なお、同通航料金の二段階値上げは、予定通り実

施された。

〔資料５―６〕 通航料体系 １段階 ２００２年１０月１日より適用（約８％値上げ）

船 種

現在の通航料 今回発表された改定によ る 通 航 料

積載状態 バラスト
状 態

１万トンまでの料金
（パナマトン数）

１万トンを超～
２万トン未満までの部分
（パナマトン数）

２万トン以上の部分
（パナマトン数）

積載状態 バラスト状態 積載状態 バラスト状態 バラスト状態 積載状態

一 般 貨 物 船 ＄２．５７ ＄２．０４ ＄２．８０ ＄２．２２ ＄２．７８ ＄２．２１ ＄２．７５ ＄２．１８

冷 凍 ・ 冷 蔵 運 搬 船 ＄２．５７ ＄２．０４ ＄２．８０ ＄２．２２ ＄２．７８ ＄２．２１ ＄２．７５ ＄２．１８

ば ら 積 み 船 ＄２．５７ ＄２．０４ ＄２．８０ ＄２．２２ ＄２．７８ ＄２．２１ ＄２．７５ ＄２．１８

タ ン カ ー ＄２．５７ ＄２．０４ ＄２．８０ ＄２．２２ ＄２．７８ ＄２．２１ ＄２．７５ ＄２．１８

コ ン テ ナ 船 ＄２．５７ ＄２．０４ ＄２．８０ ＄２．２２ ＄２．７８ ＄２．２１ ＄２．７５ ＄２．１８

自 動 車 専 用 船 ＄２．５７ ＄２．０４ ＄２．８０ ＄２．２２ ＄２．７８ ＄２．２１ ＄２．７５ ＄２．１８

旅 客 船 ＄２．５７ ＄２．０４ ＄２．８０ ＄２．２２ ＄２．７８ ＄２．２１ ＄２．７５ ＄２．１８

そ の 他 ＄２．５７ ＄２．０４ ＄２．８０ ＄２．２２ ＄２．７８ ＄２．２１ ＄２．７５ ＄２．１８

軍艦等その他特殊船 ＄１．４３!排水量トン ＄１．５６!排水量トン

通航料体系 ２段階 ２００３年７月１日より適用（約４．５％値上げ）

船 種

今回発表された改定によ る 通 航 料

１万トンまでの料金
（パナマトン数）

１万トンを超～
２万トン未満までの部分
（パナマトン数）

２万トン以上の部分
（パナマトン数）

積載状態 バラスト状態 積載状態 バラスト状態 バラスト状態 積載状態

一 般 貨 物 船 ＄２．９６ ＄２．３５ ＄２．９０ ＄２．３０ ＄２．８５ ＄２．２６

冷 凍 ・ 冷 蔵 運 搬 船 ＄２．９６ ＄２．３５ ＄２．９０ ＄２．３０ ＄２．８５ ＄２．２６

ば ら 積 み 船 ＄２．９６ ＄２．３５ ＄２．９０ ＄２．３０ ＄２．８５ ＄２．２６

タ ン カ ー ＄２．９６ ＄２．３５ ＄２．９０ ＄２．３０ ＄２．８５ ＄２．２６

コ ン テ ナ 船 ＄２．９６ ＄２．３５ ＄２．９０ ＄２．３０ ＄２．８５ ＄２．２６

自 動 車 専 用 船 ＄２．９６ ＄２．３５ ＄２．９０ ＄２．３０ ＄２．８５ ＄２．２６

旅 客 船 ＄２．９６ ＄２．３５ ＄２．９０ ＄２．３０ ＄２．８５ ＄２．２６

そ の 他 ＄２．９６ ＄２．３５ ＄２．９０ ＄２．３０ ＄２．８５ ＄２．２６

軍艦等その他特殊船 ＄１．６４!排水量トン
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５・２・２ 米国西岸の港湾労使紛争

米国西岸の港湾労使の間では、２００２年５月以降、７

月で期限が切れる労働協約の改訂交渉が行われてきた

が、IT技術導入による荷役効率化問題を巡って対立が

激化し、労組側（ILWU : International Longshore and

Warehouse Union＝国際港湾倉庫労働組合）が荷役のス

ローダウン戦術に出たため、９月２７日、使用者側（PMA

：Pacific Maritime Association＝太平洋海事協会）が港

湾施設の封鎖で対抗する事態となった。

その後、封鎖による経済への影響を憂慮したブッシ

ュ大統領が、港湾封鎖の解除と職場復帰を命じるタフ

ト・ハートレー法を１０月８日に発動したため、１０月９

日夕方から約１０日ぶりで荷役が再開された。

しかしながら、特にコンテナターミナルでは港湾封

鎖による滞船が顕著なものとなり、日系企業の現地工

場における生産や、クリスマス商戦向け製品の輸送に

大きな影響が出た。

このため、北米就航船社はコンテナ輸送の正常化に

全力を挙げ、当協会もわが国政府に対し、事態正常化

に向けた配慮を求め、１０月２４日に国土交通大臣宛要望

書を提出した〔資料５―８〕。

一方、日本の産業界でも、今回の労使紛争が日米両

国の貿易・経済に与える影響への懸念が強まったこと

から、１０月２１・２２日に東京で開催された日米財界人会

議の共同声明に紛争の速やかな解決を期待する声明が

添付された。

その後、米国西岸港湾労使の PMAと ILWUは、米国

時間２００２年１１月２３日深夜、IT技術を導入した荷役作業効

率化や賃上げ、年金制度の改定等に関する６年間の新

協約を締結することで暫定合意した。

新協約は、１２月９日に行われる ILWU代表者会議で

の審議、その後の ILWU組合員投票を経て最終合意と

なるため、未だ予断を許さない状況ではあるが、半年

に及んだ労使交渉は、港湾荷役のスローダウン、港湾

施設封鎖、大統領のタフト・ハートレー法発動による

港湾封鎖の強制解除、連邦政府の調停を経てようやく

決着への筋道がついたことになる。

本件については、世界貿易・経済に与える影響の大

きさから、タフト・ハートレー法による平和交渉期間

が切れる２００２年１２月２７日までに交渉が決着するかどうか、

関係国政府及び産業界で交渉の成り行きが注目されて

いた。

当協会は、ワシントン連絡事務所より労使暫定合意

の連絡を受け、１１月２５日に!長保英会長コメントを発
表した。〔資料５―９〕

〔資料５―７〕
平成１４年８月２３日

パナマ運河通航料引上げ決定について

社団法人 日本船主協会

会 長 ! 長 保 英

今般、パナマ運河庁は正式に本年１０月１日より運河通航

料を引上げる、と発表した。これは、８月２１日の同国政府

の閣議決定に基づくもの、とのことである。

引上げの内容は、当初６月７日に提案されたものとやや

異なり、船種別タリフは提案どおり導入するとしながらも、

引上げ幅は、

２００２年１０月１日より 約８％

２００３年７月１日より 約４．５％

と、２段階に分けて実施するというもので、若干の緩衝策

は講じているものの、実質的には企図されていた１３％が達

成されることとなる。加えて、牽引車綱取り料は別建で本

年１０月１日から徴収される、とのことである。

当協会は、船主経済ひいては世界経済への影響を懸念し、

引上げに強く反対してきた。また、わが国政府をはじめ、

世界の海運・貿易業界、関係政府も同様に引上げ反対を表

明してきた。

こうした声にも拘わらず、パナマ政府!運河庁が今回引

上げを決定したことは誠に残念である。当協会は、同国政

府!運河庁が世界経済を運営する一端を担っている責任を

自覚し、今後、自制ある行動をとるよう強く要請する。

〔資料５―８〕
平成１４年１０月２４日

米国西岸の労使紛争問題について

社団法人 日本船主協会

会 長 ! 長 保 英

米国西岸の港湾労使紛争に伴う港湾施設封鎖は、米国 Taft!Hartley法の発動により、現地時間１０月９日夕（日本時間
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５・３ 港湾運送事業法等改正後の状況

５・３・１ 港湾運送事業法改正後の状況

２０００年１１月に改正港湾運送事業法が施行され、特定

港湾では、それまでの参入を認める許可制への移行、

運賃料金は許可制から届出制へ移行するなどの規制緩

和が実現した。

その結果、２００３年４月１日現在で千葉港（２件）、清

水港（１件）、大阪港（４件）、神戸港（１件）、関門港

（４件）、博多港（１件）の計１３件の新規参入が許可さ

れた他、７６件に及ぶ業務範囲の変更が許可され、１２４件

の運賃料金の届出が申請され受理された。

一方、規制緩和に伴い、労働者保有基準が１．５倍に引

き上げられた結果、（現場職員!いかだ!はしけ等につ
いては現行通り、また一定条件を満たす事業協同組合

に加入している場合は特例措置により新基準は適用さ

れない）事業協同組合に関する特例措置の適用を受け

るべく事業協同組合の新規設立、あるいは定款を変更

するケースが多く見られた。規制緩和後、設立が認可

された事業協同組合は以下の通り。（特定港湾全体で１２

組合）

川崎港湾物流事業協同組合、横浜港湾荷役事業協同

組合、横浜沿岸荷役事業協同組合、名古屋港港湾運

送事業協同組合、四日市港港湾荷役事業協同組合、

大阪港湾荷役事業協同組合、大阪沿岸荷役事業協同

組合、神戸港沿岸荷役事業協同組合、洞海港湾運送

事業協同組合、下関港湾運送事業協同組合、博多港

外貿コンテナ事業協同組合、博多港港湾荷役機材協

同組合

この他、労働者保有基準の引き上げに対応するため

に定款変更を申請した協同組合は京浜港（８件）、千葉

港（２件）、名古屋港（１件）、大阪港（７件）、神戸港

（４件）、関門港（２件）の２４件にのぼった。

１０日午前）に解除され、荷役が再開されております。

しかしながら、特にコンテナターミナルにおける滞船解

消については、正常化までなお時間を要する見込みで、日

本時間１０月２２日現在、現地ではわが国定航３社関係のコン

テナ船（含むアライアンス分）だけでも約３０隻が着岸を待

っており、日系企業の現地工場における生産や、クリスマ

ス商戦向け製品の輸送に大きな影響が出ております。

現在、海運業界としては滞船・滞貨の解消に全力を挙げて

おりますが、配船スケジュール正常化のために他港揚げを

余儀なくされた貨物の滞貨解消を促進するためには、外国

船による米国国内輸送を禁止している同国 Jones Act（１９２０

年商船法第２７条）の一時的な適用免除が有効と考えますの

で、わが国政府から米国政府に対し、同免除の実現をご要

望下さるようお願い申し上げます。

また、今回の労使紛争による日米両国の貿易・経済に与

える悪影響につき日本の産業界としての懸念が高まってお

り、１０月２２日に採択された日米財界人会議の共同声明には、

紛争の可及的速やかな解決を期待する声明が添付されまし

た。さらに日本経団連は、米国政府に対し、事態正常化に

向けての努力を要請する書簡を準備中です。

当協会と致しましても、できる限りの努力をしてまいり

ますので、日本政府におかれましても、事態の早期正常化

のため、格段のご高配を賜りたく宜しくお願い申し上げま

す。 敬 具

〔資料５―９〕
平成１４年１１月２５日

米国西岸の労使紛争問題解決について

社団法人 日本船主協会

会 長 ! 長 保 英

米国西岸の労使紛争につきましては、タフト・ハートレ

ー法の発動による港湾荷役の再開後、労使間において交渉

が行なわれていたことご既承の通りですが、１１月２４日（現

地時間２３日深夜）に至り、港湾作業の効率化のための新技

術導入や向こう６年間の賃上げなどで労使が暫定合意に達

した、と当協会ワシントン駐在員より連絡がありました。

当協会としては、紛争等の解決に果たされた米国および

わが国の関係者のご尽力に対し心から敬意を表するととも

に、総じて平和裡に事態が収拾され、皆様にご心配、ご支

援いただいた海上貨物輸送も正常化の目途がつき安堵して

おります。
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５・３・２ 地方港の規制緩和に向けた動き

『規制改革推進３ヵ年計画』は政府の行政改革推進本

部下に設置された『規制改革委員会』がまとめ、２００１

年３月に閣議決定された。その後、同委員会を引き継

ぐ形で内閣府に民間主体の審議機関『総合規制改革会

議』が設置され、２００１年１２月に『規制改革の推進に関

する第一次答申』を纏め、２００２年３月に『規制改革推

進３ヵ年計画（改訂）』がまとめられた。

一方、２００３年３月２８日には『規制改革３ヵ年計画（再

改定）』がまとめられ、２００２年１２月の『総合規制改革会

議』が示した答申に沿った形へと改訂された。この中

で、主要９港で先行実施されている港湾運送事業法の

規制緩和を地方港へ拡大する件について、『２００３年度中

に結論、以降速やかに措置』を行うことを求めている。

それに呼応して、国土交通省海事局港運課は、２００３年

度中に結論を得るため、先行した主要９港での規制緩

和による影響調査を行っているほか、港湾管理者やユ

ーザーに対するアンケートによる実態調査、地方運輸

局ごとの懇談会などを開催した。

２００３年５月１６日には、主として地方港の規制緩和に

ついて検討するとされる『港湾運送事業の在り方に関

する懇談会』が設置され、月一回程度のペースで懇談

会が開催され、年度末までに地方港の規制緩和につい

ての結論を出すとしている。懇談会の構成メンバーと

しては、船社、港湾運送事業者、荷主、労組、港湾管

理者、学識経験者などで構成されており、当協会より

平野港湾物流委員長が参加している。

なお、これまでの経緯は次のとおりである。

１９９９年６月１０日、運輸政策審議会は第１３回港湾運送小

委員会及び第４回海上交通部会を開催し、港湾運送事

業の規制緩和に関する『最終答申』を取り纏め、１年

余りに亘る議論を終えた。議論の最大の焦点はセーフ

ティネット対策として運輸省事務局が提案した港湾労

働関係拠出金相当額の分割納入方式であった。これま

で認可料金の構成部分であった港湾労働法関係付加金、

労働安定基金、港湾福利分担金の合計額を今後、特定

港湾について、個々に取り決められる契約作業料金か

ら分割し、労働省の指導の下、（財）港湾近代化促進協

議会が事業者に代わって収納する仕組みを設けるとい

うもので、港湾労使側は規制緩和に伴う労働安定の不

安定化の回避策として実施を強く主張した。

一方、坂田港湾協議会代表（日本郵船顧問）ほか、

船社・荷主側委員は『労働問題についてユーザーは事

業者と取り交した契約料金の支払いを通じ間接的に関

与するのが社会一般の通念である。規制緩和に伴い生

じる惧れ、という仮定に基づき恒久的な保護措置を講

じるという論旨に合理性が認められないし、一時的混

乱の予防という趣旨ならば時限措置が妥当』との主張

を展開し議論はもつれた。

取りまとめの最終段階において、『各拠出金の拠出は

従来通り基本的には港湾運送事業者の責務であり、荷

役料金などの収入から自ら拠出するものである。』を前

提に、『船社・荷主が任意に協力する手段として、契約

した荷役料金の支払いに関して、拠出金額に相当する

金額について分割して支払う』とし、『船社・荷主の負

担が出来るだけ少なくなるようにすべきであるととも

に、運輸省も含めて３年後に荷役料金の分割支払いに

ついて見直しを行うべき』という方向性を明記するこ

とで答申案を了承した。

５・３・３ 港湾物流効率化推進調査委員会

２０００年度より、港湾荷役効率化を中心とする港湾物

流効率化推進のため、港運事業者、船社、荷主、港湾

管理者、関係行政機関等関係者の参画の下、港湾物流

推進調査委員会を設置し、諸問題の解決方法について

の調査、検討を行ってきた。

２００２年度においても、これまで２ヵ年にわたる調査

・検討結果を踏まえた上で、引き続き、港湾物流効率

化推進調査委員会を設置し、横浜港における２４時間対

応型予約情報システムの構築・実証実験を通じ、早朝

・夜間・休日における荷主の貨物集配送ニーズ把握、

ニーズを踏まえた上で２４時間フルオープンの検討、日

本型ゲート２４時間フルオープン化のあり方等に関する

検討を行うとした。

現時的には南本牧において、２４時間利用することが

可能なストックヤードを備えた情報システムを活用し、

早朝・夜間・休日における荷主、トラック事業者の貨

物集配送のニーズ把握、効果の検証等を行うことを目

的とした。

具体的にはコンテナターミナルに近接した場所に２４

時間、誰でも安心して利用できるセキュリティを確保

したストックヤードを設置し、荷主とストックヤード

間のコンテナ輸送を２４時間可能とし、輸送の迅速化・

円滑化を図るため、電子化された予約情報システムを

構築し、関係者間の情報の共有化を進める、とされた。
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５・３・４ 国際ハブ港湾のあり方「政策レ
ビュー委員会」

国土交通省政策評価実施要領に基づく政策評価の一

環として２００１年１２月以降同委員会では、第９次港湾整

備７ヵ年計画で推進された中枢港湾における大水深国

際コンテナターミナルの整備促進等に関する政策評価

を行ってきたが、２００３年２月２８日の第４回委員会にお

いて、最終報告書をまとめた。

報告書では「国際ハブ港湾政策」について必要性評

価（政策立案当時、実施期間中の経済・社会情勢のな

かで政策の必要性が高かったか否か）、プロセス評価

（政策の下での所要の施設整備、管理運営方式の導入、

規制緩和実施等の各業績目標が達成されたか否か）、ア

ウトカム評価（港湾機能の維持・充実等の成果が達成

されたか否か）、インパクト評価（施策の実施による有

効性が発揮されたか否か）、費用便益分析（施策の投資

有効性）の各評価を行った結果として、アジア諸国経

済の急成長、アジア諸港の国際ハブ港湾化が進むなか

でわが国港湾の国際港湾としての地位の低下が輸出入

の物流コストの増加に繋がることが懸念されるなど、

政策立案時及びその後の経済・社会情勢の下で高い必

要性から実施された本政策が、投資の３～５倍に相当

する輸送コストの削減などの効果があったとして、社

会・経済的な要請に対応した有効性・効率性において

概ね妥当な水準に達したと結論づけた。

一方で政策レビューを通じて、基幹航路のわが国へ

の寄港頻度が漸減傾向にあること、港湾の情報化の一

層の推進が望まれること、中継港湾機能の低下が懸念

されるなどの状況が確認されたとして、これらを次の

政策ステップへ活かしていく必要があるとしている。

５・３・５ ２００３年 港湾春闘

１．春闘の争点

２００３年度港湾春闘は港湾の３６４日、２４時間フルオープ

ンに対応した新たな労働体制確立、基金制度の拡充、

地方港規制緩和への対応などが重点課題とされた。

２．交渉経過の概要

第一回中央団交（２００３年２月１２日開催）では、組合

（全国港湾労働組合協議会：全国港湾、全日本港湾運

輸労働組合同盟：港運同盟）より使用者側（日本港運

協会：日港協）に対し「２００３年度港湾産別労使協定の

改定に関する要求書」として、

! 「新しい港湾労働体制」の確立

" 各種制度の拡充

# 産別協定の履行強化

$ 雇用・就労対策

% 港湾運送秩序の維持と適正な料金・運賃収受

& 労働条件・産別制度賃金の改定

についての６項目の主旨説明がなされた。

また別途、組合から船社・荷主に対しては

'港湾政策の検討にあたっての港湾労働政策の必要性
'安定した港湾労働体制確立に向けた労働者環境整備
の必要性（適正利潤の確保、交代制等）

'港湾産別協定の厳格な履行の必要性
等に対し理解と協力を求める旨の申し入れがあった。

第二回中央団交（３月１２日）では使用者側（日港協）

から逐条回答があったものの具体的進展はなかった。

組合側要求の主な項目についての使用者側回答は下

記の通りであった

'交代制による就労体制確立：交代制が必要との状況
にない

'各種基金制度の分割納入制度維持：分割納入制度見
直しについて何ら問題ないと聞いており、従い現行

のままと考えている

'ストックヤードの設置と当該作業体制について中央
事前協議事案とすること：港湾運送事業者が対応す

るのは当然のことだが今後は労使政策委員会で協議

することも必要

'非指定港の指定港化：否定するものではないが、本
件はあくまでも行政の問題であり、業界として反対

するものではない。

'ゲートオープンに伴う労働コストを算入した料金確
保についてユーザー、行政に働きかけを行うこと：

料金負担は各社縦割りの中で対応される問題であ

る。規制緩和により認可料金が届出料金に移行され

たが現行料金を守るべく働きかけをしていきたい。

第三回団交（３月２５日）では使用者側から新しい回

答はなく、団交は物別れとなった。これを不満とした

組合からは「３月末で期限切れとなるゲートオープン

時間延長に関する協定の延長拒否」の通告があった。

第四回団交は４月２３日に開催され港湾労働運営基金

のトン１円確保確認、港湾労働、福利等に係る諸拠出
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金制度については現行制度を存続、ゲートオープン時

間延長の暫定合意（２１：００まで）については２０：００に戻

す、交代制導入、地方港規制緩和などについては労使

政策委員会で継続協議、時間外労働賃金の算定基礎で

ある分母の改定（１５７を１５６へ）などの点で合意に達し仮

協定書が締結された。

一方、賃金関係の交渉は組合側（港荷労協：全国港

湾荷役事業関係労働組合協議会）と使用者側（船経協

：船内経営者協議会）との間で行われた。２月２４日の

組合要求１０，０００円（基準内賃金月額）（昨年要求と同額）

に対し３月３１日、４月１５日と交渉が持たれ、４月２４日、

月額１，０００円プラス基準外一時金（月額２，０００円）が提示

され妥結に達した。

３．今春闘労使合意の主な内容

% 新しい港湾労働体制について

! ３６４日、２４時間フル稼動に対しては８（１日の拘

束時間）、７（実働時間）、４５（月間の時間外労働制限）

を個別各社縦割りの中で順守することを基本とする。

" 交代制導入の必要性については労使双方が理解

し今後の動向を見極めながら引き続き労使政策委

員会で協議する。

& 労使双方は雇用・能力開発機構が所有する港湾労

働者の福利厚生施設のうち必要なものは確保するこ

とに努力するものとする

' 港湾労働運営基金及び拠出金制度について

! 港湾労働運営基金 現行のトンあたり１円を確

保する

" 労働、福利等に関する諸拠出金（港湾福利分担

金、港湾労働安定基金、港労法付加金）のユーザ

ーからの中央直接納入を引き続き実施する。

( 港湾運送秩序を乱す規制緩和問題については引き

続き労使政策委員会で協議する。

) 指定港問題について労使双方は非指定港が周辺指

定港湾との不平等な競合関係に着目し指定港化に向

け努力するものとする。

* コンテナターミナルのゲートオープン時間について

! ゲートオープン時間は現行協定のとおり２０：００

時迄とする

" ストックヤード問題についてはゲートオープン

時間との関連を含め引き続き労使政策委員会で協

議する。

+ 産別制度賃金について

! 検数・検定労働者の標準者賃金について

" ６大港船内・船側沿岸労働者を対象とした「あ

るべき賃金」協定について

# 産別最低賃金について

以上３項目については個別賃金交渉終了後に「賃金

・労働時間問題専門委員会」で協議する。

$ 時間外労働時間の算定基礎である分母について

現行の１５７を１５６に改定

４．総 括

今春闘の焦点の一つとなった３６４日、２４時間フル稼働

に対応した「新しい港湾労働体制」において、交代制

導入の必要性については労使双方が理解し今後の動向

を見極めながら引き続き労使政策委員会で協議するこ

とになった。

５・４ 港湾施設の保安対策について
１．港湾施設保安対策の概要について

改正 SOLAS条約において、締約国に対しては各港湾

施設に対する保安評価および保安計画の承認、港湾施

設に対しては、保安計画の策定、保安職員の選任、施

設整備、関係機関との連絡体制の確保など、各種の保

安対策の強化が求められており、その概要は次の通り

となっている。（資料５―１０参照）

国

! 保安評価の実施

５００総トン以上の外国商船、旅客船の入港実績の

ある港（港湾１７１港）を対象に、港湾施設の保安に

ついての脆弱性を評価。

" 保安計画の承認

外貿機能を有する港湾法上の「重要港湾」およ

び関税法上の「開港」（計画策定義務予定対象港湾

１３６港）の港湾施設管理者が策定した保安計画を審

査し承認。

# 港湾保安職員の訓練

訓練の実施団体として日本港湾協会を予定。訓

練方法およびその内容は、検討中。

$ 国内法の整備

平成１６年７月の改正 SOLAS条約の発効に向けて、

平成１５年１１月または１６年１月開催の国会に法案を
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提出予定。

港湾施設管理者

（港湾管理者!埠頭公社!民間施設所有者）
! 保安職員の選任

" 保安計画の策定

アクセス制限地域の設定、アクセス制限システ

ムの設定、保安要員の配備等

# 保安施設の整備

フェンス、照明設備、監視カメラ、監視情報伝

達用の配線設置等

２．当協会の取り組み

当協会は、改正 SOLAS条約採択直後より、国土交通

省港湾局に対して改正条約の内容および国内法制定へ

の取り組みについての説明会の開催を要請し、これま

でに港湾物流幹事会を対象に５回の説明会を実施して

きている。

また、当初、当協会は、港湾局からの説明を通じて、

同改正条約に基づく保安対策については、本条約の主

旨が国家の保安対策にあることから、国費にて対応さ

れるものとの認識に立っていたが、その後、港湾局よ

り、保安施設整備費の負担については、施設所有者な

らびに借受者に課すとの方針案が示された。

このため当協会は、「港湾施設の所有形態にかかわら

ず国が負担すべきである」等を主旨とする要望書を取

りまとめ７月２４日国土交通省港湾局長に提出している

（資料５―１１参照 ）。

〔資料５―１０〕 高規格コンテナターミナル（Ａ設定）のイメージ

〔資料５―１１〕
平成１５年７月２４日

国 土 交 通 省

港湾局長 金澤 寛 殿

改正SOLAS条約に基づく保安対策について

社団法人 日本船主協会

会 長 草 刈 隆 郎

拝啓 時下益々ご清祥のこととお慶び申し上げます。

当協会の活動につきましては、日頃より格別のご高配を

賜り厚く御礼申し上げます。

さて、２００４年７月発効予定の改正 SOLAS条約において、
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５・５ 港湾料金関係
１．港湾料金低減へ向けた各港取組み状況

伸張著しいアジア港湾と比較してわが国港湾の相対

的地位低下が指摘され、ハード面に加え、コストやサ

ービスといったソフト面の充実が課題とされ、５大港

をはじめとして地方港においても積極的な取組みがな

されるようになっている。５大港における港湾運送事

業者等の関係者が「使いやすい港作り」を目指し、協

議会を設置しているが、その取組み状況は資料５―１２

のとおりである。

締約国の各港湾施設に対して、港湾施設保安計画の策定、

保安職員の選任、施設整備、関係機関との連絡体制の確保

など、各種の保安対策の強化が規定されております。

当初、当協会といたしましては、同改正条約に基づく保

安対策については、本条約の主旨が国家の保安対策にある

ことから、国費にて対応されるものと認識しておりました

が、最近報道機関等によりますと、国の方針として、保安

施設の費用負担については、施設所有者ならびに借受者に

課す方向であるとの情報が伝えられております。

施設整備の費用負担が、施設所有者及び借受者に課され

た場合、海運会社にとって多大な費用負担が生じることな

り、更に保安計画の策定主体に、借受者が規定された場合、

長期にわたって借受者に保安対策の管理・維持の義務が生

じることとなります。

現在、わが国においては、スーパー中枢港湾構想などで

コスト削減が官民共通の大命題とされている状況下、当協

会といたしましては、コストアップにつながるこの様な方

針は到底受け入れられるものではありません。

つきましては、保安対策に係る費用は、港湾施設の所有

形態にかかわらず国にて負担いただき、港湾利用者に費用

を転嫁すること等、民間に負担を求めることのない様、特

段のご高配を賜りますよう要望致します。

敬 具

（写）国土交通省 海事局長 徳留 健二 殿

六大港湾協議会 御中

!東京港埠頭公社 理事長 瀬田悌三郎 殿

!横浜港埠頭公社 理事長 岡本 坦 殿

名古屋港管理組合 管理者 松原 武久 殿

!大阪港埠頭公社 理事長 仙波 惇 殿

!神戸港埠頭公社 理事長 橋間 元" 殿

〔資料５―１２〕 ５大港の利用促進へ向けた取り組み状況

東 京 港 横 浜 港 名 古 屋 港 大 阪 港 神 戸 港

主 体 東京港振興促進協議会 使いやすい港づくり推進
協議会

２１世紀の名古屋港づくり
協議会

大阪港利用促進協議会 神戸港利用促進協議会

設 立 １９９７年７月 １９９７年６月 １９９９年４月 １９９７年４月 １９９７年３月

日曜荷役 入港料・岸壁使用料免除
（９９年７月）

日曜の着岸以降月曜８：
３０迄の岸壁使用料免除

入港料免除、公共岸壁使
用料３割減免（００年１月）

岸壁使用料 課金単位：１ｈ、～２ｈ、
～１２ｈ、以降１２ｈ制
（９９年５月）

課金単位：２４ｈ→１２ｈ
（９７年５月）

課金単位：２４ｈ→１２ｈ
（９７年５月）

課金単位：１２ｈ 課金単位：１２ｈ

荷役前日入港
促進策

荷役日の２日前から荷役
日当日の午前０時までに
入港した船舶に対し、午
前８時までの公共岸壁使
用料の全額免除（００年１
月）
係船浮標料追加（０１年１
月）
客船追加（０２年１月）

荷役前日迄の入港船に対
し、当日７時迄岸壁使用
料免除（９８年１２月）

荷役前日８時以降の入港
船に対し、当日８時迄免
除（９９年７月）

新規航路誘致 新規定期航路開設時第１
船の岸壁使用料、入港料
免除（９９年７月）

新規コンテナ航路開設時
第１船の岸壁使用料、入
港料免除（９８年１２月）
２船目以降１ラウンド分
は入港料５割、岸壁使用
料２割減免（００年１月）

外航定期コンテナ船の初
入港時岸壁使用料、一体
使用荷捌き地使用料免除
（９９年９月）

外航船初入港時、入港料、
岸壁使用料を免除（９８年
７月）

公共岸壁「新
方式導入」

公共岸壁定期使用可制度
（０１年１月）
南本牧MC!１

公共岸壁事前包括使用許
可（０１年４月）
鍋田埠頭T!２

公共岸壁事前包括使用許
可（０３年１０月）
夢洲Ｃ１０

PC１３に新方式導入。PC
１８導入予定。
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東 京 港 横 浜 港 名 古 屋 港 大 阪 港 神 戸 港

ボリュームデ
ィスカウント
導入

コンテナ取扱量に応じ入
港料３割～５割減免（９９
年７月）

４万G"T以上の船舶の入
港料、係留施設使用料５
％減免（０１年４月）

定期航路の同一航路に配
船された全船舶に対し
て、月４回以上入港した
船舶の４回目以降の入港
料を１０％減など（０３年０５
月）

コンテナ増加１TEU当り
２０００円を貸付け料から減
額（公社バース）。公社バ
ースで連続２バース借受
けている者に対する借受
料３０％軽減等（０２年０１月
～０４年１２月まで）

ゲートオープ
ン延長

大井埠頭の一部で昼休み
ゲートオープン実施中

平日ゲートオープン時間
１６：３０までを暫定１７：００
まで延長
カット船については、１７時
までに事前連絡があれば
２０時までゲート搬入可能

平日１６：３０なるも事前連
絡あれば柔軟に対応

RC６、７にて１１：３０～１２
：３０作業実施（０１年５月）

コンテナ予約
搬出入システ
ム

検討中
（断続的にトライアルを
実施中０１年８月～０２年６
月）

実 施
（０１年４月、南本牧埠頭）

コンテナターミナル内切
離しセンタートライアル
調査実施（０２年３月～５
月）

入出港時間 一部埠頭のオープンハッ
チバルカーの夜間出港時
間を２１時→０時
（９８年７月）
フルコンテナ船の２４時間
入出港可（９９年５月）
フルコンテナ船以外の２４
時間出港可、同２１時パイ
ロット乗船迄入港可
（００年１２月）

着岸後、直ちに荷役する
フルコン船は２４時間入出
港可。
その他の船は２１時パイロ
ット乗船までが原則なる
も、実情は要請があれば
乗船している。

火薬類積載コ
ンテナ船入港

一定量以下の積載船につ
き夜間着岸・荷役可
（９８年以前より）

一定量以下の積載船につ
き夜間着岸・荷役可（９８
年３月）

一定量以下の積載船につ
き夜間着岸・荷役可
（９８年３月）

一定量以下の積載船につ
き夜間着岸・荷役可（９８
年３月）

港湾施設利用
料等

民間企業への土地（荷捌
き施設倉庫施設）貸付料
を１５％割引（９９年４月）
上屋・野積み場使用料見
直し（００年５月）

荷役前日迄の入港船に対
し、一体荷捌き地使用料
を当日７時迄免除（９８年
１２月）

荷捌き地使用料軽減化
（９８年５月）
港湾機能用地賃貸料軽減
化（０１年５月）

ガントリーク
レーン

課金単位：１ｈ→３０ｍ
（００年５月）

課金単位：１ｈ→３０ｍ
（００年５月）

課金単位：１ｈ→３０ｍ
（００年５月）

課金単位：１ｈ→３０ｍ
（００年５月）
外航船が空コンテナを取
り扱う相当時間の１５％軽
減。トランシップコンテ
ナを取り扱う相当時間の
５０％軽減。（０３年０５月）
クレーンを使用したコン
テナの個数が前年比１０％
以上増加した場合は、増
加分に対して５０％軽減
（０３年０５月）

課金単位：１ｈ→３０ｍ
（９８年５月）
中国貨物については使用
料を２!３に減額（公共
岸壁）

リーファーコ
ンセント

課金単位：２４ｈ→１２ｈ
（００年５月）

課金単位：条例では１日
単位→運用は２４ｈ

強制水先制度 ３００GT→３，０００GT
（９９年７月）

３００GT→１０，０００GT
（９８年７月）

その他港費削
減策

水先・タグ・綱取料軽減
検討開始（００年度検討組
織設置）

水先料金夜間割増時間帯
２ｈ短縮（９８年４月）
綱取料の最低料金区分追
加（９８年５月）
日曜着岸の綱取料は基本
料金１０割増し→７割増
（９９年８月）

水先料金夜間割増時間２
h短縮（９８年度）
船舶ていけい場使用料"※
０３年３月迄に段階的廃止
（００年５月）

スラスター装備船に対し、
引船配備隻数を見直し（９９
年１０月）
係留場所別にタグ回航時
間短縮（９８年５月）

スラスター装備船につい
て配備隻数緩和。タグ使
用基準の見直し（０２年５
月）

内航利用促進
策

ガントリークレーン使用
料半額（９８年７月）

フィーダー貨物のガントリ
ー使用料半額（９８年３月）

トランシップ
促進策

ガントリー、コンテナタ
ーミナル使用料半額（００
年５月）
一定量以上のコンテナを
取り扱う事業者が扱う場
合、ガントリークレーン
使用料の７．５割、ターミナ
ル使用料半額（０２年４月）

内航フィーダー船の外航
バース直着け

ユーザーサー
ビス

船社・荷主等訪問し、意
見・要望を聴取し、即応
する。（００年）

民間人を含むポートセー
ルスチームの設置
シームレスに情報がやり
取りができる港湾物流プ
ラットフォームの実現に
向けて検討中

※私設岸壁前面水域のうち船舶が安全に停泊することができる一定区画を「船舶ていけい場」として、利用船社から繋留施設使用料を徴収している名古屋港独自の制度
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５・６ 水先問題

５・６・１ 水先料金問題の検討

当協会、国土交通省、日本パイロット協会の三者構

成からなる水先料金問題検討委員会は、２００１年６月に

開催した会合において、水先料金体系の改善に向けて、

これまで中断していた審議が再開され、いわゆる懸案

８項目（注）について、今後３年を目途に結論を取り纏め

ることとした。（船協海運年報２００１、２００２参照）

これを受けて、同年７月から検討委員会の下部機構

であるWGでの延べ６回にわたる精力的な審議を経た

２００２年６月開催の検討委員会において、国土交通省か

ら港湾整備の進捗等を踏まえ実態にあわせた料金とす

るため、横浜、川崎、名古屋および四日市港への入出

港・航行に関する嚮導距離の見直し等水先料金体系の

見直しに関わる提案がなされ了承された。

その後、同WGを経て２００２年１０月に開催された水先

料金問題検討委員会において、新嚮導距離等の詳細に

ついて３者間で以下のとおり合意されたことから、第

一次見直し分として、当協会提案項目の一部が改善さ

れることとなった。なお、合意した嚮導距離の見直し

等については、２００２年１２月１６日に水先法施行規則の一部

を改正する省令として公布、２００３年１月１日付で施行

された。

１．船協提案５項目

! 嚮導距離・運航区分の割増料

【嚮導距離】

&第一次見直し分として横浜、川崎港、名古屋・
四日市港への入出港および航行における嚮導距

離を以下のとおりとした。

横浜、川崎港関係 横浜５区

８マイル→３マイル

名古屋、四日市港関係 伊勢湾入口～

名古屋・四日市港（航行）

３６マイル→３４．５マイル

名古屋港１区～４区（入出港）

１２マイル→８．５マイル

名古屋港５区、６区（入出港）

１２マイル→５マイル

四日市港３区（入出港）３マイル→４マイル

名古屋港外～四日市港外（航行）

８マイル→２．５マイル

&その他強制区（東京湾、大阪湾、内海および関
門）については、順次協議することとする。

【運航区分の割増料】

&東京湾内の航行料金に係る割増料（浦賀水道１２
マイル分）について全廃する。

&その他の技術割増の取扱いについては、さらに
検討を行う。

" 大型船二人乗り料金

&強制区については、割増率を１．７から１．５に縮減
する。

&任意水先区については、現行どおりとする。
# 乗下船実費

&継続協議とする。
$ 指定錨地の投抜錨料金

&継続協議とする。
% 冬季割増料金

&零細水先区における質の高い水先業務の確保の
観点から、現行どおり存続させることとする。

２．パ協提案３項目

! 基本額と加算額

&継続協議とする。
" 港内転錨料金

&継続協議とする。
# 遠距離逓減性

&継続協議とする。

なお、これら第一次分として見直されることとなっ

た項目以外で継続協議とされた項目について、２００３年

度までに結論を纏めるべく水先料金問題検討委員会お

よび同WGにおいて検討がなされている。同検討委員

会ならびにWGには、港湾物流委員会、水先問題検討

委員会ならびに水先業務専門委員会より、それぞれ代

表が委員として参画し、船主意見の反映に努めている。

（注）懸案８項目とは、当協会ならびに日本パイロット協会か
ら見直しが必要として提案していたが、これまで結論がま
とまらず、長期間にわたり懸案とされていた項目で、具体
的な項目は資料５―１３参照。
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５・６・２ 水先制度の見直し

運輸省（現国土交通省）は、１９９７年７月、最近の社

会情勢の変化にともなう規制緩和の動きや港湾整備の

進展、船舶の交通情勢の変化、船舶の技術革新、日本

人船員を取り巻く環境の著しい変化等水先制度に大き

な影響を及ぼす諸般の情勢の変化に対応するため、水

先人の免許要件、水先区および強制水先のあり方等今

後の水先制度のあり方について、海上交通船員教育審

議会に対して諮問した（船協海運年報１９９８参照）。

同審議会は、本諮問に対して当面の検討項目に対応

して、水先人の免許等に関する検討会等３つの検討会

を設置し、水先人の需給、強制水先区の範囲の見直し

等について検討してきていた。

しかしながら、２００１年の省庁再編にともなう審議会

の整理により海上交通船員教育審議会が廃止された後、

同諮問を検討する委員会は設置されていない状況が続

いている。

そのため、国土交通省海事局は、免許制度のあり方

を中心とした水先制度に係る諸課題を検討するため、

海技資格課長の私的検討機関として、学識経験者およ

び海事関係者等で構成する「水先制度問題検討会」を

２００３年４月３０日付で設置し、概要以下の事項を検討す

ることとした。

! 将来の日本人船員の減少を見据えた、船長履歴の

緩和及び水先人の養成の仕組み等の今後の免許制度

のあり方

" その他水先を取り巻く諸般の情勢を踏まえ、水先

制度に関する諸課題について

同検討会では、従前より当協会が要望してきていた、

航海実歴認定による強制水先の免除の行使を、FOC

船等すべての船舶に拡大するための検討をすることと

し、この検討に一応の結論を得た後、本来の課題であ

る免許制度を中心とした水先制度のあり方を検討する

予定となっている。

当協会は、これら検討課題に対応するため、本検討

委員会に参画し、船主意見の反映に努めている。

〔資料５―１３〕

水先料金体系見直しに係る懸案８項目について

船協提出項目

１．運航区分の割増料・嚮導距離の見直し

! 運航区分の割増料

水先法施行規則第２３条第１項別表三中に「当分の間」

として、東京水先区及び東京湾水先区において割増料

金を課している区域、「当分の間」の表現はないものの

割増が課されている区域等、割増の理由が不明である

にもかかわらず、この措置が継続されている（１９５３年

～）区域が散見される。

" 嚮導距離の見直し

横浜５区のように、水先法施行規則第２３条第１項別

表三中から計算される嚮導距離と実際の乗船地点から

計算される距離とが乖離している港が多いと思われる。

２．大型船２人乗り料金の見直し

各水先人会の定める水先約款においては、大型船（各水

先人会において基準が異なる）の水先業務を行う場合、安

全を期するため二人乗りをさせることができる、と定めら

れている。この場合の水先料金は水先法施行規則第２３条第

１項第４号で７０％増しとされている。

３．乗下船実費に係る検討

実費の徴収基準は昭和２９年９月２２日の通達によって示さ

れているが、その後、設置された４ベイ水先区の足船代は

この範囲を大きく逸脱して徴収されている。

４．指定錨地の投抜錨料金の廃止

内海および横須賀水先区において、港域内!外に指定さ
れた錨地で投錨および抜錨行為を行った場合、水先法には

規定のない入!出港料金が徴収されている。
５．冬季割増料金制度の見直し

北海道～仙台湾、北海道～境の水先区については、水先

法施行規則第２３条第２項で、１２月１日～３月３１日までの間、

水先をする場合には４０～１０％の割増が課されている。

パ協提出項目

６．基本額と加算額の関係の見直し

１９９７年１０月開催の水先料金問題検討委員会において、夜

間割増の時間帯短縮減収分を補填するための方法として、

パ協より提出されている。

７．湾内転錨料金の見直し

入出港料金と湾内転錨料金の料率は同額であるが、入出

港業務に比べ転錨業務の方が操船行為が１回多いことから、

技術料１回分の追加が要望されている。

８．遠距離逓減制の是正

内海の航行料金のうち、５５マイルを超える部分につい

ては、現行６８％に逓減されている。この逓減制を漸次廃

止すべきとの要望。
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５・７ SBT（分離バラストタンク）タンカーに対する入港料等の
軽減措置について

当協会は、SBTトン数については入港料等港湾諸料

金の算定から除外するよう港湾当局に要請する旨の IMO

の総会決議Ａ．７４７（１８）「油タンカーの分離バラストタ

ンクのトン数の測度の適用について」のわが国での実

現に向けて、２００２年２月から国土交通省港湾局管理課

に対して全国各港湾管理者への指導方要望を繰り返す

とともに主要な港湾管理者に対しても直接早期実施の

要望を行ってきた。

その後、同年１０月、国土交通省港湾局より全国の港

湾管理者に対して、入港料等港湾諸料金の算定にあた

り、SBTトン数を差し引いたトン数に基づく実施を働

きかける要請状が出された（資料５―１４）。

これを受けて、全国の港湾管理者から本措置を導入

または本措置を導入することを決定したとの表明が次

々となされ、２００４年４月よりわが国のタンカーが入港

する主要港において同軽減措置が導入されることとな

った（資料５―１５）。

これは、国民の間に海洋環境保全意識が高まる中、

これに応える港づくりを船社と共に行っていくべきで

ある、との認識が港湾管理者の間に広まってきた結果

であり、商業港と比較して、ともすれば忘れられがち

なタンカーバース等の産業港にも港費削減策が講じら

れることは船社経済にとっても有益なことである。

〔資料５―１４〕

国土交通省港湾局管理課長

分離バラストタンカーに係る港湾諸料金算定におけるトン数の取扱いについて

分離バラストタンク（以下「SBT」という。）の設置を要

求されている油タンカーについては、国際海事機関の総会

決議Ａ．７４７（１８）及び同附属書（別添１：１９９３年１１月４日採

択）において、全ての関係国政府に対し国際トン数証書の

備考欄に SBTトン数及び総トン数から同トン数を差し引い

たトン数を裏書し、SBTトン数を港湾諸料金の算定から除

外する旨を港湾当局に進言するよう要請を行った。

これを受け、欧州諸国では早くから本決議に従い、港湾

諸料金の算定を総トン数から SBTトン数を差し引いたトン

数に基づき実施しているが、わが国においては、平成９年

に実施要綱（別添２）を定め、トン数の裏書について関係

機関に周知を行ったところであるが、港湾諸料金の算定に

ついては殆どの港湾管理者が SBTトン数を除外せず総トン

数に基づき算定を行っている状況にある。

このような状況が続く中、本年１月に国土交通省主催で

開催された「交通に関する大臣会合」において「海洋汚染

防止」に関する大臣共同声明とともに採択されたアクショ

ンプランに「質の高い船舶に対するインセンティブスキー

ムの推進」が盛り込まれたことを契機に、!日本船主協会か

ら SBTタンカーに対する入港料等の軽減措置の要望がなさ

れ、SBTタンカーは海洋環境保護の観点から「質の高い船

舶」と認めることができ、当該措置の実施は同スキームの

推進に繋がるものと考えられることから、SBTタンカーに

係る港湾諸料金の算定においては、国際トン数証書の備考

欄に裏書きされている SBTトン数を総トン数から差し引い

たトン数により実施されたい。

なお、すでに本取扱いを実施している港湾管理者におい

ては、今後ともその実施をお願いする。

〔資料５―１５〕

SBT（分離バラストタンク）設置タンカーに対する入港料等の軽減措置導入状況（２００３年７月１日現在）

〈既に実施中の港湾〉

仙台・塩釜港、鹿島港、川崎港、伏木富山港、和歌山

下津港、水島港、千葉港、四日市港、徳山港、宇部港、

岩国港、坂出港、大分港、神戸港、横浜港、堺泉北港

〈２００４年４月１日より導入予定の港湾〉

室蘭港、苫小牧港
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５・８ 港湾諸手続の簡易化問題
わが国は諸外国に比べ輸出入・港湾諸手続が煩雑で

あるため、利用者は時間的かつ経済的コストを多大に

強いられている。このため、結果として物流の円滑化

が阻害されている。

このような状況を改善するため、平成１３年年５月に

策定された「新総合物流施策大綱」では、港湾の２４時

間フルオープン化、輸出入!港湾手続の電子化ならび
にワンストップ化等を進め、国際港湾物流の効率を大

幅に改善することが盛り込まれた。

当協会は、今年度も日本経団連とともに、真のワン

ストップサービス（シングルウィンドウ化）の実現に

向けて関係官公庁に働きかけを行うとともに、さまざ

まな機会を捉えて関係者に輸出入・港湾諸手続の簡素

化の要望を行った。

今年度の主な動きは、以下のとおりである。

５・８・１ ワンストップサービス実現への
取組み

現行の港湾諸手続は煩雑かつ膨大な書類・資料の提

出が必要であり、また「入!出港届」や「乗員名簿」
等のように関係省庁で重複する書類も多い。このため

当協会は、従前よりペーパーレス化にあたっては現行

書類を徹底的に見直して、廃止もしくは簡素化を図る

べきであり、その上で諸手続の一括申請を可能ならし

めるような、地方自治体を含めた関係官公庁を横断す

る真のワンストップサービスの実現を図るべきである

としてきた。

かかる観点から日本経団連とともに、輸出入・港湾

諸手続に関係する省庁で構成される「輸出入・港湾手

続関連府省連絡会議」をはじめ関係官公庁に対して働

きかけを行った結果、２００２年１月に国土交通省や財務

省をはじめとする輸出入・港湾手続関連府省は、２００３

年度のできるだけ早い時期に通関情報処理システム

（NACCS）、港湾 EDIおよび乗員上陸許可支援システ

ム等の各システムを相互に接続・連携し、シングルウ

ィンドウ化を実現すると発表した。

これに対して当協会は、２００３年３月に日本経団連等

と共同で「輸出入・港湾諸手続の業務改革（BPR）に関

する海外調査」を行い、韓国・台湾における諸手続の

簡素化の状況に関する報告書を取りまとめ、上記関連

府省連絡会議等に働きかけを行った。

同シングルウィンドウ化は２００３年７月２３日に実施さ

れたが、諸手続や届出書類そのものは見直しが行われ

ず、EDIにより各省庁間のシステムが連携されたに過

ぎない状況であることから、当協会では、今後もこれ

らの徹底的な見直しを行うよう働きかけることとして

いる。

また、２００２年９月、国土交通省は IMOの FAL条約

（Facilitation Convention：国際海運の簡易化に関する

条約）に関する調査研究会を設置した。同条約は、円

滑な海上輸送のための諸手続の簡素化を目的として１９６７

年に発効しているが、わが国は海運先進国の中では唯

一この条約を批准していない。

同研究会において、当協会は、国際標準に準拠しつ

つ諸手続の簡素化を図るためには、同条約の批准が有

効であるとの観点からわが国の早期批准の必要性を訴

えた。

研究会は２００３年３月までに計３回の会合を開催し、

次を骨子とする提言を取りまとめて終了した。

!FAL条約の早期批准

!国際物流 BPRの推進（官民手続、民民手続）

!国連シングルウィンドウコンセプトに基づく手続
の電子化の促進

!プロファイリング等データベースを活用したセキ
ュリティ強化

さらに国土交通省港湾局は、官民を含めたすべての

港湾物流関係者が必要とする共通のシステム環境（プ

ラットホーム）の整備について検討を行うため、２００２

年１０月に「港湾物流情報化懇談会」を設置した。懇談

会では、輸出業務、輸入業務および法制面を含めた関

連手続について、それぞれワーキング・グループを設

置して問題点の洗い出し等を行ったが、結論を出すま

でには至らず、２００３年度も引続き検討を行うこととな

った。
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５・９ 国際コンテナ諸問題への対応

５・９・１ ISO!TC１０４（貨物コンテナ）に
関する対応

! ISOの概要

ISO（International Organization for Standardization

：国際標準化機構）は、１９４７年に設立された全世界

的な非政府機構（本部：ジュネーブ）であり、国際

連合および関連国際機関ならびに国連専門機関にお

ける諮問的地位を有している。ISOには各国毎に代表

的標準化機関１機関のみが参加可能であり、約１４０カ

国の参加国から成り立っている。製品やサービスの

国際交流の容易化、知的、科学的、経済的活動分野

における国際間協力の促進を目的とし、分野別に約

１９０の専門委員会（Technical Committee : TC）が設置

され、審議を行っている（「船協海運年報２０００」参照）。

なお、わが国からは、閣議了解に基づき１９５２年４

月１５日以来「日本工業標準調査会（Japanese Indus-

trial Standards Committee : JISC）」（事務局：経済産

業省産業技術環境局基準認証ユニット）が参画して

いる。

" ISO!TC１０４（貨物コンテナ）の概要について

当協会は、JISCの承認の下、ISOの中で１０４番目に

設置された専門委員会である ISO"TC１０４の国内審議

団体を引き受けている。TC１０４は３１カ国の正式加盟国

（いわゆるＰメンバー：業務に積極的に参画し、規

格投票に対する債務および可能な限り会議に参加す

るメンバー。）および２４カ国のオブザーバー加盟国

（いわゆるＯメンバー：オブザーバーとして業務に

参画するメンバー。意見提出、会議出席も権利を有

する）にて構成され、貨物コンテナ、特に海上コン

テナに関する専門用語の定義、仕様、試験方法およ

び付番等に関する標準化を審議している。

TC１０４の傘下には現在、３つの SC（Sub Commit-

tee１，２，４）があり、更にその下部組織としてWG

（Working Group）がある（資料５―１６参照）。

# ISO!TC１０４における当協会の役割

当協会は１９９８年４月以降、ISO"TC１０４にかかわる国

内審議団体事務局を行っており、「日本船主協会 ISO

コンテナ委員会」（以下「当委員会」）にてその審議

がなされている。メンバーは、コンテナを扱う当協

会加盟船社３社を中心として、コンテナやコンテナ

関連機器製造メーカーおよび関係省庁担当者で構成

されている。定例委員会は通常２カ月に１度開催さ

れ、ISO本部や関連省庁、関係団体等からの意見照会、

調査協力、規格案投票等に対応している。

また、当委員会委員長は委員会を代表して JISC

物流技術専門委員会に参画し、工業標準に係る調査

審議に加わっている。

$ ISO!TC１０４総会

２００３年５月１２日～１６日の間、米国フロリダにて ISO

"TC１０４総会および下部組織の会合（３つの Sub!Com-

mittee等）が開催され、わが国より ISOコンテナ委

員会郡山委員長（商船三井）、梅津前委員長（日本郵

船）および事務局が出席した。

１）日程

５月１２日$ SC１（一般貨物コンテナ）会合、SC

２!WG１（冷蔵冷凍コンテナ）会合

５月１３日% SC４（コンテナ識別・通信）会合

５月１４日& SC２（特殊コンテナ）会合、メカニ

カルシールに関する TC１０４会合

５月１５日' TC１０４総会、コンテナ検査に関する

TC１０４会合

５月１６日( TC１０４総会

２）TC１０４総会の主な審議等

! 総会では、ボールマン氏（米国）が議長を務め、

カナダ、中国、チェコ、デンマーク、フランス、

ドイツ、日本、ケニア、マレーシア、オランダ、

ロシア、シンガポール、南アフリカ、英国および

米国の各国内委員会等が出席した。

" 本総会において、海運会社にとって重要案件は、

電子シールおよびコンテナバンのスペツクとなっ

ていた。特に、電子シールについては、テロ対策

の一環として IMOより ISOに同シールの規格化が

要請されるとともに、米国は CSIの強化策として

同シールの強制化を検討中であった。海運業界は、

同シールの規格化、強制化は大幅なコスト負担に

つながること等から、強く反対を表明しており、

本総会において同シールの規格化の廃案を目指し

ていた。

# SC４において検討されてきた電子シール案につ

いては、これまで二回の投票において、安全性お

よび周波数帯（同案の周波数帯では、わが国では、

携帯電話に割り振られており使用できない）の問

題から否決されていた。
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この投票結果を踏まえて、審議の結果、TC１０４総

会は、ボールマン議長に IMO、ITU（国際電子通

信連合）およびWARC（世界無線管理委員会）に

対して協調（特に周波数問題等）を求める要請状

を発出するよう指示した。また、SC４に電子シー

ル案について再審議を行うよう要請した。

! コンテナバンのスペツクについては、２０フィー

トの Ratings（最大重量）を、４０フィートコンテナ

と同様に３０，４８０#に統一することが承認された。
また、現在 IMOにおいてスペインが中心となっ

て検討されているコンテナ構造検査ガイドライン

案についても TC１０４として検討していくことおよ

び、デンマークより提案された４５フィートコンテ

ナの規格案についても検討していくことが承認さ

れた。

" 総会は、上記事項を含め SC１、SC２および SC

４の決議事項を承認し、次回総会を２００５年にロン

ドンで開催することとした。

なお、今回の総会では、電子シールについては

再審議となり、同シールの規格化は先送りとされ

たが、米国は CSIの一環として電子シールの強制

化を本年中にも予定している。これに対しては、

ISOの規格が確定するまでは電子シールの強制化を

延期するよう引き続き関係機関と協調し米国に要

請していく必要がある。

５・９・２ 国際貨物コンテナ所有者コード
管理業務

ISO６３４６（Freight containers!Coding, identification

and marking：コンテナの共通識別コードの規格）では、

コンテナの識別に必要な措置として所有者コード等の

付番を義務付けており、所有者コードについては、そ

の登録を国際登録機関である BIC（Bureau International

〔資料５ １６〕 ISO!TC１０４ 組織図

TC１０４
Freight Containers
事務局：米国規格協会（ANSI）

SC１
General purpose containers
（一般コンテナ）
事務局：フランス規格協会（AFNOR）

SC２
Specific purpose containers
（特殊コンテナ）
事務局：英国規格協会（BSI）

SC４
Identification and communication
事務局：ドイツ規格協会（DIN）

WG１
General cargo containers
（一般貨物コンテナ）
事務局：フランス規格協会（AFNOR）

WG２
Handling and securing
（コンテナ荷役方法と固縛方式）
事務局：スウェーデン規格協会（SIS）

WG３（Joint TC１０４!SC１ ＆ TC１１０!SC２ WG）
Freight container straddle carriers
（コンテナストラドルキャリア）
事務局：米国規格協会（ANSI）

WG１
Thermal containers
（冷凍冷蔵コンテナ）
事務局：英国規格協会（BSI）

WG４
Tank containers
（タンクコンテナ）
事務局：英国規格協会（BSI）

WG１
Coding, Identification and Marking
（マーキングおよびコーディング）
事務局：英国規格協会（BSI）

WG２
AEI for containers and container related equipment
（コンテナ並びに同関連機器の自動認識装置）
事務局：シンガポール生産性標準会議（PSB）

WG３
Communication and terminology
（通信並びに用語法）
事務局：米国規格協会（ANSI）
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des Containers：本部パリ）に対して行わなければなら

ない旨定めている。

当協会では、ISOコンテナ委員会業務に関連して、BIC

の日本の登録機関NRO（National Register Organization）

として日本でのコンテナコードの登録、問い合わせの

窓口を担当している。

５・９・３ 背高海上コンテナ委員会

いわゆる背高海上コンテナ（長さ４０フィート、高さ

９フィート６インチ型）をわが国で輸送する場合には、

道路交通法等規制の関係から、通行経路を指定した上

で警察庁、国土交通省より輸送許可を受けることとな

っている。

各運送事業者から提出され、!全日本トラック協会
で取り纏められた経路申請は、当協会が委員長ならび

に事務局を努める「背高海上コンテナ委員会」の審議

・承認を経て警察庁、国土交通省に提出される。

２００２年度は７月、１２月に委員会が開催され、各 １々５５

件、１４２件が申請され、８９経路、８７経路が承認された。

なお、１９８５年以降の通行経路の申請件数ならびに指

定件数は資料５―１７のとおりであり、１９９６年以降の地

方港におけるコンテナ化にともない申請数が激増して

いる。

〔資料５－１７〕 背高（９’６”）海上コンテナ通行指定経路

通行指定申請数と指定件数の推移 ２００３年３月３１日現在

申 請
年 月

１９８５年 １９８６年 １９８７年 １９８８年

４ 月 ４～１１ ７!１８ ８!１６ ５!２５ ６!３０ ２!２５ ７!３１ ９!２１ ２!２ ７!１５ １２!１５

件 数 ２２ ４１ ３０４ １８９ ５４ ４０２ ５０ １４ ８３ ４６ ５８ ５７

指 定
年 月

６ 月 ９ 月 ６!２２ ８!２ １２!１１ ４!１ １１!１
１９８９年

３!１６

件 数 ２２ ４１ １８０ ４１ ２２３ ４７ １４ ７６ ３９ ３５ ３２

申 請
年 月

１９８９年 １９９０年 １９９１年 １９９２年 １９９３年 １９９４年 １９９５年 １９９６年

７!１４ １２!１４ ７!１６ １２!１４ ７!１５ １２!１６ ８!２４ ６!７ ２!２１ ５!８ ２!２８

件 数 ２９ ４０ ２５ ２３ ３４ ４３ ５２ ５２ ７１ ７６ １１３

指 定
年 月

１０!３１
１９９０年

３!２０ １０!３１
１９９１年

３!１２ １１!１２
１９９２年

３!２４ １２!２２ ９!２４ ８!２２ １０!１６ ７!１

件 数 ２３ ３２ ２１ １９ ２６ ３３ ３４ ２９ ４７ ５５ ８２

申 請
年 月

１９９７年 １９９８年 １９９９年 ２０００年 ２００１年

２!２１ ５!１６ ３!３１ ７!１５ ３!１２ １０!２２ ４!７ ８!２２ ３!２６ ２!２３ ８!３１

件 数 １４０ ２ １２８ ７３ ２９１ １６３ ２４４ ２３１ ２４ １９５ １５０

指 定
年 月

９!１９ ８!２８ １０!１４ ７!１５
２０００年

１!５ ８!１０ １２!２７ ５!２１ ８!１
２００２年

１!２５

件 数 １０８ ６６ ５６ １６１ ９９ １５５ １４３ ２３ １２６ ９７

申 請
年 月

２００２年
合 計

２!２６ ７!３１ １２!１８

件 数 １７９ １５５ １４２ ３，９９５

指 定
年 月

７!４ ３!２８ １１!２０
２００３年

３!３１

件 数 １２２"１（廃止） ８９ ８７ ２，４８２

! 港 湾 関 係
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6 海上安全対策

６・１ イラク攻撃に係る海上安全等への対応
１．イラク関連海上安全等の対策について

! 「イラク関連海上安全等対策本部」の設置

当協会は、イラク関連の軍事的な緊張が高まって

いることに鑑み、２００２年秋頃より鋭意情報収集に努

めた。（資料６―１）

２００３年に入り、一層の緊張が高まりつつある状況

下、%長会長の指示を受け、２月２６日の政策委員会
において、草刈副会長を本部長とし、政策・海務な

ど関係委員会の委員等をメンバーとする「イラク関

連海上安全等対策本部」（以下、「対策本部」）を設置

することを決定し、イラク攻撃等の事態が発生した

際に、業界として政府に要望する案件が生じた場合

や、あるいは政府から何らかの要請があった場合に

迅速な対応をとるための体制を整えた（資料６―２）。

" 「対策本部」における検討状況等

第１回「対策本部」を２００３年３月１９日に開催し、

ペルシャ湾等における船舶動静や駐在員の情況等に

ついての情報の交換、協会内および関係機関との連

絡体制の確認、事態発生直後の対応等について検討

した。第１回会議終了後直ちに、「対策本部」の設置

および第１回会合の概要について、当協会会員に報

告するとともに、プレス発表した。

３月２０日午前１１時３０分（日本時間）、米英軍等によ

るイラクへの軍事攻撃が開始されたことから、「対策

本部」での事前の検討に基づき、直ちに%長会長コ

メントを発表するとともに、同会長名で扇千景国土

交通大臣、および川口順子外務大臣に対し、情報提

供および船舶等の安全確保についての要望書を提出

した（資料６―３、資料６―４）。

その後、第２回「対策本部」を３月２６日に開催し、

状況確認および今後の対応等について検討した。

# 日本政府の動き

３月２０日の軍事攻撃を受け、政府は対処方針を発

表しており、緊急に対応すべきもののひとつに「我

が国関係船舶の航行の安全を確保するための所要の

措置」が盛り込まれた。

また、国土交通省はじめ関係各省庁においても対

策本部が設置された。特に、国土交通省は、軍事攻

撃開始後、当協会と連絡を密にしながら、当協会メ

ンバー外も含め、ペルシャ湾（オマーン湾含む）にお

ける日本関係の船舶の動静について、調査を行った。

一方、内閣官房、防衛庁、外務省（大臣官房領事移

住部法人保護課、中東アフリカ局中東二課）、資源エ

ネルギー庁、国土交通省（海事局外航課、船員政策

課）、海上保安庁、全日本海員組合および当協会によ

る「ペルシャ湾安全対策官民連絡会」が３月１２日お

よび２５日にそれぞれ開催され、情報交換が行われた。

$ 戦闘終結

ブッシュ米大統領は、２００３年５月１日夜（日本時

間５月２日朝）、サンディエゴ沖の米空母エイブラハ

この章のポイント
●２００３年３月、米英軍によるイラクへの軍事攻撃が

開始。当協会は「イラク関連海上安全等対策本部」

を設置するとともに、国土交通大臣等へ情報の提

供や船舶等の安全確保を骨子とする要望を行った。

●SOLAS条約において、タンカーおよびバルクキャ

リアの貨物倉、バラストタンク内に通路、梯子等

検査のためのアクセス設備の設置が強制化された。

当協会は当該規則の不合理をあらゆる機会を通じ

て訴えてきたところ、IMOにおいて当該規則の見

直しが検討されることとなった。

●IMOにおいてバルクキャリアの安全対策が大論争。

最も影響が大きいと考えられた現存船への水密隔

壁の強化等は見送られたが、二重船側化、隔倉積

みの禁止などの安全強化策は導入される方向とな

った。

●国土交通省は、現Ｂ滑走路に平行な滑走路により

羽田空港を再拡張することを決定し、航行安全に

関する検討会を設置。東京港の「新たな第一航路」

案がまとめられた。

! 海上安全対策
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ム・リンカーン艦上において、戦闘終結を宣言した。

しかしながら、危険が完全に回避されたとはいえ

ないことから、今後万が一の事態が生じた場合でも

即応できるよう、「対策本部」は当分の間、継続して

いくこととした。また、戦闘終結宣言に伴う会長コ

メントについても、５月２１日の当協会理事会後の記

者会見で発表した。

なお、船舶の動静調査については、会員会社から

の要望もあり、その時点の状況等を勘案し、５月２

日～５月９日分をもって休止することとしたが、当

協会又は会員会社にとって有用な情報については、

従来同様、連絡を密に行うこととした。

その後も「対策本部」は万が一の事態に即応でき

るよう継続させていたが、状況等を勘案し、草刈本

部長の当協会会長就任（２００３年６月１８日、当協会通

常総会日）をもって解散することとし、同総会後の

臨時理事会で了承を得た。

〔資料６―１〕 イラク関連の対応等 ２００３年３月２６日現在

世界の主な動き 日 本 の 主 な 動 き 船 協 の 対 応 等 事 務 局

２００２年

１１!２７ 国連イラク査察、４
年ぶりに再開

１２!１６ 日本政府が、インド洋にイージス艦を
派遣

情報収集強化

２００３年

２!３ 政策幹事会
イラク攻撃等の事態が発生した場合の
情報交換等について確認。

防衛関係シンクタンク
ヒアリング（２!７）
外航課ヒアリング（２!１４）

２!２６ 政策委員会・幹事会合同会議
「対策本部（草刈本部長）」の設置を承認。

防衛庁ヒアリング（２!１７）

３!１２ ペルシャ湾安全対策官民連絡会
内閣官房、防衛庁、外務省、エネ庁、
国交省、保安庁、全日海および当協会
による情報交換。

駐在員の動静調査
（１!１５より継続中）
船舶の動静調査
（１!１７より継続中）

３!１８ 協議会（安全）

３!１９ 第１回対策本部（草刈本部長）
"イラク情勢にかかる情報の交換と情
報の共有化

"今後の当協会内および関係機関との
連絡体制の確認

"今後予想される事態とその対応につ
いての意見交換

会員周知
対策本部の設置及び第１回会議の報告
並びに情報提供の呼びかけ
プレスリリース
対策本部の設置及び第１回会議の報告

情報連絡本部
…情報共有化を図るための
「対策本部」の下部組織。
３!１２より適宜開催、３!
２０以降は基本的に毎日朝夕
２回開催。

３!２０ 米英軍等によるイラ
クへの軍事攻撃開始
米東部時間
１９日午後９時３０分
イラク時間
２０日午前５時３０分
日本時間
２０日午前１１時３０分

日本政府、対処方針発表
緊急に対応すべきもののひとつに「我
が国関係船舶の航行の安全を確保する
ため所要の措置を講じてまいります。」
と盛り込まれる。
国交省・保安庁、注意喚起等
警戒の強化および海上警備活動への注
意喚起等
→船協全メンバーに周知

政府に要望書提出
（扇国交大臣、川口外務大臣）
湾岸情勢に関する情報提供、船舶等の
安全確保への万全の対応方要望
プレスリリース（２件）
"会長コメント
（武力紛争の発生について）
"扇大臣及び川口大臣への要望書提出
について

協議会（安全）

船協事務局
２４ｈ体制

（連絡網・泊込）で対応

３!２１

３!２２

３!２３ 協議会（安全）

３!２４

３!２５ ペルシャ湾安全対策官民連絡会

３!２６ 第２回対策本部（草刈本部長）
常任理事会!定例理事会 ２４ｈ体制（連絡網）で対応

対 策 本 部…イラク関連海上安全等対策本部（本部長：草刈副会長、関係委員会委員等で構成）
情報連絡本部…イラク関連情報連絡本部（包括責任者：福島理事長、事務局部長・室長で構成）

! 海上安全対策
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〔資料６―２〕

イラク関連海上安全等対策本部（平成１５年４月１日現在）

本 部 長：草刈 隆郎（当協会副会長、日本郵船取締役社長）

副本部長：芦田 昭充（当協会政策委員会委員、商船三井専務取締役）

副本部長：山本 勝（当協会海務委員会委員、日本郵船専務取締役）

メンバー：永戸 圭介（当協会外航労務部会委員、川崎汽船常務取締役）

醍醐 信之（当協会労務委員会委員、新和海運取締役）

鏡 敏弘（当協会海務委員会関係、商船三井執行役員）

関根 博（当協会海務幹事会副幹事長、日本郵船安全環境グループ長） ※前任者：石田 隆丸

杉浦 哲（当協会政策幹事会幹事長、日本郵船経営委員企画グループ長）

浅野 敦男（当協会政策幹事会幹事、川崎汽船経営企画グループグループ長補佐）

井上登志仁（当協会政策幹事会幹事、商船三井経営企画部海運グループリーダー）

高橋 秀幸（当協会タンカー部会委員、新日本石油タンカー企画渉外部長）

福島 義章（当協会理事長）

〔資料６―３〕

２００３年３月２０日

イラクにおける武力紛争の発生について

!日本船主協会

会長 " 長 保 英

当協会は、イラク情勢が緊迫化する中で、その行方によ

っては、船舶の航行安全など海運活動に重大な影響を及ぼ

す恐れがあるため、事態の進展を注視してまいりましたが、

本日、イラクにおいて武力紛争の事態に立ち入りましたこ

とは、誠に残念であります。

９億トンを超えるわが国貿易物資の９９％以上を海運が担

っておりますが、こうした海上輸送は、平和で安全な海で

あることが前提条件となります。特に、わが国は原油の約

９割を中近東諸国からの輸入に依存しているところから、

今般の事態により、船舶の航行安全が脅かされ、エネルギ

ー資源などの貿易物資の安定輸送に重大な支障が出ること

が懸念されます。

当協会と致しましては、船舶および乗組員の安全を第一

義として、引続き原油を始めとする物資の安定輸送を支え

るために最善の努力を尽くしていく所存ですが、政府およ

び関係方面におかれては、船舶の安全確保に万全の配慮を

していただくとともに、事態の早期収拾が図られるよう強

く念願するものであります。 以 上

〔資料６―４〕

船主企第４号

平成１５年３月２０日

国土交通大臣

扇 千 景 殿

!日本船主協会

会長 " 長 保 英

ペルシャ湾へ就航する船舶の安全確保等について

平素は私ども海運業界の発展に格別のご理解を賜り厚く

お礼申し上げます。

今般、米英軍を中心としたイラクへの武力行使に伴い、

ペルシャ湾およびその周辺海域が緊迫化し、船舶の航行等

! 海上安全対策
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２．航行安全確保への取り組み

! イラク関連連絡情報本部

関係方面からの情報収集、連絡体制の強化を図る

ことを目的に、「イラク関連海上安全等対策本部」内

に、当協会理事長を包括責任者とし、理事および各

部室長をメンバーとする「イラク関連情報連絡本部」

が設置された。同情報連絡本部は、３月１２日から５

月６日まで連日開催され、そこでは、船社から寄せ

られた船舶動静や港湾状況、また外部からの問い合

せ等に関する情報が確認された。

また、事務局では、関連する最新情報の収集およ

び船社からの連絡に対する迅速な対応を確保するた

めに、米英軍等によるイラクへの軍事攻撃が開始さ

れた３月２０日から同２４日までは２４時間の当直体制と

し、その後４月６日までは休日も当直体制を継続し

た。

" 緊急連絡体制

当協会では、２００２年１２月の時点において、イラク

における武力行使の可能性が懸念されることから、

夜間・休日の連絡体制として、海務幹事会社１６社を

一次受信者とし、その下に２次、３次受信者を置く

ツリー方式の緊急連絡網を構築した。

# 船舶動静調査

イラク情勢に伴う事故を未然に防止することと、

万が一事故等が発生した際に政府として迅速な対応

を図っていくことを目的として、外航海運会社を対

象に、運航船の最新位置情報を FAXにて報告する船

舶動静伝達訓練が、２００３年２月２５日に、国土交通省

海事局外航課により実施された。

この訓練成果に基づき、国土交通省では、ペルシ

ャ湾（オマーン湾を含む）に就航する日本関係船舶

の安全および緊急時の連絡体制の確保を図るため、

同湾に入出湾する日本関係船舶（船主協会非加盟船

社を含む）の動静を継続的に把握する必要があると

して、３月１９日から４月３日までの毎日（４月４日

から４月１７日までは週間）、船舶動静調査を実施した。

具体的には、各船社が、関係運航船の船名、船籍、

総トン数、船種、乗組員数、社名、時間、位置、動

静、ペルシャ湾出湾予定日等の情報を、FAXにて海

事局外航課まで連絡することで、情報が収集された。

また、当協会においては、上記政府対応とは別に、

加盟船社６２社を対象に、１週間毎の就航予定を１月

１７日から５月９日までの間調査した。（武力行使が開

始された３月２０日から４月３日までの間については、

毎日の各船位置についても調査）

なお、武力行使開始（３月２０日）から戦闘終結宣

言（５月１日）までの間の会員会社関係船のペルシ

ャ湾への配船状況は以下のとおりであった。

の安全が脅かされる事態が懸念されております。

わが国海運業界としては、安全が確保される限り船舶を

就航させ、わが国貿易物資の輸送に万全を期す所存であり

ますが、事態の進展如何では、不測の事態が生じなかねな

い恐れがあります。

つきましては、政府におかれましては、わが国海運会社

の運航する船舶の上記海域への就航に際し、航行安全確保

のため、湾岸情勢に関する情報の提供をいただくとともに、

船舶等の安全確保に万全の対応を図っていただくようお願

い申し上げます。 以 上

本状送付先：

外務大臣 川 口 順 子 殿

ペルシャ湾等への就航状況 単位：上段 隻、下段 人

日 付
海 域

３月２０日～
３月２６日

３月２７日～
４月２日

４月３日～
４月９日

４月１０日～
４月１６日

４月１７日～
４月２３日

４月２４日～
４月３０日

５月１日～
５月９日

ペルシャ湾内
２３～３４ ２３～３８ ２２～３９ １９～２８ ２７～３２ ２５～２８ １３～２７

６３～１０８ ６０～９１ ８９～１１２ ３５～８４ ５５～９２ ４１～７８ ２４～８５

オマーン湾内
３～ ８ ３～ ７ ２～ ９ ２～ ５ ２～ ７ ２～ ７ １～ ５

５～２３ ０～２３ ０～２９ ５～１０ ０～２７ ０～１５ ０～１１

アデン湾、紅海
（含むスエズ運河）

６～１１ ７～１０ ４～１３ ２～１１ ２～ ９ ５～１８ ３～１０

５～１６ ０～１４ ０～３２ ０～１３ ０～１３ ０～１０８ ２～７３

地中海東岸
（イスラエル、エジプト等）

１～ ３ １～ ２ ０～ １ ０～ ２ ０～ ４ １～ ３ ０～ ５

０ ０～１１ ０～ １ ０～ １ ０～５ ０～１３ ０～８

合 計
３８～５０ ４１～５５ ３６～５６ ２６～３９ ３９～４６ ３９～５２ ２７～４１

７７～１２２ ７８～１１４ ９７～１３９ ５４～９２ ７２～１１４ ６７～１８６ ７１～１０３

（注）上段：１週間動静予定に基づく在湾隻数
下段：上段に示す隻数に配乗している日本人船員数（船客も含む）
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# 港湾等の状況

武力行使期間中（２００３年３月２４日～５月１日）に

おけるペルシャ湾奥部諸港等の運営状況は、以下の

とおりであった。

! クウェート

シュアイバ、シュワイク港：

３月２０日～２１日の間、ミサイル攻撃のため断続

的に荷役中断

クウェート空港：

４月３日～４月８日の間、夜間（１８時～０６時）

閉鎖

" イラン

コーラムシャ港：

３月２１日～４月８日の間、閉鎖

ソルーシュ・ターミナル：

３月２７日～４月１０日の間、閉鎖

アバダン―クウェート間：

３月２０日～４月１２日の間、旅客輸送中止

$ ミサイルによる攻撃状況

メディア報道によるクウェート領へのミサイル攻

撃状況は、以下のとおりであった。

３月２０日：クウェート領内に９発のミサイルが飛来、

そのうちシュワイバ沖に２発落下したが、

港湾施設等に特に被害はなかった。

３月２４日：クウェート領内に３発のミサイルが飛来

したが、２発は迎撃され、１発がクウェ

ート領内の砂漠に落下した。

３月２７日：クウェート領内に２発のミサイルが飛来

したが、全て迎撃された。

３月２９日：クウェート領内に飛来したミサイルが、

シュワイク港北東のスークシャルク地区

のショッピングモールへ着弾し、建物な

どが破壊された。

% 機 雷

米海軍は武力行使前から機雷の警戒監視を強化し、

十分な対機雷戦部隊等を配備して、イラクによる機

雷の敷設を封じた。その結果、ウムカスル港とそれ

に続く水路の一部に機雷が発見され、掃海作業が行

われたが、同港以外の水域における一般商船の航行

の障害とはならなかった。

２．協議会（安全）

イラクへの軍事攻撃に伴い、３月２０日および２３日、

当協会外航労務部会は全日本海員組合と協議会（安全）

を開催し、現地情勢の情報交換を行った結果、イラク

諸港を除くペルシャ湾奥各港への就航については各社

の判断に基づき配船することが申し合わされた。なお、

イラク諸港については事態の推移を見極めることとし

た。

その後、５月１日の米国大統領の終結宣言や攻撃開

始以降クウェート諸港へ安全に就航した実績を鑑み、

５月１３日の労使委員長会談の結果、３月２３日付申し合

わせの解除が確認された。これにより、ペルシャ湾方

面就航船に関する労使確認はミナ・アル・バクル港を

含むイラク諸港への就航船についてのみ、平成１１年７

月１２日付「イラク国ミナ・アル・バクル港寄港船の取

扱い等に関する確認書」に基づく報告体制に戻ること

となった。

６・２ 羽田空港再拡張に伴う航行安全問題
１．２００２年度におけるこれまでの検討状況等

国土交通省は、２００１年末の「羽田空港の再拡張に関

する基本的考え方」等を受け、２００２年４月、新たな検

討会「東京国際空港の再拡張に係る航行安全基礎調査

検討会（座長：岩井聰 東京商船大名誉教授）」（以下、

「新岩井検討会」）を設置し、同年４月２６日に第１回会

ペルシャ湾奥部諸港入港隻数 単位：隻

日 付
海 域

３月２０日～
３月２６日

３月２７日～
４月２日

４月３日～
４月９日

４月１０日～
４月１６日

４月１７日～
４月２３日

４月２４日～
４月３０日

５月１日～
５月９日

クウェート
シュアイバ、シュエイク、アマディ １ ５ ８ ４ ７ ９ ８

イラン
カーグ島、バンダルホメイニ ３ ４ ７ ４ ２ ５ ３

サウジアラビア
カフジ １ １ ０ ２ ２ ３ １

（注）１週間動静予定に基づく入港隻数
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議を開催した。

当協会は第１回会議以降、船舶の航行安全確保の観

点から、また港湾の効率性を含む経済性の観点等から、

航路幅および屈曲角等について、国土交通省関係局等

に対し鋭意意見反映に努め、その結果、同年８月２日

に開催された第２回「新岩井検討会」において、当協

会が概ね許容できる範囲の提案、即ち、大型船の対面

通航が可能な６００ｍの幅員を有し、屈曲角を約１０度とす

〔資料６―５〕 東京港第一航路（案）

! 海上安全対策
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る「新たな第一航路（案）」（資料６―５）が、国土交

通省から提示された。

第２回会議以降、「新岩井検討会」は作業部会（以下

WG）を設置し、海上交通流シミュレーションや、ビジ

ュアル操船シミュレータ実験等を行い、「新たな第一航

路（案）」の安全性についての検討を行った。

その後、工法選定等の問題等から第３回会議の開催

が延期され、年明け以降も開催の目処が立たなかった

ため、国土交通省航空局は、２００３年２月、WGおよびそ

の他騒音調査等の結果を踏まえた報告書（案）のたた

き台を作成し、当協会をはじめ関係者に説明の上、同

年３月１７日に第３回「新岩井検討会」を開催し、上記

国土交通省案を盛り込んだ今年度の報告書（案）が承

認された。

２．今後の予定

２００９年（平成２１年）１２月までに羽田空港に国際定期便

を入れることが２００２年６月２５日に閣議決定されている

ため、４本目の新Ｂ滑走路はそれまでに供用されなけ

ればならない。

一方、本年度の検討により「新たな第一航路」が決

定されたものの、工事期間中および完成後の航行安全

対策など残された検討事項も多く、「新岩井検討会」報

告書ではこれらの課題が列挙されるに留まった。

羽田再拡張の工事には４～５年、環境アセスメント

には１年～１年半かかるといわれているため、当初は

２００２年中に工法を決定し、２００３年度には事業化に着手す

るとしていたが、新たに工事費の負担問題も生じ、計

画は大幅に遅れている。国土交通省は、２００３年４月以

降に残された課題について検討するとしている。

３．当協会のスタンス等

本年度の検討により「新たな第一航路」が決定され

たものの、工事期間中および完成後の航行安全対策な

ど残された検討事項も多く、「新岩井検討会」報告書で

はこれらの課題の列挙（資料６―６）に留まっている。

従って、２００３年度以降、この残された課題について

検討する必要があることから、当協会は今後も船舶の

航行安全確保の観点から、積極的にこれら審議に参画

することとしている。

〔資料６―６〕２００１年度検討課題、２００２年度調査内容および２００３年度以降の検討課題

２００１年度調査において整理した今後の検
討課題（２００１年度報告書参照） ２００２年度調査内容 ２００３年度以降の検討課題

港湾法航路及び
港則法航路に関
する検討

"航路計画と航法の検討
"航路標識の配置（東京灯標などの移設
含む）

"航路管制の方法の検討
"コンテナ船の大型化の対応（進入表面
を越えるマスト高の船舶入出航時の対
応）

"可航域の拡大の検討
経済性について（航路管制区域延伸、
対面通航可能性）

第一航路（案）の形状の検討
"航路幅（北口７００ｍ、南口６００ｍとし、
全長３００ｍの船舶が対面通航可能な航路
とした。）

"航路屈曲角度（約１０°）
"範囲（新滑走路進入表面下～中央防波
堤付近までとした）

"東京西航路（港則法航路）の形状・適
用範囲

"航路標識の配置
"進入表面を超えるマスト高の船舶入出
航時の対応

"航路南口付近海域の安全対策（アクア
ライン以北を含む）

"航路北口付近海域の安全対策
"航路中央部付近海域の安全対策
"中小型船の航行経路・航路側傍水域の
活用

"船舶間のコミュニケーション手段・情
報提供方法

航空機騒音等に
関する検討

"航空機騒音の影響に関する検討
"電波障害（レーダ偽像影響の検討）の
影響に関する検討

"航空灯火による影響の検討
"新滑走路島による死角影響の検討
"これらが航路標識等に与える影響

航空機騒音、航空灯火、電波障害及び死
角による影響の評価及び基本的な対応の
検討
"航空機騒音による影響調査（現地調査
実施）

"航空灯火による影響調査
"船舶の無線機器に与える影響調査
"新滑走路島による死角影響調査

"航空機騒音対策
"航空灯火対策
"新滑走路島による電波障害対策
"新滑走路島による死角対策

その他 "錨地の検討（代替地検討）
"多摩川河口水域における航行安全対策
"多摩川流況の変化（新滑走路島周辺の
流況変化）

"進入灯及び連絡誘導路下の通航方法
"新海面処分場の静穏度

"錨地の代替地
"多摩川河口水域の航行安全対策
"新滑走路島周辺の流況変化による安全
対策

"進入灯及び連絡誘導路下の通航方法等
に係る航行安全対策

"新海面処分場の静穏度に係る安全対策

工事中の検討 "工事中の安全対策（航行制限時の影響
含む）

"東京西航路周辺水域の航行安全対策
"多摩川河口水域の航行安全対策
"東京湾全域の航行安全対策
"その他必要な工事中の航行安全対策

! 海上安全対策
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６・３ 海賊問題への対応
１．海賊事件の発生状況

% 世界における発生件数

国際商業会議所（ICC）の国際海事局（IMB）がマ

レーシアのクアラルンプールに開設している「海賊

情報センター」の年次報告によれば、全世界におけ

る２００２年の海賊事件の報告件数は、前年の３３５件から

３５件増加し３７０件（うち未遂８４件を含む）であった。

地域別にみると、東南アジア地域（カンボジア、

インドネシア、マラッカ海峡、マレーシア、ミャン

マー、フィリピン、シンガポール海峡、タイ）が１５３

件と全体の約４１％を占め、次にアフリカ７８件、アメ

リカ６５件と続いている。

海域別にみると、２００１年と同様インドネシアが１０３

件と最も多く、全体の約２８％を占め、次にバングラ

ディッシュ３２件、インド１８件と続いている。

なお、同センターによる２００３年前半期の報告書で

は、全世界における発生件数は２３４件（前年同期比約

３７％の増加率）であり、前半期としては過去最高を

記録している。

& 日本関係船の発生件数

国土交通省海事局外航課は、わが国の外航海運事

業者２１４社に対してアンケート調査を実施し、２００２年

における所有船または外国籍船を含めた運航船にお

ける海賊事件について別表のとおり発表している。

概要は以下のとおり。

! 日本関係船舶における発生件数は１６件であり、

前年の１０件に比べ６件増加した。

" 発生海域別では、インドネシア周辺海域、マラ

ッカ・シンガポール海峡等の東南アジア海域で最

多の１２件が発生している。

# 運航区分別では、錨泊中または沖待ち中８件、

着岸中８件となっており、すべて港内または港の

付近で停泊中または沖待ち中に被害を受けるケー

スであった。

$ 海賊行為の類型別にみると、乗組員に対する直

接的な脅迫行為が認められるもの（強盗等）５件、

直接的な脅迫行為が認められないもの（窃盗等）

１１件となっている。（資料６―７）

２．わが国および当協会の対応

% 海賊対策アジア協力会議

海賊対策に関する地域的な取り組みを協議するた

めに、２００１年１０月、外務省主催による「海賊対策ア

ジア協力会議」が、東京において開催され、アジア

１７カ国・地域の官民関係者、国際海事機関（IMO）、国

際海事局（IMB）の代表者が参加した。

同会議では、海賊対策に関する地域協力の将来的

な方向性について、多国間地域協力が必要不可欠と

の認識が共有され、今後、何らかの地域協定作成の

検討を進めるために、作業部会を設けさらに議論を

詰めていくこととされた。

その後、同年１１月のブルネイでの ASEAN＋３（日

中韓）首脳会議において、上記会議の報告を受ける

形で、小泉総理が海賊対策に関する地域協力協定の

作成を政府レベルで検討するための「政府専門家作

業部会」の開催を各国に対して提案したことから、

日本のほか中国、韓国、インド、ASEANなど１６ヶ国

の外務当局、海上警備機関の海賊対策の専門家によ

り構成される作業部会が設置され、「アジア海賊対策

地域協力協定」が作成されることとなった。

同作業部会は２００２年７月の第１回から、２００３年９月

まで計６回開催されており、次の内容を骨子とする

協定の作成が行われている。

（イ）情報共有センターを通じた海賊に関する情報

共有体制と各国協力網の構築

（ロ）海上警備機関間の協力強化

（ハ）キャパシティ・ビルディング（各国海上警備

能力向上への協力）

なお、第６回作業部会では、シンガポール、マレ

ーシア、韓国およびインドネシアが情報共有センタ

ーの誘致を希望し、次回の会合でその設置場所を決

定することとなっている。

& 海上保安庁による取組み

２０００年４月、海上保安庁等の主催による「海賊対

策国際会議」が、東京において開催され、アジア１５

ヶ国・２６地域からの海上警備機関の代表者が参加し

た。同会議では、国際的な連携と協力の必要性、お

よび今後の具体的な連携と協力手法などについて協

議され、今後の取り組みおよび連携と協力の指針と

して、主に次の合意事項からなる「アジア海賊対策

チャレンジ２０００」が採択された。

（イ）各国海上警備機関間の相互協力および連携の

推進と強化

（ロ）海賊情報の迅速な交換の実施
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（ハ）海賊行為に対する取り締まりの強化

（ニ）被害船舶や被害者に対する支援

（ホ）専門家会合の継続的な開催

! 海賊専門家会合

「アジア海賊対策チャレンジ２０００」に基づき、関

係各国の海上警備機関の連携と協力の更なる推進

について協議するため開催されるものであり、２０００

年１１月（マレーシア）、２００２年３月（インドネシア）

に引続き、２００３年３月にフィリピンで開催された。

今会合では、各国・機関からの海賊発生状況、シ

ージャック型海賊の検挙事例についての報告や、

効果的な海賊対策の一つとして、特に各国の連携

および協力の一層の強化、事件発生後の迅速、的

確な情報交換の方法について協議された。

" 巡視船等の派遣

「アジア海賊対策チャレンジ２０００」に基づき、各

国との相互協力と連携強化を図る一環として、東

南アジア周辺海域で多発している海賊への対応パ

トロールのため、巡視船や航空機を派遣している。

なお、その航海の途上において、当協会加盟船

社が運航する船舶との間で、海賊に襲撃されたと

の想定のもと、海賊情報伝達訓練を実施している。

訓練実績は次のとおりである。

#）２００１年７月３１日 巡視船「しきしま」と

LNG船（日本郵船運航）

$）２００１年１１月２日 巡視船「みずほ」と

VLCC（商船三井運航）

%）２００１年１２月４日 巡視船「りゅうきゅう」と

LNG船（商船三井運航）

&）２００２年３月１１日 巡視船「やしま」と

LPG船（川崎汽船運航）

'）２００２年１０月２６日 巡視船「やしま」と

VLCC（共榮タンカー運航）

(）２００３年７月１８日 巡視船「やしま」と

PCC（川崎汽船運航）

〔資料６―７〕

IMB（国際商業会議所の国際海事局）による２００２年年次報告書の概要（１９９１年～２００２年統計）

（イ）発生件数の推移

前年比３５件の増加である。（表１）

海賊発生件数の推移

表１：発生件数

年 １９９１ １９９２ １９９３ １９９４ １９９５ １９９６ １９９７ １９９８ １９９９ ２０００ ２００１ ２００２

発 生 件 数 １０７ １０６ １０３ ９０ １８８ ２２８ ２４７ ２０２ ３００ ４６９ ３３５ ３７０
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（ロ）発生地域

東南アジア・極東地域が約４６％を占めている。（表２）

（ハ）襲撃時の船の状態

約半数（４６％）が錨泊中に発生している。（表３）

（ニ）襲撃の種類の推移

ハイジャック件数は前年に比べ約１．６倍増。うち、マラッカ海峡９件、インドネシア７件、マレーシア３件とこれら３海

域で全体の約３分の２を占めている。（表４）

（ホ）武装状況の変化

武装した海賊による事件は増加傾向にある。（表５）

表２：発生地域

１９９１ １９９２ １９９３ １９９４ １９９５ １９９６ １９９７ １９９８ １９９９ ２０００ ２００１ ２００２

東 南 ア ジ ア ８８ ６３ １６ ３８ ７１ １２４ ９２ ８９ １６１ ２４２ １５３ １５３

極 東 １４ ７ ６９ ３２ ４７ １７ １９ １０ ６ ２０ １７ １７

印 度 亜 大 陸 ５ ３ ３ ２４ ２６ ４０ ２２ ４５ ９３ ５３ ５２

南北アメリカ ５ １１ ２１ ３１ ３６ ３５ ２８ ３９ ２１ ６５

ア フ リ カ ７ ６ ２１ ２５ ４６ ４１ ５５ ６８ ８６ ７８

そ の 他 ５ ３１ ３ ４ ５ １４ ５ ５ ７ ５ ５

年 間 計 １０７ １０６ １０３ ９０ １８８ ２２８ ２４７ ２０２ ３００ ４６９ ３３５ ３７０

表５：武装状況

武 器 １９９１ １９９２ １９９３ １９９４ １９９５ １９９６ １９９７ １９９８ １９９９ ２０００ ２００１ ２００２

武器を持たず ５９ ５５ ２８ ４６ ９７ １１７ １ ２ １ ３ ３ ０

銃 の 所 持 １ １８ ２９ １７ ３９ ３２ ７１ ４８ ５４ ５１ ７３ ６８

ナイフを所持 ３ ７ １３ ９ ２３ ３１ ４０ ８５ １３２ １０５ １３６

その他の武器 ４２ ２９ ２ ６ ３４ ５４ ２４ １８ ２４ ４０ ３９ ４９

不 明 ５ ３５ ８ ９ ２ １２０ ９４ １３６ ２４３ １１５ １１７

合 計 １０７ １０６ １０３ ９０ １８８ ２２８ ２４７ ２０２ ３００ ４６９ ３３５ ３７０

表４：襲撃の種類

襲撃の種類 １９９１ １９９２ １９９３ １９９４ １９９５ １９９６ １９９７ １９９８ １９９９ ２０００ ２００１ ２００２

侵 入 未 遂 ４ １８ ３３ ２２ ２７ ３６ １８ ２５ ４６ １４３ ８３ ７１

発 砲 ６ １６ ９ ６ ２４ １１ １２ ８ １４ １３

侵 入 １０１ ８０ ３６ ５４ １２９ １８０ １７４ １４５ ２２７ ３０７ ２１９ ２５７

ハイジャック １ １ ８ ５ １２ ５ １７ １７ １０ ８ １６ ２５

抑 留 ６ １１ ８ ４ １ ２ １ !

不 明 １ １ １０ ３ １ ６ ４ １ ２ ４

合 計 １０７ １０６ １０３ ９０ １８８ ２２８ ２４７ ２０２ ３００ ４６９ ３３５ ３７０

表３：襲撃時の状況２００２年 （ ）内は未遂事件

地 域 着 岸 中 錨 泊 中 航 行 中 不 明

東 南 ア ジ ア １８（５） ６９（１４） ３０（１７） ０（０）

極 東 ０（０） １２（２） ２（１） ０（０）

印 度 亜 大 陸 ５（１） ３２（５） ８（１） ０（０）

ア メ リ カ ２０（１） ２２（７） １１（４） ０（０）

ア フ リ カ １２（０） ３２（５） ８（２１） ０（０）

そ の 他 ３（０） １（０） ０（０） １（０）

合 計 ５８（７） １６８（３３） ５９（４４） １（０）

総 計 ２８６（８４）
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６・４ 海上交通安全対策

６・４・１ 海上ハイウェイネットワーク
構想

海上保安庁は、船舶航行の安全性および海上輸送の

効率性の向上を目標とする海上ハイウェイネットワー

クの構築に向けて、東京湾をモデルケースとして、!
新しい交通体系の構築に関する調査研究、"管制制御
システムに関する調査研究、#リスク・アセスメント
に関する調査研究、$海上インシデント・データバン
クに関する調査研究（２００１年度で終了）に２００１年度から

取組んでいる。（船協海運年報２００１、２００２参照）

２００２年度における各調査研究概要および２００３年度にお

ける調査研究事項は以下のとおりである。

１．新しい交通体系の構築に関する調査研究

前年度の基礎的な調査研究を踏まえ、関係者の意見

・ニーズ等を調査するとともに、海上交通流シミュレ

ーションが実施され、主として安全性からの定量的な

評価が行われた。

% 航路体系に係る評価

湾口航路整備事業後に実現可能な航路体系のうち、

南航船との交差海域および多くの運航実務者から危

険と評価される中ノ瀬西側海域の航行環境の向上に

寄与する準環流型航路体系（横浜航路方面へ向かう

船舶の経路を中ノ瀬航路経由とする航路体系）が、

安全性の面から判断して、相対的に望ましい航路体

系であるとの結果が得られた。

& 航路内の速力・追い越し制限の見直しに係る評価

現状の制限速力１２ノット、追い越される最大船型

５００総トンをそれぞれ１５ノット、３，０００総トンまで緩和

した場合においても、浦賀水道航路および中ノ瀬航

路の航行環境は著しく損なわれることにはなり難い

との結果が得られた。

' 新たな交通体系の実現に当たっての運用面の検討

安全性と効率性の両面から、望ましい交通体系を

実現するための検討課題が整理された。

２．管制制御システムに関する調査研究

東京湾の船舶交通の安全性および効率性の向上に資

する新たな交通管理手法について検討が行われた。

% 新たな交通管理手法の方向性と評価手法の検討

２００１年度調査における海事関係者のニーズと、２００２

年度に実施した港湾管理者のニーズ調査の結果等を

踏まえ、東京湾の船舶交通の安全性・効率性向上に

資する新たな交通管理手法についてのコンセプト等

について検討が行われた。

& 新たな交通管理手法の評価

上記%で検討された交通管理手法のうち、交通流
の効率化に資するものについて、ネットワークシミ

ュレーションを実施し、実施したシミュレーション

ケース毎に、安全性・効率性の評価を行うとともに、

定性的な評価及び各種既往データ解析による評価が

行われた。

' 新たな管制制御システムの提案

効率的な管制モデルおよび自動識別装置（AIS）や

港湾 EDI（電子データにおける文書のやり取り）を

活用した新たな交通管理手法を有効的に機能させる

べく十分な検討を行い、新たな管制制御システムを

構築することにより、船舶航行の安全性と効率性を

向上させる事が可能であるという結果が得られた。

（ヘ）乗組員に対する暴行

行方不明者数が多くなっている。（表６）

表６：乗組員に対する暴行

１９９１ １９９２ １９９３ １９９４ １９９５ １９９６ １９９７ １９９８ １９９９ ２０００ ２００１ ２００２

人 質 ３３ １８ ６ １１ ３２０ １９３ ４１９ ２４４ ４０２ ２０２ ２１０ １９１

脅 迫 ３ ９ １ ８ ５９ ５６ １１９ ６８ ２１ ７２ ４５ ５５

暴 行 ２ １２ ４ ２ ９ ２３ ５８ ２２ ９ １６ ９

傷 害 ４ １６ ３ １０ ３ ９ ３１ ３７ ２４ ９９ ３９ ３８

殺 害 ３ ２６ ２６ ５１ ７８ ３ ７２ ２１ １０

行 方 不 明 １ ２６ ２４

合 計 ４２ ５８ １４ ２９ ４１０ ２９３ ６４３ ４８５ ４７３ ４８０ ３３１ ３２７
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３．リスク・アセスメントに関する調査研究

前年度に引き続き、東京湾をモデルケースとし VLCC

からの原油流出事故におけるリスク・アセスメントに

ついて調査研究が行われ、所期の目的である大規模海

難時における被害予測に係わる影響評価のための手法

の具体化が行われた。

& 大規模海難による社会経済的影響の定性および定

量評価方法の検討

VLCCからの原油流出事故が東京湾で発生した場合、

その地勢的・経済的特性から、その影響程度が大き

くなるものとして、沿岸住民、漁業者、水上輸送活

動、航空輸送活動、ガス・電気の生産活動、観光・

レジャー活動の６項目について、影響程度および影

響評価方法が検討された。

' 大規模海難による社会経済的影響の定量評価方法

の試行

前年度、事故発生の蓋然性の高さを重視して選定

したケース「中ノ瀬北、秋、衝突」について、上記

&の影響評価項目の定量分析を実施するとともに、
環境・レジャー活動に係る影響が大きい二つのケー

ス「第二海堡、夏、衝突」、および「中ノ瀬西、夏、

座礁」についても定量分析を実施した結果、それぞ

れのケースの損害額は、約２９６億円、約３５９億円、約

１４９億円という試算結果が得られた。

なお、各ケースの試算はあくまで事故発生の蓋然

性、前提条件等が異なる中でシナリオに基づいて評

価を実施したものであり、単純に発生場所―損害額

の関係等でケース間の比較評価を行なうことは適当

でないことや、シナリオ想定外の事故の場合にあっ

ては、損害額に大きな幅があること等に留意する必

要があるとされた。

( 既存の安全・防災対策のレビュー（進路警戒船お

よび消防設備船）

海上交通安全法の規定に基づく進路警戒船と消防

設備船の役割と配備基準等のレビューを行い、配備

基準の妥当性が確認された。

) 自然環境影響の評価

大規模海難による自然環境への影響の重要性に鑑

み、最新の自然環境影響の評価手法が調査された。

４．２００３年度における調査研究内容

準環流型航路体系の導入や速力制限・追越し制限の

緩和等を中心に、海上輸送の効率性等、操船者の主観

的判断も踏まえた航法、および運用面での安全性の検

証を行って総合評価し、安全性と効率性を両立させた

新たな交通体系を提案するとともに、２００４年度運用開

始予定の東京湾海上交通センターにおける AISを活用

した航行管制のあり方について検討が行われる予定で

ある。

なお、具体的な調査検討事項は次のとおり。

! 航路体系等の安全性・効率性の検討

" 航路体系等の操船面での安全性の検証

# 望ましい航路体系の導入による安全対策や施策

の検討

$ 望ましい交通体系の提案

% AIS導入後の東京湾海上交通センターにおける航

行管制、および情報提供業務のあり方に係る検討

６・４・２ こませ網漁業安全対策

瀬戸内海備讃瀬戸海域において、例年、「こませ網」

盛漁期に海上交通安全法に基づき航路内を航行する船

舶が、操業漁船による航路閉塞のため航路外航行を余

儀なくされ、衝突、座州、座礁の危険に晒されている

ことから、当協会は関係海事団体（日本船長協会、日

本パイロット協会、日本旅客船協会、全日本海員組合、

日本内航海運組合総連合会）と協力して、同海域の航

行安全対策について検討を行っている。

１．２００３年における航行実態

こませ網漁業による巨大船の避航状況に関する海上

保安庁調査結果では、２００３年の航路閉塞回数（可航幅

３００ｍ未満）は５３２回（前年４６０回）、巨大船の避航回数は

１０８回（前年９４回）である。なお、２００１年～２００３年の調査

期間が他年と異なることから、巨大船の通航隻数に対

する避航回数の割合をみると、過去２０年間における通

航隻数は減少傾向にあるにもかかわらず、むしろ最近

３ヵ年でその割合は漸増しており、当該海域における

海難事故の潜在的危険性は一向に改善されていない状

況が窺える。

２．２００３年の安全対策への取組み

２００３年２月、当協会および関係海事団体は、海上保

安庁、水産庁、香川県、岡山県に陳情し、大型船の航

行安全の確保のため、航路内可航幅３００ｍの確保、保安

庁船艇による監視と航行指導の徹底、情報の早期伝達、

海上交通センターのレーダー局の整備推進等を求めた。

現地においては、瀬戸内海海上安全協会が設置した
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備讃瀬戸海上安全調査委員会が定期的に開催され、漁

業従事者を交えた話合いがなされた。また、操業期（２

月下旬～５月中旬）を通じ、内海水先人会が作成した

操業実態予想、いわゆる「こませカレンダー」をもと

に、内海水先人会が策定した航行安全対策が実施され

た。なお、備讃マーチスからは、無線電話、ファック

ス、テレフォンサービス、インターネットにより漁業

状況の情報提供が行われている。

３．２００３年における航行安全対策の実績

内海水先人会策定による航行安全対策の実績は次の

とおりとなっている。なお、２００３年は、例年なら漁業

が終了する時期に再び漁獲量が多くなったため、こま

せ網漁業期間中の航行安全対策のうち、進路警戒船の

自主配備については約２週間延長された。

［備讃瀬戸における「こませ網」漁業盛漁期間中の航

行安全対策実績］

! 進路警戒船の自主配備（海交法の定めるものを

除く巨大船）

（２００３年２月１３日～同６月２日の１１０日間、うち休

漁日１９日間と準休漁日６日間）

備讃瀬戸東航路航行船の進路警戒船、自主配備

隻数

西航船５６隻（総数１８４隻）

〈２００１年度４４隻、２００２年度４９隻〉

東航船６７隻（総数１６３隻）

〈２００１年度５３隻、２００２年度６６隻〉

計 １２３隻（総数３４７隻）

〈２００１年度９７隻、２００２年度１１５隻〉

" 標識船、曳船配備

（２００３年２月１３日～同５月１９日の９６日間、以下同

じ）

配備隻数２４隻（水島向け１８隻、福山向け６隻）

〈２００１年度２５隻、２００２年度１７隻〉

# 深喫水船および大型危険物積載船の運航調整実

績

該当日１２日間で運航調整を実施した船舶はなか

った。（ただし、調整日に対象船舶１８隻が航行した）

$ 各港からの出港時間調整を要した船舶の隻数

水島港１３隻、坂出港５隻、合計１８隻

% 来島海峡を経由して西航した巨大船

４２隻（当初からの計画で来島海峡を通過した巨

大船）

& こませ網に関連して発生した事故 ０件

〔資料６―８〕 こませ網漁業による巨大船の避航状況 （３月～９月）

航 路 閉 塞 回 数
（３００ｍ未満） 巨大船の避航回数

巨 大 船 の 通 航 隻 数
事 故 発 生 件 数 通航隻数に占める

避航回数の割合３月～８月 １ 日 平 均

昭 和 ５９ 年 ３５３ １１０ ２，６１０ １４．２ １ ４．２％

昭 和 ６０ 年 ４３３ ８８ ２，４８９ １３．５ ０ ３．５％

昭 和 ６１ 年 ３５２ ８７ ２，３０７ １２．５ ２ ３．８％

昭 和 ６２ 年 ３９６ １１５ ２，３５１ １２．８ ２ ４．９％

昭 和 ６３ 年 ３４１ ７７ ２，３８１ １２．９ ３ ３．２％

平 成 元 年 ３１６ １０４ ２，３００ １２．５ ３ ４．５％

平 成 ２ 年 ３３６ ８８ ２，２９９ １２．５ ３ ３．８％

平 成 ３ 年 ４２３ １３７ ２，４５０ １３．３ ２ ５．６％

平 成 ４ 年 ３７３ ８５ ２，３１５ １２．６ ４（１） ３．７％

平 成 ５ 年 ４７１ １０９ ２，２９７ １２．５ １２（４） ４．７％

平 成 ６ 年 ３６９ １１１ ２，２６０ １２．３ ２ ４．９％

平 成 ７ 年 ３３７ ９５ ２，３２２ １２．６ ２（１） ４．１％

平 成 ８ 年 ４１１ １０２ ２，１２１ １１．５ ６（１） ４．８％

平 成 ９ 年 ３６７ ８３ ２，１０９ １１．５ １ ３．９％

平 成 １０ 年 ２６９ ７６ １，９８７ １０．８ １０（２） ３．８％

平 成 １１ 年 ３１８ ４８ １，８５９ １０．１ １（１） ２．６％

平 成 １２ 年 ４０９ ９３ １，８１８ ９．９ ４ ５．１％

平 成 １３ 年 ２８９ ７１ １，９４３ １０．１ ５ ３．７％

平 成 １４ 年 ４６０ ９４ ２，００２ １０．６ ８（１） ４．７％

平 成 １５ 年 ５３２ １０８ ２，１０５ １０．５ ５ ５．１％

平 均 ３７８ ９４．１ ２，２１６ １２．０ ３．８（０．６） ４．２％

（注）巨大船の通航隻数は、各航路ごとに通航した隻数を合計した延べ隻数である。
調査期間は、３月１日～８月３１日（ただし、Ｈ１３年２月２１日～、Ｈ１４年は２月２５日、Ｈ１５年は２月１３日～）
（ ）内は巨大船に係る事故。事故件数には、船舶衝突のほか、魚網切断を含む。
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６・４・３ 液化ガス運搬船の夜間航行制限
の緩和について

海上交通安全法第２３条の規定では、海上保安庁長官

は船舶交通の危険を防止するため、巨大船等の運航に

関し、航路入航予定時刻の変更や進路警戒船の配備等

必要な事項を指示することができるとされている。ま

た、この長官権限は、同施行規則第３２条により海上交

通センター所長等へ委任されている。

これに基づき、保警指第１２８号（昭和５０年１２月２日）で、

巨大船等の航路通航時間帯の基準が次のとおり規定さ

れていた。

一方、浦賀水道航路および伊良湖水道航路における

上記通航時間帯の規制により、特に液化ガスタンカー

は、別途規制のある離着桟時間との兼ね合いから、航

路入航時間調整のために湾口付近でのドリフティング

や港内における錨泊を余儀なくされ、付近船舶の安全

航行のみならず、効率的な運航にも影響が生じていた。

このような状況を考慮し、当協会では、上記規定が実

施されて以来約３０年が経過しており、この間、海上交

通の実態の変化、航行支援システムの充実強化、船舶

性能の向上や航海機器類の近代化等、船舶交通を取り

巻く航行環境は大きく変化していることを踏まえ、浦

賀水道航路および伊良湖水道航路における液化ガスタ

ンカーの上記規制の緩和を要望していた。

これを受けて、日本海難防止協会は、当協会はじめ

関係官庁・団体および漁業関係者を含めた「東京湾にお

ける液化ガスタンカーの夜間航行に係る検討委員会」

および「伊勢湾における液化ガスタンカーの夜間航行

に係る検討委員会」を２００２年１０月に設置し、本規制緩

和の可能性について検討を行ってきた。その結果、２００３

年３月に、一定の安全対策が適切に実施されれば、東

京湾および伊勢湾における総トン数２万５千トン以上

の液化ガスタンカーの夜間航行は可能であるとの結論

に至った。

上記委員会での結論を受けて、海上保安庁は、積載

している危険物が液化ガスである総トン数２万５千ト

ン以上の船舶の、浦賀水道航路および伊良湖水道航路

航 路 対 象 船 舶 通航時間帯の基準

浦賀水道航路 危険物積載船で総トン数５万トン（積載して
いる危険物が液化ガスである場合に合っては、
総トン数２万５千トン）以上の船舶

日出１時間前から日没までの間に航路に入る
こと

伊良湖水道 同 上 日出１時間前から日没までの間に航路を航行
すること

備讃瀬戸東、宇高東、宇高西、備讃瀬戸北、
備讃瀬戸南および水島の各航路

巨大船 昼間に航路を航行すること

来島海峡航路 巨大船 昼間の憩流時または弱順調流時に中水道を航
行すること

その他の航路 特に運用基準なし
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の通航時間帯について、必要な安全対策を講じること

により、夜間の一定の時間帯について通航を可能とす

る規制緩和を実施することとし、保交安第３３号（平成

１５年６月２３日）で、２００３年７月１日から、上記の基準に

よる運用が開始されることとなった。

６・４・４ 海上交通法規等の改正

１．IMO強制船舶通報制度の新設

２００２年１２月に開催された国際海事機関（IMO）の第

７６回海上安全委員会（MSC７６）において、以下の強制

船舶通報制度の新設が採択された。

$ フィンランド湾

! 適用海域等

国 名：エストニア、フィンランド、ロシア

海 域：フィンランド湾

発効日時：２００４年７月１日００００世界時

" 対象船舶

総トン数３００トン以上の船舶

% アドリア海

! 適用海域等

国 名：イタリア、ユーゴスラビア、クロアチ

ア、スロベニア

海 域：アドリア海

発効日時：２００３年７月１日００００世界時

" 対象船舶

イ）総トン数１５０トン以上の全ての油送船

ロ）ばら積または容器により危険物または汚染物質

を積荷として積載している総トン数３００トン以上の

全ての船舶

２．SOLAS第Ⅴ章の改正

２００２年５月に開催された国際海事機関（IMO）の第７５

回海上安全委員会（MSC７５）において、SOLAS第Ⅴ章

第２１規則「国際信号書」の表題が、「国際信号書および

国際航空および海上捜索救助（IAMSAR）マニュアル」

に改められ、全ての船舶は「国際航空および IAMSAR

マニュアル第#巻」の最新版を備えることとする改正
条約が採択され、２００４年１月１日からの発効予定とな

っている。

６・５ 船舶の安全運航対策

６・５・１ 航海データ記録装置（VDR）の
現存貨物船への搭載について

１．経 緯

２０００年１２月に開催された IMO第７３回海上安全委員会

（MSC７３）において、現存貨物船へ航海記録装置（VDR

：Voyage Data Recorders）を搭載することについて、

航行安全小委員会（NAV）でフィージビリティースタ

ディー（FS）を行い、２００４年１月１日までに結論を出

すこととされた。（船協海運年報２００２参照）

（注１） SOLAS第Ⅴ章第２０規則では、全ての旅客船および２００２
年７月１日以降に建造される３，０００総トン以上の船舶（旅客
船を除く）には VDRの搭載が義務付けられている。

（注２） 欧州連合（EU）は、欧州地域に入港する２万総トン以
上の貨物船については２００７年１月１日以降、３千総トン以
上２万総トン未満の貨物船については２００８年１月１日以降、
VDRの搭載を義務付けている。

２．航行安全小委員会における審議結果

２００３年７月に開催された IMO第４９回航行安全小委員

会（NAV４９）において、現存船への VDR搭載に関する

FSが審議された。その結果、以下が指摘されるととも

に、規則改正案、性能基準案がそれぞれとりまとめら

航 路 対 象 船 舶 通 航 時 間 帯 の 基 準

浦賀水道航路 危険物積載船で総トン数５万トン（積載し
ている危険物が液化ガスである場合に合っ
ては、総トン数２万５千トン）以上の船舶

日出１時間前から日没までの間に航路に入ること。
ただし、積載している危険物が液化ガスである総トン数２万５千トン以上の船舶
は、進路警戒船および消防設備船をそれぞれ（巨大船でない場合にあって消防設
備船のみ）配備するとともに、進路警戒船または消防設備船に暗視双眼鏡等を搭
載することにより、北航船は日没時から０５時（日出が０６時以前の場合は日出１時
間前）まで、南航船は２０時から日出１時間前までの間においても航路に入ること
ができる。

伊 良 湖 水 道 同 上 日出１時間前から日没までの間に航路を航行すること。
ただし、積載している危険物が液化ガスである総トン数２万５千トン以上の船舶
は、進路警戒船または消防設備船に暗視双眼鏡等を搭載することにより、１９時（日
没時刻が１９時以降の場合は日没時）から０３時までの間においても航路に入ること
ができる。
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れ、２００４年５月に開催予定のIMO第７８回海上安全委員会

（MSC７８）に報告されることとなった。

& FSによる指摘事項

! 記録されるデータの種類を限定する必要がある。

" コスト低減のため保護カプセルを簡素化する必

要がある。

# 簡易型 VDRの性能基準と搭載要件はさらなる検

討が必要である。

（注１） なお、FS結果では、「調査当時の Full規格 VDRの設
置費用は USD９１，５００（約１千万円）であったが、最近市
場では約３０％から５０％の価格低下が起きており、簡易型
VDRには更なる価格の低減が見込まれる」としている。

' SOLAS第%章第２０規則改正案
国際航海に従事する現存貨物船は、以下の期日ま

でに VDR（簡易型とすることもできる）を搭載する

こと。

! ２００２年７月１日より前に建造された２万総トン

以上の貨物船は２００７年１月１日

" ２００２年７月１日より前に建造された３千総トン

以上２万総トン未満の貨物船は２００８年１月１日

# 上記施行日から２年以内に廃船する船舶には適

用を除外することができる

( 簡易型 VDR性能基準案

! 記録メディアは固定型又は浮揚型の保護カプセ

ルに収められること。

" 浮揚型保護カプセルは非常用位置指示無線標識

（EPIRB : Emergency Position Indicating Radar Bea-

con）の性能要件に適合すること。

# レーダ情報が記録できない場合には、自動識別

装置（AIS : Automatic Identification System）情報

を記録すること。

$ 国際デジタルインターフェイス規格に適合しな

いデータは記録することを要しない。

６・５・２ ポートステートコントロール
（PSC）

サブスタンダード船の排除のためには寄港国による

監督（PSC : Port State Control）が必要であるとして、

多くの国で PSC実施体制が整備されている。また、そ

の実効性を高めるため、それぞれの地域において締結

された PSCに関する覚書（MOU : Memorandum of Un-

derstanding on Port State Control）のもと各国協調した

PSC実施体制が組まれている。欧州における「パリMOU」、

アジア・太平洋地域における「東京MOU」のほか、６

つのMOU（地中海、黒海、インド洋、ラテンアメリカ、

カリブ海、西・中央アフリカ）が設立されている。

パリMOU、東京MOUおよび米国コーストガード

（USCG）の２００２年における活動の概要は以下のとおり

である。

１．２００２年におけるパリMOUの活動の概要

欧州における PSCの標準化、協力体制の強化を目的

として、１９８２年に欧州１４カ国で締結された覚書（パリ

MOU）は、２００３年７月現在１９ヶ国（ベルギー、カナダ、

クロアチア、デンマーク、フィンランド、フランス、

ドイツ、ギリシャ、アイスランド、アイルランド、イ

タリア、オランダ、ノルウェー、ポーランド、ポルト

ガル、ロシア、スペイン、スウェーデン、英国）が加

盟している。

& エリカ号事故を契機とした安全強化策（エリカパ

ッケージ１）に係る EU指令の改正（２００３年７月２２日

発効）に従い、パリMOUは、高リスク船を絞り込む

ため以下の規則を導入した。なお、同MOUでは、優

良な船舶に対し、PSCの頻度を少なくするなどの優

遇措置を与える制度を検討中である。

! ブラックリストに掲載された船舶で、３年間に

２回以上拘留された場合、MOU加盟国港湾への入

港を拒否する。

" 一定の船齢を超えた油タンカー、ケミカルタン

カー、ガス船、バルクキャリア等で、前回の拡大

検査（expanded inspection：バルクキャリアについ

ては貨物倉の内検が含まれる）から１年を経過し

た船舶は、同検査の受検が強制される。

# 一定の基準（Target Factor）に従って積算した点

数が５０点以上となる船舶は、パリMOU域内におい

て前回受けた PSCより１ヶ月経過後、再度 PSC

を受けることとなる。

' ２００２年は、前年比１６５隻増の１１，８２３隻の船舶に対し

て１９，７６６件（前年比５．８％増）の検査が実施された。

拘留された船舶は２年続けて減少し１，５７７隻、検査件

数に対する拘留率は７．９８％となった。１９９５年にピーク

（１１．２１％）を記録したが、緩やかに減少している。

船種別拘留数を見ると、例年同様、一般乾貨物船お

よびばら積み船が全体の８割を占めたが、両船種と

も拘留率は減少傾向にある（一般乾貨物船１２．８５％

（２０００年）→１１．７７％（２００１年）→１０．９６％（２００２年）、

ばら積み船９．２６％（同）→８．６７％（同）→６．７３％（同））。

また、拘留された船舶１，５７７隻のうち、船級協会の責
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任によると考えられるものが３１２隻（２０％）あり、そ

のうちの２９７隻（７８％）はブラックリスト掲載国を旗

国とする船舶であった。

# 過去３年間の拘留状況から旗国のパフォーマンス

を評価するブラック!グレイ!ホワイトリストを掲
載した。ワースト４はアルバニア、ボリビア、サン

トメ・プリンシペ、トンガであり、パナマも引き続

きブラックリストに掲載された。日本のほかシンガ

ポール、中国、リベリア等は昨年に続きホワイトリ

ストに掲載、イタリア、オランダ、米国はグレイリ

ストよりランクアップしたが、ポーランド、オース

トリア等はホワイトリストから落ちた。

$ 指摘された欠陥の数は前年比０．５％増の６９，０７９件と

なり、例年同様、救命、防火設備など安全に係るも

のが全体のほぼ５割を占めた。船齢１５年以上の船舶

では、２６，８１８件の欠陥が指摘されており、５年未満

の船舶の１，４１４件と比較し１９倍にのぼった。

% ２００２年には、同年７月に適用が拡大された ISM

コードの適合に関して集中検査キャンペーンが７～

９月の間実施された。タンカー、ガス船等は１９９８年

より ISMコードが適用されており、証書類について

はこの４年間に改善されてきたようだが、乗組員に

よる実際の操作等については改善の余地が残されて

いるとしている。

また、同年２月より STCW条約９５年改正が発効し、

この適用に関して２～４月の間集中検査キャンペー

ンが実施された。これに続き、２００３年には旅客船の

運用面に関して、２００４年には居住および作業環境に

関して集中検査を実施する予定としている。

２．２００２年における東京MOUの活動の概要

アジア・太平洋地域における PSCに関し、１９９３年に

１８ヶ国が署名、このうち１１ヶ国が加盟した覚書（東京

MOU）は、その後加盟国を増やし、２００２年６月に新た

にチリが加わり、現在１８ヶ国（豪州、カナダ、チリ、

中国、フィージー、香港、インドネシア、日本、韓国、

マレーシア、ニュージーランド、パプアニューギニア、

フィリピン、ロシア、シンガポール、タイ、バヌアツ、

ベトナム）が加盟している。

東京MOUでは、PSCに従事する検査官の能力およ

び監査方法の平準化が重要であるとして、PSC検査官

を対象とした基礎的な研修を日本において実施してい

る。当協会は、研修カリキュラム中の実船における実

習について協力している。

! 総検査件数は前年比１２．７％増の１９，５８８件（域内航行

船舶総数に対する検査率は７８％）、このうち欠陥が発

見された船舶は１３，７６０隻。

" 拘留された船舶は前年比３．１％減（－４２隻）の１，３０７

隻と減少し、総検査件数に対する拘留率は６．６７％と

なった。船種別に見ると、一般貨物船の拘留率（１２．８４

％）は平均を大きく上回っている。

# 指摘された欠陥数は前年比８．１％増の７５，２１０件、救

命・防火設備等安全に係るもので全体の４５％を占め

る。

$ ２０００～２００２年の拘留実績等から、パリMOU同様、

ブラック!グレイ!ホワイトリストを作成した。日
本、パナマ、リベリアなどはホワイトリストに掲載

されている。

% ２００２年２～４月の間に STCW条約９５年改正に関し、

同７～９月の間に ISMコードの適用に関する集中検

査キャンペーンが、パリMOUと協調し実施された。

２００３年には９～１１月の間ばら積み船の安全に関する

集中検査キャンペーンを実施している。

３．２００２年におけるUSCGの活動の概要

米国は１９９４年より PSCの強化策として、過去の PSC

の結果に応じて船主、運航者、旗国、船級協会、PSC

履歴、船種のカテゴリー毎に点数を付け、重点的に臨

検を実施すべき船舶を識別している。

! 米国に寄港した船舶は７，１０６隻、総検査件数は昨年

より微減の１０，５１８件。拘留された船舶は１７９隻、寄港船

舶数に対する拘留率は２．２％から２．５％となり、１９９７年

（５４７隻、７．１２％）より年々減少してきたが、微増とな

った。なお、パナマ籍船が寄港船舶の２３％、拘留船

の１６％を占める。

" 拘留された船舶において指摘された欠陥は、救命、

防火に関する設備および訓練に係るものが３２％、安

全一般に係るものが１４％、ISMコードに係るものが

１５％を占めた。

# 良質な船舶に対して PSCの検査頻度を少なくする

などのインセンティブを与えるため Qualship２１とい

う制度が新たに導入された。これは３年間の拘留率

が１％未満などの条件を満足した国を旗国とする船

舶に与えられるもので、現在、１２カ国、約４００隻の船

舶にその資格が与えられている。

$ PSCを効率的・重点的に実施するため、船舶に検

査の優先順位を付けているが、その評価項目に、旗

国、船級、運航会社のほか２００２年より用船者が加え
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られた。これらは入港９６時間前の事前通報において

報告される。拘留船に係る用船者リストは USCG

ホームページ（www.uscg.mil!hq!g!m!psc!psc.htm）

に掲載されている。

６・５・３ 衛星通信サービスの動向

１．インマルサットＡサービスの運用停止

２００２年１２月、国際移動通信衛星機構（インマルサッ

ト）は、インマルサットＡサービスを２００８年以降停止

する旨、国際海事機関（IMO）海上安全委員会へ文書

を提出した。審議の結果、IMOは、当該情報を締約国

へ提供すべきとして、２００３年６月１９日付にて回章文書

を発出した。

Ａサービスはインマルサット衛星による最初の通信

サービスとして１９８２年に導入されたアナログ方式のサ

ービスであり、現在主流となっているデジタル方式に

比べ周波数利用効率等が悪い。インマルサットはより

高速のデータ通信を可能とする新たな通信方式への移

行を計画しており、また、国際電気通信連合（ITU）も

周波数利用のさらなる効率化を促し、Ａサービスのみ

で使用している３つの国番号（海域番号）を２００９年ま

でに ITUへ返上するよう求めていた。

インマルサットは、Ａ設備搭載船舶数が大きく減少

していることや、実行までに５年間の期間が与えられ

ていることから、影響は少ないとしているが、当協会

が会員会社へ調査したところ、２００２年９月末現在の所

有船８１６隻中、Ａ設備搭載船は４３２隻あり、５年後の２００７

年末においてもＡ設備を使用していると予想される船

舶数は２２４隻（２７％）との結果となった。当協会はＡサ

ービス停止の船主への影響は大きいとして、わが国政

府のほか ICSへ対応を働きかけたが、特に同調する国

はなかった。

２．日本籍船におけるイリジウム衛星携帯電話の使用

イリジウム衛星携帯電話サービスは、米国 Iridium

社により１９９８年にスタートしたが、１９９９年８月には破産

し、２０００年３月に終了した。その後、米国 Iridium Sat-

ellite社が衛星等の設備を買収し、２００１年４月サービス

が再開された。日本国内においては、日本イリジウム

社がイリジウム衛星携帯電話端末の日本における包括

免許人となってサービスが提供されていたが、サービ

ス終了に伴い同社が事業を廃止し、サービス再開後も

免許人となる事業者が現れず、日本籍船を含め日本に

おける同端末の使用は認められていない。

当協会は、テロや海賊事件発生時など船舶における

緊急時の通信手段として同端末の利用が有用であるこ

となどから、総務省に対し規制緩和を働きかけた結果、

２００２年１１月、国際航海に従事する船舶において、遭難

通信、緊急通信、安全通信、非常通信および航行の安

全に関する通信に限り使用が認められることとなった。

６・６ 貨物の積付けおよび安全輸送

６・６・１ 危険物の運送

１．部分的風雨密ハッチカバーを有するコンテナ船に

おける危険物の積載・隔離要件の検討

部分的風雨密ハッチカバーコンテナ船に適用する防

火要件、危険物の隔離要件は、IMOの復原性・満載喫

水線・漁船安全小委員会（FLS）、防火小委員会（FP）、

および危険物・固体貨物・コンテナ小委員会（DSC）

でそれぞれ継続的に審議されてきた。（船協海運年報２００１、

２００２参照）

日本は、部分的風雨密ハッチカバーコンテナ船に適

用する新たな危険物の隔離要件を２００１年７月に開催さ

れた DSC６に提案したが、防火要件も検討される必要

があることから、２００３年２月に開催された FP４７で細部

が検討された。

DSC６、FP４７での検討の結果、ハッチ間の隙間に起

因する危険物の漏えい事故などを防止でき、かつ危険

物の積付けスペースが最大限確保できる内容のMSC

Circularが策定され、２００３年５月に開催された第７７回海

上安全委員会（MSC７７）で承認された。

２．国際海上危険物規則の見直し

２００３年９月のDSC８では、国際海上危険物規則（IM-

DGコード）の第３２回の見直し案が審議された。今回の

見直し案では、同コードに海上保安の要件を導入する

こと、および海洋汚染物質の判定基準の導入などが中

心に審議された。

その結果、海上保安の要件の導入は、SOLAS条約第

!－２章 ISPSコードが２００４年７月より強制適用される

ことから、それらを引用することとされた。
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また、海洋汚染物質の判定基準の導入に関しては、判

定の基準となる「化学物質の分類に関する国際調和＊」

で策定された環境有害性物質の判定基準が IMDGコー

ドの海洋汚染物質の全てをカバーしていないことから、

今後も継続的に DSCで検討されることとなった。
＊化学物質の分類に関する国際調和
労働者、消費者、輸送関係者、救急対応者のために、化学

物質の有害性を分類し情報提供をするための共通の統一され
たシステム

６・６・２ 固体ばら積み貨物の運送

１．固体ばら積み貨物の安全実施規則（BCコード）の

全面見直し

IMOは、ばら積み貨物の取り扱いに関する一般的注

意事項、各貨物の性質や運送上の注意事項を規定した

「固体ばら積み貨物の安全実施規則」（BCコード：Code

of Safe Practice of Solid Bulk Cargoes）を発行している。

DSCでは、同規則が使用しづらいため、記載内容など

の全面的な見直しを継続的に行ってきた。（船協海運年

報２００２Ｐ．１４８参照）

２００３年５月に開催されたMSC７７では、バルクキャリ

アの安全性を高めるため同規則の強制化が提案され、

２００３年９月の DSC８にて同規則の見直しと同時に強制

化が審議された。同規則の強制化は、バルクキャリア

の安全性向上に繋がる部分と、安全性向上に無関係な

部分を明確に区分する必要があり、今後さらに DSC

で審議されることとなった。また、各物質の記載内容

の見直しについては２００４年までに最終化されることと

なった。

６・６・３ ばら積み液体貨物の運送

１．有害液体物質の汚染分類の見直し

MARPOL条約附属書 IIには、「危険化学品のばら積

運送のための船舶の構造及び設備に関する国際規則（IBC

コード：The International Code for the Construction

and Equipment of Ships Carrying Dangerous Chemicals

in Bulk）」で定められた有害液体物質の毒性に応じた汚

染分類別に、有害液体物質の排出要件などが規定され

ている。

! 有害液体物質の毒性再評価と汚染分類方法の見直

し

国連の海洋汚染専門家会議（GESAMP＊）は有害

液体物質の毒性の再評価を継続的に行っており、２００３

年７月に IBCコードの１７章および１８章に示される約

６６０種類の物質の再評価を終了した。

また、GESAMPの毒性の再評価と平行して、ばら

積み液体・ガス小委員会（BLG）では、有害液体物

質の汚染分類を現行の５分類方式（A!B!C!D

類および「無害」）から、３分類方式（X!Y!Z類）

へ見直すことが検討されてきた。

２００２年６月の BLG７では、日本、米国など５分類

方式を主張する国と、オランダなど３分類方式を主

張する欧州諸国の間で意見が対立したため、最終的

な分類方法は２００３年７月の BLGの親委員会である

MEPC４９で審議されることとなった。

" MEPC４９での審議の状況

MEPC４９での汚染分類見直しの審議は、議長の指示

により「無害」の区分の存続を求める諸国と、「無害」

の区分を不用とする諸国の双方の意見を反映した新

たな妥協案を作成する方向で行われた。

その結果、日本、米国、東南アジア諸国の意見を

反映し、現行の「無害」に区分される物質の一部を

新たな区分に移行すること、および欧州諸国の意見

を反映し一部の「無害」物質の排出を沿岸から１２海

里以上離れた海域で行うこととし、現行の「A」類を

「X」類に、「B、C」類を「Y」類に、「D」類及び

「無害」類の一部を「Z」類とし、残りの「無害」物

質を新たな区分「Other Substances（OS）」とする

〔表１〕に示す新たな妥協案で合意に至った。

「無害」物質の大半が「Z」類に区分されることに

より、内航ケミカルタンカーの揚荷後のタンク洗浄

水を、陸上の受け入れ施設へ陸揚げすること、ある

いは陸岸から１２海里離れて排出することが要求され

ることとなる。

MEPC４９で合意された新たな汚染分類は２００４年３月

のMEPC５１で承認され、見直し案を反映したMAR-

POL附属書!が２００７年に発効する予定である。
# 有害液体物質の輸送に要求される船型要件

有害液体物質を輸送する船舶には、汚染分類をも

とに船舶の構造を定めた「船型要件」が要求される。

汚染分類の見直しが終了したことに伴い、船型要件

の見直しの最終化が図られた。再評価後の毒性が現

在の毒性より高いと判断された場合、その物質を輸

送する船舶の船型要件も格上げされることとなる。

MEPC４９では毒性再評価の結果、現在船型要件が課せ

られていない植物油の輸送にも船型要件が課せられ

る方針が示された。これにより、現行の一般貨物船
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〔表―１〕 新たな汚染分類

現 行 ５ 分 類 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ 無害

↓ ↓ ↓ ↓ ↓ ↓ ↓

新たな汚染分類 Ｘ Ｙ Ｚ OS

〔表１〕 コンテナ検査基準の一例

部 材 名 危険と判断される基準

Top Side Rail 部分的な凹みが６０"以上
又は部分的な割れ目の大きさが４５"以上の場合

Bottom Side Rail 部分的な凹みが１００"以上
又は部分的な割れ目の大きさが７５"以上の場合

Header 部分的な凹みが８０"以上
又は亀裂がある場合にはその大きさが８０"以上
の場合

Corner Posts 部分的な凹みが５０"以上
又は亀裂がある場合にはその大きさが５０"以上
の場合

Locking Rods 施錠用ロットに１つ以上の損傷がある場合

の貨物油倉、およびパーセルタンカーによる植物油

の輸送が不可能となるおそれがあり、今後さらに

MEPCで検討されることとなった。

＊ GESAMP（The Joint Group of Experts on the Scientific
Aspects of Marine Environmental Protection）海洋汚染につ
いて科学的観点からの助言を行う専門家グループ。UN、
UNEP、FAO、UNESCO、IOC、WHO、WMO、IMO、IAEA
が支援するグループで、これらの機関から推薦された専門
家で構成される。

６・６・４ コンテナ検査のためのガイダン
スの策定

海上貨物輸送に使用されるコンテナは、貨物を安全

に輸送できるように収納することが出来る最大の重量

が決められている。コンテナ所有者である船会社、コ

ンテナリース会社は CSC条約＊の規定に従いコンテナ

の構造の検査等を実施することが要求されているが、

同条約では強度部材の基準は明記されておらず、検査

は国際海運会議所（ICS）などが作成した基準を流用し

て行われている。

２００２年９月の DSC７ではコンテナの安全性を検査す

るための PSC（ポートステートコントロール）のため

に統一したコンテナ検査のガイダンスの策定が決定さ

れ、作業部会での検討が開始された。

２００３年９月の DSC８では、作業部会が策定したガイ

ダンス案が紹介されたが、内容が複雑であるという意

見が主流を占めた。そのため内容が簡潔である国際標

準化協会（ISO : International Organization for Standardi-

zation）が提案した欠損の基準、および英国が提案した

ガイダンスの概要を融合する形で＜表１＞に示すよう

な強度部材の欠損値が盛り込まれたガイダンス案が策

定された。

策定されたガイダンス案は、２００４年１０月に開催され

る DSC９で最終化が図られ、その後に開催されるMSC

で承認され発効することとなる。

＊CSC条約（Convention on Safe Containers）
国際海上コンテナの安全な取扱い・輸送を目的とし、コ
ンテナの構造や製造の際に必要な要件の整備、メンテナン
ス義務、各国政府の安全承認板の貼付などについて規定し
ている国際条約。

６・７ 船舶の建造および保船、機関管理対策

６・７・１ バルクキャリアの安全

１．IMOにおける審議経過

" 第７６回海上安全委員会（MSC７６）の審議（２００２年

１２月２日－１２月１３日）

バルクキャリアの安全問題については、２００２年３

月に国際船級協会連合（IACS）がハッチカバーの強

化をはじめとする８項目に亘る安全強化策を打ち出

したほか、国際海事機関（IMO）においても緊急課

題として多岐に亘る強化策が提案された。

MSC７６における審議の結果、バルクキャリアの二

重船側化、一区画浸水にも耐えられる構造などが今

後の新造船に求められるほか、現存船には代替策と

して隔倉積みの禁止や高比重貨物の積載制限などの

安全強化策が早急に検討されることとなった。

! 背 景

２００２年１２月２日からロンドンの IMO本部で開催

されたMSC７６では、バルクキャリアの安全問題に

ついて、条約改正による早急な安全強化策の確立

が求められているとして、条約改正の方向性を見

出すことが課題とされた。

英国は１９８０年に沈没した「ダービシャー号」事

件に関連して、高等裁判所から勧告されている抜

本的な安全対策を IMOレベルで実現するため、技

術的には必ずしも合理的とはいえない自国提案へ

の支持を各国に要請した。

今回の会合の直前、２００２年１１月１９日に、バハマ籍

タンカー「プレスティージ号」がスペイン北西岸

で沈没する事故が発生し、積荷の重油による深刻

な海洋汚染を招いた結果、EUが中心となってシン
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グルハルタンカー規制の強化を呼びかけるなど船

舶の安全に対する社会的関心が高まり、「プレステ

ージ号」の事故がMSCに波紋を投げ掛ける結果と

なった。

わが国は、終始一貫して技術的に合理的なルー

ル作りを目指しており、技術的根拠に乏しい提案

には反対する方針で臨んでいるが、技術的専門性

を有しない国の代表は、国内での検討を経ていな

いため技術的背景の理解が困難で、政治的判断を

優先する傾向が強く、今回は特にその傾向が顕著

であった。

! 審議の模様

バルクキャリアの安全強化策は、事故による被

害の程度（犠牲者数）や、安全対策の費用対効果

等を、総合的安全性評価（FSA ; Formal Safety As-

sessment）に基づき評価することとされており、

IACSや、国際共同グループ（英国を中心とする）、

及びわが国などが３年前から取り組みを開始し、

その結果を IMOに提出した。

国際共同グループの FSAについて、英国が結果

を恣意的に導いているなどの問題が取り纏めの段

階でグループ内から指摘されたため、国内で早急

に安全強化策を構築する必要のあった英国海事局

は、以下の項目を重要課題とする提案を提出し、

MSC議長を英国が務めている立場を活かして実現

を図った。

（イ）新造船に対する二重船側、及びいずれの一区

画浸水にも耐える水密隔壁の強制化

（ロ）現存船に対するいずれの一区画浸水にも耐え

る水密隔壁の強制化、または高比重貨物の積載

制限

（ハ）新造船・現存船を問わず、ハッチカバーの強

化、及びハッチカバー固定メカニズムの見直し

（ニ）自由降下式救命艇を現存船、新造船のすべて

に強制化

（ホ）浸水時の早期退船に関するMSCサーキュラー

の作成

（ヘ）バルクキャリアに乗り組む者の専門知識

この提案は、バルクキャリアの沈没事故が多く

発生し、その犠牲になる乗組員の数が多いことか

ら、浸水の防止、浸水しても沈没まで至りにくい

構造、及び沈没までに乗組員が退船できる設備を

求めるものである。

わが国は、構造強度に関する海難事故は船齢の

高い船に多く、メンテナンスおよび検査の不備が

原因であり、浸水防止を基本としたルール改正で

あるべきことを主張した。しかしながら、安全強

化策の費用対効果が合理的で多くの国が支持する

提案については、新基準を新造船のみに適用する

“grandfather clause”の原則が尊重されれば柔軟に

対応した。

" 審議の結果

バルクキャリアの安全強化策として、新造船お

よび現存船のすべての貨物倉への浸水警報装置の

強制化（２００５年以降最初の中間!定期検査まで）、
船首部区画の排水設備の強制化（２００４年７月以降

の新造船）、および貨物区域への検査のための交通

路設置の強制化（２００５年以降の新造船）について、

SOLAS条約の改正を採択したほか、以下の安全強

化策が引き続き検討されることになった。

（イ）二重船側構造と一区画浸水に耐え得る水密隔

壁の強制化。（２００６年以降の新造船）

（ロ）前!項（ロ）の要件に代えて満載状態での隔倉
積みの禁止、及び高比重貨物の積載制限（現存

船）

（ハ）ハッチカバーについて、波浪の垂直荷重、水

平荷重、及び固縛システムに関する基準の強化

（２００５年以後の新造船）

（ニ）船首楼の設置、及び船首部予備浮力の確保（２００５

年以降の新造船）

（ホ）自由降下式救命艇の強制化（２００７年以降の新

造船）

（ヘ）全乗組員分のイマージョンスーツの備付けの

強制化（２００６年以降の新造船及び現存船）

IACSによる８項目の安全強化策については、一部

分既に決定済であるが、MSCでの審議結果から以下

の方向で実施されることとなった。

（イ）現存船への船首部隔壁、及び二重底の補強の

早期実施（船齢１５年→１０年）

（ロ）検査強化プログラム（ESP）適用の前倒し（２００３

年１月１日以降の中間!定期検査から実施）
（ハ）現存船を含め、全貨物倉への浸水警報装置の

設置（条約により強制化）

（ニ）船首楼の設置（引き続き検討）

Breakwaterの設置（取り止め）

（ホ）現存船を含め、船首部艤装品の強化（条約に

より強制化）
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（ヘ）ハッチカバーおよびハッチコーミングの強化

波浪の垂直荷重に関しては新造船のみ強化、

現存船は水平荷重および固縛システムの強化（引

き続き検討）

（ト）現存船および新造船の船倉フレームの強化（条

約により強制化）

（チ）現存船および新造船の船首部区画への浸水警

報および排水設備の設置（条約による強制化）

! 第４６回設計設備小委員会（DE４６）の審議（２００３年

３月１０日－３月１９日）

２００２年１２月に開催されたMSC７６において、船首部

区画及びすべての貨物倉への浸水警報装置の設置を

強制化する規則の改正と、長さ１５０m以上の新造船に

対する二重船側構造の強制に関する規則の改正が採

択された。また、現存船に対する隔倉積みの禁止・

高比重貨物の積載制限などの安全強化策については

引き続き検討することになった。

DE４６における主な審議内容は次のとおり。

! 高比重貨物の隔倉積みの禁止

バルクキャリアの満載状態における高比重貨物

の隔倉積みの禁止について、船齢による一律禁止

ではなく、船体構造の状態評価を基に禁止される

べきとされた。状態評価の基準には、SOLAS条約

第&章第５規則（１９９９年７月以降に建造のシング
ルハルバルクキャリアに適用される一区画浸水時

の強度要件）等を採用することになり、１９９９年７

月以前に建造されたバルクキャリアのほとんどは

船齢１０年以降の隔倉積みが禁止される。

また、「隔倉積み」とは空の貨物倉が１つでもあ

る状態、「満載」とは多港積!多港揚の場合に途中
で空倉が生じることを考慮して９０％以上の積付状

態とされた。

本規制はシングルハル船のみが対象であるべき

と、わが国が強く主張したが、現存ダブルハル船

も規制の対象とすべきとの意見も多く、今後の審

議に委ねられた。

" 高比重貨物の積載制限

一区画浸水時の縦強度確保を目的として、現存

船に対する高比重貨物の積載制限が英国から提案

されたが、これまでに採用された数多くの安全対

策によって十分に安全性が確保されていることか

ら、これ以上の対策は必要ないとして採用されな

かった。また本提案の代替案についても、会期内

に新たな提案がなかったことから特段の規制は必

要ないとされた。この結果に英国は不満を示し、次

回のMSC７７でこの問題を再度提起することを表明

した。

# バルクキャリアの定義

バルクキャリアの抜本的な安全対策として、今

後の新造船には二重船側構造が強制化されるが、

適用される対象船については検討が必要として、

船体構造から定める現在の定義を見直すことが提

案された。

審議の結果、乾貨物をばら積み運送する船舶で

鉱石専用船および兼用船を含むものと定義された

が、二重船側構造や一区画浸水要件等の個々の規

則の適用については更なる検討が必要とされた。

一般的なバルクキャリアとは異なるチップ船や鉱

石専用船、ばら積み貨物を輸送できるオープンハ

ッチタイプや在来型の一般貨物船など、従来、い

わゆるバルクキャリアに含まれなかった船種に、

新たな構造規則が一律に適用されることのないよ

う対応する必要がある。

$ イマージョンスーツの搭載

１９９８年にカナダで沈没したばら積み船「Flare

号」の事故において、救命艇で退船した６名のう

ち、２名が体温の低下により死亡し、生存した４

名も重傷を負ったことから、冷水域における生存

率を高めるため、全乗組員分のイマージョンスー

ツの搭載を強制化することが合意されていた。

今次会合において、バルクキャリアを含めたす

べての貨物船に、全乗組員分のイマージョンスー

ツの搭載を強制化する条約改正案が作成され、２００３

年５月に開催されるMSC７７において承認される見

込みとなった。

本改正案によると、バルクキャリア以外の貨物

船で「温暖海域」のみを航行する船舶については

イマージョンスーツの搭載が免除される。また、

「温暖海域」については主管庁の判断に委ねられ

ることになっているが、わが国の船舶検査心得で

は、温暖海域とは１年を通じて水温が１５℃以上の

海域と定義されている。

% 自由降下型救命艇の搭載

新造船に自由降下型救命艇の搭載を義務付ける

ことが決定されたが、その搭載要件や、本船が沈

没した際に救命艇が自動的に浮き上がる“float free”

機能について、次回小委員会でさらに検討するこ

ととされた。
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% その他

以下のガイドライン案などが、５月に開催され

るMSC７７へ採択のため提出される。

'貨物倉へ設置する浸水警報装置の性能要件案
'一区画浸水に耐えられない船舶における早期退船
の必要性に関するガイドライン案

'倉内肋骨の切替基準等の IACS統一規則を、IACS

加盟船級船以外の船舶への適用を求める決議案

'修理に関するガイドライン案
'船主による検査と保守のためのガイドライン案

# 第７７回海上安全委員会（MSC７７）の審議（２００３年

５月２８日－６月６日）

２００３年３月のDE４６に引き続き、バルクキャリアの

安全問題について以下の事項が審議された。下記!、
"については次回 DE４７（２００４年３月開催予定）で条

約改正案が作成され、最短で２００６年７月１日に発効

する見込みとなったほか、$に示す安全対策に関す
るガイドライン案等が、審議の結果採択された。

! 隔倉積みの禁止

前回の DE４６で合意されたとおり、隔倉積みの禁

止は、SOLAS条約第&章第５規則（１９９９年７月以
降に建造のシングルハルバルクキャリアに適用さ

れる一区画浸水時の強度要件）等を満足しない船

舶に適用することとされ、１９９９年７月以前の建造

船のほとんどは船齢１０年以降の隔倉積みが禁止さ

れる。なお、現存の二重船側バルクキャリアは当

該規則の対象外とされた。

" バルクキャリアの定義

前回の DE４６において、バルクキャリアとは「乾

貨物をばら積み運送する船舶で鉱石専用船および

兼用船を含むもの」と定義されたが、コンテナ船

等であっても乾貨物を運送する場合があるとして、

「主に乾貨物を運送する」という表現に改められ

た。また、一般的なバルクキャリアとは異なるチ

ップ船等について、船側フレームの腐食等特段の

問題がない場合には、二重船側構造の適用除外を

ケースバイケースで検討し得ることが合意された。

# 長さ１５０ｍ未満のバルクキャリアの安全対策

長さ１５０ｍ未満のバルクキャリアの安全対策につ

いて、キプロスが実施した FSAの結果等を踏まえ、

英国およびキプロスから共同で提案があった。審

議の結果、本提案に基づき意思を決定するのは時

期尚早として、各国が１５０ｍ未満の船舶を対象とし

た FSAを実施し、MSC７８（２００４年５月開催）へ報

告することになった。loading!stability computer

の搭載については、関連する議題のある復原性・

満載喫水線および漁船安全小委員会（SLF）へ検討

を要請することとなった。

$ バルクキャリアの安全対策に関するガイドライ

ン

以下のガイドラインが採択された。

（イ）早期退船ガイドライン

（ロ）本船上で修理をする時の品質管理規定

（ハ）現存船のハッチカバーの検査および船主によ

る検査と保守のガイドライン

（ニ）浸水警報装置の性能要件（改訂）

（ホ）非 IACS船級船に対する IACS統一規則適用の

勧告

６・７・２ 検査のためのアクセス設備の強
制化

１．SOLAS条約の改正

１９９９年１２月にフランス沿岸で深刻な海洋汚染をもた

らしたエリカ号沈没事故を契機として、国際海事機関

（IMO）では、シングルハルタンカーのフェーズアウト

前倒し（船協海運年報２００１Ｐ．４３参照）のほか、検査を

確実に実施するために、船倉内やタンク内の構造部材

へのアクセスを容易にするための設備（通路や梯子な

ど）の強制化を優先的に審議することとなった。２００１

年５月、第７４回海上安全委員会（MSC７４）において、当

該設備を強制化する条約改正案がまとめられ、さらに

詳細な技術基準等が２００２年３月の第４５回設計設備小委

員会（DE４５）において概要以下のとおりまとめられた。

［DE４５終了時の条約改正案の概要］

! 適用

２００５年１月１日以降建造される総トン数５００トン以

上の油タンカーおよび総トン数２万トン以上のバル

クキャリア

" 貨物倉等へのアクセス設備の設置

旗国、船主や乗組員等が船舶の構造部材の検査や

板厚計測を実施できるよう、貨物倉、貨物油タンク、

バラストタンク等にアクセス設備を設置する。

【タンカー】

（イ）カーゴタンクのデッキ裏のすべての甲板横桁に

固定アクセス設備を設置する。ただし、甲板横桁

と縦通甲板で囲まれた区域に甲板上からアクセス

! 海上安全対策
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できるようマンホールや梯子等が設置される場合

は、ボートによる検査を可能として当該設備を省

略できる。ただし、その場合でも少なくとも１タン

ク当たり３本は当該固定アクセス設備を設置する。

（ロ）カーゴタンクのデッキ裏に船首尾方向の通路を

１本設ける。

（ハ）バラストタンクには、デッキ裏からその下のス

トリンガーまでの垂直距離が６ｍ以上の場合、デ

ッキ裏に船首尾方向の通路を１本およびその通路

に接続する垂直梯子を３本設置する。ビルジホッ

パー部の高さが６ｍ以上の場合も同様に、船首尾

方向の通路を１本および垂直梯子を２本設置。ス

トリンガー間が６ｍ以上ある場合、transverse web

に垂直梯子を設置する。

【バルクキャリア】

（イ）デッキ裏に少なくとも３本の点検用通路を設置

する。ただし、原木を輸送する船舶は、原木によ

り通路が壊される恐れがあるとの認識から、当該

輸送に従事すると見られる二重底頂部からデッキ

裏までの高さが１６ｍ以下の船舶（約５万DWTの船

舶が相当）は高所作業車等の利用が認められる。

（ロ）ホールドフレーム総数の２５％に点検用の梯子を

設置する。

（ハ）トップサイドタンクおよびビルジホッパータン

クとも、高さが６ｍ以上の場合、船首尾方向の通

路を１本設置する。

（ニ）（ロ）について、わが国より、当該梯子のカーゴ

による損傷の懸念から、新造時は１ホールド片側３

本とし、点検が特に重要となる２回目の定期検査時

（船齢１０年）に残りの数を設置する案を提示し、次

回検討することとされた。

! 貨物倉、貨物油タンク、バラストタンク等への安

全な進入方法

貨物倉、貨物油タンク、バラストタンク等へは、

外から直接、安全に進入できる経路を確保する。各

貨物倉および長さ３５ｍ以上の貨物油タンクについて

は、少なくとも２経路を設置する。

" Ship Structure Access Manualの備付け

船舶の各区域へのアクセス設備・手段について記

述し、主管庁により承認される「Ship Structure Ac-

cess Manual」を船舶へ備付ける。同マニュアルには、

各区域への進入方法、各区域内のアクセス設備が示

されるほか、すべてのアクセス設備の構造強度を維

持・検査するためのガイダンス、検査に用いるボー

トなどの安全な使用に関するガイダンスなどが盛り

込まれる。

DE４５の席上、バハマを中心として、広大な貨物スペ

ース内の構造部材の検査には、貨物倉に高所作業車を

運び入れたり、貨物タンクに水を張りボートを利用す

るなどの方法が採られているが、いずれも特別の準備

が必要となるものであり、定期的検査時はもとより、

船員等による日常的な検査時にも構造部材へのアクセ

スを可能とするべきとして、固定設備の強制化が提起

された。

これに対しわが国は、腐食衰耗や積荷より受ける損

傷から貨物区域内の通路・梯子を常に使用できるよう

にメンテナンスすることは容易でなく、また、バラス

トタンクや貨物タンクの甲板横桁の衰耗状態は概ね一

様に進行することが実績から判明していることから、

固定式通路は必要最小限に止めるべきとして、タンカ

ーの貨物タンクについては前後部および中央部の３本

の甲板横桁への設置で十分であること、バルクキャリ

アの貨物倉については従来どおり移動式設備の利用で

十分であることなどを提案した。

また、国際船級協会連合（IACS）からも、タンカー

のすべての甲板横桁への設備の設置が提案されたが、

審議の結果、上記のとおり、甲板上にマンホール等を

設置することで、３本の甲板横桁に通路を設置するこ

ととなった。

この条約改正は２００２年５月のMSC７５において採択の

予定であったが、バハマはタンカーのデッキ裏の固定

設備が省略できることに対して強く反対し、採択は１２

月のMSC７６へ持ち越しとなった。

MSC７６では、特段の改正提案もなく、先のDE４５でま

とめられた技術要件案で決定されると考えられていた

が、バハマより固定式通路を必要としないことを明記

している部分の削除を求める動議が出され、これを議

長が採用したことから議論が紛糾した。その間、わが

国は、動議が採択されないようロビー活動を行うなど

最大限の抵抗を試み、最終的には投票（voting）にまで

持ち込んだが、プレスティージ号事故が発生した直後

だったことも影響し、これを阻止することはできなか

った。

その結果、２００５年１月１日以降に建造される５００総ト

ン以上の油タンカーの高さ６ｍ以上のタンクについて

は、すべての甲板横桁および transverse web（垂直方向）

に通路・梯子の設置が義務付けられるなどの改正が加

! 海上安全対策
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えられ、採択された。

２．異議通告

SOLAS条約の改正案は、MSCの採択から１年間に、

締約国の３分の１以上の国からの当該改正を受け入れ

ない旨の通告（異議通告）がない限り、各国は受諾し

たものと見做し、その６ヵ月後に発効する。そのため

今回の改正条約は、２００３年１２月までに一定の異議通告

がなければ２００４年７月に発効することとなるが、当協

会は、この改正条約に実行上の重大な問題が含まれて

おり、発効させるべきでないとして、わが国政府へ異

議通告の検討を要請するとともに、造船会社や船級協

会、ICS、ASF等へあらゆる機会を捉え協力を呼びかけ

てきた。

これに呼応し、２００３年１０月、国際海運５団体（ICS、

BIMCO、INTERTANKO、INTERCARGO、OCIMF）は

主要旗国５０カ国へ異議通告を要請する文書を送付した。

また、２００３年１２月の IMO総会において、実行上の重大

な問題があるとして改正条約の改正を求めるギリシャ

政府の提案が、日本政府をはじめ中国、ノルウェー、

韓国、パナマ等の多数の支持を集め、２００４年３月の DE

４７および２００４年５月のMSC７８で改正条約の改正を検討

することが決定した。

なお、IACSは、２００３年３月より、ICS等と合同作業

部会を設置し、改正条約の実行に際しての統一解釈の

作成を検討してきたが、２００３年１１月の同作業部会では、

改正条約におけるデッキ裏の甲板横桁の固定設備（通

路）や、垂直梯子等の問題点を検討し、概略以下の代

替案を同等処置と認める方向で規則の改正案を作成し

ており、DE４７の審議のベースとなる予定である。

［条約改正案の概要］

! デッキ裏の甲板横桁の固定設備

（イ）横方向の固定設備の代わりに、全体点検用とし

てタンク内の左右に縦方向（船首尾方向）の固定

設備を設置し、詳細検査時には主管庁から承認さ

れた仮説ステージ、ボート、可搬型梯子等を使用

する。

（ロ）横方向の固定設備をすべてなくすと、IMOの審

議で反対する国が出る可能性もあることを配慮し

て、検査の重要度が高く甲板上からのアクセスが

容易な横置隔壁の補強材側に横方向の固定設備を
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設置する。

" 垂直梯子

（イ）垂直面の検査用に、縦方向の水平通路を高さ６

ｍの間隔で設置することで、垂直梯子に代える。

（ロ）VLCCでは、約６ｍの間隔でストリンガー（構造

部材）が３条設置されており、これを利用して安

全な検査が可能となる水平通路を設置できること

とする。

６・７・３ 舶用燃料油対策

１．舶用燃料油の国際規格 ISO８２１７の改正に関する審議

ISO８２１７は補油時における舶用燃料油の国際規格とし

て一般的に広く使用されている。

本規格は、オイルショック以降、石油の精製技術の

進歩によって、舶用燃料油の重質化・低質化が進行し、

粗悪な燃料油による舶用機関のトラブルが増加したこ

とから、更なる低質化に歯止めをかけるため、国際標

準化機構（ISO）によって１９８７年に制定された。

当初の規格は、石油業界が中心となって検討を行い、

世界中のどの港でも補給できるよう燃料油の安定供給

に主眼を置いた結果、比重や粘度など最低限の項目に

ついて規格が制定された。その後、比重を調整するた

めに軽質油を混入し貯蔵性や安定性が悪化する事故や、

石油を精製する際に用いられる FCC（Fluid Catalyst

Cracking）触媒の残渣の混入による機関損傷事故が発生

するなど、規格に規定していない物質による更なる低

質化が進行したことから、１９９６年に各種性状値を追加

した規格に改正された。

ISO規格は一般的に５年毎に内容が見直されており、

現行の ISO８２１７についても、スラッジの発生原因となる

水分（１．０→０．５％）、燃焼室周りの磨耗・汚損を引き起

こす金属成分の含有量の指標となる灰分（０．２０→０．１５％）、

廃油の混入を防止するための基準の制定などについて

１９９６年から改正の検討が続けられている。

現行の ISO８２１７を満足する燃料油であっても、舶用機

関の入口で要求される性状としては不十分なことから、

安全に使用できる燃料油規格へ改正したい船主・エン

ジンメーカーと、規格の強化によるコストアップを懸

念する石油業界との間で意見の相違があり、現在にい

たるまで改正の議論が続けられている。

「ISO８２１７」の改正について

現在、ISOの、第２８専門委員会（TC２８）!第４分科
委員会（SC４）!第６作業グループ（WG６）が、ISO

８２１７の改正を検討している。技術専門家で構成される

WG６で改正について検討した結果、改正案の委員会原

案（CD）が作成され、承認のため２００２年３月に SC４の

投票へかけられた。SC４メンバー全２３カ国による投票

の結果、わが国を含む１５カ国が投票し１４カ国の賛成に

より、委員会原案（CD）が承認され、国際規格案（DIS）

が作成されることになった。賛成した１４カ国のうち９

ヶ国が、廃油の混入を防止するための基準の明確化や、

燃料油中に含まれる硫黄分に関する注釈の追加、アル

ミとシリカ（Al+Si）の規制値等に関する意見を表明し

ており、技術専門家で構成するWG６は DISへ当該意

見を反映するための審議を行っている。

２．国際燃焼機関会議（CIMAC）の燃料油規格の改正

に関する審議

CIMACの重質燃料油作業部会（“HF”WG）が、２００２

年１０月に開催され、以下について検討が行われた。

! 「ディーゼル機関用燃料油の性状に関する推奨規格」
の改正について

本規格は、舶用ディーゼルエンジンで使用する燃

料油について、各エンジンメーカーの推奨する性状

を規格化したもので、補油時における性状を基準に

制定されている。オペレーターは、本船の機関型式

や、搭載されている燃料油の前処理設備の性能等を

考慮した上で、この推奨規格を基に最適なグレード

の燃料油を選定することができる。１９８２年１月に本

規格の初版が発行され、ディーゼル機関の進化と石

油の精製技術の進歩に対応して、１９８６年、１９９０年にそ

れぞれ第２版、第３版の改正版が発行されている。

現在、エンジンメーカー、石油会社、船主、研究機

関等の専門家によって構成される“HF”WGが、粘度

の表示方法の変更や、水分含有量の制限の強化、廃

油の混入防止等に関し、規格の改正を検討している。

廃油の検定方法

廃油混入の指標となるカルシウム（Ca）、亜鉛（Zn）、

リン（P）について、燃料油中に含まれるこれら金属

成分を分析する公的に確立された方法がなかったこ

とから、CIMACと英国石油学会（IP）が協議を行い、

原子吸光法と ICP法 （高周波誘導結合プラズマ法）

を測定方法として公式に採用することを決定した。

今後は、この分析方法にしたがって Ca、Zn、Pの制

限値が規格として制定される。

" 「重質燃料油の前処理設備のデザインに関するリコ
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メンデーション」の改正について

前!項の規格は、補油時における性状を規格化し
たもので、この燃料油をディーゼル機関に供給する

際には、本船において燃料油の前処理が必要となる

ことを前提に制定されている。本リコメンデーショ

ンは、燃料油に起因するディーゼル機関の故障を防

止するために、船上における燃料油の前処理設備に

関し、推奨されるデザインとして１９８７年に制定され

た。現在、上述の“HF”WGによって、燃料油の前

処理に関する技術の進歩と、燃料油の性状の変化に

合わせて見直しが検討されている。

燃料油の処理

“HF”WGに関する日本国内の意見取り纏めを行っ

ている、「CIMAC国内対応員会」（船主、石油連盟、

エンジンメーカーなどが参加）において、本リコメ

ンデーションを検討し、“HF”WGに見直しに関する

提案を行った。

日本提案の主な内容は以下のとおりである。

（イ）燃料処理システムの目的の明確化

（ロ）機関入口における燃料油の推奨性状の明確化

（ハ）前処理装置で対応できない成分の取り扱いの

検討

（ニ）遠心分離機およびフィルターの能力に関する

試験方法および表示方法の確立

３．欧州連合（EU）による舶用燃料油の低硫黄規制の

改正に関する審議

EU指令１９９９!３２!ECは、欧州域内を航行する船舶

から排出される硫黄酸化物（SOx）を規制するため、１９９９

年４月２６日に作成され、２０００年７月に発効しており、

ガスオイル（Ａ重油）に関する以下の規定が制定され

ている。EU加盟国は、自国の領域内で、ガスオイルが

下記の条件を確保するために必要なあらゆるステップ

を講じなければならない。

（イ）２０００年７月から、硫黄含有量０．２（重量％）を

超えるものを使用しない

（ロ）２００８年１月から、硫黄含有量０．１（重量％）を

超えるものを使用しない

! 欧州委員会による改正案の採択

欧州委員会は、船舶からの排気ガスによる大気汚

染を削減する新たな戦略を２００２年１１月２０日の欧州委員

会で採択した。この戦略は、船舶からの大気汚染防

止戦略と、低硫黄規制に関する EU指令１９９９!３２!EC

の改正提案からなっている。

EU指令の改正案は、燃料油中の硫黄分を、以下の

とおり削減することとしている。

（イ）MRPOL附属書Ⅵに規定される特別海域（北海、

バルト海、英国海峡）を航行する船舶は硫黄分

１．５％以下の燃料油を使用すること

（ロ）EU域内の港に入出港する全ての定期旅客船は、

硫黄分１．５％以下の燃料油を使用すること

（ハ） EU域内の港に停泊中の船舶は、硫黄分０．２％

以下の燃料油を使用すること

" 欧州議会による修正案の採択

欧州委員会によって採択された上記の EU指令の改

正提案は、EUの共同決定手続きに従って、欧州議会

における審議が行われたが、２００３年６月４日の欧州

議会で、第一読会の投票の結果として、更に厳しい

規制内容とする修正案が採択された。

欧州議会の修正案では、硫黄分０．２％以下の燃料油

の使用に関する規制が、停泊中から、領海内（沿岸

から１２マイル以内）に拡大するなど、非常に厳しい

規制となることから、国際海運会議所（ICS）は、数

種類の燃料油を貯蔵する設備が新たに必要となる等、

運航上の重大な問題があるとして、ポジションペー

パーを作成の上、活発なロビー活動を行っている。

今後、欧州議会によって採択された修正案は、欧

州閣僚理事会の場で更なる審議が継続される。

６・８ 海上人命安全条約等の改正
２００２年５月に開催された IMO第７５回海上安全委員会

および同年１２月に開催された第７６回委員会において、

主に次の条約改正が採択された。

［第７５回海上安全委員会］

各改正は２００４年１月１日に施行される見込みである。

! 国際航空海上捜索救助（IAMSAR）マニュアルの備

付け（６・４・４参照）

IMOおよび ICAO（国際航空民間機関）により、航

空機および船舶の捜索救助活動に資するためのガイ

ドラインとして作成された標記マニュアルの船舶へ

の備え付けが義務付けられた。

" IMDGコードの強制化（船協海運年報２００２Ｐ．１４７

参照）

! 海上安全対策
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任意規定であった IMDGコード（International

Maritime Dangerous Code）が、SOLAS条約のもと強

制適用されることとなり、そのための条約改正が採

択された。危険物を積載する場合には IMDGコード

の要件に従って貨物を搭載することが要求されるこ

ととなる。

& 老朽船の検査強化（船協海運年報２００１Ｐ．５４参照）

エリカ号事故や最近のバルクキャリアの事故の発

生に鑑み、ばら積貨物船およびタンカーに対する検

査強化規定である総会決議Ａ．７４４（１８）について、

概略以下の改正が採択された。

なお、これらの改正内容は、IACSの統一規則によ

り２００１年７月１日より実施されている。

! 船齢１５年以上のタンカーについて、加熱管を設

置している貨物タンクに隣接するバラストタンク

の内部検査の毎年の実施

" 船齢１５年以上のタンカーおよびバルクキャリア

の中間検査については、その前の定期検査に準じ

る検査を実施

# 板厚計測時における検査員の立ち会い免除規定

の削除

［第７６回海上安全委員会］

各改正は２００４年７月１日に施行される見込みである。

$ 検査のためのアクセス設備（６・７・２参照）

エリカ号事故を契機として、船舶の構造部材の検

査を確実に実施するため、油タンカーおよびバルク

キャリアの貨物区域における検査箇所へのアクセス

を容易にするための設備（通路や梯子など）の設置

が、２００５年１月１日以降の建造船より義務付けられ

た。

% RoRo旅客船に搭載されるレーダートランスポンダ

ー

ロールオン・ロールオフ旅客船に搭載する救命い

かだに、４艇に１艇の割合でレーダートランスポン

ダーを備え付けることが義務付けられた。

& ばら積貨物船に対する浸水警報装置および排水装

置の設置（船協海運年報２００２Ｐ．１４９参照）

ばら積み貨物船に対し、次の安全対策が要求され

る。

! 貨物倉および最前部の貨物倉より前の区画への

浸水警報装置の設置

" 最前部の貨物倉より前の区画への浸水時の排水

設備の設置

２００４年７月１日以降建造されるばら積み貨物船に

ついては就航時に、２００４年７月１日以前に建造され

たばら積み貨物船については、!が同日以降最初に
来る年次、中間あるいは定期検査時までに、"につ
いては同日以降最初に来る中間・定期検査時までに

それぞれ設置することが要求される。

' 海上におけるテロ防止対策（３・３・１参照）

海事分野におけるテロ防止対策として、国際航海

に従事する船舶に新たに国際船舶保安証書の保持が

義務付けられるほか、AIS（船舶自動識別装置）導入

スケジュールの前倒し、船舶識別番号の船体への恒

久的表示および船舶履歴記録の備え付け等の改正も

合わせて採択された。

! 海上安全対策
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7 船員労働

７・１ 混乗の拡大に伴う船員対策

７・１・１ 日本籍近代化船の現状

１９９０年より「新たな丸シップ」として開始された日

本籍外航船の混乗は、外航二船主団体と全日本海員組

合の合意に基づくものであり、この混乗制度の根幹で

ある法定職員の軽減は、船舶職員法第２０条の「乗組み

基準の特例」により許可されている。

また、２００２年２月１日からの STCW９５条約の完全施

行に対応して、法第２０条の規定に基づき特例として配

乗されている外国人職員については、当該船員出身国

の海技免状を所有することで、員外職員として当直に

組み込まれるとともに、日本国政府から員外職員の承

認書が発給されている。

２００３年６月末日現在就航中の全丸シップ（外航船）は

７２隻となっており、その内訳は、近代化船以外の「新

たな丸シップ」が６隻、１９９４年５月から実用化された

混乗近代化船２８隻、１９９５年９月から実用化された混乗近

代化深度化船１０隻となっている。

なお、外航労務協会と全日本海員組合が、１９９８年２

月２０日、「近代化Ｐ実用船を中心とする日本人船員全員

配乗による日本籍船」について、一定量を段階的に混

乗近代化船へ移行させることで合意し、混乗化が開始

された結果、乗組員全員が日本人で運航されている近

代化船は２００２年５月以降無くなっている。

７・１・２ 外国人船員対策

１．外国人船員の労働条件

ITF（国際運輸労連）に対抗するアジアの意識の醸成

と対抗組織結成の気運創出の観点から、２００２年５月の

第１２回 ASF総会の共同声明において提唱したアジアの

船主国による外国人船員の労働条件を検討するための

アジア船員雇用者グループを結成した。２００２年９月に

第１回会合を開催した。その後２００２年１１月、２００３年９月

および１１月に開催し、ITF賃金凍結問題を始めとして、

欧州主導の現状に対するグループの意見を共同声明と

して表明した。

２００３年７月には、船員対策特別委員会に代わって国

際船員問題タスクフォースを設立し、これまで以上に

踏み込んだ対応を取るべく検討を進めた。

同タスクフォースは、ITF・IBF対応についての検討

をするとともに、２００３年８月にはフィリピンを訪問し、

フィリピン官労使が昨年に引き続き２００４年１月からの

ベンチマーク引き上げには反対であることを確認し、

フィリピン船員組合（AMOSUP）に対して賃金凍結運

動を引き続き展開するように要請した。

また、２００３年８月の ASF総会の共同声明に外国人船

員の労働条件に関する当協会の意見を盛り込んだ。

２．ITF ベンチマークと IBF（国際団体交渉協議会）

ITFは、ベンチマークを４年間に亘り毎年５０USドル

引き上げるとの合意を２０００年７月に IMEC（International

この章のポイント
●アジアの船主国による外国人船員の労働条件を検

討するため、アジア船員雇用者グループを結成し、

ITF賃金凍結問題を始めとして、欧州主導の現状に

対するグループの意見を表明した。また国際船員

問題タスクフォークを設立し、外国人船員問題に

ついての踏み込んだ対応の検討を開始した。

●船員職業安定法が一部改正される見込みとなり、

これにより船員派遣事業が事業として認められ、

長年当協会から要望していた船員保険の適用問題

が解決される。また、学校等における無料の職業

紹介も認められる見込み。

●２００１年９月１１日の同時多発テロの影響を受け、海

上における保安強化の必要性から、船員の身分証

明書にバイオメトリックス（生体認識システム）

情報を導入することが決定され、船員の身分証明

書に関する改正条約が採択された。

! 船 員 労 働
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Maritime Employers’ Committee）と行ない、２００１年１

月よりこれが実行され２００２年現在１，３００USドルとなっ

ていた。

当協会は２００１年秋にフィリピン労使が開始した ITF

の FOC船に乗り組む船員のベンチマーク引き上げ凍結

運動を支持し、この支持をアジア全体に広げる活動を

進めた。

この結果、２００２年６月開催の ITF・FPC（公正慣行委

員会）において、フィリピン船員組合（AMOSUP）か

ら賃金凍結決議案が提出され、日本始めアジアの多く

の船員組合が支持したが、欧州、南米などの組合が強

硬に反対するなど抵抗が強く、結果として ITFが日本、

ノルウェー、ロシアにミッションを派遣し、懸案事項

について協議した上で２００２年９月の FPC運営委員会で

対応を決定することとなった。

２００２年７月に６月の ITF・FPCの結果を受けて全日本

海員組合は、当協会および国際船員協会に対し、外国

人船員賃金凍結問題に関する ITFミッション受け入れ

についての要請を行い、これに対し、当協会は ITF

の FOCキャンペーン活動は認められないことを基本的

なスタンス〔資料７―１〕として、ITFミッションがベ

ンチマークの５０USドル引き上げ問題を船主と協議する

ことを目的としており、ITFの活動を是認することとな

る形での交渉・協議には応じられないとし、この要請

には応じないことを全日本海員組合に伝えた。

一方、国際船員協会は、ITF体制の枠内で BC取得と

いう機能を果たしておりこの点において当協会とは立

場が異なり、この要請に前向きに応じることとし、２００２

年１０月に ITF・全日本海員組合・国際船員協会の合同会

議が開催された。

同会議において ITFは２００３年１月からのベンチマー

ク引き上げ改定を先送りする交換条件として国際的な

協議の場（国際フォーラム）への参加を要請し、国際

船員協会はこれを受諾した。

これを受け、ITFは２００２年１１月に FPC運営委員会を

開催し、２００３年１月からの引き上げ凍結を決定すると

ともに、国際フォーラム設立のための会合を開催、国

際船員協会、IMEC、デンマーク船主協会は同フォーラ

ム設立のための一連の会議に参加することを合意した。

国際船員協会は、国際フォーラムの参加に際し、こ

れを「高度な諮問機関」として位置づけ「交渉団体と

なることを否定する」としていたが、ITFと IMEC及び

国際船員協会から成る JNG（合同交渉団）は、２００３年

１月の同会議において ITFが国際フォーラムが ITF

と賃金の交渉をする場でなければならないとして国際

船員協会に対し交渉への参加を強く求めたため交渉に

参加することを約束し、当協会に意見を求めた。

これに対し当協会は国際船員協会は当協会とは別の

独立した組織であり、当協会が同意を与えるとか、求

められる立場にないことを前提とした上で当協会の意

見〔資料７―２参照〕を伝えた。

その後、２００３年３月、５月に開催された国際フォーラ

ムで ITFと IMEC及び国際船員協会から成る JNG（合

同交渉団）は、IBF（国際団体交渉協議会）を９月～１１

月に開催し、IBFフレーム・ワーク協定について交渉す

ることとした。

〔資料７―１〕

ITF の活動に対する当協会の基本的な考え方

平成１４年７月

１．ITF の賃金決定方式は次の点で合理的でない。

! 船員の居住国の生活水準、賃金水準を考慮せずに一部

の関係者間で賃金基準を決めている。欧州中心の論理で、

アジアの事情が反映されていないと考える。

" その賃金基準を世界統一的に使用している。

２．５０ドル引き上げ凍結問題も上記不合理性から引き起こ

されたものである。

３．一方的に決めた賃金に違反していることを理由にボイ

コット行為を行うことに正当性はない。

４．以上の通り現行の ITF活動内容は認められないので、ITF

の枠組みには入らない。

５．賃金凍結は支持し続ける。

尚、外国人船員の労働条件に関する基本的な考え方は、

以下のとおりである。

! 労働条件は、本来的に船員雇用者と当該船員の所属す

る船員組合が交渉し決定すべきものである。

" 賃金水準は、当該船員の居住国の生活水準、賃金水準

等をもとに合理的に決定すべきである。 以 上

! 船 員 労 働
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また、ITFは２００３年７月開催の ITF・FPCにおいて

IBFの交渉結果は IBFに参加する船主に対してのみ適

用され、それ以外に対しては２００４年１月から１，４００US

ドルのベンチマークが適用されることを決定し IBF

において JNGとの交渉につく権限と ITF交渉団に与え

た。

３．IBF 交渉結果

ITFと JNGは、２００３年１１月１３日に新たなグローバル

協定（IBFフレームワーク・トータル・クルーコスト

（TCC）協約）に合意した。

協定は２００４年１月１日から２００５年１２月３１日までの２年

間 JNGメンバーのみに適用されることとなっているほ

か、それまでの ABベンチマークに基づく賃金交渉方式

を廃止し、新たに一船（２３名乗組み）あたり乗組員月

額総コスト（TCC）ベースの考え方を取り入れ、さらに

細部については地域交渉に委ねるなど大きな柔軟性が

与えられた。

現行 TCCの４２，７４９USドルから４６，１７０USドルへの

３，４２１USドルの引き上げが決定され、この引き上げ額

には障害・死亡保障金額の引き上げ、医療手当・疾病

手当の給付期間の１０日間延長に見合うコスト増分を含

むとされ２３名当り４６０USドルを船主コストから差し引

くことが出来るとした。

その他、JNGメンバーに対して次の優遇措置が図ら

れるとしている。

$BC（Blue Certificate）に替えて発給手続きが簡素化

されたグリーンカードが発給される。

$ITF訪船査察に関する優遇措置（ボイコットの廃止お

よび査察訪船の低順位）。

$紛争処理手続きの迅速化。
$専用Ｅメールネットワークによる連絡体制の整備。
$ITF福利基金に JNG専用枠の設定（５％の特別専用

基金－福祉、娯楽、教育、訓練等）。

７・２ 船員の資格・技能教育と確保問題

７・２・１ 船員の教育機関

船員の教育機関の入学状況および卒業生の求人・就

職状況は〔資料７―３、７―４〕に示すとおりとなっ

ている。

東京と神戸の両商船大学は、２００３年１０月よりそれぞ

れ水産大学および神戸大学との統合および独立行政法

人化されることになっており、社会ニーズに対応すべ

く改革が行われる予定である。

海技大学校および航海訓練所は、２００１年度より独立

行政法人化されており、業務をより効率的かつ効果的

に行なうという「独立行政法人化」の趣旨を十分に踏

まえ、２００２年度から教育の質の向上ならびに充実を目

的とし同校の中期計画に基づいた課程の改廃・定員の

〔資料７―２〕

ITF 国際フォーラムについて

２００３年２月１３日

% 私どもの三原則、即ち、

! 船員の賃金は、その船員の居住国の物価に見合うも

のであること。

" 労働協約は雇用者と船員の出身国組合の間で交渉さ

れるものであること。

# ITF FOCキャンペーンとその他関連政策を容認しな

いこと。

を貴協会も基本的な考え方として賛同の上、共有されて

いると伺い評価します。

& 今回の、交渉当事者になるとの貴協会の対応は、立場

の違いはあろうかと思いますが結果として相手に取り込

まれ、アリバイ証明に使われることになる可能性も否定

できず貴協会の今後の活動の進め方を注視していきたい

と考えます。

' 従って、貴協会が今後活動を進められるに当たっては、

!三原則の堅持、"欧州主導の現状を改めさせる方向性

の二点を組織としてきちんと追求していただきたい、と

強く要望しておきます。

( 私どもの相手の枠組みには入らぬ、との基本方針に変

わりはありません。方向性に許容できる共通点があれば、

立場の違いを超えていろいろな関係者と協議を重ね、ケ

ースバイケースで共闘していく所存です。

以 上

! 船 員 労 働
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変更を含む大幅な再編を行なった。

その他に日本船員福利雇用促進センター（以下 SE-

COJ）が、船員の教育・訓練に関する事業を行っている

〔資料７―５参照〕。

また、海技大学校及び SECOJでは、日本人船員のみ

ならず、外国人船員に対しても教育・訓練に関する事

業を行っている〔資料７―６参照〕。

〔資料７―３〕 船員教育機関入学状況
２００３年４月１日現在

入学年度 入学定員 応募者数 倍 率 入 学 者 数

商

船

大

学

９９ １９０ ６３２ ３．３ ２０２ （２０）

００ １６０ ６６６ ４．２ １７４ （２１）

０１ １６０ ７４３ ４．６ １６８ （１１）

０２ １６０ ６６８ ４．２ １７４ （１０）

０３ １６０ ７４１ ４．６ １７６ （１７）

商
船
高
等
専
門
学
校

９９ ２００ ３５１ １．８ ２１２ （２３）

００ ２００ ３１０ １．６ ２００ （２５）

０１ ２００ ２６９ １．３ ２０５ （３９）

０２ ２００ ２９０ １．５ １８４ （１５）

０３ ２００ ３０６ １．５ ２０３ （２０）

独
立
行
政
法
人

海

員

学

校

９９ ４４０ １，００６ ２．３ ４７９ （７４）

００ ４４０ ９７０ ２．２ ４９９ （６８）

０１ ４４０ ９１３ ２．１ ４７７ （７０）

０２ ４４０ ８８４ ２．０ ４３６ （５０）

０３ ４４０ ７８７ １．８ ４１０ （４７）

（注）１．商船大学の数値は、商船システム学（工学）課程【航海学
コース及び機関学コース】に係るものである。

２．商船高等専門学校の数値は商船学科【航海コース及び機関
コース】に係るものである。

３．独立行政法人海員学校（海上技術短期大学校及び海上技術
学校）の数値は、本科６校、専修科２校、司ちゅう・事務
科１校に係るものである。

４．「入学者数」のうち、（ ）の数値は女子に係る内数である。

〔資料７―４〕 船員教育機関卒業生の求人・就職状況 ２００３年４月１日現在

卒

業

年

度

卒

業

者

数

就
職
希
望
者
数

求 人 就 職

海 上 産 業 陸
上
産
業

合

計

海 上 産 業 陸
上
産
業

合

計

外 航 内 航 カ
ー
フ
ェ
リ
ー

!
旅
客
船

官

公

庁

水

産

系

計

外 航 内 航 カ
ー
フ
ェ
リ
ー

!
旅
客
船

官

公

庁

水

産

系

計外
労
・

旧
中
小

そ
の
他

三
団
体

そ
の
他

外
労
・

旧
中
小

そ
の
他

三
団
体

そ
の
他

商

船

大

学

９８
９９
００
０１
０２

１０１
１１７
１０９
１１２
１１３

８６
１０４
９４
９７
９３

７０
６４
３７
４４
５８

１０
１１
７
３
４

２
５
３
１
４

１２
８
２１
１５
７

９
１０
７
９
５

２０
１０
６
６
７

０
０
０
０
０

１２３
１０８
８１
７８
８５

４０
６９
２２
３９
２９

１６３
１７７
１０３
１１７
１１４

４８
４６
３２
４０
５１

９
６
７
２
３

０
４
３
１
３

７
６
２１
１０
６

７
９
５
６
４

７
６
３
５
５

０
０
０
０
０

７８
７７
７１
６４
７２

６
１９
１２
３３
１６

８４
９６
８３
９７
８８２校

商

船

高

専

９８
９９
００
０１
０２

１５３
１７６
１５９
１３８
１５３

１１３
１２８
１２３
１０７
１１２

１９
１２
１５
１３
５

３３
１３
１８
１５
１３

８
１
２
１０
１６

５０
３２
３０
３７
４７

３０
２０
２４
２６
２０

４５
４６
４８
３６
５２

０
１
０
０
０

１８５
１２５
１３７
１３７
１５３

６７１
５３１
５４０
８２８
７６３

８５６
６５６
６７７
９６５
９１６

４
２
５
５
５

４
６
４
１
４

７
１
２
７
７

１６
１３
１０
９
１６

１３
１５
１４
１４
１１

０
２
５
０
４

０
１
０
０
０

４４
４０
４０
３６
４７

６５
８１
８２
６８
６２

１０９
１２１
１２２
１０４
１０９５校

独
立
行
政
法
人

海
員
学
校

９８
９９
００
０１
０２

４１１
３９７
３９５
４０６
３７６

３４７
３２８
３５２
３３９
３１８

０
０
０
０
０

４
５
１６
３
１２

３５
４７
５０
２７
７

１７９
１７４
１４５
１６６
１２７

８９
７８
５５
８５
７７

８１
５９
７２
７９
９５

１６６
１６５
１６２
９４
９４

５５４
５２８
５００
４５４
４１２

２２６
３４５
２４７
４２６
１４６

７８０
８７３
７４７
８８０
５５８

０
０
０
０
０

３
４
１１
３
１１

３２
２６
３１
２７
７

１３３
１３０
１０５
１２６
８６

５５
４３
４５
６２
４９

３２
２２
１７
１７
１９

６
１０
１６
７
９

２６１
２３５
２２５
２４２
１８１

７３
７１
８０
６４
５０

３３４
３０６
３０５
３０６
２３１８校

独
立
行
政
法
人

海
技
大
学
校

９８
９９
００
０１
０２

２９
３７
３６
２１
１６

２５
３１
３１
１５
１４

０
０
０
０
０

１
０
０
０
１

０
１
０
０
０

１０
１５
８
７
５

７
７
８
２
５

０
４
３
０
０

０
０
０
０
０

１８
２７
１９
９
１１

０
０
１
０
２

１８
２７
２０
９
１３

０
０
０
０
０

１
０
０
１
１

０
１
１
０
０

１０
１５
１２
１０
５

７
７
１１
３
５

０
４
５
０
０

０
０
０
０
０

１８
２７
２９
１４
１１

０
２
２
１
２

１８
２９
３１
１５
１３三級第四

（注）" 商船大学については、乗船実習科に進んだ者に係るものである。
# 卒業時期は、商船大学及び商船高専が９月、海員学校が３月（乗船実習科は９月）である。
$ 独立行政法人海員学校については、本科卒業後、乗船実習科に進学した者（９月修了、１４年度にあっては７２人）を含むため、２００２年度につ

いては４月現在の実績値である。乗船実習科進学者に関しては、近年は乗船実習中に就職先が決定する例が多いため、９月の卒業時点に
全体の就職状況が集計されることとなる。

% 独立行政法人海技大学校については、三級海技士科第四の卒業生に限る。

! 船 員 労 働
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７・２・２ 海技及び無線資格・技能取得の
教育

海技大学校では、２００２年度中、日本人船員１１０７名（前

年度比２７７名増）、外国人船員７４名（前年度比１０名増）が

海技資格・技能を取得するための課程を受講した。

SECOJでは、２００２年度中、日本人船員１２８４名（前年

度比４４２名減）、外国人船員４３名（前年度比１１名減）が海

技及び無線資格・技能を取得するための課程を受講し

た。

日本人船機長２名体制による国際船舶を円滑に運航

するためには、関連する船員法上の資格要件を満足す

る必要がある。

このためには、外国人船員に対してこれら資格およ

び技能を円滑に付与する制度が不可欠であるが、この

〔資料７―５〕 独立行政法人海技大学校 入学者数等
（２００３年４月３０日現在）

区 分

課 程

養
成
定
員

２００２ 年 度

応
募
者

合
格
者

入
学
者

卒
業
者

海
上
技
術
科

航 海 科 １５ １６ １６ １６ ７

機 関 科 １５ １１ １１ ９ ９

小 計 ３０ ２７ ２７ ２５ １６

海

技

士

科

一級海技士航海科 １０ １ １ １ １

一級海技士機関科 １０ ０ ０ ０ ０

二級海技士航海科 １０ ６ ６ ６ ５

二級海技士機関科 １０ ３ ３ ３ ２

三級海技士航海科（年２回） ２０ ９ ９ ９ ９

三級海技士機関科（年２回） ２０ ４ ４ ４ ４

四級海技士航海科（年２回） ２０ ４ ４ ４ ４

四級海技士機関科（年２回） ２０ ８ ８ ８ ８

小 計 １２０ ３５ ３５ ３５ ３３

講

習

科

海

技

課

程

航海科三級海技士課程 １０ ２ ２ ２ ２

機関科三級海技士課程 １０ ０ ０ ０ ０

航海科四級海技士課程 １０ ４ ４ ４ ４

機関科四級海技士課程 １０ ０ ０ ０ ０

航海科五級海技士課程（年２回） ４０ １８ １８ １８ １８

機関科五級海技士課程（年２回） ４０ １１ １１ １１ １１

航海科若年船員養成課程（前期）
１５

９ ９ ９ ８

機関科若年船員養成課程（前期） １ １ １ １

航海科若年船員養成課程（後期）
１５

７ ７ ７ ６

機関科若年船員養成課程（後期） ３ ３ ３ ２

国
際
協
力
課
程

航海科技術協力課程中級 ５ ８ ５ ５ ５

機関科技術協力課程中級 ５ １０ ６ ６ ６

航海科技術協力課程初級
５５

２２ ２２ ２２ ２２

機関科技術協力課程初級 ２１ ２１ ２１ ２１

基
礎
課
程

航海科技能講習課程（年２回） ２０ ３８ ３８ ３８ ３８

機関科技能講習課程（年２回） ２０ ０ ０ ０ ０

船舶基礎講習課程 １０ ６ ６ ６ ６

シミュレータ課程 航海科
１８８

４６３ ４６３ ４６３ ４６３

シミュレータ課程 機関科 ６８ ６８ ６８ ６８

委託研修課程 航海科
適

宜

２１５ ２１５ ２１５ ２１５
委託研修課程 機関科

（分校）委託研修課程 ５５ ５５ ５５ ５５

小 計 ４５３ ９６１ ９５４ ９５４ ９５１

通
信
教
育
科

高等科専門課程航海科（１０月入学）
１００

４０ ４０ ４０ ３４

高等科専門課程機関科（１０月入学） ２８ ２８ ２８ ２５

普通科Ａ課程（４、１０月入学） ２０ ４ ４ ４ ２

普通科Ｂ課程航海科（４、１０月入学）
１００

８０ ８０ ７３ ７

普通科Ｂ課程機関科（４、１０月入学） ３２ ３２ ３２ ２

小 計 ２２０ １８４ １８４ １７７ ７０

合 計 ８２３１，２０７１，２００１，１９１１，０７０

（注）"シミュレータ課程・委託研修課程は３月３１日現在
"２００２年度海上技術科卒業者は、三級第四

〔資料７―６〕 SECOJ 技能訓練実績（平成１４年度）

研 修 名 回数 定員 雇用 離職 合計

技
能
訓
練
"

部員研修（３～５級） ８ ２８０ １６８ ５３ ２２１

海事英語研修 １ １０ ９ ! ９

タンカー研修 ２ ３０ ３０ ! ３０

小 計 １１ ３２０ ２０７ ５３ ２６０

技

能

訓

練

#

船
舶
職
員
養
成
訓
練

１～２級研修 １ ４０ ９ ! ９

３級 ３ １２５ ３７ ! ３７

４～５級 ４ ２４０ ８５ ! ８５

３級海上無線指定講習 ４ １２０ ８２ ! ８２

４級海上無線指定講習 １ ４０ ６ ! ６

無線従事者証明訓練 ２ ７０ ５０ ! ５０

外国語教育訓練 ３ ６０ ２６ ! ２６

ＳＴＣＷ条約適応訓練 １８ １８０ １７８ ! １７８

特殊無線技士養成訓練 ８ ３２０ １８８ ! １８８

陸上転換職業訓練 ! ８５ ! ! !

小 計 ４４ １，２８０ ６６１ ! ６６１

技
能
訓
練
$

特殊無線技士養成訓練 ５ ２００ ! １４８ １４８

無線従事者証明訓練 １ ４０ ! ２７ ２７

認定航海当直部員養成訓練 ２ ６０ ! ３３ ３３

小 計 ８ ３００ ! ２０８ ２０８

技
能
訓
練
%

訓練Ａ・フォークリフト等 ２ ６０ ! ３３ ３３

訓練Ｂ・ボイラー等 １ ３０ ! ８ ８

訓練Ｃ・小型船舶操縦士等 ２ ６０ ! ８４ ８４

小 計 ５ １５０ ! １２５ １２５
技
能
訓
練
&

内航転換訓練 ２ ３０ ! ３０ ３０

小 計 ２ ３０ ! ３０ ３０

総 合 計 ７０ ２，０８０ ８６８ ４１６１，２８４

主な訓練開催地は、函館、八戸、気仙沼、東京、横浜、横須賀、尾
道、広島、下関、西海（愛媛県）、門司、戸畑、三角（熊本県）です。
受講者が多く見込まれるときは、これ以外の地区でも開催します。
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内、現時点および近い将来に必要とされるのは危険物

等取扱責任者資格（７・２・３）、船舶料理士資格（７

・２・４）、無線資格（７・２・５）、GMDSS資格（７・

２・６）および船舶保安職員資格（７・２・７）であり、

当協会はこれら資格および技能が円滑に取得できるよ

う、関係の委員会等に参画するとともに、関係機関と

調整を図り、船社負担の軽減に努めた。

７・２・３ 危険物等取扱責任者資格取得の
教育

本資格を取得するための講習は、日本人船員に対し

ては海上災害防止センターにおいて実施され、外国人

船員に対しては船舶職員法に基づく国内海事法令講習

と同様のフィリピンの指定講習機関（３ヶ所）におい

て実施された。

外国人船員に対する講習の受講者は、当面船舶職員

法に基づく国内海事法令講習の受講者に限定されてお

り、同講習の実施と併せ、２０００年１月以降、２００２年６月

までに通算１０回の講習が実施された。

７・２・４ 船舶料理士資格取得の教育

国際船舶制度の導入に伴い、船舶料理士資格を外国

人が取得する必要性が生じた。

このため、運輸省（現国土交通省）は、船員中央労

働委員会の答申を受け、１９９９年１０月に官公労使による

「船舶料理士資格制度に係る検討会」を設置し、現行

制度の見直しも含めた検討を開始し、同検討会は、２０００

年３月に試験・講習科目の再編統合方策、実施方法の

合理化・簡素化方策等の基本的方向に係る中間的な取

りまとめを行った。

こうした検討を受け、その後２００１年６月に国土交通

省船員部を事務局とする「船舶料理士資格制度に関す

る検討委員会」が設置され、外国人船員に対する船舶

料理士試験のあり方も含めた検討が開始され、同年１１

月に同検討委員会は「受験資格としての乗船履歴（３

年から１年に短縮）」、「筆記・実技試験要領」、「外国人

に対する試験（臨時試験）の取り扱い」についての変

更を主な内容とするとりまとめを行った。

このとりまとめに基づき国土交通省は、船舶料理士

に関する省令改正を２００３年６月に実施することとして

いる。

一方、国際船舶の増加に伴い外国人船舶料理士に対

する需要が大変逼迫した状況にあることから、当協会

は船員部労働環境課及び試験の実施団体である日本海

技協会に対して、早急な試験の実施を要請した。

その結果、現行制度に基づく外国人に対する船舶料

理士（臨時）試験が平成１４年６、８月および平成１５年

２月の計３回マニラにおいて実施され、計１３９名が資格

を取得し、これまでの合計はフィリピン人１８６名とイン

ドネシア人３名の計１８９名となった。

なお、当協会は臨時試験の実施に際して、過去の筆

記問題集の英訳を作成するなど、同試験の円滑な実施

に協力した。

今後は日本海技協会の他に SECOJも実施団体として

追加される予定である。

７・２・５ 無線資格取得の教育

STCW条約の９５年改正が２００２年２月１日より完全導

入されたことに伴い、わが国では全ての航海当直職員

には海上特殊無線技士資格の取得が義務付けられるこ

ととなった。

これは、日本籍船舶である国際船舶に航海士として

乗組む外国人船員にとっても例外では無いため、２００２

年２月１日の期限までに、第一級海上特殊無線技士（以

下一海特）資格を取得することが必要となった。

この点に関する当協会の規制緩和要望を受けて、外

国資格受有者が一海特および第三級海上無線通信士（以

下三海通）資格を容易に取得できるようにするための

養成課程を新設すること等を内容とする無線従事者規

則および関係告示等の一部を改正する省令案が２００２年

６月２０日に公布、施行された。

この改正を受けて、２００１年８月に!日本無線協会が
主催する外国の無線資格受有者に対する一海特講習が

マニラにおいて開始された。

その後、２００３年４月までに６回の講習でフィリピン

人４６６名とインドネシア人８名の外国人船員が一海特資

格を取得した。

なお、三海通の外国人船員の取得については、同無

線資格の取得が GMDSS資格取得の条件となっている

ことから、今後外国人船員が取得できる制度の創設を

総務省へ働きかけることとしている。

７・２・６ GMDSS資格取得の教育

GMDSSは、１９９９年２月１日より、既存船を含む全て
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の船舶に適用（完全導入）され、国際航海に従事する

旅客船及び国際航海に従事する３００総トン以上の貨物船

（Ａ３またはＡ４海域を航行海域とするもの）にあっ

ては、これまで専従だった通信長の職務を航海士や機

関士などの船舶職員が兼務することを可能とした、い

わゆる「他職務兼務船」が認められることとなった。

このような GMDSS体制の完全導入により、現在、

十分な兼務通信長を確保することが急務となっている。

兼務通信長になるためには、三級海技士（電子通信）

（以下三電通）以上の資格を受有する必要があるが、

同資格の試験申請にあたっては総務省の三海通資格及

び船舶局無線従事者証明を取得する必要がある。

当協会は、国内で総務省が実施した２００２年７月期お

よび２００３年１月期の船舶局無線従事者証明のための新

規訓練に対し、船社の協力を得て、講師を派遣し制度

の速やかなる運用に努めた。

今後は、日本人船員のみならず、外国人船員も同資

格を取得できる制度の創設を総務省へ働きかけること

としている。

７・２・７ 船舶保安職員資格取得の教育

２００１年９月に発生した米国同時多発テロ事件を契機

に、IMOを中心とした国際的な海事保安対策が SOLAS

条約の改正および ISPSコードの採択をもって確立され

るに至った。

SOLAS条約の改正および ISPSコードの採択により、

条約の発効が見込まれる２００４年７月１日までに、国際

航海に従事する旅客船および総トン数５００トン以上の貨

物船にあっては、「船舶保安職員（以下 SSO）」を乗り

組ませなければならない。

このような海事保安対策の完全導入に対応するため、

現在、日本人船員に限らず十分な SSOを養成すること

が急務となっている。

今後は、日本人船員のみならず、外国人船員に対す

る SSO養成制度の創設を国土交通省へ働きかけること

としている。

７・２・８ 日本船員福利雇用促進センター
（SECOJ）の活動

SECOJは、オイルショック以降のわが国の海運企業

をめぐる経済事情の著しい変化に伴う離職船員の大量

発生や再就職の困難等の厳しい環境に対応するため、

１９７７年１２月に制定された「船員の雇用の促進に関する

特別措置法」に基づき、従来の日本船員福利協会の事

業に新たに船員の職域拡大・開拓に関する事業、船員

の教育・訓練に関する事業、助成金などの支給に関す

る事業を付加するとともに、名称も改め１９７８年６月１

日に正式に発足した組織である。

SECOJの活動は、本年報の「７・２船員の資格・技

能教育と確保問題」の議題内容に対応した事業を行っ

ているので特に掲載することとした。

SECOJの２００２年度事業の内容および実績は以下のと

おりである。

１．福利事業

! シンガポール日本船員センターの運営

シンガポールに寄港する日本船員の休憩設備、郵

便物・国際電話の取扱い等のサービスを提供してい

るが、最近の海運界の現状を反映して、外航船以外

にも、地域作業船、漁船、練習船等官公庁船乗組員、

現地造船所入渠船関係者ならびに現地駐在海事関係

者にも利用されており、また、混乗船の増加に伴い、

フィリピン人等外国人船員の利用も見られている。

しかしながら、利用者数そのものは近年漸減傾向

にあり、２００２年度の利用実績は、総計６５隻、２，１６８名

（前年度２，１８１名、前年比１％減少）となった。

" 調理師資格講習の補助事業

１９９９年度より、船舶調理担当者が、各都道府県で

行なわれる陸上の資格である調理師資格の試験を受

ける際、「調理師資格試験のための準備講習」を受講

した上で当該試験を受験する場合、その受講料等の

一部補助を実施する制度であるが、２００２年度におけ

る当制度申請者は無かった。

# 船員福利厚生サービス調査検討

２００２年１２月に船員福利厚生サービス調査検討委員

会を設置し、船員福利事業の見直しについて検討し

た結果、シンガポール日本船員センターおよび調理

師資格講習補助事業については、利用者の斬減傾向

および実績が極めて少ないことから、それぞれ廃止

はやむを得ないおよび廃止することが適切という結

論が出された。

なお、今後の SECOJが行なう新しい船員福利厚生

サービスについての検討については、引き続き「船

員雇用促進事業見直し検討委員会」において検討し

ていくこととなっている。

わが国の船員福利厚生サービスの現状調査、およ
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び諸外国の状況についても調査し、今後 SECOJが行

う船員福利厚生サービスのあり方を検討している。

２０００年度においては、ヨーロッパ諸国の船員福祉団

体について調査を実施・検討を行い、２００１年度では、

わが国における船員福利厚生施設サービスに関する

意識調査を実施し、これらの調査結果を報告書に纏

めた。

２．雇用促進事業

" 雇用促進事業

& 離職船員の登録および就職あっせん事業

２００２年度における離職船員の登録状況は月間平

均９９名であり、前年度より４０％増加した。一方で、

求人は総数３５名であった。

この登録離職者の増加は船員求人情報ネットの

導入により、SECOJのあっせんを希望する者が増

加したものである。

これらに対するあっせんの成立数は１６名であり、

前年度と同じであった。

' 外国船就職奨励事業

日本人離職船員の再就職を促進するため、SE-

COJの紹介により外国船に雇用された離職船員に

対し、外国船就職奨励金を支給している。

２００２年度の実績は、１６名（商船７隻）に対し、

３３６万円と前年度と同じであった。

( 内航転換奨励事業

国際協定の締結等による減船により、特定漁業

から離職し、所定の要件を満たして内航船に就職

した漁船員に対し内航転換奨励金を支給すること

により、内航転換を促進するものであるが、２００２

年度についても対象者が無く、これで過去７年間

対象者が無い状況である。

# 船員の技能訓練に関する事業

雇用船員、離職船員を対象として、海技資格の取

得研修、無線関係講習、タンカー研修、内航転換訓

練及び職域拡大訓練等を実施し、訓練の充実強化に

努めた。

特に、無線関係講習は海上特殊無線技士の受講が

一段落した為開催回数を減らしたことから受講者は

大幅に減少した。

２００２年度の総受講者は１，２８４名（前年比４４２名減）で

あった。

なお、各訓練・研修の受講者数については、〔資料７

―５〕のとおりである。

$ 雇用安定事業

& 船員派遣助成事業

外国船等へ船員が派遣されることを促進し、も

って、船員の雇用の安定を図るため、その雇用船

員を SECOJのあっせんにより外国船等に派遣する

事業主に対し、船員派遣助成金を支給している。

２００２年度の船員派遣助成金支給実績は、支給対

象延人数３，０５３名であった。

また、同事業の中心である外国船への雇用船員

の派遣あっせんについては、２７７隻、４１０名（前年

度比６８隻、１３４名減）であった。

' 技能訓練派遣助成金

SECOJの行う雇用船員対象の訓練および海技大

学校講習科ならびに海技士科の訓練に雇用船員を

派遣した船社に対し、受講日数に応じて技能訓練

派遣助成金を支給している。

２００２年度の実績は、１，２２０名と、前年度比１０５名減

となり、支給額については５，３０３万円であり、前年

比５２４万円減であった。

% 国際船舶制度推進事業

& 国際船舶制度推進のためのフォローアップ

国際船舶制度の円滑な実施および推進を図るた

め、国土交通省海事局海事産業課が事務局となり

官労使の参加によるフォローアップのための検討

会が２回開催された。

' 国際船舶職員緊急養成事業

若年船員養成プロジェクトは、国土交通省の補

助金を受け、外航商船での乗船訓練など実践的な

訓練を通して、即戦力として活躍できる能力を身

につけた若年船員を養成することを目的とし、１９９８

年１０月から開始され、第三期生まで訓練を修了し、

一応の成果が得られた。

２００２年度においては、同プロジェクトの第５年

目として、次の事業を実施した。

! 第三期生（計１５名：航海科７名、機関科３名）

２０００年１０月：１０名が入所し、海技大学校での前期

座学の後、乗船前研修を受講した。

２００１年１月：乗船訓練を開始した。

２００２年３月：乗船訓練を修了した。

２００４年４月：海技大学校での後期座学を受講し、

この期間中にフォローアップ研修

（BRM研修）を受講した。

２００４年９月：９名がプロジェクトの全訓練課程

を修了した。
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１名は乗船訓練中に負傷したため外地下船とな

り、治療後１１月に乗船訓練を再開し、２００３年３月

に全過程を修了した。

訓練生の就職は、外航船社６名、内航船社（フ

ェリー含む）３名であった。

! 第四期生（航海科８名、機関科２名）

２００１年１０月：１０名が入所し、１名は海技大学校で

の前期座学中に三級海技士（航海）

の口述試験が不合格となり退所し

たが、他の９名は乗船前研修を受

講した。

２００２年１月：乗船訓練を開始したが、乗船訓練

中３名が体調不良などで途中退所

した。

２００３年３月：６名が乗船訓練を修了し、フォロ

ーアップ研修（BRM研修）を受講

した。

" 第五期生（航海科９名、機関科１名）

２００１年１０月：１０名が入所し、１名は海技大学校で

の前期座学中に内航船社への就職

のため途中辞退した。他の９名は

乗船前研修を受講した。

２００２年１月：乗船訓練を開始した。

２００３年６月：乗船訓練中１名が体調不良などで

途中退所した。８名が乗船訓練を

継続中である。

３．配乗調整事業

# 乗船予定者の援助事業

離職船員で、外国船への乗船予定者について、SE-

COJにおいて面接および乗船に関する情報等の提供

を行うとともに、これに伴う経費を支給している。

２００２年度は、対象者がいなかった。

$ 海技免状取得援助事業

外国船への配乗を円滑に行うため、外国の海技免

状の取得援助等を行っているが、２００２年度は、リベ

リアの海技免状や船員手帳等の取得手続き等の取扱

い件数が２４件であった。

% 技能訓練運営事業

各種技能訓練事業の円滑な運営に努めた。

& 船員求人情報ネットの運用

２００１年度国土交通省の補助金により構築したイン

ターネットでの検索・閲覧が可能な船員求人情報ネ

ットシステムは、２００２年５月２０日から試行運用し、

同年７月１日から本格運用を開始した。

２００２年５月２０日から２００３年３月３１日までの運用実績

は、登録延べ件数２，５６４件であり、アクセスは５５，９３０件

であった。

４．開発途上国船員研修受入事業

１９９０年度より海事国際協力センター（MICC）が、外

航船社の協力を得て、政府開発援助（ODA）の一環と

して実施してきた開発途上国船員研修受入れ事業は、

２０００年度から SECOJによって実施されている。

この事業は、海技大学校における２ヶ月の導入研修

の後、航海訓練所の練習船において３ヶ月および日本

船社の運航する外航船において９ヶ月の乗船研修を実

施し、研修生が自国の海技資格取得に要求される乗船

経験を付与するとともに実船での技能を訓練するもの

で、その受入れ状況および人数は〔資料７―７〕のと

おりである。

当協会は、関係船社とともに、本事業が効果的に運

営されるよう関係先と連携を図りつつ事業の推進に協

力した。

５．その他の事業等

# 船員雇用促進等事業見直し検討委員会の設置

２００２年１月に、国土交通省海事局船員部長の私的

検討会として、船員雇用促進等事業見直し検討委員

会が設置された。

事務局は SECOJとし、２００３年度予算へ反映される

事を目途に、事業の見直しの検討を行い同年６月に

報告書が取り纏められた。

７・２・９ 日本人船員の確保・育成のため
の啓蒙活動

わが国海運を担う日本人船員を将来にわたり確保・

〔資料７―７〕 SECOJ の開発途上国船員養成事業

年 度 ９９年度００年度０１年度０２年度
累 計

０３年度（予定）

期 生 １０期生１１期生１２期生１３期生 １４期生

フ ィ リ ピ ン ４２ ３６ ３０ ２５ ６７５ ３１

インドネシア １３ １１ ８ ６ １５４ ６

ベ ト ナ ム １２ １０ ８ ６ ９５ !

バングラデシュ ! ! ８ ６ １４ ６

計 ６７ ５７ ５４ ４３ ９３８ ４３

（注） この事業は、１９９０年度から開始されたが、１９９９年度までは他の
法人が実施した。
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育成していくために、海事関係団体等が行う諸施策に

ついて情報交換と連絡調整を行い、また、その効果的

な実施の推進を図ることを目的として運輸省（現在国

土交通省）、船員教育機関および海事関係団体で構成さ

れる「日本人船員の確保・育成推進会議」が１９９１年１１

月に設置され、船員教育機関に入学した学生に対する

広報活動および一般の人々を対象とした広報活動を行

ってきた。

当協会は、同会議に参画し、２００２年度において以下

の船員確保・育成のための啓蒙活動を実施した。

! 東京商船大学の学生に対するコンテナターミナ

ル見学会

" 東京・神戸両商船大学における海事シンポジウ

ム（講演会および大学教官と船社労務担当者の意

見交換会）

# 練習船一般公開時等に配布する海事従事者 PR

パンフレットの作成

７・３ 船員関係法規

７・３・１ STCW９５条約への対応

STCW９５条約（船員の訓練及び資格証明並びに当直の

基準に関する国際条約）は、２００２年２月１日を以って

完全施行されたが、新条約に基づく海技免状及び旗国

の承認証の発給が大幅に遅れたこと及び承認について

の二国間協定の締結作業が進展していないことから、

IMOは PSCに関して猶予期間を設け、同年７月３１日ま

では必要な承認証等を所持していない場合も警告に留

める措置を講じた。

こうした措置にもかかわらず承認証の発給の遅れに

改善が見られなかったことから、当協会は、わが国商

船隊に影響の大きいパナマに対して承認証の早期発給

を要望するとともに、わが国の PSCに対しても８月１

日以降も弾力的な運用措置によりわが国商船隊の運航

に支障がでないよう要望を行った。

この結果、当協会関係の船舶が、海技免状に関連し

て拘留等の事態に至ることは回避できた。

一方、わが国の無線資格が STCW９５条約に適合して

いないと外国の PSC検査官の指摘に対して、当協会は、

PSCでの混乱回避のため、わが国の資格証明が無線資

格を含め STCW９５条約に則り適切に措置されているこ

とを明確にするよう国土交通省に要望を行った。

この結果、新たに海技免状を現行に代えて発給する

措置がとられた。

７・３・２ 外国海技資格承認制度への対応

国際船舶制度に関連して、種々の施策が講じられて

いるが、このうち、日本人船機長２名配乗を実現する

ためには、外国人船員を含む国際船舶の乗組員が日本

の国内法である船舶職員法、船員法および電波法等で

要求される各種資格要件を満足する必要がある。

特に、１９９９年５月に施行された STCW条約締約国

（外国）資格受有者に対する承認制度に基づいた外国

海技資格の承認については、２０００年１月より外国資格

受有者に対する国内海事法令講習会がフィリピンの指

定講習機関（３ヶ所）において開始され、同講習を修

了したものを対象とする承認試験が行われている。そ

の後、２００３年４月までに承認試験が９回開催され、９８４

名の外国人船員が承認証を取得した。

具体的には、承認試験が、平成１４年６、９月及び平

成１５年１月の計３回マニラにおいて実施され計４７５名が

承認証を取得し、これまでの承認証取得者合計は、フ

ィリピン人９７６名とインドネシア人８名の計９８４名とな

った〔資料７―８参照〕。

一方、承認証を取得した船員を配乗した国際船舶は、

国際船舶に係る雇用と労働条件に関する労使協議での

合意が必要であり、２００３年５月末までに３３隻が誕生し

た。

当協会は、外国人船員に対してこれら資格が円滑に

付与されるように、国土交通省および関係団体との連

携を図りながら、船社への事前調査、実施案内の周知

等主催側と協力し、円滑な実施に努めた。

７・３・３ 船員職業安定法改正への対応

船員職業安定法は１９４８年に制定され今日に至ってい

るが、当時と比べて現在は船員の雇用環境が大きく変

わっている。

１９９６年には ILO海事総会において海員に対する職業

紹介に関する条約が抜本的に改正され、民間の有料職

業紹介も認められることとなった。

一方、陸上労働者に関する職業紹介事業、派遣事業等

! 船 員 労 働
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の見直しが労働環境の変化に合わせて検討され、１９９９

年には労働者派遣事業も大きく規制緩和された。

こうした状況の中で１９９７年に船員職業紹介等研究会

が発足し、学識経験者を含め官労使にて議論がなされ、

国交省海事局にて研究会の報告書をもとに船員職業安

定法の一部改正案が以下の通りまとめられた。この改

正に盛られた船員派遣事業の創設により、当協会が長

年にわたり要望してきた船員保険の適用問題が解決す

る見通しとなっている。これまで、日本籍船舶を所有

しない、若しくは裸傭船も行っていない会社が船員を

雇用することは法的な位置付けが不明確であったため

に、該当する会社に雇用される船員に対しては同じ日

本人船員であっても船員保険が適用されず問題となっ

ていた。今回の改正により上記の場合においても船員

派遣業の許可を受ければ雇用船員に対し船員保険が適

用されるようになる。

本改正案は２００４年１月の答申を得て、２００４年１月に召

集される通常国会に提出される予定である。

# 船員派遣事業

船員派遣事業は、本改正により事業として認めら

れることとなり、船員派遣事業主に常用雇用される

派遣船員は、船員派遣事業主にてその雇用責任、労

働条件が明確にされ、企業間における船員の労働力

の適切かつ円滑な移動が、船員派遣事業を介して実

施できることとなる。

船員を雇用する企業においては、派遣事業を視野

に入れることで、より効率的な船員配乗業務が可能

となるものである。

! 自己の常時雇用する船員について船員派遣事業

を行おうとする者は、国土交通大臣の許可を受け

ることにより、これを行うことができることとす

ること。

" 派遣船員が従事する業務の内容等船員派遣契約

の当事者が当該船員派遣契約の締結に際し定める

べき事項、並びに適正な派遣就業の確保等船員派

遣元事業主および派遣先の講ずべき措置について

〔資料７―８〕 承認者数 ２００３年２月２１日現在

指 定 職 務
９９年度 ２０００ 年 度 ２００１年 度 ２００２ 年 度

累 計
１ 月 ７ 月 ９ 月 ２ 月 １０ 月 ２ 月 ６ 月 ９ 月 １ 月

一 等 航 海 士 ９ １０ １１ １２
（１）

１３
（１）

２１ １５
（１）

１７ ２４ １３２
（３）

二 等 航 海 士 ７ ９ ８ ２０ ２７ １４ ２８
（１）

３３
（１）

２８
（２）

１７４
（４）

三 等 航 海 士 ７ ９ ８ １８ ２８ ２３ ２９ ２６ ３３ １８１

小 計 ２３ ２８ ２７ ５０
（１）

６８
（１）

５８ ７２
（２）

７６
（１）

８５ ４８７
（７）

一 等 機 関 士 ９ ８ ８ １４
（１）

１６ １６ １４ ２０ ２７ １３２
（１）

二 等 機 関 士 ９ １１ ７ ２３ ２６ １９ ２５
（１）

３１ ３８ １８９
（１）

三 等 機 関 士 ７ １０ １０ １４ ３１ ２６ ３３ ２９ ２５ １８５

小 計 ２５ ２９ ２５ ５１
（１）

７３ ６１ ７２
（１）

８０ ９０ ５０６
（２）

合 計 ４８ ５７ ５２ １０１
（２）

１４１
（１）

１１９ １４４
（３）

１５６
（１）

１７５
（２）

９９３
（９）

注：既承認者の中で上級職として再度承認を受けた者が９名いるため、承認者の累計は９９３名であるが、実承認者数の合計は、９８４名である。なお、
（ ）は、再承認者数である。

（参考１） 国籍別実承認者数（実承認者数 ９８４名）
フィリピン ９７６名 （航海士：４７６名 機関士：５００名）
インドネシア ８名 （航海士： ４名 機関士： ４名）

（参考２）
承認試験実施期間 承認日

１９９９年度 第１回 １２年１月１７日～２０日 １月２６日
２０００年度 第１回 １２年６月２６日～２９日 ７月６日

第２回 ９月１８日～２１日 ９月２８日
第３回 １３年１月１５日～１９日 ２月２日

２００１年度 第１回 １３年９月１７日～２１日 １０月１０日
第２回 １４年１月２８日～２月１０日 ２月２２日

２００２年度 第１回 １４年６月１７日～２１日 ７月１２日
第２回 １４年９月９日～１３日 １０月１１日
第３回 １５年１月２０日～２５日 ２月２１日
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所要の規定を設けることとすること。

# 派遣先に対して責任を負わせることが適当な事

項等について船員法等の特例規定を設けることと

すること。

" 船員職業紹介事業

船員職業紹介事業は、無料の職業紹介のみに限定

されているが、事業を行える者の範囲が学校等に広

がり新卒者等の就職の促進に有効な手段となりうる

ものである。

! 学校等は、国土交通大臣に届け出ることにより、

当該学校の学生生徒等について、無料の船員職業

紹介事業を行うことができることとすること。

" 国土交通大臣に対する事業報告書の提出等船員

職業紹介事業者の講ずべき措置について所要の規

定を設けることとすること。

# その他

! 派遣船員等からの国土交通大臣に対する申告、

並びに国土交通大臣による船員派遣元事業主等に

対する指導及び改善命令等について所要の規定を

設けることとすること。

" その他所要の改正を行うこととすること。

７・３・４ ILO条約改正への対応

１．統合条約

２００５年の ILO海事総会での採択に向けて、既存の３０

の条約、１の議定書及び２９の勧告を一本化する新統合

条約案の検討が進められ、官労使三者構成ハイレベル

・ワーキンググループ（High Level Tripartite WG）会

合が２００２年１０月及び２００３年７月に開催されたほか、サブ

グループ会合が２００３年２月に開催された。

! 第２回三者構成ハイレベルワーキンググループの

開催

２００２年１０月１４日～１８日の間ジュネーブの ILO本部

において、ILO海事統合条約に係わる第二回ハイレベ

ル三者国際会議が開催された。

今回の国際会議には４８カ国の政府代表と２２カ国の

労働側代表および２８ヶ国の船主側代表が出席し、総

計１７０名以上の出席者数となった。

日本政府からは、国土交通省の寺西船員労働環境

課長、野川東京学芸大学教授他３名、全日本海員組

合の井出本組合長他４名と当協会からは赤塚欧州事

務局長、辻本常務理事他３名が出席した。

ILOでは、１９１９年創立以来、２００頁に及ぶ６８本の海

事関係条約および勧告（国際海事労働基準と呼ばれ

る）を採択して来たが、時代遅れのもの、技術的法律

的に欠陥のあるもの、殆ど批准されていないもの、あ

るいは実行を担保できない基準を含み、また内容的

に重複や過剰なものもあり、これらを整理、統合して

一本化するための作業が昨年の１２月から開始された。

６８本の条約、勧告のうち、未発効のもの、改正に

よりあるいは内容的に陳腐化したものを除く、３０の

条約、１の議定書および２３の勧告が統合の対象とな

っている。

２００２年６月の三者ワーキンググループ会議を含め、

これまで三回の三者検討会議では、具体的な労働基

準に係わる権利、原則を入れる器、入れ物の構造と

か性格についての基本的な要件を固める作業を行っ

て来た。

明らかとなった骨格構造を図（次頁）により簡単

に説明すると次のとおりとなる。

! ヨコ軸の４層構造と名称は STCW条約と全く同

じもので、上から三段目迄が強制で、一番下の規

定は勧告に相当する部分で非強制となっている。

" タテ軸は５つのファミリーに分かれているが、

これは既存条約を内容により５つに分類して配置

し、これらのファミリーを構成する条約・勧告か

ら抽出される原則・権利を規則（Regulation）とし

て配し、これらの施行を担保する細則（Standard）

および勧告（Guideline）をコード（Code Part A

& Part B）として分離して編集しなおすという統合

アプローチを採っている。Articlesには各ファミリ

ー共通の定義とか適用範囲、改正手続、発効要件

等を規定することになる。

# コードの改正には、IMO条約の中の技術規定の

改正で採用されているような簡易改正手続を導入

することになっている。

$ これまで各国の特有の事情から批准の促進がな

されなかった ILO海事条約を統合して、これまで

以上に批准されるようにするという一見矛盾した

目的をどのように解決するかという問題は「フレ

キシビリティの確保」というテーマで色々に論じ

られている。

% FSC!PSCに絡む、条約内容の実行可能性を担保

する仕組み、方法あるいは制度作りの検討に今回

は最大の時間がさかれた。統合条約は既存の労働

基準を整理し、明確に簡素化を図り、船員のみな

らず関係者が簡便に参照できるものとするもので、
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新たな労働基準を追加新設するものではない。し

かし、検査や監督に関する新しい規定が盛り込ま

れて、執行メカニズムの強化が行われる。そのた

めに新たな独自規定のファミリーを構成し、旗国、

寄港国及び船員供給国の夫々に執行上の明確な責

任分担化を行うことになる予定である。従って、

今回の統合条約作業に対して船主にとっては規制

強化の動きとして把えておく必要がある。

問題点として、以下の三点がある。

! 労働側（ITF）は統合条約を船員の権利章典、労

働条件のバイブルにすると理想社会に住む理想の

船員像の具現化を主張しており、船主側（ISF）と

しては経済性、実行可能性、船主の負担軽減とを

うまく調整する必要があること。

" 差別禁止（Equality）、雇用の継続、船員の定義

の扱い。途上国の社会保障を誰が面倒みるか、あ

るいは労働条件というヒトの問題故、苦情・クレ

ームの洪水になって船が止められるのはかなわな

い。内容的にも船主として気を許せない検討事項

が色々あること。

# 日本船日本人船員の観点に止まらずパナマ籍

（６０％）、比国人船員（８０％）に依存する日本商船

隊の立場から国土交通省と連携しつつ、積極的な

発言!ロビー行動を組織する必要性があること。
! 第３回三者構成ハイレベルワーキンググループの

開催

２００３年６月３０日（月）より７月４日（金）までジュネ

ーブの ILO本部において、条約草案の初めての遂条

審議を行った。

２００１年１２月から始まった条約草案作りは、これま

で二回のハイレベル三者会合（２００１年１２月と２００２年１０

月）および二回のサブグループ三者会合（２００２年６

月と２００３年２月）の審議を踏まえて、ILO事務局によ

り完全な草案（第一次）が出来上がり、今回上程さ

れたものである。

一次草案は、Articles & Regulations１９頁、Code Part

A２５頁および Code Part B５１頁の三部構成３分冊とな

っており総頁数９５頁に及ぶ大部なものである。

今回の遂条審議は、条約の細部に亘る検討という

より、各国政府が広汎な批准を行うために障害とな

る部分は何か、規則、コードの Part Aと Bの分け方

はこれでよいのか、船員の権利保護あるいは FSC

!PSCの対象とすべき Titleの範囲の確認を目的とし

て、事務局に対して第二次草案を策定するための材料

!ガイダンスの提供を行ったので、今後の作業スケ
ジュールを決定し、ILO事務局に対して第二次草案の

ドラフト権限を与えることを承認して終わった。

その後、ILO事務局は７月２１日に各国政府および船

主のグループ!船員グループが一次草案全体に対す
る修正提案文書の受付を締切った。

日本政府も１０頁の詳細な修正コメントを提出した。

これらの修正提案を基に ILO事務局が第二次草案の

起草作業を行い８月末にハイレベル会合役員に配布

し、９月５～６日ジュネーブにおいて役員会議を開

催することになった。

ＩＬＯ統合海事条約の構成
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総則規定（Articles）
（条約本文）

第 １ 章
乗船必要条件

規則 １
! 最低年令
" 健康検査証明
# 訓練!資格証明
$ 募集!職業紹介
% 身分証明

第 ２ 章
雇 用 条 件

規則 ２
! 雇用契約
" 賃金
# 労働・休憩時間

!年次有給休暇
!上陸の権利

$ 送還
% 安全配乗

第 ３ 章
労働!生活条件

規則 ３
! 船内設備!福利施設
" 食糧!賄

第 ４ 章
健康!福祉!医療!
社会保障保護

規則 ４
! 海上!陸上の医療
" 傷病!障害に対する
船主責任

# 健康!安全!
事故防止

$ 陸上での福祉
% 社会保障保護

第 ５ 章
適 合 ! 執 行

規則 ５
! 旗国責任
" 寄港国責任
# 船員供給国責任

総

会

改

正

強

制

'
+
.+
)
+
.+
,

コード・パートＡ １
詳細要件

コード・パートＡ ２
詳細要件

コード・パートＡ ３
詳細要件

コード・パートＡ ４
詳細要件

コード・パートＡ ５
詳細要件簡

易
改
正

(
.*
.-

非
強
制

コード・パートＢ １
勧告要件

コード・パートＢ ２
勧告要件

コード・パートＢ ３
勧告要件

コード・パートＢ ４
勧告要件

コード・パートＢ ５
勧告要件
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役員会議には、英語!仏語!スペイン語の正式二次
草案が１２月１５日までに配布され２００４年１月１９日～２３日に

フランスのナントで開催される第四回ハイレベル三者

会合に上程され最終的な統合条約草案の検討が行われ

ることとなった。条約最終草案は２００４年９月にジュネ

ーブ ILO本部で開催される海事準備総会を通過後２００５年

９月の海事総会で採択を行うこととなった。

ノルウェー政府は「海事の安全と品質」の４本目の

柱作りをコミットしたい。即ち STCW!SOLAS!MAR-

POLの各条約に加えて ILOの海事統合条約が加わるこ

とにより、旗国が最終的責任を有し、寄港国はその執

行に責任をもち、船員供給国もそれなりの責任を分担

する新しい仕組作りであり、各国の批准への障害を取

り除くことが重要。ナントでの第四回ハイレベル三者

会合で良い結果を出して劣悪な労働条件を皆無にした

いと述べた。

また、サブグループの議長であるデンマーク政府の

代表は、新しい文書に対する期待は広範に受け入れら

れる平等な競争条件の下で船員問題を扱えるようにな

ることであるとの表明を行った。

去る６月５日ルクセンブルクで開催された EUの運輸

閣僚理事会では、「海上輸送と船員職業の促進」と題す

る勧告を採択し、欧州海運のノウハウと海事訓練の競

争力の維持!促進あるいは欧州人船員の雇用の促進を
図るためのガイドライン作りを提案した。

その中で、Quality Shipping促進のため FSC!PSC

の仕組作りのための EU法強化に加えて、IMO!ILO

条約の厳格な遵守を追及するとした。

この関連で、今回の ILO海事統合条約作業にもふれ

て、これが採択されれば労働条件に係る国際最低基準

の適用が国際海上輸送分野における競争フィールドを

なくして平準化すると述べている。

国際条約という国際統一法作りという場の中ではあ

るが、見方を変えれば EUとしての地域主義、即ち EU

海運保護あるいは EU船員保護を目的とした EU競争戦

略のシナリオにこの海事統合条約作業も明らかに組み

込まれている点についてはよく見極めておく必要があ

る。

２．船員の身分証明書に関する条約

２００１年９月１１日の同時多発テロ事件を契機に海事分

野でも、テロリストの船員への成りすましや船舶その

ものが武器になるなどの危険に対処するために、船員

の身分証明書にバイオメトリックス（生体認識システ

ム）情報を導入する事が IMO（国際海事機関）に提案

された。

しかし ILO（国際労働機関）に船員の身分証明書に関

する条約（１０８号条約）が存在することから、この条約

改定作業を ILOにおいて扱うこととなり、ILO一般総

会における１回討議に付された。

海事関係条約が海事総会ではなく、一般総会で取り

扱われたのは今回が初めてである。

総会では、「船員の身分証明書」委員会が設立され、

２００３年６月７日から約２０回の審議が行われ、１６日に委員

会として採択した後、最終日１９日の全体会議の投票に

付され、賛成３９２反対０棄権国２０で採択された。

１０８号条約は廃棄され、本条約が新たな１８５号条約と

して成立した。条約の名称は「SEAFARERS’ IDENTITY

DOCUMENTS CONVENTION（REVISED）」であり、

通称 SID条約と呼称されている。

条約は１８ヶ条からなり、第３条では、船員の身分証

明書はパスポートの大きさ以上としないこと、バイオメ

トリックス情報として指紋をバーコードにて身分証明

書に記録すること、あるいは内容をデータベース化し

関係国が検索照会できること、発給手続きに関する厳

格な品質管理と評価、ILOへの執行状況報告と第三者に

よる定期的な検証など形式や内容を詳細に定めている。

また、第６条では、船員が寄港国でビザなしで一時

上陸出来ること、船を乗り換える為の通過なども船員

の身分証明書のほかパスポートがあれば足りることな

どが定められている。

条約審議のポイントは、米国あるいは政府側が要求

する海事保安の強化を確保しながら、いかに船員の一

時上陸や通過などの便宜をこれまで通り残して行くか

にあった。

結局、身分証明書の偽造、成りすまし、あるいは不

正な方法による身分証明書の取得などを防止する為に、

指紋をバイオメトリックス情報として本人確認を厳格

に行うことで、身分証明書を持っていればビザを要せ

ずに、一時上陸を認めることとなった。条約の中にビ

ザなしで一時上陸が出来ることが明記されたことは、

船主側にとっても有用な拠り所となり得るが、一方で

政府が批准する場合の障害となることも否めない。

たとえば、米国の場合には、ビザなしの上陸等の条

約条項は米国国内法に抵触しているので、本条約の批

准は予定していない。ただし、条約に盛り込まれた内

容は国際的な標準として米国国内法に取り入れること

としている。
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また、日本政府は、若干の入管手続上の問題はある

ものの、基本的には批准する方向で検討を行っている。

パスポートへのバイオメトリックス情報記載のための

国際標準作りも ICAO（国際民間航空機関）で進行中で

ある。

３．最低賃金に関する勧告

７月５日から８日までジュネーブで開催された ILO

合同海事委員会小委員会（JMC Sub!committee）にて２００４

年１２月３１日までは現行の AB船員（経歴３年以上の熟練

部員）の最低賃金（月額基本給）４６５ドルを凍結適用し、

２００５年１月１日から１２月３１日まで５００ドルとする決定が

なされた。

今後 ILO理事会に報告されて承認を受けた後に ILO

事務局長より加盟国に回章されることとなった。

当協会の対応

今回の JMC小委員会に赤塚欧州事務局長がアドバイ

ザーとして参加し、船主側会合の中で、最低賃金は勧

告であるにも係らずあらゆる賃金交渉に影響を及ぼす

ことを指摘し、最低賃金の凍結および ILOの最低賃金

勧告の意義についても疑義を呈するなどノルウェーと

組んで強い態度で望んだが、自国船員保護の立場から、

最低賃金引き上げを目指す欧州船主勢に多勢に無勢で

押し切られた。

我々の主張は、淡路で開催された ISF総会で表明し

た通り、船員の賃金は船員居住国の生活水準を考慮し

て、各国の労働組合と雇用者が交渉して決めるべきで

あるとの基本スタンスに基づき、ITF（国際労働連盟）

のベンチマークに反対し、その引き上げ凍結の運動を

展開している。

一方 ILOでも陸上労働者については、１３１号条約で有

効な最低賃金制度を批准国に求めているものの、その

水準は定めてはおらず、船員についてもこれと同様に、

加盟国が経済的要素を考慮して個々に定めれば良いも

のであり、最低賃金の規定は必要ないと主張している

ところである。

したがって、たとえ勧告であっても最低賃金に関す

る具体的な水準を定めることは、ITFベンチマークに根

拠を与えることから、ILO最低賃金に関する勧告内容を

見直し、水準は除外すべきである。

このような方向性に、これまでの国際慣行を修正の

ため、次回２００５年秋に開催されると予想される JMC

での最低賃金協議に向けて、アジアの声の結束をいか

に図ってゆくかが今後の重要課題のひとつとなろう。

７・４ 船員の社会保障制度

７・４・１ 船員の社会保障制度の概況

１．適用状況の推移

船員法上の船員を対象とした船員保険および厚生年

金保険（第三種被保険者のうち船員）の適用事業所な

らびに被保険者数は、海運・水産業会の厳しい状況を

反映して斬減傾向が続いており、２００２年３月末の適用

事業所ならびに被保険者数は、前年に比べてそれぞれ

１８８事業所、４，５７２名の減少となっている〔資料７―９参

照〕。

２．船員保険の財政状況

船員保険の財政は、被保険者数が減少する一方で、

平均標準報酬月額が伸び悩み、保険料収入が減少し続

けている。また被保険者数が約７万人となり、限られ

た業種の保険集団であることなどの構造的問題もあり、

依然として厳しい状況にある。

２００１年度の収支は、失業部門を除いた疾病、年金（労

〔資料７―９〕 船員保険、厚生年金保険

（第三種のうち船員）適用状況

時 点
（年 月）

船舶所有者数 被 保 険 者 数

うち失業
保険適用 （強制適用）

うち失業
保険適用

１９８４．３
１９８５．３
１９８６．３
１９８７．３
１９８８．３
１９８９．３
１９９０．３
１９９１．３
１９９２．３
１９９３．３
１９９４．３
１９９５．３
１９９６．３
１９９７．３
１９９８．３
１９９９．３
２０００．３
２００１．３
２００２．３

社
１０，２８０
９，９４９
９．５７０
９，３１３
９，２３０
９，１３２
９，８７７
９，６００
９，３０５
９，００８
８，６２９
８，３８８
８，１９０
８，０２６
７，８２２
７，５３６
７，３１８
７，１００
６，９１２

社
７，１８０
６，９８３
６，７５２
６，５５８
６，４４０
６，２８９
６，２４０
６，１２５
５，９７１
５，８４４
５，７４０
５，６４６
５，５２８
５，４０１
５，２３４
４，９８５
４，８２２
４，７００
４，５４１

人
１８４，７０２
１７６，５６０
１６５，６６６
１５６，５８４
１４６，５４９
１３８，４２９
１３２，２０５
１２６，７２４
１２０，６３４
１１５，６２５
１１０，４５９
１０５，４２２
１００，３４９
９６，０５０
９１，２９２
８４，１７１
７９，５２１
７５，８８９
７１，３１７

人
１５２，００４
１４４，２１６
１３４，６２７
１２５，８５５
１１６，６９６
１０９，８３６
１０６，０１８
１０２，９４５
９９，３９５
９６，６９９
９２，６３５
８８，７１３
８４，７３６
８０，７６１
７６，４５１
６９，７７８
６５，７３６
６２，８３０
５８，７９４

（注）社会保険庁資料
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〔資料７―１０〕 船員保険特別会計部門別収支決算 （単位：億円）

区
分

収 入 支 出

項 目 ２０００年度 ２００１年度 項 目 ２０００年度 ２００１年度

疾

病

部

門

保 険 料 収 入
一 般 会 計 よ り 受 入

厚生保険特別会計業務勘定より受入

４８２
３０

２３

４８４
３０

２１

保 険 給 付 費
老 人 保 健 拠 出 金
退 職 者 給 付 拠 出 金
介 護 納 付 金
福 祉 事 業 費

３５１
１４１
３０
１６
０

３２０
１３３
３２
５４
０

計 ５３５ ５３５ 計 ５３８ ５３９

失
業
部
門

保 険 料 収 入
一 般 会 計 よ り 受 入
前 年 度 剰 余 金 受 入

６４
１５
１

６２
１５
３

保 険 給 付 費

翌 年 度 へ 繰 越

７５

２

６８

３

計 ８０ ８０ 計 ７７ ７１

年
金
部
門

保 険 料 収 入
一 般 会 計 よ り 受 入
運 用 収 入

１２０
０
３１

１１４
０
３０

保 険 給 付 費
諸 支 出 金
諸 支 出 金

３８
１４８
０

３８
１４４
０

計 １５１ １４４ 計 １８６ １８２

福

祉

・

業
取
部
門

保 険 料 収 入
一 般 会 計 よ り 受 入
厚生保険特別会計業務勘定より受入
雑 収 入

５３
１２

１３

５０
１２
３
２

福 祉 事 業 費

業 務 取 扱 費

５１

２３

４６

２２

計 ７８ ６７ 計 ７４ ６８

合 計 ８４４ ８２６ 合 計 ８７５ ８６０

（注）社会保険庁資料 収 支 差 額 －３１ －３４

〔資料７―１１〕 船員保険特別会計部門別予算 （単位：億円）

区
分

収 入 支 出

項 目 ２００２年度 ２００３年度 項 目 ２００２年度 ２００３年度

疾

病

部

門

保 険 料 収 入

一 般 会 計 よ り 受 入

厚生保険特別会計業務勘定より受入

４６９

３０

２

４５９

３０

２

保 険 給 付 費
老 人 保 健 拠 出 金
退 職 者 給 付 拠 出 金
介 護 納 付 金
福 祉 事 業 費
予 備 費

３１５
１５３
３３
２７
０
３

２７７
１３０
３４
３０
０
２

計 ５０１ ４９１ 計 ５３１ ４７３

失
業
部
門

保 険 料 収 入
一 般 会 計 よ り 受 入
前 年 度 剰 余 金 受 入

５９
１２
３

５６
１４
０

保 険 給 付 費

予 備 費

６９

１

６３

１

計 ７４ ７０ 計 ７０ ６４

年
金
部
門

保 険 料 収 入
一 般 会 計 よ り 受 入
運 用 収 入
雑 収 入

１１２
０
２５
０

１０１
０
１９
１

保 険 給 付 費
諸 支 出 金
福 祉 事 業 費
予 備 費

４０
１４１
０
０

４０
１３７
０
１

計 １３７ １２１ 計 １８１ １７８

福

祉

・

業
取
部
門

保 険 料 収 入
厚生保険特別会計業務勘定より受入
一 般 会 計 よ り 受 入
雑 収 入

４９
０
１１
４

４７
０
１２
３

福 祉 事 業 費
業 務 取 扱 費
予 備 費

４６
２２
０

４４
２２
０

計 ６４ ６２ 計 ６８ ６６

保 険 料 収 入
一 般 会 計 よ り 受 入
運 用 収 入
厚生保険特別会計業務勘定より受入
積 立 金 よ り 受 入
雑 収 入
前 年 度 剰 余 金 受 入

６８９
５３
２５
２
７４
４
３

６６３
５６
１９
２
３７
４
０

保 険 給 付 費
老 人 保 険 拠 出 金
退 職 者 給 付 拠 出 金
業 務 取 扱 費
諸 支 出 金
福 祉 事 業 費
介 護 納 付 金
予 備 費

４２４
１５３
３３
２２
１４１
４６
２７
４

３８０
１３０
３４
２２
１３７
４４
３０
４

合 計 ８５０ ７８１ 合 計 ８５０ ７８１

（注）社会保険庁資料（２００２年度は補正後のもの）
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災）、福祉・業取部門において赤字となり、前年度より

全体で３４億円の赤字で１９９８年度以降４年連続の赤字決

算となった。

２００１年度の積立金の残高は、全体で１，０８３億円となっ

た〔資料７―１０参照。予算については、同７―１１参照〕。

! 疾病部門

１９９０年度に保険料率を引き上げたことおよび平均

標準報酬月額が伸びたことなどにより、単年度黒字

に転じ、以降金額は減少しつつも、黒字を維持しな

がら累積赤字を減じ、１９９７年度に至り暫く、累積赤

字を解消した。

２００１年度においては、保険給付費が対前年度比で

３１億円の減少となるものの２０００年度に納付の猶予を

受けた介護納付金（１９億円）の全額を２００１年度に納

付したことに伴い、介護納付金が対前年度比で３８億

円の増加となる５４億円となったこと等により、収支

は４億円の赤字であった。

" 失業部門

失業部門の財政は、失業率の動向に大きく左右さ

れ、１９８９年までは、失業率が高かったために、財政

状況が悪化したが、１９８９年には緊急雇用対策が一応

終息したこと、折からの好景気の影響を受けて失業

率が大幅に減少したことなどから、黒字となり、そ

の後景気の後退はあるものの、単年度収支で、１９９７

年まで黒字を維持した。

２００１年度においては被保険者数の減少により保険

収入が減少したが、部門別収支では保険給付費の減

額により単年度は９億円の黒字となった。

# 年金部門（労災）

１９８７年以降、保険給付費などの増加により支出が

収入を上回り、１９９０年度まで赤字で推移してきた。

１９９１年度においては、好景気の影響を受けて平均標

準報酬月額が伸びるとともに、保険料率が引き上げ

られたことにより収入が大幅に増えたことから黒字

に転じ１９９７年度までこれを維持してきた。

２００１年度においては、被保険者数の減少と標準報

酬月額の低下によって保険料収入が減少しており、

収支は前年よりも３億円悪化して３８億円の赤字とな

った。

年金部門の財政は、被保険者の減少と、年金受給

者が徐々に増加していくことから、今後も赤字幅が

拡大していくものと予想される。

７・４・２ 船員保険制度の改革

昭和４７年度以降実質３０年連続での被保険者数の減少

に伴い、保険料収入が着実に減少するなど、厳しい財

政状況に直面していることから、一般制度に統合する

ことも視野に入れ、今後の船員保険制度の在り方につ

いての意見交換する場として官労使による船員保険制

度勉強会が開催された。

使用者側代表として当協会の他、大日本水産会、日

本内航海運組合総連合会、日本旅客船協会、労働者側

代表として全日本海員組合、行政側代表として、社会

保険庁、厚生労働省、国土交通省、水産庁が出席して

いる。

第一回目の勉強会は、２００２年１２月５日に開催され、

船員保険失業部門と一般の雇用保険との比較等が行わ

れた。

第二回目は、２００３年１０月２７日に開催され、船員保険職

務上疾病部門と一般の労働者災害補償保険との比較等

が行われた。

第三回目は、２００３年１２月２日に開催され、一般の労

働者災害補償保険に相当する職務上疾病部門、年金部

門、特別支給金における財政収支の見通し及び船員保

険制度における独自上乗せ規定と ILO第５５号条約との

関係等について報告された。

今後も随時勉強会を開催していくこととなっている。

７・５ 労働協約の改定
外航労務部会と全日本海員組合の間では平成１３年度

に「外航労使関係協議会」において賃金関連項目を各

社個別で決定する合意がなされており、中央春闘に終

止符が打たれたことはご既承の通りである。

本１４年度についても３月の協約改訂交渉は行なって

いない。しかしながら、協約本文について、以下のよ

うな改訂を行なった。

! 事務局間で進めてきた「労働協約」と「近代化実

用船労働協約」の統合に必要な条項の改廃を行った。

" 「外航労使関係協議会」における新しい労使関係協

議第２年度目として、以下の合意に達し、関連する

協定書!確認書類の整理改廃を行なった。
! 中央協議関連

イ）系列雇用協議会を初めとする集団雇用協議制を

! 船 員 労 働
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廃止し、雇用責任は企業単位で負う原則の明確化

ロ）船員政策協議会に関する確認書類を全て廃棄し、

「国際競争力」をベースとした外航船員政策の１４

社協議の場として衣替え

ハ）混乗管理委員会!LNG・GMDSSに係わる特別委

!LNG配乗構成協議会!GMDSS協議会による二

重手続きの簡素化、対象船が無くなり次第閉鎖

" 個別協議関連

各社で締結している「中期雇用計画に係わる３年

協定」の仕組みを廃止し、各社別に新たな雇用協議

の枠組み作りを行なう事を中央において労使確認し

た。

７・６ 乗組員の安全および災害防止対策

７・６・１ 船員災害防止実施計画

船員中央労働委員会（会長：青山善充成蹊大学教授）

は、２００３年２月１７日、「平成１５年度船員災害防止実施計

画」について、諮問案のとおり国土交通大臣に答申し

た。

同実施計画は、「船員災害防止活動の促進に関する法

律」に基づき、５年毎に策定する船員災害防止基本計

画の実施を図るためのもので、今回の実施計画は、第

８次船員災害基本計画（２００３年～２００７年）を実施するた

めの初年度にあたる。

２００３年度の実施計画では、船員災害としての船種別

死傷・疾病発生率（年間千人率）の減少目標（対前年

度比）を、死傷については一般船舶３％、漁船５％、

全体で４％とし、疾病については一般船舶４％、漁船

４％、全体で４％に設定している。

また、船員災害防止の重点事項としては、死亡災害

減少を目指し、「海中転落」等の防止、多発する「転倒」

・「はさまれ」の防止、高年齢船員の増加に対応した死

傷災害防止対策、「生活習慣病」の予防にそれぞれ重点

をおいて対策を実施することとしており、また各地域

毎の災害発生状況の特徴を踏まえ、必要に応じて地域

の災害実態に応じた重点を定める事としている。

推進すべき主要な対策としては以下を掲げている。

１．衛生管理体制の整備とその活動の推進

! 安全衛生パトロールの実施

" 安全衛生教育、講習会等の実施

# 災害事例等に関する情報交換等

２．死傷災害の防止

! 作業時を中心とした死傷災害防止対策の推進

! 一般船舶における死傷災害防止対策

" 漁船における死傷災害防止対策

" 海中転落による死亡災害防止対策の推進

! 「漁ろう装置」、「漁具・漁網」に係る海中転落の

防止

" 「歩み板・げん梯」、「甲板」及び「甲板装置」に

係る海中転落の防止

# 作業用救命衣等の保護具の使用の徹底等

$ 海中転落等に備えた対策

# 高年齢船員の心身機能の変化に対応した死傷災害

防止対策の推進

$ 船員災害の分析に基づく作業方法の見直しによる

安全の確保

３．生活習慣病を中心とした疾病予防対策及び健康増

進対策の推進

４．外国人船員に係る安全衛生対策の推進

５．船内における労働・生活環境の改善

６．船員労働安全衛生月間活動

７．船員災害防止協会の事業の充実及び効率化

８．船員災害防止対策推進連絡会議の活用

７・６・２ 洋上救急事業

洋上救急事業は、海上保安庁の輸送能力を活用し、

関係医療機関の協力、関係団体の資金拠出を得て、日

本水難救済会が主体となって実施されている。

その主要業務は、わが国周辺の距岸１，０００海里以上に

およぶ海域の航行船舶からの往診要請に対して、海上

保安庁の巡視船・航空機等で医師・看護婦を現場へ急

送し、患者に応急措置を施しつつ、病院への移送等を

行うものである。

２００２年度の洋上救急事業の実績は〔資料７―１２〕の

! 船 員 労 働
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とおりとなっており、これを加えた１９８５年１０月以降の

出動回数は５１３回となっている。

当協会は、本事業に対し、この支援のために設立さ

れた中央洋上救急支援協議会の構成員として参画する

とともに、本事業費の分担拠出に応じる等、積極的に

協力を行っている。

７・７ 船員の健康管理および福利厚生
１．船員福祉事業

船員に対する福祉事業は、各企業によって実施され

るもののほか、社会保険制度（船員保険・厚生年金保

険）によるものと、公益団体によるものとに大別され

る。

このうち、船員の福祉事業を行なう公益団体および

その事業概要は〔資料７―１３〕のとおりである。

当協会はこれらの事業運営に協力した。

２．VTR協議会の活動

当協会は、船舶乗組員のために供給するテレビ番組

の録画テープについて、著作権処理に関する契約を関

係著作権者６団体と、また、番組使用に関する契約を

関係放送事業者６社と契約し、その事務処理のために

１９７２年に VTR協議会を設置し、契約の遂行と録画テー

プを供給する活動を行なっている。

２００２年度末における VTR協議会加盟会社は３９社であ

り、２００２年度の録画実績は６４３本（前年度７０２本）であっ

た。また、支払った補償使用料は約１０２万円（前年度約

１１５万円）であった。

なお、当協会と関係著作権者団体および関係放送事

業者と２００３年度の契約については、前年度と同一条件

により更改した。

〔資料７―１２〕２００２年度の洋上救急事業の実績

汽 船（隻） 漁 船（隻） 合 計（隻）

日 本 籍 １（１） １５（１３） １６（１４）

外 国 籍 ７（４） １（０） ８（４）

合 計 ８（５） １６（１３） ２４（１８）

（ ）内は２００１年度実績

〔資料７―１３〕 船員の福祉事業を行なう公益団体とその事業概要（平成１５年３月３１日現在）

団 体 名 設 立 日 等 事 業 の 概 要

船員災害防止協会 「船員災害防止活動の促進
に関する法律」（昭和４２年法
律第６１号）第１９条により昭
和４２年１０月３１日設立

"安全衛生についての調査研究および広報活動
（含 船員労働安全衛生月間活動の推進）
"安全衛生教育（衛生管理者講習 他）
"技術指導援助およびコンサルタント
"船員の体と心の健康確保による災害防止
"STCW条約に基づく証明書の発給

日本水難救済会 １８９８年（明治３１年）１０月設立 "海難救助に関する事業（救助出動報奨金の交付、救助訓練、救難器具の整備、救助
船の整備・各種海難救助団体への支援）

"洋上救急に関する事業（７・６・２参照）
"救難所員の補償に関する事業、「青い羽根募金」等

外航船員医療事業団 １９８１年（昭和５６年）８月
任意団体から社団法人に移
行

"海外特約医療機関の指定、世話役の選任
"国内特約医師による訪船診療
"衛生管理者の再講習
"船内衛生に関する啓蒙誌の作成（「外医療ニュース」等の発行）

日本海員掖済会 １８９８年（明治３１年）設立 "医療援護に関する事業（生活保護患者の取扱い及び診療費の免除または減額、無料
巡回診療、救急医療、無線通信医療相談）
〈施設〉病院（８）診療所（１４）看護専門学校

"保健指導および疾病予防（訪船診療 予防接種 他）
"船員の育英（海員学校生徒を対象に奨学金の貸付）
"海事関係図書の発行に関する事業（「日本船舶医療便覧」他）等

船員保険会 船員保険法の施行（１９４０年）
に伴い１９４１年（昭和１６年）
設立

"船員保険法第５７条ノ２に基づく福祉事業を実施
"諸施設の運営
〈施設〉病院（３）、診療所（２）、健康管理センター（４）、情報センター、船員保険保養

所（２２）、総合福祉センター（１）、健康福祉センター（３）、海外保養所（１）
"広報出版事業（「船員ほけん」誌 等発行）
"保険事業（安全衛生事業、船員保険生活習慣病予防健診 他）

日本船員厚生協会 １９４３年（昭和１８年）日本海
運報国財団として設立

"海員会館等の施設運営

日本船員福利雇用促進セン
ター（福利事業）

１９７８年（昭和５３年）６月左
記に改組

"船員の福利厚生施設の設置、運営および運営に対する資金援助
"船員の教養向上のための講習会等の運営
〈施設〉シンガポール日本船員センター 船舶調理講習所（７・２・８参照）

! 船 員 労 働
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団 体 名 設 立 日 等 事 業 の 概 要

日本船員住宅協会 １９６９年（昭和４４年）設立 "船員保険被保険者等への住宅資金貸付等

日本船員福利厚生基金財団 全日海との労働協約に基づ
いて１９６４年（昭和３９年）設
立

"厚生施設および病院への資金援助（財源は労働協約に基づく船員の拠出金等）

日本殉職船員顕彰会 １９８１年（昭和５６年）４月設
立

"殉職船員の追悼行事、功績等の調査および遺族の援護

! 船 員 労 働
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8 内航海運

８・１ 内航海運の概況
内航海運の２００２年度輸送量は、４億９，０８８万トン（前年

比５．９％減）、輸送貨物量と距離を掛け合わせた輸送活

動量も２，３３９億トンキロ（前年比４．５％減）とそれぞれ減

少した。（資料８―１参照）他の国内輸送機関の輸送量

と比較すると、輸送トンキロベースでは自動車に次ぐ

４割強のシェアを持つとともに、昨今の環境問題をも

加味したモーダルシフト推進の要請もあり、内航海運

は今後ますます国内物流の基幹輸送産業として重要で

ある。

特に、石油、鉄鋼、セメント等の産業基幹物資に係

る分野では、内航海運がその大部分を輸送しており、

低コストで長距離かつ大量輸送できる利点を生かして、

国内輸送に大きな役割を果たしている。

１．内航船の船腹量

内航海運事業者の所有する内航船（営業船）の船腹

量は、２００３年３月末現在、合計６，５９３隻、３，８４１千総トン

で、１０年前の１９９３年と比較すると、隻数では２７．６％も減

少しているが、トン数では３．０％減となっている。船種

により増減のバラつきはあるものの、１隻当たりの平

均総トンではいずれも増加しており、全体的に船舶の

大型化が図られている（資料８―２参照）。

また、船齢別に見ると、船齢７年未満の船舶（経済

船）が隻数で１４．１％、総トン数で２９．３％となっている。

これに対して、船齢１４年以上の船舶（老朽船）は隻数

で４８．４％、総トン数で２７．５％となっている。平均トン数

は、船齢７年未満の船舶では１，２３２総トンであるのに対

し、船齢１４年以上の船舶では３３７総トンであることから、

中高齢船には小型船が多いといえる（資料８―３参照）。

船型別区分では、５００総トン未満の船舶が隻数ベース

で８０．３％と大部分を占めている。なかでも、１００総トン以

上２００総トン未満船が２２．５％、４００総トン以上５００総トン

未満船が１９．１％を占めており、いわゆる１９９総トン型、

４９９総トン型が内航船の標準的な船型になっていること

を示している。一方、平均総トン数は、物流の効率化

の要請に対応して年々大型化しており、５８３総トンとな

っている（資料８―４参照）。

２．内航海運事業者

! 内航海運事業者

内航海運事業者数は、２００３年３月末現在で、４，２９８

（兼業を除く実事業者数）社である。このうち、許

可事業者は運送事業者が６４６社、貸渡事業者が２，４０１社

この章のポイント
●２００２年度の内航船舶輸送実績は、４億９，０８８万トン、

２，３３９億トンキロであった。トンベースで対前年度

比５．９％減、トンキロベースでは対前年度比４．５％

減であった。

●海事局長の私的懇談会である次世代内航海運懇談

会の提言に基づき、２００３年"月「事業規制の見直

しの具体的制度設計について」が、また、２００３年

!月「内航貨物船乗組み制度の見直しについての
中間報告」が取りまとめられた。今後さらに検討

を深め、交通政策審議会において２００４年度以降速

やかに措置すべき事項等が決定される。

〔資料８―１〕 内航貨物輸送量の推移

年度
輸送量（千トン） 輸送活動量（億トンキロ）

対１９７０年度比 対前年度比 対１９７０年度比 対前年度比

１９７０
１９９０
１９９１
１９９２
１９９３
１９９４
１９９５
１９９６
１９９７
１９９８
１９９９
２０００
２００１
２００２

３７６，６４７
５７５，１９９
５７１，８９１
５４０，４１０
５２８，８４１
５５５，７６４
５４８，５４２
５４６，９０９
５４１，４３７
５１６，６４７
５２２，６０２
５３７，０２１
５２０，０６７
４９０，８８０

１００．０
１５２．７
１５１．８
１４３．５
１４０．４
１４７．６
１４５．６
１４５．２
１４３．８
１３７．２
１３８．８
１４２．６
１３８．１
１３０．３

!
１０６．９
９９．４
９４．５
９７．９
１０５．１
９８．７
９９．７
９９．０
９５．４
１０１．２
１０２．８
９６．８
９４．４

１，５１２
２，４４５
２，４８２
２，４８０
２，３３５
２，３８５
２，３８３
２，４１８
２，３７０
２，２７０
２，２９４
２，４１７
２，４４５
２，３３９

１００．０
１６１．７
１６４．２
１６４．０
１５４．４
１５７．７
１５７．６
１５９．９
１５６．７
１５０．１
１５１．７
１５９．９
１６１．７
１５４．７

!
１０８．８
１０１．５
９９．９
９４．２
１０２．１
９９．９
１０１．４
９８．０
９５．８
１０１．１
１０５．３
１０１．２
９５．７

出所：国土交通省「内航船舶輸送統計年報」等
（注）調査方法が１９７４年度から変更になったため、１９７０年度の輸送実

績は、これとの接続を考慮して算出した推計値である。

" 内 航 海 運
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で合計３，０４７社である。届出事業者は運送事業者が

１，０１０社、貸渡事業者が２４１社で合計１，２５１社である

（資料８―５参照）。

このうち、許可事業者数の推移は資料８―６のと

おりで、許可制に移行した１９６７年以来、減少傾向が

続いている。

! 内航海運事業者のうち許可事業者の企業規模

上述の内航海運事業者のうち、許可事業者の資本

〔資料８―２〕 内航船の船種別船腹量

船 種
１９９３．３．３１ ２００２．３．３１ ２００３．３．３１

隻 数 総トン数 平均総トン 隻 数 総トン数 平均総トン 隻数 総トン数 平均総トン

貨 物 船
土・砂利・石材専用船
セ メ ン ト 専 用 船
自 動 車 専 用 船

５，４４６
１，００４
２１０
７３

１，６５１，２７０
４１５，２３４
４３７，７３８
２２１，９２５

３０３
４１４
２，０８４
３，０４０

４，１１０
９９８
１８５
５３

１，５５５，８６７
７４４，３１６
４４６，１５０
２０７，５４０

３７９
７４６
２，４１２
３，９１６

３，８７９
９２１
１７７
４９

１，５３４，１０５
７１３，８７７
４３７，４７３
１９７，８７１

３９５
７７５
２，４７２
４，０３８

油 送 船
特 殊 タ ン ク 船

１，７８４
５８４

９４５，６３８
２８８，４８７

５３０
４９４

１，２５１
４２１

７７８，５５１
２２２，１１６

６２２
５２８

１，１６６
４０１

７４６，９１１
２１０，３５７

６４１
５２５

合 計 ９，１０１ ３，９６０，２９２ ４３５ ７，０１８ ３，９５４，５４０ ５６３ ６，５９３ ３，８４０，５９４ ５８３

出所：日本内航海運組合総連合会資料

〔資料８―３〕 内航船の船齢別船腹量

区 分

船 齢

２００２．３．３１ ２００３．３．３１

隻 数 （構成比％） 千総トン （構成比％） 隻 数 （構成比％） 千総トン （構成比％）平均総トン 平均総トン

～ ６
７ ～ １４
１４ ～

１，１６０
２，４７７
３，２２２

１６．９
３６．１
４７．０

１，１９０
１，６８８
１，０５９

１６．９
３６．１
４７．０

１，０２６
６８１
３２９

９０８
２，４１４
３，１１８

１４．１
３７．５
４８．４

１，１１９
１，６５５
１，０５２

２９．３
４３．３
２７．５

１，２３２
６８６
３３７

合 計 ６，８５９ １００．０ ３，９３７ １００．０ ５７４ ６，４４０ １００．０ ３，８２５ １００．０ ５９４

出所：日本内航海運組合総連合会資料

〔資料８―４〕 内航船の船型別船腹量

船 型
（総トン）

２００２．３．３１ ２００３．３．３１

隻 数 総 ト ン 隻 数 総 ト ン構成比!％ 構成比!％ 構成比!％ 構成比!％

１００未満
１００トン以上 ２００トン未満
２００トン以上 ３００トン未満
３００トン以上 ４００トン未満
４００トン以上 ５００トン未満

２，０７８
１，６４７
３０２
２８７
１，３４９

（２９．６）
（２３．５）
（ ４．３）
（ ４．１）
（１９．２）

６５，７１８
２８８，３１１
７８，６８９
１０１，１９７
６５２，６７７

（ １．７）
（ ７．３）
（ ２．０）
（ ２．６）
（１６．５）

１，９９２
１，４８６
２９６
２６４
１，２５７

（３０．２）
（２２．５）
（ ４．５）
（ ４．０）
（１９．１）

６０，３５５
２５９，５５４
７６，９４４
９３，０３０
６０８，７１０

（ １．６）
（ ６．８）
（ ２．０）
（ ２．４）
（１５．８）

５００トン以上 ７００トン未満
７００トン以上 １，０００トン未満
１，０００トン以上 ２，０００トン未満
２，０００トン以上 ３，０００トン未満
３，０００トン以上 ４，５００トン未満
４，５００トン以上 ６，５００トン未満
６，５００トン以上

３９７
２７４
２３４
１６１
１６０
７７
５２

（ ５．７）
（ ３．９）
（ ３．３）
（ ２．３）
（ ２．３）
（ １．１）
（ ０．７）

２６５，１１５
２３２，８４３
３４９，０８４
４３６，１３２
５８３，６０７
４０２，７８２
４９８，３８４

（ ６．７）
（ ５．９）
（ ８．８）
（１１．０）
（１４．８）
（１０．２）
（１２．６）

３５５
２８０
２２６
１４５
１６０
７３
５９

（ ５．４）
（ ４．２）
（ ３．４）
（ ２．２）
（ ２．４）
（ １．１）
（ ０．９）

２３６，３５８
２３６，４１２
３３９，１４４
３９２，７０１
５８６，１９１
３７８，４０４
５７２，７９１

（ ６．２）
（ ６．２）
（ ８．８）
（１０．２）
（１５．３）
（ ９．９）
（１４．９）

合 計 ７，０１８ （１００．０） ３，９５４，５３９ （１００．０） ６，５９３ （１００．０） ３，８４０，５９４ （１００．０）

（平 均 総 ト ン 数） （ ５６３） （ ５８３）

出所：日本内航海運組合総連合会資料

〔資料８―５〕 内航海運事業者数 （単位：社）

区 分
２００２．３．３１ ２００３．３．３１

許可事業者 届出事業者 計 許可事業者 届出事業者 計

運 送 事 業 者 数 ６６４ １，０３１ １，６９５ ６４６ １，０１０ １，６５６

貸 渡 事 業 者 数 ２，５６３ ２６５ ２，８２８ ２，４０１ ２４１ ２，６４２

計 ３，２２７ １，２９６ ４，５２３ ３，０４７ １，２５１ ４，２９８

出所：日本内航海運組合総連合会資料
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〔資料８―６〕 業種別許可事業者数の推移

年 月 日 運 送 業 貸 渡 業 合 計 備 考

１９６７．３．３１
１９７０．３．３１
１９７２．３．３１
１９７５．３．３１
１９８０．３．３１
１９８５．３．３１
１９９０．３．３１
１９９５．３．３１
２０００．３．３１
２００１．３．３１
２００２．３．３１
２００３．３．３１

９，１４９
１，１７５
８９７
９０１
７９４
７５０
７４８
７４３
７３０
７３１
６６４
６４６

１，７９２
９，１２９
６，０５７
６，２８９
５，５３７
５，０６７
４，２１８
３，７５３
３，３５５
３，０２４
２，５６３
２，４０１

１０，９４１
１０，３０４
６，９５４
７，１９０
６，３３１
５，８１７
４，９６６
４，４９６
４，０８５
３，７５５
３，２２７
３，０４７

１９６７．４．１ 許可制移行
１９６９．１０．１ 許可制完全実施
１９７１．８．１ 許可の対象を１００総トン以上に変更

出所：日本内航海運組合総連合会資料

〔資料８―７〕 業種別許可事業者の資本金別構成 ２００３．３．３１

区 分 個 人 １，０００万円未満 １，０００万円以上
５，０００万円未満

５，０００万円以上
１億円未満

１億円以上
５億円未満 ５億円以上 合 計

運 送 業
事 業 者 数
構成比（％）

１２
（ １．９）

８４
（１３．０）

３４７
（５３．７）

１３６
（２１．１）

２４
（ ３．７）

４３
（ ６．７）

６４６
（１００．０）

貸 渡 業
事 業 者 数
構成比（％）

４１４
（１７．２）

８４８
（３５．３）

１，０５４
（４３．９）

６６
（ ２．７）

８
（ ０．３）

１１
（ ０．５）

２，４０１
（１００．０）

合 計
事 業 者 数
構成比（％）

４２６
（１４．０）

９３２
（３０．６）

１，４０１
（４６．０）

２０２
（ ６．６）

３２
（ １．１）

５４
（ １．８）

３，０４７
（１００．０）

出所：日本内航海運組合総連合会資料

〔資料８―８〕 内航許可事業者概要

!１ 運航船腹量別にみた運送事業者数 ２００３．３．３１

使 用 船 腹 量 事 業 者 数 構成比（％）

２００総トン未満
２００総トン以上 １，０００総トン未満
１，０００総トン以上 ２，０００総トン未満

５３
１６１
１４１

（ ８．２）
（２４．９）
（２１．８）

２，０００総トン以上 ５，０００総トン未満
５，０００総トン以上 １０，０００総トン未満
１０，０００総トン以上

１３７
７５
７９

（２１．２）
（１１．６）
（１２．２）

合 計 ６４６ （１００．０）

!３ 貸渡隻数別にみた貸渡事業者数 ２００３．３．３１

貸 渡 隻 数 事業者数 構成比（％）

１ 隻 １，６６６ （６９．４）

２ 隻
３ 隻
４ 隻
５ 隻 以 上

４７０
１３９
７５
５１

（１９．６）
（ ５．８）
（ ３．１）
（ ２．１）

合 計 ２，４０１ （１００．０）

出所："１～"３とも日本内航海運組合総連合会資料

!２ 貸渡船腹量別にみた貸渡事業者数 ２００３．３．３１

貸 渡 船 腹 量 事業者数 構成比（％）

２００総トン未満
２００総トン以上 ３００総トン未満
３００総トン以上 ５００総トン未満

７５７
８８
６６４

（３１．５）
（ ３．７）
（２７．７）

５００総トン以上 １，０００総トン未満
１，０００総トン以上 ２，０００総トン未満
２，０００総トン以上

４０６
２２７
２５９

（１６．９）
（ ９．５）
（１０．８）

合 計 ２，４０１ （１００．０）
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金別構成は、資料８―７のとおりで、資本金５，０００万

円未満の事業主および個人事業主の数は全体の９０．６

％を占めている。

また、許可運送事業者の扱い船腹を見ると、使用

船腹量の構成が２，０００総トン未満の事業者が５４．９％を

占めている。一方、許可貸渡事業者では、貸渡船腹

量の構成が５００総トン未満の事業者が６２．９％となって

おり、さらに貸渡隻数が１隻しかない事業者が６９．４％

を占めている（資料８―８参照）。

８・２２００２年度の内航海運対策
２００２年４月、国土交通省海事局長の私的懇談会であ

る次世代内航海運懇談会（座長：杉山武彦一橋大学副

学長）が取りまとめた「次世代内航海運ビジョン ２１

世紀型内航海運を目指して」においては、『健全かつ自

由な事業活動を促す市場環境の整備』、『効率的で安全

かつ環境に優しい輸送サービスの構築』を基本的方向

とした上で、それを実現するため内航海運業法等の見

直し、次世代内航船（スーパーエコシップ）等の技術

開発・普及の推進、船舶・船員に係る社会的規制の見

直し等、内航分野全般にわたる取り組みの方向性につ

いて提言されている（船協海運年報２００２Ｐ．２０２参照）。

これらのうち内航海運業法等の事業規制および船舶

・船員の安全規制については、２００２年５月に「内航海

運制度検討会」が設置され検討が開始された。特に、

内航海運業法等の事業規制については、具体的制度設

計をした上で、２００４年度以降速やかに措置すべきとさ

れていたことから、同検討会の下にワーキンググルー

プが設置され精力的な検討が行われた。延べ７回にわ

たるワーキンググループでの検討を踏まえて２００３年８

月に開催された第３回同検討会において、「事業規制の

見直しの具体的制度設計について」が取りまとめられ

た（資料８―９参照）。

他方、「次世代内航海運ビジョン」において、船員の

乗組み体制に係る規制の見直しについては、総合的な

検討を２００３年度内を目途に終了し、結論の得られたも

のから措置することとされていたことから、２００２年４

月には、「内航船乗組み制度検討会」が設置され、「内

航海運制度検討会」における審議と併行して、船員の

乗組み体制についても鋭意検討が行われた。内航船乗

組み制度検討会も下部機構である内航貨物船部会での

７回の審議を経て２００３年６月に開催された会合で、「内

航貨物船乗組み制度の見直しについての中間報告」を

取りまとめた（資料８―１０参照）。

なお、「事業規制の見直しの具体的制度設計について」

ならびに「内航貨物船乗組み制度の見直しについての

中間報告」については、さらに今後検討の深化を行っ

た上で、国土交通省 交通政策審議会 海事分科会で

検討の上、２００４年度以降速やかに措置すべき事項等が

決定される予定である。

〔資料８―９〕

内航海運制度検討会「事業規制の見直しの具体的制度設計について」骨子

１．オペレーター・オーナーの事業区分

内航海運業法上、内航海運業は運送業（オペレーター）

と船舶貸渡業（オーナー）の２つの事業区分が設けられて

おり、荷主と運送契約を締結できるのはオペレーターに限

られているが、大幅な状況の変化に鑑み、今後はオペレー

ターやオーナーの事業区分を廃止することとし、同一の参

入基準を適用することとする。

２．新しい参入基準

これまでの許可基準である!船腹量等の要件、"事業の

安定性に関する要件、#適正な事業運営に関する要件を以

下の通りとする。

（ア）船腹量等の要件

［現 状］

%運送業にあっては、!使用船舶が３隻以上、"所有船の

船腹量が１，０００G!Tまたは使用船舶の船腹量の１５％のいず

れか大きい G!Tを超えていること、#定期用船等の比率

が６０％以上であること、$平水区域等において使用の場

合は、使用船舶が２００G!T以上かつ１隻以上所有、が要件。

%船舶貸渡業にあっては、!所有船が３隻または９００G!T

もしくは１，８００D!W以上、が要件。

［見直し方向］

%１隻（１００G!Tまたは３０ｍ以上）の所有に要件を変更。

（イ）事業の安定性に関する要件

［現 状］

%運送業にあっては、!確実・安定的な取引数量および金

! 内 航 海 運
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額等、"直接荷主等からの引き受け割合が半数以上、#

適切な資金計画、が要件。

$船舶貸渡業にあっては、!３年以上の定期用船契約等、

"適切な資金計画、#適正・確実な運航採算、が要件。

［見直し方向］

$適切な資金計画を有していること、の要件のみとする。

（ウ）適正な事業運営に関する要件

［現 状］

$運送業にあっては、!営業所等の設置、"確実な船員配

乗計画、が要件。

$船舶貸渡業にあっては、!貨物利用運送事業との兼業禁

止、"確実な船員配乗計画、が要件。

［見直し方向］

$確実な船員配乗計画の要件のみとする。

３．登録制

上記の新しい参入基準がある程度画一的に評価可能な基

準であることから、これまでの「許可制」から「登録制」

とする。

〔資料８―１０〕

内航船乗組み制度検討会「内航貨物船乗組み制度の見直しについての中間報告」骨子

１．労働時間・定員等関係

% 労働時間規制

$１日８時間、基準労働期間について週平均４０時間制の維

持。

$上記を前提として、時間外労働については、労使合意が

ない限り認めない。但し、船舶の安全航行の確保等に係

るものは除く。

$労使合意がある場合には、全ての海員について時間外労

働も含めて、いかなる１週間（連続した７日間）につい

ても最大でも７２時間（１日当り４時間）を超える労働を

禁止する。但し、安全臨時労働は除く。また、１日当り

の最大労働時間は航海当直基準に準じて１４時間とする。

なお、通達で４週間あたり（１ヶ月当り）の労働時間の

上限を定める。

& 定員規制

$労使合意の有無にかかわらず、１日８時間、週平均４０時

間を前提とした「標準定員」（相対基準）、最低限船舶の

安全運航確保を要求する「安全最少定員」（絶対基準）を

規定し、後者のみを強行規定とする。

$標準定員を設定し、それを割り込む船舶については、そ

の程度によって、船舶所有者に通告した上で、ブラック

リスト等に提出。船員労務官による頻繁な監査を行う。

' 雇入れ契約の届出

$雇入れ契約については、公認性制を届出制に改めるとと

もに、届出が受理されるまでは出向を認めない。

$届出は形式的に法令等の違反がない限り受理する。

$届出制導入までの間の措置として、登録公認、その他電

子化等により、申請者の負担軽減を推進する。

( 労働条件の明示の徹底

$船員が自分の休日・休暇、労働時間、賃金等の労働条件

について、明確に認識して就労することを徹底するため、

船舶所有者による労働条件の明示のあり方等について、

運用方法の充実強化を図る。

２．資格制度を中心とした航行安全関係

% 船橋航海当直

$航海当直の人数については現行規制を維持。

$航海当直を担保する乗組員は、海技免状受有者（６級（航

海）以上）でなければならないこととし、（船舶職員であ

るか否かを問わない。以下同じ。）

& 船舶技術や業務実態を踏まえた配乗基準の弾力化

甲板部、機関部等の兼務を中心として対応する。（スー

パーエコシップ等の将来的な技術革新に対応した合理化

については今後検討。）

$航海当直体制の維持に支障が生じる等の影響がないと認

められる場合には、就労実態にあわせて部門間での兼務

雇入れを認めるとする事務局案が提示されている。

$一定の要件（例えば、機関区域無人化船など）を満たす

内航船については、専任の機関部法定職員１名を除き、

他の機関部法定職員が甲板部法廷職員（船長除く）を兼

務することができる。但し、一定の条件について事務局

案が示されている。

' 配乗表に係る航行区域

$三直体制を原則とした限定近海に相当する航行区域に係

る配条表を新たに設ける（沖縄関係の取扱いは別途検討）

との事務局案が示されている。

( その他

$１６００トン以上の内航船に係る資格レベルの緩和を図る。

$３級以下の受験資格の大幅な要件緩和や講習受講者に対

する試験免除による甲種部員の６級（航海）取得促進の

ための措置などを講じる。
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８・３２００２年度以降５年間の内航適正船腹量
２００２年１２月１６日、交通政策審議会第３回海事分科会

（分科会長：千速晃 !日本鉄鋼連盟会長、資料８―
１１参照）において「２００２～２００６年度の内航適正船腹量」

が策定され、同日付けで資料８―１２のとおり国土交通

大臣に答申した。

適正船腹量の策定・公示は、内航海運業法に基づき

交通政策審議会海事分科会で実施されるものであり、

向こう５年間の適正船腹量を予測し、内航海運業者に

船舶建造の中長期的な指針を与えるとともに、国土交

通大臣が船腹量の最高限度を設定する際の判断基準と

するものである。

この適正船腹量は、主要内航貨物の需給状況および

その他の経済事情を勘案し、貨物船、セメント専用船、

油送船など６船種ごとに設定、告示される。

同答申によると、２００２年９月３０日現在の６船種の船

腹量小計は、３，０９１千総トンとなっており、同年度の適

正船腹量３，００２千総トンに比して約３．０％（８９千総トン）

過剰となっている。しかし、２００６年度には逆に４５千総

トンの船腹不足となっている。また、船種別に見ると、

自動車専用船以外は、船腹過剰となっているが、２００６

年度には、自動車専用船に加えて、貨物船も不足する

とされている。

〔資料８―１１〕

交通政策審議会海事分科会委員（５０音順、敬称略）

（委 員）

青山 佳世 フリーアナウンサー

圓川 隆夫 東京工業大学教授

加藤 俊平 東京理科大学教授

杉山 武彦 一橋大学副学長

杉山 雅洋 早稲田大学教授

千速 晃 !日本鉄鋼連盟会長〈分科会長〉
（臨時委員）

小谷 道彦 日本内航海運組合総連合会会長

立石 信義 全国内航タンカー海運組合会長

〔資料８―１２〕

! ２００２年度～２００６年度内航適正船腹量

船 種 現 有 船 腹 量
（２００２．９．３０）

適 正 船 腹 量

２００２年度 ２００３年度 ２００４年度 ２００５年度 ２００６年度

貨 物 船
１，５５９千Ｇ"Ｔ １，５４４

（ １５）
１，５３９
（ ２０）

１，５８３
（▲２４）

１，６３５
（▲７６）

１，６９４
（▲１３５）

２，６６２千Ｄ"Ｗ ２，６３６
（ ２６）

２，６２７
（ ３５）

２，７０３
（▲４１）

２，７９１
（▲１２９）

２，８９３
（▲２３１）

セ メ ン ト 専 用 船
４２７千Ｇ"Ｔ ４１０

（ １７）
４１０

（ １７）
４１０

（ １７）
４１０

（ １７）
４１０

（ １７）

６９３千Ｄ"Ｗ ６６５
（ ２８）

６６５
（ ２８）

６６５
（ ２８）

６６５
（ ２８）

６６５
（ ２８）

自 動 車 専 用 船
１５０千Ｇ"Ｔ １５１

（▲ １）
１５１

（▲ １）
１５１

（▲ １）
１５１

（▲ １）
１５１

（▲ １）

１２２千Ｄ"Ｗ １２２
（ ０）

１２２
（ ０）

１２２
（ ０）

１２２
（ ０）

１２２
（ ０）

土 ・ 砂 利 ・ 石 材 専 用 船
７５９千Ｇ"Ｔ ６８４

（ ７５）
６３１

（ １２８）
５６３

（ １９６）
５３０

（ ２２９）
５１７

（ ２４２）

１，４３１千Ｄ"Ｗ １，２８９
（ １４２）

１，１８９
（ ２４２）

１，０６１
（ ３７０）

１，０００
（ ４３１）

９７４
（ ４５７）

油 送 船
７４６千Ｇ"Ｔ ６９３

（ ５３）
６８２

（ ６４）
６７９

（ ６７）
６７８

（ ６８）
６７７

（ ６９）

１，６２５千# １，５０９
（ １１６）

１，４８６
（ １３９）

１，４８０
（ １４５）

１，４７８
（ １４７）

１，４７５
（ １５０）

特 殊 タ ン ク 船
２０９千Ｇ"Ｔ ２０４

（ ５）
２０４

（ ５）
２０４

（ ５）
２０４

（ ５）
２０４

（ ５）

３２５千Ｄ"Ｗ ３１７
（ ８）

３１７
（ ８）

３１７
（ ８）

３１７
（ ８）

３１７
（ ８）

小 計
（土・砂利・石材専用船除く）

３，０９１千Ｇ"Ｔ ３，００２
（ ８９）

２，９８６
（ １０５）

３，０２７
（ ６４）

３，０７８
（ １３）

３，１３６
（▲４５）

５，４２７千D"W千#
５，２４９
（ １７８）

５，２１７
（ ２１０）

５，２８７
（ １４０）

５，３７３
（ ５４）

５，４７２
（▲４５）

注 １．（ ）内は現有船腹量に対する船腹過剰量である。
２．土・砂利・石材専用船については、２００３年度以降、関空２期工事・中部国際空港等の埋立工事がピークを過ぎることから、計算上、大幅

な船腹過剰が予想されている。しかし、現実には現有船腹量のうち、総トンの４１％（３１０千G!T）、載貨重量トンの３７％（５３６千D!W）
は自家用船舶の臨時投入であり、工事終了と共にこれらが撤退することから、極端な船腹過剰は発生しないものと考えられる。
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８・４ 内航海運暫定措置事業
内航海運暫定措置事業は、運輸大臣（現国土交通大

臣）が１９９８年５月１５日認可した内航海運暫定措置事業

規程に基づき、内航海運組合法上の調整事業として同

日より実施されている（船協海運年報１９９９Ｐ．２１４参照）。

この暫定措置事業は、批判が強かった船腹調整事業

の解消により、実態上の経済価値を有していた引当資

格が無価値化する経済的な影響を考慮した施策である

とともに、内航海運業の構造改革推進の観点から、船

腹需給の適正化と競争的市場環境の整備を図るための

事業である（制度の概要は、資料８―１３参照）。

なお、２００３年４月以降、船齢１５年を超える船舶に対

しては交付金の交付対象としないこととするいわゆる

「シンデレラプロジェクト」がスタートしたが、この

プロジェクトを円滑かつ着実に実施するため、２００１年

度補正予算において政府保証枠を２１０億円から２９０億円

（借入資金総枠７００億円から８００億円）へ、さらに２００２年

度予算において政府保証枠を３７０億円（借入資金総枠９００

億円）へそれぞれ拡大することが措置された。

なお、内航海運暫定措置事業の実施状況は、資料８

―１４のとおりである。

! コンテナ船・RORO船の適正船腹量

船 種 現 有 船 腹 量
（２００２．９．３０）

適 正 船 腹 量

２００２年度 ２００３年度 ２００４年度 ２００５年度 ２００６年度

コンテナ船・ＲＯＲＯ船
３９３千Ｇ!Ｔ ３８２

（ １１）
４０７

（▲１４）
４３３

（▲４０）
４５７

（▲６４）
４８１

（▲８８）

３０３千Ｄ!Ｗ ２９５
（ ８）

３１４
（▲１１）

３３４
（▲３１）

３５２
（▲４９）

３７１
（▲６８）

（注）（ ）内は、船腹過剰量で▲は船腹不足の状況を示す。

" 船種別輸送量の見通し

船 種 品 目
実 績 推 計

１９９９年度 ２０００年度 ２００１年度 ２００２年度 ２００３年度 ２００４年度 ２００５年度 ２００６年度

貨 物 船（百万㌧）

鉄 鋼 ４８．６ ５４．６ ５０．７ ４８．０ ４７．９ ４７．９ ４７．９ ４７．９

石 灰 石 ５７．１ ５９．１ ５７．６ ５４．７ ５４．４ ５４．４ ５４．４ ５４．４

その他貨物（注１） １１１．６ １０９．４ １０３．７ １０４．５ １０４．５ １１０．８ １１８．１ １２６．４

小 計 ２１７．３ ２２３．０ ２１１．９ ２０７．１ ２０６．８ ２１３．１ ２２０．４ ２２８．７

セ メ ン ト 専 用 船（百万㌧） セ メ ン ト ４６．０ ４９．３ ４７．９ ４５．３ ４５．３ ４５．３ ４５．３ ４５．３

自 動 車 専 用 船（百万㌧） 自 動 車 ３．６ ４．０ ４．１ ３．９ ３．９ ３．９ ３．９ ３．９

土・砂利・石材専用船（百万㌧） 土・砂利・石材 １１５．２ １３３．５ １４５．１
（実績見込） ２３９．８ １８６．９ １３９．０ １２１．５ １１４．７

油 送 船（百万㌔㍑）

黒 油 ７０．５ ６８．６ ６０．０ ５７．３ ５４．９ ５４．５ ５４．２ ５３．９

白 油 １０３．４ ９８．９ ９９．６ ９８．８ ９８．５ ９８．２ ９８．２ ９８．２

そ の 他（注２） ２０．５ ２０．３ １９．１ １９．１ １９．１ １９．１ １９．１ １９．１

小 計 １９４．４ １８７．８ １７８．７ １７５．２ １７２．５ １７１．８ １７１．５ １７１．２

特 殊 タ ン ク 船（百万㌧） 高 圧 ガ ス 等 ２６．１ ２５．７ ２３．３ ２３．３ ２３．３ ２３．３ ２３．３ ２３．３

注１．貨物船の「その他貨物」とは、鉄鋼・石灰石を除いた穀物、石炭製品等である。
２．輸送船の「その他」とは、油脂、ケミカルである。
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〔資料８―１３〕 内航海運暫定措置事業の概要

運輸施設整備事業団�
Corporation for Advanced Transport Technology

金融機関等�
Bank Financier

資金の融資�
Loan of Transitional�
Business Fund

内航総連合会�
Federation

暫定措置事業勘定［未決算勘定］�
Transitional Business Account

その他の事業勘定�
Other Cooperative Business Account

新たな船舶建造者�
Applicant to Build Ship

既存の自己所有船を解撤等する者�
Eligible Entity to Scrap Owned Ship

納付金の納付�
Payment for Building Tonnage

内航海運暫定措置事業�
Transitional Business

交付金の交付�
Repayment for Scrapped Tonnage

! 内航総連合会は、組合員が自己の所有する交付金対象船舶を解撤等する場合に解撤等交付金を交

付する。

２００２年度以降、前年度における収支状況および当該年度の収支見通しを踏まえた上・下半期毎の

資金管理計画を作成し、同計画に基づいて交付金の認定・交付を行なう。

" 交付金の交付のために必要な資金は、内航総連合会が金融機関等から調達。

# 内航総連合会は、船舶建造者等が納付する納付金によって、金融機関等からの借入金を返済する。

$ 船舶を建造しようとする組合員は、新造船等の対象トン数に応じて内航総連合会に、建造等納付

金を納付（納付金の一部に代えて、既存の自己所有船を解撤することも可）する。

% この事業は、収支が相償ったときに終了する。

! 内 航 海 運
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" 内航海運暫定措置事業による解撤等交付金認定状況

年 度 船 種 隻 数 対 象 ト ン 数 交 付 金 額

一 般 貨 物 船 ２８８ ３０２，３３３ ３３，１７１，４３５，０００

特 殊 船 １５２ １３９，２１１ ６，８１２，２２４，０００

１９９８年度 曳 船 ２７ ２４，５７４ ２４２，５９４，０００

油 送 船 ２００ ２８６，４３７ １７，１５７，６８０，０００

合 計 ６６７ ７５２，５５５ ５７，３８３，９３３，０００

一 般 貨 物 船 ５８ ５１，２３８ ５，３０１，２９２，５００

特 殊 船 ４２ ３５，４９４ １，２４３，８９９，５００

１９９９年度 曳 船 ８ ７，６８０ ６５，１４０，０００

油 送 船 ３７ ５３，４６４ ２，９３６，８５３，４００

合 計 １４５ １４７，８７６ ９，５４７，１８５，４００

一 般 貨 物 船 ５８ ５７，０５０ ５，６７５，４５０，０００

特 殊 船 ６５ ５９，３４３ ２，４６５，０４０，０００

２０００年度 曳 船 １２ １３，２５０ １０２，７５０，０００

油 送 船 ５７ ７２，５９５ ３，５９６，８３３，２２５

合 計 １９２ ２０２，２３８ １１，８４０，０７３，２２５

一 般 貨 物 船 １５９ １５６，５９９ １４，７９５，５８５，０００

特 殊 船 ８７ １１０，９３０ ５，７９２，６８２，０００

２００１年度 曳 船 ７ ７，８１０ ６１，７４５，０００

油 送 船 ８６ １３１，３９６ ５，８４６，０７７，５００

合 計 ３３９ ４０６，７３５ ２６，４９６，０８９，５００

一 般 貨 物 船 １０１ ７６，１４５ ６，８３０，８６４，０００

特 殊 船 １３９ １６６，４７７ ７，２３８，８５２，０００

２００２年度 曳 船 １３ ２２，３５０ １８９，３５０，０００

油 送 船 ５７ ７５，２８７ ２，９７２，６８０，０００

合 計 ３１０ ３４０，２５９ １７，２３１，７４６，０００

一 般 貨 物 船 ６６４ ６４３，３６５ ６５，７７４，６２６，５００

１９９８～２００２年度
特 殊 船 ４８５ ５１１，４５５ ２３，５５２，６９７，５００

合 計
曳 船 ６７ ７５，６６４ ６６１，５７９，０００

油 送 船 ４３７ ６１９，１７９ ３２，５１０，１２４，１２５

合 計 １，６５３ １，８４９，６６３ １２２，４９９，０２７，１２５

〔資料８―１４〕

! 内航海運暫定措置事業による建造認定の実績（認定ベース）

年 度

貨 物 船 油 送 船

建造船（Ａ） 解撤等船舶 免除船（Ｂ） （Ａ）－（Ｂ） 建造船（Ａ） 解撤等船舶 免除船（Ｂ） （Ａ）－（Ｂ）

隻 数 D!W 隻 数 D!W 隻 数 D!W 隻 数 " 隻 数 " 隻 数 "

１９９８年度 ２５ １０６，１００ １１ １９，２２８ １４ ８６，８７２ ６ ８，０６４ ６ ７，４４２ ０ ６２２

１９９９年度 ３５ ７６，９９８ １９ ３０，６７１ １６ ４６，３２７ １０ ２２，４３１ ７ １２，３５３ ３ １０，０７８

２０００年度 ７２ １４６，８８８ ３３ ４８，１７９ ３９ ９８，７０９ ２４ ６３，０９０ ２０ ３８，８５８ ４ ２４，２３２

２００１年度 ４９ １２７，９０９ ２１ ３６，７２３ ２８ ９１，１８６ ３８ １１３，２１９ ３１ ５９，９３０ ７ ５３，２８９

２００２年度 ３８ １２５，１３４ ３３ ３２，９９４ ５ ９２，１４０ １６ ２３，３６７ ９ １５，０３９ ６ ８，３２８
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9 調査および広報活動

９・１ 調査ならびに統計出版活動
当協会では、海運政策や経営資源に資するさまざま

な調査ならびに情報の収集を行い、当協会の活動に反

映させている。また、海運に関する基本的な統計、資

料を中心に、関連する諸情報を収集・整理して、会員

会社はもとより、国土交通省をはじめ関係方面の利用

に供している。

９・１・１ 税制関係調査

１．税制関係調査

わが国海運税制の改善に資する観点から、諸外国、

特にトン数標準税制を既に導入している欧州諸国を中

心に税制制度について第三者機関に調査を委託した。

わが国海運企業が、欧州をはじめとする諸外国に設立

された場合に、どの程度の法人税負担が生じるのかを

調査することによって、トン数標準税制を採用した場

合の効果を試算したものである。船隊規模にもよるが、

安定的に一定規模以上の収益が計上される場合は、相

当程度税負担が軽減されるとの調査結果となった。ま

た、トン数標準税制を海運企業が選択せず、通常の収

益課税による場合であってもわが国より有利であった。

地方税関係も含めた全ての税負担比較はできなかっ

たものの、諸外国ではわが国における海運企業よりも

優遇されているのは確実であり、それら海運企業との

トータルな競争力格差はさらに拡大しているといえる。

２．その他政策関係調査

鉄鉱石や石炭などのメジャーバルクについては、荷

動き量も含めて種々の資料が発表されているものの、

需要や市況・為替等の周辺環境によって輸送動向が変

化するボーキサイトやセメント等のいわゆるマイナー

バルクについては、取引情報をはじめ資料がほとんど

発表されていない。

このため、当協会はマイナーバルクの荷動き量をは

じめとした調査を第三者機関に委託した。２００１年度に

は、マイナーバルクのうち、鋼材・ボーキサイト!ア
ルミナの調査結果が取りまとめられた。また、２００２年

度には、さらに肥料・セメントの結果がとりまとまっ

たことから、関係委員会に報告を行った。

９・１・２ 世界およびわが国商船船腹

世界およびわが国の商船船腹について、過年度およ

び当年度の状況を比較・整理する等定量分析を行った

ほか、以下の活動を行った。

日本商船船腹統計２００２年の取りまとめ

「日本商船船腹統計」は１９７２年に集計を開始した統計

であり、毎年６月３０日時点で日本国籍を有する１００総ト

ン以上の鋼船（漁船・雑船を除く）を対象としている。

本統計は、わが国船腹量の実態を的確かつ迅速に把

握し得る類似統計が他にない現状に鑑み、当協会がそ

の取りまとめに当たっているもので、海運関係の業務

の参考に供し、わが国海運・経済の振興発展のための

基礎データとして資することを目的としている。

２００２年６月３０日現在の日本商船船腹量は、５，４７３隻、

約１，２９６万総トン、約１，７４４万重量トンであり、隻数ベー

スで２６０隻、約４．５％、また総トンベースでは約５６万総ト

ン、約４．２％、重量トンベースでは約９８万重量トン、５．３

％と、依然、減少傾向が続いている。

本統計は、従前、冊子に取りまとめ、関係先へ配布

する等外部公表していたが、この中の一部統計につい

ては、後述の「海運統計要覧」収録分と一部重複して

いることから、掲載方法の見直しを検討した結果、１９９８

この章のポイント
●わが国海運税制の改善に資する観点から、トン数

標準税制を既に導入している欧州諸国を中心に税

制制度に関する調査を実施。

●オピニオンリーダー、マスコミおよび学校・学生

等を中心とした国民各層に対して、各種媒体およ

びイベント等を通して広く広報活動を実施。
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年以降、本統計は冊子としての配布を取りやめ、「海運

統計要覧」収録分に整理統合する等より利便性を高め

た形で広く提供している。

９・１・３ 海運に関する統計資料・情報の
収集・整理

当協会は、海運ならびにこれを取り巻く四囲の状況

について、内外の資料・情報等を収集・整理し、当協

会会員をはじめ国土交通省等関係方面の便宜に供して

いる。

２００２年度においては、下記の活動を行った。

% 「船協海運年報２００２」の刊行

「船協海運年報」は、わが国海運の活動や国際情勢

ならびに当協会の諸施策や対応等を記録することを

基本的な編集方針とし、１９５７年の創刊以降、毎年、

刊行を重ねている。

& 「海運統計要覧２００３」の刊行

「海運統計要覧」は、海運に関係する国内外の諸統

計を幅広く収録したハンディサイズの統計集であり、

１９７０年に創刊して以来、毎年刊行しているものであ

る。

主な内容は、世界およびわが国の商船船腹に関す

る定量分析をはじめ、船舶の建造、主要貨物の海上

荷動き量、港湾、船員関係のほか、石油や石炭等の

エネルギー関係とともに鉄鋼、自動車等主要関連産

業の動向等となっている。

２００３年版についても、最新資料に基づき、データ

更新を図るとともに、新たな資料の掲載に努め、関係

先に配布する等して利用者の利便性の向上を図った。

９・２ 広報活動
海運の役割や重要性等について、オピニオンリーダ

ーや報道関係者等関係各位に対し、経済誌、機関誌「せ

んきょう」、各種パンフレットおよび記者会見等を通じ

て積極的なアピールを行った。

学校・学生等を中心とした国民各層に対しては、日

本の海運の役割および重要性についての理解を深める

ことを目的とした活動を行うとともに、会員各社に対

し、「船協情報」等により迅速な海運関係情報の提供を

行った。

詳細は以下の通りである。

９・２・１ オピニオンリーダー、マスコミ
向け広報

オピニオンリーダーや報道関係者等に対し、海運の

重要性等について認識してもらうため、以下の活動を

行った。

% 経済誌等による広報

! 経済誌等による税制キャンペーン

「船舶の特別償却制度の充実・改善」および「ト

ン数標準税制の導入」に関する意見広告を以下の

とおり掲載した。

$２００２年６月：AERA、Yomiuri Weekly、サンデー毎

日（各３回）

$２００２年９月・１０月：エコノミスト、週刊ダイアモ
ンド、週刊東洋経済、新潮４５、現代、正論（各２

回）

$２００２年１１月：サンデー毎日、週刊朝日、週刊東洋
経済、AERA、Yomiuri Weekly、日経ビジネス（各

１回）

" 国土交通省広報誌「国土交通」への広告掲載

上記!の税制キャンペーン広告および海運の役
割を訴えるための記事広告を掲載した。

& 機関誌「せんきょう」および各種パンフレットに

よる広報

! 機関誌「せんきょう」の発行

わが国海運の直面する諸問題や内外の動向およ

びこれらに対する当協会の対応や活動を主な内容

として編集し、会員はじめ関係方面に広く配布し

た。

" 「SHIPPING NOW 2002日本の海運」の発行

わが国海運の現状が一目で分かるよう、豊富な

写真やグラフを主体に分かり易く解説した題記パ

ンフレットを発行し、会員各社の他、マスコミ関

係者や大学教授、小中高社会科教師、教育委員会、

上場企業、シンクタンク、関係官庁および全国海

事関係博物館等に幅広く配布した。

# 「JAPANESE SHIPPING 2002 JSA Annual Report」

の発行

当協会の活動を取りまとめた題記英文パンフレ

ットを発行し、当協会会員の他、諸外国の海運関

係機関等に配布した。
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( 報道関係者向け広報

! 定例記者会見等の開催

当協会定例理事会開催日に、海運専門紙記者お

よび一般紙海運担当記者を対象とした記者会見を

それぞれ実施するとともに、記者との懇談会等も

必要に応じて実施した。

" 専門紙記者視察研修会の開催

２００２年６月２８～２９日、海運専門紙記者と当協会広

報幹事との合同視察研修会（於：北九州市・北九

州港（響灘地区）および白島石油備蓄基地）を開

催した。

９・２・２ 学校・学生向けを中心とした一
般向け広報

学校・学生等を中心とした国民各層に対し、日本の

海運の役割および重要性についての理解を深めること

を目的とした活動を行った。

& 学校・学生向け広報

! 教師向け見学会の開催

２００２年７月３０日、東京都小学校社会科研究会の

主催により、同研究会に所属する先生方約９０名を

対象として、千葉港、京葉シーバースおよび極東

石油工業%千葉製油所の見学会が実施され、当協
会および石油連盟が協同して海運・石油関係の説

明等を行った。また、８月２７日には、神戸市小学

校教育研究会の主催により同社会科部の先生方約

５０名を対象に、%商船三井コンテナターミナル（ポ
ートアイランド）および新日本石油大阪精油所の

見学ならびに海運・石油関係の説明会が開催され、

これに当協会および石油連盟が協力した。

" 学生新聞への広告掲載

２００２年７月２０日付の「毎日中学生新聞」に、海

運の役割・重要性や海運と我々の生活とのつなが

りなどを解説した広告を掲載した。

# 海運最前線「日本の新鋭船シリーズ」の制作

国土交通省広報誌「国土交通」に１９９８年４月か

ら２００２年６月まで５０回にわたり掲載された標記シ

リーズの合本を制作し、会員、教育機関はじめ広

く一般に配布した。

$ 子供向けパンフレットの発行

子供向けパンフレット「船ってサイコー」を増

刷し、全国の海事関係博物館などに配布するとと

もに、航海訓練所練習船の一般公開等を利用して

配布した。

' PR映画「日本の海運」の制作

わが国の豊かな経済の発展や国民生活を支える海

運業の役割・現状を一般に紹介し、理解を深めるこ

とを目的として５年毎に内容を改訂している PR映画

「日本の海運」が完成し、全国の図書館、高等学校、

教育委員会、シンクタンク等に広く配布した。

なお、このビデオは、“第４１回（平成１５年度）日本

産業映画・ビデオコンクール”において『日本経済

団体連合会会長賞』を受賞した。

( 船協ホームページの充実

従来の内容を充実させるとともに、「統計データ」

のコーナーなどを新設した。

) 「海のシンフォニーファミリーコンサート」の開催

２００２年７月２１日、NHKホールにおいて、国土交通

省および日本放送協会の後援の下、３０，０００名を超え

る応募者の中から抽選で選ばれた約３，０００名を招待し、

題記コンサートを開催した。なお、このコンサート

の模様は、８月１０日１２：１５～１４：００に NHK・FMにて

放送された。

* 各種イベントにおける広報活動

Sea Japan 2002（２００２年４月１０日－１２日：台場ビッ

グサイト）、東京みなと祭（２００２年５月２５、６日：晴

海客船ターミナル）、ファミリーコンサート（２００２年

７月２１日：NHKホール）、海洋環境シンポジウム（２００３

年３月２７日：イイノホール）などの機会を利用し、

来場者にパンフレットを配るなどして海運広報に努

めた。

９・２・３ 会員向け広報

当協会会員各社に対し、「船協情報」等により迅速な

海運関係情報の提供を行うとともに、ホームページ上

から各種周知文書の情報提供を開始した。また、各社

の陸上新入社員を対象とした「海運講習会」を開催し

た。

& 「船協情報」の送付

プレスリリースなど当協会活動のトピックスを中

心とした「船協情報」を合計５０回配信した。なお、

２００２年７月からはこれまでの Faxによる情報提供に

加えて電子メールによる配信を開始した。

' 当協会ホームページ「会員コーナー」の開設

２００２年３月に開設した標記「会員コーナー」を２００３

年４月より内容を拡充してリニューアルした。
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! 「平成１５年度海運講習会」の実施

２００３年３月３１日、会員会社の２００３年度陸上新入社員

（総合職・一般職）等を対象に、社会人としての門

出を祝すとともに、海運業界で働く者としての自覚

と社会人として必要な心構えを育成することを目的

に、海運講習会を開催した。

本講習会には会員会社から合わせて１２９名の受講参

加者があった。
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!．日本船主協会の現状
当協会（社団法人日本船主協会：The Japanese

Shipowners’ Association）は、公共の福祉のために海運

業に関する諸般の調査および研究を行い、その公正、

自由な事業活動を促進し、わが国海運業の健全な発展

に寄与することを目的として１９４７年６月５日に設立さ

れた。

この目的を達成するため、次のような事業を行って

いる。

! 海運業に関する諸般の調査、研究および広報。

" 海運業に関する統計の作成ならびに資料および情

報の収集。

# 海運業に関し、政府、議会、その他に対する意見

の開陳。

$ 海運業に関する労務事項の処理。ただし会員より

特に委任があった場合にかぎる。

% 会員相互の親睦および意見の交換。

& その他、本会の目的を達成するために必要な事業。

当協会の会員は総トン数１００トン以上の船舶の所有者、

賃借人ならびに運航業者であって日本国籍を有する者

によって構成されている。

２００３年４月１日現在の会員は１０３社で、前年以降１社

の退会があった。また、２００３年４月１日現在の会員の

所有船、外国用船、国内用船を合わせた船舶は２，２７３隻、

船腹量は６，５３４万３，４７４G!T、９，４４８万５，３６８D!Wであり、

うち所有船は２７３隻、８０７万２，９０８G!T、１，１２２万７，２１５D

!Wである。

"．第５５回 通 常 総 会
当協会第５５回通常総会は、平成１４年６月１９日午後１

時より、東京都千代田区平河町２丁目６番４号、日本

海運倶楽部において、会員１０４社中９９社（本人３８社、委

任状６１社）の出席を得て開催された。

総会は'長会長が議長となり、下記各号議案につい
て審議を行い、いずれも原案通り可決承認した。

第１号議案 平成１３年度事業報告書および収支決

算書について

第２号議案 平成１４年度事業計画および収支予算

について

第３号議案 決議について

第４号議案 平成１３年度通常総会以降における役

員異動について

決 議

わが国経済が長引く不況を克服し、活力を取り戻す

ためには、経済・社会全般にわたる構造改革が断行さ

れなければならない。海運業界においても環境変化に

即した制度改革、国際競争力強化のための環境整備は

不可欠である。

わが国外航海運は、世界単一市場のなかで厳しい国

際競争に晒されながらも、強力な経営合理化策を講じ、

顧客の多様なニーズに的確に応えつつ、貿易物資の安

定輸送に寄与してきた。一方、欧米諸国は自国海運強

化のため、Tonnage Tax（トン数標準税制）など新たな

手立てを講じはじめている。わが国外航海運がこれら

諸国と今後も同様の環境で競争していくためには、税

制等諸条件の整備、構造改革・規制緩和の実現等、諸

外国とのイコール・フッティングの実現が是非とも必

要である。

内航海運は、我が国の基幹的な輸送機関であり、環

境負荷が小さくモーダルシフトの牽引車としての役割

や、静脈物流の担い手としても期待されている。今後、

暫定措置事業の安定的な実施をもとに２１世紀型内航海

運を目指し、活性化を図ることが出来るよう、諸規制

の見直しなど環境整備を求めていく。

船員問題については、外航分野における外国人船員

の安定確保策や労務問題等に適切に対応するとともに、

わが国海運の構造変化に対応した制度の改善を強く求

めていく。また、船舶の安全運航は海運業界にとって
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当然の責務であり、引き続きその徹底に努め、地球環

境保全対策にも一層積極的に取り組んでいく。さらに

羽田空港の再拡張問題については、船舶の航行安全確

保、港湾の効率性を含む経済性の観点から、関係方面

に対し引き続き積極的に働きかけていく。また、本年

４月に発生した「TAJIMA」号事件を教訓とし、当協会

として必要な対策を講じるとともに、法制の整備、関

係国との連携強化等について関係政府当局に強く要請

していく。

現在整備が進められている有事法制については、重

大な関心を持ち海運界としての適切な対応を図る。

海運は、国際紛争あるいは海賊行為などによる脅威

に直面しながらも、物資の安定輸送に努めているが、

その役割が十分に認識されているとは言い難い。当協

会は、その目指す政策課題を実現するためにも、海運

の役割をより理解してもらうよう幅広い広報に努めて

いかねばならない。

われわれ海運業界は、今後も日本国民の生活と世界

貿易を支えるインフラストラクチャーとしての責任を

果していく所存であり、内外の理解を得ながら下記項

目の実現をもってわが国海運の発展を期するものであ

る。

記

１ わが国海運の競争力強化

!海運関係税制の国際的観点からの見直し等、イコ
ール・フッティングの実現

!実効ある国際船舶制度の実現
!グローバルな企業活動に即した適正な納税制度の
実現

!必要な政策金融の確保
２ 船員問題への取り組み強化

!外航分野における外国人船員の安定確保策、労務
問題等への取り組み強化

!船員派遣事業を可能とする船員職業安定法の改善
および船員の社会保険制度に関する諸問題の抜本

的改善

!全日本海員組合との労使関係の見直し
３ 経済・社会の変化に即した構造改革の実現

!円滑な企業活動を阻害する各種規制の撤廃・緩和
!国際競争力ある港湾の実現
!内航海運暫定措置事業の安定的実施による効率的
な内航船舶への代替建造の促進

４ 船舶の安全運航と地球環境保全に向けての取り組

み強化

!安全運航の徹底と海洋汚染防止対策の整備
!環境憲章に基づく環境保全対策の推進
!モーダルシフトの推進
!クオリティ・シッピングの推進と船舶リサイクル
の促進

!羽田空港再拡張に関連する航行安全確保等
５ 国際問題への適切な対応

!テロ防止策など海上保安対策強化への取り組み
!アジア船主フォーラム等の国際団体・機関での積
極的活動

!WTO海運自由化交渉への対応

!外航船社間協定に対する独禁法適用除外制度の維
持

以上決議する。

"．役員一覧（２００４年!月!日現在）
【会 長】

日 本 郵 船 取締役社長 草 刈 隆 郎

【副 会 長】

商 船 三 井 取締役社長 鈴 木 邦 雄

新 和 海 運 取締役社長 鷲 見 嘉 一

新日本石油タンカー 取締役社長 神 田 康 孝

川 崎 汽 船 取締役社長 ! 長 保 英

八 馬 汽 船 取締役社長 小 林 宏 志

旭 タ ン カ ー 取締役会長 立 石 信 義

【常任理事】

旭 タ ン カ ー 取締役会長 立 石 信 義

第 一 中 央 汽 船 取締役社長 竹 村 治

八 馬 汽 船 取締役社長 小 林 宏 志

飯 野 海 運 取締役社長 太 田 健 夫

川 崎 汽 船 取締役社長 ! 長 保 英

国際エネルギー輸送 取締役社長 飯 塚 孜

明 治 海 運 取締役社長 内 田 和 也

日 本 郵 船 取締役社長 草 刈 隆 郎

日 正 汽 船 取締役社長 山 本 紀 道

三 光 汽 船 取締役社長 松 井 毅
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新 和 海 運 取締役社長 鷲 見 嘉 一

商 船 三 井 取締役社長 鈴 木 邦 雄

商 船 三 井 客 船 取締役社長 日 野 乾太郎

新日本石油タンカー 取締役社長 神 田 康 孝

（理事長は常任理事の資格を有する）

【理 事】

旭 海 運 取締役社長 田 渕 啓 仁

旭 タ ン カ ー 取締役会長 立 石 信 義

第 一 中 央 汽 船 取締役社長 竹 村 治

イースタン・カーライナー 取締役社長 吉 田 勝

ジ ェ ネ ッ ク 取締役社長 荒 木 敦

八 馬 汽 船 取締役社長 小 林 宏 志

出 光 タ ン カ ー 取締役社長 米 村 頼 之

飯 野 海 運 取締役社長 太 田 健 夫

川 崎 近 海 汽 船 取締役社長 荒 木 武 文

川 崎 汽 船 取締役社長 ! 長 保 英

近 海 郵 船 物 流 取締役社長 前 田 恭 孝

国際エネルギー輸送 取締役社長 飯 塚 孜

国際マリントランスポート 取締役社長 町 野 硯 治

栗 林 商 船 取締役社長 栗 林 宏 吉

共 栄 タ ン カ ー 取締役社長 藤 田 敏 郎

明 治 海 運 取締役社長 内 田 和 也

三 菱 鉱 石 輸 送 取締役社長 松 宮 俊 明

日 本 郵 船 取締役社長 草 刈 隆 郎

日 正 汽 船 取締役社長 山 本 紀 道

日 産 専 用 船 取締役社長 住 友 昭 夫

日 鉄 海 運 取締役社長 斎 藤 英 樹

ＮＹＫグローバル バルク 取締役社長 川 原 三 郎

大 阪 船 舶 取締役会長 小 谷 道 彦

三 光 汽 船 取締役社長 松 井 毅

新日本石油タンカー 取締役社長 神 田 康 孝

新 和 海 運 取締役社長 鷲 見 嘉 一

商 船 三 井 取締役社長 鈴 木 邦 雄

商 船 三 井 近 海 取締役社長 野 村 親 信

商 船 三 井 客 船 取締役社長 日 野 乾太郎

太 平 洋 海 運 取締役社長 綿 貫 武

太 洋 日 本 汽 船 取締役社長 林 忠 男

反 田 産 業 汽 船 取締役社長 反 田 邦 彦

東 京 船 舶 取締役社長 平 山 欽 一

鶴見サンマリン 取締役社長 岩 本 剛

雄 洋 海 運 取締役社長 小 澤 浩 次

（理事長および各常務理事は理事の資格を有する）

【監 事】

田 渕 海 運 取締役社長 田 渕 訓 生

玉 井 商 船 取締役社長 本 馬 修

東 興 海 運 取締役社長 井 高 大 介

日本造船工業会 常 務 理 事 大 石 捷 郎

【常勤役員】

理 事 長 福 島 義 章

常務理事 増 田 恵 辻 本 泰 久

植 村 保 雄 梅 本 哲 朗

【顧 問】

堀 武 夫 松 岡 通 夫

近 藤 鎮 雄 根 本 二 郎

熊 谷 清 新 谷 功

相 浦 紀一郎 生 田 正 治

松 成 博 茂 乾 英 文

＜常設委員会委員長・部会長および特別委員会委員長＞
【常設委員会委員長】

総務委員会 商 船 三 井 取締役
社 長 鈴 木 邦 雄

政策委員会 新 和 海 運 取締役
社 長 鷲 見 嘉 一

労政委員会 川 崎 汽 船 取締役
社 長 ! 長 保 英

構造改革委員会 日 本 郵 船 取締役
社 長 草 刈 隆 郎

港湾物流委員会 日 本 郵 船 取締役
副社長 平 野 裕 司

工務委員会 新日本石油タンカー 取締役
社 長 神 田 康 孝

安全環境委員会 日 正 汽 船 取締役
社 長 山 本 紀 道

法務保険委員会 三 光 汽 船 取締役
社 長 松 井 毅

【部会部会長】

オーナー部会

八 馬 汽 船 取締役社長 小 林 宏 志

近海内航部会

旭 タ ン カ ー 取締役会長 立 石 信 義

客 船 部 会

商 船 三 井 客 船 取締役社長 日 野 乾太郎

注）２００３年７月に組織変更。海務委員会および外航船舶解撤促

進特別委員会は安全環境委員会に統合。労務委員会、船員対

策特別委員会および外航労務部会は労政委員会に統合。
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【地区船主会議長】

京浜地区船主会

新 和 海 運 取締役社長 鷲 見 嘉 一

阪神地区船主会

八 馬 汽 船 取締役社長 小 林 宏 志

九州地区船主会

ジ ェ ネ ッ ク 取締役社長 荒 木 敦

＜評 議 員＞
【評 議 員】

（議 長）

太 平 洋 汽 船 取締役社長 佐久間 直 正

（副議長）

佐 藤 國 汽 船 取締役社長 佐 藤 國 臣

京浜地区選出

アクトマリタイム 取締役社長 小 口 弘

旭 汽 船 取締役社長 船 木 芳 雄

東 海 運 取締役社長 岩 間 貞 三

千 葉 商 船 取締役社長 木 内 弘 幸

第 一 タ ン カ ー 取締役社長 橋 元 幸 夫

大 東 通 商 取締役社長 中 部 由 郎

日 之 出 郵 船 取締役社長 小 林 進 二

邦 洋 海 運 取締役社長 内 藤 吉 起

乾 汽 船 取締役社長 乾 新 悟

神 原 汽 船 取締役社長 佐 竹 弘 造

関 西 ラ イ ン 取締役社長 石 崎 靖 幸

共 和 産 業 海 運 取締役社長 三 輪 大 成

宗 像 海 運 取締役社長 市 倉 則 勝

日 本 マ リ ン 取締役社長 小 林 伸 行

日 本 海 運 取締役社長 金 山 滿

日本サルヴェージ 取締役社長 大久保 勉

ニッスイシッピング 取締役社長 足 達 幸 治

日 鐵 物 流 取締役社長 市 瀬 圭 次

三 洋 海 運 取締役社長 三 木 孝 幸

関 兵 海 運 取締役社長 関 駿 也

新和ケミカルタンカー 取締役社長 森 島 壽 昭

新 和 内 航 海 運 取締役社長 西 浦 弘 高

昭 和 油 槽 船 取締役社長 鳥 飼 万 歳 喜

東 海 商 船 取締役社長 伊 藤 淳

太 平 洋 汽 船 取締役社長 佐久間 直 正

東 京 マ リ ン 取締役社長 田 中 洋 彦

上野トランステック 取締役社長 上 野 孝

阪神地区選出

第 一 船 舶 取締役社長 福 田 茂 樹

大日インベスト 取締役社長 石 坂 公 孝

大 光 船 舶 取締役社長 番 家 進 一

神 戸 船 舶 取締役社長 原 田 弘

国 華 産 業 取締役社長 吉 川 弘 明

協 成 ラ イ ン 代表取締役 真 木 克 朗

枡 本 海 運 産 業 取締役社長 枡 本 守 生

新 田 汽 船 取締役社長 新 田 仲 博

プ リ ン ス 海 運 取締役社長 藤 本 亨 佑

佐 藤 汽 船 取締役社長 佐 藤 忠 男

佐 藤 國 汽 船 取締役社長 佐 藤 國 臣

セ ン コ ー 取締役社長 小 池 洋

大 窯 汽 船 取締役社長 守 石 恵 三

辰 巳 商 会 取締役社長 木 谷 光 徳

東 慶 海 運 取締役社長 長谷部 安 俊

九州地区選出

松島コールライン 取締役社長 木 田 優

鶴 丸 海 運 取締役社長 鶴 丸 俊 輔
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付・資料 船協海運日誌
日本船主協会会員名簿





【"!!"年】

４・１１ ２００２年度港湾春闘が妥結した。

４・１９ 国土交通省は、内航船乗組み制度検討委員会

第１回会合を開催した。同会合は、船員の適

正な労働環境、安全・安定運航の確保を前提

にして効率的な船舶職員の配乗体制を再構築

することとしている。

４・１９ 当協会は、公海上を航行中のパナマ籍タンカ

ー「TAJIMA」で発生した殺人事件に関し、扇国

土交通大臣、川口外務大臣、森山法務大臣、

縄野海上保安庁長官ならびにアダメスパナマ

共和国特命全権大使に対して本事件の早期解

決に関する要望書を提出した。

４・２５ 当協会は、公海上を航行中のパナマ籍タンカ

ー「TAJIMA」で発生した殺人事件に関し、被疑

者の仮上陸等を求める緊急要請として森山眞

弓法務大臣に要望書を提出した。

４・２６ 国土交通省は、次世代内航海運懇談会（座長

：杉山武彦一橋大学副学長）第６回会合を開

催し、「次世代内航海運ビジョン―２１世紀型内

航海運を目指して」を公表した。

４・２６ 国土交通省は、「東京国際空港の再拡張に係る

航行安全基礎調査検討会」の初会合を開催した。

４・２９～５!３ ９２年国際油濁補償基金第６回臨時総

会等がロンドン・IMO本部で開催され、追加補

償基金に関する議定書案採択のための外交会

議の開催費用および環境損害の認定基準等に

ついて審議が行われた。

５・７ 国土交通省は、今後の港湾物流政策について

検討を行う交通政策審議会「第１回物流・産

業部会（座長：杉山武彦一橋大学教授）を開

催し、スーパー中枢港湾構想につき同省が政

策案を提示、参加委員からの意見を求めた。

５・８ 当協会は、公海上を航行中のパナマ籍タンカ

ー「TAJIMA」で発生した殺人事件に関し、被疑

者の仮上陸に関し、４月２５日の要望書につづ

き改めて森山法務大臣、扇国土交通大臣、川

口外務大臣ならびに縄野海上保安庁長官に要

望書を提出した。

５・１０ 国土交通省は、第５回内航船員養成における

即戦力化等に係る検討委員会（委員長：加藤

俊平 東京理科大学教授）を開催し、「内航船

員養成における即戦力化等に係る提言」が取

りまとめられた。

５・１５ ４月７日に公海上を航行中のパナマ籍タンカ

ー「TAJIMA」で発生した殺人事件に関し、被

疑者２名を仮拘禁するための措置が実行され

た。

５・１５～２４ 国際海事機関（IMO）第７５回海上安全委員

会（MSC７５）がロンドンのIMO本部で開催され、

世界的な海上輸送におけるテロ防止対策、バ

ルクキャリアの安全対策などが審議された。

５・１７ 海運大手３社の２００２年３月期決算が出揃った。

それによると主力のコンテナ船事業の部門営

業損益が運賃の大幅下落で３期ぶりに赤字に

転落し、コスト削減や円安効果で埋めきれず、

経常利益は下落した。

５・２１ 国連環境計画バーゼル条約締約国会議 第５

回法律作業部会（LWG）、第２０回技術作業部会

（TWG）、第２回TWG、LWG合同会議がジュネ

ーブで開催された。

５・２２ アロヨ・フィリピン大統領より当協会メンバ

ーの長年にわたるフィリピン人船員の雇用お

よび訓練に対する貢献に対する感謝として、

!長会長に感謝状が授与された。

５・２８ アジア船主フォーラム（ASF）第１１回総会が台

北で開催された。

５・２９ 国土交通省港湾局は、局内検討組織「国際ハ

ブ港湾のあり方研究会」（座長：稲村肇東北大

学教授）の最終会合を開催し、国内外のトラ

ンシップ貨物を日本の主要港に集中させるた

めの方策が検討された。今回まとめられた内

容は、６月１０日開催予定の交通政策審議会（港

湾分科会）『第二回物流・産業部会』での検討

材料として報告される予定。

５・２９ 学識経験者、業界団体、国土交通省などの関

係者で構成される「内航海運制度検討会」第

１回会合が、国土交通省で開催され、４月２６

日に策定された次世代内航海運ビジョンで、

行政の取り組み施策のうち事業・船員安全規

制見直しに関して検討を行った。
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６・１２～１３ 国際海運会議所（ICS）!国際海運連盟

（ISF）は、ノルウェー・オスロでそれぞれ年

次総会を開催した。

６・１３～１４ 国際運輸労連（ITF）は、ロンドンで公正

慣行委員会（FPC）を開催した。同委員会にお

いて、フィリピン船員組合アモサップ（AMO-

SUP）は、便宜置籍船（FOC）に乗り込む船員

の最低賃金（ベンチマーク）の凍結について

動議を行ったが、本問題については継続協議

となった。

６・１７ 国土交通省は、バヌアツ籍便宜置籍船（FOC）

船に配乗される日本人船員の海技免状につい

て、バヌアツ政府が承認するための２国間協

定が締結された。これは、８月１日から完全

実施される１９９５年改正 STCW条約（船員の訓

練・資格証明・当直基準に関する国際条約）が

船籍国と船員の国籍国間の承認協定を求めて

いるためである。

６・１９ 当協会は第５５回通常総会を開催した。

６・２０ 外航中小船主協会は第４４回定時総会を開催し

た。

６・２０ 国土交通省、海上保安庁、法務省、外務省で

構成する「日本関係外国籍船内における犯罪

に関する諸問題検討会」の初会合が開催され、

外国籍船上で犯罪等が発生した際の早期解決

を図るため、関係省庁だけでなく、便宜置籍

（FOC）国政府や船社などを含めた連絡体制の

構築について意見交換を行った。

６・２４ パナマ運河庁（PCA）は、運河通航料金を平均

１３％値上げする問題について、各国大使館と

意見交換をおこなった。そのなかで、わが国

政府は、同料金の値上げ反対を主張する当協

会の意見書を同運河庁に提出した。

６・２５ 当協会は、第１回「外国籍船上での犯罪等検

討タスクフォース」会合を開催した。

６・２６ 国土交通省は、IMO等国際機関での船舶解撤

に係る審議へのわが国の対応を検討するため

官民の海事関係者からなる「シップリサイク

ル検討委員会」を設置、その初会合を開催した。

６・２６～２７ 主要８カ国（Ｇ８）の首脳会議（サミッ

ト）が、カナダ・カナナスキスで開催され、国

際交通システムのテロ対策を推進する行動文

書が採択された。海事保安については、IMO

において審議中のテロ対策を支持する内容と

なっている。

６・２８ 国土交通省海事局および当協会は、わが国の

外航海運企業税制のあり方について討議する

ための産学官のメンバーによる「外航海運企

業税制検討会」の初会合を開催した。

６・２８ 国土交通省は、「我が国造船業及び舶用工業の

現状と課題の分析と今後予想される取るべき

措置、国際対応のあり方等について検討し、

産業戦略の明確化とこれからの政策指針を確

立すること」を目的に「造船産業競争戦略会

議」を設置し、その初会合を開催した。

６・２８ 国土交通省は、「国際船舶制度に係る施策の具

体化のための検討・施策立ち上がり後のフォ

ローアップをおこなうための官労使参加によ

る検討会」の第１回会合を開催した。

７・８ 当協会は、パナマ運河通航料金を平均１３％値

上げする問題について、パナマ運河庁（PCA）

アレマン長官宛に同料金の値上げ反対を主張

する当協会の意見書を提出した。

７・９ 国土交通省は、平成１３年度内航船舶輸送実績

を発表した。これによると総輸送量は５億

２，００６万７千トン（対前年度比３．１％減）、２，４４４

億５，１１０万３千トン（同１．２％増）となっている。

７・１２ 国土交通大臣の諮問機関である交通政策審議

会・（第四回）港湾分科会（座長：須田!八戸

工業大学教授）が国土交通省で開催され、物

流・産業部会、環境・安全等部会でまとまら

れた中間報告（「港湾政策のあり方」）を了承

した。国土交通省は、「造船産業戦略会議」の

第２回会議を開催した。

７・１５ 船員職業紹介等研究会（座長：加藤俊平東京

理科大学教授）が開催され、船員教育機関に

よる無料職業紹介事業に関する制度化が適当

であるとの報告書を了承した。しかし、労務

供給事業に該当しない形態については、労働

者側の見解を併記することとなり、また、船

員派遣事業者となり得る者の範囲等について

労働者側と使用者側の意見を付記することと
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された。

７・２０ 国土交通省は２００２年版海事レポートを発表し

た。

７・３０ 国土交通省、海上保安庁、法務省、外務省で

構成する「日本関係外国籍船内における犯罪

に関する諸問題検討会」の最終会合が開催さ

れ、外国籍船内の犯罪対応について４項目か

らなる当面の対応をまとめた。

８・６ 当協会は、第３回「外国籍船上での犯罪等検

討タスクフォース」会合を開催し、諸問題へ

の対応について報告書をまとめた。

８・１３ 国土交通省海事局は、これまでフィリピンに

限られていた STCW９５条約に基づく外国船員

承認制度の対象国についてトルコ、ベトナム

を加え計３カ国に拡大した。

８・１８ 米国沿岸警備隊（USGC）は、サブスタンダー

ド船の取締り強化の一環から１８日から米国に

入港する船舶に対し、用船主・荷主について

の詳細な情報を事前通知することを要求する

こととした。

８・２２ パナマ運河庁（PCA）は、パナマ運河通航料の

値上げを２００２年１０月より約８％、２００３年７月よ

り約４．５％と２段階に分けて実施すると発表し

た。

８・２７ アジア船主フォーラム（ASF）シッピング・エ

コノミックス・レビュー委員会（SERC）第１１

回中間会合が、香港で開催された。

８・２９ 国土交通省は、２００３年度予算の概算要求をま

とめた。

８・３０ 平成９年に日本海で発生したナホトカ号油流

出事故で、国および海上災害防止センターが

損害賠償を船舶所有者等に対して求めていた

訴訟の和解が成立した。これにより、船舶所

有者と国際油濁補償基金は、国に対して約１８

億９，０００万円、海上災害防止センターに約４１億

６，０００万円を支払う。また、被害総額は約２６１億

円と確定した。

９・６ 日本、韓国、シンガポール、香港の４船主協

会による「アジア船員雇用者グループ」準備

会合が海運ビルで開催された。

９・１３ 国際海事機関（IMO）海上安全委員会（MSC）

テロ対策中間作業部会がロンドンで開催され

た。本会合は米国同時多発テロ事件を契機と

した海事分野におけるテロ対策のため、船舶

や港湾の保安計画の内容などについて具体的

に検討された。

９・２４ 国土交通省は、２００１年のわが国クルーズ人口

等の動向について取りまとめた。これによる

と日本人乗客数は約２０万人で前年比７．３％減少

し、このうち外航クルーズ乗客数は約１１万５

千人（対前年比１１．６％減）、内航クルーズ乗客

数は約８万５千人（同０．７％減）となった。

９・２６ 財務省関税局は、米国関税庁が進める海上コ

ンテナ安全対策「コンテナ・セキュリティー

・イニシアチブ（CSI）」に参画することで合

意した。

９・２９ 米国西岸の港湾労使間で行われていた労働協

約改訂交渉で、使用者団体の PMA（太平洋海

事協会）は、港湾労組の ILWU（国際港湾倉庫

労働組合）が荷役業務のスローダウン戦術に

出たことから、同日夜から西岸全２９港でロッ

クアウト（施設封鎖）に踏み切った。

１０・７ 第１０回日韓船主協会会談が京都で開催された。

１０・７ 国土交通省は、第１回スーパー中枢港湾選定

委員会（委員長・水口弘一野村総研顧問）の

会合を東京で開催した。

１０・７ 当協会（!長保英会長）は、外国籍船上で発

生した犯罪への対応として、被疑者を速やか

に上陸させるための措置など７項目について

関係省庁に要望した。

１０・７～１１ 国際海事機関（IMO）第４８回海洋環境保

護委員会（MEPC４８）がロンドンで開催され、

バラスト水管理条約案やシップリサイクルの

ガイドライン案などについて検討した。

１０・１１ 国土交通省、当協会、日本パイロット協会の

３者で構成する水先料金問題検討委員会は、

水先料金体系の合理化案のうち、第１次分の

新嚮導距離（横浜・川崎港、名古屋・四日市

港）について合意した。なお、大型船二人乗

り料金等既に合意をみた項目とあわせて、こ

れらを実施するための関係省令の改正が２００２

年中に行われる予定である。
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１０・１４～１８ 国際労働機関（ILO）海事統合条約第２回

三者構成ハイレベルワーキンググループ会合

（HLT!WG）が ILO本部（ジュネーブ）で開催

された。

１０・２１ 国土交通省、財務省、海上保安庁、物流事業

者で構成する「海上コンテナのセキュリティ

ー確保に関する検討会」の初会合が国土交通

省で開催された。この会合では、コンテナ・

セキュリティ・イニシアチブ（CSI）の合意に

伴う米国向け輸出コンテナの検査体制の強化

に関して、海外の動向や対策等のあり方など

についての検討が行われた。

１０・２１!１１・１ 国際海事機関（IMO）において外交

会議が開催され、外航客船の旅客死傷に対す

る強制保険導入を目途とする「１９７４年の旅客

およびその手荷物の海上輸送に関するアテネ

条約２００２年改定議定書」が採択された。

１０・２２～２４ 国際海事機関（IMO）第８５回法律委員会

がロンドンで開催され、懸案となっている「海

難残骸物の除去」に関する条約等について審

議が行われた。なお、わが国政府は、公海上

の便宜置籍船（FOC）など外国籍船で発生した

犯罪の被疑者を最寄りの国に引き渡すことを

可能とする制度の創設について提案を行った。

１０・２４ 当協会（"長保英会長）は、米国西岸の港湾

労使紛争に伴う港湾施設封鎖の影響から現地

で滞船・滞貨が生じている問題について事態

の早期正常化を求める要望書を扇国土交通大

臣に提出した。

１０・２５ アジア船主フォーラム（ASF）船員委員会第８

回中間会合が中国・大連で開催された。

１０・２６ 海上保安庁は、台湾東方の公海上（北緯２３度

００分、東経１２４度０４分付近）において、派遣中

の巡視船「やしま」と日本関係船舶である共

栄タンカー!運航の大型石油タンカー「KOU!

EI」号（総トン数約１５万トン）との海賊・テロ対

策連携訓練を行った。

１０・３０ 米国関税庁は、海事保安対策の一環として、

船社・NVOCC（Non!Vessel Operating Com-

mon Carrier：複合運送業者。自らは船などの

運送手段を持たず、荷主より運送を引き受け、

海上運送人など実運送人のサービスを使って

輸送する運送人。）に対し、米国向け海上貨物

に関するmanifest情報の船積み２４時間前提出を

義務付けるための最終規則を発表した。

１０・３１ 当協会は、扇国土交通大臣および石原行政改

革・規制改革担当大臣に対し、１９項目からな

る規制緩和要望を提出した。

１０・３１ 国土交通省は、中小海事関係事業者を対象と

した第１回海事関係事業グリーン経営推進委

員会（委員長：石谷久慶応大学教授）を開催

し、経済的・人的負担が大きい国際的な環境

規格 ISO１４００１の取得が困難である事業者が事

業活動における環境保全のための取組み、評

価・改善していくことができるツールとして

の「グリーン経営推進チェックリスト」作成

の検討に着手した。

１１・１ 国土交通省港湾局は、「港湾を核とした静脈物

流システム事業化検討委員会」（委員長：永田

勝也 早稲田大学教授）の第１回会合を開催

し、静脈物流システム事業化に向けた課題の

整理や広域的な静脈物流拠点の形成に関して

意見交換を行った。

１１・８ 超党派の衆参国会議員および海事産業界で構

成する海事振興連盟（会長：原田昇左右衆院

議員）は、正副会長会議で、外国籍船の犯罪

に日本刑法を適用し、邦人保護のため議員立

法で対応する方針を固めた。

１１・１２ アジア船主フォーラム（ASF）法務保険委員会

第８回中間会合が香港で開催された。

１１・１２ 日本港運協会と全国港湾労働組合協議会、全

日本港湾運輸労働組合同盟の中央港湾労使は、

主要７港（東京・横浜・名古屋・大阪・神戸

・北九州・博多）でのコンテナターミナルの

ゲートオープン時間を暫定的に１時間繰り下

げ、午後９時までとすることで合意した。実

施期間は、税関の開庁時間試験延長の期間と

同様、２００３年３月末までである。

１１・１８ アジア船員雇用者グループの第２回会合が、シ

ンガポールにおいてシンガポール船主協会

（SSA, Singapore Shipping Association）、シン

ガポール船員雇用者連盟（SMEF, Singapore
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Maritime Employers’ Federation）の共催のも

とに開催された。

１１・１９ スペイン沖でシングルハル（一重船殻）タン

カー「プレスティージ」（１９７６年建造（船齢２６

年）８万１，５６４重量トン、アフラマックス型）

の折損事故が発生し、大量の重油が流出した。

１１・２０ 国際運輸連盟（ITF）公正慣行委員会（FPC）運

営委員会が、フィリピン・マニラで開催され、

２００３年１月に予定していた便宜置籍船の船員

最低賃金（ベンチマーク）月額５０ドルの引き

上げを３月末まで延期することを決定した。

１１・２１ 第１回 ITF国際フォーラムが、フィリピンマ

ニラで開催され、ITF、国際船員協会（IM-

MAJ）、国際海運雇用者委員会（IMEC）、デン

マーク船主協会は、２００３年１月に予定してい

た便宜置籍船の船員最低賃金（ベンチマーク）

月額５０ドルの引き上げを３月末まで延期する

こと合意した旨の共同声明を発表した。

１１・２１～２２ わが国邦船４社、当協会を含む海運関係

４団体、２個人は、フィリピン国民の雇用に

貢献した功績によりフィリピン・アロヨ大統

領より、表彰を受けた。

１１・２２ 国土交通省は「造船産業競争戦略会議」の第

４回会議を開催した。

１１・２４（米国西岸 現地時間２３日深夜）

米国西岸港湾労使の太平洋海事協会 （PMA）

と国際港湾倉庫労働組合（ILWU）は、港湾作

業の効率化のための新技術導入や向こう６年

間の賃上げなどで労使が暫定合意に達した。

１１・２６ アジア船主フォーラム（ASF）シッピング・エ

コノミックス・レビュー委員会（SERC）第１２

回中間会合が韓国・ソウルで開催された。

１１・２９ 交通政策審議会港湾分科会（座長：須田八戸

工業大学教授）が国土交通省で開催され、国

土交通大臣から諮問を受けていた「経済社会

の変化に対応し、国際競争力の強化、産業の

再生、循環社会の構築などを通じてより良い

暮らしを実現する港湾政策のあり方」を最終

答申にまとめた。

１２・１ 四日市港管理組合は、油濁水排出を防ぐ機能

を持つ SBT（分離バラストタンク）設置済みタ

ンカーについての入港料軽減措置を導入した。

１２・２～１３ 国際海事機関（IMO）第７６回海上安全委員

会（MSC７６）および第５回海上人命安全条約締

約国会議（SOLAS CONF．５）がロンドンで開

催された。

１２・５ OECD新造船協定の第１回交渉がパリで開催

された。新造船協定交渉は、米国の批准拒否

で発効が不可能になった旧造船協定を基本と

し、国際造船市場の公正な競争条件確立をめ

ざすものである。

１２・６ 国土交通省が設置したスーパー中枢港湾選定

第２回委員会（委員長：水口弘一野村総研顧

問）が東京で開催され、議論の結果、年間目標

貨物量、施設規模などの指定基準が確定した。

１２・１１ 森山法務大臣は、海外で日本人が被害者とな

った犯罪について、日本の刑法で外国人を処

罰するための改正法案要綱を法制審議会（法

務大臣の諮問機関）に諮問した。

１２・１２ アジア船主フォーラム（ASF）航行安全および

環境委員会第９回中間会合がフィリピンのマ

ニラで開催された。

１２・１３ 与党３党は、平成１５年度税制改正大綱を取り

まとめた。

１２・１６ 交通政策審議会海事分科会（分科会長：千速

晃新日本製鉄社長）は、平成１４～１８年度の内

航適正船腹量を策定し、国土交通大臣に答申

した。

１２・２０ 当協会外航労務部会と全日本海員組合は、個

別 LNGプロジェクトの日本籍 LNG船を国際

船舶化することで大筋合意した。

１２・２４ 平成１５年度予算の政府案が閣議決定された。

【"!!#年】

１・７～１０ BIAC（経済産業諮問委員会）!OECD MTC

（海運委員会）がパリで開催された。

１・１２～２２ 当協会と国土交通省海事局は、欧州５カ

国で海運政策調査を実施した。

１・１４ 国土交通省は、スーパー中枢港湾の候補港湾

の応募を締め切り、７港湾管理者（東京、横

浜、名古屋、博多、北九州、川崎、四日市）

船協海運日誌

船協海運年報２００３ 217



および１グループ（神戸・大阪）より目論見

書が提出された。

１・１５ 法務大臣の諮問機関である法制審議会の刑事

法（国民に対する重大な犯罪に係る国外犯処

罰規定整備関係）部会（部会長：芝原邦爾学

習院大学教授）第１回会合が開催された。

１・１６ 国土交通省は、２００２年の新造船建造許可実績

をまとめた。それによると２９８隻、１，０６１万総ト

ンで、前年に比べ５９隻減少、総トン数で２４％

減となった。

１・１７ 欧州委員会（EU）は、欧州連合（EU）加盟各

国に船籍を持つ船舶の航行安全性を高めるた

め、これら船舶に乗船する EU加盟国以外の船

員の能力を認証するあらたな認証システムを

提案した。

１・２０ 当協会外航労務部会はと全日本海員組合は第

１４回外航労使関係協議会を開催し、新しい労

使関係構築に向けた雇用関係事項の協議をお

こなった。

１・２０ 国土交通省は、第１５６回通常国会に提出予定の

「港湾法等の一部を改正する法律案」や９２年

民事責任条約の改正を受け油濁損害の船主責

任限度額を約５０％引き上げる「油濁損害賠償

保障法の一部を改正する法律案」など１５法案

を発表した。

１・２０ 日本船舶輸出組合は、２００２年１月から１２月の輸

出船受注実績を発表した。それによると同実

績は２８７隻、１，２１０万総トンで前年同期に比べ４６

隻増加、総トン数は２％減少した。

１・２０～２１ 国土交通省スーパー中枢港湾選定委員会

作業部会は７港湾管理者および１グループよ

りヒアリングを実施した。

１・２０～２５ 国際船舶制度における日本籍船に船舶職

員として乗船する第９回外国人船員承認試験

が、フィリピンマニラで実施された。受験者１９８

名のうちフィリピン人１９０名の他、インドネシ

ア人８名が初めて受験した。

１・２１ 政府の構造改革特区推進本部（本部長・小泉

首相）が開催され、特区の具体化に際し必要

な手順、機構などを定めた「構造改革特別区

域基本方針」を定めた。

１・２２ 米国西岸港湾労使の太平洋海事協会（PMA）と

国際港湾倉庫労働組合（ILWU）が２００２年１１月

２３日に暫定合意していた新労働協約書をILWU

は正式承認し、米国西岸港湾労使交渉は決着

した。

１・２４ 法務大臣の諮問機関である法制審議会の刑事

法（国民に対する重大な犯罪に係る国外犯処

罰規定整備関係）部会（部会長：芝原邦爾学

習院大学教授）が開催され、海外で日本人が

被害者となった犯罪の外国人容疑者に対し日

本刑法を適用する一部改正案要綱を決定した。

１・３０ 財務省は２００２年１０月にスタートした税関の執務

時間外における通関体制の試行実績（７DAYS

オープントライアル）の中間評価を行った。

１・３０ 国土交通省港湾局は、IMO（国際海事機関）で

改正された SOLAS条約（海上人命安全条約）

を受け港湾施設保安対策に向けた「港湾局港

湾保安対策プロジェクトチーム」を設置した。

２・３ 内航海運制度検討会（座長：加藤俊平東京理

科大学教授）は、第４回事業規制ワーキング

グループを開催し、中間報告案をまとめた。

参入規制の緩和、市場機能の整備、輸送の安全

の確保について今後の方向性をまとめたもの。

２・３～７ 国際労働機関（ILO）海事統合条約三者構

成第２回サブワーキンググループ会合が、ジ

ュネーブで開催され、海事統合条約および船

員の身分証明に関する１０８号条約の改正に関す

る検討が行われた。

２・５ 法務大臣の諮問機関である法制審議会の総会

が開催され、海外で日本人が被害者となった

犯罪の外国人容疑者に対し日本刑法を適用す

る一部改正案要綱を了承し、同日、森山法務

大臣に答申した。

２・６ 国土交通省は、２００２年（１～１２月）の日本関

係船舶の海賊被害調査結果を発表した。

２・６ 日本内航海運組合総連合会の基本政策推進委

員会（委員長：秋永陽太郎商船三井フェリー

社長）は、モーダルシフト推進に向けたコス

ト分析に関する報告書を公表した。

２・１２ 国土交通省は、海事テロ対策で改正された海

上人命安全条約（SOLAS条約）の国内法制化
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作業のため、専門の対策室を設置した。

２・２０ 当協会は、海運ビル国際会議場で、平成１４年

度海運関係叙勲・褒章受賞者祝賀パーティー

を開催した。

２・２１ 政府は、海外で日本人が被害者となった犯罪

の外国人容疑者に日本刑法を適用するための

一部改正法案を閣議決定した。

２・２４ 国土交通省は、スーパー中枢港湾選定委員会

第３回会合（委員長：水口弘一野村総研顧問）

を開催し、応募９港のうち７港（東京、横浜、

名古屋、神戸・大阪、北九州、博多）を候補港

湾として１次選考を通過させることを決めた。

２・２４～２７ 国際海事機関（IMO）第３４回訓練・当直基

準小委員会（STW）が開催され、海事テロ対策

で船舶!港湾施設への配置が義務付けられる

保安職員の訓練についてのガイドラインを９

月上旬までに策定すること等を決めた。

２・２７ 当協会外航労務部会と全日本海員組合は外航

労使関係協議会を開催し、平成１５年４月１日

以降の会社と組合との新たな雇用協議の枠組

みについて確認書を締結した。

３・３～７ 国際海事機関（IMO）第２回バラスト水管

理に関する中間会合が、ロンドンで開催された。

３・３ 政府は、世界貿易機関（WTO）サービス貿易

理事会特別会合において、EC、中国等５２ヶ国

・地域と共同で、WTO全加盟国・地域（１４５ヶ

国）に対し、海運交渉への積極的な参加を求め

る共同声明を提出した。

３・５ アジア船主フォーラム（ASF）シッピング・エ

コノミックス・レビュー委員会（SERC）第１３

回中間会合がマニラで開催された。

３・１４ 当協会外航労務部会と全日本海員組合は、第

１８回外航労使関係協議会を開催し、政策課題

に特化した中央労使関係や集団雇用協議の見

直し、各種協議会の扱いで合意した。

３・１４ 国土交通省海事局は、２００１年７月１日現在の

日本関係タンカー隻数をまとめた。日本籍船

２３隻、外国傭船２１１隻で計２３４隻で、うちシング

ルハルタンカーは日本籍１７隻、外国傭船９５隻

の１１２隻であった。

３・１７ 国土交通省は、羽田空港再拡張後の東京湾の

あり方を検討する「羽田再拡張に係る航行安

全基礎調査検討会」（座長：岩井聰東京商船大

学名誉教授）の第３回会合を開催し、報告書

をとりまとめた。

３・１９ 当協会は、イラク関連海上安全等対策本部（本

部長：草刈隆郎当協会副会長）を設置し、第

１回会合を開催した。

３・２０（日本時間午前１１時）米英軍等によるイラクへ

の軍事攻撃が開始された。

３・２０ 当協会は、米英軍等によるイラクへの軍事攻

撃が開始されたことから当協会!長会長名で

国土交通大臣および外務大臣に対し、情報提

供および船舶等の安全確保についての要望書

を提出した。

３・２０ 国土交通省は、海事局イラク危機対策本部（本

部長：徳留健二海事局長）を設置し、米軍な

どによる対イラク攻撃に伴ない、当協会はじ

め関係船社に対し、ペルシャ湾周辺などでの

航行注意喚起通達を発出した。

３・４ 横浜港は、米関税庁の進める米テロ対策プロ

グラムのコンテナ・セキュリティー・イニシ

アチブ（CSI）の試験運用を開始した。

３・２４～２５ アジア船主フォーラム（ASF）シップリサ

イクリング委員会第６回中間会合が、上海で

開催された。

３・２５ 国土交通省は、内航船乗組み制度検討会の第

５回内航貨物船部会（座長：野川忍 東京学

芸大学教授）を開催し、船舶職員法関連につ

いて航行区域の限定近海に関する配乗表を新

設することなどをはじめとして内航船乗組み

制度見直しの考え方を公表した。

３・２６ 当協会は、イラク関連海上安全等対策本部（本

部長：草刈隆郎当協会副会長）の第２回会合

を開催した。

３・２７ 当協会は、イイノホールで第３回海洋環境シ

ンポジウムを開催した。

３・２８ 国土交通省海事局は、２００２年７月１日現在の

日本商船隊（２０００総トン以上の外航貨物船）の

船腹量を発表した。これによると１，９８８隻（対

前年比１１２隻減、５．３％減）、６，９７９万総トン（同

３．３％減）であり、日本籍船では１１０隻（同７隻
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減、６．０％減）、８３０万総トン（同５．１％減）であ

った。

３・３１ 国土交通省海事局は、東京MOUが開催したPSC

委員会の審議結果について、STCW条約の適合

状況を PSCでチェックするためのガイドライ

ンが最終化されたことを発表した。

４・３ 国土交通省海事局は、重症急性呼吸器症候群

（SARS）の２次感染を防止するため、当協会他

関係団体に各加盟事業者などに対する感染防

止策の周知を要請した。

４・４ 官民で設置する港湾物流効率化推進調査委員

会（委員長：金子彰東洋大学教授）が、横浜

港で実施してきた「コンテナターミナルゲー

ト２４時間フルオープン化に向けた実証実験」

の結果を発表した。

４・９ 香港船主協会は、アジア船主フォーラム（ASF）

第１２回香港総会の延期を発表した。同総会は、

２００３年５月２６－２８日に香港で開催される予定だ

ったが、SARS（重症急性呼吸器症候群）問題が

発生したため、８月２５－２７日に延期すること

とした。

４・９～１０ OECD造船協定の特別交渉グループ第２

回会合が開催され、経営破綻造船所を再生さ

せる「リストラ助成」への規律案が日本から

提案された。

４・１０（現地時間）

欧州連合（EU）加盟１５カ国と欧州委員会（EC）

は、シングルハルタンカーの規制を強化するた

めの海洋汚染防止（MARPOL）条約の改正案を

国際海事機関（IMO）に提出した。

４・１１ 国土交通省港湾局は、改正SOLAS条約にて求め

られる港湾施設保安対策の円滑な実施のため、

モデル港を７港（東京、横浜、名古屋、大阪、

下関、苫小牧）選定した。

４・１４ リサイクルポート（総合静脈物流拠点港）の

具体化することを目的とし、産業界、物流事

業者、港湾管理者、港湾所在自治体で構成す

る「リサイクルポート推進協議会」設立総会

が開催された。

４・１７ 日本鉄鋼連盟は、２００２年度の国内粗鋼生産速

報を発表した。これによると同年度の国内粗

鋼生産量は、対前年度比７．６％増の１億９８０万ト

ンと３年連続の１億トン台となった。

４・１８ 国土交通省は、マーシャル諸島籍便宜置籍船

（FOC）に配乗される日本人船員の海技免状に

ついて、マーシャル諸島政府が承認するため

の２国間協定を締結した。１９９５年改正 STCW

条約（船員の訓練・資格証明・当直基準に関

する国際条約）が船籍国と船員の国籍国間の

承認協定を求めているためである。

４・１８ 国土交通省は、任意 ISM（国際安全管理）コー

ド認証の取得事業者、船舶名を公表した。

４・２１ 政府が構造改革特区の第１弾５７件を４月２１日

に認定したことを受け、財務省は同日夕刻よ

り対象１０港で税関臨時開庁手数料の半額化を

実施した。

５・８ 国土交通省は、国内港湾のセキュリティー強

化策などについて検討する港湾保安対策検討

会（座長：村田進大臣官房技術参事官）の初

会合を開催し、検討会の目的等を了承した。

５・９ 交通政策審議会（会長：奥田碩日本経団連会

長）の第５回海事分科会（同：千速晃日本鉄

鋼連盟会長）が東京で開催され、４月１日に

発足した海上保安庁交通部の今後の政策につ

いて答申した。

５・１２～１６ タンカーによる油濁損害に対する補償を

行っている国際油濁補償基金に新たな追加基

金を設立するための外交会議が、ロンドンで

開催され、同基金設立のための議定書が採択

された。

５・１１～１３ ICS!ISF２００３年総会が兵庫県淡路島で開

催された。

５・１５ 海外で日本人が被害者となった犯罪の外国人

被疑者に対し日本刑法を適用するための刑法

の一部改正案が衆議院本会議で可決、参議院

へ送付された。

５・１６ 海運大手３社の２００３年３月期決算が出揃った。

これによると船舶燃料油の高値推移が損益圧

迫要因になったものの、経費削減効果や下期

以降の不定期船・タンカー市況回復に加え、

定期船のコンテナ荷動き好調もあり、連結経

常利益は従来予想と比べ増額した。
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５・１６ 第７回シップリサイクル連絡協議会が海運ビ

ルで開催され、IMO第４９回MEPCへのわが国

の対応を含む国内外での船舶リサイクルに係

る検討状況や平成１５年度で期限切れを迎える

解撤助成金等について意見交換を行った。

５・１９ 国際船舶制度に係る施策の具体化のための検

討・施策立ち上がり後のフォローアップを行

うための官労使参加による検討会の第２回会

合を開催した。

５・２６ 当協会とノルウェー船主協会は、東京で海運

円卓会議を開催した。

５・２７ 国土交通省は、内航船乗組み制度検討会の内

航貨物部会第７回会合（座長：野川忍東京学

芸大学教授）を開催し、中間報告をまとめた。

これによると、船員法関連で船員の労働時間

について現行の１日８時間・基準労働時間は

週平均４０時間を維持することなどが盛り込ま

れた。

５・２８～６!６ IMO第７７回海上安全委員会（MSC

７７）がロンドンで開催された。

６・１～３ Ｇ８（主要８カ国）サミットがフランス

・エビアンで開催され、シングルハルタンカ

ーに関する規制強化は国際海事機関（IMO）主

導で取組むことがＧ８行動計画に盛り込まれ

採択された。

６・２ 当協会は、欧州委員会に対し、EUにおいて外

航船社間協定に対する独禁法適用除外制度を

定める欧州理事会規則４０５６!８６の見直しに関

するコメントを提出した。

６・２～１９ ILO（世界労働機関）が検討していた「船

員の身分証明方法に関する条約（ILO第１０８号

条約）」の改正条約が採択された。テロ対策で

身分証明方法改善策として、一定の条件が満

たす場合、声紋、虹彩などの個人情報を電子

化して、従来のパスワードなどに替えて本人

確認するバイオメトリクスの導入を強制化す

ることが決まった。

６・４ 欧州議会は、EC（欧州委員会）が作成したシン

グルハルタンカー地域規制強化案を承認した。

６・１２ 当協会は、第３回海運セミナーを開催した。

６・１８ 当協会は第５６回通常総会を開催した。

６・１８～２１ BIAC（経済産業諮問委員会）!OECDの

MTC（海運委員会）がパリで開催された。

６・１９ 外航中小船主協会は第４５回定時総会を開催し

た。

６・２０ 国土交通省は、海事局長の私的諮問機関であ

る第８回造船産業競争戦略会議を開催し、日

本造船業の国際競争力の強化に関する報告書

を取りまとめた。

６・２０ 国際船舶制度に係る施策の具体化のための検

討の施策立ち上がり後のフォローアップを行

うための官労使参加による検討会（座長：加

藤俊平東京理科大学教授）を開催し、国際船

舶制度における外国人船員承認制度について、

一定要件で現在行われている承認試験を免除

するなどの見直し案が示された。

６・２４ 国土交通省は、２００３年３月末現在の内航船腹

量を発表した。現有船腹量６，５９３隻（対前期比

＝２００２年１２月末比０．９％減）、６，７１７千重量トン

（同０．８％減）となった。

６・２７ BIMCO（ボルチック国際海運協議会）、ICS（国

際海運会議所）、INTERCARGO（国際ドライカ

ーゴ船主協会）、INTERTANKO（国際独立タ

ンカー船主協会）の国際的な海運４団体は、EU

委員会および加盟国に対し、プレスティージ事

故に関連した避難地確保に向けた緊急計画・

施策を確立するよう意見書を共同で提出した。

６・３０ 国土交通省海事局は、船員の労務供給・職業

紹介事業の規制改革案をまとめた。

６・３０～７!１１ 世界貿易機関（WTO）サービス貿易

理事会特別会合等がジュネーブで開催された。

サービス分野のうち海運の自由化交渉では、

米国の積極的な交渉参加を促すことが主なテ

ーマとされている。

６・３０ 当協会は、現時点で要望可能な規制緩和要望

（６項目）を総合規制改革会議に提出した。
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京浜地区所属（６９社）

ア ク ト マ リ タ イ ム 株 式 会 社 取締役社長 小 口 弘

旭 海 運 株 式 会 社 取締役社長 田 渕 啓 仁

旭 汽 船 株 式 会 社 取締役社長 船 木 芳 雄

旭 タ ン カ ー 株 式 会 社 取締役会長 立 石 信 義

東 海 運 株 式 会 社 取締役社長 岩 間 貞 三

千 葉 商 船 株 式 会 社 取締役社長 木 内 弘 幸

第 一 中 央 汽 船 株 式 会 社 取締役社長 竹 村 治

第 一 タ ン カ ー 株 式 会 社 取締役社長 橋 元 幸 夫

大 東 通 商 株 式 会 社 取締役社長 中 部 由 郎

イースタン・カーライナー株式会社 取締役社長 吉 田 勝

日 之 出 郵 船 株 式 会 社 取締役社長 小 林 進 二

邦 洋 海 運 株 式 会 社 取締役社長 内 藤 吉 起

出 光 タ ン カ ー 株 式 会 社 取締役社長 米 村 頼 之

飯 野 海 運 株 式 会 社 取締役社長 太 田 健 夫

インターエイシアライン株式会社 取締役社長 林 良 均

乾 汽 船 株 式 会 社 取締役社長 乾 新 悟

板 谷 商 船 株 式 会 社 取締役社長 板 谷 宮 吉

神 原 汽 船 株 式 会 社 取締役社長 佐 竹 弘 造

株 式 会 社 関 西 ラ イ ン 取締役社長 石 崎 靖 幸

川 崎 近 海 汽 船 株 式 会 社 取締役会長 荒 木 武 文

株式会社キーマックスマリタイム 取締役社長 栢 原 信 郎

近 海 郵 船 物 流 株 式 会 社 取締役社長 前 田 恭 孝

喜 多 浦 海 運 株 式 会 社 取締役社長 原 正 樹

国 際 エ ネ ル ギ ー 輸 送 株 式 会 社 取締役社長 飯 塚 孜

国際マリントランスポート株式会社 取締役社長 町 野 硯 治

栗 林 物 流 シ ス テ ム 株 式 会 社 取締役社長 栗 林 宏 吉

栗 林 商 船 株 式 会 社 取締役社長 栗 林 宏 吉

共 榮 タ ン カ ー 株 式 会 社 取締役社長 藤 田 敏 郎

（２００４年!月!日現在!地区別アルファベット順）

日本船主協会会員名簿
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共 和 産 業 海 運 株 式 会 社 取締役社長 三 輪 大 成

三 菱 鉱 石 輸 送 株 式 会 社 取締役社長 松 宮 俊 明

三 井 近 海 汽 船 株 式 会 社 取締役社長 渡 辺 豊

宗 像 海 運 株 式 会 社 取締役社長 市 倉 則 勝

日 本 マ リ ン 株 式 会 社 取締役社長 小 林 伸 行

日 本 海 運 株 式 会 社 取締役社長 金 山 滿

日 本 海 洋 事 業 株 式 会 社 取締役社長 松 原 功 一

日 本 サ ル ヴ ヱ ー ジ 株 式 会 社 取締役社長 大久保 勉

日 本 水 産 株 式 会 社 取締役社長 垣 添 直 也

日 本 郵 船 株 式 会 社 取締役社長 草 刈 隆 郎

日 産 専 用 船 株 式 会 社 取締役社長 住 友 昭 夫

日 伸 海 運 株 式 会 社 取締役社長 藤 井 弥 生

日 正 汽 船 株 式 会 社 取締役社長 山 本 紀 道

株 式 会 社 ニ ッ ス イ シ ッ ピ ン グ 取締役社長 足 達 幸 治

日 鐵 物 流 株 式 会 社 取締役社長 市 瀬 圭 次

日 鉄 海 運 株 式 会 社 取締役社長 斎 藤 英 樹

ＮＹＫグローバルバルク株式会社 取締役社長 川 原 三 郎

三 光 汽 船 株 式 会 社 取締役社長 松 井 毅

三 洋 海 運 株 式 会 社 取締役社長 三 木 孝 幸

関 兵 海 運 株 式 会 社 取締役社長 関 駿 也

新 日 本 石 油 タ ン カ ー 株 式 会 社 取締役社長 神 田 康 孝

新和ケミカルタンカー株式会社 取締役社長 森 島 壽 昭

新 和 海 運 株 式 会 社 取締役社長 鷲 見 嘉 一

新 和 内 航 海 運 株 式 会 社 取締役社長 西 浦 弘 高

株 式 会 社 商 船 三 井 取締役社長 鈴 木 邦 雄

商 船 三 井 近 海 株 式 会 社 取締役会長 野 村 親 信

商 船 三 井 客 船 株 式 会 社 取締役社長 日 野 乾太郎

昭 和 シ ェ ル 船 舶 株 式 会 社 取締役社長 香 藤 繁 常

昭 和 油 槽 船 株 式 会 社 取締役社長 鳥 飼 万歳喜

太 平 洋 沿 海 汽 船 株 式 会 社 取締役社長 佐久間 直 正

太 平 洋 海 運 株 式 会 社 取締役社長 綿 貫 武

太 平 洋 汽 船 株 式 会 社 取締役社長 佐久間 直 正

玉 井 商 船 株 式 会 社 取締役社長 本 馬 修

反 田 海 運 株 式 会 社 取締役社長 反 田 邦 彦
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反 田 産 業 汽 船 株 式 会 社 取締役社長 反 田 邦 彦

東 海 商 船 株 式 会 社 取締役社長 伊 藤 淳

東 京 マ リ ン 株 式 会 社 取締役社長 田 中 洋 彦

東 京 船 舶 株 式 会 社 取締役社長 平 山 欽 一

鶴 見 サ ン マ リ ン 株 式 会 社 取締役社長 岩 本 剛

上 野 ト ラ ン ス テ ッ ク 株 式 会 社 取締役社長 上 野 孝

雄 洋 海 運 株 式 会 社 取締役社長 小 澤 浩 次

阪神地区所属（３２社）

第 一 船 舶 株 式 会 社 取締役社長 福 田 茂 樹

大 光 船 舶 株 式 会 社 取締役社長 番 家 進 一

大 日 イ ン ベ ス ト 株 式 会 社 取締役社長 石 坂 公 孝

芸 州 海 運 株 式 会 社 取締役社長 城 戸 常 太

八 馬 汽 船 株 式 会 社 取締役社長 小 林 宏 志

今 治 船 舶 株 式 会 社 取締役社長 矢 野 忠 義

株 式 会 社 関 西 テ ッ ク 取締役社長 秋 山 哲 夫

川 崎 汽 船 株 式 会 社 取締役社長 ! 長 保 英

神 戸 船 舶 株 式 会 社 取締役社長 原 田 弘

国 華 産 業 株 式 会 社 取締役社長 吉 川 弘 明

株 式 会 社 協 成 ラ イ ン 代表取締役 真 木 克 朗

枡 本 海 運 産 業 株 式 会 社 取締役社長 枡 本 守 生

明 治 海 運 株 式 会 社 取締役社長 内 田 和 也

美 須 賀 海 運 株 式 会 社 専務取締役 倉 谷 義 雄

株式会社ナカタ・マックコーポレーション 取締役会長 中 田 貞 雄

浪 速 タ ン カ ー 株 式 会 社 取締役社長 福 岡 孝 一

日 鮮 海 運 株 式 会 社 代表取締役 阿 部 和 好

新 田 汽 船 株 式 会 社 取締役社長 新 田 仲 博

大 阪 船 舶 株 式 会 社 取締役会長 小 谷 道 彦

プ リ ン ス 海 運 株 式 会 社 取締役社長 藤 本 享 佑

佐 藤 汽 船 株 式 会 社 取締役社長 佐 藤 忠 男

佐 藤 國 汽 船 株 式 会 社 取締役社長 佐 藤 國 臣

セ ン コ ー 株 式 会 社 取締役社長 小 池 洋

瀬 野 汽 船 株 式 会 社 取締役社長 瀬 野 利 一

正 栄 汽 船 株 式 会 社 取締役社長 檜 垣 榮 治
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田 渕 海 運 株 式 会 社 取締役社長 田 渕 訓 生

太 洋 日 本 汽 船 株 式 会 社 取締役社長 林 忠 男

大 窯 汽 船 株 式 会 社 取締役社長 守 石 惠 三

株 式 会 社 辰 巳 商 会 取締役社長 木 谷 光 徳

東 慶 海 運 株 式 会 社 取締役社長 長谷部 安 俊

東 興 海 運 株 式 会 社 取締役社長 井 " 大 介

東 和 船 舶 株 式 会 社 取締役社長 長 手 裕

九州地区所属（５社）

株 式 会 社 ジ ェ ネ ッ ク 取締役社長 荒 木 敦

堀 江 船 舶 株 式 会 社 取締役会長 堀 江 ! 三

松 島 コ ー ル ラ イ ン 株 式 会 社 取締役社長 木 田 優

鶴 丸 海 運 株 式 会 社 取締役社長 鶴 丸 俊 輔

宇 部 興 産 海 運 株 式 会 社 取締役社長 坂 田 守

会員名 届出代表者役職名・氏名
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